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は じ め に 
 

 平成２７年度年の理工学部・工学系研究科の活動を自己点検・評価し，とりまとめまし

たのでご報告致します．この報告書は平成１８・１９年度版以来，毎年作成している報告

書で９冊を数えます．これまでの学外の検証者，関係各位をはじめ，ステークホルダーの

皆様のご意見をしっかりと受け止め，教職員と学生が取り組んだ諸活動を，教育活動，研

究活動，社会貢献，国際交流，施設・設備，管理運営の６つの視点で自己点検検・評価を

しています． 

 平成２７年度は平成２２年度から始まった第Ⅱ期中期目標・中期計画期間の最終年度に

あたります．文部科学省は，第Ⅱ期の後半を目標の達成に向けた加速期間として位置づけ

ています．本報告書は平成２５年度までの計画の達成と進捗状況を点検し，第Ⅱ期の最終

的な目標達成に向けた年度内の取り組みを述べています．学士課程にあっては入口（アド

ミッション・ポリシー）と出口（ディプロマ・ポリシー）および教育の質の保証（カリキ

ュラム・ポリシー）に係る懸案が終わりなき重要な課題であり，次期まで継続して改善に

向けた活動に取り組む必要があります．また，工学系研究科にあっては，平成２２年４月

に改組した博士後期課程（１専攻：システム創成科学専攻）から第４期の修了者を輩出し

ました．２サイクル目に入ったことから，改組後の点検結果を基に次期改組に向けた課題

整理を始める必要があろうかと考えています．「国費外国人留学生の優先配置を行う特別プ

ログラム」である「環境・エネルギー科学グローバル教育プログラム」に，本年９月に第

２期生を受け入れました．次年度に第１期の修了生を輩出することになりますが，１サイ

クルした時点で外部委員を含んだ組織による中間評価を受けることになります． 

 科学技術に関する国の施策が次々と打ち出され，理工系人材育成に関する社会的要請（地

域人材も含む）が強まり，本年度から理工学部改組に本格的に着手しました．第Ⅱ期最終

年度の本報告書は，現組織編成で地域人材も含む理工系人材育成の社会的要請に応えられ

るのかを真剣に考える資料となるものと考えています。 

理工学部・工学系研究科はＰＤＣＡのデミングサイクルを機能させ，掲げた目標を達成

できるよう改善を着実に進めています．本報告書に対する関係各位の忌憚のないご意見と

ご指導は，次年度の改善に向けた新しい活動を励起し推進力を増幅させますので，どうぞ

よろしくお願い致します． 

平成２８年１０月 

佐賀大学大学院工学系研究科長・理工学部長 

                                 石 橋 孝 治 
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第１章 学部・研究科の目的 
 

 

１－１ 目的 

 

工学系研究科・理工学部の基本理念 

本学の前身である旧佐賀大学は，昭和 24 年に文理学部と教育学部の 2 学部からなる新

制大学として設置され，昭和 41 年の文理学部の改組に伴って理工学部が設置された。以

来，社会のニーズに応じて学科の増設を行ってきたが，基礎に強い工学系および応用に強

い理学系人材の育成と強化を目指して，平成 9 年に既設 11 学科を 7 学科に再編して現在

に至っている。学部改組の完成年度に当たる平成 13 年度には，工学系研究科博士前期課程

11 専攻を学部学科に対応した 7 専攻への再編と，ゼロエミッションを目指した循環型社会

で活躍する人材を育成する「循環物質工学専攻」の新設により，大学院教育の再構築を図

った。 

理工学部・工学系研究科は，1)理工融合，2)社会に開かれた学部・研究科，3)国際性を

基本理念として，この 40 年間，国立大学では数少ない学部・研究科として存在感を強く示

してきた。今日では，佐賀大学理工学部の理工融合の経験を参考として，多くの国立大学

の理学部と工学部が複合した大学院理工学研究科を組織している。 

平成 20 年 5 月に策定された「理工学部・工学系研究科の将来構想」の中で示した基本理

念は以下の通りである。 

基本理念 

理工学部・工学系研究科は，基礎科学を担う理学系とその応用科学を担う工学系の

学科・専攻で構成する。「理工融合」，「社会への貢献」，「国際性」を理工学部・工学系

研究科の基本理念とし，佐賀大学中長期ビジョン（2008～2015）に則って，教養教育

を教育の根幹におきながら，高度先端科学技術や学際的学術研究領域の分野など，知

識基盤社会の要請に柔軟に対応できる，学生中心の教育研究体制の整備・再構築を図

る。 

・学士課程教育では，教育の質を保証し，豊かな教養と科学・技術の専門基礎学力を

身につけ，国際的視野をもつ責任ある社会人として，広い分野で自立して活躍でき

る個人を育成する。 

・大学院教育では，科学技術の多様化と高度化する各分野への関心と対応能力を備え，

創造性豊かな人材を育成するために，学部から博士前期（修士）及び博士後期（博

士）の各課程にわたって学生・大学院生の総合的学際的能力を順次高め，その総合

能力を育成する。 

博士前期（修士）課程では研究・開発を遂行できる能力の養成を目的とした教育

を行う。巨大プロジェクト等が広領域化された社会において研究者や技術者と

して仕事を遂行していくためには，高度でかつ幅広い基礎知識の習得が求めら
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れている。理工融合の組織をもつ本研究科は，この特色十分に生かし，これらの

要求に応えていく。 

博士後期課程では，知識基盤社会を支え，人類の持続的発展を可能とするために

は，豊かな人間性，深い専門的知識・能力，創造性に優れた研究・開発能力を備

えた研究者・技術者の育成が不可欠であり，より幅広い観点からの実践的な問題

解決能力が求められている。 

 

1.理工融合 

社会全体に多様かつ複雑な価値観が急速な勢いで広がる中で，学際的視野，複合領域の

理解，創造性，独創性を育む教育・研究が求められている。理学系教員と工学系教員の同

じ学部内での共存状態は教育環境と研究環境に適度な緊張感をもたらし，協力関係も着実

に進んでいる。例えば，資源循環・廃棄物処理に関する研究や有明海を巡る環境問題に関

する研究などにおいては理系の教員と工系の教員が共同して研究活動を展開するとともに，

研究成果を教育に反映させている。このような理工学部・工学系研究科の状況は社会のニ

ーズに的確に応える人材の輩出を容易にすると期待される。 

理工学教育では，各学科が他学科の学生を対象に開講する「周辺科目」を開設しており，

理系の学生に対しては工学系教員による応用科目である「理工学基礎技術」を，工系の学

生に対しては理学系教員による「理工学基礎科学」の履修を義務付け，基礎に強い工学系

の人材および応用に強い理学系の人材の育成強化を図っている。 

なお，理工学部は，平成 9 年にそれまでの 11 学科（理学系 4 学科，工学系 7 学科）を 7

学科に再編統合したが，そのうち知能情報システム学科と機能物質化学科は，理学と工学

が融合した教育プログラムを持つ学科として実質的に機能している。 

 第 1 期中期目標・中期計画に沿って平成 20 年に策定された「理工学部・工学系研究科の

将来構想」グリーンケミストリーに基づく環境にやさしく持続可能な循環型社会の実現へ

の対応を図るとともに，生体機能システム制御工学専攻において行ってきた教育研究を継

承・発展させた「医工学」および「新材料」分野における人材育成を行うため，平成 22 年

度に工学系研究科の博士前期課程に「循環物質化学専攻」と「先端融合工学専攻」を設置

した。さらに，これまでの理工融合をさらに発展させて，社会からの要請である幅広い視

点を有する研究者・技術者の育成を実現するため，博士後期課程には既設 3 専攻を 1 専攻

に集約して「システム創成科学専攻」を新設した。 

2.社会に聞かれた研究科・学部 

 理工学部・工学系研究科では，産業技術総合研究所九州センターとの連携大学院，民間

からの技術相談，共同研究の推進の要となる産学官連携推進機構，全国共同利用機関であ

る海洋エネルギー研究センター，佐賀の特殊環境特性の研究に多大な成果を挙げている低

平地沿岸海域研究センターなどの学内共同教育研究施設を通して地域社会との交流を深め

ながら，その成果を教育・研究に反映させている。シンクロトロン光応用研究センターは，

佐賀県シンクロトロン光応用研究施設事業を学術的立場から支援・協力するとともに先端

科学技術を担う人材の育成や地域における新規産業創設への貢献を目指している。また，

国や佐賀県などの地方自治体の各種審議会・委員会への積極的参加等によって社会に貢献

ー2ー



するとともに，特に，佐賀県地域産業支援センターの産学連携への協力などを通して県の

科学技術振興への貢献を果たしている。 

3.国際性 

平成 27 年 5 月 1 日現在，理工学部および工学系研究科には国費，私費を含めて海外か

らの留学生 81 名（学部 29 名，研究科 53 名（博士前期課程 15 名，博士後期課程 38 名））

が在籍しており，｢地球環境科学特別コース｣における英語による授業の実施など留学生の

教育に力を注いでいる。また，外国人教員（研究員も含む）を積極的に採用し，平成 27 年

5 月 1 日現在で 7 名が教育研究にあたっている。 

研究科・学部への海外からの外国人訪問人数や教員の海外研修・国際会議参加者数はこ

こ数年若干の変動はあるが，ほぼ横ばいである。また，留学生数は若干減少傾向を示して

いる。 

 また，工学系研究科では「国際パートナーシップ教育プログラム」を正規の研究科プロ

グラムとして立ち上げ，主として東アジアの大学をパートナーとして，共同研究と大学院

学生の教育を実施している。 

 

１－１－１ 学部の目的 

 

1.教育目的 

 理工学部の教育目的は，佐賀大学理工学部規則第 1 条の 2 に「本学部は，幅広い教養と

科学・技術の専門的な素養を持ち，社会の広い分野で活躍できる人材を育成することを目

的とする。」と定められており，その趣旨は学校教育法第 83 条「大学は，学術の中心とし

て，広く知識を授けるとともに，深く専門の学芸を教授研究し，知的，道徳的および応用

的能力を展開させることを目的とする。」ならびに同第 83 条の 2「大学は，その目的を実

現するための教育研究を行い，その成果を広く社会に提供することにより，社会の発展に

寄与するものとする。」に合致している。 

 

各学科の目的は，佐賀大学理工学部規則第 1 条の 3 に定めている。以下，各学科の目的

をあげる。 

数理科学科 

数学および数理科学の領域において，広く社会で活躍できる高度な専門的知識・能力を

持つ教育者，技術者，研究者となる人材を育成すること。 

物理科学科 

広範な自然現象を理解する試みを通して, 現代の科学技術を支える学力と, 柔軟性に

富んだ豊かな発想力を培い, 広い分野で活躍できる人材を育成すること。 

知能情報システム学科 

情報科学および情報工学の学問領域における専門知識・能力および広い視野を持ち，

知識基盤社会を担う人材を育成すること。 

機能物質化学科 

化学を通して継続的に社会に貢献することのできる人材を育成すること。 
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機械システム工学科 

機械工学およびその関連の領域において，専門的な基礎知識およびその応用力並びにも

のづくりの素養を身に付けた技術者となる人材を育成すること。 

電気電子工学科 

電気工学及び電子工学の領域における専門的知識・能力を持ち，社会で活躍できる人材

を育成すること。 

都市工学科 

都市工学の領域において，専門の知識・能力を持つ職業人となる人材を育成すること。 

 

2.理工学部の教育方針と特徴 

 理工学部における基本的な教育方針は「学力の保証」である。この方針に基づいて教育

システムの改革を行い，知能情報システム学科，機械システム工学科，機能物質化学科（機

能材料化学コース），および電気電子工学科の各教育プログラムは日本技術者教育認定機

構（JABEE：Japan Accreditation Board for Engineering Education ）認定を受けて

いる。 JABEE 未認定の学科も含めて全科目で公開されたシラバスに基づく授業と厳格な成

績評価，学生による授業評価および成績評価不服申し立て制度のもとで「厳格かつきめ細

やかな教育」を実施している。 

 教養教育は 1，2 年次に限らず 4 年間で学習できることとし，また，専門教育科目も 1 年

次から開講するなど 4 年一貫の体系的な教育プログラムを提供している。専門教育は，そ

の根幹をなす専門科目，専門科目を系統的に学習していくために必要な基礎的科目および

異なる分野の専門教育間をつなぐ専門周辺科目によって実施している。専門周辺科目は，

自己の所属する専門周辺の世界を学び，学科の枠を越えて視野を広く外に広げつつ各専門

領域の研鑽を積むことを目標とした科目群である。この中に「クロス履修」制度を取り入

れ，工系学科の学生には「理工学基礎科学」を，理系学科の学生には「理工学基礎技術」

を学習させることにしている。 

 佐賀大学においては，佐賀大学の学士課程で学習する学生が、卒業までに身につける能

力を「佐賀大学 学士力」として定めており、この学士力に示した能力を学生に身につけさ

せることを目指し、教育を行っている。また，この佐賀大学 学士力に沿って、学部におけ

る３つの方針「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」、「入学者受入れの方針」

を定めて，本学がどのように学生を教育していくかを示している。詳細については，「第４

章 学生の受入」および「第５章 教育内容および方法」に記述する。 

 

１－１－２ 研究科の目的 

 

1.教育目的 

工学系研究科の教育目的は,佐賀大学大学院工学系研究科規則第 1 条の 2 に｢研究科は,

理学および工学の領域並びに理学および工学の融合領域を含む関連の学問領域において，

創造性豊かな優れた研究・開発能力を持つ研究者・技術者等，高度な専門的知識・能力を

持つ職業人又は知識基盤社会を支える深い専門的知識・能力と幅広い視野を持つ多様な人
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材を養成し，もって人類の福祉，文化の進展に寄与することを目的とする。」と定められて

おり，その趣旨は学校教育法第 99 条｢大学院は,学術の理論および応用を教授研究し,その

深奥をきわめ,又は高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識および卓越した

能力を培い，文化の進展に寄与することを目的とする。」に合致している。 

 

博士前期課程における各専攻の目的は，佐賀大学大学院工学系研究科規則第 1 条の 3 に

以下のように定めている。 

(1) 数理科学専攻 数学および数理科学の領域において，知識基盤社会を多様に支える高

度で知的な素養のある人材を養成すること。 

(2) 物理科学専攻 物理学および物理科学の領域において，知識基盤社会を多様に支える

高度で知的な素養のある人材を養成すること。 

(3) 知能情報システム学専攻 情報科学および情報工学の学問領域における深い専門知識・

能力および幅広い視野をもって知識基盤社会を支える人材を養成すること。 

(4) 循環物質化学専攻 化学および応用化学の領域において，循環型社会に貢献する高度

な専門的知識・能力を持つ職業人を養成すること。 

(5) 機械システム工学専攻 機械工学およびその関連の領域において，高度な専門的知識・

能力を持つ職業人を養成すること。 

(6) 電気電子工学専攻 電気工学及び電子工学の領域において，高度な専門的知識・能力

を持つ職業人を養成すること。 

(7) 都市工学専攻 都市工学の領域において，高度な専門的知識・能力を持つ職業人を養

成すること。 

(8) 先端融合工学専攻 医工学又は機能材料工学の領域において，確かな知識と実践力を

持つ高度な専門技術者等を養成すること。 

 

博士後期課程における専攻の目的は，佐賀大学大学院工学系研究科規則第 1 条の 4 に以

下のように定めている。 

システム創成科学専攻 電子情報システム学，生産物質科学，社会循環システム学又は先

端融合工学の豊かな学識と高度な専門知識を持ち，学際的な立場から自立した研究活動が

遂行できる研究者・技術者を養成すること。 

 

 研究科においても学士課程と同様に研究科における３つの方針「学位授与の方針」、「教

育課程編成・実施の方針」、「入学者受入れの方針」を定め，この方針に沿って教育を行っ

ている。詳細については，「第４章 学生の受入」および「第５章 教育内容および方法」

に記述する。 

 

 2.教育方法 

博士前期課程 

専攻毎の授業科目から 26 単位以上，研究科間共通科目から 4 単位以上，計 30 単位以上修

得することを修了要件としている。学生ごとに 1 名の指導教員を置き，各専攻の研究指導
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計画に基づいて研究指導を行っている。 

 

博士後期課程 

システム創成科学専攻 

研究科専門科目から 2 単位以上，研究科特別講義から 2 単位以上，総合セミナーから 2

単位以上，特定プロジェクトセミナー又は指導教員の定める特別実習・演習から 2 単位以

上の 8 単位以上修得することを修了要件としている。研究指導は，学生の希望する研究課

題に応じて主指導教員 1 名と副指導教員 2 名以上による指導体制を組織して行っている。

システム創成科学専攻では，工学系研究科や研究センター所属の教員以外に文化教育学部

や経済学部などの文科系学部の教員も参加して後期課程の教育に当たっている。 

 

 

１－１－３ 学生ならびに教職員への周知 

 理工学部および各学科の教育目的は，平成 27 年度「理工学部で何を学ぶか」（p．2 の佐

賀大学理工学部規則）教職員と学生に周知され，また，佐賀大学理工学部のホームページ

（http://www.se.saga-u.ac.jp/ug/index.html）や各学科が運営するホームページに掲

載され社会に公表されている。平成 27 年度「理工学部で何を学ぶか」は，平成 27 年 4 月

に 1 年生全員と 2 年，3 年，4 年生の希望者および教員，事務などへ配布された。 

各学科の教育目標についてもホームページに掲載するとともに新入生オリエンテーシ

ョンや「大学入門科目」の講義の中で周知を徹底しており，その際に学科案内などの小冊

子を作成している学科もある。 

工学系研究科および各専攻の教育目的は，平成 27 年度「履修案内」（p.113 の佐賀大学

大学院工学系研究科規則）に記載されており教職員と学生に周知されるとともに，佐賀大

学大学院工学系研究科のホームページ(http://www.se.saga-u.ac.jp/gs/index.html）

や各専攻が運営するホームページに掲載され社会に公表されている。 

 

 以下，各専攻・学科の取り組みの例を挙げる。 

数理科学専攻・数理科学科 

数理科学科・数理科学専攻のホームページ 

（http://www.ms.saga-u.ac.jp/shoukai.html）で教育目的等の周知を行っている。 

物理科学専攻・物理科学科 

本学科の基本的な方針や目的を学科ホームページに明記することによって周知を行っ

ている。（http://www.phys.saga-u.ac.jp/japanese/jindex.html） 

専攻の目的については専攻が運営するホームページで周知している。 

（http://www.phys.saga-u.ac.jp/japanese/jindex.html） 

知能情報システム学専攻・知能情報システム学科 

学科の教育方針/目的については，新入生オリエンテーション，「大学入門科目」で周知

し，また学科ホームページ（http://www.is.saga-u.ac.jp/）にも常時掲載している。冊

子「理工学部で何を学ぶか」の本学科ページ冒頭にも掲載している。なお，学生が教育方
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針/目的を実際に把握しているかどうかということについては，平成 26 年度の JABEE 受審

の際に審査チームによって学生へのインタビューが実施され，良好な結果を得ている。 

専攻の教育目的については知能情報システム学専攻のホームページ

（http://www.is.saga-u.ac.jp/grad/grad_kyouikumokuteki.php）上で構成員に周知

している。 

循環物質化学専攻・機能物質化学科 

学科，専攻の基本的な方針や目的をそれぞれ「理工学部で何を学ぶか」，「履修案内」に

示すとともに，機能物質化学科，循環物質化学専攻のホームページ 

（http://www.chem.saga-u.ac.jp/index.html）に明記することによって，周知を行っ

ている。また，新入生に対しては，新入生オリエンテーションや「大学入門科目」で学生

に周知している。 

機械システム工学専攻・機械システム工学科 

機械システム工学科では，新入生オリエンテーション，「創造工学入門（大学入門科目）」

で周知するとともに，学科のホームページ 

（http://www.me.saga-u.ac.jp/）に明記することにより，周知を行っている。専攻に

ついても，専攻が運営するホームページ 

（http://www.me.saga-u.ac.jp/）で周知している。 

電気電子工学専攻・電気電子工学科 

本 専 攻 ・ 学 科 の 基 本 的 な 方 針 や 教 育 目 的 を 専 攻 ・ 学 科 ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.ee.saga-u.ac.jp/）に記載することによって，周知を図っている。また，

入学ガイダンスや「大学入門科目」などにおいても周知している。専攻については，電気

電子工学専攻のホームページの中の http://www.ec.saga-u.ac.jp/gsse_ee/において，構

成員へ周知している。 

都市工学専攻・都市工学科 

本学科の基本的な方針や目的を記載している「学科案内と学習の手引き」を，毎年更新

し，冊子として本学科の全学生に配布することによって，周知を行っている。2 年次にお

いて，卒業に至るまでの学習目的等についてコース研修を行い，周知徹底を図っている。

また，学科が運営しているホームページ（http://toshi1.civil.saga-u.ac.jp/）に公表

している。都市工学専攻の概要，教育目標，構成員，開講科目および学生募集の情報は都

市工学ホームページ（http://toshi1.civil.saga-u.ac.jp/）で周知している。なお，周

知した目的等が，実際に把握されているかどうかについては，3 年次後学期に卒業研究着

手判定を行い，研究室配属説明を行う際に認識状況を確認した。 

先端融合工学専攻 

先端融合工学専攻の教育目的・教育目標は，「履修案内」に示すと共に，専攻のホームペ

ージ（http://www.fusion.saga-u.ac.jp/）にて学生・教職員に周知している。 

システム創成科学専攻 

システム創成科学専攻の教育目的・教育目標は，「履修案内」に示すと共に，専攻のホー

ムページにて学生・教職員に周知している。 

（http://www.se.saga-u.ac.jp/grad/ScienceAndAdvancedTechnology/hakusi.html） 
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１－１－４ 社会への公表 

 工学系研究科・理工学部自己点検・評価報告書および工学系研究科・理工学部ホームペ

ージに掲載して一般社会への周知を図っている。高校生に対しては，ジョイントセミナー，

大学説明会，オープンキャンパスなどで理工学部紹介，学科案内などのパンフレットを配

布して周知を図っている。 

 

以下，各専攻・学科の取り組みの例を挙げる。 

数理科学専攻・数理科学科 

数理科学科・数理科学専攻のホームページ 

（http://www.ms.saga-u.ac.jp/shoukai.html）やジョイントセミナー，大学説明会等

で公開している。 

物理科学専攻・物理科学科 

学科の教育目的，教育目標，開講科目の設置趣旨は，学科が運営するホームページ

（http://www.phys.saga-u.ac.jp/japanese/jindex.html）において公開されている。 

専攻の目的については，専攻が運営するホームページで公開されている。 

（http://www.phys.saga-u.ac.jp/japanese/jindex.html） 

試験的にfacebookによる情報提供を行っている。 

知能情報システム学専攻・知能情報システム学科 

社会に対しては学科・専攻ホームページ（http://www.is.saga-u.ac.jp/）に掲載する

事によって公表している。また，オープンキャンパスや後援会で参加者に対して周知し

ている。 

循環物質化学専攻・機能物質化学科 

社会に対してはホームページ（http://www.chem.saga-u.ac.jp/index.html）に掲載す

る事によって公表している。また，学科案内のパンフレットを作成して県下の高校を中

心に配布すると共にオープンキャンパスや後援会で参加者に対して配布している。 

機械システム工学専攻・機械システム工学科 

社会に対しては学科・専攻のホームページ（http://www.me.saga-u.ac.jp/）に掲載す

る事によって公表している。また，オープンキャンパスや後援会で参加者に対して周知

している。 

電気電子工学専攻・電気電子工学科 

社会に対してはホームページ（http://www.ee.saga-u.ac.jp/）に掲載する事によって

公表している。また, 学科案内のパンフレットを年 1 回開催しているオープンキャンパ

スや後援会で参加者に対して配布している。専攻については，電気電子工学専攻・学科の

ホームページの中のhttp://www.ec.saga-u.ac.jp/gsse_ee/において社会一般へ公表し

ている。 

都市工学専攻・都市工学科 

社会に対しては，学科・専攻の概要，教育目標，構成員，開講科目および学生募集の情

報を都市工学ホームページ（http://toshi1.civil.saga-u.ac.jp/）に掲載する事によって公表し

ている。また，学科案内のパンフレットを独自に作成して県下の高校を中心に配布すると
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共に，年 1 回開催しているオープンキャンパスや後援会で参加者に対して配布している。 

先端融合工学専攻 

社会に対しては，専攻の紹介，教育内容，組織などをホームページ 

（http://www.fusion.saga-u.ac.jp/）にて公表している。 

システム創成科学専攻 

社会に対しては，専攻の紹介，組織などをホームページ 

（http://www.se.saga-u.ac.jp/grad/ScienceAndAdvancedTechnology/hakusi.html）

にて公表している。 

 

１－２ 優れた点および改善を要する点 

 

 （優れた点） 

 大学としての独自の目的を明確に示し，それらが学則等に反映されている。また，佐賀

大学憲章や佐賀大学中長期ビジョン（2008～2015）には大学の取り組む具体的内容が意志

表示されている。 

平成 20 年 5 月に策定された「理工学部・工学系研究科の将来構想」の中で，「理工融合」，

「社会への貢献」，「国際性」を理工学部・工学系研究科の基本理念とし，佐賀大学中長期

ビジョン（2008～2015）に則って，教養教育を教育の根幹におきながら，高度先端科学技

術や学際的学術研究領域の分野など，知識基盤社会の要請に柔軟に対応できる，学生中心

の教育研究体制の整備・再構築を図っている。 

 

 （改善を要する点） 

 整備済みである。 

 

１－３ 自己評価の概要 

 

 大学の目的（使命，教育研究活動を展開する上での基本的な方針，達成しようとしてい

る基本的な成果等）が学則などに明確に定められており，また，その内容が学校教育法に

規定されている，大学一般に求められる目的にも適合することが確認された。 

 

【資料】        

   平成 26 年度 理工学部・工学系研究科自己点検・評価報告書 

平成 27 年度 理工学部で何を学ぶか【冊子体】 

平成 27 年度 工学系研究科履修案内【冊子体】 

平成 27 年度 学生便覧【冊子体】 

佐賀大学学則 
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佐賀大学憲章 

佐賀大学中長期ビジョン（2008～2015） 

理工学部・工学系研究科ホームページ （http://www.se.saga-u.ac.jp/） 

平成 27 年度 学科案内のパンフレット 

機能物質化学科，電気電子工学科，都市工学科 

佐賀大学理工学部規則 

佐賀大学大学院工学系研究科規則 

理工学部・工学系研究科の将来構想 平成 20 年 5 月 

佐賀大学工学系研究科 

循環物質化学専攻，先端融合工学専攻，システム創成科学専攻設置報告書 

（「設置計画の概要」および「教育課程等の概要」） 平成 21 年 8 月 11 日 
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第２章 教育研究組織 
 

 

２－１ 専攻・学科の構成 

 

２－１－１ 学科の構成 

 

理工学部は，第 1 章で述べた理工学部規則第 1 条の 2 に教育目的を定めており，この目

的を達成するために，幅広い科学・技術の専門的素養を教授できる数理科学科，物理科学

科，知能情報システム学科，機能物質化学科，機械システム工学科，電気電子工学科およ

び都市工学科の 7 学科を設置している。 

 各学科には，理工学部規則第 1 条の 3 に定める学科教育目標を達成できるよう教員が配

置されている。平成 27 年 5 月 1 日現在における状況は以下の通りである。 

 

数理科学科 

本学科は，入学学生定員 30 名に対して，11 名の教員によって，高校数学からの滑らか

な教育移行を行い大学院までの 6 年一貫教育を実施している。大学院数理科学専攻入学定

員 9 名に対して，学部と同じ教員が，その高い研究能力に裏打ちされて（科研費獲得率 70%

以上），高度な専門教育と研究指導を実施している。 

物理科学科 

本学科は，入学学生定員 40 名に対して 13 名の教員を配置し，物理科学の分野について，

基礎から応用まで広く教育研究できる体制としている。 

知能情報システム学科 

本学科は，入学学生定員 60 名に対して 15 名の教員を配置し，知能情報システムの分野

について，基礎から応用まで広く教育研究できる体制としている。また総合情報基盤セン

ターに所属している教員が学部学生の教育に協力している。 

機能物質化学科 

 本学科は，入学学生定員 90 名に対して 28 名の教員を配置している。また，総合分析実

験センターに所属している教員が学部学生の教育に協力している。理工融合の理念のもと，

基礎化学から応用化学の各分野にわたって均衡のとれた体制であり，社会や産業界から必

要とされる人材の育成に対応可能な教育スタッフの配置を考慮して構成されている。 

機械システム工学科 

本学科は，入学学生定員 90 名に対して機械システム工学専攻所属の 19 名の教員が責任

母体として配置されている。また，学部学生の教育に際しては，先端融合工学専攻所属の

7 名の教員，海洋エネルギー研究センター所属の 6 名の教員が協力している。本学科は，

5 つの分野から構成されている。なお，海洋エネルギー研究センターの教員の多くは大学

院において工学系研究科機械システム工学専攻に所属しており，海洋エネルギー研究セン
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ター所属教員が学部教育の一部を担当するとういう形で連携を密に取りながら学部教育を

行っている。したがって，海洋エネルギー研究センター所属教員の指導を受けた学生が大

学院博士前期課程に進学し，海洋エネルギー研究センターの研究に携わるケースが多い。 

電気電子工学科 

本学科は，電気電子工学専攻の教員が責任母体となり，入学学生定員 90 名に対して 18

名の電気電子工学専攻の教員と 8 名の先端融合工学専攻（医工学コース）の教員を配置し

ている。本学科は，生体機能システム制御工学専攻(平成 10〜平成 21 年度)とシンクロト

ロン光応用研究センターの設立母体であることから，それらの設立時に本学科から配置換

えとなった教員（生体機能システム制御工学専攻から配置換えされた先端融合工学専攻（平

成 22 年度～）の教員を含む）と強い絆を保ちながら今日まで学科運営を行ってきた。本年

度は新たに特任助教を迎え，学科運営の強化とさらなる教育研究分野の進展を図っている。 

都市工学科 

本学科は，入学学生定員 90 名に対して 21 名の教員を配置している。本学科は，平成 18

年度よりコースを採用しており，学生定員 90 名を 2 年次に概ね 60 名（都市環境基盤コー

ス）と 30 名（建築・都市デザインコース）に分け学部教育を実施している。教員スタッフ

の一部が両コースの講義を担当し，組織の効率化を図りつつ，均衡のとれた体制を構築し

ている。また，多様化する学問体系に備えるために低平地沿岸海域研究センターの協力を

得て教育体制の弾力化を図っている。 

 

 

２－１－２ 教養教育の実施体制 

 

理工学部の教育課程は教養教育科目および専門教育科目から編成されている。教養教育

科目はこれまで教養教育運営機構において実施されてきたが，佐賀大学における教養教育

の体系化を推し進めるために平成 23 年度に新たな教育組織である“全学教育機構”が設置

された。そして 2 年の準備期間を経て，平成 25 年度より全学教育機構が主導する新しい

教養教育が始まった。理工学部を含む全学部の専任の教授・准教授・講師は全学教育機構

の部会に登録し，教養教育科目を担当している。また，8 名の工学系研究科所属教員が全

学教育機構教員を併任し教育に当っているほか、部門長等を務める教員は，佐賀大学全学

教育機構運営委員会に委員として参加し，教養教育の企画立案に参画している。このよう

に教養教育の体制は適切に整備されており，機能している。 

 

２－１－３ 専攻の構成 

 

工学系研究科は，工学系研究科規則第 1 条の 2 に定めた教育目的を達成するために平成

22 年度に改組を行い，博士前期課程に，数理科学専攻，物理科学専攻，知能情報システム

学専攻，循環物質化学専攻，機械システム工学専攻，電気電子工学専攻，都市工学専攻お

よび先端融合工学専攻の 8 専攻，そして博士後期課程に，システム創成科学専攻の 1 専攻

を設置している。 

ー12ー



各専攻の状況は以下の通りである。 

 

博士前期課程 

 博士前期課程には，工学系研究科規則第 1 条の 3 に定める各専攻の教育目標を達成でき

るよう教員が配置されている。平成 27 年 5 月 1 日現在における状況は以下の通りである。 

数理科学専攻 

本専攻は，入学学生定員 9 名に対して 11 名の教員を配置している。科学技術の基礎と

なる数学の先端的な研究を行って，佐賀大学の基礎的・基盤的研究の継続性を維持し，独

創的研究を育てる研究成果をあげると共に，研究活動と連動した数学の専門教育によって，

広く社会で活躍できる人材（教育者，技術者，研究者）を育成できる教育体制を整えてい

る。 

物理科学専攻 

本専攻は，入学学生定員 15 名に対して 14 名の教員を配置している。素粒子，物質，宇

宙，等に細分化された，それぞれの自然現象に対して，さらに専門的な知識を身につける

とともに，最先端の研究を通して，科学的思考力と深い洞察力を養い，これらの物理学の

考え方を柔軟に応用できる人材を育成できる教育体制を整えている。 

知能情報システム学専攻 

本専攻は，入学学生定員 16 名に対して 15 名の教員を配置し，知能情報システムの分野

について，基礎から応用まで広く教育研究できる体制としている。専攻の教育目標を達成

する優秀な技術者を育成すること，およびコンピュータサイエンスを中心とする分野の研

究を通して地域貢献，国際貢献の役割を担って行くことを目標としている。また，総合情

報基盤センターの教授，准教授は大学院において工学系研究科知能情報システム学専攻に

所属し，専攻所属教員と一体となって教育体制を整えている。 

循環物質化学専攻 

本専攻は平成 22 年度に改組設置された。入学学生定員 27 名に対して 22 名の教員を配

置している。地球環境と調和したエネルギーや材料・製品の創造，人工化学物質の環境負

荷を低減するための新たな化学技術に関する教育研究，また地球環境に配慮した物質・材

料，資源循環システムに関する教育研究を通して，循環型社会に貢献できる高度な専門技

術者等を育成することを目的としている。本専攻では先端融合工学専攻の化学系教員や総

合分析実験センターの教員と連携・協力をとり，多面的な知識を養うための教育体制を整

えている。 

機械システム工学専攻 

本専攻は，入学学生定員 28 名に対して 19 名の教員を配置している。人が関わるすべて

の分野において，機械システムの高機能化・知能化に対する社会的ニーズが高まってきて

いる。そこで，機械システム工学専攻では，機械工学の専門的知識を有し，力学に基礎を

おく工学的手法を駆使して問題解決を実現できる専門家の養成が可能な教育体制を整えて

いる。 

なお，機械システム工学専攻には，上記の教員に加えて，海洋エネルギー研究センター

の教員 6 名が所属し，教育研究を担当している。 
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電気電子工学専攻 

本専攻は，入学学生定員 27 名に対して 18 名の教員を配置している。本専攻は，生体機

能システム制御工学専攻(平成 10〜21 年度)とシンクロトロン光応用研究センターの設立

母体であることから，それらの設立時に配置換えとなった教員（生体機能システム制御工

学専攻から配置換えされた先端融合工学専攻（平成 22 年度～）の教員を含む）と強い連携

を保ちながら今日まで専攻の運営を行ってきた。環境・エネルギー分野や情報通信等の社

会や産業界からの強い要望に応えるために，本専攻の教育研究分野の更なる進展を実現し，

本専攻の教育目標を達成する人材を育成できる体制を整えている。本年度は，特任助教を

新たに迎え，組織運営や教育研究の強化を図っている。 

都市工学専攻 

本専攻は，入学学生定員 24 名に対して 21 名の教員を配置している。 

都市工学専攻では，社会基盤整備のための専門技術者として必要な，現象の正確な把握

と的確な工学的判断ができるための高度な知識の習得とその運用能力の育成，また建築お

よびまちづくりのための専門技術者・デザイナーとして必要な，独創的かつ合理的な発想

力と表現力の鍛錬とそれを支える高度な知識の習得を実現可能な教育体制を整えている。 

先端融合工学専攻 

本専攻は，入学学生定員 36 名に対して 21 名の教員を配置している。工学系研究科の理

念である「理工融合」を活かし，「医工学」分野および「新材料」分野における人材育成を

可能とするため，平成 22 年度に「医工学コース」と「機能材料工学コース」からなる「先

端融合工学専攻」が設置された。本専攻では，体系的なカリキュラムに基づく教育研究を

通して，人間と環境に優しい社会の構築および社会や地域の持続的発展に貢献できる確か

な知識と実践力を有する高度専門技術者等を育成できる教育体制を整えている。 

 

博士後期課程 

 博士後期課程には，工学系研究科規則第 1 条の 4 に定める教育目標を達成できるよう教

員配置が整えられている。平成 27 年 5 月 1 日現在における状況は以下の通りである。 

システム創成科学専攻 

本専攻は，入学学生定員 24 名に対して 155 名の教員を配置している。本研究科ではこ

れまでの理工融合をさらに発展させ，平成 22 年度に「システム創成科学専攻」を設置し

た。本専攻に，「電子情報システム学コース」，「生産物質科学コース」，「社会循環システム

学コース」および「先端融合工学コース」をおく。  

「電子情報システム学コース」は，主に数学，電気電子工学，情報科学及びそれらを融

合した分野の学問研究を通して，自立的な研究が行える研究者及び高度な専門職業に従事

できる技術者を育成する。「生産物質科学コース」は，主に物理科学，機械工学及びそれら

を融合した分野の学問研究を通して，自然法則を深く理解し，新しいシステムを創成でき

る研究者及び高度な専門職業に従事できる技術者を育成する。「社会循環システム学コー

ス」は，都市工学，地域，経済・社会システム学及び環境化学を融合した学問研究を通し

て，新しい社会循環システムを創成できる研究者及び高度な専門職業に従事できる技術者

を育成する。「先端融合工学コース」は，博士前期課程における先端融合工学専攻（医工学
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コース及び機能材料工学コース）の教育研究を高度化・深化させ，人間と環境にやさしい

社会の構築に貢献できる研究者及び高度な専門職業に従事できる技術者を育成する。 

これらの人材育成の目標を達成するために，「電子情報システム学コース」には文化教育

学部所属の教員 4 名，「生産物質科学コース」には文化教育学部所属の教員 1 名，「社会循

環システム学コース」には文化教育学部所属の教員 9 名と経済学部所属の教員 7 名を配置

している。 

 

 

２－２ 教育活動に係る運営体制 

 

２－２－１ 研究科教授会，学部教授会等 

 

工学系研究科 

教授会 

工学系研究科教授会は，大学院の教育研究及び教員人事に関する重要事項を審議する機

関であり，専任の教授，准教授，講師をもって組織する。研究科教授会が必要と認めたと

きは，兼担の教授，准教授及び講師を構成員に加えることができる。工学系研究科教授会

は，原則として，月 1 回第 2 水曜に開催している。研究科委員会の議長は，研究科長が務

めている。議事は，前回議事録の確認，議事（審議事項，報告事項），の順で行われる。 

工学系研究科教授会の審議事項は，(1) 研究科長の選考に関する事項，(2) 教員の選考

に関する事項，(3) 研究科担当教員の選考に関する事項，(4) 研究科における教育及び研

究に関する事項，(5) 入学その他学生の身分に関する事項，(6) 学位の授与に関する事項，

(7) 各種委員の選出に関する事項，(8) その他研究科に関する重要事項，である。 

代議員会 

工学系研究科代議員会は，研究科長，副研究科長，大学院工学系研究科から選出された

教育研究評議会評議員，専攻長から構成され，必要に応じて研究科長が指名した委員会委

員等若干人及び専攻長が指名した者各 1 人をオブザーバーとして出席させることができる。

代議員会は，予め教授会が定めた審議事項について審議し，代議員会の議決をもって教授

会の議決としている。また，代議員会は専攻長が出席しているので，専攻間の調整や研究

科の運営に関する協議も行っている。工学系研究科代議員会は，教授会から付託された事

項について審議する。どの審議事項を代議委員会に付託するかについては，「教授会・代議

員会の審議事項等について」（平成 27 年 4 月改正）として整理されており，会議進行の効

率、審議事項の内容等によって定められている。 

各種委員会 

大学院における教育研究を円滑に進めるため，佐賀大学大学院工学系研究科運営規程第

6 条に基づき，研究科教授会の下に各種委員会等を設置している。各種委員会は，教授会で

選出された委員で構成し，該当分野に関する情報収集，専攻間の意見調整，研究科として

の意思決定などを行っている。平成 26 年 4 月には，工学系研究科・理工学部の教育組織の
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改編及び教員組織の再編について検討し，将来計画を立案すると共に具現化することを目

的とし，「佐賀大学学大学院工学系研究科・理工学部組織再編等検討委員会」が設置された。 

 

工学系研究科教授会設置委員会 

委員会等の名称 調査検討事項 

工学系研究科学生委員会 本研究科の学生の厚生及び補導に関する事項 

工学系研究科留学生委員会 本研究科の留学生に関する事項 

工学系研究科教務委員会 本研究科の学生の教育に関する事項 

工学系研究科ファカルティ・デ

ィベロップメント委員会 

本研究科におけるファカルティ・ディベロップメント活

動に関する事項 

教育の質保証・JABEE 委員会 本研究科の教育の質保証に関する事項 

工学系研究科入試検討委員会 本研究科の入学試験に関する事項 

工学系研究科就職委員会 本研究科の学生の就職に関する事項 

環境・エネルギー科学グローバ

ル教育プログラム運営委員会 

環境・エネルギー科学グローバル教育プログラムの管

理・運営に関する事項 

工学系研究科・理工学部組織再

編等検討委員会 

研究科・学部の教員組織および教育組織について、現状

の分析と将来構想をもとに、再編案を検討し立案する。

 

また，研究科長は，研究科長の職務(理工学部長の職務を含む)を助けるため，佐賀大学

大学院工学系研究科運営規程第 7 条に基づき，以下の補助組織を設置している。 

 

研究科長補助組織 

補助組織の名称 職務 

企画運営会議 本研究科の運営にかかわる重要事項について研究科長

に助言する。 

評価委員会 本研究科及び理工学部における評価に関する重要事項

について研究科長に助言する。 

個人評価実施委員会 本研究科の個人評価の実施について研究科長を助ける。

予算委員会 本研究科の予算の管理及び執行に関し，研究科長に助言

する。 

安全衛生委員会 佐賀大学大学院工学系研究科・理工学部安全衛生管理規

程（平成 16 年 4 月 1 日制定）に定めるところによる。

施設マネジメント委員会 本研究科の施設の管理について研究科長を助ける。 

広報委員会 本研究科の広報に関して研究科長を助ける。 

研究委員会 本研究科及び理工学部の研究推進のため，研究科長に助

言する。 

男女共同参画推進委員会 本研究科及び理工学部の男女共同参画を推進するため，

研究科長に助言する。 

専攻長・学科主任協議会 本研究科及び理工学部の一体的な運営を継続的に行う

ための協議の場とする。 

工学系研究科の各種委員会および補助組織は，おおむね活発な活動を展開している。そ

れぞれの委員会の役割や位置づけは，規程および内規などで定まっている。 
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理工学部 

教授会 

理工学部教授会は，学部の教育研究に関する重要事項を審議する機関であり，専任の教

授，准教授，講師をもって組織する。教授会は，原則として，月 1 回第 2 水曜に開催して

いる。教授会の議長は，学部長が務めている。議事は，前回議事録の確認，議事（審議事

項，報告事項），の順で行われる。理工学部教授会の審議事項は，(1) 非常勤講師の選考に

関する事項，(2) 教育課程の編成に関する事項，(3) 学生の入学，卒業又は課程の修了そ

の他その在籍に関する事項及び学位の授与に関する事項，(4) その他教育又は研究に関す

る重要事項，である。 

代議員会 

理工学部代議員会は，学部長，副学部長，大学院工学系研究科から選出された教育研究

評議会評議員，学科主任で構成され，必要に応じて学部長が指名した委員会委員等若干人

及び学科主任が指名した者各 1 人をオブザーバーとして出席させることができる。代議員

会は，予め教授会が定めた審議事項について審議し，代議員会の議決をもって教授会の議

決としている。また，代議員会は学科主任が出席しているので，学科間の調整や学部の運

営に関する協議も行っている。どの審議事項を代議委員会に付託するかについては，「教授

会・代議員会の審議事項等について」（平成 27 年 4 月改正）として整理されており，会議

進行の効率、審議事項の内容等によって定められている。 

各種委員会 

学部における教育研究を円滑に進めるため，佐賀大学理工学部運営規程第 5 条に基づき

教授会の下に各種委員会等を設置している。各種委員会は，教授会で選出された委員で構

成し，該当分野に関する情報収集，学科間の意見調整，学部としての意思決定などを行っ

ている。 

理工学部には以下の各種委員会が置かれており，おおむね活発な活動を展開している。

平成 27 年 11 月には，組織再編後の理工学部における共通教育の在り方を検討し，新たな

教育体制を構築するため「理工学部共通教育準備委員会」が設置された。それぞれの委員

会の役割や位置づけは，規程および内規などで定まっている。  

 

理工学部教授会設置委員会 

委員会の名称 調査検討事項 

理工学部学生委員会 本学部の学生の厚生及び補導に関する事項 

理工学部留学生委員会 本学部の留学生に関する事項 

理工学部教務委員会 本学部の学生の教育に関する事項 

理工学部ファカルティ・ディベロップ

メント委員会 

本学部におけるファカルティ・ディベロップメント

活動に関する事項 

理工学部教育の質保証・JABEE 委員会 本学部における教育の質保証および JABEE 教育に関

する事項 

理工学部入試検討委員会 本学部の入学試験に関する事項 

理工学部就職委員会 本学部学生の就職に関する事項 

理工学部共通教育準備委員会 本学部における組織再編後の共通教育に関する事項
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また，上記委員会の他に，教務委員会内には専門委員会として、入学前教育専門委員会

（平成 24 年度設置）、教職カリキュラム専門委員会（平成 25 年度設置）、物理基礎教育専

門委員会（平成 26 年度設置）を設置しており、 それぞれの専門的課題に対応すべく活動

している。 

 

全学教育機構 

佐賀大学における大学教育の根幹をなす教養教育を体系的に実施するために“全学教育

機構”による教養教育カリキュラムが導入されてから 2 年目となり、「基本教養科目」に加

え「インターフェイス科目」本格的な運用が開始された。これにより、佐賀大学学士力の

涵養を終局の目標とする学部教育の体系の整備が前進した。 

 

 

２－２－２ 専攻会議，学科会議等 

 

専攻会議 

各専攻に教員会議を置き，教員が連携して専攻の教育を行う体制になっている。教員会

議では，専攻運営に関する重要事項や教育課程の編成，教育改善等の FD 活動等を行ってい

る。 

各専攻の状況は以下の通りである。 

 

博士前期課程 

数理科学専攻 

数理科学専攻の教室会議は必要な場合に適宜開催し，議事録を専攻長が作成してメールで

他の教員に周知し確認している。 

物理科学専攻 

 専攻内の全ての案件は専攻教室会議の合議によって決定している。専攻教室会議は原則と

して 2 週間に 1 回水曜日 13 時より開催される学科教室会議の終了後に開催している。緊急

の課題がある場合は臨時の専攻教室会議やメール会議を開催している。議事録は書記が作成

し，メールによる確認を全教員で行っている。 

知能情報システム学専攻 

専攻内の全ての案件は専攻教室会議（以下，単に教室会議とも呼ぶ）の合議によって決定

している。教室会議は，必要ならば，水曜日 12 時 30 分より開催する。会議で諮る議題は，

専攻の教員の提起に基づき専攻長が判断する。教室会議に直接掛ける必要のない案件（年中

行事の連絡など）は専攻学科共用を用いてメールで審議している。教室会議の議事録は，専

攻学科共用掲示板に登録すると同時にメールで配信して確認する。 

循環物質化学専攻 

循環物質化学専攻の重要事項を審議するため専攻会議を開催している。会議は 1 月に 1 回

定期的に開催し，緊急且つ重要な議題がある場合は臨時の会議も開催している。専攻内の全

ての案件は合議によって決定している。また，教育課程の編成や教育内容に関する事項は，
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学部からの連続性を考慮して先端融合工学専攻の化学系教員や総合分析実験センターの化

学系教員が参加する協議により進めている。会議の議事録を作成し，メールで配信して全教

員による確認を行うとともに，学科事務室に 1 部保存している。 

機械システム工学専攻 

機械システム工学専攻の重要事項を審議するため専攻会議を原則毎週 1 回定期的に開催

し，専攻長が議長となり会議を運営している。また，その議事録を会議メンバーに配信して

いる。教育課程の編成や教育内容に関する事項は，まず教務委員を委員長とした教務（JABEE）

グループで学部との連続性，整合性を検討した案を作成し，専攻会議で審議・検討する。ま

た，専攻長，教員の選考に関する議題なども審議している。 

電気電子工学専攻 

専攻教育活動に係る重要事項を審議するため専攻・学科会議（先端融合工学専攻の電気電

子系教員を含めた構成）を毎月隔週で開催している。なお，構成メンバーは，上記全教員と

大学院工学研究科技術部電気部門長，書記役の技術職員 2 名からなる。専攻会議の主な審議

事項は，学生の入学・修了，教育課程の編成や教育内容と学位の授与である。教育課程の編

成や教育内容に関する事項は，先端融合工学専攻の電気電子系教員との協議により進めてい

る。 

都市工学専攻 

専攻内の全ての案件は学科会議と同様に合議によって決定している。専攻会議は，原則と

して学科会議と同一日に開催する。議題・議事録はメールにて全教職員に配布している。緊

急かつ重要案件でないものは適宜，メールで審議している。 

先端融合工学専攻 

専攻内の全ての案件は合議によって決定している。専攻会議は，原則として，毎月第 3 水

曜日に開催している。議題・議事録はメールにて全教職員に配布している。恒例の行事等の

比較的軽微な内容に関してはメールを通じて審議している。 

 

博士後期課程 

システム創成科学専攻 

システム創成科学専攻の電子情報システム学コースに数理科学部門，知能情報システム学

部門，電気電子工学部門を，生産物質科学コースに物理科学部門，機械システム工学部門を，

社会循環システム学コースに都市工学部門，循環物質化学部門を，先端融合工学コースに先

端融合工学部門を置く。コース相互間の運営及びコース相互間における教育研究に関する事

項を審議するため，コース主任・部門長会議を置いている。博士後期課程の教育に関する事

項は，工学系研究科教務委員会が担当している。  

 

学科会議 

各学科に教員会議を置き，教員が連携して学科の教育を行う体制になっている。教員会議

では，学科運営に関する重要事項や教育課程の編成，教育改善等の FD 活動等を行っている。 

各学科の状況は以下の通りである。 
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数理科学科 

数理科学科会議は必要な場合に適宜開催し，議事録を学科長が作成してメールで他の教

員に周知している。 

物理科学科 

学科会議は原則として 2 週間に 1 回水曜日 13 時より開催し，緊急の課題がある場合は

臨時の学科会議やメール会議を開催している。議事録は書記が作成し，メールによる確認

を全教員で行っている。 

知能情報システム学科 

学科内の全ての案件は学科教室会議（以下，単に教室会議とも呼ぶ）の合議によって決

定している。教室会議は，必要ならば，水曜日 12 時 30 分より開催する。会議で諮る議題

は，学科の教員の提起に基づき学科主任が判断する。教室会議に直接掛ける必要のない案

件（年中行事の連絡など）は専攻学科共用メーリングリストを用いてメールで審議してい

る。教室会議の議事録は，専攻学科共用掲示板に登録すると同時にメールで配信して確認

する。また，教育改善に関する内容については，教室会議の下に設置されている教育改善

委員会で検討した後，教室会議に提案して審議している。 

機能物質化学科 

学科会議は 1 月に 1 回定期的に開催している。緊急且つ重要な議題がある場合は臨時の

会議も開催している。会議の議事録を作成し，メールで構成員に配布して確認するととも

に，学科事務室に 1 部保存している。教員組織には，教育プログラム委員会，教育 FD 委員

会，教育プログラム評価委員会，教育改善委員会，安全委員会を設置し，学科の運営にあ

たっている。  

機械システム工学科 

学科会議は原則毎週 1 回定期的に開催し，学科主任が議長となり会議を運営している。

また，その議事録は学科会議メンバーに配信している。技術職員，事務職員に関連する事

項は，その都度関連ある職員にも配信している。教員は全学・学部・学科委員のいずれか

を担当して学科の運営に参画しており，カリキュラムなどの教育改善に関する内容に関し

ては，学科会議の下に設置した教務（JABEE）グループでまず検討し，学科会議に提案して

審議している。 

電気電子工学科 

学科教育活動に係る重要事項は学科会議で審議，決定される。学科会議は，技術部電気

部門長，2 名の書記役技術職員と先端融合工学専攻（医工学コース）電気電子系の教員を

含む電気電子工学科すべての教員が出席して隔週で定期的に開催すると共に，状況に応じ

て，随時，電子メールによる周知や依頼等を行っている。議事録は専攻・学科 Web 掲示板

にアップロードされる。理工学部の各種委員会の他，学科内に教育改善委員会，カリキュ

ラム検討委員会，学生実験委員会，JABEE 委員会，安全衛生委員会電気部会，科目グルー

プ会議等を設置し，それぞれの委員会から審議事項が学科会議に提案されている。 

都市工学科 

学科会議は，技術職員も含めたすべての教職員が出席して，ほぼ隔週で 1 回定期的に開

催すると共に，状況に応じて，随時，電子メールによる周知や依頼等を行っている。 
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２－３ 優れた点および改善を要する点 

 

（優れた点） 

(1) JABEE への対応や，学科や専攻独自のコースの編成を，学科および専攻において組

織的に行っている。教務委員会，FD 委員会，教育の質保証・JABEE 委員会などで，学科

および専攻間の整合性や学部や研究科での統一性が保たれている。 

(2) 博士前期課程および博士後期課程の教育に関する事項を扱うための工学系研究科

教務委員会を設置している。 

(3) 大学院工学系研究科博士前期課程の平成 27 年度修了者数は 205 名であった。平成

23 年度に最初の修了生の輩出時から継続して，定員（184）に対してほぼ適正な修了者

数を維持している。  

(4) 平成 26 年度に設置された工学系研究科・理工学部組織再編等検討委員会において、

教員組織、教育組織のあり方、現状分析、将来予測等について議論を重ね、平成 30 年

改組案がほぼ完成し，教-教分離による効率的な人員配置と，より学生のニーズと現状

に即した教育体制の構築が具体化した。 

(5)E ラーニングによる入学前遠隔教育について，入学予定者が在籍する高校に趣旨説

明と指導の依頼を行っていることにより，入学予定者の実施率が高い水準で維持できて

いる。 

(6) 本年度は，理工学部共通教育委員会を立ち上げ，組織再編後の共通教育として，初

年次教育における数学科目に関して，教科書，教育内容，評価方法の統一を図り，スケ

ールメリットを生かした教育体制により，学生個々の学力に適応した教育の実現を目指

した検討が進んでいる。 

 

（改善を要する点） 

(1) 学部における共通教育(数学，情報セキュリティ，研究倫理等)が改組時には完備さ

れている必要がある。 

(2)平成 30 年の研究科・学部の改組にあたり，少子化に始まる大学教育環境の変化に適

応し，佐賀に立地する国立大学としての地方創成の理念に適合しうるような，新たな組

織構成の構築が求められており，平成 28 年度にはその具体的なカタチを示さなければ

ならない。 

 

２－４ 自己評価の概要 

 

教員組織は工学系研究科博士前期課程・講座（修士講座）におかれており，博士前期課

程教育組織と教員組織とは一体化されている。学科の教育は学科の教員組織が全責任をも

って遂行しており，各学科で教育目的に沿ったきめ細かな教育が実践されている。学士課

程，大学院課程とも，教授会と各種委員会が適切に運営され機能している。教養教育との
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連携については，引き続き全学教育機構との連携強化が求められる。 

一方，人件費削減に伴う定年退職者の不補充による教育スタッフの減少が，顕著となっ

てきた。安定した教育体制を維持するために，各専攻および学科の将来戦略を踏まえた対

応を行いつつ，工学系研究科・理工学部の将来構想をまとめていく必要がある。 

 

【資料】 

   平成 26 年度 理工学部・工学系研究科自己点検・評価報告書  

平成 27 年度 理工学部で何を学ぶか 

平成 27 年度 工学系研究科履修案内 

理工学部・工学系研究科ホームページ （http://www.se.saga-u.ac.jp/） 

佐賀大学全学教育機構規則 

平成 27 年度 工学系研究科各種委員名簿 
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第３章 教員および教育支援者 
 

 

３－１ 教員組織 

 

３－１－１ 教員組織編成 

 

（１）基本方針 

(1.1)理工学部 

学部における教員組織編成は，佐賀大学基本規則第 10 条に基づいて，佐賀大学基本規

則第 18 条の 4 により設置された大学院工学系研究科博士前期課程 8 専攻に教員組織とし

て講座を置いて専任の教授，准教授，講師，または助教を配置し，教育研究に係わる責任

の所在を明確にしている。 

(1.2)工学系研究科 

 国立大学法人佐賀大学基本規則第 10 条に基づき，国立大学法人佐賀大学教員組織規則第

3 条別表第 2 に定める「講座」を置いて教育課程を遂行する。教員は大学院の教員として

の資格基準を満たした者をもって組織している。 

国立大学法人佐賀大学基本規則第 18 条の 4 に基づいて，博士前期課程は，数理科学専

攻，物理科学専攻，知能情報システム学専攻，循環物質化学専攻，機械システム工学専攻，

電気電子工学専攻，都市工学専攻，および先端融合工学専攻の 8 専攻で構成し，各専攻に

1 講座を設けて専任の教授，准教授，講師，または助教を配置し，関連する学部学科の教

育研究に係わる責任の所在を明確にしている。また，博士後期課程は，システム創成科学

専攻の 1 専攻で構成している。 

 基本的に，前期課程各専攻の教員は，基礎となる学科の教員も兼ねる。他学部およびセ

ンター等の専任教員も専攻の教員になることができる。 

（２）組織的連携体制 

(2.1)理工学部 

 佐賀大学理工学部運営規程第4条に基づいて各学科に「学科会議」を置き，学科の運営，

教育研究の遂行に関して教員の役割分担の下で組織的な連携体制を確保している。また，

佐賀大学理工学部運営規程第3条に基づき各学科に「学科主任」を置き，佐賀大学理工学部

運営規程第3条第3項で定めるように，学科における教育研究の実施責任者としている。 

(2.2)工学系研究科 

 佐賀大学大学院工学系研究科運営規程第 5 条に基づき，博士前期課程の各専攻に置いた

専攻長の下で「専攻会議」を開催し，教員の適切な役割分担の下で，組織的な連携体制を

確保している。また，博士後期課程においては，佐賀大学大学院工学系研究科規則第 2 条

に基づきシステム創成科学専攻の下に 4 つのコース（電子情報システム学，生産物質科学，
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社会循環システム学，先端融合工学）を置き，佐賀大学大学院工学系研究科運営規程第 5

条の 2 に基づき「コース会議」を置き，コース主任のもとで日常的な教育研究の連携を図

っている。 

 

 

３－１－２ 学部における教員の配置状況 

 

 各学科には専任の教授，准教授，講師または助教が大学設置基準に適合して配置されて

おり，教育課程を遂行するために十分な教員が確保されている。主要授業科目は各学科に

て定められ，専任の教授あるいは准教授が担当している。また，教育の質を高めるため必

要に応じて非常勤教員を任用している。 

 平成 26 年 5 月 1 日現在における各学科の専任教員等は次の通りであり，大学設置基準

に適合している。 

 各学科の状況は以下の通りである。 

 

数理科学科 

数理科学科は，教授 5 名，准教授 4 名，講師 2 名を配置している。教育課程を遂行する

ために必要な教員は確保されている。専門必修科目はすべて主要授業科目と定め専任の

教授または准教授によって担当されている。 

物理科学科 

物理科学科は，教授 7 名，准教授 6 名を配置している。 

教育課程を遂行するために必要な教員は確保されている。教員は全て，教授または准教

授であり，主要授業科目は専任の教授または准教授によって担当されている。 

知能情報科システム学科 

知能情報システム学科は，教授 6 名，准教授 6 名，講師 1 名，助教 2 名を配置してい

る。 

教育課程を遂行するために必要な教員は確保されている。主要授業科目は専任の教授ま

たは准教授が担当している。 

機能物質化学科 

機能物質化学科は，教授 13 名，准教授 10 名，助教 5 名を配置している。 

物質化学コースおよび機能材料化学コースの 2 コース制の教育課程を遂行するために

必要な教員は確保されている。主要授業科目は専任の教授または准教授が担当している。 

機械システム工学科 

機械システム工学科は，教授 7 名，准教授 9 名，講師 1 名，助教 2 名を配置している。

また，学部学生の教育に際しては，先端融合工学専攻所属の 7 名の教員，海洋エネルギー

研究センター所属の 6 名の教員が協力している。 

教育課程を遂行するために必要な教員は確保されている。専門科目の内必修科目を主要

授業科目としており，これらの科目は通常専任の教授または准教授によって担当されてい

るが，平成 27 年度は 3 科目を講師担当とした。これは退職教員の補充人事完了までの暫
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定措置であり，次年度には解消される見込みである。他の主要科目は全て専任の教授また

は准教授が担当している。 

電気電子工学科 

電気電子工学科は，教授 10 名，准教授 9 名，講師 1 名，助教 5 名，特任助教 1 名を配

置している。教育課程を遂行するために必要な教員は確保されており，教育上主要と認め

る授業科目には，専任の教授又は准教授を配置している。 

都市工学科 

 都市工学科は，教授 10 名，准教授 8 名，講師 1 名，助教 3 名を配置している。 

教育課程を遂行するために必要な教員は確保されている。教育上主要科目は必修科目と

して位置づけており，専任の教授，准教授が担当している。測量学については専任の講師

が開講している。 

 

 

３－１－３ 大学院における教員の配置状況 

 

工学系研究科教授会にて大学院設置基準第 9 条を満たす資格審査をへた教員が，大学院

の教育課程を実施している。それら研究指導教員および研究指導補助教員は大学院設置基

準に適合して配置されており，十分に確保されている。 

各専攻の教育課程を実施するための担当教員数は表 3-1 ならびに表 3-2 の通りであり，

大学院設置基準に適合している。 

  

平成 27 年 5 月 1 日現在における各専攻への配置状況は次表の通りである。 

 

表 3-1 教員の配置状況：博士前期課程（総計 121 名） 

専  攻 

現員（平成 27 年 5 月 1 日） 基準教員数 
大学院設置基準

第９条の規定に

基づく大学院に

専攻ごとに置く

ものとする教員

の数 

研究指導教員数 研究指導

補助教員

数 

研究指導

教員数 

研究指導

補助教員

数 小計 教授数

数理科学専攻 9 5 2 4 3 原則として，研

究 指 導 教 員 数

４，研究指導教

員数と研究指導

補助教員数を合

わせて７以上と

する 

物理科学専攻 13 7 0 4 3 

知能情報システム学専攻 11 6 1 4 3 

循環物質化学専攻 17 10 0 4 3 

機械システム工学専攻 17 7 0 4 3 

電気電子工学専攻 14 6 0 4 3 

都市工学専攻 18 10 1 4 3 

先端融合工学専攻 18 10 0 6 4 

合   計 117 61 4 34 25  
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表 3-2 教員の配置状況：博士後期課程（総計 109 名）      

専  攻 

現員（平成 27 年 5 月 1 日） 必要教員数 大学院設置基準

第９条の規定に

基づく大学院に

専攻ごとに置く

ものとする教員

の数 

研究指導教員数 研究指導

補助教員

数 

研究指導

教員数 

研究指導

補助教員

数 小計 教授数

システム創成科学専攻 67 61 42 8 6 

原則として，研

究 指 導 教 員 数

４，研究指導教

員数と研究指導

補助教員数を合

わせて７以上と

する 

合   計 67 61 42 8 6  

 

 

なお，前期課程においては，教育の質を高めるため必要に応じて非常勤教員を任用して

いる。平成 26 年度における非常勤講師任用数は 26 名である。 

 

 博士前期課程各専攻における指導教員の確保状況は以下の通りである。 

 

数理科学専攻 

学生収容定員 18 名に対して，11 名の研究指導教員を置き，必要な研究指導教員が確保

されている。 

物理科学専攻 

学生収容定員 30 名に対し，14 名の研究指導教員を置き，必要な研究指導教員が確保さ

れている。 

知能情報システム学専攻 

学生収容定員 32 名に対して，15 名の研究指導教員と 2 名の研究指導補助教員を置き，

必要な研究指導教員と研究指導補助教員が確保されている。 

循環物質化学専攻 

学生収容定員 54 名に対して，17 名の研究指導教員を置き，必要な研究指導教員が確保

されている。 

機械システム工学専攻 

学生収容定員 54 名に対し，17 名の研究指導教員を置き，必要な研究指導教員が確保さ

れている。 

電気電子工学専攻 

学生収容定員 54 名に対して，16 名の研究指導教員を置き，必要な研究指導教員が確保

されている。 

都市工学専攻 

学生収容定員 51 名に対して，19 名の研究指導教員を置き，必要な研究指導教員と研究

指導補助教員が確保されている。 
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先端融合工学専攻 

学生収容定員 72 名に対して，18 名の研究指導教員を置き，必要な研究指導教員が確保

されている。 

 

 博士後期課程システム創成科学専攻における指導教員の確保状況は以下の通りである。 

 

システム創成科学専攻 

学生収容定員 72 名に対して，85 名の研究指導教員と 59 名の研究指導補助教員を置き，

必要な研究指導教員と研究指導補助教員が確保されている。 

 

 

３－１－４ 教員組織活性化のための措置 

 

 国立大学法人佐賀大学教員人事の方針，国立大学法人佐賀大学教員選考規則並びに佐賀

大学大学院工学系研究科教員選考規程により，教員選考は研究科・学部・学科の理念・目

標・将来構想に沿って行い，原則として公募で適任者を得る努力をすることが定められて

いる。ただし，教育研究上，特に必要がある場合は，教授会の了承を得て，公募によらな

い方法を採ることもある。なお，本学部においては，優秀な教員を確保するため，いわゆ

る任期制は導入していない。また、平成 28 年度にはテニュア・トラックによる教員の採用

を予定しており，これに関しての各種要項の整備を行った。 

  

平成 18 年度以降の教員人事の件数および公募件数等は表に示す通りである。平成 18 年

度から平成 27 年度の 10 年間の平均の公募割合は 86％であるが，平成 23 年度以降は公募

率 100％と，公募によって教員採用が行われている。 

 

      表 3-4 教員選考における公募の状況（平成 18～27 年度発令人事） 

 年 度  件 数 公募件数 公募の割合

18 7 5 71% 

19 13 8 62% 

20 10 7 70% 

21 13 10 77% 

22 10 7 70% 

23 10 10 100％ 

24 12 12 100％ 

25 9 9 100％ 

26 16 16 100％ 

27 11 11 100％ 

計 111 95 86% 

 

また，同規則には，社会人や外国人の採用についても配慮する旨明記してある。さらに，
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佐賀大学教員人事の方針には女性教員の積極的な雇用を図ることと同一教育研究分野に同

一大学出身者が偏らない努力を行うことも合わせて定められている。各専攻は，それぞれ

の組織運営方針・教育方針に基づいて優秀な外国人教員や女性教員を任用することによっ

て専攻における教員組織の活性化に務めている。平成 27 年 5 月 1 日現在，外国人教員は

教授 3 名，准教授 3 名，助教 1 名の計 7 名，女性教員は，准教授 2 名、講師 1 名，助教 1

名の計 4 名である。理工学部・工学系研究科教員の平成 27 年 5 月 1 日現在における年齢

構成は次表の通りである。40 歳代の教員を中心にバランスのよい構成となっている。 

 

     表 3-5 工学系研究科・理工学部教員の年齢構成（平成 27 年 5 月 1 日現在） 

 年  齢 人  数 

60 以上 14 

50 ～59 59 

40 ～49 42 

30 ～39 24 

20 ～29 1 

計 140 

 

以下に，各学科・専攻における活性化のための措置を挙げる。 

数理科学専攻 

数理科学専攻で欠員を補充する際は，教授，准教授に関わらず公募を原則として人事を

行い，教員組織の活性化を行っている。選考の際は，女性や外国人も平等に扱っている。

大学の管理・運営に責任を持つ教員を確保するため，任期制は原則として導入していない。 

物理科学専攻 

欠員を補充する際は，公募によって活力のある若手を准教授または講師として採用する

ことを原則としている。ただし，教育上特に必要がある場合は，教授を公募している。優

秀な教員を確保するため，任期制は導入していない。選考の際に女性および外国人を平等

に扱っている。平成 16 年度以降に新たに採用した教員 4 名は全員公募によるものである。 

知能情報システム学専攻 

欠員を補充する際は，公募によって活力のある人材を採用することを原則としている。 

外国人教員の応募に積極的に応じるため，英文の募集要項を大学および学科のホームペ

ージ(http://www.is.saga-u.ac.jp/)に掲載している。女性教員として，講師 1 名，助教

1 名が在籍している。大学の管理・運営に責任を持つ教員を確保するため，任期制は導入

していない。 

循環物質化学専攻 

欠員を補充する際は，公募によって活力のある人材を採用することを原則としている。 

外国人教員の応募を容易にするため，英文の募集要項を大学のホームページに掲載して

いる。優秀な教員を確保するため，任期制は導入していない。選考の際に女性を平等に扱

っている。 

機械システム工学専攻 

欠員を補充する際は，公募によって教育研究に対する意欲と活力のある研究者を教授，

ー28ー



准教授，講師または助教として採用することを原則としている。優秀な教員を確保するた

め，任期制は導入していない。選考の際に女性を平等に扱っている。 

電気電子工学専攻 

欠員を補充する際は, 公募によって学内外で活力のある教員を選出し, 昇任または採

用することを原則としている。基本，優秀な教員を確保するため, 任期制は導入していな

い。しかし，本年度は専攻の組織運営，教育研究を推進するため，文科省プロジェクトに

より特任助教を配置した(継承が前提である)，選考の際に女性を平等に扱っている。 

都市工学専攻 

欠員を補充する際は，公募によって活力のある若手を准教授，講師または助教として採

用することを原則としている。ただし，教育上特に必要がある場合は，教授を公募してい

る。当学科・専攻は外国人教員の採用に積極的に取り組んできた。面接試験と同時に模擬

講義実施を課すなどして，応募者の教育に対する熱意や講義の技術を把握することを心が

けている。優秀な教員を確保するため，任期制は導入していない。選考の際に女性を平等

に扱っている。 

先端融合工学専攻 

欠員を補充する際は, 公募によって学内外で活力のある人材を選出し, 昇任または採

用することを原則としている。外国人教員の応募を容易にするため，英文の募集要項を大

学のホームページに掲載している。選考の際に女性を平等に扱っている。優秀な教員を確

保するため, 任期制は導入していない。 

 

 

３－２ 教員選考基準 

 

３－２－１ 教員選考基準の運用状況 

 

 佐賀大学大学院工学系研究科教員選考規則に従って，教授会の承認の下に教員選考委員

会を設置し，公募を始めとした選考の諸作業を行っている。候補者の選定に当たっては，

佐賀大学理工学部教員選考規程第 8 条に「選考委員会は，国立大学法人佐賀大学教員選考

基準（平成 16 年 4 月 1 日制定。以下「選考基準」という。）に基づき，履歴，研究業績，

教育業績，社会貢献，国際貢献，教育研究に対する今後の展望等を多面的に評価するとと

もに，面接，模擬授業，講義録等により，教育の能力を具体的に評価し，各候補者につい

て調査選考の上，暫定候補者を定め，順位を付して調査内容並びに選考経過を教授会に報

告しなければならない。」と定め，特別な理由により昇格人事を行う場合においても本基準

に基づいて選考を行っている。選考委員会は，教員人事説明要旨，履歴書，業績書等を教

授会に提出して選考の経緯と結果を報告している。特に，教育上の指導能力を面接，模擬

講義などによって評価することとしている。 

 

以下に，各専攻の状況を述べる。 
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数理科学専攻 

 専攻における教員組織の編成方針に従って専攻会議で発議・審議している。採用，昇任

に当たっては，教育上の指導能力を，今までの教育実績，面接，模擬授業，談話会等によ

る講演によって評価している。また，大学院課程の担当においては教育研究上の指導能力

を，今までの教育研究実績，面接等によって評価している。 

物理科学専攻 

 専攻における教員組織の編成方針に従って専攻会議で発議・審議している。採用，昇任

に当たっては，教育上の指導能力をティーチングポートフォリオ並びに授業担当実績と卒

業研究の指導実績によって評価している。また，大学院課程の担当においては教育研究上

の指導能力を授業担当実績と研究論文に現れる学術研究能力によって評価している。 

知能情報システム学専攻 

 専攻における教員組織の編成方針に従って専攻教室会議で発議・審議している。採用，

昇任に当たっては，履歴書，業績目録，主要別刷，これまでの研究・教育の概要，今後の

教育･研究の抱負を提出させている。ティーチングポートフォリオを有する場合には，教育

実績に関する重要な参考資料として扱っている。教育上の指導能力を，教育実績，面接，

模擬授業等によって評価している。また，大学院課程の担当においては教育研究上の指導

能力を，今までの教育実績，面接等によって評価している。 

循環物質化学専攻 

 専攻における教員組織の編成方針に従って専攻会議で発議・審議している。採用，昇任

に当たっては，「履歴書」，「研究業績リスト」，「主要論文 5 編程度の別刷」，「これまでの研

究業績の説明と今後の抱負（1,000 字程度）」，「教育に関する抱負（1,000 字程度）」，「外

部資金の獲得状況」などを提出させ，専攻で定めている研究指導教員および研究指導補助

教員の資格判定基準を満たしかつ優れた研究・教育上の業績を有する候補者数名に対して，

面接や模擬授業などによる評価を加えて選考を行っている。 

機械システム工学専攻 

 専攻における教員組織の編成方針に従って専攻会議で発議・審議し，講師以上の専攻会

議で承認を得ている。採用，昇任に当たっては，「履歴書」，「研究業績リスト」，「主要論文

5 編程度の別刷」，「これまでの研究業績の説明と今後の抱負（1,000 字程度）」，「教育に関

する抱負（1,000 字程度）」，「外部資金の獲得状況」を提出させている。教育上の指導能力

を「教育実績」「教育に関する抱負」と「研究業績」に加えて面接，模擬講義などによって

評価している。また，大学院課程の担当においては教育研究上の指導能力を「教育実績」

「教育・研究に関する抱負」「研究業績」と「外部資金の獲得状況」によって評価している。 

電気電子工学専攻 

 専攻における教員組織の編成方針に従って専攻教授会議や講師以上の専攻学科会議で発

議・審議・承認してきた。採用, 昇任に当たっては,「履歴書」，「研究業績リスト」，「主要

論文」，「研究業績の説明と研究計画」，「教育抱負」，「外部資金の獲得状況」，「学会活動，

社会貢献」などの情報を提出させている。専攻・学科の年齢構成を鑑み，適切な年齢であ

ることが条件であるが, 研究業績, 研究の将来性などを中心に教育指導能力, 社会貢献の

状況, 外部資金の獲得状況などを考慮して総合的に評価している。大学院課程の担当にお
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いても同様な手法で評価している。 

都市工学専攻 

 専攻における教員組織の編成方針に従って専攻会議で発議・審議している。採用，昇任

に当たっては，原則として「履歴書」，「研究業績リスト」，「主要論文 5 編程度の別刷また

はコピー」，「これまでの研究業績の説明と今後の抱負」，「これまでの教育実績の説明と今

後の抱負」，「外部資金の獲得状況」，「学会活動・社会および国際貢献等における実績」を

提出させる。上記の書類に加え，面接，模擬講義などによって総合的に評価している。な

お，空間デザイン分野では論文数だけでなく，デザインコンペや実施設計された作品等を

業績として評価している。 

先端融合工学専攻 

専攻における教員組織の編成方針に従って専攻会議で発議・審議し，講師以上の専攻会

議で承認を得る。採用，昇任に当たっては，原則として「履歴書」，「研究業績リスト」，「主

要論文 5 編程度の別刷またはコピー」，「これまでの研究業績の説明と今後の抱負」，「これ

までの教育実績の説明と今後の抱負」，「外部資金の獲得状況」，「学会活動・社会および国

際貢献等における実績」を提出させる。教育研究上の指導能力は，上記の書類に加え，面

接，模擬講義などによって評価している。 

 

３－２－２ 教員の教育研究等の活動に関する評価 

 

（１）評価体制と活動状況 

工学系研究科に評価委員会を設置し，教員個人の自己点検・評価および研究科・学部の

自己点検・評価を実施する体制を整えている。評価委員会には，研究科長，副研究科長，

各専攻長のほか，教務委員長，事務長など，評価計画を立案する場合に必要な実務に精通

した委員が加わっている。 

工学系研究科・理工学部における教員の個人評価は，毎年，各教員から提出された個人

目標申告書，活動実績報告書（全学的に指定された「教員報告様式」による）および自己

点検評価書に基づく教員の個人評価を実施しており，その中で，大学院及び学部における

教育活動も評価している。 

大学院及び学部における評価活動は，研究科長を委員長とする評価委員会で行っている。

評価委員は，研究科長，研究科選出評議員，副研究科長，工学系研究科教務委員長および

専攻長である。 

評価の結果は，教員個人にフィードバックするとともに，研究科で集計・分析し，報告書

として纏めたものを学長に提出している。 

 また，研究科・学部の自己点検・評価の中で，研究科・学部としての毎年度の教育活動

についても評価している。自己点検・評価作業は，別途，研究科長指名による準備委員会

を立ち上げ，実施計画の立案，情報収集，資料準備等に当たっている。委員としては，副

研究科長，教務委員会委員，入試検討委員会委員，FD 委員会委員，大学教育委員会委員な

ど，特に教育活動に関して全体的状況を把握できる立場にある教員を選んでいる。 

 また，全学の方針に基づき，全授業科目について学生による授業評価を毎学期実施して
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いる。 

（２）評価活動で把握された事項に対する取組 

 教員の教育活動に関する評価結果については，個々の教員にフィードバックされ，各教

員はそれを次年度の教育活動に反映させている。研究科で分析された結果は，専攻長を通

して各専攻にフードバックされている。また，学生の授業評価アンケートの結果に基づい

て，各教員は授業科目毎に「授業点検・評価報告書」を提出し，授業の改善を組織的な取

り組みの中で行っている。 

 以下に，各専攻の状況を述べる。 

 

数理科学専攻 

 個人評価について自己評価や評価委員会からのコメントなどを通して, 個々の教員が自

発的に改善している。また，学科・専攻教育点検委員会により，授業評価アンケートの分

析，組織別授業評価を実施し，各教員の授業改善に取り組んでいる。 

物理科学専攻 

自己点検・評価書に基づく教員の個人評価や評価委員会からのコメントなどを通して, 

個々の教員が自発的に改善している。専攻内に，専攻長，教務委員，FD 委員を中心とする

学科・専攻教育点検委員会を設置し，教育点検やその結果に基づくカリキュラム改訂等の

教育改善を教室会議に提案している。 

知能情報システム学専攻 

各教員は，学科・専攻教育点検委員会において，講義開講前に講義計画と内容を，閉講

後にその結果を報告し、課題や改善について学科・専攻全体として点検を行っている。こ

の開講前点検，閉講後点検を，3 年で全科目一巡するように行うことで，科目相互の連携

を図っている。さらに，教授，准教授および講師は，FD 報告を随時行っている。 

なお，知能情報システム学科として平成 26 年度 JABEE 認定の継続審査を受け合格した。 

循環物質化学専攻 

専攻内に，専攻長，前年度の教務委員，前年度の教育プログラム委員長からなる学科・

専攻教育プログラム評価委員会を設置している。実質的な活動は教育プログラム委員会が

実施し，教育 FD 委員会が点検し，教育改善委員会が改善を検討し各教員に通知することで

教育点検システムを構成している。その上で，1 年間の教育システム全体の活動を上記評

価委員会が評価している。また，卒業生により最も評価された教員 2 名をベスト・プロフ

ェッサーとして表彰している。 

機械システム工学専攻 

各教員は毎学期担当科目について FD レポートを提出している。専攻内に教務(JABEE)グ

ループを設置して，JABEE 特別委員，教務委員，FD 委員を中心に組織的な教育改善の取り

組みを継続している。 

電気電子工学専攻 

各教員は自己点検評価の中で教育活動の評価を行っており，評価実施委員等の評価を受

けて，各教員はそれを次年度の教育活動に反映させている。また，各教員は授業科目毎に

授業改善報告書を Web に記入し，授業改善に努めている。学生による授業評価アンケート
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結果については FD 委員らによってまとめられ，学科・専攻会議の場で各教員に情報提供さ

れている。同時に，平成 19 年度より投書箱を設置して，学生の率直な意見，要望を収集し

て問題の把握に努めている。教育改善委員会，カリキュラム検討委員会，科目別グル－プ

会議等の場で科目間の連携，教育改善などの取り組みを行なっている。 

都市工学専攻 

各教員は自己点検・評価の中で教育活動の評価を行っており，その結果は学科・専攻と

して取り纏めて学部・研究科に報告している。また，FD 委員を中心に組織的な教育改善の

取り組みを行っている。一部の教員は活動状況を研究室のホームページで公表している。 

また，各教員は，学生の授業評価の結果を受けて授業科目毎に授業点検・評価報告書を

提出し，授業改善に努めている。コース制度導入に伴う学科全体の組織的改善については

年次計画が平成 21 年度末に完了した。平成 22 年度に卒業生アンケート調査，平成 23 年

度に在学生アンケート，平成 25 年度には平成 22 年度より詳細な卒業生アンケート調査を

実施し，その結果を含め総点検を行った。基本的には，都市工学科・専攻教育システム委

員会にて継続的に意見交換を行い，審議事項については必要に応じて学科・専攻会議にて

決定することとしている。 

先端融合工学専攻 

各教員は自己点検評価の中で教育活動の自己評価を行っており，自己評価に対する評価

実施委員等のコメントを考慮し，次年度の教育活動に反映させている。各教員は，学生の

授業評価結果に基づき，授業科目毎に授業点検・評価報告書を提出し，授業改善に努めて

いる。また，FD 委員を中心にティーチングポートフォリオの作成など教育改善の取り組み

を行っている。 

 

３－３ 教育支援者 

 

３－３－１ 教育支援者の配置と活用 

 

（１）技術職員 

平成 19 年 4 月 1 日に，学部長を技術部長として，技術長および副技術長並びにその下

に 3 部門を置く技術部を設置し，全技術職員を組織化し，学部全体の教育研究支援組織と

して一体的に運用するとともに，技術職員の主体的な取り組みによる技術水準の向上や技

術開発等を目指す体制を整備した。 

平成 20 年度は，組織化した技術職員の研究・教育支援業務依頼手続きの整備や研究会，

研修会，講習会等への参加派遣など効果的な活動を推進するための環境の整備を図った。 

技術職員の組織化を円滑に進めるため，従前の経緯に配慮し，当分の間，従前と同じ職場

(学科等)に配置することになっている。 

 平成 22 年度に理工学部教職員が大学院工学系研究科所属となったため，技術部も従来の

組織を研究科の下に置き，研究科長が技術部長を兼ね，その下に技術長，副技術長と機械

部門，電気部門，環境・情報部門の 3 つの部門が組織されて，工学系研究科・理工学部の
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教育研究支援を行っている。 

 技術部技術職員 24 人の配置先は次のとおりである。 

実習工場 5 人，知能情報システム学専攻 2 人，循環物質化学専攻 1 人，機械システム

工学専攻 5 人，電気電子工学専攻 6 人，都市工学専攻 5 人 

教育研究支援業務等 

① 教育支援業務 カリキュラムに定める実験・実習・演習指導等の教育支援 

② 研究支援業務 研究用実験装置の製作，機器操作，研究補助等の研究支援 

③ 社会貢献業務 受託研究等の外部からの委託による研究開発，加工・測定・分析等の支

援 

④ 技術部長が認めるその他の業務 大学・学生等の運営支援，技術伝承等のための研究開

発 

 

 

各専攻における教育支援の内容は以下の通りである。 

知能情報システム学専攻 

当専攻には 2 人の技術職員が配置されている。知能情報システム学専攻の知能情報シス

テム学講座における 5 つの研究グループの内，第 4 研究グループに 1 人，第 5 研究グルー

プに 1 人配置されているが，主に学科・専攻ネットワーク管理や共有計算機の保守・管理

などの学科・専攻に共通的な業務を担当している。 

また，学科における次に示す授業科目の教育支援を行っている。 

情報システム実験，情報ネットワーク実験，プログラミング演習 I,II， 

システム開発実験，モデリング・シミュレーション実験 

循環物質化学専攻 

 当専攻には 1 人の技術職員が配置されており，主に専攻内の安全委員会における組織運

営の支援，工業無機化学系の研究支援，そして学科における次に示す授業科目の教育研究

支援を行っている。 

基礎化学実験Ⅱ，機能物質化学実験Ⅱ，たのしい実験化学，卒業研究 

機械システム工学専攻 

当専攻には 5 人の技術職員が配置されている。5 つの研究分野において研究実験装置の

製作，各種試験片の製作，学生実験および卒業研究の支援を行っている。  

実習工場には 5 人の技術職員が配置されている。実習工場は機械システム工学科の前身

である機械工学科の設置と同時に，学生の機械工作実習および実験研究設備の設計製作を

目的として設立された。組織的には工学系研究科の付属施設となっているが，その目的と

職務と内容のために，本学科と深く関わりをもちながら運営している。 

専攻の技術職員 5 人・実習工場の技術職員 5 人ともに次に示す授業科目の教育支援を行

っている。 

  機械工作実習Ⅰ，実践機械工作，機械工作実習Ⅱ，機械工学実験Ⅰ，機械工学実験Ⅱ 

電気電子工学専攻 

当専攻には 6 名の技術職員が配置されている。電気電子工学専攻及び先端融合工学専攻
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の電気電子関連の教育研究と幅広い分野の研究支援を行っており，卒業研究・修士研究に

かかわる研究用実験装置の製作，機器操作，研究補助等の研究支援を実施している。また，

カリキュラムに定める実験・実習・演習指導等の教育支援も行っており，学科における以

下の授業科目の教育支援を実施している。 

電気電子工学実験 A，電気電子工学実験 B，基礎電気電子工学及び演習，電気電子工学実験

C，電気電子工学実験 D 

更に，学科・専攻の運営支援として次に掲げる項目も実施している。 

各種試験（入学試験，定期試験等）の補助，授業，研究，会議等の資料作りの支援，各

種行事（後援会，オ-プンキャンパスなど）の支援，学生就職活動の支援 

都市工学専攻 

当専攻には 5 人の技術職員が配置されている。都市工学専攻の都市工学講座の内，建設

構造工学分野に 2 人，環境システム工学分野に 2 人，建設地盤工学分野に 1 人配属されて

おり，各分野の教育研究の支援業務を行っている。 

また，学科における次に示す授業科目の教育支援を行っている。 

大学入門科目Ⅰ・Ⅱ，構造・材料実験演習，構造工学実験演習，測量学実習，水工学

実験演習，地盤工学実験演習，情報基礎演習Ⅰ，情報基礎概論，都市工学ユニット演

習（構造），都市工学ユニット演習（水環境工学） 

 

（２）ティーチング・アシスタント（TA） 

 理工学部では，大学院生を学部教育の支援者として，延べ 185 名の TA を任用した。平成 27

年度の各学科における TA の任用状況は表 3-6 の通りである。予算の縮減により，昨年度の 291

名から大幅に採用人数を削減した。 

 

表 3-6  TA の任用状況 

学  科 
任用のべ 

人数 
TA 活動に関する資料（平成 27 年度理工学部 TA 実施報告（前期・後期））

数理科学科 0 TA 実施報告書，TA 指導記録，TA 実施報告 

物理科学科 11 TA 実施報告書，TA 指導記録，TA 実施報告 

知能情報ｼｽﾃﾑ学科 30 TA 実施報告書，TA 指導記録，TA 実施報告 

機能物質化学科 97 TA 実施報告書，TA 指導記録，TA 実施報告 

機械ｼｽﾃﾑ工学科 56 TA 実施報告書，TA 指導記録，TA 実施報告 

電気電子工学科 60 TA 実施報告書，TA 指導記録，TA 実施報告 

都市工学科 35 TA 実施報告書，TA 指導記録，TA 実施報告 

計 185  

 

 

３－４ 優れた点および改善を要する点 

 

（優れた点） 

大学院所属の専任教員の適切な役割分担の下，博士前期課程 8 専攻，後期課程 1 専攻ならび
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に学部 7 学科それぞれの組織的な連携体制が確保され，研究科長・副研究科長・専攻長などの

下で教育研究に係る責任の所在が明確にされた教員組織編制がなされている。また，教員の個

人評価を定期的継続的に実施することにより，学士課程においては，教育上の指導能力の評価，

また大学院課程においては，教育研究上の指導能力の評価が適切に行われている。さらに，教

育活動を展開するために必要な技術職員等の教育支援者が適切に配置されており，TA 等の教育

補助者の活用も図られている。全ての主要授業科目は、専任の教授・准教授によって担当され

ており、カリキュラムおよび授業内容の質を担保している。 

 

（改善を要する点） 

教員組織の活動をより活性化するための措置の１つとしてサバティカル制度が開始され，毎

年一人程度が本制度を活用するようになりつつあるが，継続的な活用が行われるよう点検と改

善が必要である。少子化や入試の多様化に伴う初年次学力の総体的な低下に対して，予算の縮

減により，退職教員の不補充や TA の削減など，必要な教育体制を維持するに十分な人員の確

保が困難になってきている。組織再編にあたっては，総講義数や教育内容の適正化が必要にな

ると考えられる。 

 

 

３－５ 自己評価の概要 

 

 教育活動の展開のための必要な教員は適切に配置されている。教員の採用や昇任等に関

して明確な基準が定められ，適切に運用されている。教員の教育研究活動の評価について

は，自己点検評価，評価実施委員会による評価を定期的継続的に実施することで成果が得

られている。さらに，教育支援者の配置については，理工学部・工学系研究科の特性を生

かした適切な配置となっており，TA 等の教育補助者も適切に活用されている。 

 

 

【資料】 

   平成 26 年度 理工学部・工学系研究科自己点検・評価報告書 

平成 27 年度 理工学部で何を学ぶか 

平成 27 年度 工学系研究科履修案内 

理工学部・工学系研究科ホームページ（http://www.se.saga-u.ac.jp/） 

国立大学法人佐賀大学規則 

国立大学法人佐賀大学教員組織規程 

佐賀大学工学系研究科運営規程 

教育研究評議会人事部会資料 

佐賀大学教員人事の方針 

佐賀大学教員選考基準 

工学系研究科教員選考規程 

佐賀大学工学系研究科における教員個人評価に関する実施基準 
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工学系研究科における個人達成目標の指針（教員用） 

工学系研究科個人評価実施委員会の構成員に関する申合せ  

平成 25 年度 教員個人評価の集計と分析報告書 

平成 26 年度主要授業科目の担当者一覧 
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第４章 学生の受入 

 

４－１ 入学者受入方針と学生の受入 

 

４－１－１ 入学者受入方針 

 

（１）理工学部の入学者受入方針 

本学部の教育の目的に沿って，学部・学科が求める学生像および入学者選抜の基本方針を

アドミッション・ポリシー（入学者受入方針）として定め，ホームページに掲載すること

によって学内・学外に公表している。また，アドミッション・ポリシーに従って行われる

多様な入学者選抜方法は，学生募集要項，入学者選抜要項に記載してあり，高等学校や志

願者に配布するとともに，大学説明会や高等学校との連絡協議会等において参加者に説明

している。 

理工学部のアドミッション・ポリシーは以下の通りである。 

【１．入学者選抜基本方針】理工学部の教育理念に基づき，教育目的・教育目標・教育

方針に沿った人材を育成するために，開放性，客観性，公平性を旨とした多様な入試方

法と多面的な評価方法により入学者を受け入れます。 

【２．基本理念および教育目的・目標・方針】理工学部は，理学系の数理科学科，物理科

学科，工学系の機械システム工学科，電気電子工学科，都市工学科および理学と工学が融

合した知能情報システム学科，機能物質化学科の 7 学科より構成されており，基礎に強い

技術者，応用に強い科学者を育て，社会に送り出しています。 

 近年，科学技術の進歩は急速で，産業界のみならず人々の生活にも大きな影響を与えて

います。科学技術の恩恵を受け，私たちの暮らしは便利で豊かになってきていますが，一

方では，地球環境問題など様々な弊害も現れています。そのため，これからの科学・技術

者は，地球規模の視野に立った社会的責任を自覚し，科学技術の進展に貢献する責任があ

ります。 

こうした社会的要請に応えるため，本学部では，理学と工学の学問体系を基盤として，

各専門分野にわたる広い知識を修得させ，かつ個々人の得意分野の能力向上をはかり，個

性豊かな人材を育てることを目標としています。即ち，地球規模で活躍できる基礎的知識

と技能を持ち，多面的な考察により諸課題を見いだし，知識を応用して発見した課題を解

決する能力を修得することを目指します。さらに，自己と社会のたゆまぬ成長発展を担う

ための人間力を修得させ，また同時に世界を舞台に専門職や研究職として活躍することを

目的として，日本語や外国語による的確な意思疎通能力，さらには情報リテラシーや論理

的な思考・判断力などの育成にも力を入れています。 

【３．高等学校段階で習得すべき内容・水準】受験生の諸君が高等学校における学習によ
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って身につけた知識や技能を前提に大学の授業は設計されています。したがって，大学に

おいて諸君が期待している理工学に関する最新の知識や技術を学ぶためには，高等学校に

おける幅広い教科の内容を十分に理解しておく必要があり，入学時には選抜方式によらず

所定の習得水準でスタートすることが望まれます。そこで，各学科が要求する高等学校段

階で習得すべき内容・水準を以下に示します。 

 

 また，佐賀大学理工学部ホームページ（http://www.se.saga-u.ac.jp/ug/index.html）

で公表している各学科の「求める学生像」および「入学者選抜の基本方針」

（http://www.se.saga-u.ac.jp/ug/prepstudent/index.html）は以下の通りである。 

 

１．求める学生像 

 

 理工学部は，幅広い教養と科学・技術の専門的な素養を持ち，社会の広い分野で活躍で

きる人材を育成することを目的とします。各学科の目的と求める学生像は以下の通りで

す。 

 

数理科学科 

数理科学科では，数学及び数理科学の領域において，広く社会で活躍できる高度な専門的

知識・能力を持つ教育者，技術者，研究者となる人材を育成します。そのために，以下に

示すような学生を求めています。 

① 数学および数理科学の分野の専門知識を修得し，論理的思考力，問題解決能力を身につ

けることを目指す人 

② 数学および数理科学の分野で，専門的知識を社会に活用できる教育者，技術者を目指す

人 

 

〔数理科学科で学ぶために必要な能力や適性等および入学志願者に求める高等学校での

学習の取り組み〕 

数学の概念や論理的厳密性を修得するためには，微分積分，線形代数，集合・位相といっ

た数学の基本的な考え方や手法を身につけることが必要です。そのためには，高等学校で

履修する数学の基礎的理解と応用力が不可欠です。さらに，自然科学の基本的な概念や原

理・法則を理解して科学的な自然観を養っておくことは，学びの視野を広げることに繋が

ります。そのため，高等学校で学ぶ理科についても教科書レベルの知識を有していること

が望まれます。一方，専門科目に限らず，大学では多くのレポートを書くことが一般的で

す。レポート作成には，文章の読解力と記述力さらには社会的な常識が必要となります。

したがって，高等学校で学ぶ国語や社会の基礎的な学力は必要です。さらに，日本語文献

だけでなく英語文献などもセミナー形式で学習しますので，英文の基礎的な読解力だけで

なく，自分で辞書等を調べて英文を読みこなす習慣をつけておくことが必要です。 
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物理科学科 

物理科学科では，広範な自然現象を理解する試みを通して， 現代の科学技術を支える学力

と，柔軟性に富んだ豊かな発想力を培い，広い分野で活躍できる人材を育成します。その

ために，以下に示すような学生を求めています。 

① 理数系科目の学力に優れ，自然科学に対して強い興味を持つ人 

 

〔物理科学科で学ぶために必要な能力や適性等および入学志願者に求める高等学校での

学習の取り組み〕 

物理学における基本的な概念や法則を理解するためには，高等学校で履修する物理と数学

の基本的事項の理解および計算能力だけでなく，それらの知識に基づく論理的な思考力が

求められます。また，実験や観測を通して法則を見出すための洞察力も必要です。さらに，

専門的な知識や考え方を修得するためには，海外の文献にも目を通すことが必要であり，

高等学校の教科書レベルの英文読解力が求められます。一方，専門科目に限らず大学の講

義や演習では，情報の収集，文献読解およびレポートの作成など，情報収集力や文書作成

能力が求められるため，高等学校で学ぶ国語や社会の基本的な知識や考え方を修得してお

くことが必要です。 

 

 

知能情報システム学科 

知能情報システム学科では，情報科学及び情報工学の学問領域における専門知識・能力及

び広い視野を持ち，知識基盤社会を担う人材を育成します。そのために，以下に示すよう

な学生を求めています。 

① 全般的な基礎学力を備え，特に数学，理科の学力を備えた人 

② IT に対する興味と基礎知識がある人 

③ ソフトウェア開発や情報システムの構築に取り組む意欲のある人 

 

〔知能情報システム学科で学ぶために必要な能力や適性等および入学志願者に求める高

等学校での学習の取り組み〕 

知能情報システム学科では，IT の理論の専門基礎を重点的に教育します。そのため，高等

学校で数学及び理科の基礎事項を理解し，教科書レベルの問題を解く能力を求めます。文

書作成，口頭発表の能力を育成しますので，国語の学力が重要です。専門文献を読むため，

及び国際社会で活躍するための語学教育に必要な英語の学力も要求します。また，幅広い

文化，自然，社会の素養を修得するために広範な基礎学力も必要です。本学科では，実験

科目や卒業研究を通してグループの中での協調性，自主的学習能力，情報収集能力などを

育成します。したがって，良識的に行動し，高い学習意欲を持ち，知識の獲得に積極的な

学生の入学を望みます。 
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機能物質化学科 

機能物質化学科では，化学を通して継続的に社会に貢献することのできる人材を育成しま

す。そのために，以下に示すような学生を求めています。 

① 日頃から身の回りにある物質・材料がどのような化合物からできていて，その機能はど

のような原理に基づいているのかを興味を持って調べ，自らの手で新しい機能物質を創り

出すことに意欲を持つ人。 

② 化学はもちろん生物・物理・数学など理数系科目が得意で，国語・社会・英語などの基

礎学力を身に付けた人。 

 

〔機能物質化学科で学ぶために必要な能力や適性等および入学志願者に求める高等学校

での学習の取り組み〕 

化学は，物質の構造や機能の関係性を明らかにするために，様々な物質を詳細に調べ，新

しい物質の合成や分解を行います。そのため，既存物質の特性を正確に把握し，必要な仮

説と検証実験，そして得られた結果の論理的説明が求められます。このように化学を専門

的に学ぶためには，高等学校で学習する化学の基本事項を十分に理解していることが必要

です。また，実験等で取得したデータ解析には，計算能力や数学的思考力が求められ，物

質の物理的性質や生物的性質を理解するためは物理学や生物学の知識が必要となります。

したがって，高等学校で学習する数学，物理および生物の基礎学力は，化学を専門的に理

解するためには欠かせないものです。さらに，新しい知識や技術を身につけるためには，

外国の文献等にも目を通す必要があり，基礎的な英文読解力が求められます。一方，専門

科目に限らず大学の講義や演習では，情報の収集，文献読解およびレポートの作成など，

情報収集力や文書作成能力が求められるため，高等学校で学ぶ国語や社会の基本的な知識

や考え方を修得しておくことが必要です。 

 

機械システム工学科 

機械システム工学科では，機械工学及びその関連の領域において，専門的な基礎知識及び

その応用力並びにものづくりの素養を身に付けた技術者となる人材を育成します。 

① 理数系の基礎学力とともに倫理観を持ち，「ものづくり」に興味のある人 

 

〔機械システム工学科で学ぶために必要な能力や適性等および入学志願者に求める高等

学校での学習の取り組み〕 

 機械工学は，すべてのものづくりに欠かせない技術であり，それを修得するためには，

高等学校で学ぶ数学と物理および化学の基本的事項を理解し，教科書レベルの基本問題を

解く能力を十分身につけておく必要があります。また，講義を理解して，レポートを作成

したり，自分が調べたものを発表するためには，読解力や記述力を中心とする国語能力だ

けでなく，現代社会の仕組みや歴史，文化など高等学校の社会科で学ぶ一般的な知識も求

められます。さらに，英文の読解や作成，外国人とのコミュニケーションなど様々な分野

で将来的に活躍するためには，高等学校で学ぶ基礎的な英語力は欠かせないものです。そ
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して，ものづくりを通した社会への貢献に興味と熱意を持つことを期待します。 

電気電子工学科 

電気電子工学科では，電気工学及び電子工学の領域における専門的知識・能力を持ち，社

会で活躍できる人材を育成します。 

① エレクトロニクスや情報通信関連のハードウェアやソフトウェアなどの「もの創り」へ

の関心を持ち，あるいは世界的視野に立ったエネルギーや環境問題などにも興味を持った

意欲ある人。 

② 高校時代においては数学，物理，化学などの理数系科目の基礎学力をしっかり身につけ

た人。 

 

〔電気電子工学科で学ぶために必要な能力や適性等および入学志願者に求める高等学校

での学習の取り組み〕 

電気電子工学科に入学した学生は，日本の誇る大企業や九州の有力企業をはじめとする社

会の第一線で活躍できるよう，電気電子工学に関連した様々な理数系専門科目を学びます。

技術文書を正確に書く練習や，技術英語の修得も行います。そして，それらを駆使して社

会に役立つものを創り出す研究活動も行います。そのため，入学時点で，数学，物理，化

学などの理数系科目の基礎学力をしっかり身につけていることが必要です。国語，英語，

社会の基本的な知識を学んでいることも必要です。高校等での学習においては，教科書の

範囲で解ける標準的な問題を，確実に解けるようにすることを望みます。社会で活躍でき

ることを目指して育成しますので，もの創りへの関心や，エネルギーや環境問題等への興

味が必要であり，男女を問わず意欲ある人の入学を望みます。 

 

 

都市工学科 

都市工学科では，都市工学の領域における専門的知識・能力を持ち，社会で活躍できる人

材を育成します。 

① 私たちの暮らしを支える社会基盤や自然環境，建築デザインなどに興味のある人。 

② 専門教育に必要な基礎学力と勉学意欲を有している人。 

③ 自律的な学習を支える責任感，チャレンジ精神とやり遂げる強い意志を持つ人。 

  

〔都市工学科で学ぶために必要な能力や適性等および入学志願者に求める高等学校での

学習の取り組み〕 

 都市における交通体系や水・エネルギー供給のライフライン，建築物等のさまざまな社

会基盤・施設の整備と安全・安心の確保は非常に重要ですが，同時に自然環境や歴史，風

土等との調和も必要です。都市工学科では，都市や地域に関する理解，形態や空間を扱う

デザインも学問対象としていますので，様々な社会的事象および文化や歴史についても関

心を持つことが求められます。したがって，都市工学科の志願者には，高校で学ぶ数学・

物理など自然科学の基礎力，論理的思考を支える国語力，英語で書かれた文献の理解のた

めの英語力，さらに地域の文化や歴史に目を向け得るための社会的な基礎知識などが求め
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られます。 

２．入学者選抜の基本方針 

理工学部の教育理念に基づき，教育目的・教育目標・教育方針に沿った人材を育成するた

めに，開放性，客観性，公平性を旨とした多様な入試方法と多面的な評価方法により入学

者を受け入れます。 

 

一般入試 

入学の機会を広く保障するために，大学受験資格を有する全ての者を対象とした一般入試

を行います。一般入試では，「前期日程」と「後期日程」の 2 つの入試区分により，異なる

観点から入学希望者を選考します。 

【前期日程】 

大学で学習するために必要な基礎学力として汎用的な学力を有しているかを判断するため

に，大学入試センター試験によって，高等学校までの学習到達度を評価します。また，専

門科目を理解できる基礎学力を有しているかを判断するために，個別試験によって数学と

理科の基礎学力を評価します。 

【後期日程】 

大学で学習するために必要な基礎学力として汎用的な学力を有しているかを判断するため

に，大学入試センター試験によって，高等学校までの学習到達度を評価します。また，各

学科の専門科目と特に関係の深い教科および科目について高い学力を有しているかを判断

するために，個別試験によって各学科が指定する科目の学力を評価します。 

 

特別入試 

一般入試とは異なる観点により，多様な能力や資質を有し，本学部への志望動機が明確で

意欲的な入学希望者を対象に特別入試を行います。特別入試では，「推薦入試Ⅰ」，「推薦入

試Ⅱ」及び「帰国子女」の 3 つの入試区分により，入学希望者を選考します。 

【推薦入試Ⅰ】 

出願要件を満たし，各高等学校長から推薦されることを前提とします。その上で，大学で

学習するために必要な基礎学力として汎用的な学力を有しているかを判断するために，調

査書，小論文および口頭試問によって評価します。また，専門科目を理解できる基礎学力

を有しているかを判断するために，口頭試問によって評価します。さらに，各学科に対す

る明確な志望動機や入学後の意欲等を有しているかを判断するために，書類審査と面接試

験によって評価します。 

【推薦入試Ⅱ】 

出願要件を満たし，各高等学校長から推薦されることを前提とします。その上で，大学で

学習するために必要な基礎学力として汎用的な学力を有しているかを判断するために，大

学入試センター試験によって，高等学校までの学習到達度を評価します。また，専門科目

を理解できる基礎学力，適正および明確な入学の意思を有しているかを判断するために，

調査書と推薦書によって評価します。 

【帰国子女】 
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出願要件を満たしていることを前提とします。その上で，大学で学習するために必要な基

礎学力として汎用的な学力を有しているかを判断するために，書類審査，小論文および口

頭試問によって評価します。また，専門科目を理解できる基礎学力を有しているかを判断

するために，口頭試問によって評価します。さらに，各学科に対する明確な志望動機や入

学後の意欲等を有しているかを判断するために，書類審査と面接試験によって評価します。 

 

編入学試験 

各学科の専門分野において，さらに高度な専門教育・研究を希望する他教育機関からの学

生を対象に 3 年次編入学試験を行います。編入学試験では，「一般入試」，「推薦入試」およ

び「外国人留学生特別入試」の 3 つの区分により，入学希望者を選考します。 

【一般入試】 

出願要件を満たしていることを前提とします。その上で，専門科目を理解できる基礎学力

を有しているかを判断するために，学力検査，口頭試問および成績証明書等によって評価

します。また，各学科に対する明確な志望動機や入学後の意欲等を有しているかを判断す

るために，面接試験によって評価します。 

【推薦入試】 

出願要件を満たし，各所属長から推薦されることを前提とします。その上で，専門科目を

理解できる基礎学力を有しているかを判断するために，推薦書，小論文および口頭試問に

よって評価します。また，各学科に対する明確な志望動機や入学後の意欲等を有している

かを判断するために，書類審査と面接試験によって評価します。 

【外国人留学生特別入試】 

出願要件を満たし，各所属長から推薦されることを前提とします。その上で，入学後の学

習に必要な日本語の習得について判断するために，日本留学試験の成績を用いて評価しま

す。また，専門科目を理解できる基礎学力を有しているかを判断するために，学力検査，

口頭試問および成績証明書等によって評価します。さらに，各学科に対する明確な志望動

機や入学後の意欲等を有しているかを判断するために，面接試験によって評価します。 

 

私費外国人留学生入試 

外国人留学生に対する入学の機会を保障するために，私費外国人留学生入試を行います。

本入試では，大学で学習するために必要な基礎学力な学力として，日本留学試験，TOEFL の

成績および面接試験によって入学後の学習に必要な語学力について評価すると同時に，日

本留学試験，書類審査および口頭試問によって汎用的な学力を有しているかを評価します。

また，専門科目を理解できる基礎学力を有しているかを判断するために，口頭試問によっ

て評価します。さらに，各学科に対する明確な志望動機や入学後の意欲等を有しているか

を判断するために，書類審査と面接試験によって評価します。 

 

 

（２）工学系研究科のアドミッション・ポリシー 

本研究科の教育の目的に沿って，研究科・専攻が求める学生像および入学者選抜の基本方
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針をアドミッション・ポリシー（入学者受入方針）として定め，ホームページに掲載する

ことによって学内・学外に公表している。また，アドミッション・ポリシーに従って行わ

れる多様な入学者選抜方法は，学生募集要項に記載してある。 

工学系研究科（博士前期課程，後期課程）および各専攻のアドミッション・ポリシーは以

下の通りである。 

近年，科学技術は，その急速な進歩と共に多様化，高度化しています。科学技術に支えら

れた現代社会に貢献し，その進展に寄与する研究者・技術者・職業人には，国際的コミュ

ニケーション能力と共に幅広い基礎知識から高度な専門知識を有し，独創性豊かで幅広い

視野を持つことが求められています。  

工学系研究科の目的は，「理学および工学の領域並びに理学・工学および医学の融合領域を

含む関連の学問領域において，創造性豊かな優れた研究・開発能力を持つ研究者・技術者

等，高度な専門的知識・能力を持つ職業人又は知識基盤社会を支える深い専門的知識・能

力と幅広い視野を持つ多様な人材を養成し，もって人類の福祉，文化の進展に寄与するこ

と」です。 

以上を踏まえ，本研究科が求める学生像は以下のとおりです。 

（1）理工学の基礎となっている知識を有している人 

（2）国際的なコミュニケーションを行うための基礎となる語学力を有している人 

（3）各専攻の基礎となる専門基礎知識を有している人 

（4）各専攻の教育分野に対する学修意欲と学力を有している人 

（5）社会人で，入学後の学修が可能な基礎学力や熱意がある人 

（6）外国人で，入学後の学修に必要な語学力と基礎学力を有している人 

 

 また，佐賀大学工学系研究科ホームページ（http://www.se.saga-

u.ac.jp/gs/index.html）で公表している各専攻の「求める学生像」および「入学者選抜

の基本方針」（http://www.se.saga-u.ac.jp/gs/prepstudent/index.html）は以下の通

りである。 

 

博士前期課程 

 工学系研究科は,理学及び工学の領域を含む関連の学問領域において,創造性豊かな優れ

た研究・開発能力 を持つ研究者・技術者等,高度な専門的知識・能力を持つ職業人又は知

識基盤社会を支える深い専門的知識・ 能力と幅広い視野を持つ多様な人材を養成し,もっ

て人類の福祉,文化の進展に寄与することを目的とします。 各専攻の求める学生像は以下

の通りです。 

 

数理科学専攻 

1.専攻が求める学生像 

数学及び数理科学の領域において, 知識基盤社会を多様に支える高度で知的な素養のある

人材を養成します。そのために,以下に示すような学生を求めています。 

①主として大学の専門課程の数学の基礎学力及び専門知識を有し, さらに進んだ数学の理
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論, 応用について学ぶ意欲を持つ人 

②数学及び数理科学の分野の高度な専門知識を修得し, 論理的思考力, 問題解決能力を身

につけて, 社会への貢献を目指す人 

③数学及び数理科学の分野の高度な専門知識を活かし, 正確な表現力及びコミュニケーシ

ョン能力を身につけて, 国際的に活躍することを目指す人 

④数学及び数理科学の分野で, 即戦力として活動できる高度な専門的知識・能力を持つ教

育者, 技術者, 研究者を目指す人 

 

2.入学者選抜の基本方針 

数理科学専攻では入学者選抜に際して，客観性，公平性，開放性を旨とし，入学後の教育・

研究に必要な基礎学力とその応用力，さらに数理科学分野の専門知識および勉学意欲を重

視し，多様な選抜方法により多面的な観点から数理関連分野を専攻するにふさわしい人材

を受け入れることとしています。 

 

物理科学専攻 

1.専攻が求める学生像 

 物理学は, 全ての自然現象の本質を原理に基づいて理解する取組みであり, 現代社会

を支える科学技術の基盤ともなる学問です。物理学及び物理科学の領域において,知識基

盤社会を多様に支える高度で知的な素養の ある人材を養成します。そのために,以下に示

すような学生を求めています。 

①大学卒業レベルの物理学の基礎知識を修得しており, より専門的な知識を身につけて,

社会への貢献を目指す人 

②物理学を生かした研究開発に意欲を持ち, 科学技術を支える高度専門技術者・研究者を

目指す人 3 物理学の分野を中心として, 国際的に活躍することを目指す人 

 

2.入学者選抜の基本方針 

 物理科学専攻では入学者選抜に際して，客観性，公平性，開放性を旨とし，入学後の教

育・研究に必要な基礎学力とその応用力，さらに物理分野の専門知識および勉学意欲を重

視し，多様な選抜方法により多面的な観点から物理関連分野を専攻するにふさわしい人材

を受け入れることとしています。 

 

知能情報システム学専攻 

1.専攻が求める学生像 

社会の様々な分野において，（IT）情報技術は不可欠のものとなりつつあります。この技術

を基盤から支え，さらに発展させていくために，知能情報システム学専攻ではコンピュー

タをはじめとする高度 IT 技術に対する基礎学力を持ち，以下に示すような学生を求めて

います。 

①IT および IT 関連分野の高度な専門知識を習得し，高度なソフトウェアの開発を通して

社会に貢献しようと目指す人 
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②IT および IT 関連分野の高度な専門知識を生かして，先進情報システムの構築に取り組

もうとする人 

③IT および IT 関連分野の技術交流により国際的に貢献することを目指す人 

 

2.入学者選抜の基本方針 

知能情報システム学専攻では入学者選抜に際して，客観性，公平性，開放性を旨とし，入

学後の教育・研究に必要な基礎学力とその応用力，さらに IT 分野の専門知識および勉学意

欲を重視し，多様な選抜方法により多面的な観点から IT 関連分野を専攻するにふさわし

い人材を受け入れることとしています。 

 

循環物質化学専攻 

1.専攻が求める学生像 

 環境にやさしく持続可能な循環型社会を実現するためには, 物質の機能発現を追求する

理系的発想とその応用を図る工系的発想の両者から総合的視野に立てる人材が不可欠です。

このような人材育成を図るために, 化学の領域において,循環型社会を実現するための確

かな知識と実践力を持つ高度な専門技術者等を養成します。そのために,以下に示すような

学生を求めています。 

①化学の基礎学力とともに, 専門分野への興味や新しい分野を切りひらく熱意と向上心を

持つ人 

②循環物質化学分野の高度な専門知識を修得し, 環境配慮型の化学技術を構築することに

より, 社会に貢献することを目指す人 

③循環物質化学分野の高度な専門知識を活かして, 物質の存在原理を解き, 構成を把握し, 

特性評価を行い, 高付加価値の物質を創製して, 循環型社会に貢献することを目指す人 

④循環物質化学分野の技術交流に取り組み, 国際的に活躍することを目指す人 

 

2.入学者選抜の基本方針 

循環物質化学専攻では入学者選抜に際して，客観性，公平性，開放性を旨とし，入学後の

教育・研究に必要な基礎学力とその応用力，さらに循環物質化学分野の専門知識および勉

学意欲を重視し，多様な入試方法により多面的な観点から循環物質化学関連分野を専攻す

るにふさわしい人材を受け入れることとしています。 

 

機械システム工学専攻 

1.専攻が求める学生像 

人が関わるすべての分野において, 機械システムの高機能化・知能化に対する社会的ニー

ズが高まってきています。 

 これらの機械技術に対する要求にこたえるために,高度な専門的知識・能力を持つ職業人

を養成します。そのために,以下に示すような学生を求めています。 

①数学の基礎学力と機械工学における専門的知識を持つ人 

②機械及び機械関連分野の高度な専門知識を修得し, ものづくりを通して社会に貢献しよ
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うと目指す人 

③機械及び機械関連分野の高度な専門知識を活かして, 自ら問題の解決に臨むことを目指

す人 

④機械及び機械関連分野の技術交流により国際的に貢献することを目指す人 

 

2.入学者選抜の基本方針 

機械システム工学専攻では入学者選抜に際して，客観性，公平性，開放性を旨とし，入

学後の教育・研究に必要な基礎学力とその応用力，さらに機械系分野の専門知識および勉

学意欲を重視し，多様な選抜方法により多面的な観点から機械関連分野を専攻するにふさ

わしい人材を受け入れることとしています。 

 

電気電子工学専攻 

1.専攻が求める学生像 

 電気電子工学は, 現代社会の基盤であるエレクトロニクス産業や情報通信関連分野, 業

種を問わない広範な産業, さらには各種社会インフラ等の核となる科学技術として進展し

ています。このような幅広い分野で科学技術創造立国を担う創造的人材を育成します。 

そのために,以下に示すような学生を求めています。 

①電気電子工学分野の高度な専門知識を修得し, 社会に貢献しようと目指す人 

②電気電子工学分野に関する研究開発に意欲を持ち, 電気電子工学分野の高度専門技術者

を目指す人 

③電気電子工学分野を中心として, 国際的に活躍することを目指す人 

2.入学者選抜の基本方針 

 

電気電子工学専攻では入学者選抜に際して，客観性，公平性，開放性を旨とし，入学後の

教育・研究に必要な基礎学力とその応用力，さらに電気電子分野の専門知識および勉学意

欲を重視し，多様な選抜方法により多面的な観点から電気関連分野を専攻するにふさわし

い人材を受け入れることとしています。 

 

都市工学専攻 

1.専攻が求める学生像 

 都市工学は, 安全・快適な都市及び地域を構築・維持するための総合的技術を取り扱う

学問です。 都市工学の分野では, 都市環境基盤整備から建築・都市デザインに至るまで多

種多様な人材が求められています。この ような人材育成を図るために,都市工学の領域に

おいて,高度な専門的知識・能力を持つ職業人を養成します。 そのために,以下に示すよう

な学生を求めています。 

① 都市環境基盤整備のための高度な専門知識を活用し, 現象の把握並びに工学的観点か

ら的確な判断ができることを目指す人 

②建築・都市デザインのための高度な専門技術と背景にある知識を修得し, 独創的かつ合

理的な発想力と表現力を鍛錬したい人 
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③都市工学及び都市工学関連分野において, 地域発展あるいは国際的に貢献することを目

指す人 

2.入学者選抜の基本方針 

 都市工学専攻では入学者選抜に際して，客観性，公平性，開放性を旨とし，入学後の教

育・研究に必要な基礎学力とその応用力，さらに都市工学分野の専門知識および勉学意欲

を重視し，多様な選抜方法により多面的な観点から都市工学関連分野を専攻するにふさわ

しい人材を受け入れることとしています。 

 

先端融合工学専攻 

1.専攻が求める学生像 

 高齢化社会が進展する中, 環境との共生を図る人にやさしい社会の構築が社会的課題と

なっています。これらの要請にこたえるために境界領域の医工学, 新材料分野へ展開し, 

課題解決の図れる人材を育成します。 そのために,以下に示すような学生を求めています。 

①工学あるいは自然科学に関する基礎知識を持つ人 

②医工学や新材料分野の高度な専門知識を修得し, 循環型社会の構築へ貢献することを目

指す人 

③医工学や新材料分野の高度な専門知識を活かして, 人間と環境に優しい社会の構築及び

社会の持続的発展に貢献できる技術者を目指す人 

④医工学や新材料分野の技術交流により国際的に活躍することを目指す人 

 

2.入学者選抜の基本方針 

先端融合工学専攻では入学者選抜に際して，客観性，公平性，開放性を旨とし，入学後の

教育・研究に必要な基礎学力とその応用力，さらに専門知識および勉学意欲を重視し，多

様な入試方法により多面的な観点から先端融合工学を専攻するにふさわしい人材を受け入

れることとしています。 

 

博士後期課程 

 工学系研究科は,理学及び工学の領域並びに理学及び医学の融合領域を含む関連の学問領

域において, 創造性豊かな優れた研究・開発能力を持つ研究者・技術者等,高度な専門的知

識・能力を持つ職業人又 は知識基盤社会を支える深い専門的知識・能力と幅広い視野を持

つ多様な人材を養成し,もって人類の 福祉,文化の進展に寄与することを目的とします。

専攻の求める学生像は以下の通りです。 

 

システム創成科学専攻 

1.専攻が求める学生像  

電子情報システム学,生産物質科学,社会循環システム学又は先端融合工学の豊かな学識と

高度な専門知識を持ち,学際的立場から自立した研究活動が遂行できる研究者・技術者を養

成します。そのために,以下に示すような学生を求めています。 

①理工学分野の基礎学力,必要な専門分野での知識と強い関心を持つ人 
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②高度な専門知識を習得し,社会に貢献することを目指す人 

③高度な専門知識を活かして,自ら課題の解決に臨むことを目指す人 

④学術交流により国際的に貢献することを目指す人 

 

2.入学者選抜の基本方針 

 工学系研究科の教育・研究理念に基づき,教育目的・教育目標・教育方針に沿った人材を

育成するために,開放性,客観性,公平性を旨とした多様な入試方法と多面的な評価方法に

より入学者を受け入れます。 

 

 

 

４－１－２ 学生の受入方法 

 

（１）理工学部 

アドミッション・ポリシーに従って，理工学部では「一般入試」，「特別入試：（推薦入試 I），

（推薦入試 II），（帰国子女特別入試）」，「私費外国人留学生入試」および「編入学入試」に

よる入学試験を実施している。 

(1.1) 一般入試および特別入試 

 一般入試は前期日程と後期日程に募集人員を振り分けている。 

 前期日程では，幅広い基礎知識と理工学の基礎となる科目を深く理解しているかを観点

とした入試を行っている。すなわち，大学入試センター試験によって幅広い基礎知識を調

べ，個別学力検査によって特に理工学の基礎となる数学および理科（物理または化学）の

理解の深さや応用力を調べている。 

 後期日程では，平成25年度入試から幅広い基礎知識と各学科での修学の基礎となる科目

を深く理解しているかを観点とした入試を行っている。すなわち，大学入試センター試験

によって幅広い基礎知識を確かめ，個別学力検査によって各学科での修学の基礎となる数

学または物理または化学の理解の深さや応用力を調べている。 

また，知能情報システム学科，機能物質化学科，機械システム工学科，電気電子工学科

および都市工学科においては，募集人員の一部を推薦による特別入試(推薦入試 I)に振り

分け，一般的な学力や理工学に対する学修意欲を有するかを観点とした入試を行っている。

すなわち，高等学校長からの推薦に基づき，提出された調査書および小論文，面接等によ

って，一般的な学力に加え，理工学に対する関心の強さや意欲を調べている。 

さらに平成 27 年度入試より，募集人員の一部を推薦による特別入試（推薦入試 II）に

振り分け，高等学校長から推薦に基づき，大学入試センター試験によって，高等学校まで

の学習到達度を調べ，調査書と推薦書によって，一般的な学力に加え，理工学に対する関

心の強さや意欲を調べている。 

 帰国子女特別入試では，入学後の学修が可能な基礎学力や熱意があるかを観点とした選

抜を行っている。すなわち，学修歴の特殊性を考慮して，小論文および面接等によって，

一般的な学力に加え，理工学に対する関心の強さや意欲を調べている。 
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学部，学科の入学定員および募集人員は次の通りである。 

 

表 4-1 入学定員および募集人員：理工学部(平成 28 年度入試) 

 

(1.2) 私費外国人留学生入試 

学部での募集人員を若干人として，私費外国人留学生のために入学後の学修に必要な語学

力と基礎学力を有するかを観点とした選抜を行っている。すなわち，独立行政法人日本学

生支援機構が実施する「日本留学試験」の成績および TOEFL の成績によって入学後の学修

に必要な語学力を調べ，学力検査等によって幅広い基礎学力を調べている。 

  

(1.3) 編入学入試 

 高等専門学校，短期大学および企業等から3年次への編入学について，推薦による入試（推

薦入試）と学力試験による入試（一般入試）の2種類を全学科で実施している。推薦入試で

は，他大学等の卒業者で，既に基礎的な専門的知識を有し，更に能力を向上させる意欲が

あるかを観点とした入試を行っている。すなわち，調査書等によって基礎的な専門的知識

を有しているかどうかを調べ，面接等によって学修意欲を調べている。一般入試でも推薦

試験と同様の観点により実施している。すなわち，調査書および学力検査によって基礎的

な専門的知識を有しているかどうかを調べ，面接等によって学修意欲を調べている。 

募集人員は理工学部全体で設定しており，推薦入試で8名，一般入試で12名としている。外

国人留学生については，知能情報システム学科，機能物質化学科，機械システム工学科，

電気電子工学科および都市工学科の5学科において，各学科若干人の募集を行っている。 

 

（２）工学系研究科 

(2.1) 博士前期課程 

 博士前期課程では，「推薦入試」，「一般入試」，「社会人特別入試」，「外国人留学生特別入

試」，「環境・エネルギー科学グローバル教育プログラム(PPGA)」の 5 種類の入試を実施し

ている。 

推薦入試では，成績証明書および面接において基本学力を確認している。一般入試では，

学     科 

入

学 

定

員 

募   集   人   員 

一 般 入 試 特 別 入 試 

前期日程 後期日程 推薦入試 I 推薦入試 II 帰国子女

数理科学科 30 24 6 - - 

各学科 

若干人 

物理科学科 40 32 8 - - 

知能情報システム学科 60 45 10 2 3 

機能物質

化学科 

物質化学ｺｰｽ 
90 62 16 2 10 

機能材料化学ｺｰｽ 

機械システム工学科 90 58 17 5 10 

電気電子工学科 90 60 22 4 4 

都市工学科 90 61 15 14 - 

合     計 490 342 94 27 27 

ー52ー



学力試験の専門科目において求める学部卒業の基本学力を持つことを確認し，外国語試験

において基本的な語学力の確認を行っている。社会人特別入試では，成績証明書，研究業

績書，面接において基本学力を確認している。外国人留学生特別入試では，学力試験の専

門科目において学部卒業の基本学力を持つことを確認している。すべての入試において面

接試験により一般基礎知識，専門基礎知識，学習意欲を確認している。一般入試では，平

成 26 年度入試より 10 月入学，および外国人留学生特別入試では，平成 25 年度入試より

10 月入学の試験を行っている。 

次に入学定員および募集人員を示す。 

 

表 4-2 入学定員と募集人員：博士前期課程(平成 28 年度入試) 

専 攻 定員
募集人員 

推薦 一般入試 社会人 外国人 PPGA 

数理科学専攻 9 2 7 若干人 若干人 - 

物理科学専攻 15 5 10 若干人 若干人 - 

知能情報システム学専攻 18 7 11 若干人 若干人 - 

循環物質化学専攻 27 13 14 若干人 若干人 

国費枠

3 名 

機械システム工学専攻 28 10 18 若干人 若干人 

電気電子工学専攻 27 8 19 若干人 若干人 

都市工学専攻 24 7 17 若干人 若干人 

先端融合工学専攻 36 18 18 若干人 若干人 

合 計 184 69 115      

 

(2.2)博士後期課程 

博士後期課程では，「一般入試」，及び社会人，外国人留学生を対象とする「AO 入試」，「戦

略的国際人材育成プログラム(SIPOP)」，「環境・エネルギー科学グローバル教育プログラム

(PPGA)」の 4 種類の入試を実施している。入試方法は博士前期課程と同様である。 

 次に入学定員および募集人員を示す。 

 

表 4-3 入学定員と募集人員：博士後期課程(平成 28 年度入試) 

専 攻 定員 

募集人員 

一般 社会人 外国人
SIPOP PPGA（国費枠 5

名） 

システム創成科学専攻 24 24 ← ← ← ← 

合 計 24 24 ← ← ← ← 

 

４－１－３ 入学者選抜の実施体制 

 

（１）理工学部  

一般入試に関しては，学長を本部長とする「入学試験実施本部」を設置して全学的に公正

な入学試験を実施している。理工学部においても，特別入試，編入学入試，私費外国人留

学生入試の各試験において，それぞれ実施要項を定め，学部長を総括責任者とした実施体

ー53ー



制のもと公正な入学試験を実施している。  

公正性を確保するため，以下の措置を講じている。 

1)子弟が本学部を受験する教員は，問題作成者および試験監督としない。また，特定の教

員だけに偏らないようにしている。 

2)入試問題等の作成や保管に当たっては，大学が定めた厳格な方針により外部に漏れない

ように細心の注意を払っている。問題等は，原案の段階であっても，指定された場所以外

への持ち出しを禁止している。 

3)試験の答案等は，採点者が受験生個人を特定できないようにして採点している。教授会

で合否判定の審議を行う際の資料にも，受験生個人を特定できないようにしている。 

 

（２）工学系研究科  

工学系研究科博士前期課程入学試験実施要項，工学系研究科博士後期課程入学試験実施要

項を作成し，工学系研究科長を総括責任者とする実施組織のもとで公正な入学試験を実施

している。 

公平性の確保については学部と同様である。 

 

４－１－４ 入学者選抜の検証と改善 

 

入試方法の検証は，工学系研究科入試検討委員会および理工学部入試検討委員会において

継続的に取り組んでいる。  

 平成 22 年度にアドミッションセンターで理工学部の一般入試後期日程の個別試験導入に

ついて高等学校の教師にアンケートを実施した結果，後期日程の実施を望む意見が大多数

であった。このアンケート結果を受けて，一般入試後期日程の個別試験を平成 25 年度入学

試験から実施している。  

 平成 27 年度入学試験よりセンター試験利用による「推薦入試Ⅱ」の実施を行った。それ

に伴い，入学定員の入試制度による変更を行った。 

編入学入試における受験者数の低下に対応するため，平成 22 年度から推薦入学および

一般入試の実施日程の見直しを行った。試験実施日程について広報活動を続けた結果，平

成 24 年度編入学試験から受験者数が増加し，平成 27 年度編入学試験の受験者数は，平成

25 年度編入試，平成 26 年度編入試と比較して増加している。 

博士後期課程の入学者の安定確保のため，外国人留学生特別選抜と社会人特別選抜にお

いて AO 入試導入について，平成 26 年度入学者試験より実施した。 

 

４－２ 入学者数 

 

４－２－１ 入学者数管理 

 

（１）理工学部 
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 本学部の入学定員は 490 名である。次に，「一般入試」，「特別入試：（推薦入試 I），(推

薦入試 II)，（帰国子女特別入試）」，「私費外国人留学生入試」および「編入学入試」による

入学者数を示す。 

 (1.1) 一般入試および特別入試 

 定員は，平成 26 年度入試までは，一般入試：453 名（前期日程 364 名，後期日程 89 名），

特別入試：（推薦入学）37 名である。平成 27 年度入試より一般入試：436 名（前期日程 342

名，後期日程 94 名），特別入試：（推薦入学 I,推薦入学 II）54 名である。定員に対する入

学者は次の通りである。  

 

表 4-4 入学者数：理工学部 

 

定     員 

特別入試 一般入試 
合計 

推薦 I 推薦 II 帰国子女 前期 後期 

37  若干人 364 89 490 

入学者数 

H26 年度 

(平成 26 年度入試)
38 - 0 363 100 501 

H27 年度 

(平成 27 年度入試)
29 14 0 326 139 508 

 

平成 26 年度：入学者数は 501 名で，定員を 11 名(4％)超過しているがほぼ適正な数であ

ると判断している。 

平成 27 年度：入学者数は 508 名で，定員を 18 名(4％)超過しているがほぼ適正な数であ

ると判断している。 

 

 

(1.2) 私費外国人留学生入試 

 学部での募集は若干人である。平成26年度および平成27年度における私費外国人留学生

（マレーシア政府派遣を含む）の入学者数は次の表に示す通りそれぞれ7名，3名である。 

 

表 4-5 私費外国人留学生の入学者数 

 

学 科 
入学者数 

H26 年度 H27 年度

 数理科学科 0 0 

 物理科学科 1 0 

 知能情報ｼｽﾃﾑ学科 1 0 

 機能物質化学科 1 0 

 機械ｼｽﾃﾑエ学科 2 2 

 電気電子工学科 0 0 

 都市工学科 2 1 

    合      計 7 3 
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(1.3) 編入学入試 

 募集人員は理工学部全体で設定しており，推薦入試で8名，一般入試で12名としている。

外国人留学生については，知能情報システム学科，機能物質化学科，機械システム工学科，

電気電子工学科および都市工学科の5学科において，各学科若干人の募集を行っている。 

次表は，平成 26 年度および平成 27 年度における募集人数（（ ）内の数）と入学者数であ

る。平成 26 年度の入学者数は 22 名で定員を充足しているが，平成 27 年度の入学者は 18

名で，定員に 2 名満たなかった。 

 

表 4-6 編入学入試による入学者数 

 

学 科 
推 薦（8） 一般入試（12） 外国人留学生 

H26 年度 H27 年度 H26 年度 H27 年度 H26 年度 H27 年度

 数理科学科 0 0 1 0    

 物理科学科 0 0 0 0   

 知能情報ｼｽﾃﾑ学科 1 2 0 1 0 0 

 機能物質化学科 1 0 2 0 0 0 

 機械ｼｽﾃﾑエ学科 3 0 6 4 0 0 

 電気電子工学科 3 2 4 3 0 0 

 都市工学科 0 1 1 3 0 0 

    合      計 7 5 15 13 0 0 

 

（２）研究科 

博士前期課程 

 博士前期課程の平成 22 年度より入学定員は 184 名である。そのうち推薦による入試が

69 名，一般入試が 115 名，社会人特別入試，外国人留学生特別入試によるものがそれぞれ

若干人である。また，平成 26 年度より国費留学生優先配置を含む環境・エネルギー科学グ

ローバル教育プログラム(PPGA)の入試を行っている。 

 平成 26 年度および平成 27 年度における入学者数は次表の通りである。平成 26 年度の

入学者数は 217 名で 24 名(13％)超過した。平成 27 年度の入学者数は 190 名で 6 名(2％)

超過した。 

 

表 4-7 入学者数：博士前期課程 

 

 一般 社会人 外国人 PPGA 合計 

定 員 184 ← ← ← 184 

入学者数 
H26 年度 205 2 5 5 217 

H27 年度 177 0 0 14 191 

 

博士後期課程 

 博士後期課程の入学定員は，平成 22 年度から改組により 24 名となった。募集人員は一

般入試 24 名であり，特別入試により社会人，外国人留学生，を若干人募集しており，また，
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平成 26 年度より，国費留学生優先配置を含む環境・エネルギー科学グローバル教育プログ

ラム(PPGA)の入試を行っている。 

 平成 26 年度および平成 27 年度における入学者数は次表の通りである。平成 26 年度入

試の入学者数は，国費留学生優先配置を含む環境・エネルギー科学グローバル教育プログ

ラム(PPGA)が設置されたこともあり，外国人留学生を含め 29 名となり，定員を 5 名(21％)

超過している。平成 27 年度の入学者数は，若干定員を割っている。 

 

表 4-8 入学者数：博士後期課程 

 

 一般 社会人 外国人 SIPOP PPGA 合計 

定 員 24 ← ← ← ← 24 

入学者数 
H26 年度 10 6 3 4 6 29 

H27 年度 13 1 0 2 5 21 

 

（３）入学者数の適正化に関する取組 

 

(3.1)理工学部学士課程 

 理工学部の場合には追加合格のシステムなどにより，入学者数の適正化を行っている。 

また，理工学部では平成 25 年度入試よりの後期日程の個別試験を導入し，安定した志願者

の確保を行っている。さらに，平成 27 年度入学試験より，従来の推薦入学 I の入学試験に

加えてセンター試験を課す推薦入学 II の入学試験を実施して志願者数の確保を行ってい

る。 

 

(3.2)大学院工学系研究科博士前期課程 

 博士前期課程は定員を充足できていない専攻において，2 次募集を実施することにより

定員確保を図っている。平成 22 年度までは一部の専攻で大幅な定員超過が見られたが，2

次募集の抑制などで平成 23 年度からは定員超過抑制している。 

 

(3.3)大学院工学系研究科博士後期課程 

 博士後期課程は 2 次募集を実施することにより定員確保を図っている。また博士後期課

程においては平成 18 年度および平成 19 年度の「自己点検・評価」における外部検証者に

よる指摘“入学者数の減少は今後さらに深刻さを増すと予感される”に対応するため AO 入

試の導入を検討し，平成 23 年度には導入の骨格をまとめた基本方針が入試検討委員会で

承認された。 

 博士後期課程では，平成 22 年度に工学系研究科の改組により，募集定員の見直しを行っ

た。平成 24 年度入試までは「地球環境科学特別コース」の入試が実施されたために，博士

後期課程の入学者数は 4 月入学と 10 月入学を併せると若干超過しているが，十分に学生

を確保している。平成 25 年度入試は，「地球環境科学特別コース」の募集が無かったため

に定員を充足できていない。ただし，平成 26 年度入試からは，環境・エネルギー科学グロ
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ーバル教育プログラム(PPGA)が設置されたことにより，定員を充足できている。 

 

４－２－２ 入学定員の管理に関する状況と自己評価  

 ここでは，平成 26 年度に実施した平成 27 年度入学者選抜試験の結果が反映されている

平成 27 年度の入学者数までを考慮した入学定員の管理に関する自己評価を行う。 

 

（１）理工学部 

 過去５年間の理工学部各学科の一般入試・推薦入試の状況を表 4-9 に，学部全体の編入

学入試の入学者の状況を表 4-9 に示す。 

 

(1.1) 一般入試および特別入試 

 一般入試（前期日程，後期日程），特別入試（推薦入学 I，推薦入学 II）対する入学定員

充足率は次の通りである。平成 23 年度，平成 24 年度，平成 25 年度，平成 26 年度，平成

27 年度の入試の理工学部平均はそれぞれ 1.07, 1.08, 1.04, 1.04, 1.04 である。5 年間

平均で 1.05 である。また，定員割れを起こしている学科はない。従って，ほぼ適正な値で

あると思われる。 
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表 4-9 入学定員充足率（学部） 

 

学科／課程／専攻等名 項　目 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
入学定員に対する

各平均比率

志　願　者　数 1,669 1,623 2,891 2,368 2,826 4.64

合　格　者　数 591 585 563 570 594 1.18

入  学  者  数 523 528 512 508 508

入  学  定  員 490 490 490 490 490

入学定員充足率 1.07 1.08 1.04 1.04 1.04

数理科学科 志　願　者　数 106 114 227 174 144 5.10

合　格　者　数 36 36 35 33 37 1.18

入  学  者  数 33 31 33 30 30

入  学  定  員 30 30 30 30 30

入学定員充足率 1.10 1.03 1.10 1.00 1.00

物理科学科 志　願　者　数 141 125 239 164 171 4.20

合　格　者　数 48 51 48 49 49 1.23

入  学  者  数 41 43 41 41 40

入  学  定  員 40 40 40 40 40

入学定員充足率 1.02 1.07 1.02 1.03 1.00

知能情報システム学科 志　願　者　数 215 226 369 300 433 5.14

合　格　者　数 70 70 67 70 66 1.14

入  学  者  数 66 65 61 64 64

入  学  定  員 60 60 60 60 60

入学定員充足率 1.10 1.08 1.01 1.07 1.07

機能物質化学科 志　願　者　数 339 295 565 408 482 4.64

合　格　者　数 111 106 104 106 121 1.22

入  学  者  数 98 95 91 93 95

入  学  定  員 90 90 90 90 90

入学定員充足率 1.08 1.05 1.01 1.03 1.06

機械システム工学科 志　願　者　数 241 239 547 420 471 4.26

合　格　者　数 106 111 100 102 103 1.16

入  学  者  数 92 97 95 94 91

入  学  定  員 90 90 90 90 90

入学定員充足率 1.02 1.07 1.05 1.04 1.01

電気電子工学科 志　願　者　数 280 293 454 476 564 4.59

合　格　者　数 108 104 102 104 113 1.18

入  学  者  数 95 98 95 94 97

入  学  定  員 90 90 90 90 90

入学定員充足率 1.05 1.08 1.05 1.04 1.08

都市工学科 志　願　者　数 347 331 490 417 561 4.77

合　格　者　数 112 107 107 106 105 1.19

入  学  者  数 98 99 96 92 91

入  学  定  員 90 90 90 90 90

入学定員充足率 1.08 1.10 1.06 1.02 1.01

理工学部全体

1.05

1.05

1.06

1.03

1.07

1.05

1.04

1.06

 

 

 (1.2) 編入学入試 

 編入学入試においては，学部全体で定員（20 名）を設定している。平成 23 年度入試の

入学定員充足率はそれぞれ 0.40 となって，1.00 を大きく下回っていたが，入試日程の変

更効果と対象となる高専訪問による進路担当教員との面談の成果が現れており，平成 24 年

度，平成 25 年度，平成 26 年度，平成 27 年度は それぞれ，1.25, 0.95, 1.10, 0.96 と

ほぼ 1.00 近くにと改善されている。しかし今後も，編入生確保の努力を続けることが必要

である。 
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表 4-10 入学定員充足率（編入学） 

学科／課程／専攻等名 項　目 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
入学定員に対する

各平均比率

志　願　者　数 19 40 48 55 32 1.94

合　格　者　数 11 27 26 27 23 1.14

入  学  者  数 8 25 19 22 19

入  学  定  員 20 20 20 20 20

入学定員充足率 0.40 1.25 0.95 1.10 0.95

理工学部（編入学）全体

0.93

 

 

（２）研究科 

博士前期課程 

 表 4-11 に博士前期課程の入学定員充足率（留学生，秋入学等を含む）を示している。

平成 25 年度入試で 3 つの専攻で定員割れを起こしており，特に 1 つの学科は 0.70 を下回

っている。また，過去５年度の平均で２つの専攻において入学定員充足率が 1.00 を下回

っている。研究科全体で入学定員充足率は，平成 23 年度が 1.11，平成 24 年度が 1.19，

平成 25 年度が 1.02 ，平成 26 年度が 1.15，平成 27 年度が 1.11 となっており，ほぼ適正

な値であると思われる。表 4-9 の博士前期課程の入学定員の他に，国費留学生優先配置を

含む地球環境科学特別コースの工学系研究科に割り付けられた定員 5 があり，平成 23，24

年度入試に 1, 3 名が入学している。地球環境科学特別コースは平成 25 年度入試から募集

を停止した。しかし，平成 26 年度からは，国費留学生優先配置を含む環境・エネルギー科

学グローバル教育プログラム(PPGA)の募集を開始し，平成 27 年度には 14 名が入学してい

る。 

 過去 5 年度平均充足率が 1.0 未満の専攻および平成 27 年度入学者が 0.90 未満の専攻の

分析は以下の通りである。 

 

数理科学専攻 

 数理科学専攻は平成 27 年度博士前期課程入試において，2 次募集を行い，入試の合格者

数の合計は 11 名で定員を充足していたが，そのうち 2 名が早い段階で入学辞退をした。さ

らに進路変更のために, 3 月中旬に 1 名が入学辞退をした。その結果, 入学定員 9 名に対

して入学者数 8 名となり, 1 名定員を充足できなかった。今後早い段階での進路の状況の

把握と定員充足の努力を続ける必要がある。 

 

物理科学専攻 

 物理科学専攻は平成 25 年度博士前期課程入試において，2 次募集 3 次募集を行い，さら

に 10 月入学外国人留学生特別入試の募集を行ったが定員 15 名に対して 13 名の入学者に

留まった。他の年度の入学者数は定員と同数であったため 5 年度平均で 100%に満たなかっ

た。今後とも定員充足の努力を続ける必要がある。 

 

先端融合工学専攻 

 先端融合工学専攻は平成 27 年度博士前期課程入試において，2 次募集，3 次募集，およ
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び 4 次募集を行い，さらに入学外国人留学生特別入試の募集を行ったが定員 36 名に対し

て入学者が 27 名（充足率 75%）と定員を割り込んだ。教員の退職があり学生の研究室への

進学ができなかった点や他大学への進学者がいた点が問題であった。学生の進路調査を行

い進学希望者の数を把握するとともに，学内に限らず他大学を含めて多くの学生に大学院

の研究教育の魅力を伝える広報活動を実施し，進学を促す努力を行う。 

 

表 4-11 入学定員充足率（博士前期課程） 

学科／課程／専攻等名 項　目 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
入学定員に対する

各平均比率

志　願　者　数 285 297 233 267 230 1.43

合　格　者　数 227 235 205 234 201 1.20

入  学  者  数 206 220 188 217 189

入  学  定  員 184 184 184 184 184

入学定員充足率 1.11 1.19 1.02 1.18 1.03

数理科学専攻 志　願　者　数 14 11 15 14 12 1.47

平成22年度設置 合　格　者　数 12 10 11 13 11 1.27

秋季入学制度　あり 入  学  者  数 10 8 11 11 8

秋季志願者　なし 入  学  定  員 9 9 9 9 9

入学定員充足率 1.11 0.88 1.22 1.22 0.89

物理科学専攻 志　願　者　数 22 22 14 18 18 1.25

平成22年度設置 合　格　者　数 19 17 13 18 15 1.09

秋季入学制度　あり 入  学  者  数 15 15 13 15 15

秋季志願者　なし 入  学  定  員 15 15 15 15 15

入学定員充足率 1.00 1.00 0.86 1.00 1.00

知能情報システム学専攻 志　願　者　数 25 19 27 23 23 1.46

平成22年度設置 合　格　者　数 21 17 20 19 20 1.21

秋季入学制度　あり 入  学  者  数 20 15 20 19 18

秋季志願者　なし 入  学  定  員 16 16 16 16 16

入学定員充足率 1.25 0.93 1.25 1.19 1.13

循環物質化学専攻 志　願　者　数 44 53 31 37 34 1.47

平成22年度設置 合　格　者　数 36 35 30 34 30 1.22

秋季入学制度　あり 入  学  者  数 31 34 26 27 29

秋季志願者　なし 入  学  定  員 27 27 27 27 27

入学定員充足率 1.14 1.25 0.96 1.00 1.07

機械システム工学専攻 志　願　者　数 50 46 42 44 40 1.64

平成22年度設置 合　格　者　数 37 35 36 36 34 1.32

秋季入学制度　あり 入  学  者  数 34 33 32 34 34

秋季志願者　なし 入  学  定  員 27 27 27 27 27

入学定員充足率 1.25 1.22 1.18 1.26 1.26

電気電子工学専攻 志　願　者　数 40 39 34 40 35 1.39

平成22年度設置 合　格　者　数 29 36 33 30 31 1.18

秋季入学制度　あり 入  学  者  数 29 35 31 29 31

秋季志願者　なし 入  学  定  員 27 27 27 27 27

入学定員充足率 1.07 1.29 1.14 1.07 1.15

都市工学専攻 志　願　者　数 46 52 29 41 36 1.51

平成22年度設置 合　格　者　数 34 39 23 38 30 1.21

秋季入学制度　あり 入  学  者  数 30 34 18 36 26

秋季志願者　なし 入  学  定  員 27 27 27 27 27

入学定員充足率 1.11 1.25 0.66 1.33 0.96

先端融合工学専攻 志　願　者　数 44 55 41 50 32 1.23

平成22年度設置 合　格　者　数 39 46 39 46 30 1.11

秋季入学制度　あり 入  学  者  数 37 46 37 46 28

秋季志願者　なし 入  学  定  員 36 36 36 36 36

入学定員充足率 1.02 1.27 1.02 1.28 0.78

工学系研究科全体

1.11

1.07

0.97

1.15

1.09

1.24

1.15

1.07

1.08
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 博士後期課程 

 平成 23 年度，平成 24 年度も 33 名の定員充足率は 1.37 となっている。これは，定員 24

名の博士後期課程の入学者に加えて，地球環境科学特別コース（定員 6）と戦略的国際人

材育成プログラム（SIPOP,定員 4と日本人学生若干名）入学者を加算しているためである。

平成 24 年度入試の内訳は一般：16，社会人:4，外国人:2 の合計 22 人（充足率 0.92）で

妥当であった。これに，地球環境科学特別コースの 7 名，戦略的国際人材育成プログラム

（SIPOP）の 4 名の 11 名が 10 月に入学した。これらの事情から入学定員充足率が大きな

値となっている。一方，平成 25 年度は地球環境科学特別コースが募集を停止したため，一

般が 7 名，社会人が 2 名，外国人が 3 名の合計 12 名であり，10 月入学の戦略的国際人材

育成プログラム（SIPOP）の 4 名，AO 入試の 1 名を加えて 17 名（充足率 0.71）であった。

平成 26 年度は，国費留学生優先配置（5 名）を含む環境・エネルギー科学グローバル教育

プログラム(PPGA)の募集を開始したこともあり，入学者は 27 名（充足率 1.21）であり定

員を充足できている。平成 27 年度の内訳は，しかし，今後とも博士後期課程の入学志願者

数は厳しい状況が続くと予想されるので，定員確保には様々な対策を立てて努力する必要

がある。 

 

表 4-12 入学定員充足率（博士後期課程） 

学科／課程／専攻等名 項　目 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
入学定員に対する

各平均比率

システム創成科学専攻 志　願　者　数 46 54 22 37 14 1.44

平成22年度設置 合　格　者　数 34 33 19 30 14 1.08

秋季入学制度　あり 入  学  者  数 33 33 17 29 21

秋季志願者　あり 入  学  定  員 24 24 24 24 24

入学定員充足率 1.37 1.37 0.70 1.21 0.88

1.11

 

 

４－２－３ 入学者数の適正化に関する取組 

 理工学部学士課程の場合には追加合格のシステムなどにより，定員の 1.10 倍未満の適正

な定員充足率を保っている。また，平成 25 年度入試から，安定した入学者の確保を目指

し，後期日程の個別試験を導入し，志願者の実質倍率が増加した。また，平成 26 年度に実

施した平成 27 年度入試より，定員の一部についてセンター試験を課す特別入試（推薦入試

II）を行い，多様な入試により，入学者の選抜を行っている。 

 博士前期課程の場合には定員に充足できない専攻は，2 次募集を実施することにより定

員充足を図っている。一方，博士前期課程では適正な定員充足率の遵守が問われ，平成 23

年度からは平成 26 年度の都市工学専攻を除き，定員の 1.30 倍を超過の専攻はなくなった。 

今後は，入学定員の 1.10 未満を遵守することが問われてため，適正に対処していく。 

 博士後期課程の場合には一般入試においては，2 次募集を実施することにより定員充足

を図っている。博士後期課程の志願者の減少の懸念が自己点検・評価の外部検証者によっ

て示された。対策の一つとして，社会人特別選抜と外国人特別選抜において AO 入試の導入

を平成 25 年度 10 月入学入試から開始した。平成 22 年度に工学系研究科の改組が行われ，

募集定員の見直しを行った。平成 19 年 10 月から「地球環境科学特別コース」の入試が実

施されるようになったため，博士後期課程の入学者数は 4 月入学と 10 月入学を併せると
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若干超過しているが，十分に学生を確保できてきた。しかし，「地球環境科学特別コース」

の募集を停止した平成 25 年度入試は，博士後期課程の定員確保が困難な状況であった。平

成 26 年度は，国費留学生優先配置（5 名）を含む「環境・エネルギー科学グローバル教育

プログラム(PPGA)」の募集を開始したこともあり，入学者は 27 名（充足率 1.20）であり

定員を充足できている。しかし，平成 27 年度は，入学者は 21 名(充足率 0.89)あり，十分

な入学者を確保できていない。今後は，博士後期課程の入学者の確保にむけてさらなる対

策が必要である。 

 

 

４－３ 優れた点および改善を要する点 

 

（優れた点） 

（１）学部ではアドミッション・ポリシーに“求める学生像”，“入学者選抜の基本方針”

と“高等学校段階で習得すべき内容・水準”を明記するとともに，大学入試センター試験，

個別学力検査による一般入試のほか，推薦入試 I や帰国子女特別入試，私費外国人留学生

入試，編入学入試など各種の入試によって多様な学生の受入を行っている。また，一般入

試後期日程の個別試験の導入や，平成 27 年度入試から推薦入試Ⅱの実施および，平成 28

年度一般入試前期日程の個別試験への英語導入決定など，入試方法の検証と改善を行って

いる。 

 

（２）学部のアドミッション・ポリシーについて「１.求める学生像」「２.入学者選抜の基

本方針」について,高等学校段階,すなわち入学までに習得すべき内容・水準などについて

説明し,受験生に対してさらに理解しやすい内容に改正し，理工学部で学ぶ際に必要な能力

や適性等とその評価方法について平成 27 年度入学者選抜要項用に一覧表を作成した。 

 

（３）研究科でアドミッション・ポリシーに“専攻が求める学生像”と“入学者選抜の基

本方針”を明記するとともに，博士前期課程では個別学力検査による一般入試のほか，推

薦入学や社会人特別入試，私費外国人留学生入試，地球環境科学特別コース入試（平成 24

年度 10 月入学まで），環境・エネルギー科学グローバル教育プログラム（平成 26 年度か

ら），博士後期課程では一般入試，社会人特別入試，外国人留学生特別入試，地球環境科学

特別コース（平成 24 年度 10 月入学まで），戦略的国際人材育成プログラム（SIPOP），環

境・エネルギー科学グローバル教育プログラム（PPGA，平成 26 年度から）によって多様な

学生の受入を行っている。 また，博士後期課程の社会人特別選抜と外国人特別選抜におけ

る AO 入試の導入など，入試方法の検証と改善を行っている。 

 

（改善を要する点） 

（１）博士前期課程では，一部の専攻で入学者が不足している。 

（２）博士後期課程では, 4 月入学の一般入試の入学者が不足している。 
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４－４ 自己評価の概要 

 

学士課程，博士前期課程では入学者受け入れの方針に沿った多様な入試によって学生の受

入が実施されており評価できる。入試実施体制も適切であり，入試方法の検証もされてい

ることは評価できる。 

入学者は，学士課程では定員を若干上まわる状態で推移していて適正な数である。 

博士前期課程では入学者数については，平成 23 年度は各専攻も研究科としても適正であ

る。平成 24 年度，平成 25 年度は，一部の専攻で不足はあるが，研究科としては適正であ

る。平成 26 年度では，どの専攻も適正でしある。今後も，専攻ごとの入学者数の適正化に

努める必要がある。 

 博士後期課程は各年度について平成 25 年度以外は，地球環境科学特別コース（平成 24

年度まで），戦略的国際人材育成プログラム（SIPOP），環境・エネルギー科学グローバル教

育プログラム（PPGA）などの入学者数を加えた数では定員を超過しているが，4 月入学の

一般入試の入学者は不足している。平成 25 年度では，平成 25 年 10 月入学から地球環境

科学特別コースが廃止となり，入学者が定員を下回っている。しかし，平成 26 年度入試よ

り引き続き，戦略的国際人材育成プログラム（SIPOP）および国費留学生優先配置含む環境・

エネルギー科学グローバル教育プログラムの実施により，入学者の定員を充足している。 

今後とも入学者数の適正化に努力を行う。 

 

【資料】 

平成 27 年度 入学試験に関する統計 

平成 27 年度 平均入学定員充足率計算表 

平成 28 年度 佐賀大学入学者選抜要項 

平成 28 年度 佐賀大学学生募集要項 

 ―個別学力試験による選抜― （一般選抜） 

平成 28 年度 佐賀大学学生募集要項 

 ―推薦入学による選抜―，―帰国子女特別選抜― 

平成 28 年度 佐賀大学大学院学生募集要項 

2012 年 佐賀大学大学院地球環境科学特別コース学生募集要項 

―博士前期/修士課程― 

2012 年 佐賀大学大学院地球環境科学特別コース学生募集要項 

―工学系研究科博士後期課程― 

佐賀大学入学試験組織 

佐賀大学入学試験（個別学力試験）実施要項 

大学入学者選抜大学入試センター試験実施要項 

理工学部入学試験（推薦入学による選抜および帰国子女特別選抜）実施要領 

理工学部編入学試験（一般選抜・外国人留学生特別選抜）実施要領 

理工学部編入学試験（推薦入学による選抜）実施要領 
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理工学部編入学試験（私費外国人留学生選抜）実施要領 

工学系研究科博士前期課程入学試験実施要領 

工学系研究科博士後期課程入学試験実施要領 

  佐賀大学大学院工学系研究科循環物質化学専攻,先端融合工学専攻, 

システム創成科学専攻設置報告書 平成 21 年 8 月 11 日 

理工学部・工学系研究科ホームページ （http://www.se.saga-u.ac.jp/） 

佐賀大学アドミッションセンターホームページ（http://www.sao.saga-u.ac.jp/） 
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第５章 教育内容および方法 
 

 

５ー１ 学士課程のカリキュラム 

 

５－１－１ 教育課程編成・実施の方針 

 

 従来の「基礎に強い工学系人材，応用に強い理学系人材を育成する」という教育目的お

よび,佐賀大学理工学部規則（平成 16 年 4 月 1 日制定）第 4 条に定める教育課程の編成方

針に基づき，理工学部の教育課程は「教養教育科目」と「専門教育科目」により編成され

ている。また，平成 19 年度に「理工学部および各学科の教育目的」が教授会の議を経て理

工学部規則として制定され，履修案内冊子「理工学部で何を学ぶか」により学生に周知さ

れている。さらに，「各学科の教育目標」，それに基づく「カリキュラム編成の趣旨」，その

カリキュラムに沿った「履修モデル」が定められ，平成 19 年度から「理工学部で何を学ぶ

か」に記載された。「理工学部および各学科の教育目的」，「各学科の教育目標」等は，同時

に理工学部および各学科のホームページにも掲載することで周知されていた。 

 平成 22 年度に，佐賀大学学士力に基づく「学位授与の方針」，その学習成果が達成でき

るカリキュラム編成や学習成果と編成の主旨との対応を示した「教育課程編成・実施の方

針」が各学科および教育プログラムごとに制定された。先に述べた「各学科の教育目標」

等は，現在ではこの「学位授与の方針」と「教育課程編成・実施の方針」に置き換えられ

ている。これらは，「入学者受け入れの方針」と合わせて「佐賀大学の教育方針」として佐

賀大学 HP 上にも掲載され，学内外に広く公開されている。また、「学位授与の方針」「教育

課程編成・実施の方針」に関しては、人材育成に関する社会的要請の変遷を鑑みながら、

不断に見直しを行っており、平成 26 年度には、学士力-学位授与の方針-教育課程編成の

方針の整合性について精査し、各授業科目と対応する各方針の項目の修正作業を実施した。

さらに、学生に対して、これらを視覚的にわかりやすく説明することを目的として、理工

学部全学科、研究科全専攻に関してカリキュラムマップを作成し、「理工学部で何を学ぶか」

「大学院履修案内」に掲載した。 

 

以下に平成 26 年 3 月教授会で改正された各学科の教育課程編成・実施の方針を記す。

（なお，平成 27 年 3 月には佐賀大学学士力の改正に伴い再度改正されている。） 

 

数理科学科 

【教育課程編成・実施の方針】 

学位授与の方針を具現化するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，教育を実

施する。 
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１．教育課程の編成 

(1) 数理科学科の教育課程は「教養教育」と「専門教育」により構成されている。 

(2) 教養教育については，以下の科目を配置する。 

① 教養教育において，文化・自然，現代社会と生活に関する授業科目（基本教養科目，

健康・スポーツ科目），言語・情報・科学リテラシーに関する授業科目（外国語科

目）を，必修および選択必修として幅広く履修できるように配置する。教養教育に

おける言語・情報・科学リテラシーに関する教育科目は初年次から開講し，基礎的

な汎用技能を修得した上で，専門課程における応用へと発展的な学習に繋げる。 

② 教養教育において，授業科目を，初年次の必修として配置する（大学入門科目Ⅰ及

びⅡ）。また，現代的な課題を発見・探求し，問題解決につながる協調性と指導力

を身につけさせるための科目を，選択必修として配置する（インターフェース科目）。 

③ 教養教育において，他者を理解し共生する力や高い倫理観・社会的責任感に関する

授業科目を，選択必修として幅広く履修できるように配置する（基本教養科目）。 

(3) 専門教育科目の各年次における科目は以下のように構成されている。1 年次の専

門基礎科目（微分積分学基礎・線形代数学基礎), 2 年次の専門必修科目（微分積分

学, 線形代数学, 代数学基礎，集合・位相）により, 数学の基本的な考え及び論理

的厳密性を修得する。数学の思考力と表現力を身につけ, また数学の各分野におけ

る論理を理解するため, 3 年次・4 年次に開講される代数, 幾何, 解析, 確率統計な

どの専門選択科目を習熟する。4 年次の数学講究及び卒業研究において，専門的課題

に取り組むための能力を身につけさせる。 

 

２．教育の実施体制 

(1) 授業科目の教育内容ごとに，その分野の授業を行うのに適した専門性を有する教

員が講義・演習等を担当するよう担当教員を配置する。 

(2) 科目によっては, 大学院生による指導助手(ティーチング・アシスタント)を付け

て, 学習の支援体制を強化する。 

 

３．教育・指導の方法 

(1) 講義による知識の学習と習得を行う。さらに演習によって, それらの知識の定着

を計り, また計算能力の養成と強化を目指す。 

(2) 4 年次においては, 数学講究及び卒業研究の勉強を通して, 広く社会で活動でき

るよう, 直面する諸問題を正確に理解し解析する力とプレゼンテーション能力を身

につける。 

(3) 各学年において, 少人数の学生グループごとに指導教員（チューター）を配置し，

きめ細かな履修指導や学習支援を行う。 

 

４．成績の評価 

各授業科目の学修内容，到達目標，成績評価の方法・基準を学習要項（シラバス）等

により学生に周知し，それに則した厳格な成績評価を行う。 
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物理科学科 

【教育課程編成・実施の方針】 

物理科学科は，学位授与方針を実現するために，以下の方針のもとに教育課程を編成

し，教育を実施する。 

 

１．教育課程の編成 

(1) 上に挙げた教育目標を効果的に実現するために，物理科学科は「教養教育科目」

（全学教育）と専門教育としての「専門基礎科目」，「専門必修科目」，「専門選択科

目」を配置した 4 年一貫の教育課程を構成する。 

(2) 教養教育については，以下の科目を配置する。 

① 文化・自然，現代社会と生活に関する授業科目（基本教養科目，健康・スポ

ーツ科目），言語・情報・科学リテラシーに関する授業科目（外国語科目，情報リ

テラシー科目）を，必修および選択必修として幅広く履修できるように配置する。 

② 様々な課題を見出し解決する能力，及びその際必要な他者との協調性の養成

を目指した授業科目を，初年次の必修として配置する（大学入門科目）。 

③ 課題を発見し解決する能力，並びに個人と社会との持続的発展を支える力を

身につけさせるための科目を，選択必修として配置する（インターフェース科

目）。 

(3) 科学・技術の基盤である物理学の基礎から応用までを系統的に身につける為の

専門教育を，以下の「専門基礎科目」，「専門必修科目」，「専門選択科目」に大別

し，1～4 年次にわたり段階的に配置する。 

＊専門基礎科目； 物理学を学ぶにあたって，自然を記述する数学と論理表現の技術

を学ばせる（物理数学など）。 

＊専門必修科目； まず，幅広く自然現象を理解する取組みを俯瞰し，専門の物理学

に入る基礎を養うことを主眼とする講義を配置する（物理学概論など）。次に，理

工学を支える物理学の基礎的な知識と技法から，専門性を深めた最先端科学技術の

基盤までを段階的に包含する科目群（力学, 熱力学，電磁気学，物理学演習，量子

力学，統計力学，物理数学（上級），物理学実験(基礎)など）を，科目間の相互関連

に基づいた時系列になるよう配置する。実験・演習科目に於いては，基礎知識と同

時に，専門家として自ら課題を発見し解決する能力を養うことを目的とする。さら

に，分野の国際化に対応する語学力を養成するために「科学英語」を課す。最終学

年では，専門の総仕上げとして研究室に分属し，「卒業研究」により先端の物理学

の研究にふれる。その中で，専門家として課題発見につながる力，解決能力を涵養

する。 

＊専門選択科目； 必修科目で固めた基礎の上に広範な分野に及ぶ物理学の発展と応

用を学ぶために，各論の講義（相対論，宇宙物理学，放射線物理学，物性物理学，

物理数学(上級)，計算機物理学，特別講義など），及びより専門性の高い物理学実

験（上級）を配置する。 
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２．教育の実施体制 

(1) 授業科目の内容ごとに，その分野の授業を実施するのに適した専門性を有する教

員が担当するよう，担当教員を配置する。 

(2) 学科にカリキュラム担当の教員を置き，全体の整合性，担当状況，実施の適正化

を図る。カリキュラム担当教員，学科主任を含む複数の教員によってなるワーキン

ググループを組織し，教育問題全般に対して随時検討を行う。 

 

３．教育・指導の方法 

(1) 少人数ごとに担任教員（チューター）を配置し，きめ細かい履修指導・学習支援

を行う。卒業研究で研究室に分属されたのちは，卒業研究の指導教員がこの任に当

たる。 

(2) 講義による知識の学習と，実験・演習による学生自身による主体的体験学習を組

み合わせて学習効果を高める。 

 

４．成績の評価 

(1) 学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては，各授業科目の内容，到達目

標により，厳密な成績評価を行う。成績評価基準について，客観性及び厳格性を確

保するため，学生に対して全てシラバスにおいてその基準をあらかじめ明示する。

異議申し立て制度により，成績評価等の正確さを担保する。 

(2) 卒業研究に関しては，学生が集中しその実施が内実のあるものとするために，３

年次末までの単位取得状況を学科の判断基準に照らし，当該学生の卒業研究着手の

当否を判定する。 

(3) 卒業には，卒業研究を含めた取得単位，卒業研究のプレゼンテーション（形式は

合同発表会，ポスターセッション等，実態に応じた多様な形態が考えられる）など

をもとに物理科学科としての卒業認定審査を行う。 

 

知能情報システム学科 

【教育課程編成・実施の方針】 

 教育方針を具現化するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，教育を実施する。 

 

１．教育課程の編成 

効果的な学習成果を上げるために，全学教育科目と専門教育科目を順次的・体系的に配

置した 4 年間の育課程を編成する。 

(1) 基礎的な知識と技能の分野 

① 教養教育において，文化と自然に関する授業科目（基本教養科目の自然科学と技術

の分野，及び文化の分野），現代社会と生活に関する授業科目（健康・スポーツ科

目，及び基本教養科目の現代社会の分野），言語・情報・科学リテラシーに関する

授業科目（大学入門科目Ⅱ，外国語科目，情報リテラシー科目，及び基本教養科目

の自然科学と技術の分野）を，必修および選択必修として幅広く履修できるように
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配置する。 

② 教養教育における言語・情報・科学リテラシーに関する教育科目は初年次から開講

し，基礎的な汎用技能を修得した上で，専門課程における応用へと発展的な学習に

繋げる。 

③ 専門課程において，高度かつ実践的な言語・情報リテラシー教育を行うために，1

年次に「技術文書作成」を，3 年次に「科学英語 I」，「科学英語 II」を，4 年次に

「卒業研究」を開講する。 

④ 専門課程において，科学技術分野の幅広い知識を身につけさせるための専門周辺科

目を，学科の枠を越えて選択・履修するように 2〜4 年次に配置する。 

⑤ 専門課程において，情報分野の基礎的な知識と技能を身につけさせるための科目と

して，1 年次に「情報数理 I」，「情報数理 II」，「線形数学 I」，「線形数学 II」，「基

礎解析学 I」，「基礎解析学 II」を，2 年次に「工業数学 I」，「工業数学 II」，「形式

言語とオートマトン」，「コンピュータグラフィックス」，「情報代数と符号理論」，

「記号論理学」を，3 年次に「確率統計」，「数値解析」，「グラフと組合せ」，「応用

線形数学」，「信号処理」，「画像情報処理」，「モデリングとシミュレーション」，「モ

デリング・シミュレーション実験」を開講する。 

 

(2) 課題発見・解決能力の分野 

① 教養教育において，様々な課題を探求し，少人数クラスでの検討を通じて解決の道

を探るための授業科目を，初年次の必修として配置する（大学入門科目Ⅰ，Ⅱ）。

また，現代的な課題を発見・探求し，問題解決につながる協調性と指導力を身につ

けさせるための科目を，必修として配置する（インターフェース科目等）。 

② 専門課程において，現代的な課題を発見・探求し，問題解決につながる協調性と指

導力を身につけさせるための科目として，1 年次に「論理設計」，「情報基礎概論」，

「プログラミング概論Ⅰ」，「プログラミング演習Ⅰ」を，2 年次に「計算機アーキ

テクチャ」，「情報理論」，「プログラミング概論Ⅱ」，「プログラミング演習Ⅱ」，「ソ

フトウェア工学」，「オブジェクト指向開発」，「データベース」，「ハードウェア実験」，

「コンピュータグラフィックス」を，3 年次に「情報ネットワーク」，「オペレーテ

ィングシステム」，「人工知能」，「プログラミング言語論」，「デジタル通信技術」，

「情報システム実験」，「情報ネットワーク実験」，「システム開発実験」，「モデリン

グ・シミュレーション実験」を開講する。また，幅広く履修できる科目として，「自

主演習」や様々なサブテーマを有する「情報学特別講義」を開講する。 

③ 専門課程において，情報技術分野のプロフェッショナルとしての問題発見・解決能

力を身につけさせるための科目として，1 年次に「論理設計」，「プログラミング概

論Ⅰ」，「プログラミング演習Ⅰ」を，2 年次に「情報理論」，「プログラミング概論

Ⅱ」，「プログラミング演習Ⅱ」，「ソフトウェア工学」，「オブジェクト指向開発」，

「データ構造とアルゴリズム」，「形式言語とオートマトン」，「ハードウェア実験」

を，3 年次に「プログラミング言語論」，「コンパイラ」を開講する。また，幅広く

履修できる科目として，「自主演習」や様々なサブテーマを有する「情報学特別講
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義」を開講する。 

 

(3) 個人と社会の持続的発展を支える力の分野 

① 教養教育において，多様な文化と価値観を理解し共生に向かう力，持続的な学習力

と社会への参画力，及び高い倫理観と社会的責任感に関する授業科目を，選択必修

として履修できるように配置する（インターフェース科目）。 

② 専門課程において，幅広い科学技術分野を理解し共生する力を身につけさせるため

の専門周辺科目を，学科の枠を越えて選択・履修するように 2〜4 年次に配置する。 

③ 専門課程において，持続的な学習力と社会への参画力を身につけさせるための科目

として，1 年次に「情報基礎演習」，「技術文書作成」を，2 年次に「ハードウェア

実験」を，3 年次に「科学英語Ⅰ」，「科学英語Ⅱ」，「情報システム実験」，「情報ネ

ットワーク実験」，「システム開発実験」，「モデリング・シミュレーション実験」を，

4 年次に「卒業研究」を開講する。 

④ 専門課程において，情報技術者としての高い倫理観や社会的責任感を身につけさせ

るための科目として，1 年次に「情報基礎概論」，「情報基礎演習」，「計算機アーキ

テクチャ」を，2 年次に「ソフトウェア工学」，「オブジェクト指向開発」，「データ

ベース」を，3 年次に「情報ネットワーク」，「オペレーティングシステム」，「人工

知能」，「情報社会と倫理」，「情報と職業」を，４年次に「卒業研究」を開講する。 

 

２．教育の実施体制 

(1) 授業科目の教育内容ごとに，その分野の授業を行うのに適した専門性を有する教

員が講義・実習等を担当するよう担当教員を配置する。 

(2) 全ての授業科目で開講前にオンラインシラバスを作成するとともに，閉講後には

学生による授業評価アンケートに基づく教育改善を実施する。 

(3) 学科内に教育改善委員会を設置し，各授業科目のシラバス整備状況，教育実施方

法，教育内容，成績評価方法，成績評価結果等を相互点検するための「開講前点検」

「閉講後点検」を定期的に実施する。 

 

３．教育・指導の方法 

(1) 講義による知識教育と，各種ソフトウェア環境やノート PC 等を活用した実験・演

習による実践的教育とをバランスよく組み合わせて学習効果を高める。 

(2) 担当教員や当該科目の Web ページ，教育用ポータルサイト，オンラインシラバス，

情報処理技術者試験自習システム等を活用して教育における IT 活用を推進し，学生

と教員の間の双方向コミュニケーション，自己学習およびキャリア教育，各種情報

公開などを促進する。 

(3) 少人数の学生グループごとに指導教員（チューター）を配置し，きめ細かな履修

指導や学習支援を行う。 
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４．成績の評価 

(1) 各授業科目の学修内容，到達目標，成績評価の方法・基準を学習要項（シラバス）

等により学生に周知し，それに則した厳格な成績評価を行う。 

(2) 2 年次終了時に，各学生の学修到達度を評価し，実験着手（3 年次進級）判定を行う。 

(3) 3 年次終了時に，実験着手をしている各学生の学修到達度を評価し，卒業研究着手

（4 年次進級）判定を行う。 

(4) 4 年次終了時に，卒業研究着手をしている各学生の学修到達度を評価するとともに，

卒業論文，卒業研究中間発表，卒業研究発表の評価を行い，情報技術者として必要な

実践能力（統合された知識，技能，態度・行動に基づく総合的診断能力）の修得状況

を判定する。 

 

機能物質化学科 

［物質化学コース（学術教育プログラム）］ 

【教育課程編成・実施の方針】 

 教育方針を具現化するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，教育を実施する。 

 

１．教育課程の編成 

(1) 体系的に学士力を修得できるよう「教養教育科目」と「専門教育科目」を配置し，

年次進行の教育課程を編成する。 

(2) 教養教育については，以下の科目を配置する。 

・ 教養教育において，文化・自然，現代社会と生活に関する授業科目（基本教養科目，

健康・スポーツ科目），言語・情報・科学リテラシーに関する授業科目（外国語科

目，情報リテラシー科目）を，必修および選択必修として幅広く履修できるように

配置する。教養教育における言語・情報・科学リテラシーに関する教育科目は初年

次から開講し，基礎的な汎用技能を修得した上で，専門課程における応用へと発展

的な学習に繋げる。英語科目は専門教育科目の科学英語Ⅰ，Ⅱ，技術英語Ⅰ，Ⅱに

連携する。また情報基礎演習Ⅰ，Ⅱは専門教育科目の機能物質化学実験Ⅰ～Ⅳ，卒

業研究に連携する。 

・ 教養教育において，様々な課題を探求し，少人数クラスでの検討を通じて解決の道

を探るための授業科目を，初年次の必修として配置する（大学入門科目Ⅰ，Ⅱ）。

大学入門科目は専門教育科目の機能物質化学実験Ⅰ～Ⅳ，卒業研究に連携する。ま

た，現代的な課題を発見・探求し，問題解決につながる協調性と指導力を身につけ

させるための科目を，選択必修として配置する（インターフェース科目）。 

・ 教養教育において，他者を理解し共生する力や高い倫理観・社会的責任感に関する

授業科目を，選択必修として幅広く履修できるように配置する（基本教養科目）。 

(3) 化学の専門知識・技術を身につけるための「専門教育科目」は，段階的・体系的に

修得できるように，「共通専門基礎科目」，「専門科目」，「専門周辺科目」の科目群で

構成する。 

・ 自然科学の基礎を身につけるために「共通専門基礎科目」として微分積分学基礎Ⅰ
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とⅡ，線形代数学基礎Ⅰ，基礎力学，基礎電磁気学を 1 年次に配置する。 

・ 化学の専門知識を段階的・体系的に修得できるよう「専門科目」を 1～4 年次に配

置する。1 年次には基礎学力・技術修得のための科目として化学基礎Ⅰ及び演習，

化学基礎Ⅱ及び演習，化学基礎Ⅲ及び演習，化学基礎Ⅳ及び演習，基礎化学実験Ⅰ

とⅡを必修科目として配置する。2～3 年次では，無機化学，有機化学，物理化学，

分析・化学工学の 4 つの分野に分類された専門選択科目と機能物質化学実験Ⅰ～Ⅳ

を配置し，各化学分野の基本的な考えから応用に至るまでの幅広い知識と実践力を

修得する。また，外国語による専門知識の修得とコミュニケーション能力の修得の

ために科学英語ⅠとⅡ，技術英語ⅠとⅡを 3～4 年次に配置して一貫した英語力を

修得させる。4 年次では総合的な学習を通して自ら仕事を計画・遂行していく能力

や地域に貢献する能力の育成を目的として，必修科目の卒業研究，選択科目の化学

技術者倫理を配置する。 

・ 化学分野の周辺に視野を広げて科学・技術を学ぶための科目として「専門周辺科目」

を 2～3 年次に選択必修科目として配置する。 

 

２．教育の実施体制 

(1) 共通科目（1 年次履修専門科目，科学英語ⅠとⅡ）は，科目ごとに 2 名の教員を配

置し，講義内容の一貫性が保たれるよう担当教員間で連携をとりながら授業を実施

する。 

(2) 2 年次以降の専門科目は，教育分野を無機化学，有機化学，物理化学，分析・化学

工学の 4 分野に分けて科目と教員を配置し，授業科目ごとに適した教員が講義・実

験等を担当するよう分野内で教員を配置する。 

(3) 4 年次は高度な専門知識・専門英語を効果的に修得させるため，各教員に 2～4 名

を配属し，研究室単位で卒業研究，技術英語Ⅰ・Ⅱを実施する。 

(4) カリキュラム全体を統括する教育プログラム委員会，各教育分野ごとの所属教員

で構成される分野別教員会議，教育点検を実施する教育 FD 委員会を学科内に置き，

教育内容および実施の整合・統合・改善を図る。 

 

３．教育・指導の方法 

(1) 各学期に実験を配置し，講義と実験をバランスよく組み合わせて学習効果を高め

る。 

(2) 各授業科目で課題を与え，それを学習要領（シラバス）に明記し，授業時間外の

学生の自己学習を促す。 

(3) 実験科目ではグループもしくは個人単位での少人数教育を行い，ティーチングア

シスタントを有効に活用して実践的な知識と技術を修得させる。 

(4) 各学期末に，評価状況を分析して報告書にまとめ，分野別教員会議で内容を評価

する。評価結果は教育プログラム委員会に報告され，問題がある場合にはその指摘

や改善指導を行う。 

(5) 教育 FD 委員会は授業評価アンケートの結果をとりまとめ，結果の分析や改善活動
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の実施状況を点検する。 

(6) 各学年 3～4 名の学生ごとに指導教員（チューター）を配置し，履修指導や学習支

援を行う。 

 

４．成績の評価 

(1) 各授業科目の学習内容，到達目標，成績評価の方法・基準をシラバスにより学生

に周知し，それに則した厳格な成績評価を行う。 

(2) 1 年次終了時および 3 年次終了時に，各学生の学習到達度を評価して，進級判定

を行う。 

(3) 卒業時に，各授業科目の到達度と卒業研究の完成度を評価して，卒業判定を行う。 

 

［機能材料化学コース（技術者教育プログラム：JABEE 認定）］ 

【教育課程編成・実施の方針】 

 教育方針を具現化するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，教育を実施する。 

 

１．教育課程の編成 

(1) 体系的に学士力を修得できるよう「教養教育科目」と「専門教育科目」を配置し，

年次進行の教育課程を編成する。 

(2) 教養教育については，以下の科目を配置する。 

・ 教養教育において，文化・自然，現代社会と生活に関する授業科目（基本教養科目，

健康・スポーツ科目），言語・情報・科学リテラシーに関する授業科目（外国語科

目，情報リテラシー科目）を，必修および選択必修として幅広く履修できるように

配置する。教養教育における言語・情報・科学リテラシーに関する教育科目は初年

次から開講し，基礎的な汎用技能を修得した上で，専門課程における応用へと発展

的な学習に繋げる。英語科目は専門教育科目の科学英語Ⅰ，Ⅱ，技術英語Ⅰ，Ⅱに

連携する。また情報基礎演習Ⅰ，Ⅱは専門教育科目の機能物質化学実験Ⅰ～Ⅳ，卒

業研究に連携する。 

・ 教養教育において，様々な課題を探求し，少人数クラスでの検討を通じて解決の道

を探るための授業科目を，初年次の必修として配置する（大学入門科目Ⅰ，Ⅱ）。

大学入門科目は専門教育科目の機能物質化学実験Ⅰ～Ⅳ，卒業研究に連携する。ま

た，現代的な課題を発見・探求し，問題解決につながる協調性と指導力を身につけ

させるための科目を，選択必修として配置する（インターフェース科目）。 

・ 教養教育において，他者を理解し共生する力や高い倫理観・社会的責任感に関する

授業科目を，選択必修として幅広く履修できるように配置する（基本教養科目）。 

(3) 化学の専門知識・技術を身につけるための「専門教育科目」は，段階的・体系的に

修得できるように，「共通専門基礎科目」，「専門科目」，「専門周辺科目」の科目群で

構成する。 

・ 自然科学の基礎を身につけるために「共通専門基礎科目」として微分積分学基礎Ⅰ

とⅡ，線形代数学基礎Ⅰ，基礎力学，基礎電磁気学を１年次に配置する。 
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・ 化学の専門知識を段階的・体系的に修得できるよう「専門科目」を 1～4 年次に配

置する。1 年次には基礎学力・技術修得のための科目として化学基礎Ⅰ及び演習，

化学基礎Ⅱ及び演習，化学基礎Ⅲ及び演習，化学基礎Ⅳ及び演習，基礎化学実験Ⅰ

とⅡを必修科目として配置する。2～3 年次では，無機化学，有機化学，物理化学，

分析・化学工学の 4 つの分野に分類された専門科目と機能物質化学実験Ⅰ～Ⅳを必

修科目として配置し，各化学分野の体系的知識と実践力を修得する。また，外国語

による専門知識の修得とコミュニケーション能力の修得のために科学英語ⅠとⅡ，

技術英語ⅠとⅡを 3～4 年次に配置して一貫した英語力を修得させる。4 年次では

技術者倫理と知的財産の理解のために化学技術者倫理を修得し，総合的な学習を通

して自ら仕事を計画・遂行していく能力や地域に貢献する能力の育成を目的として，

卒業研究を配置する。 

・ 化学分野の周辺に視野を広げて科学・技術を学ぶための科目として「専門周辺科目」

を 2～3 年次に選択必修科目として配置する。 

 

２．教育の実施体制 

(1) 共通科目（1 年次履修専門科目，科学英語ⅠとⅡ）は，科目ごとに 2 名の教員を配

置し，講義内容の一貫性が保たれるよう担当教員間で連携をとりながら授業を実施

する。 

(2) 2 年次以降の専門科目は，教育分野を無機化学，有機化学，物理化学，分析・化学

工学の 4 分野に分けて科目と教員を配置し，授業科目ごとに適した教員が講義・実

験等を担当するよう分野内で教員を配置する。 

(3) 4 年次は高度な専門知識・専門英語を効果的に修得させるため，各教員に 2～4 名

を配属し，研究室単位で卒業研究，技術英語Ⅰ・Ⅱを実施する。 

(4) カリキュラム全体を統括する教育プログラム委員会，各教育分野ごとの所属教員

で構成される分野別教員会議，教育点検を実施する教育 FD 委員会を学科内に置き，

教育内容および実施の整合・統合・改善を図る。 

 

３．教育・指導の方法 

(1) 各学期に実験を配置し，講義と実験をバランスよく組み合わせて学習効果を高め

る。 

(2) 各授業科目で課題を与え，それを学習要領（シラバス）に明記し，授業時間外の

学生の自己学習を促す。 

(3) 実験科目ではグループもしくは個人単位での少人数教育を行い，ティーチングア

シスタントを有効に活用して実践的な知識と技術を修得させる。 

(4) 各学期末に，評価状況を分析して報告書にまとめ，分野別教員会議で内容を評価

する。評価結果は教育プログラム委員会に報告され，問題がある場合にはその指摘

や改善指導を行う。 

(5) 教育 FD 委員会は授業評価アンケートの結果をとりまとめ，結果の分析や改善活動

の実施状況を点検する。 
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(6) 各学年 3～4 名の学生ごとに指導教員（チューター）を配置し，履修指導や学習支

援を行う。 

 

４．成績の評価 

(1) 各授業科目の学習内容，到達目標，成績評価の方法・基準をシラバスにより学生

に周知し，それに則した厳格な成績評価を行う。 

(2) 1 年次終了時および 3 年次終了時に，各学生の学習到達度を評価して，進級判定

を行う。 

(3) 卒業時に，各授業科目の到達度と卒業研究の完成度を評価して，卒業判定を行う。 

 

機械システム工学科 

【教育課程編成・実施の方針】 

 本学科が掲げる学習・教育目標を達成するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，

教育を実施する。 

 

１．教育課程の編成 

(1) 本学科が掲げる 7 つの学習・教育目標に従って学年の進行に伴い基礎から応用へ

段階的に学び進めるため，「教養教育科目」と「専門教育科目」を順次的・体系的に

配置した教育課程を編成する。 

(2) 教養教育については，以下の科目を配置する。自然科学・技術・文化・現代社

会･生活に関する授業（基本教養科目，健康・スポーツ科目），言語・情報・科学

リテラシーに関する授業（外国語科目，情報リテラシー科目）を，必修および選択

科目として幅広く履修できるように配置する。また，様々な課題を探求し解決の道

を探るための授業科目として，当該学科教員担当の「大学入門科目Ⅰ」「創造工学

入門(大学入門科目Ⅱ)」を大学入門科目として開講する。さらに，現代社会が抱え

る諸問題に対して課題を発見し，取り組む姿勢を養成するとともに，社会に対応す

るための知識・技術・技能を修得する「インターフェース科目」を配置し，体系的

学習を通じて，将来にわたり個人と社会との持続的発展を支える力を培う。 

(3) 技術者として必要な知識・技術を幅広く身につけられるよう，「専門教育科目」と

して基礎科目から応用科目までを体系的に配置する。また演習，実習，実験科目も多

数配置することで，実学を重視した専門教育体制を編成する。「専門教育科目」は「専

門基礎科目」，「専門科目」および「専門周辺科目」から構成する。 

(4) 1 年次の必修科目である「専門基礎科目」として，数学・力学の基礎を中心とした

科目群を開講し，専門科目を学ぶ上での礎となる内容を修得させる。いくつかの専

門基礎科目については，演習科目との一体科目とすることで効果的な学習効果を上

げられるよう配慮し，専門科目への発展的な学習に繋げる。 

(5) 専門性の高い知識・技術の修得を目的として，「専門科目」を１年次から３年次ま

でに開講する（一部科目は 4 年次開講）。「材料と構造分野」，「運動と振動分野」，「エ

ネルギーと流れ分野」，「情報と計測・制御分野」，「設計と生産管理分野」の各専門分
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野，および「共通分野」に対応した科目を体系的に配置する。機械工学を学ぶ上で特

に重要性の高い科目を必修科目とし，技術者として不可欠な能力を不足なく修得さ

せる。その他に多数の選択科目を開講することで，自身の興味・学習意欲に応じた科

目を履修できる科目編成とする。 

(6) 専門分野以外の知識を修得する「専門周辺科目」を設け，特定分野に偏ることの

ない幅広い視点を養うための専門教育を行う。 

(7) 3 年次までに修得した知識・能力を活用し，4 年次に「卒業研究」を実施する。少

人数に対して一人の指導教員を割り当て，1 年間を通じて研究活動に取り組ませる

ことで，専門性の高い研究活動を濃密に行わせる。さらに卒業論文執筆，卒業研究発

表会を通じて，プレゼンテーション・ディスカッション能力の向上も促す。 

 

２．教育の実施体制 

(1) 授業科目の教育内容ごとに，その分野の授業を行うのに適した専門性を有する教

員が講義・実習等を担当するよう担当教員を配置する。 

(2) 主要な基礎科目では 2 クラス制を導入し，少人数教育による効果的な講義を実施

する。また実験，実習および演習科目にはティーチングアシスタントを配置して，綿

密な指導を行う。 

(3) 少人数の学生グループごとに指導教員（チューター）を配置する担任制度を導入

し，個人の学習状況に応じたきめ細かな履修指導や学習支援を行う。 

 

３．教育の実施方法 

(1) 講義・演習による知識学習と，実験・実習による実証・体験学習とをバランスよ

く組み合わせることで，学習成果を高める。 

(2) 本学科の 7 つの学習・教育目標と各授業の到達目標との関係を記したシラバスを

提示し，各回の授業の目標を明確化するとともに，自己学習を促す。 

 

４．評価方法 

(1) 各授業科目の学習内容，到達目標，成績評価の方法・基準をシラバス等により学

生に周知し，それに則した厳格な成績評価を行う。 

(2) 卒業研究に必要な学力を保証するために，3 年次末の単位取得状況を判断基準に

卒業研究着手の可否を判定する。 

(3) 教養教育科目および専門教育科目の単位取得状況から卒業要件の充足を判定する

とともに，最終学年で修得する卒業研究では，研究活動，卒業論文およびプレゼンテ

ーションを含めた総合評価を行い，卒業判定を行う。 

 

電気電子工学科 

【教育課程編成・実施の方針】 

学位授与の方針に列挙した各項目を学生に達成させるため，以下の教育課程を編成し，

教育を実施する。 
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１．教育課程の編成 

(1) 本学科の教育課程を，教養教育科目と専門教育科目から構成する。 

(2) 佐賀大学の教養教育は，学士課程教育の質保証に資することを目的とし，「市民性

の涵養：社会の一員である市民として身に付けるべき教養の附与」を教育理念とす

る教育科目と，「大学と社会との接続：個人と社会の持続的発展を支える力の育成」

を教育理念とする教育科目「インターフェース科目」とをもって編成する。 

(3) 市民性の涵養を教育理念とする教育科目は，高等学校と大学との接続を図る「大

学入門科目，英語能力の向上とその他外国語の学びの機会を提供するとともに，高

度技術社会のなかで求められる知識と技能の修得を図る「共通基礎科目」，及び市民

社会の諸相を「文化」「自然科学と技術」「現代社会」の視点から学ぶ「基本教養科目」

に区分する。共通基礎科目は，外国語科目，健康・スポーツ科目，情報リテラシー科

目に区分する。 

(4) 各学部及び全学教育機構は，「大学入門科目」，「共通基礎科目」「基本教養科目」

及び「インターフェース科目」をもって，「佐賀大学学士力」に沿った順次性と体系

性を有する教養教育を実施する。 

(5) 電気電子工学を学ぶ上で基礎となる数学，物理などを修得させるために「専門基

礎科目」を配置する。 

(6) 電気電子工学の基礎となる電気回路，電磁気学，電子回路を修得させるために「電

気回路 A～D 及び演習」，「電磁気学 A～D 及び演習」，「電子回路 A～B 及び演習」を開

講する。 

(7) 環境・エネルギー，エレクトロニクス，情報通信などの分野の専門知識を学習さ

せるために「専門選択科目」を配置する。 

(8) 基礎的な技術英文書の読解力を身につけさせるために「技術英語」を開講する。 

(9) 地球的視点に立って多面的に物事を考える能力を身につけさせ，技術者倫理，電

気電子工学が社会に与える影響について修得させるために「技術者倫理」を開講す

る。 

(10) 電気電子工学の周辺に視野を広げて科学・技術を学習させるために「専門周辺科

目」を配置する。 

(11) 電気電子工学の基礎知識と，専門知識の応用方法や，基本的な電気電子実験機器

の適切な使用方法を学習させ，日本語によるプレゼンテーション，コミュニケーシ

ョン能力，論理的な記述能力，自ら情報を収集する能力，PDCA サイクルおよびグル

ープ作業を行う能力，自主的・自律的に学習を続ける能力を身につけさせるために

実験科目を「専門必修科目」に配置する。 

(12) 論理的な思考に基づいたプレゼンテーションをする能力，基礎的な英文の作成能

力，論理的な記述能力，自ら情報を収集する能力，課題に対する自己完結能力，地球

的視点に立って多面的に物事を考える能力，自主的・自律的に学習を続ける能力を

身につけさせるために「卒業研究」を開講する。 
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２．教育課程の実施体制 

(1) 学科の運営・統括のために全教員による学科会議を組織する。 

(2) 授業科目の内容に適した専門性を有する教員が講義・実験等を担当するように，

担当教員を配置する。 

(3) 学科の教育課程の問題点を審議し，それを継続的に改善するために教育改善委員

会を組織する。 

(4) 専門教育課程の運営を統括するために，カリキュラム検討委員会を組織する。 

(5) 専門教育科目間の連携を密にし，教育効果を上げ改善するための教員間連絡ネッ

トワークを設ける。 

(6) 学生実験の企画・運営および学生実験教育遂行のために学生実験委員会を組織す

る。 

 

３．教育課程の実施方法 

(1) 学生が計画的な自主学習をできるように，各授業科目の講義概要，授業計画等を

シラバスに明記して学生に周知し，それに則した授業を実施する。 

(2) 講義科目，演習，実験をバランスよく配置するとともに，学生の学習時間を確保

して学習効果を高める。実験科目では，学生を少人数の班に分けて実施する。 

(3) 演習や実験科目では，ティーチング・アシスタントを配置してきめ細かく指導す

る。 

(4) 卒業研究に着手する学生を，指導教員の研究室に配属する。学生は指導教員等の

指導の下で卒業研究を実施する。 

(5) 学生の適切な単位取得を促すために，履修細則に基づく判定（2 年次あるいは 3 年

次への進級判定）に合格した学生に対してのみ，それぞれの年次で開講される専門

教育科目の履修を認める。 

(6) 卒業研究は学習成果達成の総仕上げとしての科目であるので，履修細則に基づく

判定（卒研着手判定）に合格した学生に対してのみ，その履修を認める。 

(7) 実験科目については，履修細則に基づく判定に合格した学生に対してのみ，その

履修を認める。 

 

４．評価方法 

(1) 各授業科目の成績評価方法と基準をシラバスに掲示して学生に周知し，それに従

った厳格な成績評価を行う。 

(2) 進級判定および卒研着手判定は学科会議において行う。 

(3) 取得単位および卒業研究を総合的に評価し，卒業判定を行う。 

 

都市工学科 

【教育課程編成・実施の方針】 

 教育方針を具現化するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，教育を実施する。 
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１．教育課程の編成 

(1) 効果的な学習成果を上げるために，[教養教育科目]と[専門教育科目]を体系的に

配置した教育課程を編成する。 

(2) [教養教育科目]は，「大学入門科目」「基本教養科目」「インターフェース科目」「健

康・スポーツ科目」「外国語科目」「情報リテラシー科目」で編成し，初年次から開講

する科目の習得により，基礎的な汎用技能を修得した上で専門課程における応用へ

と発展的な学習に繋げる。 

・ 大学における学習方法や社会における様々な課題を理解する「大学入門科目」を，

必修として配置する。 

・ 言語・情報・科学リテラシーに関する「外国語科目」「情報リテラシー科目」を，

必修および選択必修として配置する。 

・ 文化・自然，現代社会と生活に関する「基本教養科目」「インターフェース科目」

「健康・スポーツ科目」を幅広く履修できるように配置する。 

・ 現代的な課題を発見・探求する力，協調性と指導力，倫理観・社会的責任感を身に

つける科目（「基本教養科目」「インターフェース科目」）を，選択必修として配置

する。 

(3) [専門教育科目]は，「専門基礎科目」，「専門周辺科目」，「専門科目」により体系的・

効果的に編成する。 

・ 基礎的な知識と技能および数理的分析能力を身に付ける「専門基礎科目」を，必修

として初年次から 2 年次等に配置する。 

・ 都市工学に関する領域から視野を広げ，理工学の周辺分野から知識や技術を学ぶ

「専門周辺科目」を選択必修として 2 年次から 4 年次に配置する。 

・ 課題発見・解決能力および個人と社会の持続的発展を支える力を養う「専門科目」

を，初年次から 4 年次に配置する。 

・ 専門的な学習目標を学生が自主的・自立的に発展させていくため，「専門科目」の

ほとんどを選択科目とし，かつ，それらにコース共通科目，都市環境基盤コース科

目，建築・都市デザインコース科目の 3 区分を設け，初年次から 4 年次に配置す

る。各学生は 2 年次後学期から都市環境基盤コースと建築・都市デザインコースの

いずれかのコースに配属され，都市環境基盤コースの学生は「都市環境基盤コース

科目」および「コース共通科目」を中心として，建築・都市デザインコースの学生

は「建築・都市デザインコース科目」および「コース共通科目」を中心として，そ

れぞれ体系的に履修できるよう配置する。さらに，卒業研究（「専門科目」）を必修

として 4 年次に配置する。 

 

２．教育の実施体制 

(1) 各授業科目は，その教育内容に即した専門性を有する教員を配置して実施する。 

(2) 学科の教育課程の編成・実施に関する課題分析およびその改善は，学科内ワーキ

ンググループで検討し，学科会議において審議し，実施する。 
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３．教育・指導の方法 

(1) 授業科目の講義概要，授業計画をシラバスに掲示して学生に周知し，それに即し

た授業を実施する。 

(2) 講義による学習と実験・演習・実習による学習を組み合わせて学習効果を高める。 

(3) 実験・演習・実習等において，基礎的な知識や技法に関する学習に加え，社会に

通じる実践的学習内容を取り入れる。 

(4) 各学生に個別指導教員（チューター）を配置し，履修や学習の支援を行う。 

 

４．成績の評価 

(1) 各授業科目の到達目標，成績評価の方法・基準をシラバス等により学生に周知し，

それに則した厳格な成績評価を行う。 

(2) 1 年次後期学期末および 3 年次後学期末の研究室配属（卒業研究着手）時に，各

学生の学習到達度を評価し，進級判定を行う。 

 

 

５－１－２ 教育課程の体系的編成 

 

 理工学部では，平成 18 年度に全学科において教育目標・開講科目の設置趣旨・履修モデ

ルを策定することで教育課程の体系化を推し進めてきたが，平成 22 年度に「教育課程の編

成・実施の方針」が制定され，教養教育と専門教育との関係や年次進行の教育課程をより

明確にすることができた。平成 22 年度からは，この「教育課程の編成・実施の方針」を、

平成 26 年度からは、これに基づく「カリキュラムマップ」を「理工学部で何を学ぶか」に

掲載している。  

  教養教育においては，平成 25 年度から全学教育機構による新カリキュラムが開始され

た。このカリキュラム改訂により教養教育科目は大学入門科目，共通基礎科目（語学，健

康・スポーツ，情報），基本教養科目（自然科学と技術，文化，現代社会），インターフェ

ース科目に再編されている。新しく導入されたインターフェース科目では大学→社会，教

養教育→専門教育といった，従来の教育システムでは連携が困難であった部分の懸け橋と

なるべくことを目指しており、講義と実習を組み合わせて 2 年～4 年次に段階的に履修す

ることで，無理なく領域の隙間を埋めていけるよう構築されている。 

専門教育においては，自然科学の基礎的な知識と思考力，基本的な技術感覚を養うこと，

専門に関する基本的な知識と分析方法の統合された能力を養うこと，基礎的知識に立脚し

た専門知識と応用力を養い専門性を高めることを目的とし，専門教育に重点をおいた各種

専門分野の科目を設置している。専門教育科目は，「専門基礎科目」，「専門科目」，「専門周

辺科目」から構成される。専門基礎科目は，専門の基礎となる自然科学科目として 1・2 年

次に配置されている。専門科目は，研究者・技術者としての基礎学力を養うものであり，

4 年間に渡って履修し専門教育科目の中で卒業要件単位数が最も多く充てられ，各教育カ

リキュラムの特色を出している。専門周辺科目は，理工融合の理念を生かし，学科の枠を

越えて 2 から 4 年次にかけて選択・履修するものである。理工学部の多くの学科の学生が，
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教員免許の取得や専門知識を拡大させることを目的として，他学科・他学部の科目を履修

している。また，博士前期課程への進学予定者は，大学院で開設される基礎的な科目を科

目等履修生として履修することができる制度を設けており，大学院教育との連携も図られ

ている。 

理工学部では教育課程ごとに理学士（数理科学科，物理科学科，知能情報システム学科，

機能物質化学科物質化学コース）と工学士（機械システム工学科，電気電子工学科，都市

工学科，機能物質化学科機能材料化学コース）を授与しているが，以上に述べたように，

いずれの教育課程も内容・水準共に適切な体系化のもとに編成されているものである。学

位の授与は，課程修了を理工学部教務委員会で点検した後，理工学部教授会の議を経て学

長により認定される。 

 

 

５－１－３ 多様なニーズに対応した教育課程の編成 

 

理工学部の 7 学科は，理系及び技術系分野の根幹をなす分野に対応し，さらに機能物質

化学科と都市工学科においては，それぞれの分野での社会的要求に応じた 2 つの教育プロ

グラム（機能物質化学科：物質化学コースおよび機能材料化学コース，都市工学科：都市

環境基盤コースおよび建築・都市デザインコース）を有している。また，知能情報システ

ム学科，機械システム工学科，機能物質化学科（機能材料化学コース），および電気電子工

学科の各教育プログラムは，日本技術者教育認定機構（JABEE：Japan Accreditation Board 

for Engineering Education ）認定を受け，それぞれの分野で要求される学力水準の保証

を行っている。その他の学科においても，学科ごとの様々な分野からの要求に対応するた

め，専門基礎の学力向上を目的とした補習授業などを実施して，学力保証に取り組んでお

り、たとえば都市工学科においては 35 名の技術士 1 次試験合格者（平成 27 年度）を出し

ている。 

すべての学科は，多面的な専門知識の習得目的として，他学科や他学部および他の教育

プログラムの開講科目を，指定の単位数まで選択科目として履修することを認めている。

これに加えて，教員免許状取得に対する体制も整っており，全学科とも教職課程認定を受

け，各学科のカリキュラム履修に加えて，指定された教職科目の履修によって，対応する

教員免許状を卒業時に取得することができる。 

平成 22 年度には，キャリア教育の充実を目的として「佐賀大学キャリアガイダンス実施

方針」が定められ，その実施方針にしたがって，「理工学部におけるキャリアガイダンスの

実施方法及び教育・指導内容」を定め，学生の意識向上と社会との連携強化を図っている。

正課教育および正課外教育の両面から学生をサポートし，2 学科ではインターンシップが

継続的に実施されている。 

編入学の制度は履修規則に制定されており，多くの学科で毎年学生を受け入れている。

また，大学院で開設される基礎的な科目を科目等履修生として学部生が少数ではあるが履

修しており，修士課程との連携が図られている。  
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（１）キャリアガイダンス 

 平成 22 年度に理工学部におけるキャリアガイダンスの実施方法及び教育・指導内容を

定めた。年度ごとに実施内容を点検して佐賀大学教育委員会教務専門委員会に報告し，教

育・指導内容を見直している。平成 27 年度の内容を以下に示す。 

 

・理工学部におけるキャリアガイダンスの実施方法及び教育・指導内容 

 理工学部は，本学部の学生が卒業後自らの資質を向上させ，社会的及び職業的自立を図

るために必要な能力を培うことを目的として，以下の実施方法及び教育・指導内容をもっ

て，キャリアガイダンス（社会的・職業的自立に関する指導等）を実施する。 

 

1．実施の方法 

① 本学部のキャリアガイダンスは，下表の段階ごとに正課教育と正課外教育及び指導に

区分した教育・指導内容をもって実施する。 

② キャリアガイダンスの教育・指導は，教務委員会と就職委員会を中心に計画・実施・

改善を行う。 

③ 正課教育は，主に教務委員会を中心に，各学科の教育目的に応じて立案し実行する。 

④ 正課外教育及び指導は，主に就職委員会を中心に，各学科の教育目的に応じて立案・

実行する。 

⑤ 各年次にチューターを配置し，各学生の履修した教育・指導内容を確認しつつ，指導

を行う。 

⑥ 各教員は，それぞれの授業科目に応じたキャリアガイダンスを実施するとともに，教

育内容の充実に務める。 

⑦ 就職委員会は，キャリアセンターの協力の下に，学生の就業力向上のための環境保全

に努める。 

 

2．教育・指導内容 

数理科学科 

段 階 正課教育 正課外教育及び指導 

Ⅰ ○大学入門科目において，将来像を念頭に 4 年

間の履修計画を立てさせるとともに，キャリア

センターと協力して「キャリアデザイン入門」を

講義する。 

○専門基礎科目において，専門分野における将

来の職業像を明確に意識させる。 

○新入生オリエンテーションにおいて

専門分野に関わる就職先や就職状況を

把握させる。 

 

Ⅱ ○専門科目において，それぞれの専門分野と社

会とのつながりを学ばせ，専門知識の社会的な

意義を意識させる。 

○卒業研究説明会において，専門分野に

関わる資格や就業内容についての知識

を身につけさせる。 

○キャリアセンター主催の各種「就職対

策講座」によって，各種資格の内容や就

職活動についての知識・技能を身につけ

させる。 

Ⅲ ○専門科目を通じて，専門分野で自立するため

の知識・技能を意識させる。 

○キャリアセンター主催の各種「就職ガ

イダンス」によって，就職活動方法につ
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○講義及び演習において，必要な専門知識の習

得方法を身につけさせるとともに，プレゼンテ

ーションの技能を学ばせる。 

○卒業研究および卒業論文作成のなかで，専門

分野で自立するための問題発見・解決の方途を

学ばせる。 

いての知識を身につけさせる。 

○3 年学生に対して，進路・就職説明会

を開催し，進路・就職活動方法について

の知識を身につけさせる。 

 

物理科学科 

段 階 正課教育 正課外教育及び指導 

Ⅰ ○大学入門科目Ｉ（1 年次前期）において，全 15

コマ中の幾つかを，履修科目とキャリアとの関

連，就職・進学についての意識を高めるための時

間にあてる。 

○チューター面談において学生と話し

合う中心題材の一つとして，早期から学

生自身の将来像（イメージ）を持ち，キ

ャリア意識を高めるよう指導する。 

○ガイダンスでは，教務関連の説明で，

教員免許に関しての心構えと教職科目

履修についての注意を周知する。 

Ⅱ ○2 年，3 年次配当の学生実験において，実験室

で生起する諸問題を自らの方針と見通しを持っ

て解決する訓練を行う。レポート作成に於いて

経過，結果を論理的に筋道だてて記述する能力

の向上を図る。 

○後援会のサポートを得て，年 1 回ほど

卒業生（社会人）を招待して講演会・座

談会を開き，実社会で活躍している先輩

の体験談，社会人となる心構えなどを聞

く機会を持つ。 

○就職問題専門の外部講師をよび，キャ

リアに対する基本的考え方を中心とし

たレクチャーを企画する。 

Ⅲ ○卒業研究の指導で，定期的に進捗状況の報告

をさせ，実社会で必要とされるコミュニケーシ

ョン・プレゼンテーション能力向上を図る（各研

究室）。 

○就職担当教員などによる個別指導。 

 

知能情報システム学科 
段 階 正課教育 正課外教育及び指導 

Ⅰ ○大学入門科目 I において，キャリアデザイン

入門および OB・OG 講話の時間を設け，自己のキ

ャリア設計を考える機会を提供する。 

○大学入門科目 I において，学科で提供してい

る情報処理技術者試験自習システム，技術英語

学習 e-Learning 教材の利用法を学ぶ機会を提

供する。 

○大学入門科目 I において，技術者教育プログ

ラム(JABEE)に関する説明を行う。 

○大学入門科目 II において，ロジカルシンキン

グの技術を習得する機会を提供する。 

○専門科目において，情報処理関係の資格取得

を奨励すると共に，e-Learning 教材を整備し，

受験に必要な知識を習得する機会を提供した。

 

Ⅱ ○当学科が提供するインターフェース科目にお

いて、情報技術者となるために必要な知識を習

得する機会を提供する。 

○専門科目において，情報処理関係の資格取得

を奨励すると共に，e-Learning 教材を整備し，

受験に必要な知識を習得する機会を提供する。

○専門科目において，社会人，情報技術者として

○卒業研究発表会や次年度卒業研究テ

ーマ説明会，進路説明会を開催し，所属

研究室選定や大学院進学を含めた進路

の決定に参考となる情報を提供する。 

○就職説明会，会社説明会等を適宜開催

し，就職先の決定等に参考となる情報を

提供する。 
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の倫理面を学ぶ機会を提供する科目を開講す

る。 

○専門科目において，社会人として必要不可欠

な，技術英語能力，技術文書作成能力，プレゼン

テーション能力を向上させる機会を提供する科

目を開講する。 

○外部講師を招き，就職対策講座を開催

する。 

Ⅲ ○卒業研究遂行および卒業論文執筆の過程や，

中間発表会，最終発表会での研究発表を通じて，

専門分野で自立するための問題発見・解決の方

法を学ぶ機会を提供する。 

○進路説明会，就職説明会，会社説明会

等を適宜開催し，大学院進学を含めた進

路の決定等に参考となる情報を提供す

る。 

○外部講師を招き，就職対策講座を開催

する。 

 

機能物質化学科 

段 階 正課教育 正課外教育及び指導 

Ⅰ ○「大学入門科目Ⅰ」で 1～2 コマの指導。 

○「情報基礎演習Ⅰ，Ⅱ」で 1 コマをラーニング

ポートフォリオ（LP）入力に当てる。 

○入学時のオリエンテーションにおい

て，4 年間の履修計画，卒業後の進路（大

学院進学および就職）について把握させ

る。 

○1 年次研修旅行において学生自身の

将来像を描くことを指導し，キャリア意

識を高めるよう指導する。 

○教員免許に関しての心構えと教職科

目履修についての注意を周知する。 

○LP を用いた上でチューター指導を行

い， 

○後学期のオリエンテーションで指導。

Ⅱ ○専門分野で自立するための知識・技能に関す

る講義を取り入れた専門科目の講義を一部で実

施する。 

○専門分野と社会との関わりを取り入れた専門

科目の講義を一部で実施する。 

○各学期開始時にオリエンテーション

を実施して指導。 

○各学期開始時にチューター面談を行

い指導。 

○3 年次研修旅行で企業見学を実施。 

○本学部卒業生による就職懇談会を開

催し，社会で活躍している技術者の講演

を聴講させる。 

○3 年後期より就職説明会を開いて就

職活動を支援。 

Ⅲ ○「卒業研究」で問題発見・解決能力，プレゼン

テーション能力の個別指導。 

○「化学技術者倫理」，「知的財産権法」の講義

で社会性を修得させる。 

○就職担当教員主導で進路説明会，就職

説明会，会社説明会等を適宜開く。 

 

機械システム工学科 

段 階 正課教育 正課外教育及び指導 

Ⅰ ○大学入門科目Ⅰにおいて，修学意欲を増進し，

自己キャリアに取組む姿勢を身につけさせる。 

○大学入門科目Ⅱ「創造工学入門」において，技

術者としての将来像を念頭においた「ものづく

り」を体験させる。 

○機械工学の基礎となる各種力学科目につい

て，演習科目との一体科目として必修科目とし，

技術者として必要な基礎知識を偏り無く学習さ

○入学時のオリエンテーションにおい

て，4 年間の履修計画，卒業後の進路（大

学院進学および就職）について把握さ

せる。 

○「創造工学入門」と連動した研修合宿

を実施し，グループによるディスカッシ

ョンやプレゼンテーションの方法を学

ばせる。 
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せる。 

Ⅱ ○「技術者倫理」などの専門科目において，技術

者としての社会との関わり方について自ら問題

点を考えながら学ばせ，専門分野と社会とのつ

ながり，専門知識の社会的な意義を意識させる。

○基本教養科目，インターフェース科目，周辺科

目を通じて，職業人として必要な幅広い教養を

身につけさせる。 

○工場見学を実施し，現場の見学を通じ

て，社会におけるものづくりの重要性を

再認識させる。 

○希望者に対して，旋盤，仕上げなどの

技能検定試験の受検を目指した実技指

導を行う。 

○TOEIC IP テストを実施し，全学生に

受験するよう指導することで，英語能力

の研鑽に努めさせる。 

Ⅲ ○専門科目を通じて，専門分野で自立するため

の知識・技能を意識させ，必要な専門知識の習得

方法を身につけさせる。  

○「創造工学演習」において，自ら問題を設定，

解決する能力を養い，ものづくりのプロセスを

擬似体験させとともに，プレゼンテーションの

技能を学ばせる。 

○卒業研究および卒業論文作成において，専門

分野で自立するための問題発見・解決の方途を

学ばせるとともに，プレゼンテーション技術に

ついても指導する。  

○就職説明会を開催すると共に，就職担

当による個別面談を複数回実施し，就職

活動方法についての知識を身につけさ

せる。 

○SPI を学科で実施し，全学生に受験す

るよう指導することで，就業への意識を

高めさせる。 

○本学部卒業生による「就職懇談会」お

よび「機械系技術者の教育・育成講演会」

を開催し，社会で活躍している技術者の

講演を聴講させる。 

○インターンシップへの参加を奨励し，

選択科目「機械システム学外実習」とし

ての単位認定を行う。 

 

電気電子工学科 

段 階 正課教育 正課外教育及び指導 

Ⅰ ○大学入門科目 I において，将来像を念頭に 4

年間の履修計画を立てさせるとともに，「キャリ

アデザイン入門」を講義する。 

○新入生オリエンテーションにおいて

専門分野に関わる就職先や就職状況を

把握させる。 

Ⅱ ○大学入門科目Ⅱにおいて，基本的な実験機器

の使い方に触れ，実験の進め方について学ぶ。

○専門基礎科目及び専門必修科目において，そ

れぞれの専門分野と社会とのつながりを学ば

せ，専門知識の社会的な意義を意識させる。 

○在学生オリエンテーションにおいて，

専門分野に関わる資格や就業内容につ

いての知識を身につけさせる。 

Ⅲ ○専門科目を通じて，専門分野で自立するため

の知識・技能を意識させる。 

○実験，演習等において，必要な専門知識の習得

方法を身につけさせるとともに，プレゼンテー

ションの技能を学ばせる。 

○卒業研究および卒業論文作成のなかで，専門

分野で自立するための問題発見・解決の方途を

学ばせる。 

○卒業研究指導において，卒業研究の方

法とともに，就職活動方法についての知

識を身につけさせる。 

 

都市工学科 

段 階 正課教育 正課外教育及び指導 

Ⅰ 

 

○「大学入門科目Ⅰ」において，都市工学分野の

職域について解説し将来を各自の職業の意識さ

せる。 

○「大学入門科目Ⅱ」において，都市工学分野の

キャリアデザインに関する講義を行い，将来構

想を設計させる。 

○入学時オリエンテーションにおいて，

4 年間の学習やその専門領域を意識さ

せることを念頭に，カリキュラムやその

履修方法を理解させる。また，卒業後の

進路について説明する。 
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○「都市工学概論」において，本学科の都市環境

基盤コースと建築・都市デザインコースおよび

それらに共通する科目内容を概説し，当該専門

分野について理解させる。 

Ⅱ ○専門科目を通じて，専門分野で自立するため

の知識・技能を意識させ，必要な専門知識の習得

方法を身につけさせる。 

○「インターンシップ」を開設し，都市工学関連

分野におけてインターンシップの機会を提供す

る。 

○「コース共通特別演習」等の演習科目におい

て，社会性や公共性のある課題に取り組ませ，実

社会における専門的職域を理解させる。 

○「コース共通特別演習」において、技術士一次

試験過去問の演習を実施し、資格取得への意識

を喚起させる。 

○都市工学科コース配属説明会を実施

し，コースごとの進路や就職，資格と専

門科目との関係を理解させる。 

○建設現場研修（合宿研修）に参加させ，

また各種現地見学会・シンポジウム等へ

の参加を奨励し，専門的な職域を具体的

に理解させる。 

○TOEIC 受験や SPI の実施等により，就

業への意識を高めさせる。 

Ⅲ ○「技術者倫理」において，専門的職業人に求め

られる倫理について考え，理解させる。 

○卒業研究を通じて専門分野で自立するための

問題発見・解決の方途を学ばせ，プレゼンテーシ

ョン技術を身につけさせる。 

○学科就職説明会を多数回実施し，本学

科卒業生や社会人による講演等を行う

とともに，企業研究の方法や進路等につ

いて具体的に検討させる。 

 

 

（２）他学科，他学部の授業科目の履修状況 

数理科学科 

 理工学部他学科の専門科目を 6 単位まで専門選択科目単位に充当することができる。 

 教職資格取得に必要な科目として， 

 文化教育学部の教職関係科目： 

 ・教職概説 

 ・教育基礎論 

 ・発達と教育の心理学 

 ・教育課程論 

 ・道徳教育の研究 

 ・特別活動の研究 

 ・教育方法学概説 

 ・生徒指導論 

 ・教育相談 

 を履修させている。 

 

平成 27 年度に取得した教育職員免許状の種別とその人数は以下のとおりである。 

・中学校教諭一種普通免許状（数学） 10 名 

・高等学校教諭一種普通免許状（数学） 14 名 

                                             

物理科学科 

 専門分野以外の広い専門的知識を習得する目的のために専門周辺科目 4 単位以上の履修

を義務付けている。 
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また中学校及び高等学校理科教員免許取得のために，教職・教科に関する科目を履修す

る機会を与えている。 

 

平成 27 年度に取得した教育職員免許状の種別とその人数は以下のとおりである。 

・中学校教諭一種普通免許状（理科） 2 名 

・高等学校教諭一種普通免許状（理科） 8 名 

 

知能情報システム学科 

専門分野以外の知識を習得させるため，周辺専門科目として理工学部他学科の授業を 4

単位以上履修させている。また中学校及び高等学校の数学と，高等学校の情報の教員免許

を取得するために，文化教育学部で教職に関する科目を履修させている。 

 

平成 27 年度に取得した教育職員免許状の種別とその人数は以下のとおりである。 

・中学校教諭一種普通免許状（数学） 4 名 

・高等学校教諭一種普通免許状（数学） 6 名 

・高等学校教諭一種普通免許状（情報） 0 名 

 

機能物質化学科 

学生の教員免許取得のため，他学部で開講される教職科目に配慮したカリキュラム編成

を行っている。教員免許状取得のために，文化教育学部や農学部の講義を履修している。 

 

平成 27 年度に取得した教育職員免許状の種別とその人数は以下のとおりである。 

・中学校教諭一種普通免許状（理科） 1 名 

・高等学校教諭一種普通免許状（理科）   16 名 

 

機械システム工学科 

 専門周辺科目として，理系学科開講の専門周辺科目（理工学基礎科学）から 2 単位以上

履修を卒業要件としている。 

 専門科目の選択科目の単位のうち 8 単位までを他学科で開講される専門科目で充当する

ことが可能である。  

 

平成 27 年度に取得した教育職員免許状の種別とその人数は以下のとおりである。 

・高等学校教諭一種普通免許状（工業） 5 名 

 

電気電子工学科 

専門周辺科目として，少なくとも 2 単位以上を理系学科開講の専門周辺科目（理工学部

基礎科学）から履修することを卒業要件としている。さらに，履修した他学科開講の授業

科目については 2 単位までを専門選択科目の卒業要件として認めている。卒業要件に含ま

れなくとも，他学部・他学科などが開講する授業科目を履修することもある。その他，イ

ー89ー



ンターンシップに関する情報提供を行っており，夏休み期間に大手企業（例えば九州電力

など）のインターンシップに参加する学生もいる。 

平成 27 年度に取得した教育職員免許状の種別とその人数は以下のとおりである。 

・高等学校教諭一種普通免許状（工業） 0 名 

 

都市工学科 

周辺専門科目として，他学科の授業 4 単位以上を履修させている。インターンシップは

国交省九州地方整備局や建設コンサルタント，建築設計事務所等を対象として受講させて

いる。 

平成 27 年度に取得した教育職員免許状の種別とその人数は以下のとおりである。 

・高等学校教諭一種普通免許状（工業） 2 名 

 

（３）他大学との単位互換 

理工学部規則第 9 条 他の大学又は短期大学における授業科目の履修等が認められてい

る。平成 27 年度は他大学との単位互換による単位の認定はなかったが，平成 28 年 3 月に

「佐賀大学理工学部におけるほかの大学等における授業科目の離主塔に関する取扱要領」

を定め，単位認定に関する手続きを定めた。 

 

（４）インターンシップによる単位認定の状況 

理工学部では，機械システム工学科，電気電子工学科と都市工学科がインターンシップ

による単位認定を行っている。各学科における実施状況は以下の通りである。 

機械システム工学科 

選択科目「機械システム学外実習」として開講している。本科目は,機械システム工学科

に在籍する 3 年次の学生が,夏季休暇中の一定期間,社会や企業での就業体験を通じて, 実

際の職場での雰囲気を肌身で感じ,将来の職業選択に対して高い関心を持つことを目的と

して開講される。さらに,各種専門分野での高度な知識・技術を伴う実務を経験することに

よって,自らの自主性や独創性を育み,新たな学習意欲を 喚起する契機となることを期待

する。 

評価法は，実習報告書の評価(60%)＋プレゼンテーション(40%)で評価し 60 点以上を合

格とする。 

平成 27 年度は，履修者数は 4 名であった。  

電気電子工学科 

3 年次学生が夏季休業中に，専攻，将来のキャリアに関連した就業体験を行うことによ

り，自らの職業適性や将来計画について考える科目として「電気電子工学学外実習」を開

講している。実習終了後，指定する様式にしたがって「実務訓練報告書」を提出する。そ

の報告書の内容によって評価する。 

平成 27 年度は，夏季休暇中企業で実習を経験した学生はいたが，単位認定を受けていな

かったので，実質の履修者はいなかった。 
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都市工学科 

 都市工学科の 3 年次学生が，夏季休暇中の一定期間，国の機関や民間企業での就業体験

を通じて，実際の職場の雰囲気を肌身で感じると共に大学での学習内容の展開の一端に触

れ，将来の職業選択に対して高い関心を持たせることを目的として「インターンシップ」

を開講している。実習期間に応じて 1 単位と 2 単位を充てている。実習報告書の評価と実

習先からの評価報告書を基に総合評価し 60 点以上を合格とする。 

 平成 27 年度の履修者は 3 名であった 

 

（５）編入学への配慮 

理工学部では，学生定員 20 名の編入学生を受け入れている。編入学生に係る単位の認定

は，学科毎に申合せを作成して実施している。 

各学科の状況は以下の通りである。 

数理科学科 

 佐賀大学理工学部第 3 年次に編入学した者の単位認定に関する申合せに定めており，62

単位の単位認定を行っている。 

平成 27 年度は，編入学生の受け入れはなかった。 

物理科学科 

 佐賀大学理工学部第 3 年次に編入学した者の単位認定に関する申合せに定めており，62

単位の単位認定を行っている。  

平成 27 年度は，1 名の編入学生を受け入れている。  

知能情報システム学科 

 佐賀大学理工学部知能情報システム学科第 3 年次に編入学した者の単位認定に関する申

合せで，高専等での履修科目の単位の読み替えを 20 単位超えない範囲で実施している。編

入生の卒業研究の履修資格は別途認定している。 

平成 26 年度は，1 名の編入学生を受け入れている。 

機能物質化学科 

 佐賀大学理工学部第 3 年次に編入学した者の単位認定に関する申合せに定めており，62

単位の単位認定を行っている。編入学生は，教員免許状又は各種資格取得のため，高等専

門学校等で修得した科目の単位を，本学部における授業科目の履修とみなし認定すること

がある。また，佐賀大学理工学部機能物質化学科機能材料化学コース第 3 年次に編入学し

た者の単位認定に関する申合せで，卒業要件の専門教育科目 96 単位に関し，高等専門学校

等で習得した科目について，50 単位を超えない範囲で，教科書，ノート，シラバス等の提

出ならびに口頭又は筆記による試験を課し，学習内容の修得が保証できた科目について認

定することがある。また，JABEE 認定技術者教育プログラムからの編入学生の単位認定に

ついては，当該プログラムの科目の教科書，ノート，シラバス等の提出によって学習内容

の習得が保証できた科目について認定することがある。機能材料化学コースを希望する学

生の単位認定の申請時期は学年の始めとし，随時単位認定を行う。 

平成 27 年度は，編入学生を 4 名受け入れた。 

ー91ー



機械システム工学科 

 佐賀大学理工学部機械システム工学科第 3 年次に編入学した者の単位認定に関する申合

で，本学に編入学する前に高等専門学校又は短期大学等で履修した単位を機械システム工

学科の専門科目の 50 単位を超えない範囲で単位認定を行い，卒業要件単位に含めること

ができる。また，単位認定方法は，高専又は短大の授業の教科書，ノート，シラバス等の

提出および口頭又は筆記試験による試験を課し，学習内容の修得が保証できた科目につい

て認定する。さらに，JABEE 認定技術者プログラムからの編入学生については，当該プロ

グラムの科目の教科書，ノート，シラバス等の提出によって学習内容の修得が保証できた

科目について認定を行い，口頭又は筆記試験を免除している。 

平成 27 年度は，5 名の編入学生を受け入れている。 

電気電子工学科 

佐賀大学理工学部電気電子工学科第 3 年次に編入学した者の単位認定に関する申合せで，

本学に編入学する前に高等専門学校又は短期大学等で履修した単位を電気電子工学科の専

門科目の 50 単位を超えない範囲で単位認定を行い，卒業要件単位に含めることができる。

また，単位認定方法は，高専又は短大の授業の教科書，ノート，シラバス等の提出および

口頭または筆記試験による試験を課し，学習内容の修得が保証できた科目について認定す

る。さらに，JABEE 認定技術者プログラムからの編入学生については，当該プログラムの

科目の教科書，ノート，シラバス等の提出によって学習内容の修得が保証できた科目につ

いて認定を行い，口頭又は筆記試験を免除している。 

平成 27 年度は，5 名の編入学生を受け入れている。 

都市工学科 

 佐賀大学理工学部第 3 年次に編入学した者の単位認定に関する申合せに定めており，62

単位の単位認定を行っている。入学後の履修科目については，高等専門学校での学習内容

を確認しながら履修アドバイスを行っている。 

 

（６）博士前期課程との連携 

 理工学部では，大学院進学後の履修を先取りすることによって，学部と大学院の一貫教

育を促進することを目的として，平成 18 年度より理工学部の学生が，本学の大学院の以下

に示す特定の授業科目の科目等履修生となる場合， 検定料，入学料及び授業料を不徴収と

している(科目等履修生規程第 11 条第 3 項)。当該制度により修得した単位は，本学大学

院に入学した場合，所定の手続きにより申請を行えば，10 単位を超えない範囲内で，課程

修了の要件となる単位として認定される。 
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５ー２ 学士課程の授業方法 

 

５－２－１ 授業形態の組合せ・バランス 

 

授業科目の授業形態については，全ての学科において学科の教育目標に応じた構成をと

り，また，知能情報システム学科，機能物質化学科，機械システム工学科，電気電子工学

科は，JABEE 認定分野別要件に従い，講義・演習・実験・実習の授業形態のバランスを図

っている。 

 

各学科の状況は以下の通りである。 

数理科学科 

  授業科目の授業形態については，学科の教育目標に応じた構成をとり，講義と演習のバ

ランスを図っている。3 年次までの専門教育科目に，その効果的な実践を促す意味で演習

科目が設定されており，その一部にティーチング・アシスタントが配置されて教員と連携

して支援にあたっている。また卒業研究は，4 年間の学部教育課程の集大成として，少人

数の対話・討論型授業の要件を満たしている。  

物理科学科 

授業科目の授業形態については，学科の教育目標に応じた構成をとり，また，効果的な

学習のために講義・演習・実験の授業形態のバランスを図っている。専門基礎科目には，

その効果的な実践を促す意味で演習と実験科目が設定されている。演習科目にはティーチ

ング・アシスタントが配置されて教員と連携して支援にあたっている他，一つの演習科目

に数名の教員が連携しながら教育を行っている。実験に関しては，2 人～7 人以下の少人

数単位の教育を行っている。また，卒業研究は，4 年間の学部教育課程の集大成として，

少人数の対話・討論型，研究参加型授業の要件を満たしている。 

知能情報システム学科 

JABEE の学習･教育目標の項目ごとの達成度を，知識を有するレベル，基本的な活用がで

きるレベル，発展的に応用できるレベルなどと設定している。目標のそれぞれ項目に対応

した講義科目，演習科目，実験科目は，設定された達成度に応じてバランス良く配置され

ている。 

機能物質化学科 

授業科目の授業形態については，学科の教育目標に応じた構成をとっている（「理工学部

で何を学ぶか」に記載）。JABEE 認定分野別要件を満たすことが JABEE 審査チームに認めら

れ，講義・演習・実験・実習の授業形態のバランスが適切なことが確認されている。  

機械システム工学科 

学習・教育目標を達成させるためカリキュラム設計を行っている。 専門基礎科目および

専門科目（必修科目）の一部においては，その効果的な実践を促す意味で演習科目が設定

されており，演習科目にはティーチング・アシスタントが配置されて教員と連携して支援
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にあたっている。とくに単位よりも, 学生と教員のコンタクトタイムを考慮した授業形態

がとられている。  

電気電子工学科 

授業科目の授業形態については, 学科の学習・教育目標に応じた構成をとり, また,講

義・演習・実験・実習の授業形態のバランスを図っている。専門基礎科目および専門科目

の必修科目の一部には, その効果的な実践を促す意味で，「演習科目」または「講義と演習

が一体化した科目」が設定されている。これらの科目にはティーチング・アシスタントが

配置され，教員と連携して支援にあたっている。 また，一部の演習科目では，数名の教員

が連携しながら教育を行っている。電気電子工学実験 A～D に関しては, 5 人以下の少人数

単位の教育を行っている。卒業研究は, 4 年間の学部教育課程の集大成として, 少人数の

対話・討論型授業の要件を満たしている。  

都市工学科 

授業科目の授業形態については，学科の教育目標に応じた構成をとり，また，講義・演

習・実験の授業形態のバランスを図っている。専門基礎科目には，その効果的な実践を促

す意味で演習科目が設定されている。実験・演習科目にはティーチング・アシスタントを

配置して教員と連携して支援にあたっている他，一つの実験・演習科目に数名の教員が連

携しながら教育を行っている。なお，実験に関しては，可能な限り少人数単位となるよう

な構成で教育を行っている。 

 

 

５－２－２ 単位の実質化への配慮 

 

（１）授業開講意図と履修モデルの周知 

全ての学科において，学位授与の方針，教育課程編成・実施の方針や学習・教育到達目

標（JABEE 対応学科）に従ってカリキュラムの編成趣旨を記述した開講意図，到達目標，

成績評価の方法と基準をシラバスに明記し，さらに教育課程の編成・実施の方針に沿った

授業科目の流れを示す履修モデルおよびカリキュラムマップを明確に定め，「理工学部で

何を学ぶか」に掲載している。これらにより，学生が単位修得のために必要な学習計画の

作成を可能としている。 

 

（２）授業時間外の学習のための工夫 

 全ての授業科目で課題を与え，それをシラバスに明記し，授業時間外の学生の自己学習

を促している。 

 全教員がオフィスアワーを設定しており，オンラインシラバスで公開している。 

  多くの学科で Web や e-Learning を活用して，課題の提出，学修の管理が行われている。

また，全ての学科で自習室が設けられており，学生の学修に活用されている。 

 

（３）GPA の実施状況 

 全ての学科において，履修指導は，全学で定められた GPA を用いて組織的に行われてい
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る。GPA に応じて成績優秀者の表彰が行われている。GPA 値が低い学生については，各学科

の指導指針に応じて履修指導を行っている。 

 

（４）履修登録制限の実施状況 

 理工学部では学期当り 25 単位の履修制限を行っているが，平成 23 年度に全学で制定さ

れた「履修科目として登録できる単位数の上限等に関する方針」に基づき，履修制限等の

見直しを行い，平成 24 年度に「佐賀大学理工学部における履修科目として登録できる単位

数の上限に関する内規」を新たに設け，平成 27 年度入学生に対しては以下の内容で適用し

た。 

学科・年次・学期ごとの登録単位数の上限 （平成 27 年度） 

学 科 
卒業要件 

単位数 

1 年次 2 年次 3 年次 

前学期 後学期 前学期 後学期 前学期 後学期

数理科学科 124 23 23 23 22 22 20 

物理科学科 124 22 22 22 22 22 22 

知能情報システム学科 127 22 22 22 22 22 22 

機能物質化学科 124 22 22 22 22 22 22 

機械システム工学科 126 22 22 22 22 22 22 

電気電子工学科 128 21 21 23 23 22 22 

都市工学科 124 22 22 22 22 22 22 

 

上記に関わらず，学期末に当該学期の成績優良者として認定を受けた学生については，申

請により翌学期における登録単位数制限を超えた履修を許可しており，学生個々の就学状

況に応じたある程度の柔軟性をもたせている。 

 

５－２－３ シラバスの作成と活用 

 

（１）シラバスの公開状況 

シラバスは，「シラバス作成に関する内規」に従って，開講年度，講義コード，科目名，

曜 / 限，単位数，開講時期，担当教員 (所属)，講義概要 (開講意図，到達目標を含む)，

聴講指定，授業計画，成績評価の方法と基準，教科書・参考書，オフィスアワーという項

目を記載することになっている。授業の開講第 1 日に，シラバスを用いて授業に関して

説明をすることが義務づけられている。また，平成 26 年 2 月に制定された「シラバス点検

及び改善に関する要項」に基づき組織的にシラバスの点検を実施した。 

単位の実質化に対応するため，平成 20 年度からオンラインシラバスに「自主学習を促す

ための課題」を明記することにした。また，大学評価・学位授与機構から，下記のとおり

改善を要する点として指摘があったことから，試験問題等の「開示リスト」および「開示

方法」を追加記載した。 

 

（２）シラバスに対応した授業の実施 

平成 27 年度の学生による授業評価アンケートの結果によると，「授業の内容はシラバス

に基づいていましたか」の設問に対しては，「全くそうは思わない」あるいは「そうは思わ
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ない」の割合は低く，「そう思う」，「全くその通りだと思う」の合計が各学科共に 60～70％

となっていることから，シラバスが適切に活用されていることが判る。 

 各学科の状況は以下の通りである。 

平成 27 年度前期 授業評価アンケート結果より抜粋 

 

平成 27 年度後期 授業評価アンケート結果より抜粋 

授業の内容はシ

ラバスに基づい

ていましたか 

シラバスの

内容を把握

していない

ため分から

ない 

全くそう思

わない 
そう思わな

い 
どちらとも

いえない 
そう思う 全くその通

りだと思う 
回答なし 

数理科学科 8.38% 0.00% 2.40% 32.34% 44.91% 11.98% 0.00%

物理科学科 22.88% 0.00% 1.69% 22.03% 35.59% 17.80% 0.00%

知能情報  

システム学科 
9.39% 0.52% 2.09% 19.48% 59.83% 8.70% 0.00%

機能物質  

化学科 
8.61% 0.66% 2.32% 13.58% 50.99% 23.84% 0.00%

機械システム

工学科 
9.98% 0.52% 1.89% 19.28% 54.04% 14.29% 0.00%

電気電子  

工学科 
2.17% 0.39% 2.46% 19.19% 58.27% 17.52% 0.00%

都市工学科 3.47% 1.08% 3.04% 18.66% 58.35% 15.40% 0.00%

授業の内容はシ

ラバスに基づい

ていましたか 

シラバスの

内容を把握

していない

ため分から

ない 

全くそう思

わない 
そう思わな

い 
どちらとも

いえない 
そう思う 全くその通

りだと思う 
回答なし 

数理科学科 9.72% 1.39% 1.85% 27.78% 39.81% 19.44% 0.00%

物理科学科 24.20% 0.00% 0.00% 17.81% 51.60% 6.39% 0.00%

知能情報  

システム学科 
7.65% 1.22% 2.91% 20.80% 54.13% 13.30% 0.00%

機能物質  

化学科 
10.36% 0.51% 0.34% 16.13% 55.01% 17.66% 0.00%

機械システム

工学科 
8.69% 0.50% 1.51% 17.25% 55.92% 15.99% 0.13%

電気電子  

工学科 
4.03% 0.36% 2.01% 17.54% 56.64% 19.43% 0.00%

都市工学科 3.43% 1.20% 1.54% 16.81% 56.95% 20.07% 0.00%
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５－２－４ 学力不足の学生への配慮 

 

１）自主学習 

全ての授業科目で課題を与え，それをシラバスに明記し，授業時間外の学生の自主学習

を促している。 

 全教員がオフィスアワーを設定しており，佐賀大学学生センターHP にて公開されている。

（http://www.sc.admin.saga-u.ac.jp/officehour.html） 

  多くの学科で Web や e-Learning を活用して，課題の提出，学修の管理が行われている。

また，全ての学科で自習室が設けられており，学生の学修に活用されている。 

 

(1.1) 自習室の設置状況 

数理科学科 

 2 スパンの自習・相互学習のスペースを「コミュニケーションルーム」として設置し，さ

らに 2 スパンのセミナー室 1 室と 1 スパンのセミナー室 4 室を，講義・セミナー以外の時

間に自習室として開放している。 

物理科学科 

 卒業未配属の学生のために各 1 スパンの部屋が 2 部屋あり，各自習室にテーブル 2，椅

子 8，黒板またはホワイトボード，本棚が設置されている。本棚には参考書等平均 20 冊が

置かれている。また，ゼミなどに使用している演習室についても，授業に支障がない限り，

学生の自習室として開放している。 

知能情報システム学科 

学生の自習に利用することができる部屋を整備している。常設の自習室は理工学部 6 号

館１Ｆ105 号室で，その収容人数は 20 人である。また，講義に使用していない時間帯であ

れば，理工学部 7 号館 1Ｆの AV 講義室，コンピュータ演習室も学生の自習に利用できるよ

うになっている。 

機能物質化学科 

理工学部 9 号館の 2−8 階の各階にあるリフレッシュホールを自習室としても活用できる

よう，静穏と空調のための仕切り，テーブル 4～6，椅子 8～12 個，プロジェクターおよび

電動スクリーンを設置して自習できるスペースとして改修整備をしている。 

 1―3 年生には学生実験（基礎化学実験ⅠおよびⅡ，機能物質化学実験Ⅰ―Ⅳ）が開講さ

れているが，実験終了後，実験室やリフレッシュホールを利用してレポートを作成してい

る。また，卒業研究に着手している 4 年生は，各研究室で個別の学習用スペースや共用の

パソコンが与えられており，自習環境は整備されている。卒論未配属の学生のために約

23m2 の図書室を設置し，辞書・辞典，実験化学講座，最新の学術雑誌を置いて授業時間外

に自習学習を行える環境を提供している。その他，3～8 階リフレッシュホールには資格取

得に役立つ本を整備している。平成 19 年度後期より，再試験の前に各科目群ごとに質問を

受け付ける時間を学科として設け（計 4 コマ分），成績不振者の質問を受ける時間を設け，

自主学習を助けた。 

ー97ー



機械システム工学科 

学生の自習に利用することができる部屋を整備している。常設の自習室としては理工学

部 1 号館南棟 2 階 218 号室を準備し，また講義に使用していない時間帯であれば，理工学

部 1 号館中棟 4 階 401 号室および南棟 4 階 401 号室も学生の自習に利用できるようになっ

ている。 

電気電子工学科 

自習室として 8 号館に 2 スパンの部屋を用意している。自習室には， 机，椅子，パーソ

ナルコンピュータ等が設置されており, 授業時間外に学部の 1～3 年次生が自習学習を行

える環境を提供している。自習室には利用記録ノートが設置され, 利用者が記入している。

また，リフレッシュコーナーとして，5 号館に 4 室設けており，机，椅子を配置し，自習

や実験レポートの作成などに利用されている。 

電気電子分野の参考書は電気電子工学専攻・学科系図書室にも置かれており, 学生実験

報告書の作成等に利用される。電気電子工学専攻・学科系図書室は 2 スパンの部屋であり, 

机 3，椅子 12，本棚 22 が設置されている。本棚には参考書等約 400 冊/棚が置かれている。

毎年の各部屋の平均利用日数 200 日／年, 平均利用時間 6 時間／日, 平均利用人数 5～6

人／週である。 

情報機器の整備状況は，学生の学修状況や就職支援にも利用するために，事務室の貸出

用を含め,  各研究室に計 300 台以上のパソコンがあり，学内 LAN に接続可能となってい

る。 

これら自主的学修環境についての学生アンケートはとっていない。 

都市工学科 

理工学部 2 号館別棟 1 階に図書室・就職支援・自習室を兼ねた 6 スパンの部屋を設け，

テーブル 4，椅子 16，掲示板を設置している。本棚には，学科と関連性が深い和・洋書籍

約 3,000 冊の他に，就職対策用の参考書等が約 50 冊置かれている。また，平成 22 年に改

修された理工学部 3 号館では，109 室に 2 スパンのコミュニケーションルーム（机 7，椅

子 25），106 室に 1 スパンの自学自習室（机 2，椅子 16），309 室に 1 スパンのリフレッシ

ュルーム（机 3，椅子 11）を設置し，非常に高い頻度で学生が自習等に利用されている実

態がある。 

 

(1.2) 自己学習のための工夫の例 

 

数理科学科 

科目名 内容 

応用数理の世界 講義内容に付随する演習問題を宿題として課し，次回

の講義でその解答を解説した。 

物理科学科 

科目名 内容 

相対論 演習問題を収録した自作のテキストを公開し，学生が

予習・復習をできるようにしている。 
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理工学基礎科学（宇宙論入門） 演習問題を収録した自作のテキストを公開し，学生が

予習・復習をできるようにしている。 

波動 講義で使用する自作の教材を公開し，学生が予習・復

習できるようにしている。 

 

知能情報システム学科 

科目名 内容 

プログラミング演習Ｉ 理解不足を解消して理解をより深めるために，学習ア

ドバイザ，ティーチングアシスタントを配置した。 

データ構造とアルゴリズム 講義資料の電子化による提供。確認テストの解答など

の公開。QA 集の公開。 

基礎解析学 I 

 

毎週，具体的に予習宿題を出し，その内容に関する小

テストを行った。また，TBL 型の講義にし，グループ

ワーク形式で課題に取り組ませ，学生に発表させた後

に教員が解説することにより，その場で理解が深まる

ような配慮をした。さらに，小テスト・確認テストの

成績が悪い学生には，次回の講義日の前日までに宿題

を提出させるようにした。これに加えて，再試験を実

施する前には，自習期間を設けて 20 コマ分の学習を

義務付けた。 

基礎解析学 II 同上 

工業数学 I 同上 

線形数学 I 毎週，具体的に宿題を出し，翌週の講義ではその内容

に関する。小テストを実施した。また，講義をすべて

録画し，Web 上で配信した。さらに，小テスト・確認

テストの成績が悪い学生には，次回の講義日の前日ま

で宿題を提出させるようにした。 

確率統計 講義資料の電子化による提供。課題プリントおよび解

答例の公開。 

記号論理学 同上 

人工知能 同上 

論理設計 過去の中間テスト，期末テスト，授業内確認テストを

佐賀大学の e ラーニングサイトで公開し，オンライン

で受験と採点（答え合わせ）が出来るようにした。 

プログラミング概論 1 同上 

プログラミング概論 2 同上 

ソフトウェア工学 Moodle を用いて講義 HP を運営し,各種のコンテンツ

提供,レポートの回収,評価結果のフィードバック等

を行った。また，Moodle 版大福帳を活用して，毎回の

授業で学生の意見・コメントを収集し，それに回答す

ることでコミュニケーション促進を図った。  

情報システム実験 同上 

数値解析 理解度を試す問を含む講義資料の配付（講義中にプロ

ジェクタで映したグラフの PDF も提供）。小テストの
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問題および解答例の提供。過去の小テストや定期試験

の一部も自習用練習問題として解答例付きで提供 

モデル化とシミュレーション 講義資料の電子化による提供，毎回の課題提示 

モデル化とシミュレーション

実験 

講義資料の電子化による提供 

グラフと組み合わせ 講義資料の電子化による提供，毎回の課題提示 

 

機能物質化学科 

科目名 内容 

無機化学 II 課題を課し,講義後の復習を促した。 

溶液化学 できるだけ平易な内容の課題レポートを課した。 

生物化学・構造生物化学 予習課題として,テキストの要点のまとめや疑問点の

メモを課している。学習意欲の高い学生はきちんと事

前に教科書を読み分からないところを質問してきて

いる。 

 

機械システム工学科 

科目名 内容 

線型代数学 シラバスと連動した章立てになっている教科書を使

用し，予習がしやすい環境を整えた。 

機械制御 II シラバスと連動した章立てになっている教科書を使

用し，予習がしやすい環境を整えた。 

 

電気電子工学科 

科目名 内容 

基礎物理学 A 中間試験前，定期試験前に前年度の試験問題を

LiveCampus によりダウンロードできるようにし，試

験対策の一助とした。 

電磁気学 D 及び演習 中間試験前，定期試験前に前年度の試験問題を

LiveCampus によりダウンロードできるようにし，試

験対策の一助とした。 

電気電子工学自主学習 科目ではないが，1 年生の時間割の空き時間に教室を

確保し，学習アドバイザを配置し，自学自習の場を提

供するとともに，学生の質問などに応えられるように

している。 

 

都市工学科 

科目名 内容 

工業数学 毎回宿題を課し，次回授業の最初に 20 分程度宿題か

ら作成した小テストを行い，理解度の向上と自己学習

を習慣づけることに努めた。 

地震工学 同上 
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（２）補習授業の取り組み 

教員が学生の学習指導等を行う「チューター制度」，指定された時間に自由に学生が質問

出来る「オフィスアワー制度」等以外の新たな学習相談体制として，学生が仲間同士で学

習支援を行う「学習アドバイザー」制度が平成 21 年度より立ち上がった。これは，特に 1 

年次学生を対象に，勉強の仕方が分からない等の学習上の悩みの原因を取り除き，学習意

欲が減退しないよう早期に支援を行うためのものである。さらに平成 24 年度以降は，入学

直後から適切な履修指導が行えるように「新入生アドバイザー」制度を設け，履修選択や

登録の相談に対応している。 

各学科の状況は以下の通りである。 

数理科学科 

 「チューター制度」，「オフィスアワー制度」，「ラーニング・ポートフォリオ」などを組

み合わせて，成績不振者に対して丁寧な指導を行っている。 

物理科学科 

「チューター制度」，「オフィスアワー制度」などを組み合わせて，成績不振者に対して

丁寧な指導を行っている。 

知能情報システム学科 

学科内で初年次学生の学修状況を共有し，成績不振の学生に対しては，教務委員および

チューターが個別に指導を行っている。また，数学科目とプログラミング科目では，学習

アドバイザーが学生からの質問に応じている。 

機能物質化学科 

学期開始時に全学生に対してチューター面談を実施し，前学期の成績や今学期の時間割

を確認するなどして学生への履修指導を行っている。特に成績不振である学生に対しては，

教務委員およびチューター教員が保護者を交えた面談を行い，状況を相互に確認しながら

学習・生活指導を各学期に行っている。 

機械システム工学科 

在学中の学生で単位を修得出来なかった学生を主たる対象として，機械工学基礎演習を

実施している。対象科目は微分積分学 I，微分積分学 II，工業力学 I, 工業力学 II，線形

代数学であり，それぞれの科目毎に上記演習を開講している（自由科目として卒業要件単

位に含めない）。 

電気電子工学科 

個別の面談，補習などの事例がある。必修の講義科目や演習科目では，学科で期間を設

定し，補講や再試験などを実施し，学生が勉学に集中する機会を与え，合格率の向上に努

めている。実験科目についても，再実験やレポ－ト再提出の機会を設けることで，理解度

の向上に努めている。また，成績不振の学生に対しては，チューターあるいは担任が個別

に指導を行い，必要に応じて学科主任や教務委員が支援している。 

都市工学科 

必修科目を担当している教員が中心になって，学生が 3 回以上連続して欠席した場合な

どにはその情報をメールで流し，情報の共有化を図っている。チューターはこの情報に基

づいて適宜学生を呼び出し，面談を通して適切な指導を行っている。 
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（３）リメディアル教育の実施状況 

 全学教育機構で開講されている共通専門基礎科目（数学，物理学等）の実施に，理工

学部の教員が協力している。また，平成 23 年度から開始した推薦入学合格者を対象とする

e ラーニングシステムを用いた双方向の入学前遠隔学習を，平成 25 年度は一般入試合格者

にも拡大して継続実施した。また、平成 26 年度には同じく e ラーニングシステムを用い

た入学後のリメディアル物理基礎教育のシステムを立ち上げ、平成 27 年度より運用を開

始した。 

各学科での取り組みについては，以下の通りである。 

 

数理科学科 

 e ラーニングシステムを活用するための準備とデータ蓄積を行っている。 

物理科学科 

リメディアル授業を過去（平成 19 年度）に実施したが，平成 26 年度は実施していない。  

知能情報システム学科 

 学部教育としては実施していない。ただし，新入生へ入学前に「入学準備学習帳」を送

付し，入学時点で必要となる数学能力レベルを明示すると共に，そのレベルに達するため

の予習を指示している。 

機能物質化学科 

科目として設けてはいないが，1 年次に履修する共通専門基礎科目および化学基礎Ⅰ～

Ⅳ及び演習のカリキュラムに計画的に組み込んであり，自宅での学習課題や講義中の演習

課題として基礎的な問題を随時とりあげることで，基礎学力の修得を図っている。 

機械システム工学科 

 独立した補習授業（いわゆるリメディアル授業）では, 現実に進行している講義との関

連付けが明白ではないため，機械システム工学科では以下の手段で補習授業を実現してい

る。 

 (i)自由科目として設定 

1.基礎科目 微分積分学 I,II，線形代数学，工業力学 I,II には，機械工学基礎演習とい

う高校レベルからやり直すことができる演習科目を設けている。 

2.それらの講義では, 「大学への数学」や「大学入試問題」の中から，よい問題をピック

アップし，学生に解かせている。  

(ii)日々の講義における配慮: 中間試験や定期試験の問題に，高校までの物理や数学の知

識を必要とするものをとりいれ，学生たちが積極的に高校の教科書を復習するように方向

付けている。 

電気電子工学科 

学部教育としては実施していない。また，新入生へ入学前に入学時点で必要となる数学

能力レベルを明示し，数学の課題を合格通知と同時に送付して解かせ，新入生オリエンテ

ーションの際に提出を義務付けている。なお，平成 24 年度以降は，推薦入学による入学生

に対して，理工学部として e ラーニングを利用した入学前学習を導入しており，この制度

を電気電子工学科も利用を継続している。  
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都市工学科 

 「基礎物理数学演習」(1 年後期，1 単位，自由科目)において，一部，高校レベルの物理

数学の内容を含む，復習や再教育の場として実施している。 

 

５ー３ 学士課程の成績評価 

 

５－３－１ 学位授与方針 

 

 平成 22 年度に，学位授与の方針を定めた。学位授与の方針は，学生に身につけさせる学

習成果を具体的に示している他，卒業認定の方法，学位の審査方法について示している。 

 

以下 に平成 27 年 3 月教授会承認の学位授与の方針を記す。 

 

 

理工学部 学位授与の方針 

数理科学科 

【学位授与の方針】 

佐賀大学学士力及び学部・学科の目的を踏まえ，学生が身につけるべき以下の具体的学習成果

の達成を学位授与の方針とする。また，学則の定める卒業の認定の要件を満たしたものには，教授

会の議を経て，学長が卒業を認定し，学位記を授与する。 

 

１．基礎的な知識と技能 

(1) 文化・自然・現代社会と生活に関する基礎的科目を修得し, 幅広い教養に裏打ちされた広範な

視点をもつ能力を身につけている。 

(2) 言語・情報・科学に関する基礎科目を履修・修得し, 日本語と英語による基礎的コミュニケーショ

ン能力を身につけている。 

(3) 基礎的数学から応用にいたるまでの幅広い知識と高度な計算能力を有し, それらを社会に役立

てることができる。 

 

2．課題発見・解決能力 

(1) 講義と演習を通して数学に関連した様々な問題について関心・理解を持ち, 論理的厳密な思考

に基づいて問題解決に取り組むことができる。 

 

(2)数学の様々な分野の専門科目を広範に履修することにより，数学の各分野における問題を理解

し，それらを解決するための論理を修得する。 

(3)卒業研究を通して専門書を読解し，直面する諸問題を正確に理解し，解析する力と自分自身の

考えを相手に伝える能力を身につける。 
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3. 個人と社会の持続的発展を支える力 

(1) 社会に広く存在する多様な需要や問題を認識し, 数学的立場から，これらに対処できる。 

(2) 幅広い教養と数学的論理性を用いて様々な問題を解決し,これにより自己の思考能力，判断能

力を持続的に発展させる。 

(3) 生涯を通じて数学的論理性に基づく冷静で正確な判断力を保持し続け,社会の発展に寄与す

る。 

 

物理科学科 

【学位授与の方針】 

佐賀大学学士力及び学部・学科の目的を踏まえ，学生が身につけるべき以下の具体的学習成果

の達成を学位授与の方針とする。また，学則の定める卒業の認定の要件を満たしたものには，教授会

の議を経て，学長が卒業を認定し，学位記を授与する。 

 

１．基礎的な知識と技能 

（１）文化・自然・現代社会と生活に関する基礎科目を履修し、自然現象を理解する取り組みの意

味付けを俯瞰、考察することができる。 

（２）言語・情報・科学リテラシーに関する授業科目を履修し、自然を記述する数学と論理表現の

技術を身につけ、情報を効果的に伝達する能力をもつ。 

（３）理工学を支え、最先端科学技術の基盤となる物理学を学習している。 

 

２．課題発見・解決能力 

（１）実験・実習学習において、実験の過程で生起している問題点・状況を把握し、論理的・科学

的な考察に基づいて適切に解決することが出来る。 

（２）卒業研究に於いて先端的な研究にふれ、各領域での実践を経験し、課題を発見し解決する

能力を身につけている。 

（３）広範な領域の物理学を発展的に学習し、現代社会がもつ科学・技術上の諸課題を考察でき

る。 

 

３． 個人と社会の持続的発展を支える力 

   （１）多様な文化と価値観を理解し、社会や他者と共存できる。 

   （２）様々な問題に積極的に関心を持ち自主的に学習を継続し、自己を活かして社会に参画する

能力を身につけている。 

   （３）高い倫理観を身につけ、社会人として社会的に責任のある行動をとることができる。 

 

知能情報システム学科 

【学位授与の方針】 

佐賀大学学士力及び学部・学科の目的を踏まえ，学生が身につけるべき以下の具体的学習成果

の達成を学位授与の方針とする。また，学則の定める卒業の認定の要件を満たしたものには，教授会
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の議を経て，学長が卒業を認定し，学位記を授与する。 

 

１．基礎的な知識と技能 

(1) 世界を認識するための幅広い知識を有機的に関連づけて修得し、文化（芸術及びスポーツ

を含む）的素養を身につけている。 

(2) 健全な社会や健康な生活に関する種々の知識を修得し、生活の質の向上に役立てることが

できる。 

(3) 日本語での文書作成および口頭発表を通じて正確かつ論理的に情報を伝えるとともに、効

果的な討論を行うコミュニケーション能力を修得している。また、英語による文書作成に関す

る基礎的能力を修得している。 

(4) 情報システムに関連する、数学および自然科学を中心とした理工学の基礎を理解し、それら

を応用することができる。 

 

２．課題発見・解決能力 

(1) コンピュータサイエンスを理解し、現代社会および専門領域における課題発見および解決のた

めにそれを応用することができる。 

(2) 各種の情報システムの原理や構造を理解し、その設計および実装を効果的かつ系統的に行う

ことができる。 

(3) 課題解決のために、個人としてだけではなく、他者と協調・協働してグループとして行動すること

ができ、そのグループの中で自らの役割を遂行することができる。 

 

３．個人と社会の持続的発展を支える力 

(1) 文化や伝統などの違いを踏まえて、平和な社会の実現のために他者の立場で物事を考える

ことができる。また、自然環境や社会的弱者に配慮することができる。 

(2) 与えられた課題を解決するために，日本語および英語で書かれた情報の収集，必要な知識

の獲得，計画の立案，自主的かつ継続的な計画推進の各能力を修得し，これらを活かして

社会に貢献する意欲がある。 

(3) 情報システムが社会の様々な分野に及ぼす影響を総合的に理解し、情報技術者としての倫

理と責任を自覚している。 

 

機能物質化学科 

［物質化学コース（学術教育プログラム）］ 

【学位授与の方針】 

佐賀大学学士力及び学部・学科の目的を踏まえ，学生が身につけるべき以下の具体的学習成果

の達成を学位授与の方針とする。また，学則の定める卒業の認定の要件を満たしたものには，教授会

の議を経て，学長が卒業を認定し，学位記を授与する。 

 

１．基礎的な知識と技能 

（１）人文・社会・自然科学に関する科目を幅広く修得し, 現代社会における化学の役割を多面
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的に理解している。 

（２）言語・情報・科学に関する基礎科目を修得し，日本語による論理的な記述力・コミュニケーシ

ョン能力と英語による基礎的コミュニケーション能力を身につけ，情報処理技術を活用して適切

に情報を収集・処理することができる。 

（３）基礎化学から応用化学までの幅広い知識と実践力を修得し，化学を通して社会に役立つ能

力を身につけている。 

 

２．課題発見・解決能力 

（１）大学入門科目やインターフェース科目を修得し，現代社会における諸問題を多面的に考察

することができ，また適切な情報収集と総合的な分析を行って，解決のための提案を行うことが

できる。 

（２）専門科目の講義や実験・研究科目を修得して実践的な専門知識を学び，直面する諸問題

を自主的に解決できる能力を身につけている。 

（３）共同で実施する実験・演習を通してグループ内での協調・協働した行動が実践でき，また率

先した行動をとることができる。  

 

３．個人と社会の持続的発展を支える力 

（１）文化・環境などの講義科目を修得して多様な文化と価値観や自然環境を理解し，化学知識

を通して社会と共生できる。 

（２）実験・研究科目を修得し，様々な問題に対して自主的かつ継続的に問題解決に向けて取組

むことができる能力を身につけている。 

（３）教育課程を通して高い倫理観と人間性を養い，化学的な基礎知識を修得した社会人として

社会的に責任のある行動をとることができる。 

 

［機能材料化学コース（技術者教育プログラム：JABEE 認定）］ 

【学位授与の方針】 

 佐賀大学学士力及び学部・学科の目的を踏まえ，学生が身につけるべき以下の具体的学習成果の

達成を学位授与の方針とする。また，学則の定める卒業の認定の要件を満たしたものには，教授会の

議を経て，学長が卒業を認定し，学位記を授与する。 

 

１．基礎的な知識と技能 

（１）人文・社会・自然科学に関する科目を幅広く修得し, 現代社会における化学の役割を多面

的に理解している。 

（２）言語・情報・科学に関する基礎科目を修得し，日本語による論理的な記述力・コミュニケーシ

ョン能力と英語による基礎的コミュニケーション能力を身につけ，情報処理技術を活用して適切

に情報を収集・処理することができる。 

（３）基礎化学から応用化学までの幅広い知識と実践力を修得し, 自立した化学技術者としての

能力を身につけている。 
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２．課題発見・解決能力 

（１）大学入門科目やインターフェース科目を修得し，現代社会における諸問題を多面的に考察

することができ，また適切な情報収集と総合的な分析を行って，解決のための提案を行うことが

できる。 

（２）専門科目の講義や実験・研究科目を修得して実践的な専門知識を学び，直面する諸問題

を自主的に解決できる能力を身につけている。 

（３）共同で実施する実験・演習を通してグループ内での協調・協働した行動が実践でき，また率

先した行動をとることができる。  

 

３．個人と社会の持続的発展を支える力 

（１）文化・環境などの講義科目を修得して多様な文化と価値観や自然環境を理解し，化学技術

を通して社会と共生できる。 

（２）実験・研究科目を修得し，様々な問題に対して自主的かつ継続的に問題解決に向けて取組

むことができる能力を身につけている。 

（３）教育課程・化学技術者倫理などの科目を修得して高い倫理観と人間性を養い，化学技術者

として責任のある行動をとることができる。 

 

機械システム工学科 

【学位授与の方針】 

佐賀大学学士力及び学部・学科の目的を踏まえ，学生が身につけるべき以下の具体的学習成果

の達成を学位授与の方針とする。また，学則の定める卒業の認定の要件を満たしたものには，教授会

の議を経て，学長が卒業を認定し，学位記を授与する。 

 

１．基礎的な知識と技能 

(1) 人間社会と自然環境の調和を目指し，グローバルな視点から多面的に物事を考察することが

できる。 

(2) 生活者としての良識を備え，技術者として現代社会に対する責任を認識できる。 

(3) 機械工学習得に不可欠な基礎数学と力学の応用力を身につけている。 

(4) 機械工学の基礎およびその応用力を身につけている。 

(5) 工作実習，設計，製図を通してものづくり（作り make，造り design，創り create）の素養を身に

つけている。 

(6) 実験等を計画・遂行し，結果を工学的に考察することに関し，課題の発見や問題解決ができ

る。 

(7) プレゼンテーションをはじめとする国際的な技術コミュニケーション能力を身につけている。 

 

２．課題発見・解決能力 

(1) 演習科目，実験科目を中心とした実践演習型学習を通じて，機械工学を取り巻く現代社会の

種々の問題について関心・理解を持ち，工学的・論理的な思考に基づいて問題解決に取り組む

ことができる。 

(2) 実習科目，実験科目等を通じたグループ活動により，チームの一員としての協調・協力した

行動，リーダーシップを発揮した率先した行動，後輩等に対する指導力などを身に付け，実践で
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きる。 

(3) 卒業研究を通じた学習・研究活動により，課題・問題点の抽出，解決方法の提示とその実践

を自ら行う能力を修得しているとともに，プレゼンテーションやディスカッションの技術を身につけ

ている。 

 

３．個人と社会の持続的発展を支える力 

(1) 現代社会を取り巻く諸問題について，文化・伝統・宗教などの多様な価値観を踏まえ，共生

に向けた多面的考察をすることができる。 

(2) 幅広い視点から種々の問題に関心を持ち，その解決に取り組むことができるとともに，社会に

おける自らの役割について考察し，自己研鑽を続けることができる。 

(3) 技術者としての高い責任感と倫理観を有し，強いリーダーシップを発揮して社会の持続的発

展に積極的に貢献することができるとともに，自然環境や社会的弱者に配慮することができる。 

 

電気電子工学科 

【学位授与の方針】 

佐賀大学学士力及び学部・学科の目的を踏まえ，学生が身につけるべき以下の具体的学習成果

の達成を学位授与の方針とする。また，学則の定める卒業の認定の要件を満たしたものには，教授会

の議を経て，学長が卒業を認定し，学位記を授与する。 

 

１．基礎的な知識と技能 

（１）世界を認識するための幅広い知識を有機的に関連づけて修得し、文化（芸術及びスポーツ

を含む）的素養を身につけている。 

（２）健全な社会や健康な生活に関する種々の知識を修得し、生活の質の向上に役立てることが

できる。 

（３）日本語を使って、論理的な思考に基づいたプレゼンテーション、コミュニケーション、討論を

することができる。基本的な技術英文書を理解することができ、基礎的な英文の作成能力を身に

つけている。初修外国語を用いて、簡単な会話ができ平易な文章を読み書きすることができる。 

（４）科学的素養を身につけて、専門用語を正しく用いた論理的かつ明解な文書を作成すること

ができる。 

（５）文献やインターネットを利用して自ら情報を収集することができる。 

（６）数学、物理、情報といった電気電子工学の基礎知識を習得している。 

（７）電気回路、電子回路、電磁気学といった電気電子工学の基盤となる専門知識を習得してい

る。 

（８）基本的な電気電子実験機器の適切な使用方法を習得している。 

（９）社会に貢献し人と自然に優しい革新的未来技術を創出するための、電気電子工学の応用に

関わる専門知識を習得している。 

 

２．課題発見・解決能力 

（１）現代社会における諸問題を多面的に考察し、その解決に役立つ情報を収集し分析できる。 

（２）重要かつ本質的な問題を発見し、課題を設定すること、その課題解決に向けて自律的に計
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画・行動すること、そして自らが行った結果に対して考察することができる。 

（３）課題解決のために、他者と協調・協働して行動できる。また，他者に対して方向性を示すこと

ができる。 

 

３．個人と社会の持続的発展を支える力 

（１）地球的視点から文化・伝統・宗教などの違いを踏まえ、自分自身や自国の価値観、利益の

みでなく、他者や他国の立場に立った多面的思考能力を身につけている。 

（２）様々な問題に積極的に関心を持ち、自主的・自律的に学習を続けることができる。自己の生

き方を考察し、主体的に社会的役割を選択・決定し、生涯にわたり自己を活かす意欲がある。 

（３）高い倫理観を身につけ社会生活で守るべき規範を遵守し、自己の能力を社会の健全な発

展に寄与しうる姿勢を身につけている。 

 

都市工学科 

【学位授与の方針】 

佐賀大学学士力及び学部・学科の目的を踏まえ，学生が身につけるべき以下の具体的学習成果

の達成を学位授与の方針とする。また，学則の定める卒業の認定の要件を満たしたものには，教授会

の議を経て，学長が卒業を認定し，学位記を授与する。 

 

１．基礎的な知識と技能 

(1) 自然、文化、社会、生活に関する基礎的な知識を身につけている。 

(2) 英語による基礎的なコミュニケーション能力を身につけている。 

(3) 多方面からの情報を収集し、適切な判断や分析ができる。 

(4) 基礎的な知識と技法を用いたプレゼンテーション能力を身につけている。  

 

２．課題発見・解決能力 

(1) 現代社会及び都市工学に関する諸問題を理解し、多面的に考察することができる。 

(2) 都市工学に関する知識や技法を応用し、課題解決に取り組むことができる。 

(3) 都市工学に関する課題解決のため、他者と協調・協働して取り組むことができる。 

 

３．個人と社会の持続的発展を支える力 

（1）自然環境、文化や伝統、多様な価値観を有する現代社会に配慮し、自主的・自律的に学習

を続ける姿勢を身につけている。 

（2）専門的知識・能力を持ち、倫理観を備えた職業人として社会の健全な発展に寄与しうる姿勢

を身につけている。 

 

 

５－３－２ 成績評価基準の組織的策定と学生への周知 

 

 成績評価は，佐賀大学学則，理工学部規則および教育課程編成・実施の方針に定めてら

れており，佐賀大学学則は「学生便覧」に，理工学部規則および理工学部履修細則は「理

工学部で何を学ぶか」に記載されている。学位授与の方針，教育課程編成・実施の方針は，
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ホームページで公開されている。学生便覧と理工学部で何を学ぶかは，入学時に学生に配

布されると同時にホームページにも掲載され，各学科にてオリエンテーション時に説明が

なされている。また，授業科目毎の具体的な成績評価基準は該当科目のシラバスに明記さ

れており，オンラインシラバスで公開されている。 

 

各学科の状況は以下の通りである。 

数理科学科 

 学則等を学生便覧に掲載している。授業科目毎の成績評価の基準は，シラバスに記載し

ている。 

物理科学科 

 学則等は「学生便覧」に明記するとともに，その冊子を学生全員に配布し，入学時ガイ

ダンスにおいても，教員から学生に説明されている。さらに，個々の科目の具体的な成績

評価基準はシラバスに明記されている。 

知能情報システム学科 

 各科目の成績評価基準と方法は LiveCampus 上の公式シラバスに明記している。卒業判定

基準は「理工学部で何を学ぶか」に記載している。卒業判定に重要な卒業研究の成績評価

については，学科のホームページ(http://www.is.saga-u.ac.jp/)の JABEE のページに「卒

業研究判定評価票」と「卒業研究判定方法」を学科内で公開し学生の周知を図っている。 

機能物質化学科 

 学則等を学生便覧に掲載している。成績評価基準は Live Campus 上に公開している「シ

ラバス」に記載している。また，各学期の初回の授業において，教員によるシラバスの解

説が行われ学生への周知を徹底している。 

 卒業判定基準は「理工学部で何を学ぶか」に明記するとともに，その冊子を学生全員に

配布し，入学時，及び新学期の教務ガイダンスにおいても，教員から学生に説明されてい

る。 

機械システム工学科 

学則等を学生便覧に記載している。学生便覧は入学時にすべての学生に配布されている。 

機械システム工学科では, 入学時に新入生オリエンテーションを開催し, 成績評価と卒

業のための条件について資料を配布した上で説明している。 

科目ごとの成績評価はシラバスに記載されている。 

電気電子工学科 

学則等を学生便覧に掲載している。授業科目毎の成績評価の基準と方法は，LiveCampus

上の公式シラバスに記載している。 

 卒業判定の基準は「理工学部で何を学ぶか」に明記するとともに, その冊子を学生全員

に配布し, 入学時ガイダンスおよび大学入門科目において, 教務関係担当の教員から学生

に説明されている。さらに, 個々の科目の具体的な成績評価基準はシラバスと共に,授業

最初の時間において, 担当教員から受講学生に説明されている。 

都市工学科 

 学則等を学生便覧に掲載している。授業科目毎の成績評価の基準は，シラバスに記載し
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ている。基準は「理工学部で何を学ぶか」に明記するとともに，その冊子および「都市工

学科・専攻の案内と学習の手引き」を学生全員に配布し，入学時ガイダンスにおいても，

教員から学生に説明されている。さらに，個々の科目の具体的な成績評価基準はシラバス

に明記されている。 

 

５－３－３ 成績評価等の客観性・厳格性の担保 

 

 理工学部では，平成 18 年度に学生からの成績評価に関する異議申し立て制度が導入さ

れた。また「異議申立と評価の通知に関する要項」を定め，試験問題や解答例等を異議申

立期間 (定期試験後の約 3 ヶ月間) 保管することで，成績評価等の正当性を担保してい

る。異議申立期間を超えた，試験問題，解答例，結果の長期間の保管・開示に関しては，

各学科で方針を定めて対応している。 

  平成 27 年度は，異議申し立てはなかった。 

数理科学科 

 成績に関する照会への対応や開示内容については科目ごとにシラバスに記載されている。

異議申し立てはなかった。 

 物理科学科 

 学生への成績通知の後，成績内容に異議がある場合には，学生は科目担当教員に申立が

行える。科目担当教員は，学生の申出に基づき速やかに成績を確認し，その結果を学生に

伝える。修正が必要な場合には，できる限り速く教務課にその結果を提出している。教務

課は結果を速やかに当該学生に通知している。本年度は異議申し立てが無かった。各クラ

スの成績分布を調べ，偏りの大きいクラスについては，担当教員に事情を聴き，適切な成

績評価が行われていることを確認している。 

知能情報システム学科 

学生への成績通知の後，成績内容に異議がある場合には，学生は科目担当教員に申し立

てることができる。科目担当教員は，学生の申出に基づき速やかに成績を確認し，その結

果を学生に伝える。修正が必要な場合には，できる限り速く教務課にその結果を提出して

いる。教務課は結果を速やかに当該学生に通知している。必要ならば，学生と科目担当教

員の間に教務担当教員または学科長が入り，適切に対処する。以上の処理を正当に行うた

めに，全ての科目の全ての成績判定資料を保全している（本学科では JABEE 認定基準が定

める期間の保管を実施している）。 

機能物質化学科 

学部の定めた「異議申立と評価の通知に関する要項」に基づき学生は成績評価について

異議を申し立てることができる。機能物質化学科においても，「成績評価基準の開示および

成績評価の異議申立てに関する指針」を定め，教員の対応を定めている。さらに学生にも

学科の対応方針を理工学部 9 号館 1 階の掲示板にて公開し，学生に便宜を図っている。現

時点まで成績に対する異議申し立てはなく担当教員および教育群会議での試験結果の確認

と，教員による学生への的確な成績評価の説明により，学生の理解が得られていると判断

している。 
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 機械システム工学科 

 基本的に当該学生が該当科目の担当教員への申し立てによって発生する。明白な成績の

付け間違い（誤記など）の場合担当教員による判断で対応がなされる。申し立てた学生と

他の学生間に公平さを欠く可能性がある場合, 学科会議に諮る。学科会議では「公平かつ

公正であるか」を念頭に議論し，判断を下す。（学科会議議事録） 

 電気電子工学科 

掲示板などを利用して学生への成績通知を実施しており, 成績内容に異議がある場合に

は, 学生は科目担当教員に申立が行える。科目担当教員は, 学生の申出に基づき速やかに成

績を確認し, その結果を学生に伝えている。修正が必要な場合には, できる限り速く教務課

にその結果を提出している。教務課は結果を速やかに当該学生に通知している。上記の対

応は,教員に一任されているが，内容によっては学科会議にて検討できる体制にある。組織

的な取り組みとして，試験問題と答案は資料室に一括して保管している。 

 都市工学科 

  シラバスで公表した内容の遵守を行うと同時に認証評価を考慮し，試験問題と答案の 3

年間の保管を行っている。 

 

５－３－４ 卒業認定基準の組織的策定と学生への周知 

 

（１）卒業認定 

理工学部規則 第 11 条に卒業の要件が定められ，「理工学部で何を学ぶか」で学生に周

知している。平成 24 年度には，各学科の学位授与の方針に対応する「理工学部における学

習成果を総合的に判断する仕組み」が制定され，これに基づいて卒業認定作業が進められ

る。最終的な卒業認定は，理工学部教授会規程第 3 条(2)および理工学部教務委員会内規第

2 条(3)に定められているように，卒業研究を含めた単位取得状況をもとに理工学部教務委員

会で卒業認定審査を行い，教授会の議を経て，学長が認定する。 また、平成 26 年 3 月には早

期卒業の適用および判定に関する内規を定め、早期卒業に関する基準を明確化した。 

各学科の状況は以下の通りである。 

数理科学科 

卒業判定は，教務委員会で審査した上で，教授会で審議して適切に実施している。 

物理科学科 

卒業判定は，教務委員会で審査した上で，教授会で審議して適切に実施している。 

知能情報システム学科 

 卒業研究では卒業研究成績評価表を作成し，それに基づいて個々の学生の達成度は指導

教員を含む複数の教員が評価している。 

卒業判定には，卒業研究を含めた単位取得数をもとに卒業認定審査を行い，さらに理工

学部教務委員会及び教授会において審議している。 

機能物質化学科 

卒業判定は，中間発表会資料，中間発表会でのプレゼンテーション及び質疑応答内容，

中間発表時までの日常における情報検索能力，実験計画及び遂行能力，提出卒業論文の内
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容，卒業発表会でのプレゼンテーション及び質疑応答内容，1 年間をとおしての情報検索

能力，実験計画及び遂行能力に基づき，厳格に評価している。卒業論文を含めた単位取得

数をもとに卒業認定審査を行い，さらに理工学部教務委員会及び教授会において審議して

いる。 

機械システム工学科 

卒業判定は学習・教育目標の各項目に対する達成度の総合的評価によってなされる。 

学習・教育目標一覧に示す各詳細目標に関連する科目の科目別目標をすべて達成した場

合，当該詳細目標が達成されたと判断する。当該審査の後，理工学部教務委員会及び教授

会において審議している。 

電気電子工学科 

学科会議において，卒業要件を満たしているかの確認を事前に行う。そして卒業判定は，

教務委員会で審査した後，教授会で審議することで適切に実施している。 

都市工学科 

学科会議において，卒業要件充足の確認を事前に行う。卒業判定は，教務委員会で審査

した上で，教授会で審議して適切に実施している。 

 

（２）卒業研究等 

(2.1) 指導体制 

全ての学科において，年度末あるいは年度始めに，理工学部履修細則別表に記載された

基準に基づき，学生の取得単位数により研究室配属者を認定している。各教員は，平均し

て数名程度の配属学生を指導している。 

卒業研究の指導に関しては，知能情報システム学科，機能物質化学科，機械システム工

学科，および電気電子工学科では，JABEE 認定基準に従い，指導日時・指導内容等，月毎

の卒業研究の状況を記録するなどの方法で，卒業研究の指導状況を組織的に把握する体制

をしいている。他の学科では，卒業研究の指導は教員に一任されている。 

(2.2) 合否判定 

全ての学科は，合否は提出卒業論文の内容，卒業発表会でのプレゼンテーションおよび

質疑応答内容，1 年間を通しての情報検索能力，実験計画および遂行能力に基づき，学科

会議にて審議の上で評価している。機能物質化学科では，卒業発表と同じ基準で中間発表

を行い，中間発表と卒業発表の結果を併せて最終的な合否判定を行っている。機械システ

ム工学科では，毎月の達成度を評価する月例レポートの結果を合否判定に加味している。 

また，知能情報システム学科，機能物質化学科，機械システム工学科では，卒業発表の

評価を，多方面の観点から設定された審査項目毎を全教員が審査することで公正で明確に

行っている。都市工学科では，卒業研究審査会において卒業論文や卒業制作等の提出物と

プレゼンテーション・質疑応答等に関する審査を実施し，学科の判定会議において審議の

上，成績評価・合否判定を行っている。 
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５ー４ 大学院課程のカリキュラム 

 

５－４－１ 教育課程編成・実施の方針 

 

大学院設置基準第 1 条の 2 に沿って，研究科の目的が，佐賀大学工学系研究科規則第 1

条の 2 に「研究科は，理学及び工学の領域並びに理学及び工学の融合領域を含む関連の学

問領域において，創造性豊かな優れた研究・開発能力を持つ研究者・技術者等,高度な専門

的知識・能力を持つ職業人又は知識基盤社会を支える深い専門的知識・能力と幅広い視野

を持つ多様な人材を養成し，もって人類の福祉，文化の進展に寄与することを目的とする。」

と定められている。 

（１）博士前期課程 

佐賀大学工学系研究科規則第 1 条の 2 に，博士前期課程の専攻の目的が定められてい

る。各専攻では，同規則第 1 条の 3 に定める専攻の目的を達成するための「教育課程編

成・実施の方針」が定められ，これに基づく体系的カリキュラムが編成されている。専

攻毎に必修科目の「基礎教育科目」と選択科目の「専門教育科目」の 2 種類が設置され

ている。さらに，研究科全学生が履修する「研究科間共通科目」が設置され，研究科内

のみならず，他研究科とも組織的・体系的な連携のもと，教育課程が編成されている。 

各専攻の目的，学位授与の方針，教育課程編成・実施の方針，履修モデル，学部授業

科目との関係，研究指導計画，評価基準，開講年次については，履修案内に記されてい

る。 

教育課程の編成・実施の方針は，学位授与の方針や入学者受け入れの方針と合わせて

「教育の方針」として佐賀大学 HP 上にも掲載され，学内外に広く公開されている。以下

に平成 26 年度工学系研究科教授会承認の教育課程の編成・実施の方針を記す。 

 

 

 

数理科学専攻 

 

【教育課程編成・実施の方針】  

学位授与の方針を具現化するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，教育を実施する。  

 

１． 教育課程の編成  

⑴ 学位授与の方針⑴の修得を主たる目的として，「研究科間共通科目」を配置する。 

⑵ 学位授与の方針⑵の修得を主たる目的として，「基礎教養科目」を配置する。 

⑶ 学位授与の方針⑶の修得を主たる目的として，「専門教育科目」を配置する。 

⑷ 学位授与の方針⑴⑵⑶の修得を主たる目的として，修士論文の審査及び最終試験

を実施する。 
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教育課程の編成について以下に詳細に述べる。 

数理科学専攻の教育課程は「基礎教育科目」，「専門教育科目」と「研究科間共通科目」に

より構成している。数学の基本的な考え及び論理的厳密性を修得するために基礎教育科目

（代数学特論I，幾何学特論I，解析学特論I）を学習させる。社会の多様なニーズに応え，数学

の応用力を身につけるため，研究科間共通科目を修得する。数学の各分野における理解を深

めるため，専門教育科目を修得させる。数理科学専攻は大きく分けて，代数学・幾何学・解析

学の３つの伝統的な大枠を堅持して基礎的な教育姿勢を貫いている。これらの専門分野はそ

れぞれ独立しているわけではなく，分野相互の関連は密接である。また，すべての分野におい

て学部授業との関連を重視している。 

代数学分野では，学部授業及び他分野との関連を重視し，学部授業で学んだ群論，環論，

体論を発展させ，代数幾何学や整数論への橋渡しを行う。特に変換群や基本群など，幾何学

や解析学で現れる重要な群について学ぶと共に，多項式環や代数体の整数環などの例を通

して代数幾何学と整数論の基礎を修得する。さらに現代暗号で重要な役割を果たす有限体に

ついて学び，近代代数学の主要な成果であるガロア理論と、方程式論や作図問題への応用を

修得する。 

幾何学分野は「位相幾何」と「微分幾何」に大別される。位相幾何的な内容としては，基本群

やホモロジー群及びそれらの具体的な計算方法や結び目の基本的な理論を修得させる。微

分幾何的な内容としては，多様体の基礎的知識を基盤として，多様体の計量を重点とする幾

何を展開する。特に，測地線，曲率，空間形内の部分多様体及びリーマン多様体における固

有値問題の基礎知識を学び，微分幾何学の基本的な考えを修得させる。  

解析学分野では，学部教育及び他分野との関連を重視し，学部授業で行ったルベーグ積

分論，複素関数論，微分方程式論について学び直すと共に，確率空間を舞台に確率論を展

開するために，測度論から始め，確率過程論，確率微分方程式論を学び，数理ファイナンス及

び複雑現象の数理モデルへの応用のための確率解析学の基本的な考えを学ばせる。楕円

型，放物型，双曲型線形偏微分方程式の例から基礎となる解析学的手法を学び，関数空間

論，関数解析学論を習得し，数理物理に現れるモデル及び非線形現象への応用のための偏

微分方程式論の基本的な考えを学ばせる。  

数理科学特別講義Ⅰ及びⅡにより，数学の特定の分野に関して先端的な内容を学ばせる。 

広く社会で即戦力として活動できるために，数理科学セミナーの勉強を通して，直面する諸

問題を正確に理解し解析する力とプレゼンテーション能力を身につけさせ，更に自ら研究計画

を立て，継続的に仕事を進めて纏める能力を身につけさせる。 

 

２．教育の実施体制  

(1) 授業科目の教育内容ごとに，その分野の授業を行うのに適した専門性を有する教員が講

義を担当するよう担当教員を配置する。  

(2) 全教員が全科目についてオンラインシラバスを作成して概要と授業の目標を明示し，学生

による授業評価アンケートを基に教育改善を行う。 

 

 

ー115ー



３．教育･指導の方法  

(1) 数理科学セミナーI, II, III, IV を通じて専門書及び論文を熟読し, 各専門分野の理解を深

めると共に修得した知識を発表する事によりプレゼンテーション能力を高める。  

(2) 講義による代数学, 幾何学, 解析学の広範囲な知識教育とセミナー形式による少人数の専

門領域の教育とを組み合わせて学習効果を高める。  

 

４．成績の評価  

(1) 各授業科目の学修内容, 到達目標, 成績評価の方法・基準を学習要項（シラバス）等によ

り学生に周知し, それに則した厳格な成績評価を行う。  

(2) 大学院設置基準で定められた修了に必要な 30 単位以上を所定の方法により修得した者

について，以下の（a）（b）の評価により修了認定の判定を行う。 

（a）修士論文の主査・副査による査読 

（査読の評価項目） 

・研究の目的，背景を記述しているか。 

・結果に至るまでの過程や結果を合理的に整理して記述しているか。 

（b）最終試験（修士論文発表会）での発表 

（最終試験の評価項目） 

・修士論文の目的，背景を正しく理解しているか。 

・限られた時間内で成果を伝えることができたか。 

 

物理科学専攻 

【教育課程編成・実施の方針】 

学位授与の方針を具現化するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，教育を実施する。 

 

１．教育課程の編成 

⑴ 学位授与の方針１を達成するために，「基礎教育科目」および「専門教育科目」

を配置する。 

⑵ 学位授与の方針２を達成するために，「専門教育科目」の中に，それぞれの分野

に対応する「宇宙論セミナーⅠ，Ⅱ」，「ハドロン物理セミナーⅠ，Ⅱ」，「素粒

子論セミナーⅠ，Ⅱ」，「高エネルギー物理セミナーⅠ，Ⅱ」，「物性物理セミナ

ーⅠ，Ⅱ」，「量子干渉物理セミナーⅠ，Ⅱ」，「シンクロトロン光応用セミナー

Ⅰ，Ⅱ」を配置する。 

⑶ 学位授与の方針３を達成するために，「専門教育科目」の中に「科学と文化」を

配置する。また「研究科間共通科目」を配置する。 

⑷ 学位授与の方針１，２，３を達成するために，修士論文を課す。 

 

２．教育の実施体制 

（１）授業科目の内容ごとに，その分野の授業を実施するのに適した専門性を有する教員が担
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当するよう，担当教員を配置する。全教員が全科目についてオンラインシラバスを作成して

概要と授業の目標を明示し，学生による授業評価アンケートを基に教育改善を行う。 

（２）専攻にカリキュラム担当教員を置き，カリキュラム全体の整合性，担当状況，実施の適正

化を図る。問題がある場合には専攻会議に諮り協議する。 

 

３．成績の評価 

（１）学修の成果に係る評価の認定は，各授業科目の内容，到達目標に基づいた成績評価を

行う。成績評価基準について客観性及び厳格性を確保するため，学生に対しシラバスにお

いてあらかじめ明示する。異議申し立て制度により，成績評価等の正確さを担保する。 

（２）修了認定は，専攻会議において判定し，研究科教授会の議を経て決定される。 

 

知能情報システム学専攻 

【教育課程編成・実施の方針】 

教育方針を具現化するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，教育を実施する。 
 

１．教育課程の編成 

⑴ 学位授与の方針１を修得するために，研究科間共通科目ならびに「知能情報システム学特

別講義」を配置する。 

① 学位授与の方針１を修得するための研究科間共通科目として，「学術英語特論」，「職

業倫理特論」，「ビジネスマネージメント特論」，「数値計算法特論」，「産学連携特論」，

「情報セキュリティ特論」，「人権教育特論」，「プレゼンテーション英語特論」を開講する。 
② 学位授与の方針 1 の幅広い知識を身に付けるために多様なサブテーマを有する「知

能情報システム学特別講義」を開講する。 
⑵ 学位授与の方針２を修得するために，本専攻の基礎教育科目ならびに専門教育科目を配

置する。 
① 学位授与の方針２を修得するための本専攻基礎教育科目として，「情報セキュリティ・

倫理特論」，「計算機アルゴリズム特論」，「ソフトウェア設計特論」を開講する。 
② 学位授与の方針２を修得するための本専攻専門教育科目として，「情報数理構造特

論」，「情報離散数理特論」，「情報数理特論」，「線形計算特論」を開講する。 
⑶ 学位授与の方針３を修得するために，本専攻の専門教育科目を配置する。 

① 学位授与の方針３を修得するための本専攻専門教育科目として，「言語処理系特論」，

「構造化プログラミング特論」，「オブジェクト指向プログラミング特論」，「コンピュータア

ーキテクチャ特論」，「オペレーティングシステム特論」，「ネットワーク指向システム特

論」，「情報ネットワーク特論」，「情報可視化特論」，「知覚情報処理特論」，「知的シス

テム特論」，「人工知能特論」，「データベース特論」，「ソフトウェアモデリング特論」，

「計算科学特論」，「認知モデル特論」，「機械学習特論」を開講する。 
⑷ 学位授与の方針４を修得するために，本専攻の専門教育科目を配置する。 

① 学位授与の方針４を修得するための本専攻専門教育科目として，「知能情報システム

学特別セミナーI」ならびに「知能情報システム学特別セミナーII」を開講する。 
⑸ 学位授与の方針１～４を修得するために，修士論文の審査及び最終試験を実施する。 
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２．教育の実施体制 

(1) 授業科目の教育内容ごとに，その分野の授業を行うのに適した専門性を有する担当教員

を配置する。 
(2) 全ての授業科目で開講前にオンラインシラバスを作成するとともに，閉講後には学生による

授業評価アンケートに基づく教育改善を実施する。 
(3) 専攻内に教育改善委員会を設置し，各授業科目のシラバス整備状況，教育実施方法，教

育内容，成績評価方法，成績評価結果等の相互点検を実施する。 
 

３．教育・指導の方法 

(1) 講義による知識教育と，各種ソフトウェア環境やノート PC 等を活用した実践的教育とをバ

ランスよく組み合わせて学習効果を高める。 
(2) 講義ホームページ，教育用ポータルサイト，オンラインシラバス，情報処理技術者試験自

習システム等を活用して教育における IT 活用を推進し，学生と教員の間の双方向コミュニ

ケーション，自己学習およびキャリア教育，各種情報公開などを促進する。 
(3) 各学生に対し，１年次より指導教員ならびに副指導教員を配置し，きめ細かな履修指導や

研究支援を行う。 
 
４．成績の評価 

(1) 各授業科目の学修内容、到達目標、成績評価の方法・基準を学習要項（シラバス）等によ

り学生に周知し，それに則した厳格な成績評価を行う。 
(2) ２年次終了時に，各学生の学修到達度を評価するとともに，修士論文，修士研究中間発表，

修士研究発表の評価を行い，高度情報技術者として必要な実践能力（統合された知識，技

能，態度・行動に基づく総合的診断能力）の修得状況を判定する。 
 

循環物質化学専攻 

【教育課程編成・実施の方針】 

 教育方針を具現化するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，教育を実施する。 

 

１．教育課程の編成 

(1)体系的な教育を実践できるよう「専門科目」と「研究科間共通科目」を配置し，年次進行の

教育課程を編成する。 

(2)専門分野の知識と技術を修得するための「専門科目」は，基礎的な知識を身につけるため

の「基礎教育科目」と高度な専門知識と化学者としての技能を身につけることを目標とした

「専門教育科目」で構成する。「専門教育科目」はさらに細分化され，個々の専門分野の知

識を修得するための選択科目と，修士論文研究を円滑に遂行させるための課題解決能力

の養成や専門英語の修得のための必修科目から構成される。 

・ 学部講義の基礎を体系的に整理し，堅実な基礎学力を修得させるために「基礎教育科

目」（基礎無機化学特論，基礎有機化学特論，基礎物理化学特論，および基礎分析化

学特論）を必修科目として１年前半に配置する。 

・ 高度な専門知識を修得するために「専門教育科目」の中に選択科目群を配置する。これ

ら選択科目には，文献調査やプレゼンテーション能力の養成のための循環物質化学セミ
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ナー，社会や企業との連携を学ぶ循環物質化学特別講義Ⅰや循環物質化学インターン

シップ特論，そして国際的な感覚を養う循環物質化学特別講義Ⅱも含まれる。 

・ 化学技術者としての能力を段階的に修得し，円滑に修士論文作成を遂行できるよう，「専

門教育科目」の中に３つの必修科目が学期ごとに配置される。まず，修士論文の研究に

必要な専門英語文献・論文を読解できる能力を身につけるため循環物質化学特別実

習・演習Ⅰを１年前期に配置する。次に，研究内容を学会発表する能力を身につけるた

めに循環物質化学特別実習・演習Ⅱを１年後期に配置する。最後に，研究活動と議論を

通じて課題遂行と解決の能力を養うための循環物質化学特別実習・演習Ⅲを２年前期に

配置する。 

(3)研究者として共通に求められる知識や能力を修得するために「研究科間共通科目」を１年

次に配置する。 

 

２．教育の実施体制 

(1)「基礎教育科目」は，学部での講義内容が確実に整理されるよう，分野ごとに全教員が担

当して講義を実施する。 

(2)「専門教育科目」の選択科目群は，授業科目ごとに適した教員が専門分野での高度な教

育を行う。 

(3)循環物質化学特別実習・演習Ⅰ～Ⅲは，個別の対応を行うため研究室単位で実施する。 

(4)「研究科間共通科目」は，科目内容に適した教員を学内外から研究科教務委員会で選考

して配置する。 

(5)１年次終了時に中間報告会を実施し，修士論文研究の達成状況を確認する。 

(6)カリキュラム全体を統括する教育プログラム委員会，各教育分野ごとの所属教員で構成さ

れる分野別教員会議，教育点検を実施する教育 FD 委員会を学科内に置き，教育内容

および実施の整合・統合・改善を図る。 

 

３．教育・指導の方法 

(1)修士論文作成に向けて実習・演習を段階的に配置し，修士論文の完成度を高める。 

(2)各授業科目で課題を与え，それを学習要領（シラバス）に明記し，授業時間外の学生の自

己学習を促す。 

(3)実習・演習では研究室単位での少人数教育を行い，実践的な知識と技術を修得させる。 

(4)各学期末に，必修科目の講義内容を分野別教員会議で報告して内容を評価する。評価

結果は教育プログラム委員会に報告され，問題がある場合にはその指摘や改善指導を

行う。 

(5)教育 FD 委員会は授業評価アンケートの結果をとりまとめ，結果の分析や改善活動の実

施状況を点検する。 

 

４．成績の評価 

(1)各授業科目の学習内容，到達目標，成績評価の方法・基準をシラバスにより学生に周知

し，それに則した厳格な成績評価を行う。 
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(2)修了時に，各授業科目の到達度を評価するとともに，修士論文研究を審査し，修了判定

を実施する。 

 

機械システム工学専攻 

【教育課程編成・実施の方針】 
教育方針を具現化するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，教育を実施する。 

 
１．教育課程の編成 

(1) 学位授与の方針１を達成するために，本専攻に基礎教育科目（必修）を配置し，機械工学

関連の各分野の高い専門知識を横断的に講義する「熱流体力学特論」，「機械設計特論」を

開講する。 
(2) 学位授与の方針２を達成するために，研究科間共通科目を配置し，「学術英語特論」，「職

業倫理特論」，「ビジネスマネージメント特論」，「数値計算法特論」，「産学連携特論」，「情

報セキュリティ特論」，「人権教育特論」，「プレゼンテーション英語特論」を開講する。 
(3) 学位授与の方針３を達成するために，専門教育科目を配置し，機械工学の学問体系を流

体力学，熱力学，材料力学，機械設計，知能機械の５分野に大別し，各分野において複数

の科目を開講することにより，高度な専門知識と実践力を養う講義を提供する。 
(4) 学位授与の方針４を達成するために，修士論文に関する中間報告会および修士論文発表

会を通して，情報検索能力，研究計画及び遂行能力，プレゼンテーション能力を養う。 
 
２．教育の実施体制 

(1) 授業科目の教育内容ごとに，その分野の授業を行うのに適した専門性を有する教員が講

義を担当するよう担当教員を配置する。 
(2) 全ての授業科目で開講前にオンラインシラバスを作成するとともに，閉講後には学生による

授業評価アンケートに基づく教育改善を実施する。 
 
３．教育・指導の方法 

(1) 流体力学，熱力学，材料力学，機械設計，知能機械の各分野からそれぞれ複数の科目を

提供することで，横断的な知識を修得できるよう配慮し学習成果を高める。 
(2) 各授業の到達目標を記したオンラインシラバスを公開し，各回の授業の目標を明確にする

とともに，自己学習を促す。 
(3) 各学生に対し１年次より指導教員を配置し，きめ細かな履修指導や研究支援を行う。 
(4) 修士論文作成を指導し，修士論文を提出させる。 

 
４．成績の評価 

(1) 各授業科目について，学習内容，到達目標，成績評価の方法や基準をシラバス等により

学生に周知し，それに則した厳格な成績評価を行う。 
(2) ２年次に中間報告会を実施し，情報検索能力，実験計画及び遂行能力，プレゼンテーショ

ン能力について評価を行い，研究指導に反映させる。 
(3) ２年次終了時に，修士論文の内容および修士論文発表会を通して，学生が高度な専門的

知識・能力を持つ技術者として必要な実践能力（情報検索能力，実験計画及び遂行能力）

を身に付けたかどうかを総合的に評価する。 
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電気電子工学専攻 

【教育課程編成・実施の方針】 

 教育方針を具現化するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，教育を実施する。 

 

１．教育課程の編成 

(1) 学位授与の方針 1 を修得するために，研究科間共通科目を配置する。 

研究科共通科目として，「学術英語特論」，「職業倫理特論」，「ビジネスマネージメント特論」，

「数値計算法特論」，「産学連携特論」，「情報セキュリティ特論」，「人権教育特論」，「プレゼ

ンテーション英語特論」を開講する。 

(2) 学位授与の方針 2 を修得するために，本専攻の基礎教育科目を配置する。 

本専攻基礎教育科目として，「電気電子工学特論」，「応用電気電子工学特論」を開講する。 

(3) 学位授与の方針 3 を修得するために，本専攻の専門教育科目を配置する。 

学位授与の方針 3 を修得するための本専攻専門教育科目として，「電気電子実務者教育特

論」，「超短波光利用科学技術工学特論」，「計算論的知能工学特論」，「グラフィカル・ユー

ザ・インターフェース特論」，「適応システム特論」，「プロセスプラズマ工学特論」，「応用プラ

ズマ理工学特論」，「パルスパワー工学特論」，「シンクロトロン光応用工学特論」，「物質情報

エレクトロニクス特論」，「光量子エレクトロニクス特論」，「集積回路プロセス工学特論」，「高

周波回路設計特論」，「マイクロ波集積回路特論」，「電子情報システム設計特論」，「システ

ム LSI 回路設計特論」，「情報通信ネットワーク特論」，「脳型情報処理特論」，「電気電子工

学修士実験」を開講する。 

(4) 学位授与の方針 4 を修得するために，本専攻の専門教育科目を配置する。 

学位授与の方針 4 を修得するための本専攻専門教育科目として，「電気電子工学特別演習

A」，「電気電子工学特別演習 B」，「電気電子工学特別演習 C」，「電気電子工学特別セミナ

ー」を開講する。 

 

２．教育の実施体制 

(1) 履修指導および研究指導は，指導教員によって行う。 

(2) 授業科目の教育内容ごとに，その分野の授業を行うのに適した専門性を有する担当教員を

配置する。 

 

３．教育・指導の方法 

(1) 各学生に対し，1 年次より指導教員を配置し，きめ細かな履修指導を行う。 

(2) 指導教員が，研究課題の設定，研究の進め方，論文のまとめ方などについて指導する。 

(3) 研究室単位などで「中間発表会」などを開催し，プレゼンテーション技術の指導を行う。 

(4) 学会，研究集会などへの参加機会を積極的に提供する。 

(5) 修士論文作成を指導し，修士論文を提出させる。 

(6) 修士論文の作成とともに，論文概要および英文概要を作成させる。 
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４．成績の評価  

(1) 各授業科目の学修内容，到達目標，成績評価の方法・基準を学習要項（シラバス）等により

学生に周知し，それに則した成績評価を行う。 

(2) 修士論文と修士論文発表会での発表に対して，審査教員は評価項目に基づき総合的に評

価する。 

 

都市工学専攻 

【教育課程編成・実施の方針】 
教育方針を具現化するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，教育を実施する。 

 

１．教育課程の編成 

(1) 学位授与の方針(1)の修得を主たる目的として，「研究科間共通科目」を配置する。 

(2) 学位授与の方針(2)の修得を主たる目的として，「基礎教育科目」を配置する。 

(3) 学位授与の方針(3)の修得を主たる目的として，「専門教育科目」を配置する。 

(4) 学位授与の方針(1)(2)(3)の修得を目的として，修士論文又は特定の課題についての研

究の成果の審査及び最終試験を実施する。 

 

２．教育の実施体制 

(1) 各授業科目は，その教育内容に即した高度な専門性を有する教員を配置して実施する。 
(2) 専攻の教育課程の編成・実施に関する課題分析およびその改善は，学科内ワーキンググ

ループで検討し，専攻会議において審議し，実施する。 
 

３．教育・指導の方法 

(1) 授業科目の講義概要，授業計画をシラバスに掲示して学生に周知し，それに即した授業を

実施する。 
(2) 講義による知識や技法に関する教育に加え，社会に通じる実践的教育内容を取り入れる。 

 (3) 各学生に指導教員を配置し，履修指導や研究支援を行う。 
 

４．成績の評価 

(1) 各授業科目の到達目標，成績評価の方法・基準をシラバス等により学生に周知し，それに

則した厳格な成績評価を行う。 
(2) 修士論文又は特定の課題についての研究の成果は，主査１名，副査２名以上によって，審

査及び最終試験を実施する。 
 

先端融合工学専攻 

【教育課程編成・実施の方針】 
教育方針を具現化するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，教育を実施する。 

 

１．教育課程の編成 

(1) 学位授与の方針１を修得するために，研究科間共通科目を配置する。 
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① 学位授与の方針１を修得するために研究科間共通科目として，「学術英語特論」，「職業

倫理特論」，「ビジネスマネージメント特論」，「数値計算法特論」，「産学連携特論」，「情

報セキュリティ特論」，「人権教育特論」，「プレゼンテーション英語特論」を開講する。 

(2) 学位授与の方針２を修得するために，本専攻の基礎教育科目，専攻共通科目，ならびに

医工学コース科目と機能材料工学コースを配置する。 

① 学位授与の方針２を修得するために，本専攻の基礎教育科目として，「プロジェクトスタデ

ィ」（必修科目），「医学概論」，「医工センシング特論」，「医用信号解析特論」，「先端無

機化学特論」，「先端有機化学特論」の科目を開講している。 

② 学位授与の方針２を修得するために，本専攻の専攻共通科目として，「融合数学特論」，

「融合物理学特論」，「融合機械工学特論」，「融合電気電子工学特論」，「融合循環物質

化学特論」，「融合都市工学特論」，「融合情報科学特論」を開講している。 

③ 学位授与の方針２を修得するために，本専攻の医工学コース科目として，「人体運動学

特論」，「福祉・リハビリテーション特論」，「医工材料力学特論」，「医工ロボティクス特

論」，「医工制御特論」，「医工力学特論」，「医工流体機器特論」，「医工流体応用学特

論」，「医工トライボロジー特論」，「医工伝熱特論」，「医用統計学特論」，「医用数値解析

特論」，「医用電磁気学特論」，「医用システム制御工学特論」，「医用計測工学特論」，

「脳生体情報工学特論」，「医用画像処理工学特論」を開講している。 

④ 学位授与の方針2を修得するために，本専攻の機能材料工学コース科目として，「先端

無機材料工学特論」，「先端電子材料工学特論」，「先端有機材料工学特論」，「先端機

能分子特論」，「先端物性化学特論」，「先端物性工学特論」，「先端生命化学特論」，

「先端物質生産化学特論」，「先端分離工学特論」，「先端複合材料工学特論」，「先端分

析化学特論」，「セラミックス機能発現学特論」，「高温構造材料工学特論」，「耐熱材料

設計学特論」，「機能性分子集積化技術特論」，「天然高分子系機能材料特論」，「粉末

冶金工学特論」を開講している。 

(3) 学位授与の方針３を修得するために，本専攻の専攻共通科目を配置する。 

① 学位授与の方針３を修得するために，本専攻の専門共通科目として，「先端融合工学特

別講義Ⅰ」，「先端融合工学特別講義Ⅱ」，「先端融合工学特別実習・演習Ⅰ」，「先端融

合工学特別実習・演習Ⅱ」，「先端融合工学特別実習・演習Ⅲ」，「先端融合工学セミナ

ー」，「先端融合インターンシップ特論」を開講している。 

(4)  学位授与の方針１，２，３を修得するために，修士論文についての研究を指導

し，論文を作成させる。 

 

２．教育の実施体制 

(1) 履修指導および研究指導は，指導教員によって行う。 

(2) 授業科目の教育内容ごとに，その分野の授業を行うのに適した専門性を有する担当教員

を配置する。 

 

３. 教育・指導の方法 

(1) 各学生に対し，1 年次より指導教員を配置し，きめ細かな履修指導を行う。 
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(2) 指導教員が，研究テーマの設定および研究計画の立案に対して適切に指導する。 

(3) 修士論文作成に必要な専門知識や技術を修得するために研究指導を行う。 

(4) 研究室のゼミおよび中間発表会，修論発表会などを開催し，プレゼンテーション技術の

指導を行う。 

(5) 学会，研究集会などへの参加機会を積極的に提供する。 

(6)  修士論文作成を指導し，修士論文を提出させる。 

 

４．成績の評価 

(1) 各授業科目の学修内容，到達目標，成績評価の方法・基準を学習要項（シラバス）等に

より学生に周知し，それに則した成績評価を行う。 

(2) 修士論文の内容，修士論文発表会に対して審査教員は評価項目に基づき総合的に評

価する。 

 

 

（２）博士後期課程 

 佐賀大学大学院工学系研究科規則第 1 条の 4 に，博士後期課程の専攻の目的が「システ

ム創成科学専攻 電子情報システム学,生産物質科学,社会循環システム学又は先端融合工

学の 豊かな学識と高度な専門知識を持ち,学際的立場から自立した研究活動が遂行できる

研究者・技術者を養成すること。」と定められている。開講科目の設置主旨に基づき，「研

究科専門科目」，「研究科特別科目」，「総合セミナー」，「特別実習・演習」，「特定プロジェ

クトセミナー」が開講されている。 

専攻の定める学位授与の方針，教育課程編成・実施の方針，履修モデル，研究指導計

画，評価基準については，履修案内に記されている。教育課程の編成・実施方針は，学位

授与の方針や入学者受け入れの方針と合わせて「佐賀大学の教育方針」として佐賀大学

HP上にも掲載され，学内外に広く公開されている。以下にシステム創成科学専攻の教育

課程編成・実施の方針を示す。 

システム創成科学専攻 

【教育課程編成・実施の方針】 

教育方針を具現化するために，以下の方針の下に教育課程を編成し，教育を実施する。 

１．教育課程の編成 

(1) 学位授与の方針(1)を修得するために，「研究科専門科目」を配置する。 

(2) 学位授与の方針(2)を修得するために，「研究科特別講義」および「総合セミナー」

を開講する。 

(3) 学位授与の方針(3)を修得するために，「特別実習・演習」および「特定プロジェク

トセミナー」を開講する。 

(4) 学位授与の方針(4)を修得するために，研究成果の学会発表や学術論文作成のほか，

「総合セミナー」，「特別実習・演習」および「特定プロジェクトセミナー」を開講

する。 
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２．教育の実施体制 

(1) 研究指導は，主指導教員 1 名および副指導教員 2 名以上によって行う。 

(2) 授業科目の教育内容ごとに，その分野の授業を行うのに適した専門性を有する担当

教員を配置する。  

 

３．教育・指導の方法 

指導教員は，次の(1)から(6)の項目について，学生が入学した時点で研究指導計画を

作成し，年度毎に計画の進捗状況を検証しながら，博士論文作成まで計画的な指導を行

う。常に研究の進捗状況を把握し，定期的な意見交換および研究討議を行うことで，き

め細かな指導を実施する。 

(1) 研究課題の設定および研究計画の立案に対する適切な指導を行う。 

(2) 研究を遂行するうえでの基礎的な知識や技術を習得させる。  

(3) 研究室セミナーにより研究結果に基づいた論理的結論の誘導および研究を総括す

る能力を身につけさせる。 

(4) 国内外の学会に於ける研究成果の発表を指導し，研究交流を勧める。 

(5) 国内外の査読付き学術誌に投稿するための論文執筆を指導する。 

(6) 博士論文の作成を指導する。 

 

４．成績の評価 

各授業科目の学修内容，到達目標，成績評価の方法・基準を学習要項（シラバス）等

により学生に周知し，それに則した成績評価を行う。 

博士論文は，主査 1 名および副査 3 名以上によって以下の項目について審査する。 

(1) 博士論文の内容については，その分野での意義，新規性および独創性が十分である

かを審査する。 

(2) 公聴会を開催し，研究の目的，結果および結論が明確に説明されるか，また，質疑

応答の適切さを評価する。 

(3) 最終試験を実施し，博士論文の内容に関連した学力を問う。 

 

 

５－４－２ 教育課程の体系的編成 

 

博士前期課程では，全専攻の教育課程は，当該分野での基礎的な知識を身に付けるため

の「基礎教育科目」と，高度な専門知識を習得するための「専門教育科目」，さらに，大学

院における高度な教養を身につけるための「研究科間共通科目」から構成されている。各

専攻は，それぞれの教育課程の方針に従い，系統的に科目履修させることで，組織的・体

系的な教育課程を実現している。また，博士前期課程の全ての専攻の各科目で，授業内容・

到達目標・成績評価基準等がオンラインシラバスに明示されており，また学部教育との関

係も「履修案内」に記載することで，学部から博士前期課程への教育課程の連携も示して

いる。 
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博士後期課程は，学位授与の方針に従い，学識と専門知識を深めるための科目として「研

究科専門科目」，「研究科特別講義」，そして自立した研究活動が遂行できる能力の育成のた

めの科目として「総合セミナー」，「特別実習・演習」，「特定プロジェクトセミナー」で構

成されている。 

これら教育課程の認定・審査に加え，博士前期課程では修士論文審査，博士後期課程で

は博士論文審査が行われる。これらの審査に合格した者に対して前期課程では修士（理学）

と修士（工学），後期課程においては博士（理学）と博士（工学）を授与しているが，いず

れも内容・水準共に適切に体系化された教育課程と論文審査体制の下で行われている。 

 

 

 

５－４－３ 多様なニーズに対応した教育課程の編成 

 

（１）他専攻，他研究科の授業科目の履修 

工学系研究科規則第 5 条の 2 において，「指導教員は，研究指導上必要があると認める

ときは,学生が他専攻及び他の研究科の授業科目を履修することを認めることができる。」

と定めてあり，また，その単位は，工学系研究科履修細則第 4 条において，「博士前期課程

にあっては 10 単位を，博士後期課程にあっては 2 単位を限度として第 2 条及び第 3 条に

定める各課程修了の要件となる単位に含めることができる。」と定めてある。 

平成 27 年度は，のべ 13 件の他研究科科目および 87 件の他専攻科目の履修があり，修

了の要件となる単位として認定された。  

 

（２） 他の大学院等との単位互換 

工学系研究科規則第 5 条において，「学生は，大学院学則第 14 条の規定に基づき，他の

大学院及び外国の大学院の授業科目を履修することができる。」と定めてあり，また，その

単位は，工学系研究科履修細則第 4 条において，「博士前期課程にあっては 10 単位を，博

士後期課程にあっては 2 単位を限度として第 2 条及び第 3 条に定める各課程修了の要件と

なる単位に含めることができる。」と定めてある。また、奈良先端科学大学院大学情報科学

研究科、慶応技術大学大学院メディアデザイン研究科との間において「情報技術人材育成

のための実線教育ネットワーク形成事業 SwcCap プログラムにおける授業交流に関する協

定書」を締結し、平成 27 年度より同プログラムの運用により、科目読み替えによる単位互

換制度が開始され，6 名の学生に各 4 単位ずつ単位認定を受けた。 

 

（３）インターンシップによる単位認定の状況 

工学系研究科では，インターンシップ関連科目として，「循環物質化学インターンシップ

特論」，「機械インターンシップ」「建築特別インターンシップⅠ」，「建築特別インターンシ

ップⅡ」および「先端融合インターンシップ特論」の 4 科目が開講されており，平成 27 年

度履修者は，それぞれ 0 名，0 名，9 名，9 名および 0 名であった。 
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（４）留学生等への配慮 

工学系研究科博士前期課程および博士後期課程には，地球環境とエネルギーに関する教

育研究指導を英語で行う環境・エネルギー科学グローバルプログラムを設けており，日本

人学生及び外国人留学生を受け入れている。また，博士後期課程には，国際的な人材の育

成に関する教育研究指導を英語で行う戦略的国際人材育成プログラムを設けており，こち

らも日本人学生及び外国人留学生を受け入れている。なお，平成 27 年 5 月 1 日現在で工

学研究科の博士前期ならびに後期課程に在籍する留学生数は下表に示すとおりである。 

 

工学系研究科に在籍する留学生数（平成 27 年 5 月 1 日現在） 

工学系研究科 

博士前期課程 博士後期課程 

1 年次 ２年次 １年次 ２年次 ３年次 

11 4 15 8 15 

 

 

（５）秋期入学への配慮 

これまで工学系研究科博士前期課程では地球環境科学特別コースにおいて，外国人留学

生に配慮した秋期入学を実施していたが，平成 25 年度より環境・エネルギー科学グローバ

ルプログラムに移行して秋季入学に対応している。また，博士後期課程は，日本人学生，

社会人学生や外国人留学生を問わずに，春期入学と秋期入学のいずれも実施している。下

表の留学生数のうち，秋期（10 月）入学者の数は博士前期課程が 4 名，後期課程が 35 名

である。 

 

５ー５ 大学院課程の授業方法 

 

５－５－１ 授業形態の組合せ・バランス 

 

 全ての専攻において，専攻の授業科目の授業形態については，専攻の教育目標に応じた

構成をとり，講義・演習・実験・実習の授業形態のバランスを図っている。講義は，履修

者数が十数名程度の少人数授業を行っている。 

 

 

５－５－２ 単位の実質化への配慮 

 

（１）授業開講意図と履修モデルの周知，履修登録制限の実施状況，GPA の実施状況 

博士前期課程 

 全ての専攻で教育目標，開講科目の設置主旨，履修モデルが策定され，適正な学修計画

の下に授業を履修できるよう配慮されている。全ての授業科目で課題を与えることで，単
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位に見合った学習時間を確保している。平成 20 年度から全学で定められた GPA を用いた

履修指導を行っている。 

博士後期課程 

 全ての専攻で教育目標，開講科目の設置主旨，履修モデルが策定され，適正な学修計画

の下に授業を履修できるよう配慮されている。しかし，博士後期課程では修了要件の講義

科目数が僅かであることから，GPA 導入や履修登録制限は導入していない。 

 

（２）授業時間外の学習のための工夫 

博士前期課程 

 全専攻において，レポート等の課題を与えて自己学習を促している。 

博士後期課程 

全専攻において，研究指導を通じて自己学習を促しているほか，講義でレポート等の課

題を与えて自己学習を促している。 

 

 

５－５－３ シラバスの作成と活用 

 

（１）シラバスの公開状況  

 シラバスは，「シラバス作成に関する内規」に従って開講年度，講義コード，科目名，曜

/限，単位数，開講期，担当教員（所属），講義概要（開講意図，到達目標を含む），聴講指

定，授業計画，成績評価の方法と基準，教科書・参考書，オフィスアワーに加えて，平成

20 年度から自主学習を促すための課題，試験問題等の「開示リスト」および「開示方法」

を追加記載することとした。さらに，授業の開講第 1 日目に，シラバスを用いて授業に関

して説明をすることが義務づけられている。 

 

（２）シラバスに沿った授業の実施 

  平成 27 年度の学生による授業評価アンケートの結果によると，「シラバスは学習する上

で役に立っている」および「授業内容はシラバスに沿っている」の質問では，「全くそうは

思わない」あるいは「そうは思わない」の割合が低かったことから，シラバスが活用され

ていることが判る。 

  各専攻の状況は以下の通りである。 
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設問 授業の内容はシラバスに基づいていましたか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－５－４ 研究指導 

 

（１）博士前期課程 

平成 26 年度までは「1 名の指導教員による指導体制」としていたが，平成 27 年度より

全専攻において「1 名の主指導教員と 1 名以上の副指導教員による指導体制」に改め，複

数指導教員による研究指導を行っている。配属研究室は，入学前に研究室の専門分野を十

分に説明後，自主的に選択させている。研究テーマは研究室配属後に，指導教員が研究テ

ーマを提示・説明し学生と十分に協議し決定している。また，全ての専攻では，学生の教

育的指導能力および総合能力の育成のため，ティーチング・アシスタントとしての活動を行わせ

ている。 

平成 27 年度 ティーチングアシスタント採用状況 

担当学科 
前学期 後学期 

博士前期課程 博士後期課程 博士前期課程 博士後期課程 

数理 0 0 0 0 

物理 4 0 7 0 

知能 13 0 17 0 

機能 50 6 47 3 

機械 25 2 28 1 

電気 30 0 29 1 

都市 19 2 16 1 

合計 141 10 144 6 

 

各専攻の状況は以下の通りである。 

 

数理科学専攻 

 本専攻では，各学生に対し 1 名の主指導教員と 1 名の副指導教員が指導に当たる。配属

は，学生の研究分野及び希望を考慮する形で決定され，年度始めに研究科教授会に報告さ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

数理科学専攻

物理科学専攻

知能情報システム学専攻

循環物質化学専攻

機械システム工学専攻

電気電子工学専攻

都市工学専攻

先端融合工学専攻

（前学期）

シラバスの内容を把握していないため分からない 全くそう思わない
そう思わない どちらともいえない
そう思う 全くその通りだと思う
回答なし

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（後学期）
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れ承認を得ている。 

 数理科学専攻では 1 名の主指導教員と 1 名の副指導教員による連携の元で学生を指導し

ている。配属研究室は，入学前に研究室の専門分野を十分に説明後，自主的に選択させて

いる。研究テーマは研究室配属後に，指導教員が研究テーマを提示・説明した上で，指導

教員と学生が十分に協議しながら，最終的には学生に自主的に選択させている。 

物理科学専攻 

 各学生に対し 1 名の指導教員による指導体制をとっている。配属研究室は，入学前に研

究室の専門分野を十分に説明後，自主的に選択させている。研究テーマは研究室配属後に，

指導教員が研究テーマを提示・説明した上で，十分に協議しながら，学生に自主的に選択

させている。教育的機能の訓練及び自己の総合能力の育成のため，ティーチング・アシス

タントとしての活動を行わせている。平成 26 年度はのべ 11 名のティーチング・アシスタ

ントが任用されている。 

各研究室において 1 教員あたり数人という少人数指導が行われ，学会と論文発表を多数

の大学院生がしているところから判断しても指導体制が機能しているのが見て取れる。ま

た，殆どの学生が修士論文を提出し，学位を取得している。 

知能情報システム学専攻 

各学生に対し教員 1 名が主指導教員，２名が副指導教員となり指導に当たる。知能情報

システム学科(専攻)は 5 つの研究グループから構成されているが，指導教員の所属するグ

ループの他の教員が実質的な副指導教員として機能している。配属研究室は，入学前に研

究室の専門分野を十分に説明後に自主的に選択させている。研究テーマは研究室配属後に，

指導教員が研究テーマを提示・説明した上で，十分に協議しながら，学生に自主的に選択

させている。指導教員が学生の研究の進捗把握，今後の方針及び発表方法等の指導を日常

的に行うことはもちろんであるが，グループ内での研究発表や交流を通して，グループ内

の他の教員が指導する機会も設定されている。平成 26 年度は，のべ 31 名のティーチング・

アシスタントが任用されている。 

循環物質化学専攻 

1 名の指導教員による指導体制をとっている。配属研究室は，入学前に研究室の専門分

野を十分に説明後，自主的に選択させている。研究テーマは研究室配属後に，指導教員が

研究テーマを提示・説明し学生と十分に協議し，研究指導計画書に基づいた研究指導を行

っている。このことを記録するために，各学期開始時に，指導教員が研究指導計画を研究

指導実績報告書に記述している。これに対して，学期終了時に，学生は研究実施報告を記

入し，指導教員は指導実績を記入する。これらのことにより，学生と指導教員間で研究進

捗状況の相互確認と学位取得までの研究計画確認を図っている。 

平成 26 年度はのべ 91 名のティーチング・アシスタントが任用されている。 

機械システム工学専攻 

 基本的に 1 名の指導教員による指導体制をとっている。配属研究室は，入学前に研究室

の専門分野を十分に説明後，自主的に選択させている。研究テーマは研究室配属後に，指

導教員が研究テーマを提示・説明した上で，十分に協議しながら，学生に自主的に選択さ

せている。教育的機能の訓練及び自己の総合能力の育成のため，ティーチング・アシスタ
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ントとしての活動を行わせている。平成 27 年度はのべ 56 名のティーチング・アシスタン

トが任用されている。 

 各学生に対し教員 1 名が主指導教員となり指導に当たる。配属は，学生の研究分野及び

希望を考慮する形で決定され，年度始めに研究科教授会に報告され承認を得ている。各学

生は希望する研究室に配属され博士前期課程の研究に着手する。2 年次の中頃に，博士前

期課程論文中間発表会を実施し，研究の進捗把握，今後の方針及び発表方法等の指導を行

っている。 

電気電子工学専攻 

本専攻では，専門分野の教授, 准教授, 講師の中から適切な指導教員 1 名を割り当て,

各学生の指導教員とする。そして，当該学生の研究, 教育の直接的な相談に応じる責任者

としているが, 同じ研究専門分野のスタッフ（教授, 准教授, 講師, 助教など）が実質的

な副指導教員となり，集団指導体制（研究室体制）をとって学位論文の指導に当たるとと

もに，専門分野の研究開発能力を効果的に養う工夫としている。なお，各学生の指導教員

については，年度始めの研究科教授会に報告されて承認を得ている。 

配属研究室の決定については, 次のように行っている。学内から進学した学生について

は各研究室の専門分野を把握していると予想されるので, 配属研究室について，入学試験

の面接時に希望を調査し，入学後に最終の意志確認を行う。これに対して，学外から入学

した学生は, 入学前に専攻長が受け入れ可能な研究室の研究内容を説明した上で, 希望研

究室を自主的に選択させている。研究テーマは，研究室配属後に指導教員が提示・説明し

た上で, 十分に協議しながら学生が自主的に選択できるように配慮している。その結果，

配属先の研究室において直ちに修士研究へ着手することが可能である。 

大学院へ入学後，各学生は「電気電子工学特別セミナー」および「電気電子特別演習 A

～C」を段階的に履修していく。そして, 学位論文の執筆に必要となる基礎知識を修得し，

研究データを収集して修士研究を進めていくが, その都度, 指導教員から研究内容, 方針

等の指導を受ける。研究成果は，学会や研究会あるいは学術論文投稿といった手段で外部

評価を受けるように努める。その結果, 発表方法等を修得すると共に，これに向けた計画

作成能力を養う。また, 教育的機能の訓練及び自己の総合能力の育成のため, ティーチン

グ・アシスタント(TA)としての活動を行わせている。 

都市工学専攻 

1 名の指導教員による研究指導体制をとっている。修士論文審査は 3 名の教員からなる

委員会で行う。配属研究室は，入学前に研究室の専門分野を十分に説明後，自主的に選択

させている。年度始めに研究科教授会に報告され承認を得ている。研究テーマは研究室配

属後に，指導教員が研究テーマを提示・説明した上で，十分に協議しながら，学生に自主

的に選択させている。これら一連のプロセスは，計画書の作成と報告書の作成で完了する

システムとなっている。また，教育的機能の訓練及び自己の総合能力育成のため，ティー

チング・アシスタントとしての活動を行わせており，この活動も実施プロセスを記録する

ことにより改善すべき事項が点検されるシステムとなっている。平成 27 年度はのべ 38 名

のティーチング・アシスタントが任用されている。 

年次の終わりに，専攻全教員が出席の下，博士前期課程研究中間発表会を実施し，研究
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の進捗状況を把握するとともに，今後の方針及び発表方法等の指導を行っている。実務者

との意見交換を通じて学生への刺激を与えるために，この中間発表会は外部にも公開して

いる。 

先端融合工学専攻 

 主指導教員 1 名と副指導教員 1 名による指導体制をとっている。研究室配属は，学生の

意志に従い，自主的に配属先を選択させている。研究テーマは，学生と指導教員との間で

十分な話し合いを行い，学生の自発的提案に基づき設定している。各年度初めに学生と指

導教員が話し合い，実験計画と目標を決定し，年度末には実施状況・反省を行っている。

学生のプレゼンテーション能力を向上させるため，学生による“国内会議でのポスター発

表・口頭発表，国際会議での口頭発表”を推進している。教育的能力の開発及び自己の総

合能力の向上のため，できるだけティーチング・アシスタントとしての活動を行わせてい

る。 

 

（２）博士後期課程 

 全ての大講座，専攻において，主指導教員 1 名と副指導教員 2 名以上の複数教員による

指導体制をとっている。学生と指導教員との間で十分な討議を行い，学生の自発的提案に

基づいた研究テーマを設定している。また，教育的機能の訓練および自己の総合能力の育

成のため，ティーチング・アシスタントおよびリサーチ・アシスタントとしての活動を行わせ

ている。平成 27 年度は，博士後期課程学生 37 名のリサーチ・アシスタントが任用されて

いる。 

 

（３）ティーチング・アシスタントの指導状況 

博士前期課程の全専攻において，担当教員がティーチング・アシスタント担当学生に事前研

修を行っている。全ての専攻で，ティーチング・アシスタントは授業修了後にティーチング・アシ

スタント実施記録を提出して保管している。  

博士後期課程においても，全ての専攻で，ティーチング・アシスタントは授業修了後にティー

チング・アシスタント実施記録を提出し，保管している。同様にリサーチ・アシスタントにつ

いても，リサーチ・アシスタント報告書を提出して保管している。 

このように，ティーチング・アシスタントおよびリサーチ・アシスタントに関しては組織的

に取り組んでいる。 

 

 

５ー６ 大学院課程の成績評価 

 

５－６－１ 学位授与方針 

 

 平成 22 年度より，学位授与の方針を定めた。学位授与の方針は，学生に身につけさせる

学習成果を具体的に示している他，卒業認定の方法，学位の審査方法について示している。 
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以下に平成 27 年 3 月工学系研究科教授会承認の学位授与の方針を記す。 

 

システム創成科学専攻 

【学位授与の方針】 

学生が身に付けるべき以下の具体的学習成果の達成を学位授与の方針とする。また，大

学院学則に定める所定の単位を修得し，かつ，博士論文を提出し，論文の審査および最終

試験に合格した者には，教授会の議を経て，学長が修了を認定し，学位を授与する。 

１． 高度な専門性をもつ教育により，深い専門知識を習得している。  

２． 自己啓発力，幅広い領域に関する関心や知識，柔軟な適応能力，総合的思考能力を身

につけている。 

３． 広い視点からの問題解決能力を身に付けるとともに，プランニング能力，独創的思考

能力，研究遂行能力や専門的職業人としての素養を身につけている。  

４． 論文作成能力，プレゼンテーション能力，コミュニケーション能力や論理的に議論す

る能力を身につけている。 

 

数理科学専攻 

【学位授与の方針】 

学生が身につけるべき以下の具体的学習成果の達成を学位授与の方針とする。所定の単

位を修得するとともに修士論文を提出した者に対して修了判定を行い，工学系研究科教務

委員会及び教授会の議を経て，学長が修了を認定し，学位を授与する。 

１． 大学の専門課程等で数学を学んだ上に，さらに進んだ論理的思考力，問題解決能力，

正確な表現力及びコミュニケーション能力を身につけている。 

２． 数学に関連した様々な問題について関心・理解を持ち, 論理的厳密な思考に基づいて

問題解決に取り組む能力を身につけている。 

３． 数学の各分野における問題を理解し, それらを解決するための論理を修得し, 直面

する諸問題を正確に理解し解析する力とプレゼンテーション能力を身につけている。 

 

物理科学専攻 

【学位授与の方針】 

学生が身につけるべき以下の学習成果の達成を学位授与の基本方針とする。 

学習の成果に対する評価は，学生に対しシラバスにおいて明記した基準に従って行う。

所定単位を修得するとともに修士論文を提出した者に対して審査・修了判定を行い，工学

系研究科教務委員会及び教授会の議を経て，学長が修了を認定し，学位を授与する。 

１． 物理学及び物理科学の領域において，素粒子，物質，宇宙などそれぞれの自然現象に

対して，高度な専門的な知識を身につけている。 

２． 研究室における教育，研究を通して実践的な知識を身につけるとともに，科学的思考

力と洞察力を養い，問題解決に自律的に取り組む能力を身につけている。 

３． 知識基盤社会を支える幅広い教養と広範な視野をもち，未知の課題に対し柔軟，かつ

果敢に対応する姿勢を身につけている。 
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知能情報システム学専攻 

【学位授与の方針】 

大学院工学系研究科博士前期課程知能情報システム学専攻では，以下に示す学習成果を

達成した者に学位を授与する。 

 学修の成果に係る評価は，シラバス上に明記した成績評価基準に従って客観的かつ厳格

に行うとともに，異議申し立て制度等により成績評価の正確さを担保している。 

 本専攻では，所定の単位を修得するとともに修士学位論文を提出した者に対して修了判

定を行い，大学院工学系研究科教務委員会及び教授会の議を経て，学長が修了を認定し，

学位を授与する。 

１．情報技術者としての幅広い知識 

IT 分野の次世代技術を開拓しうる豊かな創造力や企画力を身につけるとともに，情

報技術者として身につけておくべき幅広い知識を修得している。 

２．情報技術者としての高度な専門的知識と技能 

学部で学んだ知能情報システム分野の知識を基礎とし，より高度な専門的知識や技能

を修得している。 

３．情報技術者としての実践的な知識と実践力 

IT 分野において社会に貢献できる技術者としての精緻な知識と実践力を身につけて

いる。 

４．情報技術者としての課題発見・解決能力 

IT 分野における先端研究の一翼を担い，情報技術者として不可欠な課題を発見する能

力ならびにそれらを解決する能力を身につけている。 

 

循環物質化学専攻 

【学位授与の方針】 

学生が身につけるべき以下の具体的学習成果の達成を学位授与の方針とする。所定の単

位を修得するとともに修士論文を提出した者に対して修了判定を行い，工学系研究科教務

委員会及び教授会の議を経て，学長が修了を認定し，学位（修士）を授与する。 

１． 基礎的な化学の領域を学習し，循環型社会の実現に応用できる化学技術者としての能

力を身につけている。 

２． 応用化学，物質循環，ゼロエミッションなど幅広い専門知識と実践力を修得し，循環

型社会を実現する科学技術を構築できる化学技術者としての能力を身につけている。 

３． 地球的視点から，多面的に物事を考え環境調和型社会を志向できる化学技術者として

の能力を身につけている。 

４． 情報処理，プレゼンテーション，コミュニケーション能力を養い，自主的に仕事を計

画・実行し，課題を解決できる能力を身につけている。 

 

機械システム工学専攻 

【学位授与の方針】 

大学院工学系研究科博士前期課程機械システム工学専攻では，学生が身につけるべき以
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下の具体的学習成果の達成を学位授与の方針とする。 

機械システム工学専攻の教育課程における専門科目から修了に必要な所定の単位を修

得するとともに，修士論文を提出した者に対して修了判定を行い，工学系研究科教務委員

会及び教授会の議を経て，学長が修了を認定し，学位を授与する。 

１．技術者としての高度な専門知識 

 機械工学に関する高度な専門的知識を有し，それを応用する能力を身につけている。 

２．技術者としての幅広い知識 

 機械工学を取り巻く種々の問題に対応するため，専門分野以外の知識を幅広く修得し，

それを活用することができる。 

３．ものづくりに関する実践的な知識と実践力 

 技術者としてものづくりに貢献するための知識と実践力を身につけている。 

４．技術者としての課題発見・解決能力 

 機械工学に関連した広範な問題について，技術者としての視点から課題を発見し，それ

を解決する能力を身につけている。 

 

電気電子工学専攻 

【学位授与の方針】 

学生が身につけるべき以下の具体的学習成果の達成を学位授与の方針とする。所定の

単位を修得するとともに修士論文を提出した者に対して修了判定を行い，工学系研究科

教務委員会及び教授会の議を経て，学長が修了を認定し，学位を授与する。 

１．電気電子技術者としての幅広い素養 

電気電子工学分野の次世代技術を開拓しうる豊かな創造力や企画力を身につけると

ともに，電気電子技術者として身につけておくべき幅広い素養を修得している。 

２．電気電子技術者として不可欠な専門的素養 

電気電子技術者として社会に貢献するために基盤となる専門的素養を身につけてい

る。 

３．電気電子技術者としての高度な専門的知識と実践力 

学部で学んだ電気電子工学分野の知識を基礎とし，より高度な専門的知識を修得する

とともに，電気電子工学分野において社会に貢献できる技術者としての精緻な知識と

実践力を身につけている。 

４．電気電子技術者としての課題発見・解決能力 

電気電子工学分野における先端研究の一翼を担い，電気電子技術者として不可欠な課

題を発見する能力ならびにそれらを解決する能力を身につけている。 

 

都市工学専攻 

【学位授与の方針】 

専攻の目的「都市工学の領域において，高度な専門的知識・能力を持つ職業人となる人

材を育成すること」に基づき，学生が身につけるべき以下の学習成果の達成を学位授与の

方針とする。所定の単位を修得するとともに修士論文又は特定の課題についての研究の成
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果を提出した者に対して修了判定を行い，工学系研究科教務委員会及び教授会の議を経て，

学長が修了を認定し，学位を授与する。 

１． 次世代を担う専門的職業人として，高いレベルの素養を身につけている。 

２． 社会基盤整備又は建築・まちづくりに関する高度な知識と技能を基礎とし，現代社会

における課題を整理し，論理的に議論する能力を身につけている。 

３． 社会基盤整備又は建築・まちづくりに関する高度な専門的職業人として，現象の正確

な把握と適切な工学的判断ができ，合理的な発想力及び運用能力に基づき，課題を解

決することができる。 

 

先端融合工学専攻 

【学位授与の方針】 

学生が身につけるべき以下の具体的学習成果の達成を学位授与の方針とする。 

所定の単位を修得するとともに修士論文を提出した者に対して修了判定を行い，工学系

研究科教務委員会及び教授会の議を経て，学長が修了を認定し，学位を授与する。 

１．研究科間共通科目を通して，技術者としての素養を身につけている。 

２．専門科目を通して，医工学または理工学の幅広い知識を身につけるとともに高度な専

門知識と技術とそれらを応用し，発展させるための能力を身につけている。 

３．研究活動を通して，人間と環境に優しい社会の構築および社会や地域の持続的発展に

貢献できる研究遂行能力及び創造力を身につけている。また，技術者としてのプレゼンテ

ーション，コミュニケーション能力を身につけている。 

 

５－６－２ 成績評価基準の組織的策定と学生への周知 

 

成績評価基準は佐賀大学大学院学則第 17 条で定められ，また，修了要件は博士前期課程

においては佐賀大学大学院学則第 18 条に，博士後期課程においては 19 条に定められてい

る。それらは「学生便覧」に記載され，学生に周知されている。授業科目毎の成績評価基

準は，各授業科目のシラバスに明示され学生に周知されている。 

成績評価と単位認定に関しては異議申立制度の下で申立事例がないことから，成績評価

や単位認定が適切に行われていると判断できる。修了認定は全ての専攻において組織的に

判定され，教務委員会で審査した上で，工学系研究科教授会の議を経て承認されている。 

 

（１）博士前期課程 

修士論文の審査は全ての専攻において，修士論文の内容，修士論文発表会でのプレゼン

テーションおよび質疑応答の内容に基づき，専攻内教員によって実施されている。さらに，

機能物質化学専攻，循環物質化学専攻，機械システム工学専攻では，中間発表会を行い，

そのプレゼンテーションおよび質疑応答の内容を認定評価に加味している。最終的な修了

認定に関しては，全専攻において，修士論文を含めた単位取得状況、をもとに修了認定審

査を行い，研究科教務委員会を経て最終的に工学系研究科教授会における審議により行っ

ている。 
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（２）博士後期課程 

全ての大講座，専攻において，修了認定は，博士論文の内容，公聴会でのプレゼンテー

ションおよび質疑応答内容に基づき実施されている。最終認定は，博士論文を含めた単位

取得状況をもとに修了認定審査を行い，さらに，コース会議および工学系研究科教授会に

おいて審議し行っている。 

 

５－６－３ 成績評価等の客観性・厳格性の担保 

 

 工学系研究科では，平成 18 年度に学生からの成績評価に関する異議申し立て制度が導

入された。また「異議申立と評価の通知に関する要項」を定め，試験問題や解答例等を異

議申立期間 (定期試験後の約 3 ヶ月間) 保管することで，成績評価等の正当性を担保し

ている。異議申立期間を超えた，試験問題，解答例，結果の長期間の保管・開示に関して

は，各専攻で方針を定めて対応している。 

  なお，工学系研究科では，これまでに異議申し立ての事例はない。 

 

５－６－４ 修了認定基準の組織的策定と学生への周知 

 

学位論文の審査体制は下記の通りである。 

（１）博士前期課程 

佐賀大学学位規則および佐賀大学工学系研究科規則に規定に準じて，全ての専攻におい

て，次のような審査体制をしいている。審査申請のあった修士論文を対象とし，主査と副

査からなる 3 名以上の審査委員が指名され，研究科委員会の議を経て決定される。各専攻

では，博士前期課程発表会を審査員以外の教員も出席して行い，審査委員の審査結果およ

び研究指導実施報告書に基づき専攻会議で合否の判定をする。最終的に研究科教授会で審

議・承認される。これらの詳細については、平成 26 年度に定められた「佐賀大学大学院工

学系研究科（博士前期課程）における学位の授与に関する取扱要項」に記載されている。 

学生への周知は，佐賀大学学位規則として Web による常時公開ならびに履修細則への記

載により行われている。 

 

（２）博士後期課程 

佐賀大学学位規則および佐賀大学工学系研究科規則に規定に準じて，全ての大講座，専

攻において，次のような審査体制をしいている。申請のあった博士論文を対象とし，大講

座あるいはコース会議において主査と副査からなる 3 名以上の審査委員が指名・審議され，

研究科教授会の議を経て決定される。各大講座，コースでは，博士論文公聴会を行い，審

査委員の審査結果および研究指導実施報告書に基づき大講座，コース会議で合否の判定が

なされ，最終的に研究科教授会で審議・承認される。これらの詳細は以下の規定により明

確に定められている。 

・佐賀大学大学院工学系研究科（博士後期課程）における課程修了による学位の授与に

関する取扱要項 
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・佐賀大学大学院工学系研究科（博士後期課程）における論文提出による学位の授与に

関する取扱要項 

・佐賀大学大学院工学系研究科博士後期課程における課程修了による学位の授与に関す

る学位審査基準についての申合せ 

・佐賀大学大学院工学系研究科博士後期課程における学位審査基準（論文提出によるも

の）についての申合せ 

・佐賀大学大学院工学系研究科博士後期課程における博士論文の作成及び公表に関する

要領 

 

学生への周知は，佐賀大学学位規則として Web による常時公開ならびに履修細則への記

載により行われている。日程等の詳細は「佐賀大学大学院工学系研究科博士後期課程にお

ける課程修了による学位の授与に関する日程等について」および「学位論文製本要領」な

どの配布により対応している。 

 

５－７ 特記事項 

５－７－１ JABEE 認定プログラム 

 これまで JABEE 認定プログラムは，知能情報システム学科，機能物質化学科：機能材料

化学コース，機械システム工学科の 3 学科であったが，平成 24 年度は電気電子工学科の

技術者教育プログラムが新たに JABEE による認定を受け 4 プログラム体制へと強化され

た。学部内には，JABEE を受審していない学科も参加する理工学部教育の質保証・JABEE 委

員会（旧 JABEE 特別委員会）が設置されており，JABEE 審査にとどまらない教育の質保証

に関する意見交換を行っている。平成 25 年度は機械システム工学科が中間審査を受け，審

査の概要は教育の質保証・JABEE 委員会および理工学部教授会で報告された。 

 

５－７－２ 入学前学習 

教務委員会の専門委員会である入学前教育専門委員会が中心となり，e ラーニングを用

いた入学前遠隔教育に取り組んでいる。平成 25 年度からは，対象を一般入試合格者に広げ

て e ラーニングシステムに登録し，LMS で問題を出題して質問などに対応した。終了後の

アンケート調査では，「入試の後も目的を持って学習に取り組めた」，「勉強する習慣がつい

た」など，自己分析や学習態度の向上に対する効果が上がっていることが確認されている。 

 

５－７－３ 共通教育準備委員会の立ち上げ 

平成 27 年に「理工学部共通教育準備委員会」が立ち上げた。「理工共通基礎科目」では

初年次の数学科目に関して，教科書，シラバス，試験などの評価システムを統一し，かつ

スケールメリットを生かした習熟度別クラス編成を敷くことによって，効率的に授業運営

を行い，少子化に伴う学力低下に対応することを目指している。また，「理工共通専門科目」

では，研究倫理，情報セキュリティ，キャリア教育などを一つの授業科目としてくみ上げ

た「理工キャリアデザイン」の開講に向けて検討が進んでいる。 
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５－８ 優れた点および改善を要する点 

 

（優れた点） 

博士課程 

（1）工学系研究科の教育課程編成・実施の方針および学位授与の方針が明確に定められ，

適切に教育課程が編成され教育が実施されている。 

（2）研究指導計画に基づき計画的に指導が行われている。  

（3）成績評価，単位認定，修了認定が適切に行われている。 

 

学士課程 

（1）理工学部の教育課程編成・実施の方針および学位授与の方針が明確に定められ，適切

に教育課程が編成され教育が実施されている。 

（2）理工学部キャリアガイダンスの実施方法及び教育・指導内容が定められている。 

（3）成績評価，単位認定，卒業認定が適切に行われており，成績評価に対する異議申立に

対する要項も整っている。 

(4）工系学科，専攻では，インターンシップ科目が整備されており，多くの学生が地元企

業，公官庁を始め，さまざまな業種の職場で就業体験できる体制が整っている。 

(5) 学生に自己学習を促す方策として自習室が学生に開放されている。 

 

（改善を要する点） 

博士課程 

(1) 現在運用中の研究科間共通科目は，平成 27 年度より工学系研究科内の研究科共通

科目を全学の研究科に開放したものであり，内容的には理系・工系の科目に偏りが

あり，これを全学共通の大学院向け高度教養科目に昇華・発展させるための工夫が

必要である。 

(2)学士課程から博士課程への接続教育を充実させることによって，恒常的な博士課程

定員確保を図る必要がある。 

  
学士課程 

（1）リメディアルの充実，初年次教育における学部を横断した情報共有などを図るなど，

少子化に伴う入学時学力の低下への対応策のさらなる具体化が求められる。 

（2）アクティブラーニング等の学生参加型授業の導入を推進することにより，受動型学習

から能動型学習へ転換を図ることが必要である。 

 

 

５－９ 自己評価の概要 

学士課程および博士前期課程において，教育課程編成・実施の方針および学位授与の方
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針が定められており，シラバスに基づいた授業の実施，履修指導における GPA の活用，単

位実質化のための履修制限や成績に対する異議申立制度も確立しており，教育課程の整備

状況は高く評価できる。  

 

【資料】 

平成 26 年度  理工学部・工学系研究科自己点検・評価報告書  

平成 27 年度  理工学部で何を学ぶか【冊子体】 

平成 27 年度  工学系研究科履修案内【冊子体】 

平成 27 年度  理工学部教務委員会活動報告書 

平成 27 年度  工学系研究科教務委員会活動報告書 

平成 27 年度  理工学部 JABEE 特別委員会活動報告書 

平成 26 年度改訂   理工学部 3 つの方針 

平成 26 年度改訂   工学系研究科 3 つの方針 

平成 27 年度  理工学部キャリアガイダンスの実施方法及び教育・指導内容 

平成 27 年度 「学生による授業評価」の実施に関する報告書 

理工学部・工学系研究科のホームページ （http://www.se.saga-u.ac.jp/） 
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第６章 学習成果 

 

 

６－１ 学生が身につけた知識・技能・態度から見た学習の成果 

 

６－１－１ 学生の学力や実績から見た学習の成果 

 

学生の在学中における合格率（単位取得率）と平均点，および資格取得の状況から判断して，

学生が身につける学力や資質・能力について，学習の成果や効果が全体的に上がっていると判

断される。なお，ここの合格率は，「履修放棄」を除いた実質的な履修者を分母とし，単位を

取得した学生数を分子として求めた数値である。 

 

（１）成績評価の分布 

（1.1）学士課程 

2004 年度入学生の卒業率低迷を受けて，平成 20 年度ファカルティ・ディベロップメント

（FD）委員会において授業改善の必要性を議論した。その結果，平成 27 年度開講の学部共通

科目を除く，理工学部開講科目の学科別の平均点と合格率は，表 6-1 に示すとおりであった。

すべての学科とも開講科目の平均点が合格点（60 点）以上であり，合格率は 84～92％程度で

ある。このことから，厳格な成績評価が行われており，良好な結果と言える。 

 

表 6-1 平成 27 年度理工学部開講科目の学科別の平均点と合格率 

学科 平均点（点） 合格率（％） 

数理科学科 71.3 86.9 

物理科学科 71.6 86.8 

知能情報システム学科 76.3 91.6 

機能物質化学科 74.7 91.8 

機械システム工学科 73.9 92.4 

電気電子工学科 71.8 89.2 

都市工学科 69.0 84.6 

                  （教務課の集計結果より） 
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（1.2）博士前期課程 

研究科共通科目および特別コース対象科目を除く，工学系研究科博士前期課程開講科目の専

攻別の平均点と合格率は，表 6-2 に示すとおりである。各専攻とも開講科目の平均点は 75 点

以上であり，また合格率は 94%以上と良好な結果といえる。 

 

表 6-2 平成 27 年度工学系研究科博士前期課程開講科目の専攻別の平均点と合格率 

専攻 平均点（点） 合格率（％） 

数理科学専攻 75.4 94.2 

物理科学専攻 85.7 99.0 

知能情報システム学専攻 86.7 96.9 

循環物質化学専攻 84.1 96.7 

機械システム工学専攻 90.0 99.1 

電気電子工学専攻 89.9 98.8 

都市工学専攻 85.1 95.9 

先端融合工学専攻 88.6 97.2 

（教務課の集計結果より） 

 

（1.3）博士後期課程 

平成 27 年度の工学系研究科博士後期課程開講科目の平均点と合格率は，表 6-3 に示すとお

りである。平均点は約 90 点であり，また合格率は 97.9%であった。開講科目数は少ないもの

の，博士後期課程に進学する学生は，専門分野の学習到達度の高いことがわかる。 

 

表 6-3 平成 27 年度工学系研究科博士後期課程開講科目の平均点と合格率 

専攻 平均点（点） 合格率（％） 

システム創成科学専攻 90.1 97.9 

（教務課の集計結果より） 

 

（２）資格取得者数 

（2.1）学士課程 

理工学部全体の実績を表 6-4 に示す。教員志望者を中心として，教員免許取得者は中学校 19

名，高等学校 46 名，合計 65 名であった。 前年度の 68 名（内訳：中学校 27 名，高等学校 4

名）からやや減少しているが，その 1 年前（平成 25 年度）は 65 名（内訳：中学校 21 名，高

等学校 44 名）であり，ここ３年でほぼ同数となっている。 

また，平成 24 年度に電気電子工学科が新規に JABEE を受審し，これが認められたため，理

工学部が提供する JABEE 認定教育プログラムは 4学科となった。これによって，304 名がプロ

グラムを修了しており，前年度のプログラム修了者が 252 名であったが、この年度は特に全体
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で卒業生が少なかった年であり，毎年 300 名程度の修了生を社会に送り出す体制を確立しつつ

ある。このことから，ここ数年間で急速に教育プログラムが充実していると言える。 

その他，指定学科卒業によって与えられる毒劇物取扱責任者や学外の資格取得の状況からも，

学習の成果や効果が上がっていると言える。 

 

表 6-4 平成 27 年度資格取得者（学士課程） 

資格・免許等の名称 学科・課程等 関連する授業科目 取得者数 

中学校教諭一種普通免許状 

（数学） 
数理科学科 所定の科目 10 

高等学校教諭一種普通免許状

（数学） 
数理科学科 所定の科目 14 

中学校教諭一種普通免許状 

（理科） 
物理科学科 所定の科目 2 

高等学校教諭一種普通免許状

（理科） 
物理科学科 所定の科目 8 

中学校教諭一種普通免許状 

（数学） 
知能情報システム学科 所定の科目 4 

高等学校教諭一種普通免許状

（数学） 
知能情報システム学科 所定の科目 6 

高等学校教諭一種普通免許状

（情報） 
知能情報システム学科 所定の科目 0 

JABEE 認定プログラム 知能情報システム学科 所定の科目 59 

中学校教諭一種普通免許状 

（理科） 
機能物質化学科 所定の科目 1 

高等学校教諭一種普通免許状

（理科） 
機能物質化学科 所定の科目 16 

JABEE 認定プログラム 
機能物質化学科 

機能材料化学コース 
所定の科目 52 

毒劇物取扱責任者 機能物質化学科 所定の科目 86 

高等学校教諭一種普通免許状

（工業） 
機械システム工学科 所定の科目 2 

JABEE 認定プログラム 機械システム工学科 所定の科目 96 

高等学校教諭一種普通免許状

（工業） 
電気電子工学科 所定の科目 0 

JABEE 認定プログラム 電気電子工学科 所定の科目 97 

高等学校教諭一種普通免許状

（工業） 
都市工学科 所定の科目 2 

技術士補 都市工学科 所定の科目 35 

                   （教務課の集計結果より） 
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各学科の状況は以下のとおりである。 

数理科学科 

学科の開講科目の平均点と合格率はそれぞれ， 71.3 点， 86.9%であり，良好な学習成果で

ある。資格取得者数は，中学教員免許状が 10 名，高校教員免許状が 14 名であり，学生の半

数近くが教員免許を取得しており, 教育成果は上がっている。 

物理科学科 

開講科目の平均合格率は 82.7%，平均点は 70.1 点であり，厳格な成績評価の結果として特

に問題はないと思われる。また，資格取得者（教諭一種普通免許状）数の 7名は定員 40 名に

対して 1/5 程度であり，教員志望の強い意欲を持つ学生に対しては教育成果が上がっている。 

知能情報システム学科 

学科の開講科目の平均点と合格率はそれぞれ，76.0 点，90.2%であり，良好な学習成果であ

る。本年度の卒業生 54 名のうち，JABEE 認定プログラム修了生が 54 名であり，昨年度の 64 名

より 10 名減となった。 

機能物質化学科 

学科の開講科目の合格率と平均点はそれぞれ，91.8%，74.7 点である。また，JABEE 認定プ

ログラムの取得者数は 52 名で,昨年度 37 名より 15 名増となった。その他，高等学校教諭一種

普通免許状（理科）が 16 名，中学校教諭一種普通免許状（理科）が 1 名，毒劇物取扱責任者

が 86 名である。これらのことから教育の成果が上がっていると判断できる。 

機械システム工学科 

合格率は 92.4％，平均点は 73.9 点であり，良好な学習成果である。JABEE 認定プログラム

資格取得者数は 99 名であり，前年度 84 名と比較すると 15 名の増となっている。これらのこ

とから教育の成果が上がっていると判断できる。 

電気電子工学科 

全体の合格率は 89.2%，平均点は 71.8 点であり，良好な学習成果である。。また，JABEE 認

定プログラムの資格取得者数は 97 名でこれはコース修了者全員である。昨年度の 77 名より

20 名の増となった。 

都市工学科 

全体の合格率は 78.4%，平均点は 66.4 点であり，双方とも他学科と比較するとやや低くな

っている。高等学校教員資格取得者 2名，及び技術者の社会的資格認定である技術士の一次試

験合格者は平成 26 年度 33 名に対して 27 年度には 35 名である。また、建築士合格者は，一級

が平成 25 年度 4 名（内修士卒 2 名），平成 26 年度 3 名，二級が平成 25 年 6 名（内修士卒 3

名），平成 26 年度 3名であった。以上のように，教育成果は上がっている。 

 

理工学部全体としては、昨年度卒業生が少なかった JABEE を実施している学科の卒業生の数

が一昨年度レベルまで回復し、従来の教育水準が維持できていると考えられる。 

 

 （2.2）博士前期課程 

博士前期課程全体の実績を表 6-5 に示す。教員志望者を中心として，専修免許取得者は 19

名で，好調であった前年度（21 名）と比較するとやや減少しているが，その１年前（平成 25
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年度）は 14 名からすると、増加している。 

この状況から，教育の成果や効果は必ずしも上がっているとは断言できないものの，従前の

水準は維持できていると言える。 

 

表 6-5 平成 27 年度資格取得者（博士前期課程） 

資格・免許等の名称 学科・課程等 関連する授業科目 取得者数

中学校教諭専修普通免許状 

（数学） 
数理科学専攻 所定の科目 7 

高等学校教諭専修普通免許状 

（数学） 
数理科学専攻 所定の科目 6 

中学校教諭専修普通免許状 

（理科） 
物理科学専攻 所定の科目 1 

高等学校教諭専修普通免許 

（理科） 
物理科学専攻 所定の科目 2 

中学校教諭専修普通免許状 

（理科） 
循環物質化学専攻 所定の科目 1 

高等学校教諭専修普通免許状 

（理科） 
循環物質化学専攻 所定の科目 2 

高等学校教諭専修普通免許状 

（工業） 
機械システム工学専攻 所定の科目 0 

高等学校教諭専修普通免許状 

（工業） 
電気電子工学専攻 所定の科目 0 

技術士補 都市工学専攻 所定の科目  

二級建築士 都市工学専攻 所定の科目  

中学校教諭専修普通免許状 

（理科） 
先端融合工学専攻 所定の科目 0 

高等学校教諭専修普通免許状 

（理科） 
先端融合工学専攻 所定の科目 0 

（教務課の集計結果より） 

 

各専攻の状況は以下のとおりである。 

数理科学専攻 

単位取得率は 94.2%，平均点は 75.4 点で,成績は非常に良好であり，学生に高い理解度を

与える授業を行っている。専修免許取得者は 6 名であり，定員の約 7割の人数となっており，

教員志望の高い学生に対し，高度な専修免許の教育の成果が上がっていると考えられる。 

物理科学専攻 

単位取得率は 97.6%，平均点は 87.4 点であり，単位取得状況は良好で，得点も厳格な成績評
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価の結果として特に問題はないと思われる。また，専修免許取得者は 2名で，教員志望の強い

意欲を持つ学生に対しては教育の成果が上がっている。 

知能情報システム学専攻 

開講科目の平均点と合格率はそれぞれ，85.8 点，100%であり，成績は良好で合格率も高い。

学生の熱心な勉学姿勢が反映している。教育効果が上がっていると考える。 

循環物質化学専攻 

単位取得率は 96.7%であり，平均点も 84.1 点と高く，能力の高い学生が進学していること

もあるが，学生の勉学姿勢が良好であることを反映している。これらのことから教育の成果が

上がっていると判断できる。専修免許も 3人取得しており，教員志望の学生に対しても，教育

の成果が上がっていると考えられる。 

機械システム工学専攻 

平均点は 90.0 点，99.1％という合格率であり，昨年度と比較すると双方と高くなり，十分

な教育および学習の成果が上がっていると判断した。 

電気電子工学専攻 

合格率98.8%，平均点89.9点と学生に高い理解度を与える授業となっていると考えられる。 

都市工学専攻 

平均点 87.1 点，合格率 98.4%であり，学習成果の高い良好な教育が行われている。資格取得

に関して，建築系の修士学生 1名が在学中に二級建築士に合格した。これらの資格試験は企業

も高く評価しており，教育の成果が向上していると考える。 

先端融合工学専攻 

平均点が 87.1 点，合格率は 98.4%となっており，良好な教育および学習がなされていると

判断される。 

 

（2.3）博士後期課程 

博士後期課程には，所定の科目を修得することによって得られる資格の設定はない。 

 

（３）研究指導の成果 

研究発表などをはじめとする研究指導成果について，ここでは，年度末に各教員へ対して提

出が義務付けられている「評価基礎情報データシステム」に基づいて報告する。ただし，今回

の集計結果によれば，実際の数値とは大きく異なっているようであり，必ずしも実態を反映し

たものとは言えない。学士課程の学生数については，例えば，各センター所属教員の指導して

いる学生数が反映されていないなど，登録データを集計する際の問題点とも考えられるが，最

大の原因は，そもそもデータが登録されていないことではないかと推測される。なお，このま

までは有意な分析が困難であるため，ここでは教務課にある情報を取り寄せて利用した。 

これに対して，学会講演等発表数や研究論文発表数は，「評価基礎情報データシステム」に

基づいた数値であり，それ以外の情報は手元にない。なお，複数の教員が連名となっているも

のについては重複を避けるため，主指導教員である「責任報告者」の報告数のみを計上してい

る。 

学士課程，博士前期課程，博士後期課程ともに概して多くの学会発表数がある。ただし，学
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科・専攻・コースによって大きな偏りが認められ，研究活動の実績や成果が上がっているとこ

ろと，そうではないところがあると判断される。 

 

（3.1）学士課程  

表 6-6 に示す研究指導成果にあるとおり，学生 492 名に対して，研究論文発表 10 件，学会

講演発表 87 件，学外での学生の表彰 15 件の実績がある。ただし，学科によって大きな偏りが

認められるため，卒業研究の成果が新規な研究として発表されており，かつ研究水準の高さに

研究指導の成果が現れている学科と，そうではない学科があると言える。 

なお，前年度は学生 485 名に対して，研究論文発表 8件，学会講演発表 105 件，学外での学

生の表彰 13 件であったため，全体的な傾向については大きな変化がないと言える。 

 

表 6-6 平成 27 年度理工学部の研究指導成果 

項   目 平成 27 年度 

指導教員数 146 

学生数 492 

卒業論文等提出者数 476 

卒業論文等合格者数 476 

学生による学会講演等発表数 87 

学生による研究論文発表数 10 

学生の受賞件数  

         

（学生数：教務課の集計結果より／平成 28 年 5 月 1日現在） 

（発表数：評価基礎情報データシステムの集計結果より） 

 

各学科の内訳は以下のとおりである。 

 

  数理 物理 知能 機能 機械 電気 都市 

指導教員数 8 13 15 27 30 28 25 

学生数 24 37 60 89 102 96 84 

卒業論文等提出者数 24 36 58 85 97 96 80 

卒業論文等合格者数 24 36 58 85 97 96 80 

学生による学会講演等発表数 0 0 2 29 8 41 7 

学生による研究論文発表数 0 0 0 2 3 4 1 

学生の受賞件数 0 0 0 1 0 7 7 
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各学科の状況は以下のとおりである。 

数理科学科 

卒業生全員による卒業研究発表会を行い，予稿集を作成，研究成果を公表している。 

物理科学科 

物理学の分野では，学士課程段階では，まだオリジナリティのある研究を行うことが困難であ

るため，学生による学会講演等の発表は行われていないのが普通である。 

知能情報システム学科 

卒業生全員が卒業研究について，中間発表会と最終発表会を行い，予稿集を作成している。

また 6名が学外において学会講演等発表を行い，2名が研究論文発表を行っている。 

機能物質化学科 

学生による学会講演等発表数は 29 件と多く，89 名の卒業生の 33%が卒業研究の成果を学会で

公表したことになる。また，学生による研究論文発表数は 2件であるが，発表までのタイムラグ

を考えると止むを得ない状況であり，教育の効果はあると判断できる。 

機械システム工学科 

学生による学会講演発表等が 15 件あり，適切な研究指導の成果が上がっていると判断する。 

電気電子工学科 

学生による学会講演等発表数は 41 件（連名も含む）と卒業論文提出者の約 43%にあたる数の

成果を学会等に公表しており，また，受賞は電子情報通信学会九州支部長表彰 1名, 電気学会九

州支部長賞 1 名, 学生マイクロ波回路設計試作コンテスト 2 名, 電子情報通信学会九州支部学

生会講演奨励賞 1名, MWE2015 大学展示コンテスト奨励賞 1名, 映像情報メディア学会放送技術

研究会学生発表部門最優秀賞 1名となっている。 

都市工学科 

84 名の卒業生のうち，土木学会西部支部研究発表会で 17 名が学会発表している。日本建築学

会九州支部長賞（1 名），土木学会西部支部優秀講演賞（3 名），日本都市計画学会九州支部長賞

（1名），都市住宅学会九州支部優秀学生賞（1名），空気調和・衛生工学会振興賞学生賞（1名），

地盤工学会九州支部優良学生賞（1名）を受賞している。都市工学科の 6名の学生で結成された

まちの間 3 号「佐賀よかとこの家」グループが，2015 年度学生表彰佐賀大学同窓会長賞の表彰

を受け，教育の成果があがっていると言える。 

 

（3.2）博士前期課程 

 表 6-7 に示す研究指導成果にあるとおり，学生 413 名に対して，研究論文発表 65 件，学会講

演発表 351 件，学外での学生の表彰 31 件の実績がある。これらの結果からわかるように，学生

数の約 90%に当たる学会発表が行われている。ただし，専攻によって大きな偏りが認められるた

め，研究指導の成果が新規な研究として発表され，かつ研究水準の高さに研究指導の成果が現れ

ている専攻と，そうではない専攻があると言える。 

 なお，前年度は学生 413 名に対して，研究論文発表 85 件，学会講演発表 440 件，学外での学

生の表彰 20 件であったため，学生数に対する学会発表の比率が減少しているが、昨年度行われ

た学会発表にともなうインセンティブ経費の調査のため、業績の入力が重複がないようにより

厳格に行われるようになったためであり，全体的な傾向については大きな変化がないと言える。 
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表 6-7 平成 27 年度博士前期課程の研究指導成果 

項   目 平成 27 年度 

指導教員数 111 

学生数 413 

修士論文提出者数 205 

修士論文合格者数 205 

学生による学会講演等発表数 351 

学生による研究論文発表数 65 

学生の受賞件数 31 

（学生数：教務課の集計結果より／平成 28 年 5 月 1日現在） 

（発表数：評価基礎情報データシステムの集計結果より）  

 

各専攻の内訳は以下のとおりである。 

 
数理 

科学 

物理 

科学 

知能 

情報 

循環 

物質 

機械 

システム

電気 

電子 

都市 

工学 

先端 

融合 

指導教員数 7 11 8 14 21 15 19 16 

学生数 19 33 40 58 69 61 61 72 

修士論文等提出者数 11 15 21 26 33 28 30 41 

修士論文等合格者数 11 15 21 26 33 28 30 41 

学生による学会講演

等発表数 
9 8 12 91 26 95 30 89 

学生による研究論文

発表数 
0 1 8 11 6 10 10 19 

学生の受賞件数 0 0 3 10 0 9 5 4 

 

各専攻の状況は以下のとおりである。 

数理科学専攻 

学生による研究論文の発表などはなかったが，専門分野からすると修士の学生での発表は難

しいと考えられる。 11 名の学生が修士論文を提出した。数理科学専攻としての水準に達する

結果と考えられ，十分に成果があがっている。 

物理科学専攻 

学生による学会講演等発表数は 24 件と昨年度のほぼ２倍となっており，研究論文発表は 2

件であり，分野の特殊性を考えると順調であると考えられる 

知能情報システム学専攻 

本年度修了生 17 名に対して，学外において延べ 19 件の研究発表等を行なっている。研究分
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野の違いによる成果数の多寡を考慮すれば，総じて良好な研究活動が行われている。 

循環物質化学専攻  

在籍した学生数は博士前期課程 1 年 28 名，博士前期課程 2 年 30 名で，91 件の発表実績が

あり，一人 2 回程度の学会講演等の発表を経験している。発表論文数が 11 報と講演数に比べ

て少ないが，教員が自ら発表している論文が相当数有り，発表までのタイムラグを考えると致

し方ない場合もあり，充分な研究指導の成果が得られていることを示している。 

機械システム工学専攻 

修了のための要件として，何らかの形態で同一の研究室以外の第 3者の前で発表するとの申

し合わせがなされており，上記の表の数となって現れている。また，発表論文数も，26 件であ

り，研究指導の成果がみられる。 

電気電子工学専攻  

学生による学会講演等発表数は 95 件と学生数を上回り，年度内複数回の学会講演などを行っ

ていることがわかる，また，研究論文発表数は 10 件と修士論文数の 1/3 以上であり，前年度か

ら増加している。学会発表による受賞は 9件であり，十分な件数であると考えられる。 

都市工学専攻 

博士前期課程 1，2 年生の総数 61 名に対して，発表論文 10 編（連名のものを含む）を発表

した。30 件の学会発表があり，良好な成果を挙げたと考えられる。また，都市工学専攻の学生

がマレーシアでの国際会議”IConCEES 2015”にて Best Paper Award を受賞した。都市工学専

攻の 4 名からなるグループが，11 回『新・木造の家』設計コンペで林野庁長官賞を受賞し，

その成果により 2015 年度学生表彰学長賞受賞した。他には，日本建築学会九州支部 2015 年

度建築九州賞「研究新人賞」，日本コンクリート工学会九州支部長賞，空気調和・衛生工学会

九州支部長賞など，多くの分野で成果を上げている。 

先端融合工学専攻 

先端融合工学専攻に所属する教員が指導した学生数は，69 名であり，学生 1 名あたり，発

表論文 0.30（総数 21 編），学会発表 1.69 回（総数 117 講演）となった。学会発表は，平成 26

年度より大幅に増加し，良好な成果を挙げたと考えられる。 

2006 度年から 2014 年度の博士前期課程入学生の学位取得状況を表 6-8 に示す。全体的に

90%以上の学生が標準修学年限内で学位を取得できているものの，昨年度までその比率が徐々

に低下していたが，27 年度は 92%とやや持ち直した。残りの学生のうち，一部に退学や除籍と

なった者も認められるが，その多くは病気や経済的事情により休学した学生である。このよう

に博士前期課程において，授業および研究指導の面で教育の成果が表れている。  
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表 6-8 博士前期課程における学位取得の状況 

 

 

 学位取得年度（１０月入学） 

入学年度 入学者数 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

2006 4   4        

2007 2    2       

2008 7     6      

2009 7      7     

2010 5       5    

2011 1        1   

2012 3         3  

2013 0          0 

 

（3.3）博士後期課程 

表 6-9 に示す研究指導成果にあるとおり，平成 27 年度は，22 名の学生に博士論文の学位を

授与しており，順調に研究者の育成を行っている。また，学生 83 名に対して，研究論文発表

62 件，学会講演発表 82 件、学外での表彰７件の実績がある。これらの結果からわかるように，

学生数とほぼ同数に当たる学会発表が行われており、学生数の 75%にあたる研究論文が発表さ

れている。したがって，研究指導の成果が新規な研究として発表されており，かつ研究水準の

高さに研究指導の成果が現れていると言える。 

なお，前年度は学生 80 名に対して，研究論文発表 81 件，学会講演発表 88 件，学外での学

生の表彰３件であったため，学生あたりの業績はやや減少しているが、博士前期課程と同様に

重複が減ったためであり、全体的な傾向については大きな変化がないと言える。 

 

 

 

 学位取得年度（４月入学） 

入学年度 入学者数  2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

2006 213  199 5        

2007 201   187 3       

2008 180    167 4      

2009 246     225 9     

2010 222      208 4    

2011 205       186 6   

2012 217        188 11 1 

2013 188         163 8 

2014 212          196 
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表 6-9 平成 27 年度博士後期課程の研究指導成果 

項   目 平成 27 年度 

指導教員数 114 

学生数 83 

博士論文提出者数 22 

博士論文合格者数 22 

学生による学会講演等発表数 82 

学生による研究論文発表数 62 

学生の受賞件数 7 

（学生数：教務課の集計結果より／平成 28 年 5 月 1日現在） 

（発表数：評価基礎情報データシステムの集計結果より）  

 

各コースの内訳は以下の通りである。なお，「評価基礎情報データシステム」へ登録された

データ集計の都合上，旧課程（エネルギー物質化学専攻）に所属していた学生についても，主

指導教員の所属に応じて現課程（システム創成科学専攻の各コース）へ算入した数値を示して

いる。具体的には，生産物質科学が 1名であった。 

 

 
電子情報 

システム学 
生産物質科学 

社会循環 

システム学 
先端融合工学 

指導教員数 26 26 47 15 

学生数 16 16 39 12 

博士論文等提出者数 3 5 8 6 

博士論文等合格者数 3 5 8 6 

学生による学会講演等発表数 15 27 16 24 

学生による研究論文発表数 15 17 12 18 

学生の受賞件数     

 

各コースの状況は以下のとおりである。 

電子情報システム学コース 

学生数 11 名に対して，論文提出者は 4名で，全員合格している。また，講演発数 12 件，論

文発表数も 16 件であり，昨年度より増しており，着実に成果をあげている。 

生産物質科学コース 

学生数（D1～D3）が 15 名に対して，論文提出者は 5名で，4名が合格し，研究指導努力の成
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果が認められた。  

社会循環システム学コース 

社会循環システム学コースに平成 27 年度在籍した 39 名の学生の内論文提出者は 8名で，全

員合格し，16 編の発表論文と 12 件の学会発表がある。  

先端融合工学コース 

平成 27 年度には 12 名の学生が在籍し，24 件の学会発表，18 編の研究論文発表を行ってお

り，良好な成果を挙げたと考えられる。また，6名の博士論文提出者全てが合格し，博士号を

修得した。 

  

  

６－１－２ 学生からの意見聴取などから見た学習の成果 

 

佐賀大学において，学生を対象として教育体制の評価の為に実施しているアンケートは，授

業ごとに実施する「授業評価アンケート」，教育体制全般を評価する「学生対象アンケート」，

学部卒業・大学院修了のときに在学中の内容を対象とする「卒業・修了予定者対象の共通アン

ケート」がある。 

「授業評価アンケート」など全学的に実施しているアンケートの結果，および学科・専攻単

位で行われている学生からの意見聴取の結果から，学習の成果が上がっていると判断される。 

 

（１）学生による授業評価の実施状況 

（1.1）学士課程 

学生による授業評価は，「佐賀大学学生による授業評価実施要領」に従い，共通のアンケー

ト様式を用いて実施された。また，いくつかの科目では，共通のアンケート様式の使用が適さ

ないとの判断から，独自様式でのアンケートが実施された。平成 22 年度後学期からは，Live 

Campus を活用した Web 形式を採用しているため，すべての科目で実施していることになる。

平成 27 年度は，全開講科目 463 科目の中で学生が何らかの情報を投入したものは 439 科目で

あり，有効な回答を得た科目は全体の 95%であった。 なお，受講登録学生数に対する回答数が

過半数に満たないものは，前学期,後学期ともに 84%を占めていた。したがって，回答数の改善

が今後の課題である。 

なお，専門周辺科目と教職科目は，除外して集計している。 

 

各学科の状況は以下のとおりである。 

数理科学科 

学生による授業評価アンケート結果は，概ね学部平均相当の良好な結果が得られている。 

物理科学科 

学生による授業評価の結果は、満足度をはじめ全項目において、良好な結果を得ている。科

目によるばらつきもとくに見られない。 

知能情報システム学科 

予習・復習時間が１時間未満と答えた学生が前年度の 65％から今年度は約 33％と減少し，
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改善している。到達目標の達成度・学生の満足度については前年と同様に約 65％の学生が肯

定的に回答しているが，約 10％の学生が否定的に回答している。回答率は 47％程度であり，

科目によるばらつきが見られる。 

機能物質化学科 

学生による授業評価アンケート結果は，概ね学部平均相当の良好な結果が得られている。予

習・復習をしていない学生は学部平均より少なめであるが，内容の理解，興味の増加の点では

それほど高くはなく，学生の受け身の姿勢が見て取れる。別途，学生要望アンケートを収集し

ており，授業内容などの要望については会議で紹介している。さらに学科内の教育 FD 委員会

による点検と教育改善委員会による改善提案により，学習成果の向上に向けた継続的改善を図

っている。 

機械システム工学科 

学生による授業評価では概ね学部平均相当となっており良好な結果といえる。学士課程は

JABEE 認定のプログラムであり厳密な出席管理や成績評価が相応に評価されたものである。各

教員の FD レポートでは授業評価アンケート等の結果に基づきさらなる教育の改善が行われて

いる。 平均点は変わらず合格率が上がっていることが証左となる。  

電気電子工学科 

(A-2) 授業時間外学習： 「1時間未満」または「全くしていない」と答えた学生は、前期で

33.9%であった。3分の１の学生であり、多いと言える。 

(B-2) 質問への対応： 「そう思う」または「全くそう思う」と答えた学生は、前期で 64.0%

であった。「どちらとも言えない」を含めれば 84.4%となり、おおむね教員の質問への対応は評

価されている。 

(B-3) 教員の授業に対する意欲： 「そう思う」または「全くそう思う」と答えた学生は、前

期で 80.2%であり、高く評価されている。 

(C-1) 目標の達成： 「そう思う」または「全くそう思う」と答えた学生は、前期で 65.7%で

あった。「目標を把握していない」は 1.5%とごく少数であり、授業目標は学生によく伝わって

いる。 

(C-4) 発言の促進、グループワーク：「そう思う」または「全くそう思う」と答えた学生は、

前期で 55.2%であり、評価されている授業は半数程度と考えられる。 

(D-1) 満足度：「そう思う」または「全くそう思う」と答えた学生は、前期で 75.2%であり、お

おむね学生は授業に満足していると言える。 

都市工学科 

 学生による授業評価の満足度はばらつきも少なく概ね高い評価を得ている。学科内の教育シ

ステム委員会での基礎教育の内容の見直し等の成果が現れ始めている。 

 

（1.2）博士前期課程 

平成 27 年度は，全開講科目 311 科目の中で学生が何らかの情報を投入したものは 259 科目

であり，前の項目と同じく，Live Campus を活用した共通のアンケート様式の授業評価が実施された。

有効な回答が得られた科目は全体の８３%であり、学士課程と比較しても回答率は同程度であった。ま

た、過半数以上が回答を行った科目は全科目数の 43%であり学士課程よりよい結果となっている。昨
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年度までは、どちらも学士課程より低い結果となっていたが、授業アンケートを WEB 入力化した後の学

生が進学してきており、入力を行う習慣がついているものと思われる。ただ、いずれにせよ全体からす

ると回答数は少なく、回答数の改善が今後の課題である。 

なお，研究科共通科目は，除外して集計している。 

 

各専攻の状況は以下のとおりである。 

数理科学専攻 

学生による授業評価アンケート結果は，非常に高い評価を得ている。 

物理科学専攻 

学生による授業評価の結果は、満足度をはじめ全項目において、概ね良好な結果を得ている。

受講者数の少ない科目もあり科目ごとのデータの有効性は高くないが、科目による大きなばら

つきは見られない。  

知能情報システム学専攻 

授業評価の結果は，シラバスの活用に肯定的な回答が 18％と工学系全体の 33％と比較して

少なく見られるが，その他は達成度・満足度を含むほぼ全項目において概ね良好な回答が得ら

れているように見える。受講者数の少ない科目もあり科目ごとのデータの有効性は高くないよ

うに思われる。科目による大きなばらつきは見られない。 

循環物質化学専攻 

専攻開講科目の満足度は良好であり，基礎科目に比して専門科目が高い傾向にある。少人数

クラスであるため，満足度や理解度が高くなっていると思われる。学生と教員の議論を中心と

した指導形態の循環物質化学特別実習・演習を通じて，学生の要望等を組み入れた教育環境の

改善に取り組んでいる。 

機械システム工学専攻 

学生による授業評価では，いずれの科目においても高い満足度が得られている。学部と大学

院都の接続授業である機械設計特論および熱流体力学特論を必修としているため，基礎学力の

充実を図ることができ，その後の専門科目の理解の充実度が上がったことを示している。 

 大学院生とは科目講義以外に各研究室で行われるゼミや研究指導で学部生以上に密接なコン

タクトを取っており，これらで行なう学生との意見交換を通じ教育環境の改善に取り組んでい

る。発表件数の増加や，学生の学会賞の受賞など指導の成果が上がっている。 

電気電子工学専攻 

満足度を見ると、「全くそう思う」または「そう思う」と答えた学生は前期で 76.7%であり、

学生の満足度は高いと言える。 

都市工学専攻 

学生による授業評価の満足度はばらつきも少なく概ね高い評価を得ている。 

先端融合工学専攻 

概ね講義科目に関しては授業に関する満足度が高く，良好な評価を得ている。特に，電気系，

機械系，化学系の学生の融合を目指して，平成２５年度から新たに始めたプロジェクトスタデ

ィについて，その満足度がわずかであるが改善傾向にある（昨年度 3.846（回答 46％）、今年度

4.040（回答 50％））。専攻としては力をいれている科目であり，この方向を保持していきたい。 
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（1.3）博士後期課程 

平成 27 年度は，全開講科目 29 科目の中で学生が何らかの情報を投入したものは 13 科目であ

り，前の項目と同じく，Live Campus を活用した共通のアンケート様式の授業評価が実施された。有効

な回答が得られた科目は全体の 45%であった。これは受講者数１という科目が多く、授業アンケート入

力についても、教員の指示が行き届いていないためではないかと考えられる。また、受講者数１の科

目では学生の匿名性がないため、入力しにくいのではないかと考えられる。 

 

（２）授業評価アンケート以外の学生の意見聴取 

授業評価アンケート以外の学生の意見を聴取したアンケートには，大学教育委員会と全学教

育機構高等教育開発室が共同で実施した在学生（B3，D2）を対象とした「学生対象アンケート」，

学部卒業予定者（B4）と大学院修了予定者（M2）を対象とした「共通アンケート」がある。回

答率は，例年 30～40% 程度であるが，Web 形式にしてからは 30%を下回ることもあると聞いて

いる。したがって，こちらについても回答数の改善が今後の課題である。 

なお，前者の平成２７年度「学生対象アンケート」は本書を作成中の９月現在集計中であり、後者

（卒業生・修了生）については６－２－２で改めて言及する。 

 

６－２ 学生の進路状況等から見た学習の成果 

 

６－２－１ 就職や進路から見た学習の成果 

 

（１）進学または就職の状況 

（1.1）学士課程 

平成 26 年 5 月 1 日現在の進路の状況は，表 6-10 のとおりである。学部卒業生 459 名のう

ち，205 名が大学院博士前期課程に進学した。また，244 名が一般企業や教職として就職して

いる。進学と就職を合わせると 449 名となり，ともに順調である。なお，前年度は卒業生 469

名に対して，進学が 188 名，就職 267 名の合計 455 名であった。これらの状況から，学習の成

果が上がっており，卒業生の質が社会で評価されていると言える。 
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表 6-10 進学または就職の状況（学士課程） 

産業分類細目 

理工学部 

数
理
科
学
科 

物
理
科
学
科 

知
能
情
報
シ
ス
テ
ム
学
科

機
能
物
質
化
学
科 

機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
科 

電
気
電
子
工
学
科 

都
市
工
学
科 

計 

農業，林業      1  2 

漁業         

鉱業，採石業，砂利採取業          

建設業  2  2 3 4 36 47

製造業 

食料品・飲料・たばこ・飼料製造

業 
   3    3 

繊維工業    1    1 

印刷・同関連業         

化学工業・石油・石炭製品等製

造業 
   6  1  7 

鉄鋼業・非鉄金属・金属製品製

造業 
 1  2 3 4  10

はん用・生産用・業務用機械器

具製造業 
   2 10 3  15

電子部品・デバイス・電子回路

製造業 
 1  1 6 4  12

電気・情報通信機械器具製造業     1 6  7 

輸送用機械器具製造業    1 11 5 1 18

その他の製造業  1   2 1  4 

電気・ガス・熱供給・水道業      1 1  2 

情報通信業  1 3 30 2 1 10 1 48

運輸業，郵便業     2   1 3 
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卸売・小売業 

卸売業  1  2  2  5 

小売業  1 1 3  1 1 7 

金融業・保険業 

金融業  1  1  1  3 

保険業 1       1 

不動産業・物品賃

借 

不動産取得・賃貸・管理業      2  2 

物品賃貸業         

学術研究，専門・

技術サービス業 

学術・開発研究機関         

法務         

その他の専門・技術サービス業    4 2 4   2 12

宿泊業，飲食サービス業  1      1 2 

生活関連サービス業，娯楽業    2   1 3 

教育・学習支援業

学校教育 3 2 1  1   7 

その他の教育，学習支援業 3   1    4 

医療，福祉 

医療業，保険衛生    2    2 

社会保険・社会福祉・介護事業         

複合サービス事業     1   2 3 

サービス業 

宗教         

その他のサービス業    4 2 4 2 12

公務 

国家公務 1 1    1 1 4 

地方公務 1 2   2  9 14

進学  9 15 21 44 51 43 22 205

上記以外のもの  1  1    2 

総計   20 31 53 80 94 94 77 449

（キャリアセンターの集計結果「平成 27 年度就職統計」より） 
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各学科の状況は以下のとおりである。 

数理科学科 

卒業生 24 名中，大学院進学者  9 名，就職者 11 名（内教員  3 名・公務員 2名），である。  

物理科学科 

平成 25 年度の卒業学生 35 名中，就職は 13 名で，このうち企業へは 9 名，公務員 4 名であ

った。大学院進学者数は 17 名であった（15 名は佐賀大学へ進学，2名は広大へ進学）。またこ

れ以外には，未就職者数が 5名であった。就職意識の向上が望まれる。 

知能情報システム学科 

平成 25 年度卒業学生 64 名中，大学院への進学 17 名，企業への就職 34 名，公務員 3名，専

門学校入学 2名，その他 8名であった。企業への就職の多くは本学科の教える情報技術がもっ

とも活用されるコンピュータ関連であり，教育の効果は十分あったと考えられる。その他 8名

には教員，公務員志望の未就職の卒業生 5名が含まれる。今後，このような卒業生へのサポー

トを強化していく予定である。 

機能物質化学科 

平成 25 年度は 99 名中 48 名が大学院（他大学 7名を含む）に進学し，48％が進学している。

公務員・教員試験再受験の 3 名，結婚による家事専従 1 名を除けば，98%の進路が決定してい

る。半数近くが化学関連企業で，薬品，電子部品，半導体などの製造業へ就職している。就職

先は，(株)ムーンスター，九州グリコ(株)，(株)サクラフーズ，(株)翔薬，(株)ルミカ，(株)

安川電機，三菱電線工業(株)，協和機電工業(株)，(株)九州積水工業，グリーンホスピタルサ

プライ(株)，(株)エバーライフ，アース環境サービス(株) ，(株)テクノス，(株)メイテック

フィルダーズ，(株)メディック，(株)九州パール紙工，(株)ジェイデバイス，(株)山本鐵工株

式會社，(株)テクノ・スズタ，財団法人化学及血清療法研究所等で化学の専門知識を活用でき

る職種であり，教育の成果が活かされていると判断できる。 

機械システム工学科 

平成 27 年度は 99 名の内，52 名が大学院進学，45 名が民間企業就職，2 名は専門学校への

進学である。就職先は，機械専門技術を活用できる職種であり，教育の成果が活かされている

と判断できる。 

電気電子工学科 

平成 27 年度卒業生 97 名中，大学院進学 43 名(他大学 1名を含む)，民間企業就職 49 名，公

務員 1名，自営業 1名である。民間企業の就職先は，電気電子関連と通信・情報関連分野が多

く，具体的には，三菱電機ビルテクノサービス，マースエンジニアリング，長崎キヤノン，ニ

シム電子工業，電気ビル，九州電力，九電工，九電テクノシステムズ，大電，正興電機製作所，

指月電機製作所，ニッセイコム，アドソル日進，九州通信ネットワーク，RKK コンピュータサ

ービスなど，電気電子の専門技術を活用できる職種であり，教育の成果が活かされていると判

断できる。 

都市工学科 

平成 27 年度学部卒業生 84 名の内，大学院進学 22 名（26%），就職 62 名（74%）である。就

職先は，ほとんどがゼネコン，建設コンサルタント，住宅メーカー，建築設計事務所，公務員

等，建設関連業界への就職であり，人材輩出においては学科の人材育成の趣旨に適っている。 
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 （1.2）博士前期課程 

平成 28 年 5 月 1日現在の進路状況は，表 6-11 のとおりである。博士前期課程修了生 205 名

のうち，6 名が大学院博士後期課程に進学した。また，188 名が一般企業や教職として就職し

ている。進学と就職を合わせると 194 名になった。なお，前年度は修了生 177 名に対して，進

学が 8名，就職が 165 名の合計 173 名であったため、やや就職率が減少しているが、公務員や

教員の受験のため就職していない学生もいると考えられる。これらの状況から，学習の成果が

上がっており，修了生は広く社会で活躍していると言える。  

 

表 6-11 進学または就職の状況（博士前期課程） 

産業分類細目 

工学系研究科博士前期課程 

数
理
科
学
専
攻 

物
理
科
学
専
攻 

知
能
情
報
シ
ス
テ
ム
学
専
攻 

循
環
物
質
化
学
専
攻 

機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
専
攻 

電
気
電
子
工
学
専
攻 

都
市
工
学
専
攻 

先
端
融
合
工
学
専
攻 

計 

農業，林業          

漁業      1   1 

鉱業，採石業，砂利採取業          

建設業    1 2 1 21 1 26

製造業 

食料品・飲料・たばこ・飼料製

造業 
   1 1  1  3 

繊維工業    2     2 

印刷・同関連業       1  1 

化学工業・石油・石炭製品等製

造業 
   7   2  9 

鉄鋼業・非鉄金属・金属製品製

造業 
   1 3 1  5 10

はん用・生産用・業務用機械器

具製造業 
 3 1  9 4  4 21
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電子部品・デバイス・電子回路

製造業 
 2  4 1 3  5 15

電気・情報通信機械器具製造

業 
  1 1 4 4  2 12

輸送用機械器具製造業     10 5 1 7 23

その他の製造業    2 1 1  2 6 

電気・ガス・熱供給・水道業       2  1 3 

情報通信業  1 4 14  1 4 1 6 31

運輸業，郵便業    1    1 2 

卸売・小売業 

卸売業    2 1    3 

小売業       1  1 

金融業・保険業 

金融業 1        1 

保険業          

不動産業・物品

貸借 

不動産取得・賃貸・管理業          

物品賃貸業          

学術研究，専門・

技術サービス業 

学術・開発研究機関   1      1 

法務          

その他の専門・技術サービス

業 
1   1  1 2 1 6 

宿泊業，飲食サービス業          

生活関連サービス業，娯楽業        1 1 

教育・学習支援

業 

学校教育 2 2 1     1 5 

その他の教育，学習支援業  1       1 

医療，福祉 

医療業，保険衛生          

社会保険・社会福祉・介護事業          

複合サービス業 1        1 

サービス業 宗教          
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その他のサービス業          

公務 

国家公務   1      1 

地方公務 1 1     1  3 

進学   2 1  1 2  6 

総計 7 13 20 24 33 28 29 40 194

（キャリアセンターの集計結果「平成 25 年度就職統計」より） 

 

各専攻の状況は以下のとおりである。 

数理科学専攻 

修了者 11 名中就職 7 名（内教員 2名・公務員１名）である。 

物理科学専攻 

平成 25 年度の修了学生 11 名中，進学 2名，企業への就職 7名であった。その他 2名の内 1

人は，進学予定であったが修了間際に進路変更したため就職が間に合わなかった。残り 1名は，

修論研究に没頭し就職活動をしていなかった。 

知能情報システム学専攻 

平成 25 年度の修了学生 13 名中，企業への就職が 12 名であった。就職先はほとんどが情報

技術を活用できる職種であり，教育の成果が活かされていると判断できる。その他の 1 名は，

留学生であり修了後すぐに帰国している。今後は，このような留学生についても，可能な限り

帰国後の進路の把握に努めたいと考えている。 

循環物質化学専攻 

博士後期課程進学者 2名，就職者 26 名（就職率 96%） 

修了学生 30 名中，博士後期課程への進学者 2 名を除くと，未定者 2 名以外は全員就職が決定

し，有名企業も含まれることから学生の高い資質が評価されていると判断できる。就職先は， 

旭化成アミダス(株)，(株)三井ハイテック，タイキ薬品工業(株)，堺化学工業(株)，(株)フル

ヤ金属，(株)ミリオナ化粧品，祐徳薬品工業(株)，東京エレクトロン九州(株)，パナソニック

(株)，セントラル硝子(株)，(株)ルミカ，田口電気工業(株)，トッパン・フォームズ(株)，(株)

九州ダイエットクック，(株)やずや，山陽乳業(株)，ＪＡ佐賀中央会，(株)日能研，(株)個別

教育舎，(株)長崎地研，鳥栖倉庫(株)，応用地質(株)などである。化学の専門知識を活用でき

る職種であり，教育の成果が活かされていると判断できる。 

機械システム工学専攻 

平成 27 年度修了者 45 名中，就職者 45 名であった。就職先は，機械専門技術を活用できる

職種がほとんどであり，教育の成果が活かされていると判断できる。 

電気電子工学専攻 

平成 27 年度博士前期課程修了 29 名中，進学 1名，就職を希望しない者２名（うち１名は家

業継承）を除いて，全員が民間企業に就職している。就職先は，これまでどおり電子部品，電

気機器製造分野，電力会社が目立った。具体的には，三菱電機，富士通，東芝，パナソニック，
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ファナック，九州電力，東京電力，三井金属鉱業，NOK，ユニキャリアなどである。他に学生

の希望の強い自動車関連企業としては，いすゞ自動車株式会社，スズキの採用があった。地元

企業としては，戸上電機製作所の採用があった。また学生の粘り強い就職活動の成果としてラ

ジオ福島への就職があった。以上，当専攻の専門性を活用できる職種への就職がほぼ 100%継

続して達成されており，教育の成果が社会で期待されるものとなっているといえる。 

都市工学専攻 

修了者 29 名中，博士後期課程進学者 2名，就職 27 名である。就職先では建設業がほとんど

であり，建設関係の一部製造業に就職している。就職先は都市工学専攻の専門を活用できる職

種がほとんどであり，教育の成果が活かされていると判断できる。 

先端融合工学専攻 

就職者：40 名（平成 26 年度） 

就職先は，東芝キヤリア，三井ハイテック，京セラドキュメントソリューションズ，日本コー

クス工業，築野食品工業，凸版印刷，日本精工，三菱電機エンジニアリング，川崎重工業，三

菱マテリアル，デザインネットワーク，日研トータルソーシング，山九，ホープス，日本シス

テムウエア，今治造船，日立造船，ダイヤ空調，司システム，菱友システムズ，富士フイルム

メディカルＩＴソリューションズ，京セラ，日亜化学工業，東洋製罐，名村造船所，三島光産，

黒崎播磨，日立ビルシステム，東芝，吉野石膏，堺ディスプレイプロダクト，東芝三菱電機産

業システム，矢崎総業，住友ゴム工業，日本ハードメタル，三井金属鉱業，九州指月，本田技

研工業，安川情報システムなどである。 

なお，当専攻の専門性を活用できる職種への就職者の比率が高く，教育の成果が社会で期待

されている。 

  

（1.3）博士後期課程 

平成 28 年 5 月 1 日現在の進路の状況は，表 6-12 のとおりである。博士後期課程修了生 22

名のうち，11 名が就職している。そのうち 8名は教育機関に就職している。なお，前年度は修

了生 32 名に対して，23 名が就職しており，うち 12 名が教育機関であったため、就職率がや

や低下しているが、教育機関への就職を希望し、公募などに応募を続けている修了生もいると

考えられる。これらの状況から，学習の成果が上がっており，修了生は広く社会で活躍してい

ると言える。  
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表 6-12 進学または就職の状況（博士後期課程） 

産業分類細目 

エ
ネ
ル
ギ
ー
物
質
科
学
専
攻
（
旧
）

シ
ス
テ
ム
生
産
科
学
専
攻
（
旧
） 

シ
ス
テ
ム
創
成
科
学
専
攻 

計 

農業，林業      

漁業      

鉱業，採石業，砂利採取業      

建設業      

製造業 

食料品・飲料・たばこ・飼料

製造業 
    

繊維工業   １ １ 

印刷・同関連業     

化学工業・石油・石炭製品等

製造業 
    

鉄鋼業・非鉄金属・金属製品

製造業 
    

はん用・生産用・業務用機械

器具製造業 
    

電子部品・デバイス・電子回

路製造業 
    

電気・情報通信機械器具製造

業 
    

輸送用機械器具製造業     

その他の製造業     

電気・ガス・熱供給・水道業     

情報通信業      

運輸業，郵便業      

卸売・小売業 卸売業     
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小売業     

金融業・保険業 

金融業     

保険業     

不動産業・物品貸

借 

不動産取得・賃貸・管理業     

物品賃貸業     

学術研究，専門・

技術サービス業  

学術・開発研究機関     

法務     

その他の専門・技術サービス

業 
    

宿泊業，飲食サービス業      

生活関連サービス業，娯楽業     

教育・学習支援業 

学校教育   ７ ７ 

その他の教育，学習支援業   １ １ 

医療福祉  

医療業，保険衛生     

社会保険・社会福祉・介護事

業 
    

複合サービス事業      

サービス業 

宗教     

その他のサービス業     

公務 

国家公務     

地方公務     

一時的な仕事 学術開発研究機関・学校教育   ２ ２ 

総計   11 11 

（キャリアセンターの集計結果「平成 25 年度就職統計」より） 

 

各専攻の状況は以下のとおりである。 

エネルギー物質科学専攻 

旧課程のため，該当する学生はいない。 
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システム生産科学専攻 

旧課程のため，該当する学生はいない。 

システム創成科学専攻 

社会人学生および外国人留学生が多い。社会人学生は，博士後期課程での研究指導の成果を

本業に反映させている例もあり，外国人留学生は，研究指導の成果を生かして本国の大学で教

員となっている例もある。 

 

（２）入退学からみた学生の修学状況（活動等調査報告書に該当項目なし） 

各課程の状況は次のとおりである。 

 

（2.1）学士課程 

平成 19 年度に理工学部に入学した学生 528 名は，平成 26 年度までに 460 名が卒業し，卒業

率は 87.1%であった。一方，退学者，除籍者はそれぞれ 59 名（11.2%），8名（1.5%）であった。

なお，これとは別に転出者が 1名（0.2%）であった。 

これに対して，この学年へ平成 21 年度に編入学した学生 11 名は，平成 22 年度までに 6 名

が卒業し，卒業率は 42.9%であった。一方，退学者，除籍者はそれぞれ 0名 0名であった。 

以上の状況から，修学状況は良好であると判断される。 

 

表 6-13 平成 19 年度入学生の在籍状況調査（学士課程） 

 

 

年度 
在籍（入学）者数 

転入 転出 
退学者 除籍者 卒業者 

計  
編入

学 
計  編入

学
計  編入

学 計  編入

学

19 528 528   1 6 6  1 1     

20 521 521    5 5  1 1     

21 526 515 11   8 8 0 2 2 0    

22 516 505 11   10 10 0 3 3 0 356 350 6 

23 147 142 5   8 8 0 0 0 0 76 72 4 

24 63 62 1   9 9 0 1 1 0 26 25 1 

25 27 27 0   11 11 0 0 0 0 8 8 0 

26 8 8 0   2 2 0 0 0 0 5 5 0 

27 1 1 0   1 0 0 0 0 0 0 0 0 

28 0 0 0            

（教務課により作成） 
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 （2.2）博士前期課程 

平成 23 年度に博士前期課程に入学した学生（4 月入学）205 名は，平成 24 年度までに 186

名が修了し，修了率は 90.7%であった。一方，退学者，除籍者はそれぞれ 3 名（1.5%），0 名

（0%）であった。 

これに対して，同じ年度に入学した学生（10 月入学）1 名は，平成 25 年度までに全員が修

了し，退学者，除籍者はともに 0名で，修了率は 100.0%であった。 

以上の状況から，修学状況は良好であると判断される。 

 

表 6-14 平成 23 年度入学生の在籍状況調査（博士前期課程） 

年度 
在籍（入学）者数 退学者 除籍者 修了者 

計 
4 月

入学

10 月 
入学 

計 
4 月

入学

10 月

入学
計 

4 月

入学

10 月

入学
計 

4 月 

入学 
10 月

入学

23 206 205 1 3 3 0 0 0 0    

24 203 202 1 9 9 0 0 0 0 186 186  

25 8 7 1 0 0 0 1 1 0 2 1 1 

26 5 5 0 0 0 0 0 0 0 5 5 0 

27 0 0 0          

                                       （教務課により作成） 

 

（2.3）博士後期課程 

平成 21 年度に博士後期課程に入学した学生（4月入学）21 名は，平成 26 年度までに 14 名が

修了し，修了率は 66.7%であった。一方，退学者，除籍者はそれぞれ 5名（23.8%），2名（9.5%）

であった。  

これに対して，同じ年度に入学した学生（10 月入学）18 名は，平成 26 年度までに 16 名修了

し，修了率は 88.9%であった。一方，退学者，除籍者はそれぞれ 2名（11.1%），0名であった。 

以上の状況から，修学状況は良好であると判断される。 

 

表 6-15 平成 21 年度入学生の在籍状況調査（博士後期課程） 

年度 

在籍（入学）者数 退学者 除籍者 修了者 

計 
４月

入学

10 月 

入学 
計 

４月

入学

10 月

入学
計 

４月

入学

10 月

入学
計 

４月 

入学 

10 月

入学

21 39 21 18 2 1 1 0 0 0    

22 38 20 17 1 1 0 1 1 0    

23 29 18 17 2 2 0 1 1 0 15 14 1 

24 15 1 16 2 1 1 0 0 0 14 0 14 

25 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 

26 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

27 0 0 0  

              （教務課により作成） 
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年度 
在籍（入学）者数 退学者 除籍者 修了者 

計 
4 月

入学

10 月 
入学 

計 
4 月

入学

10 月

入学
計 

4 月

入学

10 月

入学
計 

4 月 
入学 

10 月

入学

21 39 21 18 2 1 1 0 0 0    

22 37 20 17 1 1 0 1 1 0    

23 35 18 17 2 2 0 1 1 0 15 14 1 

24 16 1 16 2 1 1 0 0 0 12 0 14 

25 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 

26 0 0 0          

 

 

６－２－２ 卒業生や企業アンケートから見た学習の成果 

 

JABEE 関連学科を中心に企業アンケートが実施されている。その結果は概ね良好であり，教

育の成果や効果が上がっていると判断される。また，企業アンケートの指摘や卒業予定者対象

の共通アンケートの結果を分析し，教育の点検に利用している。 

 

（１）教育成果に関する企業アンケート 

（1.1）学士課程 

過去 5年間に理工学部卒業生を採用した企業を対象として，平成 24 年度，平成 25 年度にア

ンケートを実施した。それ以前は，平成 17 年度にアンケート調査を実施しており，平成 16〜

17 年度の実績報告書に記載されている。ここでは，平成 26 年 3 月締め切りの，平成 25 年度

のアンケートの結果について、学習成果に関する項目を抜粋して平成 26 年度の本報告書に記

載した。なお，このアンケートは学士課程，大学院修了生の両方を合わせて行われている。 

 

各学科の状況は以下のとおりである 

数理科学科 

企業アンケートは実施していない。 

物理科学科 

 企業アンケートは行っていない。 

知能情報システム学科 

平成 25 年 1 月に企業アンケートを実施し，28 社より回答があった。質問 22 項目すべてに

おいて新入社員全体よりも本学科卒業生の方が満足度が高く，教育の成果が評価されているこ

とが分かった。しかしながら，コミュニケーション能力，文書作成能力，プレゼンテーション

能力等については，企業が要望するレベルには十分に達していないことも分かった。そのため，

文書作成やプレゼンテーション育成につながる内容を可能な限り多くの授業に取り入れて改

善を図っている。 
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機能物質化学科 

平成 24 年度から，本学科・専攻の卒業・修了生が勤務している企業を中心に WEB での企業

アンケートを開始したが，平成 24 年度末での回答数が少ないため，集計と解析は次年度行う

こととした。平成 22 年度には，本学科・専攻の卒業・修了生が勤務している企業を中心に企

業アンケートを実施した。「本学科・専攻の卒業・修了生は職場において大学で身につけた知

識を発揮していますか」との問いに対しては，大いに発揮している（6名），発揮している（21

名）と，あまり発揮していない（1名），全く発揮していない（0名）と，否定的な意見はほと

んどなく，肯定的な意見が 95%以上ある。また，必要とする人材，インターンシップ制度，学

科の学習・教育目標に関する質問については 45 社からの回答があり，8 割近くの企業が本学

科の学習・教育目標が企業にとって魅力的であると考えていることを把握することができた。

特に，企業が求めているものは，本学科の教育目標にあげられている「自主性」，「継続性」「積

極性・協調性」であり，教育の成果が評価されていることが検証された。 

機械システム工学科 

4年ごとをめどに就職先の人事担当者あるいは卒業生の直属の上司を対象にアンケートを実

施している。最近のアンケートは 2012 年に行われた。項目は多岐にわたっているが， なかで

も機械の専門科目に対する満足度は，群をぬいて高く，本学での教育の成果が社会で役に立っ

ていることが証明された。 平成 27 年度においては，キャリアデザインセミナーなどにおいて

卒業生や就職先などの関係者から意見を聴取した結果，教育成果に関しておおむね良好との評

価を受けた。 

電気電子工学科 

 最近 5年間では平成 22,25,26,27 年度に卒業生の就職先の企業に卒業生についてアンケート

を行った。平成 22 年度は，本学科卒業生の「多面的思考能力」，「専門基礎知識」，「PDCA の基

礎的能力」，「コミュニケーション能力」，「倫理観」に関するアンケートを実施した。すべての

質問に対して，ほぼ 90%以上の肯定意見が寄せられていることがわかった。このことから本学

科の学習・教育目標が社会の要求を十分満たしていることがわかり，また卒業生は十分社会の

要求に答えることのできる能力を有していることがわかる。平成 25,26,27 年度については，

本学科卒業生の，大学で得た知識（授業科目）は企業において役に立つと思うか、現在のカリ

キュラムについて満足しているか、専門・教養に関する知識の他でとくに必要性を感じる知識・

技能、についてアンケートを行った。 

 大学で得た知識については 6割以上、現在のカリキュラムについては 8割以上が肯定的な回

答であり、専門・教養に関する知識の他の知識については、平成 25,26 年度はほぼ 5割の学生

が必要性を感じていた。しかし平成 27 年度は、ほとんどいなかった。これは質問内容から語

学が抜けたためと思われる。 

都市工学科 

平成 27 年度はアンケートを実施していないが，平成 19 年度に企業アンケートを行い，これ

をもとに教育システムの検証を行った。平成 20 年度は建築士に関する受験資格要件を満足さ

せることを含めて教育システム委員会でカリキュラム上の対応の検討を行い，平成 21 年度に

新カリキュラムを適用した。 
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（1.2）博士前期課程 

学士課程と合同で，過去 5年間に博士前期課程修了生を採用した企業を対象として，平成 24

年度，平成 25 年度にアンケートを実施した。平成 25 年度のアンケートの結果を学士課程分と

合わせて，平成 26 年度の報告書に記載した。 

 

各専攻の状況は以下のとおりである。 

数理科学専攻 

企業アンケートは実施していない。 

物理科学専攻 

企業アンケートは実施していない。 

知能情報システム学専攻 

専攻の卒業生が勤務している企業を中心にアンケートを平成 25 年 1 月に実施し，本学科・

専攻の卒業・修了生が新入社員よりも全体的に高評価を得ていることが分かった。 

循環物質化学専攻 

本学科・専攻の卒業・修了生が勤務している企業を中心に企業アンケートについては，平成

24 年度より WEB 上で実施するようにしたが，平成 24 年度末での回答数が少なかったため，集

計・解析は次年度に実施することとした。平成 22 年度には，本学科・専攻の卒業・修了生が

勤務している企業を中心に企業アンケートを実施した。「本学科・専攻の卒業・修了生は職場

において大学で身につけた知識を発揮していますか」との問いに対しては，大いに発揮してい

る（6名），発揮している（21 名）と，あまり発揮していない（1名），全く発揮していない（0

名）と，否定的な意見はほとんどなく，肯定的な意見が 95%以上ある。また，必要とする人材，

インターンシップ制度，学科の学習・教育目標に関する質問については 45 社からの回答があ

り，8割近くの企業が本学科の学習・教育目標が企業にとって魅力的であると考えていること

を把握することができた。特に，企業が求めているものは，本学科の教育目標にあげられてい

る「自主性」，「継続性」「積極性・協調性」であり，教育の成果が評価されていることが検証

された。 

機械システム工学専攻 

4年ごとをめどに修了生および就職先の人事担当者あるいは直属の上司を対象にアンケート

を実施している。最近のアンケートは 2012 年に行われた。項目は多岐にわたっているが，な

かでも機械の専門科目に対する満足度は，群をぬいて高く，本学での教育の成果が社会で役に

立っていることが証明された。 平成 27 年度においては，キャリアデザインセミナーなどにお

いて修了生や就職先などの関係者から意見を聴取した結果，教育成果に関しておおむね良好と

の評価を受けた。 

電気電子工学専攻 

最近 5 年間では平成 22,25,26,27 年度に卒業生の就職先の企業に卒業生についてアンケー

トを行った。内容的には大学院生についても当てはまるものが多いので，電気電子工学専攻学

生も電気電子工学科学生とほぼ同じ評価を得ているものと思われる。 

都市工学専攻 

平成 19 年度修了予定者を対象にした共通アンケート調査の分析から，博士後期課程進学に
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対する認識が低いということが明らかになったが，それに加えて進学するメリットがあまり感

じられないことも大きな要因と考えられる。したがって，大学院に進学するメリットをわかり

やすく説明することが必要である。 

先端融合工学専攻 

特に実施していない。 

 

（1.3）博士後期課程 

学士課程や博士前期課程と合同で，過去 5 年間（平成 19～23 年度）に博士後期課程修了生を

採用した企業を対象として，平成 24 年度にアンケートを実施したが，博士後期課程に関して

は回答数が少なかった。 

 

（２）教育成果に関する卒業生・修了生アンケート 

（2.1）学士課程 

（2.1）学士課程  

平成 28 年 1〜3月に卒業予定者対象の共通アンケートを実施し，理工学部の教育に対する 476

名の修了予定者の 5段階評価で分析を行った。回収数は 427 件で全体の 90%であった。以下に

その集計結果を示す。 
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アンケートの項目は佐賀大学学士力に対応するように設定されており、各項目の最後の[]内の

数字が対応する学士力を表している。まず、「該当なし」という回答が各項目に役 40 件ずつあ

るが、これはほぼ全項目「該当なし」を選択した学生の回答であった。全体的に，「どちらと

もいえない」，「ややあてはまる」の回答が多いが，「どちらともいえない」が多い項目や，特

に７、８、９の外国語においては「あまりあてはまらない」が多い項目が複数あり，教育方法

などに改善が必要であると考えられる。また、今回のアンケートでどちらともいえないの回

答が多かったのは、設問が一見哲学的なものがあり、設問数も多すぎるのではないかと考

えられる。もう少し分かりやすい表現で、設問内容をまとめて少なくしたほうが、学生の

実態を引き出しやすくなると考えられる。 

各学科の状況は以下のとおりである。 

数理科学科 

 卒業生アンケートは実施していない。今ではラーニング・ポートフォリオが整備されている

ことから，卒業時の入力項目の中にアンケートに相当する項目をいくつか入れるということを

提案することも検討する。 

物理科学科 

独自の卒業生アンケートは実施していない。 
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知能情報システム学科 

卒業生に対するアンケートを毎年卒業直前（3 月）に実施している。平成 25 年 3 月卒業生

のうち 49 名がアンケートに回答し，プレゼンテーション，文書作成，コミュニケーション能

力の重要性を，学生は特に認識している。また，本学科で学んだことに対して 7名が「非常に

満足」，35 名が「満足」，7名が「どちらでもない」と回答しており，卒業生は概ね本学科の教

育に満足していると判断できる。 

機能物質化学科 

平成 26 年度卒業・修了生 114 名のアンケートを回収し，集計及び分析を行った。この結果

によると概ね満足な形で当学科・専攻を卒業・修了していることを示している。特に“指導教

員の対応”が最も評価が高く，82%の学生が満足しているとの回答を得た。過去数年に比べる

と社会に対して当学科の教育目標や研究及び学習スペースの満足度が十分と答える学生が多

くなった一方で，興味についての満足度，設備・消耗品への満足度などに関しては減少傾向に

ある。就職活動期間の長期化に伴う研究時間の減少や分析機器装置の老朽化に伴うトラブルが

原因として考えられるため，計画的な設備更新計画や興味を惹起するような直接指導時間の確

保が今後の課題である。 

機械システム工学科 

4 年ごとをめどに卒業 3 年経過後の卒業生を対象に独自アンケートを実施している。最近の

アンケートは 2012 年に行われた。項目は多岐にわたっているが，なかでも機械の専門科目に

対する満足度は，群をぬいて高く，本学での教育の成果が社会で役に立っていることが証明さ

れた。 

電気電子工学科 

企業の最前線で働いている卒業生の声を聞くため，就職懇談会（平成 27 年度よりキャリア

デザインセミナー）を継続して実施し，在学生への企業からの要望や学科・専攻の教授との意

見交換などを通して，教育の成果等を検証した。また，学部卒業時，大学院修了時に JABEE に

関連したアンケ－トを実施した（最近 6年間では平成 22 年度以降毎年）。これらにより，本学

科の教育について，企業での有効性や受講者としての要望，他大学と比較したレベルの自己評

価などを収集して，教育の検証に役立てている。 

都市工学科 

平成 19 年度の企業アンケート，平成 22 年 3 月の卒業生・修了生へのアンケート調査から，

平成 25 年度にはさらに詳しい内容の卒業生・修了生アンケート調査を実施した。学科におけ

る教育への満足度は 70%であった。また，学科で学んだことには 82%が有用と回答し，82%が社

会に貢献できていると判断している。さらに，卒業後における資格取得率は 65%と高く，本学

科の教育成果は十分に評価できるものである。 

 

（2.2）博士前期課程 

平成 28 年 1〜3 月に実施された「佐賀大学共通アンケート（卒業・修了予定者対象）」で，

工学系研究科の教育に対する 205 名の修了予定者の 5 段階評価が分析されている。回収数は

204 名分であった。26 年度にも設定されている大学院教育を通して習得できた能力に関する項

目では，「専門的な知識や技能」が 4.07（4.06），カッコ内は平成 26 年の結果），「分析し批判
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する能力」が 3.92（3.86），「プレゼンテーション能力」が 4.00（3.94），「資料や報告書を作

成する能力」が 3.97（3.88），「研究能力」が 3.91（3.89），「課題を探求する能力」が 3.95（3.90），

「問題を解決する能力」が 3.97（3.87）となっており，前年度よりすべての項目でわずかであ

るが向上しており、全般的には博士前期課程における教育・研究を通して習得できる能力に関

して，比較的高い評価がされている。 また、逆に低い項目は「異文化理解力」で 3.30 となっ

ている。 

 

各専攻の状況は以下のとおりである。 

数理科学専攻 

 特に実施していない。 

物理科学専攻 

 修了生アンケートは実施していない。 

知能情報システム学専攻 

修了生に対するアンケートを毎年修了直前（3 月）に実施している。プレゼンテーション，

文書作成，コミュニケーション能力の重要性を，学生は特に認識している。また，平成 25 年

3 月修了生のうち 18 名がアンケートに回答し，本専攻で学んだことに対して「非常に満足」

と回答した者が 8名，「満足」と回答した者が 10 名であり，概ね本専攻の教育には満足してい

るといえる。 

循環物質化学専攻 

平成 26 年度卒業・修了生 114 名のアンケートを回収し，集計及び分析を行った。この結果

によると概ね満足な形で当学科・専攻を卒業・修了していることを示している。特に“指導教

員の対応”が最も評価が高く，82%の学生が満足しているとの回答を得た。過去数年に比べる

と社会に対して当学科の教育目標や研究及び学習スペースの満足度が十分と答える学生が多

くなった一方で，興味についての満足度，設備・消耗品への満足度などに関しては減少傾向に

ある。就職活動期間の長期化に伴う研究時間の減少や分析機器装置の老朽化に伴うトラブルが

原因として考えられるため，計画的な設備更新計画や興味を惹起するような直接指導時間の確

保が今後の課題である。 

機械システム工学専攻 

4 年ごとをめどに修了 3 年経過後の修了生を対象にアンケートを実施している。最近のアン

ケートは 2012 年に行われた。項目は多岐にわたっているが，なかでも機械の専門科目に対す

る満足度は，群をぬいて高く，本学での教育の成果が社会で役に立っていることが証明された。 

電気電子工学専攻 

企業の最前線で働いている修了生の声を聞くため，就職懇談会（平成 27 年度よりキャリア

デザインセミナー）を継続して実施し，在学生への企業からの要望や学科・専攻の教授との意

見交換などを通して，教育の成果等を検証した。また，学部卒業時，大学院修了時に JABEE に

関連したアンケ－トを実施した（最近 6年間では平成 22 年度以降毎年）。このアンケートでは

大学院教育に関する項目も含まれている。これらにより，本専攻の教育について，企業での有

効性や受講者としての要望，他大学と比較したレベルの自己評価などを収集して，教育の検証

に役立てている。 
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都市工学専攻 

 平成 25 年度のアンケート調査は，卒業生・修了生を区別することなく行ったもので有り，

その結果は上述の通りであるが，大学院教育への満足度は 83％と学科よりも高い満足度であ

り，博士前期課程の教育についてもその成果は評価できる。 

先端融合工学専攻 

専攻独自の修了生アンケートは実施していない。  

 

（2.3）博士後期課程 

博士後期課程の学生に限定した修了生アンケートは実施していない。 

 

 

６－３ 特記事項 

・JABEE プログラムの中間審査など 

  平成 27 年度は，電気電子工学科が JABEE の中間審査を受け，特に大きな問題点を指摘さ

れることもなく，新たに 3年間が認められた。今後は 4プログラムが中間審査と継続審査を

受け続けていくことで PDCA サイクルに基づいた教育改善を実行し，教育の質保証に寄与す

ることが期待される。 

 

 

６－４ 優れた点および改善を要する点 

 

（優れた点） 

○学士課程 

(1)平成 24 年度に電気電子工学科が新規に JABEE を受審し，これが認められたため，理工学

部が提供する JABEE 認定教育プログラムは 4学科となった。これによって，毎年 300 名程度の

修了生を社会に送り出す体制を確立しつつある。このことから判断して，本学部における学生

に対する学習の成果や効果が上がっていると言える。 

 

（２６年度の改善を要する点の改善状況） 

○共通部分（学士課程・博士前期課程・博士後期課程） 

 (1) 各種のアンケートを実施しているが，回答数が限られており，母集団の特性を十分に

反映しているとは言い難い。ついては，回答率の向上が急務である。特に授業改善の PDCA サ

イクルにおいて重要な，授業評価アンケートの回収率を向上させる必要がある。 

改善状況 学生に入力のアナウンスを行うように、教員に依頼したが、平成 27 年度も授業

アンケートの回収率は向上しなかった。 
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○学士課程 

(1)卒業論文の内容や水準で学習の成果を量る仕組みが，現段階では，十分に整備されてい

ないところがある。 

改善状況 卒業論文自体ではないが、JABEE を実施している学科においては、卒業研究を内

容や水準で客観的に評価するシステムが準備されている。 

(2)平成 23 年度から本格実施となったラーニング・ポートフォリオについて，入力率が低迷

しているとの報告がある。 

改善状況 学生委員などからアナウンスを行い、各教員がチュータ担当の学生を呼び出して

入力を促そうとしているが、学生にとっては入力にともなうペナルティも有利な点もないた

め、回収率は 向上していない。 

○博士前期課程 

(1)修士論文の内容や水準で学習の成果を量る仕組みが，現段階では，十分に整備されてい

ないところがある。 

改善状況 修士論文の内容自体ではないが、修了生の研究指導実施報告書を修了時に審査し、

提出することが義務付けられ、研究指導の実態が把握できるようになった。 

○博士後期課程 

(1)博士論文の内容や水準で学習の成果を量る仕組みが，現段階では，十分に整備されてい

ないところがある。 

改善状況 博士論文の内容自体ではないが、修了生の研究指導実施報告書を修了時に審査し、

提出することが義務付けられ、研究指導の実態が把握できるようになった。 

 

（改善を要する点） 

○共通部分（学士課程・博士前期課程・博士後期課程） 

(1) 各種のアンケートを実施しているが，回答数が限られており，母集団の特性を十分に反

映しているとは言い難い。ついては，回答率の向上が急務である。特に授業改善の PDCA サ

イクルにおいて重要な，授業評価アンケートの回収率を向上させるため、授業アンケートの

ペーパー化、単位認定との連動など学生に対して効力のある手段を考えていく。 

○学士課程 

(1)卒業論文の内容や水準で学習の成果を量る仕組みが，現段階では，十分に整備されてい

ないところがあるため、各学科の卒業論文の評価方法について教務委員会、教育の質保証委

員会などで報告し、問題点があれば改善を行う。 

(2)平成 23 年度から本格実施となったラーニング・ポートフォリオについて，入力率が低迷

しているとの報告がある。佐賀大学学士力の考えからすると、目標を立てて単位習得行う必

要があるため、単位認定とラーニングポートフォリオの入力を連動させることで、学生の入

力を義務化する。 

○博士前期課程 

(1)修士論文の内容や水準で学習の成果を量る仕組みが，現段階では，十分に整備されてい

ないところがあるため、各専攻の修士論文の評価方法について教務委員会、教育の質保証委

員会などで報告し、問題点があれば改善を行う。 
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○博士後期課程 

(1)博士論文の内容や水準で学習の成果を量る仕組みが，現段階では，十分に整備されてい

ないところがあるため、各専攻の修士論文の評価方法について教務委員会、教育の質保証委

員会などで報告し、問題点があれば改善を行う。 

 

各学科の状況は以下の通りである。 

授業改善の取り組み状況に係る優れた点及び改善を要する点（学部・研究科等別） 

（1）学士課程 

数理科学科 

学科として組織的には行っていないが，各自ライブキャンパスから授業改善にもれなく取り組

んでいる。 

物理科学科 

学科として、個別の授業の改善は行っていないが、教員各自が共通および独自アンケート等の

情報から、授業改善に取り組んでいる。 

知能情報システム学科 

（優れた点） 

・eラーニングや紙での独自アンケート・コミュニケーションカード・小テスト時の自由記述

欄などで学生の意見を吸い上げ授業改善を行っている。 

・一部科目では，毎回の小テスト・宿題により講義内容の理解度・出席率を高めるとともに，

採点結果を返却し復習に役立たせた。 

・学習アドバイザ（プログラミング系・数学系）による学習支援を行っている。成績不振の学

生を優先して指定しており，成績に反映させている。 

・プログラミング演習支援システムによるプログラミングの自学自習（問題数 200 題程度，回

答し正解した問題総数が半期で約 1000 題ほど，1人平均で年間 30 問ぐらい解いている）。 

・eラーニングシステムを活用することで課題提出の管理を向上させた。 

・一部演習の電子化により、フィードバックが多少改善された。 

・毎回の授業後に Moodle 小テストを用いた「確認テスト」を実施した。これにより学生の理

解度を把握するとともに，学生が確実に復習を行うように工夫した。小テストの答案は自動採

点され，学生にフィードバックされるとともに，成績にも反映される。 

・「Moodle 版大福帳」を活用して，学生の質問やコメントを毎回の授業後に収集し，次回の授

業までに教員が回答する仕組みを運用している。教員室を訪問するのと比較すると，学生が質

問する際のハードルは低い。また，教員の側も，質問を収集することで学生の理解状況が分か

る。 

・ PowerPoint スライドで授業をしているが，一部を空欄にして学生に書き取りをさせる方法

は，学生の評判も良い。居眠りを減らす効果もある。 

・提示資料を講義終了後にホームページにアップロードしたことで、講義中にノートを取る学

生が多くいるなど、意欲を高める効果があったと考える。 

・授業の難易度が多少高くても，意味のある内容であることをきちんと説明すれば，学生は納

得もするし，ついてもきている。 
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（改善を要する点） 

・数学科目では、なかなか学習到達目標の達成を実感させるのが難しいが、内容を精査し、講

義順序も再検討して「わかった」ことを実感させられるように講義設計を見直したい。 

・時間外学習の課題を与えているが、その進行状況の把握が十分ではなかった。 時間外の学

習に関する改善方法を検討する。 

・学習到達目標の達成や、学生自身が考えることを促す配慮の項目の評価がやや低くなってい

る科目があった。学生にシラバスや到達目標をしっかりと意識させ、学生が考えるよう配慮し

ていくよう授業の改善を行っていきたい。 

・学生による授業評価アンケートの回答率が低い。一部学生の意見のみで授業を変更するのは，

必ずしも望ましくないため，回答率の向上を図りたい。 

・学生の学力低下や学習意欲の低下が目立つため，できるだけ学生に作業を行わせ，手を動か

すことを通じて授業内容を理解させることに努めたい。 

・自学自習があまり行われなかった。自学自習を促す方法としてレポート課題などを再検討す

る。 

・グループ学習・アクティブラーニングを導入する。教員側から質問するなどし、より講義に

参加する形を作る。 

・講義の難易度が上がると学生の興味が薄れる傾向にある。これを克服すべく、改善が必要と

考える。 

機能物質化学科 

実験科目や卒業研究等の実験や実習に対する授業評価に，平成 19 年度より実験・実習用の独

自形式アンケートを作成・実施している。学科内における教育点検システムとして設置してい

る教育プログラム委員会，分野別教員会議および教育 FD 委員会にて授業科目を複数の教員で

チェックし，点検・改善を行っている。平成 23 年度からは教育改善委員会を新たに設置し，

要改善の科目については，次年度の授業改善を担当教員に報告してもらい，教育改善委員会で

その妥当性についてチェックしている。 

機械システム工学科 

学部として組織的には行なっていないが，改善を要する点に関しては学期ごとに提出する FD

レポート内で各教員がそれぞれ改善に取り組んでいる。できるだけ他科目との繋がりを講義に

おいて説明し，理解を深めるように努めている。 

電気電子工学科 

同僚による授業評価（ピア・レビュー）を前後期に実施して、授業改善を継続的に行っている。 

都市工学科 

学科内で教育システム委員会を開催し，学生の学習状況の把握や教育方法の検討などを行って

いる。また，学科内に ICT チームを立ち上げ，教育の ICT 化について検討を行っている。 

 

なお、JABEE を実施している４学科に関しては、JABEE の基準に従い、定期的に教育の改善に

関する会議を開催し、逐次、教育改善を進めているはずである。 
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（2）博士前期課程 

数理科学専攻 

学科として組織的には行っていないが，各自ライブキャンパスから授業改善にもれなく取り組

んでいる。 

物理科学専攻 

専攻として、個別の授業の改善は行っていないが、教員各自が共通および独自アンケート等の

情報から、授業改善に取り組んでいる。 

知能情報システム学専攻 

概ね良好であるため維持したい。 

循環物質化学専攻 

機能物質化学科と合わせて，循環物質化学専攻でも分野別教員会議において，専門の近い教員

グループにより授業の改善を続けている。 

機械システム工学専攻 

専攻として組織的には行なっておらず，各教員がライブキャンパスから個別に次年度の授業改

善目標を設定している。 

電気電子工学専攻 

授業点検・改善報告による授業改善が行われている。 

都市工学専攻 

専攻内で教育システム委員会を開催し，学部から大学院までの体系的な教育方法の検討などを

行っている。 

先端融合工学専攻 

優れた点として，先端融合工学専攻では，２６年度より継続して電気系，機械系，化学系の学生

が融合して実験や演習を行う科目としてプロジェクトスタディを開設し，各系の学生が３人一

組になって，各系の研究内容を体験するという，他専攻にはない科目を継続して実施している。 

 

次年度の授業改善目標（学部・研究科等別） 

（1）学士課程 

数理科学科 

学科として組織的には行っていないが，各自ライブキャンパスから次年度の授 

業改善目標をもれなく設定している。 

物理科学科 

定期的に教育点検委員会を開催し、物理科学科および物理科学専攻での科目の教育点検を行っ

ている。カリキュラム編成とともに授業改善も検討している。 

知能情報システム学科 

学生による授業評価アンケートの回答率が低い。一部学生の意見のみで授業を変更するのは，

必ずしも望ましくないため，回答率の向上を図りたい。 

機能物質化学科 

教育プログラム委員会，分野別教員会議および教育 FD 委員会による科目履修状況の分析をも

とに前年度入学生よりカリキュラムを改訂している。このカリキュラムと教育改善委員会で取
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り上げた科目について，点検や評価を学科全体で継続的に行っていく。 

機械システム工学科 

個別の授業改善目標というよりは，専攻・学科内で組織的な授業改善が行えるよう，専攻内の

教務・JABEE グループ会議で検討を行う。 

電気電子工学科 

授業参観を授業評価の高い授業を参観する形にして、具体的に参考になる優れた授業方法を見

つけて、学科内に周知するようにする。 

都市工学科 

授業点検・改善報告に入力することにより，各教員が授業の改善に取り組む。 

 

（2）博士前期課程 

数理科学専攻 

学科として組織的には行っていないが，各自ライブキャンパスから次年度の授業改善目標をも

れなく設定している。 

物理科学専攻 

定期的に教育点検委員会を開催し、物理科学科および物理科学専攻での科目の教育点検を行っ

ている。カリキュラム編成とともに授業改善も検討している。 

知能情報システム学専攻 

学生による授業評価アンケートの回答率が低い。一部学生の意見のみで授業を変更するのは，

必ずしも望ましくないため，回答率の向上を図りたい。 

循環物質化学専攻 

教育プログラム委員会，分野別教員会議および教育 FD 委員会による科目履修状況の分析をも

とに前年度入学生よりカリキュラムを改訂している。このカリキュラムと教育改善委員会で取

り上げた科目について，点検や評価を学科全体で継続的に行っていく。 

機械システム工学専攻 

個別の授業改善目標というよりは，専攻・学科内で組織的な授業改善が行えるよう，専攻内の

教務・JABEE グループ会議で検討を行う。 

電気電子工学科 

授業参観を授業評価の高い授業を参観する形にして、具体的に参考になる優れた授業方法を見

つけて、学科内に周知するようにする。 

都市工学専攻 

授業点検・改善報告に入力することにより，各教員が授業の改善に取り組む。 

先端融合工学専攻 

授業点検・改善報告に入力することにより，各教員が授業の改善に取り組む。 
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６－５ 自己評価の概要 

 

学生の在学中における単位修得，卒業（修了）の状況，資格取得の状況から判断して，全

体として学習成果は向上していると判断できる。また，教員免許取得者やその他の資格取得

者はここ 3 年間は 60 数人程度で推移しており，JABEE プログラム修了者も昨年度の一時的

な落ち込みから 300 人程度と回復をした。また，卒業生の企業アンケートによると，理工学

部の教育目標や養成しようとする人材像に照らし合わせてみて，期待どおりの成果が得られ

ているといえる。学外からの意見徴収については，卒業生・修了生アンケートなどで継続的

な取り組みが行われており，全体として順調な成果であると言える。 

ただし，様々なアンケートにおいて回答数が少ないものが多く，実態を把握するには不十

分であり，これらの点をどのように改善していくかが，今後の重要な課題である。 

学生の在学中における単位修得，卒業（修了）の状況，資格取得の状況から判断して，全

体として学習成果は向上していると判断できる。また，教員免許や JABEE プログラム修了者

をはじめとする資格取得者の数は，一時的な好不調の変動はあるものの，概して順調に推移

している。これは理工学部の教育目標や養成しようとする人材像に照らし合わせてみて，期

待どおりの成果と言える。学外からの意見徴収については，卒業生・修了生アンケートなど

で継続的な取り組みが行われており，全体として順調な成果であると言える。 

ただし，根拠資料となる情報登録が徹底されておらず，またアンケートも回答数が少なく，

実態を把握するには不十分であり，これらの点をどのように改善していくかが，今後の重要

な課題である。 

 

 

 

【資料】 

平成 27 年度 理工学部・工学系研究科自己点検・評価報告書 

平成 27 年度 教育活動等調査報告書 

平成 27 年度 FD 委員会活動等実績年次報告書 

平成 27 年度 佐賀大学授業評価・改善の実施に関する報告書 

平成 27 年度 佐賀大学共通アンケート調査（卒業・修了予定者対象 

平成 27 年度 佐賀大学就職統計 

平成 27 年度 理工学部で何を学ぶか 

平成 27 年度 工学系研究科履修案内 

理工学部ファカルティ・ディベロップメント委員会内規 

工学系研究科ファカルティ・ディベロップメント委員会内規 
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第７章 施設・設備及び学生支援 
 

７－１ 教育研究のための施設・設備 

 

７－１－１ 教育研究活動に必要な施設・設備の整備・活用状況 

 

【理工学部】 

（１）整備状況 

本学部では，1 号館から 9 号館，大学院棟（講義棟），実習工場，機械システム実験棟 A，

機械システム実験棟 B ，水理実験棟，コンクリート実験棟，大型構造物実験棟，液体窒素

製造室があり，「基礎に強い工学系人材」「応用に強い理学系人材」の育成を目的とした教

育研究が実施されている。 

平成 26 年度は，学部および研究科共通の大学院棟の耐震改修工事を行い，エレベーター

の増築やスロープ改修などのバリアフリー工事，教室の改修，自学自習室の 1 階への移動

整備，EV 機器の ICT 対応化などを行った。全教室にワイドスクリーン対応を図った他，3

教室は ICT 教育に対応できるように，学生ノートパソコン用電源等の整備を進めている。 

理工学部 6 号館 1，2 階のリフレッシュルームの省エネのためのパーティション整備，

トイレの洋便器化工事を行った。 

このように平成 26 年度は，よりよい環境にするための整備を進めるとともに，築年数が

経っている理工学部４号館の改修工事予算申請等を行った。 

学部および研究科共通の講義室は，大学院棟に 11 室，1 号館に 5 室，4 号館に 2 室，6

号館に 4 室，7 号館に 1 室設置されており，学部および大学院の一般の講義が実施されて

いる。1 号館中棟 2 階には全学用の共有スペースが，2 号館 3 階には理工学部用の共有ス

ペースが設置され，プロジェクト型の研究の推進や一時的退避等の利用のために供してい

る。また実験・実習については，実験棟，実習工場及び 1 号館から 9 号館の内部に設置さ

れた実験室で実施されている。各部屋の配置については学生便覧，理工学部で何を学ぶか，

安全の手引きに示されている。これら，学部共通の講義室などの教育施設に加えて，各学

科では学生への連絡や自習などのためのコミュニケーションルーム，リフレッシュホール，

自習室，少人数の講義や研究指導を円滑に運用するためのセミナー室，学部の卒業研究や

大学院の特別研究を行う学生居室や実験室が整備されている。 

各学科が整備している講義室等の概要は以下の通りであり，詳細については各学科の活

動実績報告書に示されている。 

  

以下，各学科の状況を述べる。 

数理科学科 

数理科学科では，学部共通の講義室とは別に，学科内に講義室（4 スパン，3 スパンの 2
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室），大セミナー室（2 スパン 1 室），小セミナー室（1 スパン 4 室）の合計 7 室を設けて

おり，学部・大学院の講義やセミナー，卒業研究や特別研究のグループ指導，談話会，講

演会などが行われている。学科共通のコミュニケーションルーム（2 スパン 1 室）は，情

報機器，就職関係資料の設置の他に学生の自学・自習のために自由に利用できる環境が整

えられている。講義やゼミ，卒業研究発表練習の際にスクリーン及びプロジェクタ等の ICT

機器を利用している。大学院学生の研究室として 9 室が用意されており，特別研究の遂行

や自学・自習，学習討論の場として利用されている。 

物理科学科 

 学部共通の講義室とは別に，学科内に学生セミナー室（8 室 8 スパン，1 スパン＝22.8

平米以下同様），学生演習室（1 室 2 スパン），多目的演習室（1 室 3 スパン程度）の合計

10 室を設けており，少人数で行われる大学院の講義やセミナー，卒業研究や特別研究のグ

ループ指導が行われている。また，学生実習への支援に学生自習室（2 室）を設けている。

学生の就職活動の支援に就職情報室を設けている。なお，就職情報室にはインターネット

等の情報機器が整備され，常に利用できる環境が整備されている。学生演習室および多目

的演習室では，スクリーンとプロジェクタを整備しており，大学院博士前期・後期課程の

授業，セミナーなどで活用しており，必須の設備となっている。学科共通のリフレッシュ

ホール（約 30 ㎡）は，学生への掲示による通知，配布資料の設置の他に自学・自習の合間

のリフレッシュのために学生が自由に利用できる環境が整えられている。学部学生の基礎

専門教育の実験科目のために実験室（12 室 22 スパン）を設けている。大学院学生及び学

部 4 年次生の研究室として 18 室 21 スパンが用意されており，卒業研究や特別研究の遂行

や自学・自習，教員による個別指導の場所として利用されている。実験室が 25 室 28 スパ

ン㎡設置されおり，卒業研究や特別研究が実施されている。 

なお，各部屋の配置，面積については「学生便覧」に示されている通りである。 

常時車椅子を使う学生が在籍しているので，車椅子のまま受講できるように教室の一部

を改修するなどの配慮を行っている。 

知能情報システム学科 

 本学科が提供する教育関連施設は，次の通りである。すべての場所でインターネット接

続が可能としている。 

(1) 講義室，実験室 

 本学科が実施する講義は，主として理工学部大学院棟，6 号館 106 号室，110 号室，7 号

館 AV 講義室，計算機演習室，311 号室で行われる。また，ハードウェア実験をはじめとす

る学生実験のための専用実験室（6 号館 109 室）を整備している。 

(2) 教員研究室 

 本学科所属の教員，および客員教員のための専用の研究室を整備しており，教員自身の

執務，研究，講義準備，学生へのケアに活用している。 

(3) 学生研究室 

 本学科では，卒業研究を遂行するための学生居室，実験室，研究室，マシン室等を整備

している。 

(4) 学生自習室 
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 本学科では，学生の自習に利用することができる部屋を 6 号館 1 階 105 号室に整備して

いる。その収容人数は 20 人である。また，講義に使用していない時間帯であれば，理工学

部 7 号館 1Ｆの AV 講義室，コンピューター演習室も学生の自習に利用できるようになって

いる。 

(5) 学科図書室，閲覧室 

 本学科では，研究に必要な図書，関係学会誌，論文誌，過去の卒業論文や修士論文とい

った諸資料，OHP や液晶プロジェクタ，高輝度スクリーン等の貸し出し用 AV 機器を所蔵す

る図書室と，資料を閲覧することができる閲覧室を整備している。 

(6) 学科共有スペース 

 本学科では，会議室やゼミ室，共通研究室等の学科内共有スペースを整備している。 

機能物質化学科 

学部共通の講義室とは別に，学科内にセミナー室（2 室，1112 ｍ2）を設けており大学

院の講義や，学科内委員会の会議，各研究室のセミナー，検討会などに利用されている。

また，共通のリフレッシュホール（7 室 546 m2）および学科図書室（46 m2）を設けており，

学生，教員のコミュニケーションや学生の自学・自習のために自由に利用できる環境が整

えられている。9 号館 3，4，5，6，7，8 階のリフレッシュホールについては自習室の機能

を追加するために机と椅子を設置し透明隔離壁を設けている。また，コミュニケーション

力を高めるために 3～8 階のリフレッシュホールに液晶プロジェクタおよび映写用スクリ

ーンを設置し，発表及び質疑応答などに利用されている。玄関ホール（52 ｍ2）には掲示

板を設け，学生への掲示による通知を行っている。また，8 号館の 3，4 階に学部学生の実

験室が 4 室 584 ｍ2が用意されており，基礎化学実験Ⅱの一部，機能物質化学実験Ⅰ～Ⅳ

のために利用されている。学部 4 年生が利用する研究室としては，各研究室が個別に 12 室

347 ｍ2 を設けており，卒業研究や特別研究の遂行や教員の個別指導の場として利用され

ている。実験室としては，共同実験室が 9 室 905 ｍ2，有機材料科学実験室が 1 室 85 ｍ
2，有機合成実験室が 3 室 168 ｍ2，合成化学実験室が 4 室 235 ｍ2，分析化学実験室が 3

室 197 ｍ2，無機化学実験室が 3 室 168 ｍ2，物理化学実験室が 3 室 188ｍ2 設置されてお

り，卒業研究や特別研究が実施されている。なお，各部屋の配置については学生便覧に記

載されている。 

9 号館入口には車椅子が通ることができるスロープが設置されており，9 号館 1 階には

車椅子利用者が利用できるトイレも設置されており，障害のある学生等の利用者が円滑に

利用できるようバリアフリー化されている。 

安全・防犯上の配慮としては，9 号館入口は休日及び平日 20 時以降はロックされてお

り，登録者以外は入館できないようになっている。また，3 階以上の学生が利用する部屋

の窓には転落防止のためにストッパーが設置されており，必要以上に窓が開かないように

なっている。また，9 号館外壁の 3 階付近に 3 基の LED 夜間照明が設置されており，夜間

の防犯に役立っている。各部屋の本棚や実験棚等は金具で固定されており，耐震対策が施

されている。 

機械システム工学科 

各階にコミュニティースペースが整備されているとともに，学部共通の講義室とは別に，
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学科内の多目的講義室（1 室），中セミナー室（1 室），小セミナー室（1 室），大会議室（1

室），小会議室（1 室）が利用できる。コミュニティースペースには，机，椅子，簡易型流

しのほか，無線 LAN のためのアンテナが配置され，学生が情報収集，自学自習，休憩用と

して自由に利用できるようになっている。多目的講義室には，情報機器が整備され，セミ

ナー室と併せて，少人数で行われる大学院の講義やセミナー，卒業研究や特別研究等のグ

ループ指導用として使用されている。 

このほか，理工学部 1 号館中棟と南棟の 4 階にマルチメディア多目的演習室（2 室，274

㎡，学内端末用 LAN 付）を整備し，製図や大学入門科目などの講義・演習のほか，講義等

が組み込まれていないときは学生に自習室として解放している。 

また，大学院学生及び学部学生の研究室として合計で 23 室 1319 ㎡が用意されており，

卒業研究や特別研究の遂行や自学・自習，教員による個別指導の場所として利用されてい

る。実験室としては，共通実験室が 15 室 1652 ㎡，特別実験室として無響室 1 室 111 ㎡が

設置されおり，卒業研究や特別研究が実施されている。 

電気電子工学科 

 当学科は，先端融合工学専攻（医工学コース）電気系教員も所属するため，部屋割りに

ついては，電気電子工学専攻の居室と併せて，研究室面積の按分を行っている。大学院・

学部共通の講義室とは別に，学科内に共通して使用できる会議室兼用の講義室（1室90㎡），

自習室を兼ねるセミナー室（2 室 46 ㎡と 47 ㎡）と電子黒板と液晶プロジェクタが設置さ

れている ICT 講義室（1 室 54 ㎡），液晶プロジェクタが設置されたセミナー室（1 室 50 ㎡）

の合計 5 室があり，主として少人数で行われる大学院の講義に使用される。なお，上記自

習室（2 室：46 ㎡と 47 ㎡）には情報機器が整備され，防犯上 1 室は，施錠されているが，

常に学生が利用できる環境が整備されている。また，就職資料室（1 室 27 ㎡）には過去 3

年の求人情報がわかるように資料が整理されている。更に，電気電子工学科に関係する図

書が電気電子専攻・学科図書室（1 室 54 ㎡）に備え付けられ，学生への図書貸し出しを行

っている。大学院学生（60 人程度）と学部学生（90 人程度）の居室として 18 室 1,046 ㎡

が用意されており，卒業研究や特別研究の遂行や自学・自習，教員による個別指導の場所

として利用されている。教育用実験室には，5 室 363 ㎡が確保されており，工作室（1 室

54 ㎡）は，学生実験，卒業研究や特別研究に利用される。また，教員の研究分野の実験室

として 37 室 1,941 ㎡が確保されており，卒業研究や特別研究が実施されている。 

都市工学科 

学部共通の講義室とは別に，学科内に講義室（3 室），大セミナー室（1 室），会議室兼用

の講義室（2 室），小セミナー室（1 室）の合計 7 室を設けており，講義室は学科開講科目

の講義向けに，大セミナー室と会議室は少人数で行われる大学院の講義やセミナー，卒業

研究や特別研究のグループ指導が行われている。講義室は学部学生の自習スペースとして

講義時間外に開放している。なお，講義室については他学科の講義開講でも利用できるよ

う開放している。 

学部共通のコラボ資料室・閲覧室を都市工学科の図書室・就職対策室として利用し，学

生は自由に閲覧と利用ができる。非常勤職員を 1 名任用し，図書室・就職対策室の円滑な

管理・利用の補佐にあたらせている。また，コラボ演習室はデザインファクトリーとデザ
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イン演習室として利用し，学生へのデザイン指導の中核室として利用している。 

研究室毎に，卒業研究学生のための部屋が確保されて自習と研究居室として利用されて

いる。各部屋の配置，面積については「学科・専攻の案内と学習の手引き」に示されてい

る。なお，平成 22 年度に改修された 3 号館には新たに自学自習室およびコミュニケーシ

ョンスペースが確保され，昼間は学生が自由に使用することが出来る。 

 

（２）利用状況 

一般の講義室の利用については，学部および大学院の時間割に示されている。各学科が

管理する講義室やセミナー室の利用状況の概要は以下の通りである。 

数理科学科 

 数理科学科の時間割に示されているように，310 及び 205 講義室は，講義室として週平

均 7 校時（630 時間）利用されている。大セミナー室(501)及び小セミナー室(302，412，

510，512)は，少人数対象の講義室や，大学入門科目，卒業研究，特別研究などのセミナー

室として週平均 37 校時（3,330 時間）有効に利用され，空き時間には学生が自由に利用で

きる状況にある。学科共通のコミュニケーションルーム，及び院生研究室は常に学生に開

放されており，有効に活用されている。特に，定期試験前には盛んに利用されている。 

物理科学科 

 学生自習室，学生セミナー室，リフレッシュホールは共に頻度高く利用されている。平

成 19 年度からは多目的演習室が新設され，集中講義や研究発表などに有効的に利用され

ている。大学院入試の前には，毎日自習に利用されている。 

知能情報システム学科 

学科の時間割が示すように，AV 講義室や 106 号室，110 号室，311 号室は講義のために

有効に利用されている。AV 講義室，計算機演習室は講義演習時間以外の空き時間には学生

が様々な講義演習の予習，復習，レポートの作成等に利用している。特に計算機演習室は

ほぼ 100%利用されている。また自習室は講義室と演習室が使用中の時間帯には，ほぼ毎週

利用されている。311 室，601 室は主にゼミ室として各研究グループに有効に活用されて

おり，ゼミ利用の希望が重複し調整が必要となる場合も多い。 

学科内共有スペースの利用状況は，オンライン上で確認が可能であり，学科はその効率的

利用に努めている。また，ほとんど全ての演習・実験・講義において，ネットワーク経由

の資料提供やレポート提出，システム体験学習などが行われ，効果的な教育・学習がなさ

れている。プログラミング演習などの複数の講義においては，Web 上に演習課題を置き、

学生がネットワーク経由で閲覧する。 

機能物質化学科 

学科の時間割に従い，セミナー室（1，2）は授業としての利用率が 56％，その他の時間

には学科会議，学科内の各委員会の会議，研究室のセミナーや検討会，学科内の各委員会

の会議などに有効に利用されている。共通のリフレッシュホールや学科図書室は，平日 8：

00～20：00 の時間帯は開放されている。特にレポート作成や試験勉強が必要な期間の利用

率は高い。また，共同実験室など卒業研究や特別研究に利用されている実験室は，ほぼ

100％の利用率であり，有効に活用されている。大学入門，情報基礎演習などで PC を用い
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た課題があり，共通 PC 等を利用し履修している。講義室・リフレッシュホールのプロジェ

クタはセミナー等で活用している。 

機械システム工学科 

多目的講義室，中セミナー室および小セミナー室の廊下壁面に設置した利用状況の記入

内容から，多目的講義室は大学院の講義としての利用率が約 55%と有効に利用されている

ほか，空き時間は各講座のゼミ等用として利用されている。中セミナー室，小セミナー室

は専ら各講座のゼミなどに利用され，必要があれば，学生も自学用として利用できる状況

にある。会議室は卒論，修論の発表会場，博士後期課程学生の公聴会会場，研究打ち合わ

せ，学会関係の講演会，研究会会場としても有効に利用されている。小会議室は，専ら就

職関係の企業との面談室，研究打ち合わせのほか，種々の会合用として有効に利用されて

いる。学科共通のマルチメディア多目的演習室（LAN 付）は，自習室として 8 時 30 分～17

時 30 分まで学生に解放されており，利用率も高い。学生研究室は，卒業研究や特別研究の

遂行や自学・自習，教員による個別指導の場所として利用されており有効に活用されてい

る。 

創造工学演習での 3D-CAD の実習等を始めとして演習授業で活用している。機械工学実

験等ではプレゼンなど広範囲に ICT 機器を利用している。 

電気電子工学科 

講義室，セミナー室などの利用状況は学科の時間割に示すように，会議室兼用の講義室

（1 室）は講義としての利用が前期 11 コマ，後期 8 コマで利用率が約 40%，ICT 講義室（1

室）の講義としての利用は前期 6 コマ，後期 5 コマであり，その他，学生の研究会として

の利用を含めると利用率は約 50%と比較的有効に利用されており，その他の時間には学科

会議，学科の各種委員会や各研究室のゼミに使用されており，また専攻長の許可の下で学

生も利用できる状況にある。ICT 講義室には電子黒板を整備しており，多くの授業で使用

している。自習室，就職資料室，電気系図書室は 9 時～17 時まで学生に解放されており，

利用率は高い。この他，就職資料室（1 室 27 ㎡）に過去 3 年の求人情報がわかるように

資料が整理されており，会社からの要請が把握できるようにしている。また，電気系図書

室（1 室 54 ㎡）には，電気電子工学に関係する図書が備え付けられ，専門書，雑誌，修士

論文などの閲覧や貸し出しが可能となっている。自習室，就職資料室，電気系図書室は 9

時～17 時まで学生に解放されており，利用率も高い。  

都市工学科 

学科の時間割「学科・専攻の案内と学習の手引き」に示すように，講義室，大セミナー

室，会議室，小セミナー室は講義，演習，研究室のセミナーとしての利用率が 70～100%と

高く有効に利用されており，講義室は空き時間帯は学部学生が自由に利用できる状況にあ

る。講義室，大セミナー室，会議室の利用状況は，学科事務室が把握し効率的に利用に努

めている。学科共通のコラボ資料室・閲覧室（図書室・就職対策室）は 10 時～16 時まで

学生に開放されており，利用率も高い。卒業研究学生および大学院生用の研究室は指導教

員の監視下で適切かつ有効に活用されている。なお，平成 22 年度に改修された 3 号館に

は新たに自学自習室およびコミュニケーションスペースが確保され，学生によるこれらの

部屋の活発な使用が行われている。A&A 社の OASIS に加入し，学生単年度版を安価に購入
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できるようになり，CAD の利用を活発に行うことができるようになった。また，GIS を用い

た都市解析演習を集中講義で実施している。 

 

【工学系研究科】 

（１）整備状況 

本研究科では，1 号館から 9 号館，大学院棟（講義棟），実習工場，機械システム実験棟

A，機械システム実験棟 B，水理実験棟，コンクリート実験棟，大型構造物実験棟，液体窒

素製造室があり，「基礎に強い工学系人材」「応用に強い理学系人材」の育成を目的とした

教育研究が実施されている。 

教室は，大学院棟に 12 室，1 号館に 5 室，4 号館に 2 室，6 号館に 4 室，7 号館に 1 室

設置されており，学部および大学院の一般の講義が実施されている。1 号館中棟 2 階には

全学用の共有スペースが，2 号館 3 階には理工学部用の共有スペースが設置され，プロジ

ェクト型の研究の推進や一時的退避等の利用のために供している。また実験・実習につい

ては，実験棟，実習工場及び 1 号館から 9 号館の内部に設置された実験室で実施されてい

る。各部屋の配置については学生便覧，理工学部で何を学ぶか，安全の手引きに示されて

いる。これら，研究科共通の講義室などの教育施設に加えて，1 号館中棟 3 階に大学院生

用の演習室および自習室を設けている。また，各専攻では学生への連絡などのためのコミ

ュニケーションルーム，リフレッシュホール，自習室，少人数の講義や研究指導を円滑に

運用するためのセミナー室，大学院の特別研究を行う学生居室や実験室が整備されている。 

各専攻が整備している講義室等の概要は以下の通りであり，詳細については各専攻の活

動実績報告書に示されている。 

 

博士前期課程各専攻の状況は以下の通りである。なお，博士後期課程については各部門

が対応する前期課程各専攻において自習スペースなどの整備が行われている。 

 

数理科学専攻 

 310 講義室，205 講義室および大セミナー室 501 は，講義室として利用されている。大

セミナー室(501)及び小セミナー室(302，412，510，512)は，主に少人数対象の講義室や，

特別研究などのセミナー室として有効に利用されている。院生研究室（9 室）は常に院生

に開放されており，講義やセミナーの有無に関わらず訪れ，有効に活用されている。 

物理科学専攻 

 専攻内に学生セミナー室（8 室 8 スパン，1 スパン 22.8 ㎡以下同様），学生演習室（1 室

2 スパン），多目的演習室（1 室 3 スパン程度）の合計 10 室を設けており，少人数で行わ

れる講義やセミナー，特別研究のグループ指導が行われている。大学院学生の研究室とし

て卒研生用と合わせて 18 室 21 スパンが用意されており，特別研究の遂行や自学・自習，

教員による個別指導の場所として利用されている。実験室が 25 室 28 スパン設置されてお

り，特別研究が実施されている。 

 なお，各部屋の配置，面積については「学生便覧」に示されている通りである。 

知能情報システム学専攻 
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 本専攻が提供する教育関連施設には，おおよそ次のようなものがある。すべての場所で

インターネット接続が可能としている。 

(1) 講義室，実験室 

 本専攻が実施する講義は，主として 6 号館 106 号室，110 号室，601 号室，7 号館 311

号室で行われる。 

(2) 教員研究室 

 本専攻所属の教員および客員教員のための専用の研究室を整備しており，教員自身の執

務，研究，講義準備，学生へのケアに活用している。 

(3)学生研究室 

 本専攻では，大学院での研究を遂行するための学生居室，実験室，研究室，マシン室等

を整備している。 

(4)専攻図書室，閲覧室 

 本専攻では，研究に必要な図書，関係学会誌，論文誌，過去の卒業論文や修士論文とい

った諸資料，OHP や液晶プロジェクタ，高輝度スクリーン等の貸し出し用 AV 機器を所蔵す

る図書室と，資料を閲覧することができる閲覧室を整備している。 

(5)専攻共有スペース 

 本専攻では，会議室やゼミ室，共通研究室等の専攻内共有スペースを整備している。ま

た常設の学生自習室を 6 号館 105 号室に整備している。 

循環物質化学専攻 

9 号館 6 階にセミナー室（1，2）を設けており大学院の講義や，各研究室のセミナー，

検討会などに利用されている。また，2～8 階にリフレッシュホールおよび図書室を設けて

おり，専攻学生のプレゼンテーションや学生の自学・自習のために自由に利用できる環境

が整えられている。9 号館 3，4，5，6，7，8 階のリフレッシュホールについては自習室の

機能を追加するために机と椅子を設置し透明隔離壁を設けている。さらに，コミュニケー

ション力を高めるために 3～8 階のリフレッシュホールに液晶プロジェクターおよび映写

用スクリーンを設置し，発表及び質疑応答などに利用されている。6 階事務室前には掲示

板を設け，学生への掲示による通知を行っている。大学院生室としては，研究室ごとに確

保されており，研究の遂行や教員の個別指導の場として利用されている。 

9 号館入口には車椅子が通ることができるスロープが設置され，9 号館 1 階には車椅子

利用者が利用できるトイレも設置されており，障害のある学生等の利用者が円滑に利用で

きるようバリアフリー化されている。 

安全・防犯上の配慮としては，9 号館入口は休日及び平日 20 時以降はロックされてお

り，登録者以外は入館できないようになっている。また，3 階以上の学生が利用する部屋

の窓には転落防止のためにストッパーが設置されており，必要以上に窓が開かないように

なっている。また，9 号館外壁の 3 階付近に 3 基の LED 夜間照明が設置されており，夜間

の防犯に役立っている。各部屋の本棚や実験棚等は金具で固定されており，耐震対策が施

されている。 

機械システム工学専攻 

各階にコミュニティースペースが整備されているとともに，学部共通の講義室とは別に，
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学科内の多目的講義室（1 室），中セミナー室（1 室），小セミナー室（1 室），大会議室（1

室），小会議室（1 室）が利用できる。コミュニティースペースには，机，椅子，簡易型流

しのほか，無線 LAN のためのアンテナが配置され，学生が情報収集，自学自習，休憩用と

して自由に利用できるようになっている。多目的講義室には，情報機器が整備され，セミ

ナー室と併せて，少人数で行われる大学院の講義やセミナー，卒業研究や特別研究等のグ

ループ指導用として使用されている。 

このほか，理工学部 1 号館中棟と南棟の 4 階にマルチメディア多目的演習室（2 室，

274m2，学内端末用 LAN 付）を整備し，製図や大学入門科目などの講義・演習のほか，講義

等が組み込まれていないときは学生に自習室として解放している。 

また，大学院学生及び学部学生の研究室として合計で 23 室 1319 ㎡が用意されており，

卒業研究や特別研究の遂行や自学・自習，教員による個別指導の場所として利用されてい

る。実験室としては，共通実験室が 15 室 1652 ㎡，特別実験室として無響室 1 室 111 ㎡が

設置されおり，卒業研究や特別研究が実施されている。 

電気電子工学専攻 

 学部共通の講義室とは別に，専攻・学科内に共通して使用できる会議室兼用の講義室（1

室 90 ㎡），液晶プロジェクタ装備のセミナ室（1 室 50 ㎡）と電子黒板と液晶プロジェクタ

が設置されている ICT 講義室（1 室 54 ㎡）の合計 3 室があり，主として少人数で行われる

大学院の講義や研究室のセミナで利用される。なお，自習室（2 室:46 ㎡と 47 ㎡）には情

報機器が整備され，防犯上 1 室は，施錠されているが，常に利用できる環境が整備されて

いる。また，学部生用ならびに大学院生用に就職資料室（1 室 27 ㎡）に過去 3 年の求人情

報がわかるように資料が整理されている。更に，電気電子工学専攻と学科に関係する図書

が電気電子専攻・学科図書室（1 室 57 ㎡）に備え付けられ，学生への図書貸し出しも行っ

ている。大学院学生（60 人程度）と学部学生（90 人程度）の居室として，18 室 1,046 ㎡

が用意されており，卒業研究や特別研究の遂行や自学・自習，教員による個別指導の場所

として利用されている。また，教員の研究分野の実験室として 37 室 1,941 ㎡が確保され

ており，修士論文研究や特別研究が実施されている。  

都市工学専攻 

学部共通の講義室とは別に，学科内に講義室（3 室），大セミナー室（1 室），会議室兼用

の講義室（2 室），小セミナー室（1 室）の合計 7 室を設けており，講義室は研究科共通科

目の講義向けに，大セミナー室，会議室および小セミナー室は少人数で行われる大学院の

講義やセミナー，特別研究のグループ指導が行われている。また，4 号館 1 階に大学院デ

ザイン演習室を設置している。  

 研究室毎に，大学院生のための部屋が確保されて自学・自習居室として利用されている。

各部屋の配置，面積については「学科・専攻の案内と学習の手引き」に示されている。 

なお，平成 22 年度に改修された 3 号館に新たにリフレッシュルームが設置された。 

先端融合工学専攻 

研究室毎に，大学院生のための部屋が確保されて自学・自習居室として利用されている。

各部屋の配置，面積については「学科・専攻の案内と学習の手引き」に示されている。 
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（２）利用状況 

数理科学専攻 

 310 講義室，205 講義室および大セミナー室は，講義室としての定期利用の他，学外から

の研究者による特別講演や研究集会などの機会にも利用されている。大セミナー室(501)

及び小セミナー室(302，412，510，512)は，少人数対象の講義室や，特別研究などのセミ

ナー室としての定期利用の他，自主ゼミやプレゼン練習など不定期な活動の機会も与えて

いる。院生研究室（9 室）は講義やセミナーの有無に関わらず院生が訪れ，時間帯の制約

も特に限らないため，有効に活用されている。 

物理科学専攻 

学生演習室，多目的演習室は大学院講義，また不定期に開講される特別講義やジョイン

トセミナーに利用されている。セミナー室は，研究グループ毎のセミナーに加え日常的な

研究指導や打ち合わせのために頻繁に利用されている。 

知能情報システム学専攻 

106 号室，110 号室，311 号室は学部教育と共用しながら，博士前期課程の講義のために

有効に利用されている。311 号室，601 号室はゼミ室としても各研究グループに有効に活

用されており，ゼミ利用の希望が重複し調整が必要となる場合も多い。 

循環物質化学専攻 

専攻における殆どの授業はセミナー室（1，2）で行われ，またその他の時間には研究室

のセミナーや検討会，などに有効に利用されている。共通のリフレッシュホールや学科図

書室は，平日は常時開放されており学生の利用率は高い。特に学会および発表会前には大

学院生の発表練習，質疑応答などに有効活用されている。また，特別研究に利用されてい

る実験室は，ほぼ 100％の利用率であり，有効に活用されている。 

機械システム工学専攻 

多目的講義室，中セミナー室および小セミナー室の廊下壁面に設置した利用状況の記入

内容から，多目的講義室は大学院の講義としての利用率が約 55%と有効に利用されている

ほか，空き時間は各講座のゼミ等用として利用されている。中セミナー室，小セミナー室

は専ら各講座のゼミなどに利用され，必要があれば，学生も自学用として利用できる状況

にある。会議室は卒論，修論の発表会場，博士後期課程学生の公聴会会場，研究打ち合わ

せ，学会関係の講演会，研究会会場としても有効に利用されている。小会議室は，専ら就

職関係の企業との面談室，研究打ち合わせのほか，種々の会合用として有効に利用されて

いる。学科共通のマルチメディア多目的演習室（LAN 付）は，自習室として 8 時 30 分～17

時 30 分まで学生に解放されており，利用率も高い。学生研究室は，卒業研究や特別研究の

遂行や自学・自習，教員による個別指導の場所として利用されており有効に活用されてい

る。 

電気電子工学専攻 

会議室兼用の講義室（1 室 90 ㎡）と ICT 講義室（1 室 54 ㎡）の合計 2 室が，主として

少人数で行われる大学院の講義に有効に利用されている。講義室，セミナ室などの利用状

況は，会議室兼用の講義室（1 室）は講義としての利用が前期 11 コマ，後期 8 コマで利用

率が約 30%，ICT 講義室（1 室）の講義としての利用は前期 6 コマ，後期 5 コマであり，そ
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の他，学生の研究会としての利用を含めると利用率は約 50%と比較的有効に利用されてい

る。空き時間には学科会議，学科の各種委員会や各研究室のセミナーに使用されており，

また専攻長の許可の下で学生が利用できる状況にある。また，工作室（1 室 54 ㎡）は，学

生実験，卒業研究のみならず修士研究にも利用される。また，研究分野の特別実験室が設

置されており，修士論文研究に利用されている。この他，就職資料室（1 室 27 ㎡）に過去

3 年の求人情報がわかるように資料が整理されており，会社からの要請が把握できるよう

にしている。また，電気電子専攻・学科図書室（1 室 57 ㎡）には，電気電子工学に関係す

る図書が備え付けられ，専門書，雑誌，修士論文などの閲覧や貸し出しが可能となってい

る。自習室，就職資料室，電気系図書室は 9 時～17 時まで学生に解放されており，利用率

も高い。 

都市工学専攻 

 講義室，演習室および会議室は学部教育と共用し，有効に利用されている。研究室毎の

セミナーが活発であり，演習室と会議室およびセミナー室については講義の無い時間帯に

ついて毎学期始めに利用時間帯調整を行い毎週の定期利用が行えるようにしている。 

なお，平成 22 年度に改修された 3 号館に新たに設置されたリフレッシュルームにより研

究活動におけるリフレッシュや学生の交流が行われている。 

先端融合工学専攻 

講義室，セミナー室，リフレッシュルームや図書室等の基盤設備は，機械システム工学

専攻，電気電子工学専攻，循環物質化学専攻と共用しているため，利用状況は上記 3 つの

専攻の利用状況の中に合算して記載されている。 

 

 

７－１－２ 教育研究活動に必要な ICT 環境の整備・活用状況 

 

【理工学部】 

情報ネットワークの整備 

総合情報基盤センターと連携して，全建物の全ての講義室において，有線/無線接続によ

りネットワークが利用できるようになっている。教員研究室においても，全ての部屋でネ

ットワークが利用できる。全学生は入学と同時に ID を付与され，電子メールが利用できる

ようになっている。 

ネットワークの整備状況 

知能情報システム学科を除く全学科で，コミュニケーションルーム，就職支援室，情報

演習室，及び各研究室に学内 LAN に接続したパソコンを設置している。台数は，学科当た

り 50 から 100 台程度である。知能情報システム学科では全学生が無線 LAN 機能の付いた

ノート型パソコンを所有しており，それを用いて学内 LAN にアクセスしている。 

学部および各学科はサーバーを独自に設置し，ホームページの開設による広報やメーリ

ングリストを利用した情報配信，全学図書館が導入している文献検索システムの利用等で

ICT を積極的活用している。当然のことながら，これらのサーバーは総合情報基盤センタ

ーとリンクさせている。 
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しかしながら，ICT は日進月歩であるので，学生が ICT を活用した教育を受ける上で，

不十分と思われる環境の整備が今後も必要である。 

 

 各学科の状況は以下の通りである。 

数理科学科 

 数理科学科では，情報ネットワークは計算機室，談話室，院生研究室，コミュニケーシ

ョンルーム（パソコン 3 台）に整備されており，セミナー室には電動スクリーンが設置さ

れ，学生が自由に利用できる環境が整備されている。実際に，利用状況に関するデータは

取得していないが，特に就職活動時には盛んに利用されている様子である。 

物理科学科 

 情報ネットワークは一部の実験室を除く全ての部屋に整備されており，多目的演習室と

学生演習室にプロジェクタが設置され，学生が自由に利用できる環境が整備されている。

また，各研究室にはファイアウォール機能があるルータが設置されており，セキュリティ

にも配慮している。 

知能情報システム学科 

 有線/無線 LAN の情報ネットワークは学生実験室，AV 講義室，計算機演習室，自習室な

どを含む学科の全ての部屋に整備されており，学生は学科内のどのような居場所において

も情報ネットワークを自由に利用できる。また，平成 25 年度末に，理工 7 号館 AV 講義室・

COM 演習室を改修し，ICT 等の多様な利用を可能にした。全ての講義室・ゼミ室にプロジェ

クタ，講義室・大ゼミ室には電動スクリーンを設置し，主要な講義室・演習室には充分数

の電源コンセントも整備している。演習・実験の実施，レポートの作成・提出などに利用

されている。全学生にノートパソコンの購入を推奨し，「購入できない」，「一時的故障」に

対しては貸し出し用のパソコン 20 台を準備している。 

機能物質化学科 

情報ネットワークは，9 号館全室（リフレッシュホールを含む）に整備されている。電

動スクリーンとプロジェクタも，学科内全ての講義室・リフレッシュホールに整備済みで

ある。研究室および実験室は主に研究用 LAN が配線され，学生居室や自習室は主として端

末用 LAN が配線されている。また，9 号館すべての階に無線 LAN を設置している。各学生

居室において，これらいずれかの方式でネットワーク利用することが可能であり，学生は

これらを自習や卒業研究に利用している。このように，学生が用途に応じた様々な利用形

態でネットワークを利用できる環境が十分に整備されている。これらを維持・管理するた

めのメンテナンスやセキュリティ管理は総合情報基盤センターが行っている。 

機械システム工学科 

 情報ネットワークは，全学生が各階の LAN 付きコミュニティースペースが利用できるほ

か，1，2，3 年生に対しては別に，マルチメディア多目的演習室（2 室）が準備されており，

学生が自由に利用できる環境が整備されている。卒業研究着手者については各講座の学生

研究室に自由に利用できる環境が整備されている。研究室に整備している PC の台数は合

計で約 120 台あり，各研究室に配属されている大学院生を含む総学生数よりも少ないため

稼働率が高く有効活用が図られている。 
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電気電子工学科 

情報ネットワークは教職員居室のみならず,学生の研究室のすべてと自習室および研究

分野の特別実験室の一部に配備されており，教育研究に使用することを前提として学生が

自由に利用できる環境が整備されている。電気電子工学科全体として 350 台以上のパソコ

ンを設置し，一部の機器を除いてネットワーク接続されている。ノートパソコンの共同購

入も推進している。情報系の研究室はもちろん，実験系の研究室でも学生は，パソコンを

情報収集，測定器制御，シミュレーション，およびデータ処理などに日常的によく利用し

ていており，稼動率は非常に高い。 

5 号館 2 階の ICT 講義室（54 ㎡）にはネットワーク接続された電子黒板を設置している。 

都市工学科 

情報ネットワークは一部の実験室を除くほぼ全ての部屋に整備されており，卒業研究学

生が自由に利用できる環境が整備されている。講義室についても，無線 LAN が設置されて

いる。特に，講義室（都市Ⅰ）と講義室（都市Ⅱ）については，講義用の無線 LAN に加え

て，講義の受講者や講義室の利用者が個々に利用できるように，講義室収容人数と同数の

LAN 回線が設置されている。また，就職情報室にも LAN 接続された 2 台のパソコンを設置

し，情報収集の支援を行っている。また，平成 22 年度に改修された 3 号館のコミュニケー

ションスペースとリフレッシュルームにも無線 LAN が設置されている。 

学科内全ての教室とセミナー室に電動スクリーンとプロジェクタを設置し，不具合があ

った場合にもその都度修理するなどメンテナンスしている。パソコンは，学部学生につい

ては 15 台の演習用パソコンを学科で用意し，演習等で活用している。一方で，平成 25 年

度入学生よりノートパソコンの共同購入を実施している。 

地（知）の拠点事業により，平成 25 年度より A&A 社の OASIS に加入し，同社の CAD ソ

フト VectorWorks の学生単年度版が 1 万円（税別）で購入できるようになった。学生の多

くが購入するようになり，自主学習や演習の復習などに役立てている状況である。 

 

【工学系研究科】 

情報ネットワークの整備 

総合情報基盤センターと連携して，全建物の全ての講義室において，有線/無線接続によ

りネットワークが利用できるようになっている。全ての教員研究室でネットワークが利用

できる。全ての大学院生は入学と同時に ID を付与され，電子メールが利用できるようにな

っている。研究科と各専攻はサーバーを独自に設置し，WEB 利用の講義課題や資料の配信

やメーリングリストを利用した連絡等で ICT を積極的活用している。当然のことながら，

これらのサーバーは総合情報基盤センターとリンクさせている。 

ネットワークの整備状況 

各専攻の院生研究室に学内 LAN に接続したパソコンを設置している。設置台数は，専攻

の院生在籍状況に応じており 10 から 90 台程度である。専攻毎の特徴を反映して 10 台か

ら 160 台と差はあるものの，博士前期と後期を含めれば 500 台を超える設置状況であり，

概ね院生 1 人に 1 台の学内 LAN 接続のパソコンが配されていると考えられる。 

しかしながら，ICT は日進月歩であるので，学生が ICT を活用した教育を受ける上で，
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不十分で不十分と思われる環境の整備が今後も必要である。 

 

 各専攻の状況は以下の通りである。 

数理科学専攻 

各院生室に 1 台以上のネットワークに接続された PC が設置されており，オリエンテー

ションやセミナーの際に利用方法について説明している。他に計算機室の端末も利用可能

である。電動スクリーンはセミナー室では整備済み。講義室は手動式を整備している。プ

ロジェクタは全ての講義室に設置済みである。 

物理科学専攻 

情報ネットワークは研究室，実験室に整備されており，学生は必要に応じて情報検索や

データ処理を行える環境が整備されている。また，各研究室にはファイアウォール機能が

あるルータが設置されており，セキュリティにも配慮している。共用に使えるものとして，

就職支援室に 1 台パソコンを設置している。電動スクリーンは整備済み（多目的演習室に

設置。学生演習室は手動の折りたたみ式。）であり，プロジェクタは，大学院の授業とセミ

ナーで利用する学生演習室（1 号館北棟 309）と多目的演習室（1 号館中棟 314）に配備し

ている。 

知能情報システム学専攻 

有線/無線 LAN の情報ネットワークは学生実験室を含む専攻内の全ての部屋に整備され

ており，学生は専攻内のどのような居場所においても情報ネットワークを自由に利用でき

る。また，主要な講義室・演習室には充分数の電源コンセントも整備されている。電動ス

クリーンはコストと用途を勘案して現状では未整備であるが，プロジェクタは専攻内の全

ての講義室・ゼミ室に整備済みである。 

循環物質化学専攻 

情報ネットワークは，9 号館全室（リフレッシュホールと自習室を含む）に整備されて

いる。研究室および実験室は主に研究用 LAN が配線され，学生居室や自習室は主として端

末用 LAN が配線されている。各学生居室には，これらいずれかの方式でネットワークに接

続して利用している。また，9 号館各階の廊下にはそれぞれ 2 か所以上に無線 LAN のター

ミナルが設置されており，9 号館内どこからでも個人所有のコンピューターからネットワ

ークを利用することが可能な状況にある。これらにより，学生が用途に応じた様々な利用

形態でネットワークを利用できる環境が十分に整備されている。これらを維持・管理する

ためのメンテナンスやセキュリティ管理は総合情報基盤センターが行っている。電動スク

リーンとプロジェクタは専攻内全ての講義室・リフレッシュホールに整備済みである。 

機械システム工学専攻 

大学院生に対する情報ネットワークは，教育研究分野ごとの研究室に整備されており，

学生が自由に利用できる環境が整っている。研究室に整備している PC の台数は合計で約

120 台であり，各研究室に配属されている大学院生を含む総学生数よりも少ないため稼働

率が高く有効活用が図られている。電動スクリーンとプロジェクタは，必要な部屋（会議

室等）には整備済みである。 
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電気電子工学専攻 

情報ネットワークは教職員居室のみならず大学院学生の研究室のすべてと自習室およ

び研究分野の特別実験室の一部に配備されており，教育研究に使用することを前提として

学生が自由に利用できる環境が整備されている。電気電子工専攻では 250 台以上のパソコ

ンを設置し，200 台以上は LAN 接続され，稼動率は高い。情報系の研究室はもちろん，実

験系の研究室でも学生は，パソコンを情報収集，測定器制御，シミュレーション，および

データ処理などに日常的によく利用している。 

電動スクリーンとプロジェクタは全ての講義室に設置済みである。 

5 号館 2 階の ICT 講義室（54 ㎡）にはネットワーク接続された電子黒板を設置している。 

都市工学専攻 

全ての院生研究室に学内 LAN に接続したパソコン（3 号館：28 台，4 号館：38 台）が設

置されており，院生が自由に利用できる環境が整備されている。講義を行うことの多い会

議室や演習質には無線および有線 LAN が設置されている。平成 22 年度に改修された 3 号

館のコミュニケーションスペースとリフレッシュルームにも無線 LAN が設置されている。 

電動スクリーンとプロジェクタは，全ての講義室とセミナー室に整備済みである。 

平成 25 年度には，大学院デザイン演習室に地(知)の拠点整備事業の一環としてパソコ

ン一式(Apple 社 iMac 10 台)，CAD，DTP ソフト，電子黒板などの ICT 教育環境の整備を行

った。これにより，より充実した提案書の作成，プレゼンテーションと議論などが活発に

行われている。 

先端融合工学専攻 

すべての院生研究室には，学内 LAN が整備され，学生は自身の ID およびパスワードを

用いてアクセスできるようになっている。教員は，研究用 LAN によって，自由に外部とア

クセスできる環境が存在する。研究室において，コンピュータが整備され，研究教育にお

いて，データの整理，あるいはシミュレーションなどに関する利用が行われている。また

研究室によっては，院生が外部よりアクセスできる wiki サーバが整備され, リモートで

ゼミが実施できるようになっている。 

電動スクリーンとプロジェクタは，全ての講義室とセミナー室に整備済みである。 

 

 

７－１－３ 図書館の整備・活用状況 

 

【理工学部】 

整備計画，利用計画 

全学の図書館とは別に，各学科は図書室を設け予算の範囲内で関連分野の学術雑誌を購

入し，整理して学生の教育研究向けに開架している。 

 

各学科の整備状況の概要は以下の通りである。 

数理科学科 

入口に利用手続きの案内を掲示している。学生には，主に大学入門科目や卒研の際に，
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適宜，積極的に利用するよう指導している。 

物理科学科 

学科図書室を設け関連分野の学術雑誌を購入し，整理して学生の教育研究向けに開架し

ている。自習室にも本棚を置き，学習用図書を置いている。 

知能情報システム学科 

 研究に必要な図書，関係学会誌，論文誌，過去の卒業論文や修士論文といった諸資料を

所蔵する図書室と，資料を閲覧することができる閲覧室を整備している。学科図書室の整

備計画および全学図書館との関係については教室会議で審議している。図書室の現状に関

する学生の満足度は主に卒研生から個別に収集している。大学入門科目や卒業研究におい

ては図書館の利用指導を行っている。 

機能物質化学科 

学科図書室（46m2）が設けられており，化学関連専門図書が常時閲覧可能である。閲覧

のためのテーブル（2 台），椅子（8 脚），コピー機も常備され，学部学生・大学院生を問わ

ず自習や調査に毎日利用されている。特に学部学生は，レポート作成の資料として和文の

専門図書の利用率が高い。また，オンラインで 1900 年以降の化学関連文献を検索できる

教育機関専用検索システムである「SciFinder Scholer」を導入しており，学生はこれを

用いて学科内に設置されているコンピューターから自由に文献検索が可能である。 

機械システム工学科 

 図書室に可動書庫を設置し，図書，学術雑誌，視聴覚資料，その他の教育研究上必要な

資料を系統的に整理し，有効活用ができるよう整備している。 

電気電子工学科 

5 号館 2 階に図書室(54 ㎡)を設け，学生の勉学に役立つ学科図書室になるように，後援

会図書費の支援などを受けて，図書の充実，および改善を進めている。教育研究に必要な

図書，関係学会誌，論文誌，過去の卒業論文や修士論文といった諸資料を閲覧や比較的長

期の貸出が可能となっている。 

都市工学科 

建築・都市デザインコースの導入に伴った建築関係の図書，学術雑誌の充実はほぼ定常

状態となり，学科全体における建設関係図書・学術雑誌の充実を行っている。学術雑誌は

製本して開架している。全学の図書館が導入している文献検索システムを通じて自由に文

献検索が可能である。 

 

【工学系研究科】 

整備計画，利用計画 

全学の図書館とは別に，各専攻は図書室を設け予算の範囲内で関連分野の学術雑誌を購

入し，整理して学生の教育研究向けに開架している。この図書室には院生向けの学術雑誌

を用意しており，特別に工学系研究科用としての配慮は行っていない。 

全学施設マネジメント委員会の方針に従い，全学的な部屋の有効利用調査にも協力する

とともに，図書館やキャンパス整備マスタープランを周知している。全学スペースならび

に工学系研究科のスペースの有効利用の審議を行うとともに，各学科ならびに専攻の図書，
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学術雑誌，視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料の収納・整理スペース等部屋の有効

活用を改修計画に合わせて検討している。 

 

各専攻の整備状況の概要は以下の通りである。 

数理科学専攻 

学科会議での議決に基づき，学科共有の講義室とセミナー室に関しては各教員が共通の

カギを所持し，教員管理の下で利用することとしている。これらの利用に関しては登録で

きる web ページが整備されており，それにより使用予定を把握することができる。 

物理科学専攻 

図書室を設け関連分野の学術雑誌および一部の新着雑誌の開架が行われている。ここで

は，寄贈された関連の図書も開架され，教育研究向けに利用されている。 

知能情報システム学専攻 

コンピューター使用上の注意，特に長時間の端末作業に関する注意について工学系研究

科安全衛生委員会で作成した「安全の手引」に記載している。施設・設備の運用に関する

専攻内規(あるいは申し合わせ)については教室会議にて審議している。特に安全衛生に関

わる事案は，専攻内安全衛生委員会で審議し，教室会議に報告している。 

循環物質化学専攻 

図書室（46m2）が設けられており，化学関連専門図書が常時閲覧可能である。閲覧のた

めのテーブル（2 台），椅子（8 脚），コピー機も常備され，学部学生・大学院生を問わず自

習や調査に毎日利用されている。また，オンラインで 1900 年以降の化学関連文献を検索

できる教育機関専用検索システムである「SciFinder Scholer」を導入しており，学生は

これを用いて各研究室内に設置されているコンピューターから自由に文献検索が可能であ

る。 

機械システム工学専攻 

 安全の手引を全学生に配布し，機械システム工学専攻における安全について周知してい

る。コミュニティースペース，自習室の使用についてはオリエンテーションの際に，マル

チメディア多目的演習室については講義の際に施設の使用方法を指導・周知している。教

員に対しては専攻会議で規定・運用方法を検討・周知している。 

電気電子工学専攻 

5 号館 2 階に図書室(54 ㎡)を設け，学生の勉学に役立つ学科図書室になるように，後援

会図書費の支援などを受けて，図書の充実，および改善を進めている。教育研究に必要な

図書，関係学会誌，論文誌，過去の卒業論文や修士論文といった諸資料を閲覧や比較的長

期の貸出が可能となっている。 

実験にかかわる一般的な注意事項に関しては，理工学部・大学院工学系研究科安全衛生

委員会で作成した「安全の手引」が毎年改訂され，整備されている。研究室の特別実験室

及び装置の利用方法については，当該研究室の教員が整備している。就職資料室，電気系

図書室，会議室兼講義室，セミナー室については，管理責任の教員が利用方法を整備して

いる。工作室については，理工学部で作成した「安全の手引」に利用方法を整備している。 
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都市工学専攻 

実験室，実習室については，理工学部で作成した「安全の手引」に利用方法を整備し，

学生に配布して周知している。 

先端融合工学専攻 

学科を共同運営している 3 つの専攻（機械システム工学専攻，電気電子工学専攻，循環

物質化学専攻）と同一水準の整備・周知状況にある。 

 

 

７－１－４ 自主学習環境の整備・利用状況 

 

【理工学部】 

自主的学習環境（情報機器を含む）の整備状況と満足度 

理工学部では，自主学習ができるスペースとして，リフレッシュルーム 46 ㎡を 2 部屋

確保している。また，ほとんどの学科に常設の自習室があり，テーブル，椅子，黒板ある

いはホワイトボードが設置されている。研究室や図書室，コミュニケーションルームには

パソコンが配置されており，すべて学内 LAN に接続されている。 

平成 25 年度の各専攻からの意見は，学生の自学自習スペースは概ね充足しているとの

ことであった。 

 

各学科の取り組みは以下の通りである。 

数理科学科 

数理科学科では，2 スパンのコミュニケーションルームが 1 部屋あり，テーブル 3，椅子

10，黒板及びホワイトボード，本棚が設置されている。本棚には参考書等平均 200 冊が置

かれている。また 1 スパンの小セミナー室 4 部屋（各部屋にテーブル 4，椅子 8）につい

ては，未使用の場合は自習室として利用されている。さらに各教員，院生研究室，計算機

室，談話室，コミュニケーションルームにパソコンが配置されており，全て学内 LAN に接

続されている。 

物理科学科 

就職支援室に 1 台，各研究室に計 80 台のパソコンがあり，全て学内 LAN に接続されて

いる。各 1 スパンの自習室が 2 部屋あり，各自習室にテーブル 2，椅子 8，黒板またはホ

ワイトボード，本棚が設置されている。本棚には参考書等平均 20 冊が置かれている。 

各自習室に利用記録ノートが設置され，利用者が記入している。 

知能情報システム学科 

本学科では，学生の自習に利用することができる部屋を整備している。常設の自習室は

理工学部 6 号館 105 号室で，その収容人数は 20 人である。また，講義に使用していない

時間帯であれば，理工学部 7 号館 1Ｆの講義室，コンピューター演習室も学生の自習に利

用できるようになっている。各部屋の利用者数等の統計データは取っていない。 

 情報機器については，ノートパソコンを経済的理由で購入できない/ノートパソコンが一

時的に故障した場合の貸し出し用に 20 台のノートパソコンを準備している。また学科の
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全教室において有線/無線 LAN が使用可能である。 

自己学習環境に対し特に不満な点は挙げられていない。 

機能物質化学科 

機能物質化学科の学生は，レポート作成を始め，学内での自主的学修活動が活発であり，

リフレッシュホールや図書館の自習スペース等を頻繁に利用している。これを受けて機能

物質化学科では，理工学部 9 号館の 2 階以上の各リフレッシュホール（7 箇所）に 10～20

名くらいが利用できる机及び椅子を設置し，ホワイトボード，学習参考書や，資格取得，

英検・TOEIC 問題集，就職関連資料を置いている。これとは別に，6 階に学科図書室があ

り，化学関連の書物，雑誌，辞典類を置いている。また，2 階から 8 階のリフレッシュホ

ールに，仕切りやプロジェクタを設置して自習室やプレゼンテーションの練習室としても

活用しやすい形に改修整備した。また，これらの部屋では無線 LAN を用いて，個人所有の

コンピューターからネットワークを利用して学習することも可能である。平成 27 年度の

卒業生アンケートにおいても学習スペースは十分と 76％の学生が回答しており，これらの

改善が効果を上げていることが分かる。 

機械システム工学科 

 全てのフロアにコミュニティースペースがあり，常時 15 名程度利用できる机及び椅子を

設置しており，自学自習スペースとしても利用している。また，講義に使用していない時

間帯であれば，マルチメディア多目的演習室 6 スパンの部屋を学生が自習に利用できるよ

うになっている。さらに，図書資料室を設け，専門図書ならびに就職資料が閲覧できるよ

うになっている。 

(i)コミュニティースペース 

この区画は各階に設置されており，学生の自学自習，休憩用として有効活用が図られて

いる。学科内 LAN が設置されているので，学科における就職の情報などにアクセスするこ

ともできる。コミュニティースペースのうち，南棟の 2，3 階のコミュニティースペース

は，学生の自学自習のほか，専門科目の成績や呼び出しなど，主として学科における教育

に関係した内容の掲示の場としても使用されている。また，南棟 1 階のコミュニティース

ペースには，空きスペースを利用して，自動車のエンジン，ポンプ，減速機など，多数の

機械工学関係の製品や部品が展示されており，学生が実物に直接触れる機会を提供してい

る。また，南棟 1F〜5F のコミュニティスペースに廊下との間仕切りを設け，冷暖房環境等

の改善を実施した。 

(ii)学内端末 LAN 付自習室 

全部で 2 室が用意されており，8:30～17:30 まで，製図や大学入門科目などの講義が組

み込まれていないときは学生に解放されている。使用方法については，大学入門科目の講

義時に新入生全員にアナウンスしている。また，部屋の入り口に開放時間帯を掲示してい

る。 

電気電子工学科 

自習室として 8 号館に 2 スパンの部屋を用意している。自習室には， 机，椅子，パーソ

ナルコンピュータ等が設置されており, 授業時間外に学部の 1～3 年次生が自習学習を行

える環境を提供している。自習室には利用記録ノートが設置され, 利用者が記入している。
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また，リフレッシュコーナーとして，5 号館に 4 室設けており，机，椅子を配置し，自習

や実験レポートの作成などに利用されている。 

電気電子分野の参考書は電気電子工学専攻・学科系図書室にも置かれており, 学生実験

報告書の作成，講義の宿題，その他自主的な学習のために利用される。電気電子工学専攻・

学科系図書室は 2 スパンの部屋であり, 机 3，椅子 12，本棚 22 が設置されている。本棚

には参考書等約 400 冊/棚が置かれている。毎年の各部屋の平均利用日数 200 日／年, 平

均利用時間 6 時間／日, 平均利用人数 5～6 人／週である。 

情報機器の整備状況は，学生の学修状況や就職支援にも利用するために，事務室の貸出

用を含め,  各研究室に計 300 台以上のパソコンがあり，学内 LAN に接続可能となってい

る。 

これら自主的学修環境についての学生アンケートはとっていない。 

都市工学科 

都市工学科北棟には講義室が二つあり，講義のない時間帯は学生に開放している。また，

学生の学習意欲を高めるために学科図書室を整備し，学科と関連性が深い和・洋書籍約

3,000 冊の他に，就職対策用の参考書等が約 50 冊置かれている。さらに，学科図書室の一

部に就職関連図書コーナーを設け，就職支援を行っている。図書室・就職支援室には 2 台，

報告のあった研究室に計 107 台のパソコンがあり，就職支援室の分も含め 100 台が学内

LAN に接続されている。また，平成 22 年に改修された理工学部 3 号館では，2 スパンのコ

ミュニケーションルーム（机 7，椅子 25），1 スパンの自学自習室（机 2，椅子 16），1 ス

パンのリフレッシュルーム（机 3，椅子 11）を設置し，非常に高い頻度で学生，教職員，

外部からの訪問者などに利用されている。 

また，復習で CAD が安価に使えるように，A&A 社の OASIS に加入した。これにより，都

市工学科の学生は 1 万円（消費税別）で VectorWorks 学生単年度版を購入できる。 

 

【工学系研究科】 

自主的学習環境（情報機器を含む）の整備状況と満足度 

 

博士前期課程 

各専攻とも大学院生 1 人につき，机と椅子が 1 つずつ与えられている。また，研究室に

は学内 LAN に接続したパソコンが設置してあり，いつでも利用できる環境が確保されてい

る。 

大学院ではすでに研究室に配属されているため，満足していない院生は少ない傾向にあ

る。 

 

 各専攻の取り組みは以下の通りである。 

数理科学専攻  

数理科学専攻では，院生研究室 9 室 10 スパンを設置し，自習・相互学習の場として提供

している。各院生室にはインターネット，文書作成対応のパソコンを設置してある。 

また，1 スパン 4 名以下という，比較的ゆったりと利用することができる状況にある。 

ー202ー



物理科学専攻 

各研究室に計 30 台のパソコンと，数台のネットワーク，計算用サーバが設置されてい

る。各研究室に大学院生 1 人につき，机と椅子が 1 つずつ与えられている。大学院生室に

は 1 スパン当たり平均 5 人の大学院生がおり，各部屋にホワイトボードが置かれている。

大学院生に満足度を調査したところ，研究室によっては情報機器などもあり狭いとの意見

もあったが 80%以上が満足しているとの回答であった。 

知能情報システム学専攻 

各研究室に大学院生 1 人に机と椅子が 1 つずつ与えられて，かつ 1 人当たり 1 台以上の

パソコンが準備されている。学習研究活動の環境，設備について，特に不満は出ていない。 

循環物質化学専攻 

循環物質化学専攻の学生は，レポート作成を始め，学内での自主的学修活動が活発であ

り，リフレッシュホールや図書館の自習スペース等を頻繁に利用している。理工学部 9 号

館の 2 階以上の各リフレッシュホール（7 箇所）に 10～20 名くらいが利用できる机及び椅

子を設置し，学習参考書や，資格取得，英検・TOEIC 問題集，就職関連資料を置いている。

これとは別に，6 階と 4 階それぞれ一室ずつ学科図書室があり，化学関連の書物，雑誌，

辞典類を置いている。また，2 階から 8 階のリフレッシュホールにホワイトボード，仕切

りやプロジェクタを設置し，自習室やプレゼンテーションの練習室としても活用しやすい

形に改修整備した。また，これらの部屋では無線 LAN を用いて，個人所有のコンピュータ

ーからネットワークを利用して学習することも可能である。 

機械システム工学専攻 

各研究室に大学院生 1 人につき，机と椅子が 1 つずつ与えられている。また，各研究室

にパソコンとネットワークが設置されている。 

電気電子工学専攻 

電気電子工学専攻では 250 台以上のパソコンが設置され，そのほとんどが学内 LAN に接

続されている。おおよそであるが，大学院生 1 人につき, パソコン 1 台，机と椅子が 1 つ

ずつ与えられている。大学院生室には 1 スパン当たり 5 人～10 人の大学院生がおり, ほと

んどの各部屋にホワイトボードが置かれている。 

都市工学専攻 

大学院生 1 人につき，机と椅子が 1 つずつ与えられている。また，研究室には学内 LAN

に接続したパソコンが設置してあり，いつでも利用できる環境が確保されている。 

工学系研究科長経費で，GIS 演習の推進のために，ノートパソコン 15 台と ArcInfo を購

入した。  

また，地（知）の拠点事業で大学院デザイン演習室の ICT 環境の整備を行った。パソコ

ン，ソフト（CAD,Adobe, Word, Excel）などが導入され，充実した環境になった。プリン

タも使っていなかったものを利用できるようにした。これにより，自学自習スペースとし

ても利用環境が充実した。演習の予習復習のために開放しており，学生の自主学習環境は

大幅に改善したため，学生の満足度も大きく向上した，自主的に設計製図に取り組んでい

る。 
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先端融合工学専攻 

各研究室に大学院生 1 人につき，机と椅子が 1 つずつ与えられている。大学院生室には

1 スパン当たり 5 人～10 人の大学院生がいる。 

 

博士後期課程 

各専攻とも大学院生 1 人につき，机と椅子が 1 つずつ与えられている。また，研究室に

は学内 LAN に接続したパソコンが設置してあり，いつでも利用できる環境が確保されてい

る。  

リフレッシュホールなどの自習スペースは，レポートの作成や試験勉強で活用され，1 日

に平均して 10 名程度が利用している。 

  

主な自習スペース・学生用ラウンジ 

名 称 部屋数
設置備品の台数 学内 LAN 

接続機器 
の台数 

利用者数 
机 PC 

理工学部 1 号館 6 91 20 8 28000

  〃 大学院棟 2 28 0 0 10000

  〃 2 号館 1 1 0 0 1000

  〃 3 号館 2 12 2 2 2000

  〃 5 号館 2 3 0 0 9600

  〃 6 号館 1 7 3 3 2000

  〃 8 号館 3 32 8 8 5580

  〃 9 号館 7 59 0 0 15000

*自習スペース・学生用ラウンジの利用数は延べ人数。 

*5 号館については，改修工事前の数である。 

 

７－１－５  施設・設備の運用方針と構成員への周知 

（１）規程等の整備 

佐賀大学工学系研究科施設マネジメント委員会規程を整備し，この委員会で学部と研究

科全体の施設・設備の改修と充実のための計画立案と運用方法を審議すると共に，教職員

と学生に周知している。計画立案に際しては共通アンケートや授業評価で寄せられた学生

からの意見も参考にしている。特に，全学共用スペースと工学系研究科共用スペースにつ

いては，その利用細則（佐賀大学工学系研究科共用スペース利用細則）を設け教職員に周

知している。これらのスペースはプロジェクト型の研究スペースや改修に伴う一時的転居

先としての利用がなされている。 

大学全体の共用スペース（全学共用スペース）については，全学施設マネジメント委員

会で利用規程，運用細則等（平成 21 年度から適用）が定められ，これに従って佐賀大学工

学系研究科共用スペース利用細則（平成 21 年度から適用）の改正を行い，工学系研究科共

用スペースについて管理運用している。 

改修の進捗に伴い創出された自習室，学生リフレッシュルームについては，理工学部と

工学系研究科で共通した利用規程を定めるべく検討を行っているところである。 
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各専攻/学科の周知状況の概要は以下の通りであり，詳細は各専攻の活動実績報告書に

示されている。 

数理科学専攻 

・専攻会議での議決に基づき，専攻共有の講義室とセミナー室に関しては各教員が共

通のカギを所持し，教員管理の下で利用することとしている。 

・専攻の性格により安全面で利用に注意すべき施設・設備（実験室等）は配置してい

ない。 

・計算機室・図書室：特に規程を定めてはいないが，図書室に関しては利用手続きの

案内を入り口に掲示している。 

物理科学専攻 

・実験室・実習室：理工学部で作成した「安全の手引」に利用方法を記載。 

・危険物を含む薬品等の管理のために薬品管理室を設置し学科内で一元管理。 

知能情報システム学専攻 

・コンピューター使用上の注意：理工学部で作成した「安全の手引」に記載。 

・施設・設備の運用：学科/専攻内規(あるいは申し合わせ)は教室会議にて審議。 

・安全衛生に係わる事案は学科/専攻内安全衛生委員会で審議し，教室会議で報告周知。 

循環物質化学専攻 

・実験室・実習室：理工学部で作成した「安全の手引」に利用方法を記載。 

・学科内施設の利用：学科/専攻（機能物質化学科と循環物質化学専攻）の安全委員会

が毎月点検。 

・安全衛生に係わる事案は学科の安全委員会で審議し学科会議で報告，決定後周知。 

機械システム工学専攻 

・実験室・実習室・測定室：理工学部で作成した「安全の手引」に利用方法を記載。

安全の手引を全学生に配布し，専攻における安全について周知。 

・多目的講義室・中セミナー室・小セミナー室：特に規程は整備していないが，施設

の使用方法を指導・周知。 

・大会議室・小会議室：特に規程は整備していないが，学科事務室での利用予定表へ

の記入を義務付け。 

電気電子工学専攻 

・実験室：学生実験委員会で利用の手引きを整備。 

・工作室：理工学部で作成した「安全の手引」に利用方法を記載。 

・研究室の特別実験室：当該研究室の教員が利用方法を整備。 

・自習室：利用規程は作成していないが，管理担当教員が管理し，利用簿へ記入をさ

せている。 

・就職資料室・電気系図書室，会議室兼講義室，セミナー室：管理責任の教員が利用

方法を整備。 

都市工学専攻 

・実験室・デザイン演習室：理工学部で作成した「安全の手引」に利用方法を記載。 

・講義室・演習室・会議室・セミナー室：特に規程は整備していないが，学科事務室
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での利用予定表への記入を義務付け一元管理。 

先端融合工学専攻 

学科を共同運営している 3 つの専攻（機械システム工学専攻，電気電子工学専攻，

循環物質化学専攻）と同一水準の整備・周知状況にある。 

 

（２）周知方法 

教職員への周知は電子メールや佐賀大学ホームページ，「安全の手引」の配布などで周知

している。学生への周知は各学科/専攻を通じて周知している。各学科/専攻の周知方法の

概要は以下の通りであり，詳細は各学科/専攻の活動実績報告書に示されている。 

数理科学専攻 

・「安全の手引」を全学生に配布。計算機を長時間使用する際の注意を周知。 

・計算機室，図書室：オリエンテーションの際に指導，周知。 

・教職員：学科会議等で検討し周知。 

物理科学専攻 

・「安全の手引」を全学生に配布して周知。 

・学科/専攻内の安全衛生については安全衛生委員を通して学生に周知。 

知能情報システム学専攻 

・「安全の手引」を全学生と全教職員に配布し周知。 

・学科の規程・運用方法：教職員にはメールを通じて，学生には掲示板にて周知。 

・卒研生と院生に直接関係する規程・運用の改訂等は指導教員を通じて周知。 

循環物質化学専攻 

・「安全の手引」を全教員と全学生に配布し周知。 

・学生：学期初めのオリエンテーション時や必修の学生実験の際に施設の使用方法を

指導，周知。 

・教員：学科/専攻（機能物質化学科と循環物質化学専攻）安全委員会で規程・運用方

法を検討，学科会議で周知。 

機械システム工学専攻 

・「安全の手引」を全学生に配布し周知。特に 53-68 頁（機械システム工学科関係）。 

・コミュニケーションルーム・自習室：オリエンテーションの際に周知。 

・マルチメディア多目的演習室：講義の際に使用方法を指導，周知。 

・教員：専攻・学科会議で規程・運用方法を検討，周知。 

電気電子工学専攻 

・「安全の手引」を全学生に配布し周知。 

・実験室：大学入門科目 II で施設の使用方法を指導，周知。 

・工作室：初めて利用する学生に対して 熟知した教職員が使用方法を指導，周知。 

・自習室：利用規程を掲示板と学科ホームページを通して周知。 

・教員：学科会議で運用方法を検討，周知。 

 都市工学専攻 

・「安全の手引」を全学生と全教職員に配布し周知。 
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・実験室：担当教職員が安全と機器使用方法を再度周知。 

・教員に対しては学科会議で規程・運用方法を検討，周知。 

・講義室，会議室，演習室：使用状況を学科事務室が把握し一元管理。 

先端融合工学専攻 

学科を共同運営している 3 つの専攻（機械システム工学専攻，電気電子工学専攻，循

環物質化学専攻）と同一水準の整備・周知状況にある。 

 

 

７－２ 学生の履修指導と学習・生活支援 

 

７－２－１ 授業履修，研究室配属のガイダンス 

 

学部新入生に対するガイダンス 

全ての学科が新入生オリエンテーションで，学科主任，教務委員，学生委員等が履修方

法・学生生活に関するガイダンスを実施している。さらに，「大学入門科目」の授業の中で

もガイダンスを行っている。 

平成 27 年度学生対象アンケートにおいて，入学時・進学時のガイダンスによって「授業

科目をどう履修したらよいかを理解できたか」との問いに，理解できた（4 または 5）と答

えた学生は計 81.2％，理解できなかった（1 または 2）と答えた学生は 8.6％であった。 

各学科の取り組みは以下の通りである。 

数理科学科 

新入生に対して 以下の資料を配布の上，教務関係ガイダンス（教務委員），学生生活ガ

イダンス（学生委員）を行った。 

教養教育関係資料 

(1) 佐賀大学教養教育運営機構広報  

(2) 教養教育科目の授業概要 

(3) 教養教育科目の授業時間割（前学期） 

(4) 主題科目の受講手続について 

(5) 主題科目受講希望申請書 

理工学部関係資料 

(1) 理工学部で何を学ぶか 

(2) 理工学部授業時間割（前学期） 

(3) 履修届(「履修手続き等について」を含む） 

(4) 住所届：オリエンテーション終了後に回収し，理工学部教務係へ提出 

(5) 安全の手引き 

ー207ー



上記のガイダンスの他，「大学入門科目 I」において，大学生活のための詳しいガイダン

スとサポートを行った。 

物理科学科 

新入生に対して 以下の資料を配布した。 

教養教育関係資料 

(1) 佐賀大学教養教育運営機構広報  

(2) 教養教育科目の授業概要 

(3) 教養教育科目の授業時間割（前学期） 

(4) 主題科目の受講手続について 

(5) 主題科目受講希望申請書 

理工学部関係資料 

(1) 理工学部で何を学ぶか，理工学部で何を学ぶかをどう使うか 

(2) 理工学部授業時間割（前学期） 

(3) 履修届(「履修手続き等について」を含む） 

(4) 住所届：オリエンテーション終了後に回収し，理工学部教務係へ提出 

(5) 安全の手引き 

配布資料を用いて，教務関係ガイダンス（教務委員），学生生活ガイダンス（学生委員）

を行った。 

上記のガイダンスの他，「大学入門科目Ⅰ」の授業科目にて，15 回 30 時間を使って大学

生活のための詳しいガイダンスとサポートを行った。 

知能情報システム学科 

新入生オリエンテーションおよび「大学入門科目Ⅰ」（全 15 回）において，学科主任，

教務委員，学生委員，JABEE 委員等がガイダンスを行っている。 

新入生オリエンテーションでは， 

・ 全般的学科説明（学科主任） 

・ 学生生活上の注意（学生委員） 

・ 講義履修方法等の説明（教務委員） 

・ 技術者教育プログラムの説明（JABEE 委員） 

などを行う。講義履修方法等の説明では，教務関係の学則，授業概要，時間割，履修届等

の資料を配布し，授業の受講方法，手続き方法を新入生に周知している。 

「大学入門科目Ⅰ」では， 

・ 大学生活のルール（学生委員） 

・ 教務のお話し（教務委員） 

・ 知能情報システム学科の JABEE 認定プログラム（JABEE 委員） 

・ 勉強の仕方（教務委員経験者） 

などの内容に関する講義を行う。「教務のお話し」の回で，授業の受講方法，手続き方法を

新入生に確認させる。 

機能物質化学科 

新入生に対して 以下の資料を配布した。 
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教養教育関係資料 

(1) 平成 25 年度学生便覧  

(2) 教養教育科目の履修の手引き 

(3) 教養教育科目の授業時間割（前学期） 

(4) 基本教養科目の受講希望申請について 

(5) 基本教養科目受講希望申請書 

理工学部関係資料 

(1) 理工学部で何を学ぶか 

(2) 理工学部授業時間割（前学期） 

(3) 履修届(「履修手続き等について」を含む） 

(4) 住所届：オリエンテーション終了後に回収し，理工学部教務係へ提出 

(5) 安全の手引き 

機能物質化学科関係 

(1) 学科個人情報許諾書 

(2) チューター一覧 

(3) 合宿研修のしおり 
これらの資料を用いて，学科に関する全般的なガイダンスを教育プログラム委員会委員長

が行い，更に教務関係ガイダンスを教務委員が，学生生活に関するガイダンスを学生委員が行

った。 

上記のガイダンスの他，「大学入門科目Ⅰ」の授業科目にて，6 回 12 時間を使って大学生活

のための詳しいガイダンスとサポート（履修指導，健康管理，キャリア教育）を行った。 

また，後期の始めにも履修に関するガイダンスを教務委員と教育プログラム委員会委員長

が行った。ガイダンスに用いた資料やその他の履修に必要な情報は学科のホームページで公

開しており，いつでも確認できるようにしている。 

機械システム工学科 

新入生に対して 以下の資料を配布し，更に教務関係ガイダンス（教務委員），学生生活ガ

イダンス（学生委員）を行った。 

教養教育関係資料 

(1) 佐賀大学教養教育運営機構広報  

(2) 教養教育科目の授業概要 

(3) 教養教育科目の授業時間割（前学期） 

(4) 主題科目の受講手続について 

(5) 主題科目受講希望申請書 

理工学部関係資料 

(1) 理工学部で何を学ぶか 

(2) 理工学部授業時間割（前学期） 

(3) 履修届(履修手続き等についてを含む） 

(4) 住所届：オリエンテーション終了後に回収し，理工学部教務係へ提出 

(5) 安全の手引き 

ー209ー



上記のガイダンスの他，「大学入門科目（創造工学入門）」の授業科目にて，1 回 1.5 時間

を使って教務関係の詳しいガイダンスとサポートを行った。 

電気電子工学科 

新入生に対して 以下の資料を配布した。 

全学関係資料 

(1) GPA 制度について 

(2) シラバスについて（学生センターホームページ案内） 

(3) 平成 25 年度佐賀大学入学者アンケート･･･オリエンテーション終了後に学科で回

収し，理工学部教務係へ提出 

教養教育関係資料 

(1) 全学教育機構の履修の手引き 

(2) 教養教育科目の授業時間割（前学期） 

(3) 基本教養科目の受講希望申請について 

(4) 基本教養科目受講申請書 

(5) 学期始めの手続きについて 

理工学部関係資料 

(1) 理工学部で何を学ぶか 

(2) 理工学部授業時間割（前学期） 

(3) 履修手続き等について 

(4) 学生利用案内（Live Campus） 

住所届・・・オリエンテーション終了後に学科で回収し，理工学部教務係へ提出 

安全の手引き 

これらの資料を用いて， 

・ 学科主任及び教職員の紹介 

・ 講義履修方法等の説明（教務委員） 

・ 学生生活についての注意（学生委員） 

などを行っている。講義履修方法等の説明では，上記資料を用いて，授業の受講方法，手

続き方法を新入生に周知させている。 

「大学入門科目」の授業科目において，合宿研修を含め 15 回の授業を実施し，その内容

は以下の通りである。 

・ 入学ガイダンス（学科主任），生活上の注意（学生委員），カリキュラム説明（教務委員） 

・ 技術者教育プログラムの説明（JABEE 担当教員） 

・ 物理・数学・情報の勉強方法(科目関係者) 

・ 専門科目の勉強方法(科目関係者) 

・ 図書館の利用方法（図書委員） 

・ 環境問題の取り組み 

・ 先輩による大学生活の説明（学科主任） 

・ 過去の就職状況，最近の求人状況（就職担当教授） 

・ 4 年生・大学院生による就職活動報告（就職担当教授） 
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・ 元企業人から見た就職観（キャリアセンター専任教員） 

・ 先輩の就職活動（就職担当教授） 

・ 合宿研修（学科教員） 

など 

都市工学科 

新入生オリエンテーションにおいて，学科独自に作成した『学科・専攻の案内と学習の

手引き』や理工学部で何を学ぶかなどの資料を用いて履修方法・学生生活に関するガイダ

ンスを行っている。また，チューター（担任であり個人面談の指導教員）ごとに班分けを

行い，学生カルテのための写真撮影を行っている。 

新入生に対して 以下の資料を配布し，更に教務関係ガイダンス（教務委員），学生生活

ガイダンス（学生委員）を行った。 

教養教育関係資料 

(1) 佐賀大学教養教育運営機構広報  

(2) 教養教育科目の授業概要 

(3) 教養教育科目の授業時間割（前学期） 

(4) 主題科目の受講手続について 

(5) 主題科目受講希望申請書 

理工学部関係資料 

(1) 理工学部で何を学ぶか，理工学部で何を学ぶかをどう使うか 

(2) 理工学部授業時間割（前学期） 

(3) 履修届(履修手続き等についてを含む） 

(4) 住所届（オリエンテーション終了後に学科において回収し，理工学部教務係へ提出） 

(5) 安全の手引き 

上記のガイダンスの他，「大学入門科目Ⅰ」の授業科目にて，大学生活のための詳しいガ

イダンスとサポートを行った。 

 

２年生及び３年生へのガイダンス 

機能物質化学科 

2 年生及び 3 年生に対し，前期の始めに履修に関するガイダンスを教務委員と教育プロ

グラム委員会委員長が行っている。また，教務委員と教育プログラム委員会委員長が履修

に関する相談に応じることを周知している。履修に必要な情報は学科のホームページで公

開しており，いつでも確認できるようにしている。 

 

コース選択及び転コースに関するガイダンス 

機能物質化学科 

1 年生後期の 2 月上旬に，教育プログラム委員会委員長がコース選択に関するガイダン

スを行い，機能材料化学コース及び物質化学コースの詳細・特徴について説明するととも

に，各コースへの配属希望調査を実施している。また，教務委員は 2 年生対象の前期のガ

イダンスにおいて，転コースのルールと申請方法に関しては「理工学部で何を学ぶか」「学
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生便覧」をよく読んでおくように指導している。 

都市工学科 

2 年生に対して，教務委員が 7 月にコース選択ガイダンスを行い，都市環境基盤コース

と建築・都市デザインコースの概要，コース配属の手続きとコース定員をオーバーしたと

きのルールなどについて説明し，コース配属希望調査をおこなっている。ガイダンスに用

いる資料は「都市工学科の案内と履修の手引き」で配布しており，いつでも確認できるよ

うにしている。 

 

 

卒業研究に関するガイダンス 

全学科で研究室配属前に卒業研究に関するガイダンスを実施している。各学科の取り組

みは以下の通りである。 

数理科学科 

各教員がゼミ紹介文を作成し，掲示している。一部の教員は，自身の HP において，こ

れまでの卒業研究の内容を公開している。学生が研究室を訪問し，研究テーマ，研究方法

などに関する質問をする機会も設けている。 

物理科学科 

学科教務委員が卒業研究のガイダンス責任者を務め，各研究室の研究テーマ，受け入れ

人数，選抜方法を明記した掲示物をしている。 

3 年次の 12 月に 2 週間程度の期間で，学生が研究室を自由に訪問し実験などを体験する

機会や，卒研生や大学院生の話を聞く機会を与えている。 

学科ニュースを発行し，随時，研究室紹介などを行っている。 

知能情報システム学科 

各研究室の研究テーマ，受け入れ人数，選抜方法を明記した資料を掲示している。3 年次

後期の 2 月に全教員がガイダンスを行い，学生が研究室を訪問し，研究テーマ，研究方法

などの質問をする機会を与えている。卒業論文発表会には 3 年次学生の出席をもとめ，研

究テーマの周知に努めている。さらに，教員によっては「自主演習」を開講してミニ卒論

を体験できるようにしているケースもある。 

機能物質化学科 

毎年 9 月に 3 年生を対象とする合宿研修を行い，卒業研究のテーマ説明を行うとともに，

教員及び大学院生との懇談により内容を把握できるようにしている。また，3 年後期の 2

月に全教員による研究室ガイダンスを実施し，各研究室の卒業研究のテーマや研究室の運

営方針を説明した。研究室配属の方法については，2 月中に掲示により周知し，研究室配

属直前に再度口頭で説明を行っている。受け入れ人数については，学科会議にて 4 年生へ

の進級者数を確認した後に決定し，研究室配属を決める日（3 月）に配属予定の全学生に

通知している。また，卒業研究の再履修者に対しては，学生の希望を最大限尊重して研究

室への再配属を行う。 
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機械システム工学科 

卒研講座所属制度と密接に関連している。ガイダンスでは 各研究室のテーマが説明さ

れ，その後所定の手続きに従って配属が定められる。各研究室のガイダンス資料は，それ

ぞれ一枚の PowerPoint 資料にまとめられ保管される。なお学生はいつでも研究室を訪問

し，研究内容について教員に質問することができる。 

電気電子工学科 

3 年次学生には，2 月中旬に実施されるポスター形式の卒業研究発表会と，オーラル形式

の修士論文発表会への参加を義務付けており，最終的に感想文を提出させている， その中

で卒研生や大学院生の話を聞くことが出来るようにしている。また，各研究室の研究テー

マ，受け入れ人数を明記した資料を配布したのち，4 月の前期開講前に卒論テーマ・ガイ

ダンスを実施している。配属先決定方法については， 口頭などにより学生に伝えている。 

都市工学科 

3 年後期の 3 月に研究室紹介の資料を掲示するとともに，4 年進級予定者に対して，半

日の時間を使って研究室の紹介を行い，その後，数日間の研究室訪問期間を設け，学生の

研究室選択のための情報収集の機会を与えている。なお，各研究室で実施されている研究

内容がわかるように，卒業論文及び修士論文の発表会を学生に公開している。 

 

【工学系研究科】 

（１）新入生に対するガイダンス 

（担当者，対象者別実施回数，配布資料等） 

 

博士前期課程 

全専攻が新入生オリエンテーションで，専攻長や教務委員等がガイダンスを実施している。 

平成 27 年度修了予定者対象アンケートにおいて，ガイダンスによって「授業科目をどう

履修したらよいかを理解できたか」との問いに，理解できたと答えた学生は 93.8％，どちら

とも言えないと答えた学生は 6.2%，理解できなかったと答えた学生はいなかった。 

 

各専攻の取り組みは以下の通りである。 

数理科学専攻 

オリエンテーションの際に，履修案内・時間割等の教務関係書類配布の上，教務委員より，

各授業科目の目的と概要，履修時期，専修免許取得についてのガイダンスを行っている。学

生委員からは，大学院生室使用に関して案内がある。 

物理科学専攻 

新入生オリエンテーションで専攻長と教務委員が科目の概要と履修方法等についてガイ

ダンスを行っている。 

知能情報システム学専攻 

教務委員が，入学時のオリエンテーション時に 1 回，履修案内等を配り，ガイダンスを行

っている。 
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 専攻の修了要件，修了に必要な単位数 

 授業の受講方法，受講手続き 

 受講が必須の授業科目 

 教員免許状の取得のために必要な授業科目 

 日本学生支援機構奨学金の返還免除にかかる候補者決定ルール 

などを新入生に周知している。候補者決定ルールには GPA や学会における各種の研究発表

の評価が詳細に点数化されており，特に奨学金を貸与されている学生にとって熱心に学習

に取り組む上での大きなインセンティブになっている。 

循環物質化学専攻 

教務委員が入学時に科目の概要と履修方法，修士論文作成に関する研究計画指導書，ま

た，専修免許状取得方法について， 1.5 時間程度のガイダンスを実施している（対象者 新

入生全員，実施回数 1 回）。 

機械システム工学専攻 

新入生オリエンテーションで専攻長と教務委員が科目の概要と履修方法等についてガ

イダンスを行っている。 

電気電子工学専攻 

新入生オリエンテーションにおいて，専攻長が大学院生としての心構え（研究活動・勉

学・進路など）をはじめとする全般的な説明を行う。その後，学生委員が学生生活，奨学

金，奨学金返還免除制度等について重要な点を再確認し，教務委員が授業科目の概要と履

修方法等についてガイダンスを行っている。特に，1 年後の就職活動を踏まえて，単位取

得だけではなく，修士論文研究にも勤しむよう指導している。 

都市工学専攻 

新入生オリエンテーションでは「学科・専攻の案内と学習の手引き」などを配布して，

専攻長，教務委員そして学生委員が科目の概要と履修方法，生活支援（奨学金，返還免除

制度）等についてガイダンスを行っている。 

先端融合工学専攻 

新入生オリエンテーションの際に，専攻長，教務委員，学生委員が科目の概要と履修方

法，生活支援（奨学金，返還免除制度，学生生活）等についてガイダンスを行っている。 

 

博士後期課程 

指導教員が新入生に対して，科目の概要と履修方法や修了要件等についてガイダンスを

行っている。 

 

（２）学位論文等に関するガイダンス 

（担当者，対象者別実施回数，配布資料等） 

 

博士前期課程 

平成 27 年度入学生から，指導教員と学生との間で，学期初めに個別研究指導計画，学期

末に研究実施報告および研究指導実績報告を研究指導実績報告書に記載している。 
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各専攻の取り組みは以下の通りである。 

数理科学専攻 

数理科学専攻では，研究指導担当者が，学位論文に関するガイダンスと学修指導を，毎

週 1 回強のセミナーの際に随時行っている。また，「研究指導実績報告書」において学期毎

に個別研究指導計画が記入されることも，学位論文作成のガイダンスとして機能している。 

物理科学専攻 

研究室の指導教員が適宜行っている。平成 20 年度入学生から，工学系研究科 FD 委員会

が制定した研究指導実績報告書に，年度当初に学生と協議して研究計画，年度末に学生の

実施報告と教員の指導報告を記録し残している。 

知能情報システム学専攻 

学位論文作成のための研究テーマの決定などは，指導教員が随時ガイダンスを行ってい

る。教務委員が，12 月に 1 回，論文提出要領 (A4，4 ページ)を配布している。その後，各

指導教員はその要領に基づいて個別に学位論文準備と作成のガイダンスを実施している。 

循環物質化学専攻   

研究指導ならびに修士論文作成については，専攻 FD 委員あるいは各指導教員が個別に

実施している。また，大学院進学予定者は，修士中間発表の運営に協力させることにより，

修士論文作成の一部を体験させている。同様に修士 1 年の学生には，修士論文発表会の運

営に協力してもらい，論文発表に関する情報を与えている。 

機械システム工学専攻 

主指導教員が中心になって学位論文のテーマ決定から最終仕上げまで適宜ガイダンス

を行うとともに，学生からの相談に応じている。 

電気電子工学専攻 

指導教員が学生個別にガイダンスを行うと共に学生からの相談にその都度応じている。 

都市工学専攻 

研究室の指導教員が適宜ガイダンスを行うとともに学生からの相談に応じている。年度

当初に学生と協議して研究計画，年度末に学生の実施報告と教員の指導報告を記録し残し

ている。 

先端融合工学専攻 

各研究室で主指導教員が中心となって学位論文のテーマ決定から最終仕上げまでほぼ

一対一で指導している。また，主（または実質）指導教員が研究テーマと研究内容につい

て，新規性および有用性が認められること，さらに学会発表，論文発表等の実績があると

判断した時点で，学生がスムーズに学位論文の作製に取りかかれるよう，全体の構成（題

目や章立て等）についての助言をしている。 

 

博士後期課程 

指導教員が学位論文等に関するガイダンスを行っている。 
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７－２－２ 学生から見た学習支援 

 

【理工学部】 

オフィスアワー（日時を指定しているものに限る） 

オフィスアワーは教員全員が設定しており，教員毎のオフィスアワーに設置した日時を，

佐賀大学学生センターホームページ（http://www.sc.admin.saga-u.ac.jp/office.html）

およびオンラインシラバス(http://www.sc.admin.saga-u.ac.jp/)上で公開している。学

生の相談は，オフィスアワーに限ることなく，電子メール等も含めて頻繁に行われている。

相談内容は，授業内容や成績等の学修に関するものや生活相談，進学や就職等の進路に関

するものが多い。 

 

チューター（担任）制度 

平成 19 年度からチューター(担任)制度が実施され，学生の修学，進路選択，心身の健康

などの問題の解決を図り，もって当該学生の充実した学生生活を支援している。チュータ

ーが担当する学生は，学年当たり 10 人以内の少人数であり，チューターは前学期始め及び

各学期末にそれぞれ 1 回，担当する学生と面談し，個々の学生について，授業科目の履修

状況，生活状況等を把握し，適宜な指導・助言等を行っている。(佐賀大学チューター(担

任)制度に関する実施要項平成 19 年 2 月 23 日学生委員会制定より) 

 

ラーニングポートフォリオ 

平成 22 年度に機能物質科学科および知能情報システム学科に入学した学生を対象とし

てラーニングポートフォリオへの記入およびそれに基づいたチューター面談を開始した。

平成 23 年度以降は，すべての学部・学科の新入生に対してラーニングポートフォリオへの

記入およびそれに基づいたチューター面談が行われており，授業科目，専門，専攻の選択

の際の個別指導はもとより，学生生活や進路に関する相談にも応じている。ラーニングポ

ートフォリオを用いたチューター面談により，真面目に取り組む学生とそうでない学生と

が明確に把握できるようになった。学習状況が思わしくない学生については，ラーニング

ポートフォリオも適宜活用しながら，教務委員，学生委員，チューターが個別に呼び寄せ

て面談を行うなどの対応を行っている。 

 

各種アドバイザーおよびノートテイカー 

学生支援室では新入生や在校生向けのアドバイザーおよび障害を抱えた学生を支援す

るためのノートテイカーを全学で配置しており，平成 27 年度には理工学部・工学系研究科

の学生が以下のとおり協力した。教員の説明だけでは分からなかった授業の履修方法等に

ついて先輩の立場で経験を踏まえて説明することができて，学生の理解も高まるなどの効

果を得ている。 

 新入生アドバイザー：数理科学科学生 2 名，物理科学科学生 2 名，知能情報システム

学科学生 3 名，機能物質化学科学生 2 名，電気電子工学科学生 2 名 計 11 名 

 ノートテイカー（前期）：実績なし（聴覚障害者が在籍しないため） 
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 ノートテイカー（後期）：同上 

 学習アドバイザー：物理科学科学生 5 名 相談者 147 名，知能情報システム学科学生 4

名 相談者 90 名，電気電子工学科学生 4 名 相談者 90 名 

 

特別な支援を必要とする学生への対応 

特別な支援を行うことが必要と考えられる学生は，学習支援と生活支援等の両方を必要

とするケースも多いため，以下の体制にて包括的に学習・生活支援を実施している。 

その他，悩みを抱える学生に対する各学科の取り組みは以下の通りである。 

数理科学科 

各教員がチューターを担当している学生との面談，学習指導などを行っている。 

また全教員がオフィスアワーを設定し，それ以外の時間についても随時相談に応じている。 

チューター制度は，各学年を 3 班に分けて担当教員を割り振っている。この内の一人がそ

の学年の担任を務め，入学直後の「大学入門科目 I」「同 II」も担当することになっている。

このチューターは，教職チューターも兼担するため，教職志望者に対しては教職カルテの入

力および教職に係る相談にも応じる。 

物理科学科 

全教員がオフィスアワーを設定している。その他の時間についても随時相談を行ってい

る。チューター制度は平成 17 年度から実施している。チューター制度は，次の要領で実施

されている。 

1. 学部初年時生に対しては，佐賀大学チューター（担任）制度に関する実施要項に従っ

て運用している。 

2. 2 年次から 4 年卒業研究着手時までの学生に対しても，継続してチューター制（担任

制）を敷いている。 

3. 1 教員あたり 1 学年 3～4 人の割合で学生の担任を決めている。担任の選定は初年時の

オリエンテーションの前までに学生委員がおこなっている。特段の理由がない場合は，

担任教員の担当期間は担任終了時まで継続する。 

4. 初年時後期において，チューター（担任）制度に連動して少人数で受講する大学入門

科目Ⅱを開設し，学生と教員の緊密な関係を構築している。 

5. 各学期に必要に応じて個人面談を行って適切な指導に努めている。 

6. 面談期間は 1 週間程度を指定し，学生へは掲示等で周知している。オフィスアワーを

活用しているが，随時面談もおこなっている。 

7. 面談においては，修学上の問題を中心に，サークル活動やアルバイトや進路等の相談

に応じている。また，学内における学生なんでも相談窓口，保健管理センター，学生

カウンセラー等の専門の相談窓口の存在を周知している。 

知能情報システム学科 

全教員がオフィスアワーを設定している。その他の時間についても随時相談を行ってい

る。チューター制度は平成 19 年度から実施している。チューター制度は，次の要領で実施

されている。 
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1. 本学科のチューター（担任）制度を，佐賀大学チューター（担任）制度に関する実施要

項に従って運用している。また，編入学生も対象としている。平成 21 年度以降は，全

学年の学生にチューター制度を拡大している。 

2. 学生の修学状況は学科で運用している「教務成績判定システム」で各チューターが確

認しており，授業出席状況やレポート提出状況に問題のある学生に対しては，担当教

員から修学状況がオンライン報告され，全教員が情報を共有する。また，各学生の自己

点検及びフォローアップを効果的に行うため，各学生は学期毎にチューター面談を受

けるとともに，ラーニングポートフォリオを記入する。チューターはラーニングポー

トフォリオにコメントを書き込むことで，担当学生とのコミュニケーションを図って

いる。 

3. チューター（担任）制度は 2 交代制で実施する。各チューター（担任）が担当する初年

次の学生の選定は，オリエンテーションの前までに学生委員が行う。2 年次の学生につ

いては，初年次に担当したチューター（担任）が担任を継続する。留学生のチューター

（担任）は教授が担当し指導教員も兼ねる。 

4. 初年次生のチューター（担任）は，オリエンテーションのときに，最初の面談の時間と

場所を指定する。最初の面談では，担当する学生に連絡先（携帯電話，携帯メール，保

護者電話番号等）を提出させ，学生には，チューター（担任）への連絡方法，研究室の

場所などを教える。さらに，個別に修学上の問題がないかどうか確かめる。 

5. チューター（担任）は，適宜担当する学生からの相談に応じる。問題がある場合は，学

生委員，教務委員等の専門委員に引き継ぐ。場合によっては，学生なんでも相談窓口，

保健管理センター，学生カウンセラー等に相談に行くように勧める。また，相談に来た

日時，学生の氏名，相談内容，対応内容を記録する。 

6. チューター（担任）は，毎学期の最初と定期試験の前に担当する各学生と面談し，修学

上の問題点がないかどうか確かめる。初年次の後学期以降は，各学生の前学期までの

成績などを参考に修学状況を把握する。 

機能物質化学科 

機能物質化学科では平成 15 年度より学科全教員によるチューター制度を実施している。

詳細を以下に示す。平成 19 年度より全学的にチューター制度が導入されたが内容はほぼ

同一である。 

1．チューター（担任）教員の決定方法 

 チューターは機能物質化学科教員全員ならびに関連研究センター等の当該学科の大学

入門科目担当者が担当し，各教員は各学年 3～4 名の学生を担当している。上記チュー

ターの割り当ては，原則当該学生が 4 年次卒業研究配属決定されるまでとし，退職者

および休職者担当の学生についてはその都度新担当者もしくは臨時担当者を決める。

4 年次生のチューターは卒論指導教員に変更している。 

 機能物質化学科学生委員は，上記に基づきチューター（担任）担当一覧を作成し，入

学式前日までに学生生活課学生支援係に送付する。 

2．チューター（担任）教員の学生への周知方法 

 機能物質化学科学生委員は，新入生オリエンテーションにおいて，チューター（担任）
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担当一覧を配布する旨を新入学生に了解を取った上（個人情報保護の関係），各学生に

配布し，チューター（担任）教員を学生に紹介する。 

3．チューター（担任）制度の内容 

 新入生オリエンテーション後，チューター教員と学生の面談を実施する。 

 1 年前期開講の「大学入門科目」後半では，教育的目的から，チューター指導のもと，

学生による課題研究を実施する。 

 各学期の成績交付後，2 年生以上の学生はチューターに成績の報告を行うとともに，

学習教育目標自己点検表をもとに学期の最初に立てた教育目標の評価を行う。2 年生

については平成 22 年度より導入されたラーニングポートフォリオを用いて教育目標

の評価を行う。このラーニングポートフォリオを用いた指導は，年次進行で各学年に

拡大中である。チューター教員は，所属学生の学修状況を把握し，必要と判断した場

合は，学科主任と教務委員の履修指導を依頼する。 

 成績不良の学生に対して，チューターは，必要に応じ保護者と連絡を取りながら，学

生の学修支援を行う。また，教務委員は成績不振者をリストアップし，保護者に手紙

で連絡し，学生，保護者，教員による三者面談や電話による面談を実施し，学修状況

の改善を図る。 

機械システム工学科 

1．担任教員の決定方法 

・ 担任は，機械システム工学科教員全員ならびに関連研究センター等の当該学科の講

義担当者の一部が担当する。ただし，定年退職 3 年前の教員は除外する。 

・ 上記担当の割り当ては，原則当該学生が 4 年次卒業研究配属決定されるまでとし，

途中退職者担当の学生についてはその都度担当者を新たに割り当てる。 

2．担任教員の学生への周知方法 

・ 学科学生委員は，新入生オリエンテーションにおいて，担任担当一覧を配布する旨を

新入学生に了解を取った上，各学生に配布し，担任教員を紹介する。 

電気電子工学科 

平成 15 年度の入学者から，毎年 2 名の教員を学年の担当教員として配置し，入学時か

ら卒業研究着手まで学修相談や生活相談に応じている。特に，履修上問題のある学生につ

いては学年の担当教員が呼び出して事情を聴き，アドバイスするようにしている。尚，新

入生オリエンテーション，大学入門科目，学科ホームページ等で，学年の担当教員名を学

生に周知している。 

また，平成 19 年度からスタートしたチューター制度に基づいて，1～3 年生にチュータ

ーを配置してきめ細かい指導にあたっている。実施の手順は以下の通りである。 

1. 本学科のチューター（担任）制度を，佐賀大学チューター（担任）制度に関する実施要

項に従って運用する。 

2. 学部入学生に対しては，初年次に担当したチューター（担任）が 3 年次までの 3 年間

を継続する。チューターは定年退職等で 3 年間継続してチューターを担当できない教

員を除いて全員とする。 

3. 編入生のチューター担当期間は 1 年とし，その年度の教務委員をチューターに割り当
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てる。 

4. 学科学生委員は，上記に基づきチューター（担任）担当一覧を作成し，入学式前日まで

に学生生活課，当該教員に送付する。 

5. チューター（担任）教員の学生への周知方法は，学科の新入生オリエンテ－ションでチ

ューター（担任）担当一覧を配布するものとし，学科学生委員がこれにあたる。 

6. 学科学生委員は，新入生オリエンテーションで集めた住所届の各チューターが担当す

る学生分のコピーを，各チューターに配布する。 

7. チューターは，チューター制度に定められた期間に担当する各学生と面談し，各学生

が作成したポートフォリオ(学習履歴)や成績などを参考に修学上の問題点がないかど

うか確かめる。 

8. ポートフォリオ学習支援統合システムへ面談結果及びコメントを登録する。 

都市工学科 

平成 17 年度の入学者から，入学時に 5～７名の学生を対象として教員をチューターと

して指定し，年に 2 回定期的に学習相談や生活相談に応じている。特に問題のある学生に

ついては，教務委員や学生委員と連携を取りながら対応するようにしている。また，相談

内容や対応を学習履歴（学習カルテ）としてファイルに保存し，研究室配属時に指導教員

に引き継ぐようにしている。 

 

学生のニーズの把握 

学生の意見，要望，質問を常時受け付けるため，学生センターと附属図書館に学生の声

「VOICE(投書箱)」を設置し，電子メールアドレス（voice@mail.admin.saga-u.ac.jp）を

公開している。学生からの意見，要望，質問への回答は，本人への回答を原則とするが，

内容によっては，学生センターや留学生センターに掲示している。（学生センターホームペ

ージ http://www.sc.admin.saga-u.ac.jp/voice.htm より）VOICE での対応件数は，ほと

んどが修学等に関する相談事項が多く，修学 15 件，進路 0 件，生活 4 件，健康 0 件，そ

の他 11 件であった。学生相談によって，図書館の開館時間の延長や健康診断の日程の変更

などが行われており，理工学部として対応しなければならなかったものはなかった。 

学部としては組織的に学生の意見聴取は行っていないが，学生相談等を通して学生のニ

ーズを把握するように努めている。各学科の取り組みは以下の通りである。 

数理科学科 

各教員が授業や学生相談等の学生との接触を通じて得た情報を，必ず学科会議で周知し，

類似のケースに対しても適切に対応するようにしている。 

物理科学科 

各教員が学生相談等を通じて集めた学生の要望や意見を学科内で共有している。 

知能情報システム学科 

各教員が学生相談等を通じて集めた学生の要望や意見を教室会議やメール回覧システ

ム等を通じて学科内で共有している。 
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機能物質化学科 

1 年生には後学期のガイダンス時に，2 年生と 3 年生に対しては前期のガイダンス時に，

4 年生に対しては卒業研究終了後に学生の意見や要望や質問を受け付けるためのアンケート

を実施している。また，学科ホームページに学科に意見を提出する際のフォーマット（意見

書のフォーマット）を掲載し，学科主任及び教育プログラム委員会委員長に意見を伝えるこ

とができるということを周知している。これらの活動により収集した学生の意見や要望や質

問は，学科の教育 FD 委員会と教育プログラム委員会での協議後に対応案を学科会議で報告

し、その対応を検討している。アンケートに対する回答は掲示板にてすべての学生に公開し

ている。また，学生生活に関する質問や相談に関しては学生委員も対応にあたっている。 

機械システム工学科 

1. 担任制度が学生個々の要望をくみ上げる仕組みの一つである 

2. 授業に対する要望については担任との懇談の際に表明がなされている。（担任指導記録） 

電気電子工学科 

学生からの申し出に対応した教員（チューターや講義・実験などの担当教員）から学科会

議で話題を提供してもらい，学生のニーズを把握している。また，理工学部 5 号館北棟に意

見箱を設置し，学生からの意見と要望を収集し，学科会議で対応を検討後，回答を掲示板で

学生に公開している。 

都市工学科 

学生との面談（チューター制度）や各教員の講義や実験，実習，学生による授業評価の自

由記入欄などを通じて学生のニーズを把握するよう心がけ，学科会議や教育システム委員会

で話題に出すことによって学科内で共有している。その中で把握したニーズとして，改修さ

れていない教室における網戸設置の要望があり，それに対して平成 25 年度に施設課を通し

て網戸の設置を実施した。 

 

【工学系研究科】 

クラス担任等 

博士前期課程 

どの専攻もクラス担任制を実施していない。代わりに指導教員が学修･生活上の相談･支援

を行っている。なお，留学生，社会人学生などについては，指導教員が必要に応じて個別に

学修支援している状況にある。 

各専攻の取り組みは以下の通りである。 

数理科学専攻 

研究指導担当者が，各学生の学修生活上の相談・支援を行っており，クラス担任制は設け

ていない。 

物理科学専攻 

大学院生全員に指導教員が決められていて，教育・研究指導を行っている。 

知能情報システム学専攻 

大学院生の生活・学習上の相談には指導教員が対応している。また，相談の内容によって
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は学生委員，専攻長が対応する。 

循環物質化学専攻 

基本的に指導教員が学生の指導に関して責任を負う体制をとっており，指導教員が学生の

意見，要望，質問を常時受け付けている。これらの学生のニーズに関しては専攻会議にて議

論される。 

機械システム工学専攻 

大学院生全員に指導教員が決められていて，教育・研究指導を行っている。 

電気電子工学専攻 

大学院生全員に指導教員が決められており，日常的に学修・生活上の相談に応じている。

指導教員はおおよそ大学院生 3 名あたり 1 名を配置しており，きめ細かい支援体制をとって

いる。 

都市工学専攻 

大学院生全員に指導教員が決められていて，日常的に教育・研究指導を行っている。 

先端融合工学専攻 

大学院生全員に指導教員が決められており，勉学から学位論文，生活等総てにおいて日常

的に指導・支援が行われている。 

 

博士後期課程 

指導教員が学修･生活上の相談･支援を行っている。 

 

学生のニーズの把握 

平成 20 年度から 22 年度にかけて，教育，学生生活支援等の実施にあたり，学生の意見，

要望等を反映させることを目的として，全学的に学生モニター制度が実施されていたが、現

在は行われていない。 

 

博士前期課程 

専攻としての組織的な取り組みは行っていないが，指導教員を通して学生のニーズを把握

するように努めている。 

各専攻の取り組みは以下の通りである。 

数理科学専攻 

指導教員の他，研究グループの属する他の教員も必要に応じて学生に対応している。論文

作成に必要な院生室のパソコンについては，必要に応じて更新を行っている。 

物理科学専攻 

指導教員の他，研究グループの属する他の教員も学生に対応している。 

知能情報システム学専攻 

指導教員を通しての修学上のニーズの把握が主である。 

循環物質化学専攻 

指導教員の他，研究グループの属する他の教員も学生に対応している。 
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機械システム工学専攻 

各指導教員が対応している。 

電気電子工学専攻 

各指導教員が対応しているが，同じ研究分野の教員も学生に対応している。専攻・学科

会議で教職員から学生のニーズに関する話題を提供してもらうことにより，組織的にニー

ズを把握している。院生の場合には研究室が活動の拠点であり，研究室の教職員は院生と

殆んど毎日接触でき，相談に応じることが可能である。 

都市工学専攻 

各指導教員が対応している。 

先端融合工学専攻 

指導教員の他，研究グループに属する他の教員も学生に対応している。 

 

 

７－２－３ 学生の課外活動の支援 

 

佐賀大学では，課外活動を人間形成に大きく貢献するものと捉え，積極的に推進してい

る。サークル活動を行なう手続きをホームページで公開し，学生生活課で受け付けている。

(学生センターホームページ http://www.sc.admin.saga-u.ac.jp/circle.html より) 

工学系研究科としての組織的な支援は行われていない。 

 

７－２－４ 学生から見た生活支援 

 

【理工学部】 

学生生活課において，学生のキャンパスライフにおけるあらゆる疑問や悩み，困ってい

ることを聞いて，その内容に応じて，より適切な解決法や相談員（学内外の関係者）を紹

介する「学生なんでも相談窓口」を設置しており，学生の相談に対応できている。 

学生センターにおいて，学生の心や身体の相談，キャンパスライフのあらゆる疑問や悩

み，困っていることなどを支援するために「学生カウンセラー相談窓口」を設置し，カウ

ンセラー(学外非常勤)が相談に応じている。 

また，保健管理センターの「学生相談室」が学生の身体・精神面の健康上の問題につい

て相談を希望する学生のために設けられている。 

ハラスメントに関する相談窓口として，ハラスメント相談員を配置しており，理工学部

から 2 名の教員が相談員を担当している。 

各学科において教務委員や就職委員，ならびに学生委員やチューターを中心に，生活，

健康，就職等進路，各種ハラスメント等に関する相談・助言体制を整備し，生活支援等に

関する学生ニーズを適切に把握するとともに，日頃から随時相談に対応することに努めて

いる。 
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 相談体制の整備状況 

学部としての相談体制は整備されていないが，各学科で実施している担任制やチュータ

ー制，学科主任・教務委員・学生委員で構成される組織がそれを代替している。 

各学科の取り組みは以下の通りである。 

数理科学科 

1 年次から 4 年次卒業研究着手時までに担任制を敷き，1 教員あたり 1 学年 10 人程度

を担当するチューターを決め，各学期にラーニングポートフォリオ入力の際などの機会に

個人面接を行っている。4 年次生に対しては，卒業研究担当者が，進路・就職を含めた諸

事項についても適宜相談に応じている。 

物理科学科 

1 年から 4 年卒業研究着手時までに全学生に対してチューター制（担任制）を敷き，1

教員あたり 1 学年 3～4 人の割合で担任を決め，各学期に必要に応じて個人面接を行って

いる。学生へは掲示等で周知させている。 

知能情報システム学科 

平成 19 年度より 1，2 年生の学生にはチューターが主に学生からの相談に応じている。

また，平成 21 年度からは，チューター制度を 3 年次以上にも拡張し，チューターが担当学

生の修学状況の確認を行っている。生活上の問題に関しては学生委員が，修学上の問題に

関しては教務委員が，就職に関しては就職担当教授が相談に応じている。休学，退学の相

談については，学科主任が相談に応じている。 

機能物質化学科 

平成 15 年度の入学者から，各教員に平均 3 名の学生を対象としてチューターを指定し，

学修相談や生活相談に応じている。平成 24 年度からは副チューターも導入し，主担当の教

員が長期の不在等でも学生に不利益なくチューター指導できるような体制をとっている。

留学生や障害者等の学生についても同様である。相談の内容によっては，学生委員が学生

及び保護者の対応にあたっている。また，年 2 回（前・後期の始め），チューターによる履

修指導を行い，学習及び生活上の相談にも応じている。また，各種ハラスメントが原因と

なって試験結果に問題が生じた場合には，学科主任の権限により再試験を教員に強制的に

実施させる体制を平成 22 年度に整えた。 

就職等の進路相談に関しては，チューターが相談に乗って指導を行うとともに，学科の

就職委員が詳細な情報提供と懇切丁寧な指導を行っている。 

機械システム工学科 

1 年から 4 年卒業研究着手時までの全学生に対してチューター制（担任制）を敷き，1

教員あたり 1 学年 4 人程度の割合で担任を決め，各学期に必要に応じて個人面接を行って

いる。学生へは掲示等で周知している。 

電気電子工学科 

学生の相談に応じるために，教員の割り振りで役割分担を定めて対応するが，一教員で

解決できない問題に関しては学科会議で対応している。教員の割り振りは次の通りである。
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1 年次〜3 年次学生についてはチューター制により少人数対応の指導を行うと共に，4 年次

以上卒業研究未着者に対しては主として学年担当教員が学修相談や生活相談に応じるが，

教務委員，学生委員もこれを支援している。4 年次（卒業研究着手者）に対しては主とし

て卒論指導教員が学修相談，進路相談や生活相談に応じている。また，4 年次学生の就職

に関しては就職担当教授が相談に応じている。休学に関しては，チューターや学年担当教

員，退学等の相談については学科主任が相談に応じている。 

都市工学科 

平成 17 年度から，各教員に平均 5〜7 名の学生を対象としてチューターを導入し，学習

カルテと称する紙媒体での記録を残すこととしている。記録内内容は，進路に関する希望，

理解の進んだ科目，進まなかった科目をヒアリングし，理解の進まなかった科目について

は，個人指導を行っている。生活相談については，クラブ活動，アルバイトなど留年に至

ることのないように指導している。毎年，実施されている保護者の後援会の際，保護者へ

の説明資料としても活用している。このように，学修相談や生活相談に応じるとともに，

研究室の指導教員，学科長，教務委員，学生委員が学生の相談を積極的に受け，アドバイ

スを行っている。また，就職に関しては，就職委員と就職担当技術職員が対応するように

するとともに，都市工学科同窓会である楠志会とも連携をとって就職活動を支援するよう

に努めている。 

 

 相談体制の機能 

理工学部ではハラスメント等の相談事例は報告されていないことから判断すると，現状

の相談体制でも十分機能していると思われる。 

各学科の取り組みは以下の通りである。 

数理科学科 

基本的には学科長と関係する教員との話し合いの中で解決策を見出すことを試みるが，

これが困難な場合，学科全教授に相談する。 

物理科学科 

過去，ボランティアに名を借りた悪質な団体から被害を受けた学生の状況を相談におい

て見出し，適切なサポートを行い，その後当学生が精神的な苦境から脱却し，正常な学修

生活に戻った例がある。 

知能情報システム学科 

問題のある学生の情報は，プライバシーに十分考慮しながらチューターや授業担当者か

ら，メールで学科の教員に報告される。追加の情報を集めて，チューターや授業担当者を

中心に解決を図る。場合によっては，学生委員，教務委員が当該学生の対応にあたる。長

期欠席傾向の学生の情報は，常に学科全員で共有する。長期欠席の学生がチューターの指

導のもとで通常の修学生活に復帰した例がある。 

機能物質化学科 

チューター制度に関しては，学生アンケートにおいてチューターが親身になって相談に

のってくれるとの回答が多く見られ，制度が有効に働いていることが確認された。適切な

ー225ー



チューター指導により学生の成績が急激に向上した例もみられた。生活に関する深刻な相

談に関しては学生委員が相談に乗り，保健管理センターと連携して対応したこともある。 

留学生に関しては，1 年時から入学する留学生には日本人学生と同様にチューター教員

が配置され，日本人と同様な指導が行われている。また，科目等履修生等で一時的に在学

する留学生に関しては 1 名の教員がチューターとして配置されるとともに，学生チュータ

ーも 1 名配置され，履修や生活の支援を行っている。 

就職委員による就職相談に関しては，就職委員が全学生の就職及び進学に関する情報を

管理しており，学生の希望に沿って適切な企業を紹介している。 

機械システム工学科 

問題のある学生の情報は，プライバシーに十分考慮しながら主にチューターに報告する。

場合によっては，学科主任，学生委員および教務委員が当該学生の対応にあたる。長期欠

席傾向の学生の情報は，常に学科全員で共有する。 

電気電子工学科 

一次対応としてはチューターあるいは，学年担当が授業担当者が学生の相談に当たる。

これによって問題が解決できない場合には，学科主任と関係する教員との話し合いの中で

解決策を見出そうとするが，困難な場合には学科全教授または学部長に相談する。 

都市工学科 

平成 17 年度から実施している担任（チューター）制度が定着しており有効に機能して

いる。精神的疾病については，主に学科主任を中心にチューター教員，教務委員，学生委

員と情報を共有し連携して対応せざるを得ないが，基本的には学内保健センターの専門医

師の指示に従って対応している。 

 

 特別な支援が必要な者への学修支援 

留学生，障害者，社会人など特別な支援が必要な者への学修支援に関する学部としての

組織的な取り組みは行っていない。 

 

 留学生に対する支援 

理工学部には，平成 27 年度に 29 名（27 年 5 月），28 名（28 年 3 月）の留学生が在籍

している。留学生に対する生活および学習指導についてはチューターが行っている。 

各学科の取り組みは以下の通りである。 

数理科学科 

私費留学生に対する生活及び学習指導を担当教員が行っている。また，チューター学生

も一人ずつ当てることになっており，日常生活や諸手続きに関する相談にも乗っている。 

知能情報システム学科 

卒業研究に着手していない留学生のチューターは教授が担当し，同時に指導教員も兼ね

ている。卒業研究着手後は，指導教員がチューターを担当している。チューターが毎学期

2 度の面談を通して生活および学習の指導をしている。 
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機能物質化学科 

学科としては，チューター教員が主として行っている。 

機械システム工学科 

担任教員制度：入学または編入年次の学科主任を留学生の担任（チューター）に割り当

てている。 

電気電子工学科 

留学生のために専門担当教員と大学院学生を配置している。留学生専用に基礎科目理工

学基礎Ⅰ，Ⅱの受講を促している。経済支援や学費支援のための応募書類中の指導教員記

入欄については，主にチューターが留学生からの申し出に応じている。また，学習面や生

活面での問題についても主にチューターが相談にのっている。 

都市工学科 

留学生のために専門担当教員を配置している。基本的にはチューター教員が留学生から

の申し出に応じて対応している。 

 

 障害者に対する支援 

理工学部には，平成 27 年度に障害を持つ学生が 14 名在籍しているが，各学科で適宜対

応している。各学科の取り組みは以下の通りである。 

 

数理科学科 

発達障害などの報告がなされたケースについて，担任教員が必要に応じて本人及び，保

証人との面談，学習支援を行っている。 

物理科学科 

平成 24 年 4 月に対象学生が 1 名入学し，担任教員が本人及び，保証人との面談，学習

支援などを行っている。 

機能物質化学科 

平成 22 年 4 月に 1 名の対象学生が入学した際に，担任教員が本人及び，保証人との面

談，学習支援などを行った。 

機械システム工学科 

平成 17 年 4 月に対象学生が入学した際に，下記の対応を行った。なお，その後対象学生

は卒業し，現在は在学生に対象学生はいない。 

1. 下肢麻痺者に対し， 履修登録の可能性のある科目すべてがバリアフリーの教室で開

講されるよう，計画した。 

2. 車いすによる実験，実習カリキュラムを必要に応じて別途設けた。 

3. ノートテーカーによる支援体制を行っている。 

電気電子工学科 

 平成 25 年 3 月改修が終了した理工学部 5 号館では，身体障害者用駐車場の併設，玄関

スロープ，自動ドア，エレベーターを設置し，バリアフリーを実現した。更に，改修前は，

不可能であった北棟と南棟が 3 階フロア間を車椅子などで通り抜けることができるよう

になった。 
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都市工学科 

現在は特に対象者がいないため，実施していないが，過去において車いす利用学生につ

て対応するために，3 号館の改修時に，玄関スロープ，自動ドア，エレベーターの設置し，

バリアフリー化を行った。 

 

社会人に対する支援 

平成 27 年度の社会人学生は博士後期課程 19 名，博士前期課程 2 名であるが，それら学

生は支援を必要としないことから，社会人に対する支援は考慮されていない。しかし，今

後，社会人学生入学時には必要に応じて対応する。 

 

【工学系研究科】 

 相談体制の整備状況 

研究科としての相談体制は整備されていない。指導教員がその役目を担っている。学生

との人間関係が悪化したときに，問題が生じる可能性があるが，必要に応じて学生委員や

専攻長等も相談に応じている。 

 

 

博士前期課程 

各専攻の取り組みは以下の通りである。 

数理科学専攻 

指導教員が主に相談するが，同研究グループ，あるいは専攻の他の教員も必要に応じて

相談に当たっている。 

物理科学専攻 

指導教員が主に相談するが，同研究グループ，或るいは専攻の他の教員も必要に応じて

相談に当たっている。学生の就職に関しては就職担当教授が相談に応じる。休学，退学等

の相談については専攻長および指導教員が相談に応じる。 

知能情報システム学専攻 

指導教員が学生の学修相談や生活相談に応じるが，一教員で解決できない問題に関して

は同じ研究グループの教員が支援する。さらに専攻長および専攻会議で対応する。また学

生相談ボックスを設置している。学生の就職に関しては就職担当教授が相談に応じる。休

学，退学等の相談については専攻長や学生委員が相談に応じる。 

循環物質化学専攻 

特別研究の指導教員がチューターとして相談に応じているが，場合によっては学生委員

や専攻長が対応している。また，就職等の進路相談に関しては，チューターが相談に乗っ

て指導を行うとともに，専攻の就職委員が詳細な情報提供と懇切丁寧な指導を行っている。 

留学生，障害者，社会人など特別な支援が必要な者への対応としては，基本的に指導教

員が全責任を負って支援にあたる。授業科目の履修指導については教務委員が，学生生活

については学生委員が個別に指導する場合もある。また，留学生には学生チューターが 1

名配置され，履修や生活の支援を行っている。 
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機械システム工学専攻 

指導教員が全責任を負う体制をとっているため指導教員の学生に対するハラスメント

に対しては脆弱であると考えられるが，その場合は専攻長が意見を聴取して対応する。 

電気電子工学専攻 

指導教員が学生の学修相談や生活相談に応じるが，一教員で解決できない問題に関して

は同じ研究グル―プの教員が支援する体制となっている。また，専攻・学科会議で対応す

ることもある。2 年次学生の就職に関しては就職担当教授が相談に応じている。休学に関

しては，指導教員が退学等の相談については専攻長が相談に応じている。 

都市工学専攻 

指導教員が学生の学修相談や生活相談に応じるが，一教員で解決できない問題に関して

は学生委員の教員や専攻長が対応する。さらに専攻会議で全教員と情報共有し解決にあた

る。学生の就職に関しては就職担当教授が相談に応じる。休学，退学等の相談については

専攻長が相談に応じる。 

先端融合工学専攻 

学科を共同運営している 3 つの専攻（機械システム工学専攻，電気電子工学専攻，循環

物質化学専攻）と一体となり相談等に対処している。 

 

博士後期課程 

指導教員が学生の学修相談や生活相談に応じる。 

 

 相談体制の機能 

今のところ大きな問題は生じていないように見えるが，指導教員の責任で対応するやり方

には限界がある。 

各専攻の取り組みは以下の通りである。 

数理科学専攻 

数理科学専攻では，ハラスメント等の相談事例は発生しなかった。 

物理科学専攻 

物理科学専攻では，指導教員および同じ研究グループ内の教員が対応することにしている。 

知能情報システム学専攻 

長期欠席などの学生に対しては，当該研究室の複数の教員で対応するとともに，専攻での

情報共有を行い，軽度のうちに対応している。相談体制が機能していると考えられる。 

循環物質化学専攻 

循環物質化学専攻では，ハラスメント等の相談事例は起こらなかった。個々の指導教員に

よる相談体制が機能していると考えられる。就職・進学相談に関しては就職委員が管理して

丁寧に世話をしており，学生からの改善要求などはない。また，障害者は在籍していないが，

障害者が入学した場合には指導教員とともに教務委員と学生委員が支援すること取り決め

られている。留学生は，指導教員と学生チューターが履修指導及び生活支援にあたっている。 

機械システム工学専攻 

機械システム工学専攻では，ハラスメント等の相談事例は起こらなかった。基本的には
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専攻長と関係する教員との話し合いの中で解決策を見出そうとするが，これが困難な場合

には研究科長に相談する。 

電気電子工学専攻 

大きな問題は起こっておらず，各指導教員と学生との話し合いの中でほとんどの問題は

うまく解決されている。解決できない場合には専攻長と関係する教員との話し合いの中で

解決策を見出そうとするが，これが困難な場合には研究科長に相談することにより，相談

体制は機能する。 

都市工学専攻 

指導教員が適宜対応しているが，部門長が直接指導した例もあった。 

先端融合工学専攻 

指導教員が適宜対応している。 

 

 特別な支援が必要な者への学修支援 

留学生，障害者，社会人など特別な支援が必要な者への学修支援に関する研究科あるい

は専攻としての組織的な取り組みは行っていない。 

 

 留学生に対する支援 

工学系研究科には，平成 27 年度に 53 名（27 年 5 月 前期課程 15 名，後期課程 38 名），

59 名（28 年 3 月 前期課程 21 名，後期課程 38 名）の留学生が在籍している。基本的に

は指導教員が責任を持って留学生の支援に当たっている。 

各専攻の取り組みは以下の通りである。 

 

数理科学専攻 

留学生に対する支援は，指導教員が中心に行う。奨学金取得などの手続き上の支援は，

留学生委員や学生委員が対応する。 

物理科学専攻 

留学生は在籍していない。 

知能情報システム学専攻 

留学生に対する支援は，指導教員が中心に行う。奨学金取得などの生活上の支援は，留

学生委員や学生委員が対応する。 

循環物質化学専攻  

基本的に指導教員が全責任を負って支援にあたる。授業科目の履修指導については教務

委員が個別に指導する場合もある。 

機械システム工学専攻 

基本的に指導教員が全責任を負って支援にあたり，渡日 1 年目の留学生は大学が設置し

たチューター制度を積極的に利用している。 

電気電子工学専攻 

留学生に対する支援は，指導教員が中心に行っている。 
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都市工学専攻 

渡日 1 年目の留学生のために，大学が設置したチューター制度を積極的に利用してい

る。留学生のアパートの探し，私費留学生のビサ申請に指導教員が適切に対応している。

留学生担当教員や留学生の先輩が後輩を支援している。 

先端融合工学専攻 

基本的に指導教員が全責任を負って支援にあたり，渡日 1 年目の留学生は大学が設置し

たチューター制度を積極的に利用している。 

 

 障害者に対する支援 

工学系研究科には，障害を持つ学生は在籍していない。 

各専攻の取り組みは以下の通りである。 

 

数理科学専攻 

障害者は在籍していない。 

物理科学専攻 

障害者は在籍していない。 

知能情報システム学専攻 

障害者は在籍していない。過去に障害者が在籍していた時期もあるが，その際には学生

が集団で居る居室とは別に，本人と介助者だけで利用するための部屋と机を設けた。 

循環物質化学専攻  

障害者は在籍していない。 

機械システム工学専攻 

障害者は在籍していない。 

電気電子工学専攻 

障害者は在籍していない。 

都市工学専攻 

障害者は在籍していない。 

先端融合工学専攻 

障害者は在籍していない。 

 

 社会人に対する支援 

工学系研究科には，平成 27 年度に 21 名（前期課程 2 名，後期課程 19 名）の社会人学

生が在籍しているが，基本的には指導教員が責任を持って社会人の支援に当たっている。 

各専攻の取り組みは以下の通りである。 

数理科学専攻 

基本的に指導教員が全責任を負って支援にあたる。授業科目の履修指導については教務

委員が個別に指導する場合もある。本人が希望する場合には，長期履修制度の適用等の配

慮も検討する。 
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物理科学専攻 

社会人学生は在籍していない。 

知能情報システム学専攻 

博士課程に入学する前の段階での研究指導を行った。入学後は指導教員に任されている。 

循環物質化学専攻  

基本的に指導教員が全責任を負って支援にあたる。授業科目の履修指導については教務

委員が個別に指導する場合もある。 

機械システム工学専攻 

基本的に指導教員が全責任を負って支援にあたる。 

電気電子工学専攻 

留学生の場合と同様，支援は指導教員が中心に行う。 

都市工学専攻 

留学生の場合と同様，支援は指導教員が中心に行う。 

先端融合工学専攻 

社会人学生は在籍していない。 

 

７－２－５ 経済的支援 

 

【理工学部】 

授業料免除 

次のいずれかに該当する場合は，本人の申請により，選考のうえ授業料の全額又は半額

が免除されることがある。また，免除のほか，徴収猶予，月割分納の制度もある。  

 経済的(負債等は除く)理由により授業料の納付が困難であり，かつ学業優秀と認められ

る場合  

 納期前 6 か月以内（新入生に対する入学した日の属する期分については，入学前 1 年

以内）において，学資負担者が死亡し，又は学生もしくは学資負担者が風水害等の災害

を受けた場合 

 

奨学金制度 

日本学生支援機構（旧，日本育英会）奨学金と民間･地方公共団体等の奨学金を取り扱

っている。 

（1） 日本学生支援機構の奨学金 

貸与奨学金で，経済的理由により修学に困難がある優れた学生等に対し貸与される。 

（2） 民間・地方公共団体等の奨学金 

民間・地方公共団体等の奨学金は，地域を限定し，その地区出身者に限る奨学金と限定

しない奨学金とがある。また，学部･専攻等を指定した奨学金もある。 

また，平成 23 年度に佐賀大学予約型奨学金（かささぎ奨学金）が創設された。これに

伴い，各学科の意見を聴取した上で委員会および教授会での審議を行い，学部内選考ル

ールを学部内規として決定した。それに基づき，在学生奨学金，推薦入試合格者および
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前期日程入試合格者に対する選考を行った。理工学部では，1～4 年次の在学生合計 12

名に奨学金を支給した。また，平成 27 年度新入生 3 名に奨学金を支給した。 

 

学部独自の経済的援助 

理工学部としての組織的な支援は行われていない。各学科の奨学金制度等に関する情報

の学生への周知の方法は以下の通りである。 

 

数理科学科 

「当学科では学生個人によるノートパソコン所持を必須としない」等，経済的な情報を

オリエンテーションまたは新入生保護者懇談会の際に提供している。 

物理科学科 

奨学金制度については，学部新入生に対するガイダンスのときに学生に周知している。 

知能情報システム学科 

新入生対象の「大学入門科目Ⅰ」で，学生委員が大学の学生支援システムを説明する中で，

奨学金制度および奨学金関係の窓口や掲示板の位置を周知させる。 

機能物質化学科 

奨学金制度等に関する情報は，オリエンテーションで説明を行っている。 

機械システム工学科 

オリエンテーションで，奨学金制度について説明を行っている。また，大学や財団など

からの支援制度については，担任や指導教員から学生に周知している。 

電気電子工学科 

オリエンテーションおよび「大学入門科目Ⅰ」で，奨学金制度について説明を行っている。 

都市工学科 

新入生オリエンテーションで学生支援機構の奨学金制度（貸与）について説明を行って

いる。また，学科独自に作成し学科の全学生に毎年配布している「学科・専攻の案内と学

習の手引き」に記載し周知している。 

 

【工学系研究科】 

博士前期課程 

博士前期課程では学科と同様，各専攻でもオリエンテーション等で学生委員が周知して

いる。 

 

 

博士後期課程 

博士後期課程では，前期課程専攻と教員構成が同じである部門において学生に周知され

ている。 

 

 

７－３ 優れた点および改善を要する点 

ー233ー



 

【優れた点】 

各種アンケート結果から，学生への指導は適切に行われており，また，生活や就職，経

済面での援助等に関する相談・助言，支援も適切に行われていると判断する。その中でも，

とくに入学時・進学時のガイダンスについて学生が非常に高い理解度を示した点が優れて

いると考える。 

 

【改善を要する点】 

改善点を敢えて挙げるとすれば，学部における健康やハラスメントに関する相談の体制

に対する満足度について，満足・やや満足と答えた学生が健康：39.8％、ハラスメント：

22.3％と少なく，今後充実を図る必要があるといえる。 

 

７－４ 自己評価の概要 

 

工学系研究科 

学生対象アンケートの結果からも，入学時・進学時のガイダンスについて，学生が比較

的よく理解できたと答えており，適切に実施されている。 

学修支援についても，理工学部における学修相談体制は充実しており，適切に行われて

いることが分かる。 

各種相談体制について学生対象アンケート結果から，生活支援等に関する学生のニーズ

が適切に把握されているが，生活，健康，就職等進路，各種ハラスメント等に関する相談・

助言体制は適切に整備されているとは言えず，検討する必要がある。 

以上のとおり，学生への履修指導は適切に行われており，生活や就職，経済面での援助

等に関する相談・助言，支援は適切に行われていると判断できる。 

 

理工学部 

 学生対象アンケートの結果からも，入学時・進学時のガイダンスについて，学生が比較

的よく理解できたと答えており，適切に実施されている。 

 学修支援については，オフィスアワーの利用状況から，学生のニーズが適切に把握され

ており，学習相談，助言，支援が必要に応じて適切に行われている。 

種々の相談体制について，アンケートによる学生の満足度調査結果から，生活支援等に

関する学生のニーズが適切に把握されているが，健康，各種ハラスメント等に関する相談・

助言体制は整備されているとは言えず，検討する必要がある。 

また，特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への生活支援等に関しては，各学

科で適切に行うことのできる状況にあり，必要に応じて生活支援等が行われている。 

以上のとおり，学生への履修指導は適切に行われており，また，学習，生活や就職，経済

面での援助等に関する相談・助言，支援は適切に行われていると判断できる。 
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【資料】 

 平成 25 年度 理工学部・工学系研究科自己点検・評価報告書  

 平成 26 年度 佐賀大学学生対象アンケート理工学部・工学系研究科集計結果 

 佐賀大学チューター(担任)制度に関する実施要項 

学生センターホームページ：http://www.sc.admin.saga-u.ac.jp/kezai.html 
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第８章 教育の内部質保証 

８－１ 教育の点検・評価・質の向上システム 

 

８－１－１ 教育の質の保証と教育改善体制 

 

工学系研究科および理工学部では，平成 25 年 3 月に制定された「佐賀大学学士課程・大

学院課程における教育の質保証に関する方針」および「佐賀大学学士課程・大学院課程に

おける教育の内部質保証の推進に係るガイドライン」に従って，組織的に FD 活動に取り組

んでいる。工学系研究科・理工学部 FD 委員会は，研究科および理工学部の FD 活動の方針

を作成し，また，大学教育委員会教育質保証専門委員会および高等教育開発室と連携して

講演会や講習会を開催している。各専攻及び学科の FD 委員は，授業アンケートや学生対象

共通アンケートの実施およびアンケートの分析・点検と教育改善を，さらに，工学系研究

科での学生ごとの研究指導計画の立案と実施報告を Live Campus でオンライン入力する研

究指導実施報告を中心とした活動をおこなっている。これらの活動報告を纏め，工学系研

究科・理工学部 FD 委員会では，次年度の FD 活動計画を策定している。 

専攻・学科の FD 委員は，専攻・学科内に FD 関連委員会を組織し，専攻の教育点検およ

び授業改善を進めている。また，専攻内の教務委員，および，教育の質保証・JABEE 委員

と連携して，FD 活動の効果をあげている。各教員は，これらの指示に従い，教育の質の向

上および改善に取り組んでいる。 

個々の教員は，授業アンケートを始めとする各種アンケートや FD 関係の講演会や講習

会に参加し，授業内容，教材，教授技術等の継続的授業改善をおこなっている。 

各専攻・学科とも教育活動の実態を示すデータ・資料として，成績評価に関する試験問

題，解答例，試験答案，レポート等を概ね全ての科目で収集し，蓄積して教育の質の改善・

向上を図るための体制を整えている。特に JABEE 関連学科では学科毎に保存室を準備し，

教育関連委員会が責任をもって保存・収集している。また，博士前期課程では関連専攻単

位で，また博士後期課程では教員単位で保管している。いずれも，専攻・学科の教育関連

委員会が担当している。 

 

（１） 定期試験，解答例等の保存状況 

（1.1）学士課程 

平成 19 年度からは，平成 19 年 1 月 30 日大学教育委員会制定の「成績評価の異議申し

立てに関する要項」に従い，全授業科目において，担当教員は成績評価に用いた答案，レ

ポート等を最低 1 年間は保管している。JABEE 関連学科では，従来から学科独自に過去 2

年分以上の成績資料を保存している。 

各学科の実施状況は以下の通りである。 
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数理科学科 

定期試験を実施したすべての科目で答案，解答例を保存している。現在は，各教員が各自

の責任のもと各教員室に保管しているが，将来的には一箇所に集めて保管することにしたい。 

物理科学科 

成績評価の異議申立てに関する要項に従い，全教員が，成績評価に利用した答案，レポー

ト等を 1 年間保管している。この期間内は異議申し立てがあれば閲覧可能状態にしてある。 

知能情報システム学科 

本学科は JABEE プログラムの認定を受けており，定期的な JABEE 審査に対応するために学

科 JABEE 委員を責任者として，原則として過去 2 年間の全科目の定期試験の問題，解答用

紙，解答例を学科の資料室に保存している。 

機能物質化学科 

現カリキュラムを実施し始めた平成 15 年度から JABEE 受審準備のため，成績資料の収

集・蓄積を開始した。収集・蓄積は「教育プログラム委員会」によって行われ，委員長がそ

の状況を取りまとめている。過去 5 年分の成績判定に用いた資料（中間試験および定期試験

の問題，解答例と採点基準，答案，レポート等）はすべて学科の資料保管室（サーバー室）

に保存されている。平成 24 年度より成績資料は PDF 化して保存している。また，開講され

たすべての授業科目の試験問題，模範解答と採点基準，成績分布とその分析は，「教育プログ

ラム委員会報告書」として年度ごとにまとめられ，学科の資料保管室に CD-ROM にて保管

されている。 

機械システム工学科 

年度ごとにすべての開講科目の「シラバス」「FD レポート」「総合成績算出根拠となる成績

算出表」「講義資料およびテキスト」「レポートおよびテストの問題と解答例, 配点」,「学

生の答案」を資料室に 4 年間保存している。 また 6 年に一度は, JABEE 実地審査において

チェックをうける。 

電気電子工学科 

学科 JABEE 委員会で JABEE 資料室を整備し，平成 27 年度においても，全科目に関して，

定期試験問題，解答例，試験答案についてはスキャナで電子化された形で，レポート等につ

いてはオリジナルの形で保管している。 

都市工学科 

定期試験の問題と答案，実験レポートは担当教員の責任の下で保存している。学科として

3 号館に 1 スパンの保管室を設けている。また，蓄積すべき資料を学科として PDF ファイル

で保存するために準備を進めている。 

 

 （1.2）博士前期課程 

平成 19 年 1 月 31 日大学教育委員会制定の「佐賀大学学生の成績評価の異議申し立ての手

続きに関する要項」に従い，全授業科目において，担当教員は成績評価に用いた答案，レポ

ート等を成績通知後から最低 1 年間は保管している。  

各専攻の実施状況は以下の通りである。 
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数理科学専攻 

定期試験を実施した科目の答案，解答例を保存している。現在は，各教員が各自の責任の

もと各教員室に保管している。成績判定に使用した答案は全て試験期間以降, 最低でも 1 年

間は保管している。 

物理科学専攻 

成績判定に使用した答案やレポートを全て試験期間以降，最低でも1年間は保存している。 

知能情報システム専攻 

将来的な JABEE 対応を考慮し，JABEE 委員の呼びかけにより各科目担当教員が個別に原則

2 年前までの成績評価資料の保存をおこなっている。  

 配布資料，定期試験問題，答案，提出レポート，学位論文を科目担当および指導教員が保

管している。 

循環物質化学専攻 

全ての授業科目で試験問題，解答例，レポート等成績評価に用いた資料は科目担当教員の

責任のもとに保存している。 

機械システム工学専攻 

  科目担当教員の責任のもとに成績判定に使用したレポートや定期試験答案を保存している。 

電気電子工学専攻 

成績判定に使用した答案やレポートは，各教員が各自の責任のもとに試験期間以降最低で

も 1 年間保管している。 

都市工学専攻 

平成 21 年度より定期試験問題，答案，レポート等の 100%保管を専攻長から通達・周知し，

担当教員の責任の下で保存している。 

先端融合工学専攻 

 科目担当教員の責任のもとに成績判定に使用したレポートや定期試験答案を保存している。 

 

（1.3）博士後期課程 

システム創成科学専攻 

平成 19 年 1 月 30 日大学教育委員会制定の「佐賀大学学生の成績評価の異議申し立ての手

続きに関する要項」に従い，全授業科目において，担当教員は成績評価に用いた答案，レポ

ート等を最低 1 年間は保管している。 

 

（２）学位論文の保存状況 

（2.1）博士前期課程 

全ての専攻で，学位論文を管理する仕組みが確立している。物理科学，電気電子工学，知

能情報の各専攻と先端融合工学専攻の電気電子系では，学位論文を専攻の図書室に全て保存

している。ほかの専攻では，学位論文は主指導教員が研究室単位で保存している。 一部の

専攻では，学位論文の電子化が行われている。 

各専攻の実施状況は以下の通りである。 
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数理科学専攻 

学位論文は指導教員の研究室または専攻事務室において保管されている。 

物理科学専攻 

学位論文は専攻の図書室に全て保存している。 

知能情報システム学専攻 

平成 24 年度から修士論文の提出は完全電子化した。提出に当たっては各学生が専攻共

有コンピュータ・サーバへアップロードする。アップロードされた論文は集約後，DVD に

コピーし，専攻図書室に保存している。なお，DVD の不良を想定し，同じ内容の 3 枚の DVD

を作成している。 

循環物質化学専攻 

学位論文は各研究室で保存している。 

機械システム工学専攻 

学位論文は指導教員が保存している。 

電気電子工学専攻 

学位論文は専攻・学科図書室で保存している。平成 26 年度から電子化による保存を開始

した。 

都市工学専攻 

学位論文は各研究室と学科・専攻図書室で保存している。  

先端融合工学専攻 

学位論文は図書室，研究室，または指導教員で保存している。 

  

（2.2）博士後期課程 

システム創成科学専攻 

全ての学位論文を佐賀大学附属図書館に保存する仕組みが確立している。また，電子化

された論文が図書館のホームページで公開されている。  

 

（３）収集している教育活動の実態を示す資料・データ 

各専攻・学科毎の教育関係委員会の判断により，教育活動の実態を示す資料・データが

保存されている。博士後期課程については，各部門が保存を担当している。 

（3.1）学士課程 

各学科の教育関係委員会の判断により，教育活動の実態を示す資料・データが保存され

ている。 

各学科の状況は以下の通りである。 

数理科学科 

原則として，学生による授業アンケートであるが，教員によっては毎回講義後に感想を

求めている場合もある。 

物理科学科 

中間試験および定期試験の問題，解答例については各教員によって保存されている。 

知能情報システム学科 
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JABEE 認定に係る科目はすべて，毎年担当した教員が科目のシラバス，講義内容，講義

での配布物，試験問題，答案，成績表，学生アンケート結果などをまとめ，パイプファイ

ルに綴じて資料室に 2 年間保管する。また，科目の開講前点検，閉講後点検の議事録と点

検資料は PDF ファイルとして，学科の掲示板システムに登録して保管する。さらに，FD 報

告の資料についても PDF ファイルとして掲示板システムに登録する。 

機能物質化学科 

収集・蓄積している資料・データは中間試験および定期試験の問題，解答例と採点基準，

答案，レポート，成績分布とその分析，学生による授業アンケート等である。 

機械システム工学科 

すべての開講科目の「シラバス」「FD レポート」「総合成績算出根拠となる成績算出表」

「講義資料およびテキスト」「レポートおよびテストの問題と解答例, 配点」,「学生の答

案」を 4 年間保管している。 

電気電子工学科 

学生の履修状況（教務委員），学生実験の履修状況（実験委員会），大学入門科目関連資

料（教務委員）などは各委員会等で責任をもって収集・蓄積している。すべての開講科目

のシラバス，講義実施記録，出席資料，成績評価資料，授業アンケート集計結果，授業点

検・評価報告書はスキャナで電子化された形で JABEE 資料室に保管している。 

都市工学科 

講義では適宜プリント資料を準備し配布しているが，科目によっては冊子として印刷製

本して有償あるいは無償で配布して使用している。また，一部の講義では WEB から受講生

がテキストや参考資料をダウンロードする方式を取っている。 

 

（3.2）博士前期課程 

大学院の学生の研究指導については，指導教員が研究指導実績報告書(平成 26 年度入学

生からは，Live Campus でオンライン入力する研究指導実施報告)を作成している。各専攻

の取組は以下の通りである。 

数理科学専攻 

 中間試験・期末試験などを保管している他，研究指導実施報告を Live Campus でオンラ

イン入力している。  

物理科学専攻 

専攻 FD 委員が各教員からの研究指導報告を収集し，蓄積している。 

知能情報システム専攻 

中間・期末試験・解答例・採点基準（シラバス）を保管している。 

循環物質化学専攻 

中間・期末試験問題・解答例・採点基準，授業点検・評価報告書，教育プログラム委員

会議事録，教育 FD 委員会議事録を収集し，保管している。 

機械システム工学専攻 

試験問題および解答例, 講義資料等が各教員のもとで保管されている。 カリキュラム

改定に関連する議事録および資料は専攻長の責任のもとで保管がなされている。 また, 修
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士論文の評価結果および合否については，専攻長のもとにその複製が保管されている。 正

本は研究科委員会の責任のもとで保管がなされている。 

電気電子工学専攻 

試験問題および解答例, 講義資料等は担当教員によって保管されている。 過去からの

入試問題のコピーは事務室で保管している。カリキュラム改編に関連する議事録および資

料は教務委員が保管するとともに，メーリングリストや専攻 Web 掲示板を利用して，全教

職員が情報を共有している。 授業改善報告書，各種委員会議事録は電子ファイルにして関

係者が共有している。また, 修士論文の評価結果および合否については，専攻長のもとに

その複製が保管されている。 

都市工学専攻 

定期試験問題，答案，提出レポート，学位論文を担当教員が保管している。 

先端融合工学専攻 

試験問題および解答例, 提出レポート，講義資料等は，担当教員が保管している。 

 

（3.3）博士後期課程 

システム創成科学専攻 

大学院の学生の研究指導については，指導教員が研究指導実績報告書(平成 26 年度入学

生からは，Live Campus で入力する研究指導実施報告)を作成している。部門単位で，試験

問題，解答例，答案が保存されている。保存，管理は各部門の担当がおこなっている。 

 

教員個人が実施する教育改善 

教員個人が実施する授業改善の取り組み例を列挙する。 

 

（1）学士課程 

各学科の取り組み例を数例ずつ列挙する。 

数理科学科 

・ 数理統計学：最新のセンター試験問題を授業で取り挙げた。 
物理科学科 

・ 大学入門科目 II：線形代数、解析と力学の基本的な問題を毎週出題し、授業時間外

学習を課した。 

・ 物理数学 B：シラバスに自習課題を記載している。さらに、原則として毎回演習を行

い、答案を回収、採点、返却し、解答例を配布している。 

・ 力学 C：e-Learning の LMS を利用し、毎週演習問題を出題し、回答状況を確認しな

がら、全員が回答するように指導した。  

・ 統計力学 A：向学心のある受講者を対象とした補講を実施した。 

・ 量子力学 A，量子力学 B，物理数学 C： グループ演習を改善した。 グループ演習の

内容は、出席者を約１０グループに分け、各グループ毎に異なる演習問題を課し（２

グループが同じ問題）、グループで話し合いながら演習問題に取り組み、その結果を

発表させるものである。 
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・ 力学 D：LMS のサイトに、大学初年次程度の力学や数学の基礎的問題を出題し、自学

自習の助けにした。 

知能情報システム学科 

・ 知能情報システム学科教務成績判定システム 「きょうむくん２号」の改良：知能情

報システム学科教務成績判定システム「きょうむ君２号」に対し、機能拡張（顔写真

表示機能の実装など）やシステム改良を行い、より使いやすいものにした。 

・ e ラーニングや紙での独自アンケート・コミュニケーションカード・小テスト時の自

由記述欄などで学生の意見を吸い上げ，授業改善を行っている。 

・ 一部科目では，毎回の小テスト・宿題により講義内容の理解度・出席率を高めるとと

もに，採点結果を返却し復習に役立たせた。 

・ 学習アドバイザ（プログラミング系・数学系）による学習支援を行っている。成績不

振の学生を優先して指定しており，成績に反映させている。 

・ プログラミング演習支援システムによるプログラミングの自学自習（問題数 200 題

程度，回答し正解した問題総数が半期で約 1000 題ほど，1 人平均で年間 30 問ぐらい

解いている）。 

・ e ラーニングシステムを活用することで課題提出の管理を向上させた。 

・ 一部演習の電子化により、フィードバックが多少改善された。 

・ 毎回の授業後に Moodle 小テストを用いた「確認テスト」を実施した。これにより学

生の理解度を把握するとともに，学生が確実に復習を行うように工夫した。小テスト

の答案は自動採点され，学生にフィードバックされるとともに，成績にも反映される。 

・ 「Moodle 版大福帳」を活用して，学生の質問やコメントを毎回の授業後に収集し，

次回の授業までに教員が回答する仕組みを運用している。教官室を訪問するのと比

較すると，学生が質問する際のハードルは低い。また，教員の側も，質問を収集する

ことで学生の理解状況が分かる。 

・ PowerPoint スライドで授業をしているが，一部を空欄にして学生に書き取りをさせ

る方法は，学生の評判も良い。居眠りを減らす効果もある。 

・ 提示資料を講義終了後にホームページにアップロードしたことで、講義中にノート

を取る学生が多くいるなど、意欲を高める効果があったと考える。 

機能物質化学科 

・ 無機化学 II：記述式の問題に関する正答率の悪さという問題点は改善されていない 

ので，講義中に原理を詳しく解説するとともに，文章を書く課題を増やす。 

・ 生物化学・構造生物化学：e-learning の整備をはかり，課題の定期的履行を再試験の 

受験要項に含めるようにする。 

・ 高分子物性化学：講義において学生に語りかけるだけでなく，学生にも答えさせる 

ようにして講義に集中させる。 

・ 量子化学Ⅱ：歴史的な背景も含めたり，出来るだけ数式をつかわないことでエッセ

ンスだけでも理解させられるよう努める。 

・ 基礎分析化学・分離分析化学：内容の見直しを行う予定である。また，講義時間内 

に演習を行うことを検討する。 
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機械システム工学科 

・ 機械システム工学 PBL 演習：地域連携実践キャリア教育として，企業における問題に対

して対策を自ら考え，提案を行い，ものづくりを学び，機械工学の関心を高め，就業

と地域企業への理解を深める。企業が抱える課題（企業に提案してもらう現実の課

題）に対して，４〜５人程度で複数グループを作り，担当者へのインタビュー・ディ

スカッションや企業見学を行い，担当教員の指導の下，自主的に企業が抱える課題を

解決する手法をグループで協力して探る。課題が解決できたら（できなくても，解決

法について），プレゼンテーションを行い，最終報告書を作成し報告することにより，

企業における仕事の流れを現実的な問題と企業担当者とのやりとりから理解する。  

電気電子工学科 

・ 電気電子工学と環境 III：義資料の内容を見直した。 

・ 電気回路 D 及び演習：演習問題を見直した。昨年度の試験問題を LiveCampus にアッ

プロードし，自学自習に資するよう指導した。コヒーラ検波器のデモ実験を行い，授

業での学習内容を体験的に習得できるよう配慮した。 

・ パワーエレクトロニクス：パワー素子の実物を用いて解説した。 

・ 技術者倫理：工業製品の実物を用い解説した。 

・ 電子物性論：授業参観を受け入れた。 

・ 電気電子工学特別講義（集積回路デバイス工学）：相互に授業参観することで、授業

の改善を図る。 

・ LSI 回路設計：他教員の授業参観を受け，授業の状況等に関するコメントをしてもら

った。 

・ 微分方程式及び演習：日頃、教員それぞれが工夫をして授業改善に努めているが、果

して、それらが学生の教育に生かされているのか、独りよがりに陥っていないかなど

はなかなか解りづらいものがある。そこで、同僚である教員の授業を参観して学生の

反応を自分の目で観察し、自分の授業と比較することで、自分の授業の長所と改善点

を明確にするものである。 

・ 半導体デバイス工学：板書とプロジェクタを併用して講義を行うことで理解度の向

上に努めた。また使用するスライドは毎回印刷し配布することで自主学習の促進を

目指した。 

・ オプトエレクトロニクス：板書とプロジェクタを併用して講義を行うことで理解度

の向上に努めた。また使用するスライドは毎回印刷し配布することで自主学習の促

進を目指した。 

・ 電磁気学 C 及び演習：昨年の試験問題を LiveCampus にアップロードし，自学自習に

資するよう指導した。 

・ 基礎物理学 A：昨年度の試験問題を LiveCampus にアップロードし，自学自習に資す

るよう指導した。 

都市工学科 

・建築環境工学 II：e-Learning の課題により毎回の授業の復習させた。また、評定者

レポートの機能を利用し、課題の進捗状況を毎回授業で発表し、復習を促した。 
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・建築環境デザイン学：毎回の授業の開始時に当日のレポートの課題を示し、それに関

する講義を行った後に、授業時間終了 20 分前からレポートを作成させる。授業後に回

収したレポートにはできる限りコメントを記した。 

・成績不振者を学期毎に教務委員が調査し，講義担当教員の連絡し，注意を促すともに，

学科会議で報告し全教員に周知した。 

 

（2）博士前期課程 

各専攻の取り組みを数例ずつ挙げる。 

数理科学専攻 

・ 解析学特論 I：授業ではいくつかの参考文献を元に楕円型偏微分方程式の解説を行

っているが, さらにその発展として, 自身の研究論文を解説し, これによって最新

の偏微分方程式論の一端を学ばせることができた。  

物理科学専攻 

・ 素粒子物理学：自作のテキストを充実させることで、学生に自己学習させて発表さ

せ、履修者間での質疑応答の機会を作るなど、対話型の授業ができた。また、テキス

トを学生の学力にあわせて改訂した。 

知能情報システム学専攻 

・ 特別研究: 大学院生に対して，年 2 回の学会発表を義務付け，計画的な研究指導を

行った。その結果，大学院生の研究成果（3 編）が査読付きの国際会議に採録された。 

循環物質化学専攻 

・ 無機構造化学特論：正規の授業時間を確保すると共に適宜予習や復習のための課題

を与えることにより定められた学習保証時間を実現した上で,レポートや試験に基

づき厳格に評価した。 

機械システム工学専攻 

・ 機械システム工学特論 I (機械システム工学 PBL 特講)：学部生の「機械システム工学 PBL 演

習」に大学院生がリーダー役で参加する形態の地域連携実践的キャリア科目を昨年度から継

続して実施した。 

電気電子工学専攻 

・ 電力システム工学特論：電力素子の実物を用い解説した。 

・ 修士研究内容の学外発表：指導している修士学生 4 名に、応用物理学会全国大会 1

件、応用物理学会研究会 1 件、電気学会九州支部 2 件の発表をさせた。 

・ 集積回路プロセス工学特論：PPGA 学生の履修により英語での講義となったので、講

義で使用するスライドを毎回印刷し配布することで、理解度の向上と自主学習の促

進を目指した。 

・ 情報通信ネットワーク特論：PPGA 科目として実施した。 

授業は英語で行うとともに，スライドは日本語・英語の 2 種類を作成し，日本人学生

への配慮を行った。 

都市工学専攻 

・ 水環境システム工学特論：授業を行った際、日本人学生と留学生が内容を理解でき
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るように必要な場合のみ通訳（日本語-英語）した。 

・水工水理学，水環境情報学特論：研究成果の概要を講義で解説した。 

・数値水理学特論：授業評価アンケートの結果をもとに次年度に向けた改善点を明らか

にした。 

・都市デザイン論：パワーポイントをより分かりやすくなるように改善した。 

・プロジェクト演習：講義と自主課題演習の有機的な組み合わせを実践 

先端融合工学専攻 

・ 医用数値解析特論：数値解析をより理解してもらうため，磁界解析のソフトウェア

を配布して，実際に解析してもらった。 

 

（3）博士後期課程 

システム創成科学専攻 

博士後期課程の授業でも授業改善への取り組みが始まっている。 

・ 研究科特別講義：超原子価ヨウ素化合物の化学に関する最近の研究動向，超原子価

ヨウ素ベンザイン発生剤の開発に関する研究内容について講義を行った。 

 

 

８－１－２ 学生・教職員からの意見の活用 

 

（１）授業科目毎の授業点検・評価報告書の提出率 

平成 18 年に制定された「佐賀大学学生による授業評価結果を用いた授業改善実施要領」

に基づき，授業評価の結果に基づいて，教員毎に授業点検・改善報告書が作成され，

LiveCampus で公開されている。平成 27 年度は，前学期で 140 名中 135 名，後学期で 142

名中 106 名と，ほとんどの教員が報告を入力している。 

学士課程 

平成 19 年度前期から，授業点検・評価報告書は LiveCampus 上でオンライン入力が可能

となり，その内容は，次年度開講前に学生に対して履修上の参考のために公開されている。

授業点検・改善報告書の LiveCampus 上での運用は平成 19 年度から実施された。平成 23

年以降度ほぼ全ての教員が報告を入力している。 

博士前期課程 

平成 19 年度前期から，授業点検・改善報告書は Live Campus 上でオンライン入力が可

能となり，その内容は，次年度開講前に学生に対して履修上の参考のために公開されてい

る。授業点検・改善報告書の Live Campus 上での運用は平成 19 年度から実施された。平

成 23 年度以降ほぼ全ての教員が報告を入力している。 

博士後期課程 

平成 22 年度前期から，授業点検・改善報告書は Live Campus 上でオンライン入力が可

能となり，その内容は，次年度開講前に学生に対して履修上の参考のために公開されてい

る。授業点検・改善報告書の Live Campus 上での運用は平成 22 年度から実施された。平

成 23 年度以降ほぼ全ての教員が報告を入力している。 
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（２）組織別授業評価の実施方法 

（2.1）学士課程 

学生による授業評価は，平成 18 年 10 月に定められた「佐賀大学学生による授業評価実

施要領」に従い，共通のアンケート様式を用いて実施された。また，いくつかの科目では，

共通のアンケート様式の使用が適さないとの判断から，独自様式でのアンケートが実施さ

れている。平成 22 年度後学期からは，授業アンケートは Live Campus を活用した Web 形

式を採用しているため，すべての科目で実施している。平成 27 年度後学期から，アンケー

トの名称が「授業評価アンケート」から「授業アンケート」に変更となり，項目の一部が

修正された。  

各学科の状況は以下のとおりである。 

数理科学科 

学科教育点検委員会により，授業アンケートの分析，組織別授業評価を実施した。 

物理科学科 

学生による授業アンケートは大学の共通アンケート様式と個別の様式のものを用いて

おこなっている。個別様式のものは，複数の教員が担当する科目，実験，および受講数の

少ない科目に限っており，それ以外は共通様式のものを用いている。定期的に教育点検委

員会を開催し、科目の教育点検を行っている。  

知能情報システム学科 

全ての科目の担当者は，学科教員スタッフ全員が所属する教育点検委員会において，3 年

に 1 回，授業アンケート等の資料に基づいて科目実施状況を口頭で説明し，質疑応答に応

じる評価方法を実施している。その結果に基づいて，教育点検委員会は科目担当者に対し

て改善を提案することができる。  

機能物質化学科 

学期毎に教育群会議を実施して，教育分野別に授業評価を組織的に実施している。学生

による授業アンケート，授業の点検・改善書の提出は，全学的な取り組みに参加しており，

前・後学期とも全授業科目で実施された。また，教育 FD 委員会は授業評価アンケートを

集計し，報告書を作成している。授業のうち，実験や演習などの共通アンケート様式にそ

ぐわないものについては，学科独自のアンケートを実施して，それぞれの授業評価を行っ

ている。 

機械システム工学科 

学生による授業アンケートに基づき教員の教育に対する改善勧告を実施する。毎年専任

の教員により FD レポートが作成され，すべての教員に配布される。 FD レポートの中には, 

成績に関する統計データが記述され, 客観的に科目内容を評価できるものとなっている。 

さらに, 卒業研究の FD レポートは, すべての教員が作成することを義務づけられており, 

学生の要望のくみ上げや, 研究態度に対して他の教員が確認できるものとなっている。  

電気電子工学科 

教員からの意見の聴取は学科会議や教育改善委員会などで行い，学生からの意見の聴取

は授業アンケートや研究指導などで行い，教育改善や質の向上を図っている。また，意見

箱を設けており，学生の要望や疑問には可能な限り応じるようにしている。学科に教育改
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善委員会, JABEE 委員会, カリキュラム検討委員会, 学生実験委員会など定期的に授業改

善について議論する場を設置している。また，同僚による授業評価（ピア・レビュー）を

前後期に実施して、授業改善を行っている。 

都市工学科 

教員には学生による授業アンケートをもとに授業点検・評価報告書の記入を義務付け，

公開扱いとすることを指示している。担当教員の責任の下で点検し改善をすることで PDCA

サイクルとしている。 

 

（2.2）博士前期課程 

平成 18 年 10 月に定められた「学生による授業評価実施要領」に従い，科目別および組

織別授業評価を実施することが取り決められた。実際に，各専攻において下記のように組

織的授業評価が実施されている。平成 22 年度後学期からは，授業アンケートは Live 

Campus を活用した Web 形式を採用しているため，すべての科目で実施している。平成 27

年度後学期から，アンケートの名称が「授業評価アンケート」から「授業アンケート」に

変更となり，項目の一部が修正された。  

各専攻の状況は以下のとおりである。 

数理科学専攻 

専攻会議において，教育改善について教員の意見交換をしている。学生については，授

業アンケートによる聴取，指導教員が直接学生からの意見聴取が実施されている。 

物理科学専攻 

専攻の教育点検委員会と専攻会議において，教育改善について教員の意見交換をしてい

る。学生については，授業アンケートによる聴取，指導教員が直接学生からの意見聴取が

実施されている。これらの意見は，専攻内の共通基礎的な科目の導入など具体的な教育課

程の改善に活用されている。  

知能情報システム学専攻 

教員の意見は専攻会議で聴取し，学生の意見は，授業アンケート，共通アンケート，さ

らには指導教員を通じて聴取する。平成 20 年度にカリキュラム改訂を行うなど，教育の質

の向上，改善に活かしている。 

循環物質化学専攻 

教員の意見は，専攻会議で聴取し，教育の質の向上，改善を行なっている。学生の個々

の授業に関する改善は授業アンケートに答えるかたちで対応し，全体的な質の向上に関す

る学生の意見は各学期始めに実施される学生ガイダンスで行われるアンケート調査により

取り上げている。修了予定者を対象とした専攻独自のアンケートを行い，在学中の講義・

演習・実験・研究等の中から最も優れていると判断される科目を調査している。 

機械システム工学専攻 

大学院において, 学生と教員がコンタクトできる時間が最大のものはゼミであるので, 

ゼミにおいて学生との意見交流を密にして, 学生の要望を汲み取りながら教育環境の改善

に取り組んでいる。 同時に授業アンケートなども参考にしている。 一方教員の意見は専

攻・学科会議での発言にもとづき聴取している。  
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電気電子工学専攻 

 教員からの意見の聴取は専攻（学科）会議や教育改善委員会などで行い，学生からの意

見の聴取は授業アンケートや研究指導で行い，教育改善や質の向上を図っている。また，

意見箱を設けており，学生の要望や疑問には可能な限り応じるようにしている。また，こ

れらの意見をふまえ学部と同様に，教育改善委員会で教育改善に関する議論を行っている。 

都市工学専攻 

専攻内で教育システム委員会を開催し，学部から大学院までの体系的な教育方法の検討

などを行っている。 

先端融合工学専攻 

教員の意見は，専攻会議で聴取し，教育の質の向上，改善を行なっている。学生の個々

の授業に関する改善は授業アンケートに応える形で対応している。  

 

（2.3）博士後期課程 

システム創成科学専攻 

博士後期課程の学生の意見は授業アンケートおよび共通アンケートで聴取している。ま

た，教員の意見は，所属する博士前期課程の専攻（部門）単位で取り扱われている。  

 

（３）評価結果に基づく教育の改善のシステム 

工学系研究科・理工学部および専攻・学科においては， FD 委員会，カリキュラム改善

委員会等の委員会が整備されている。教育課程の見直しは，研究科・学部の教務委員会お

よび各専攻・学科で常に行っている。 

平成 18 年に制定された「佐賀大学学生による授業評価結果を用いた授業改善実施要領」

に従い，各専攻・学科で学生による授業評価の結果，下記のように評価の高い科目を参考

に授業改善の取り組みが実施されている。ただし，理工学部、工学系研究科全体として、

授業アンケートが WEB 入力になってからアンケートの入力率が低いため，授業アンケート

が学生からの高い評価の基準としてあてにならないという学科，専攻が多く，結果として

選考自体が行われていない学科，専攻がみられ，アンケートの回収率の向上が望まれる。 

 

（3.1）学士課程 

各学科の取り組みは以下の通りである。 

数理科学科 

以前は，授業評価アンケートの「満足度」を利用して，学生から高い評価を得ている授

業科目を選考していたが，授業評価アンケートを web で収集するようになってから回収率

が悪く，参考にならないため，現在，学生から高い評価を得ている授業科目の選考を中止

している。 

物理科学科 

満足度を中心に、アンケート結果から総合的に判断する。 

知能情報システム学科 

D-1（学生の満足度）の高い科目。 
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機能物質化学科 

例年，卒業予定者を対象とした学科独自のアンケートを行い，在学中の講義・演習・実

験・研究等の中から最も優れていると判断される科目を調査した。この結果を教員毎に纏

め，上位２名の教員を機能物質化学科ベストプロフェッサーとして表彰した。 

機械システム工学科 

特に実施していない。  

電気電子工学科 

学科内で学生から高い評価を得ている授業科目の選考は行っていない。  

都市工学科 

授業評価アンケートの回収率が低いという理由から特に実施していない。 

 

（3.2）博士前期課程 

各専攻の取り組みは以下の通りである。 

数理科学専攻 

以前は，授業評価アンケートの「満足度」を利用して，学生から高い評価を得ている授

業科目を選考していたが，授業評価アンケートを web で収集するようになってから回収率

が悪く，参考にならないため，現在，学生から高い評価を得ている授業科目の選考を中止

している。  

物理科学専攻 

満足度を中心に、アンケート結果から総合的に判断する。 

知能情報システム学専攻 

D-1（学生の満足度）の高い科目。 

循環物質化学専攻 

例年，修了予定者を対象とした専攻独自のアンケートを行い，在学中の講義・演習・実

験・研究等の中から最も優れていると判断される科目を調査した。この結果を教員毎に纏

め，上位２名の教員を循環物質化学専攻ベストプロフェッサーとして表彰した。 

機械システム工学専攻 

特に実施していない。 

電気電子工学専攻 

専攻内で学生から高い評価を得ている授業科目の選考は行っていない。 

都市工学専攻 

授業評価アンケートの回収率が低いという理由から特に実施していない。 

先端融合工学専攻 

特に実施していない。 

 

（3.3）博士後期課程 

システム創成科学専攻 

博士後期課程は各講座毎では学生の人数が少なく、講義の履修者数も少ないため、講座毎

の組織別授業評価は行っていない。 
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（４）FD に教職員や学生の意見が反映されているか 

（4.1）学士課程 

理工学部 FD 委員会を通して，各学科の教員の意見を聴取し，FD 企画などに活用してい

る。授業改善については学生からのアンケートだけでなく，平成 19 年からアンケート結果

を受けて作成した授業点検・改善報告書を Live Campus で学生に公開し，学生からのフィ

ードバックを活かすような仕組みが出来た。 

ティーチング・アシスタント(TA)については，TA 学生の研修，TA の活動状況の把握，TA

により得られた教育成果の検証をするために，各学科で毎時間教員が記入する TA 指導記

録と TA が記入する TA 活動記録を残している。また，それらを学期末にまとめた TA 実施

報告書を大学教育委員会に提出している。FD 委員会が定めた TA 活動記録は，単なる活動

日誌としてだけでなく，活動を通して TA が自分にとって勉強になったことや反省点，担当

科目について改善を要する点や独自に工夫したことも記録することになっており，授業改

善に活用できる内容となっている。 

各学科での取り組みは以下の通りである。 

数理科学科 

教室会議で教員の意見を聴取している。 

物理科学科 

学科の教育点検委員会や教室会議で教員の意見を聴取している。 

知能情報システム学科 

教室会議，学科の教育点検委員会で教員の意見を聴取している。 

機能物質化学科 

学生は，「学生による授業評価アンケート」および，教育プログラム委員会が実施してい

る学生へのアンケートによって，学科の FD 活動に対して意見を示し，教育 FD 委員会が

FD 活動に役立てている。また，教職員の意見は，学科会議などで授業評価アンケートの活

用の仕方などが議論され，そのことによって FD 活動へ意見が反映されている。 

機械システム工学科 

専攻・学科会議, 教務(JABEE)グループ会議など, 定期的に授業改善について議論する

場を設け, 教職員の意見が教育改善等に反映する仕組みが構築されている。また, 教員へ

の相談や授業アンケ－トなどにより収集した学生の意見は上記の会議または委員会に反映

される仕組みとなっている。 

電気電子工学科 

学科会議の他, 教育改善委員会, JABEE 委員会, カリキュラム検討委員会, 科目別グル

ープ会議，学生実験委員会など, 定期的に授業改善について議論する場を設け, 教職員の

意見が教育改善等に反映する仕組みが構築されている。また, 教員への相談や授業アンケ

－トなどにより収集した学生の意見は上記の会議または委員会に反映される仕組みとなっ

ている。学部, 大学の FD 活動については, FD 委員を通して理工学部 FD 委員会に教職員

の意見が反映されるようになっている。また, 学科は, 教員の FD 活動を奨励し, JABEE 関

連講演会や講習会などの参加を支援している。FD 活動（講演会等）に参加した場合は，そ

の資料を回覧・配信するなどして情報の共有を図っている。 
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都市工学科 

教職員が参加する学科会議で FD 活動への意見聴取を行っている。教育システム委員会

で適宜課題を抽出し，重要度の高いものについては組織的に検討し実施に移している。 

 

（4.2）博士前期課程 

工学系研究科 FD 委員会を通して，各専攻の教員の意見を聴取し，FD 企画などに活用し

ている。授業改善については学生からのアンケートだけでなく，平成 19 年からアンケート

結果を受けて作成した授業点検・改善報告書を Live Campus で学生に公開し，学生からの

フィードバックを活かすような仕組みが出来た。 

各専攻の取り組みは以下の通りである。 

数理科学専攻 

専攻会議で教員の意見を聴取している。 

物理科学専攻 

FD は学生授業アンケートを参照にしている。教員の希望を聞いている。 

知能情報システム学専攻 

教室会議，専攻の教育点検委員会で教員の意見を聴取している。 

循環物質化学専攻 

専攻会議および教育プログラム委員会で議論されるため，教職員の意見は反映されてい

る。各教員が授業評価アンケートを実施して，授業改善に反映させた。また，オリエンテ

ーション時に学生アンケートを実施し学生の意見を取り入れている。 

機械システム工学専攻 

講義内容などに関する FD はもっぱら学生授業アンケートを参考にしている。大学院に

おいて, 学生と教員がコンタクトできる時間が最大のものは修士論文作成およびゼミであ

るので, ゼミにおいて学生との意見交流を密にして, 学生の要望を汲み取りながら教員か

らの意見という形で選考会議に反映させ, 教育環境の改善に取り組んでいる。  

電気電子工学専攻 

院生は研究室が活動の拠点であるので, 研究室に所属する院生の学修状況が把握しやす

い。よって,専攻会議にて教職員の意見や指導教員を通しての学生の意見が教育改善に反

映される。また, 大学の FD 活動については, FD 委員を通して工学系の FD 委員会に教職

員の意見が反映されるようになっている。 

都市工学専攻 

専攻会議で教員の意見を聴取し，学科の教育システム委員会で対応を検討している。学

生の意見は授業評価アンケートと指導教員を通して教育改善に反映される。 

先端融合工学専攻 

専攻会議で教員の意見を聴取し，対応を検討している。学生の意見は授業評価アンケー

トと指導教員を通して教育改善に反映される。 

 

（4.3）博士後期課程 

システム創成科学専攻 
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博士前期課程の専攻と同一構成員の部門会議において，前期課程の専攻会議と同様，教

員の意見聴取が行われている。 

主・副指導教員は学生からの意見を恒常的に聞いており，LiveCampus でオンライン入力

される研究指導実施報告により学生の意見を組織的に確認できる仕組みになっている。 

RA については，RA を活用・教育している教員が，年度ごとに研究科 FD 委員会が定めた

RA 実施記録を提出する。工学系研究科ではこれを纏めて RA 実施報告書を作成している。 

 

 

８－１－３ 学外関係者からの意見の活用 

 

（１）学外関係者の意見に基づく自己点検・評価の取り組み 

（1.1）学士課程 

企業，卒業生対象のアンケート，理工学部後援会総会後の保護者懇談会，父兄アンケー

ト等により学科毎に学外関係者の意見を聴取している。学科では収集した意見や要望をそ

の都度教育・システム改善に活かしている。また，JABEE 認定学科では，教育プログラム

（カリキュラム）の外部評価（日本技術者教育認定機構の審査）を受けており，継続的改

善が実施されている。 

また，各学科とも，在校生や卒業生，企業，保護者などさまざまな対象への意見聴取の

活動をおこない，それらの結果を教育システムの改善に活かす活動を始めている。 

各学科の取り組みは以下の通りである。 

数理科学科 

入学式後の新入生保護者との懇談会および後援会総会後の保護者との懇談会で教育内

容に関する意見交換を行った。また，8 月に「高校学校教諭と佐賀大学数学教員との交流

会」を開催し，大学入試・数学教育に関して意見交換を行った。 

物理科学科 

佐賀県の物理の高校教員との意見交換会を行った。 

知能情報システム学科 

平成 26 年度は， JABEE 新基準情報専門系で継続審査を受審し， C(懸念)が 2 つで，残

りの 23 項目は全て A(適合)であり，6 年認定となった。また，当学科教員が中心となって

いる「高度 IT 人材育成フォーラム」などで，産業界の要望を収集している。また，平成 19

年度，平成 21 年度および平成 24 年度に企業アンケートを実施し，授業内容の改善に生か

している。具体的には，文書作成とプレゼンテーションの機会を大学入門科目や実験科目

などで増やすことにした。また，その結果を取りまとめて平成 25 年 8 月に協力企業へ送

付した。  

機能物質化学科 

平成 24 年度以降，卒業生の就職した企業に対するアンケートを WEB 上で実施している。

学科説明のための近隣の高校訪問の際にカリキュラムに対する意見の収集を行っている。 

機械システム工学科 

6 年ごとをめどに在学生と卒業生および卒業生が就職した企業にアンケートを送付し，
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授業やカリキュラムの改善に生かしている。項目は多岐にわたっているが, なかでも機械

の専門科目に対する満足度は,群をぬいて高いが, 一方コミュニケーション能力や語学の

点において不満度が高くなっていた。 そこで修了要件として第 3 者の前での研究発表を

追加する申し合わせを行った。一方大学院入試において, TOEIC を英語の試験の代わりに

利用することを定めた。 

電気電子工学科 

平成 27 年度は， JABEE 中間審査を受審し，評価結果は C(懸念)が 3 つ(実質的に 2 項

目)で，残りは全て A(適合)であり，3 年間の認定となった。 学科の教育改善のために卒

業生，進学先，就職先からアンケ－ト調査を実施し，学習教育目標に対する意見や教育内

容に関する意見を収集し，平成 19 年度からの新カリキュラムにおいて参考とした。また，

毎年，理工学部後援会の際に保護者との面談を行い，教育内容や指導方法に対する意見を

聞き，学科会議でその内容を議論している。 

都市工学科 

在学生からの意見聴取，父兄アンケート，企業および就職先アンケートおよび後援会総

会後の保護者説明会での意見聴取を行い，分析の上学科会議で報告している。課題は学科

の教育システム委員会で対応が検討される仕組みとなっている。 

 

（1.2）博士前期課程  

いくつかの専攻では教育の質の向上と改善のため，学外関係者の意見を聴取している。

具体的には，専攻単位で，企業，卒業アンケートの実施，理工学部後援会総会での保護者

懇談会，父兄アンケートの実施などに取り組んでいる。 

数理科学専攻 

後援会総会後の専攻内での保護者会で教育内容に関する意見交換を行った。また，8 月

に「高校学校教諭と佐賀大学数学教員との交流会」を開催し，数学教育・教員就職状況に

関して意見交換を行った。 

物理科学専攻 

後援会総会後，そこで得られた意見等について専攻内で意見交換を行った。 

知能情報システム学専攻 

当学科教員が中心となっている「高度 IT 人材育成フォーラム」などで，産業界の要望を

収集している。修了生に対するアンケートを毎年修了直前(3 月)に実施している。 

循環物質化学専攻 

対象者を機能物質化学科，循環物質化学専攻を卒業または修了者としてアンケートを実

施している。平成 22 年度以降から継続して行っている，本学科・専攻の卒業・修了生が勤

務している企業を中心とした企業アンケートを Web 上で実施している。 

機械システム工学専攻  

アンケート実施頻度は 6 年に一度である。卒業生に対するアンケートで在学中にどのよ

うな教育が役だったか，どのような能力が重要であるかについて意見を聴取した。 企業に

対するアンケートで修了生の能力に対する満足度，改善を要する点についての意見を聴取

した。  
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電気電子工学専攻 

企業の修了生への期待，教育の質などについて，主として就職担当教員が毎年数十社以

上の企業から面談で情報収集している。また，理工学部後援会総会後の学科・専攻の保護

者懇談会では指導教員が意見を聴取している。これらは主として専攻会議の場で披露され，

個々の教員の教育の質向上にも反映される。 

都市工学専攻 

学科の教育改善のために企業や就職先を対象にアンケート調査を実施し，分析の結果を

学科会議で報告している。課題については教育システム委員会で検討する。 

先端融合工学専攻 

 就職に関連する企業，修了生アンケート等は学科レベルで実施しているため，本専攻独

自の調査は実施してない。 

 

 (1.3)博士後期課程 

システム創成科学専攻 

博士前期課程の専攻と同一構成員の部門会議において，前期課程の専攻会議と同様，教

員の意見聴取が行われている。 

主・副指導教員は学生からの意見を経常的に聞いており，LiveCampus でオンライン入力

される研究指導実施報告により学生の意見を組織的に確認できる仕組みになっている。 

 

（２）評価結果に基づく教育の改善のシステム 

各専攻・学科とも，組織内の教育システムによる PDCA サイクルにより，評価結果の分

析・点検，教育プログラムの改善と実施を実行するシステムが構築されている。 

（2.1）学士課程 

各学科とも，組織内の教育システムによる PDCA サイクルにより，評価結果の分析・点

検，教育プログラムの改善と実施を実行するシステムが構築されている。 

各学科の取り組みは以下の通りである。 

数理科学科 

平成 20 年度新入生から，微分積分学についての教育方針を変えた。計算中心の講義を 1

年生に行った後，2 年生で解析学の基本から学ぶようなカリキュラム設計にした。この方

針変更によるプラス面・マイナス面は常に検証している。平成 27 年度新入生からいわゆる

新課程の下で学んだ学生となるので，新課程の教育内容について共通認識を持った。 

物理科学科 

卒業研究に関して、学習成果報告書の提出を義務づけ、それを主査、副査により判定す

る制度を，平成 26 年度より実施することになった。 

知能情報システム学科 

平成 26 年度は， JABEE コンピュータ科学分野で継続審査を受審し， 審査結果は，C(懸

念)が 2 つで，残り 23 項目は全て A(適合)であり，6 年認定となった。  

機能物質化学科 

機能物質化学科では，機能材料化学コースの全科目および必修科目に加えて，物質化学

ー255ー



コース 2 年生科目についても準必修科目と見なしていたが，平成 27 年度から基礎力の向

上を目指して機能材料化学コースに準じた形で物質化学コースの 2 年生の選択科目を必修

科目とするカリキュラム改訂を行った。その効果については教育プログラム委員会で検証

を継続している。平成 23 年度 JABEE 継続審査について全項目で A 判定を受けた学科内の

FD 委員と教育プログラム委員の連携システムについて改善を加えつつ継続運用している。 

機械システム工学科 

JABEE 審査委員からの改善要望に応えるため，JABEE 認定基準対応の科目として学生の

自由な発想と強度設計を組み合わせた創造デザインをコンピュータ上で実施することを目

的とした創造工学演習（必修）を実施している。 

電気電子工学科 

定期的に開催する科目別グル－プ会議，カリキュラム検討委員会において，科目間のつ

ながりや学生の学修状況を継続的に点検し，問題点の把握に努めている。また，学科会議，

教育改善委員会, JABEE 委員会,学生実験委員会なども定期的に開催し，授業改善，定期試

験などの実施状況などについて議論した。  

都市工学科 

改善すべき課題は学科の教育システム委員会で対応策を検討し，学科会議で全体の意見

を聴取して決定する仕組みとなっている。 

 

（2.2）博士前期課程 

学外関係者から得られた意見をもとに，専攻の教育関係委員会にて教育改善を行ってい

る。 

各専攻での取り組みは以下の通りである。 

数理科学専攻 

 FD 委員を中心に評価を行い，専攻会議において議論している。 

物理科学専攻 

専攻に教育点検委員会を設置している。  

知能情報システム学専攻 

学科に設置されている教育点検委員会，教育改善委員会が，専攻の教育改善システムを

兼ねている。 

循環物質化学専攻 

学科に設置している教育プログラム委員会，教育 FD 委員会，教育改善委員会，教育点検

評価委員会によって，大学院の教育の改善も図っている。 

機械システム工学専攻 

大学院において, 学生と教員がコンタクトできる時間が最大のものはゼミであるので, 

ゼミにおいて学生との意見交流を密にして, 学生の要望を汲み取りながら教育環境の改善

に取り組んでいる。 たとえば, 学習の便になるような学生参考図書を図書館にそろえる

よう要望を提出している。カリキュラムについては教務(JABEE)グループを中心に専攻の

教育改善を議論している。 
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電気電子工学専攻 

専攻の教育改善は，学部教育の場合と同じように教育改善委員会で実施している。

また，研究等の打ち合わせなどを通して学生の要望を聴取している。  

都市工学専攻 

教育改善の課題は専攻の教育システム委員会で対応，専攻会議で最終審議して結論を出

す仕組みとなっている。 

先端融合工学専攻 

FD 委員を中心に評価を行い，専攻会議において議論している。 

 

（2.3）博士後期課程 

システム創成科学専攻 

指導教員と学生との間のみの教育ではなく，複数の部門教員によるきめ細かい指導を進

めている。 

 

 

８－２ 教員，教育支援者および教育補助者に対する研修  

 

８－２－１ ファカルティ・ディベロップメント（FD）の実施状況 

 

理工学部では，FD 活動を積極的に行って組織的に教育改善に取り組んでいる。各学科で

は授業や試験結果の検討委員会が組織されており，学期毎に専門の近い教員間で教育の質

の向上と授業の改善がおこなわれている。このように FD が適切な方法で実施され，組織と

して教育の質の向上に結びついていると判断される。 

 

（１）本研究科が主催した FD 講演会等 

理工学部・工学系研究科 FD 委員会が企画し，次の FD 講演会が開催された。 

○第１回工学系研究科・理工学部ＦＤ講演会（出席者：１１４名） 

日 時： 平成２７年５月１３日（水）工学系研究科教授会開始前（１０分程度） 

場 所： 理工学部６号館２階多目的セミナー室 

演 題： 知能情報システム学科JABEE受審報告 

講 師： 皆本 晃弥 教授（知能情報システム学専攻） 

概 要： 平成２６年度の知能情報システム科学科のJABEE受審に関する報告が行われた。 

【資料】 

・工学系研究科教授会議事録（平成27年5月13日開催） 

 

○第２回工学系研究科・理工学部ＦＤ講演会（出席者：１１８名） 

日 時： 平成２７年７月８日（水）工学系研究科教授会開始前（１０分程度） 

場 所： 理工学部６号館２階多目的セミナー室 
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演 題： 農学部における裁量労働制について 

講 師： 石丸 幹二 教授（農学部副学部長） 

概 要： １０月より工学系研究科でも導入予定の裁量労働制について説明があった。 

【資料】 

・ 工学系研究科教授会議事録（平成27年7月8日開催） 

 

○第３回工学系研究科・理工学部ＦＤ講演会（出席者：１００名） 

日 時： 平成２７年９月９日（水）工学系研究科教授会開始前（１０分程度） 

場 所： 理工学部６号館２階多目的セミナー室 

演 題： 佐賀大学における障害学生支援の現状と課題 

講 師： 中島 俊思 講師（佐賀大学学生支援室集中支援部門） 

概 要： 佐賀大学における発達障害等の障碍者の現状とその教育における課題について

講演が行われた。 

【資料】 

・ 工学系研究科教授会議事録（平成27年9月9日開催） 

 

○第４回工学系研究科・理工学部ＦＤ講演会（出席者：１１４名） 

日 時： 平成２７年１０月７日（水）工学系研究科教授会開始前（１０分程度） 

場 所： 理工学部６号館２階多目的セミナー室 

演 題： 教育功績表彰者講演 

講 師： 前田 定廣 教授（佐賀大学工学系研究科） 

概 要： 大学院博士後期課程において高校教員の退職者の指導の経験について講演が行

われた。 

【資料】 

・ 工学系研究科教授会議事録（平成27年11月7日開催） 

 

○第５回工学系研究科・理工学部ＦＤ講演会（出席者：１０１名） 

日 時： 平成２７年１１月１１日（水）工学系研究科教授会開始前（１０分程度） 

場 所： 理工学部６号館２階多目的セミナー室 

演 題： 平成26年度佐賀大学環境報告書の報告 

講 師： 北村 二雄 教授（佐賀大学工学系研究科） 

概 要： エコアクション21に関する平成２６年度の環境報告書について説明があった。 

【資料】 

・ 工学系研究科教授会議事録（平成27年11月11日開催） 

 

○第６回工学系研究科・理工学部ＦＤ講演会（出席者：１０６名） 

日 時： 平成２７年１２月２日（水）工学系研究科教授会開始前（１０分程度） 

場 所： 理工学部６号館２階多目的セミナー室 

演 題： 研究費不正防止について 
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講 師： 花本 猛士 教授（工学系研究科副研究科長） 

概 要： 研究費使用の不正防止について講演があった。 

【資料】 

・ 工学系研究科教授会議事録（平成27年12月2日開催） 

 

○第７回工学系研究科・理工学部ＦＤ講演会（出席者：１０９名） 

日 時： 平成２８年１月１３日（水）工学系研究科教授会開始前（１０分程度） 

場 所： 理工学部６号館２階多目的セミナー室 

演 題： ハラスメント講演会 

講 師： 松下 一世 教授（文化教育学部） 

概 要： パワハラ，セクハラ等さまざまなハラスメントとその防止法について講演があ

った。 

【資料】 

・ 工学系研究科教授会議事録（平成27年1月13日開催） 

 

○第８回工学系研究科・理工学部ＦＤ講演会（出席者：約２０名） 

日 時： 平成２８年１月２０日（水）１３：００～１４：００ 

場 所： 理工学部６号館２階多目的セミナー室 

演 題： アクティブラーニングの実践紹介 

講 師： 穗屋下 茂 教授 (佐賀大学全学教育機構） 

概 要： アクティブラーニングにおける佐賀大学の第一人者である穗屋下先生に，アク

ティブラーニングの概要から実践まで紹介して頂いた。 

【資料】 

・ 佐賀大学メーリングリスト 

[sadaiall:07037] 工学系研究科FD講演会のご案内 

 

○第９回工学系研究科・理工学部ＦＤ講演会（出席者：１０６名） 

日 時： 平成２８年３月７日（月）工学系研究科教授会開始前（１０分程度） 

場 所： 理工学部６号館２階多目的セミナー室 

演 題： キャリア講演会 

講 師： 森田 佐和子 准教授（キャリアセンター） 

概 要： 佐賀大学におけるキャリア教育および就職指導に関する講演があった。 

【資料】 

・ 工学系研究科教授会議事録（平成 28 年 3 月 7 日開催） 

 

（２）本研究科の学科等が行った FD 活動 

（2.1）学士課程 

各学科単位で授業評価アンケートの分析・評価，実験・実習科目の授業評価アンケート

の作成と実施，GPA を用いた学習指導，定期試験報告と成績評価の分析，カリキュラムの
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点検・評価など，教育の質の向上と授業の改善をおこなっている。 

各学科の取り組みは以下の通りである。 

数理科学科 

数理科学教室会議において，新カリキュラムへの移行に問題のないことを確認した。い

わゆる新課程についての共通認識を得た。  

物理科学科 

学科に教育点検委員会を設置している。 

知能情報システム学科 

本学科の講師以上の教員は，年に 1 度，自らの行った FD 活動を教育点検委員会におい

て発表し，学科全体でそれを共有している。本年度に行った教員の FD 報告の内容は，工学

系情報学科・専攻協議会の参加報告，企業評価アンケートの分析結果報告，プログラミン

グおよび数学科目の入試形態別成績分析，講義室の改修に伴う設備の使い方の説明などで

ある。専門教育の充実の一環として，情報処理技術者試験自習システムを，新たに情報技

術者キャリアデザインの授業で活用するとともに，情報技術者試験，応用情報技術者試験，

および，その上位試験についての合格者に受験料の補助を行い，専門教育を活かした資格

取得の促進を図った。PDCA サイクルによる学科の教育プログラム全体の組織的教育改善

を継続して実施し，JABEE の認定継続審査の受審を行い，6 年認定となった。 

機能物質化学科 

機能物質化学科では，教育 FD 委員会が中心となって教育改善に取り組んでいる。シラ

バス点検を組織的に行い，ティーチングポートフォリオ作成の全教員達成の主導を行なっ

た。教育システムの改善については，学科会議に提案し了承を得たうえで実施している。

また，専門教育の教育群ごとに中間試験報告の回覧，分野別教員会議で期末試験報告会を

行い，各授業科目の教育内容や成績評価について議論している。また，平成 21 年度からは

分野別教員会議において，教育システム上改善すべき点と教育効果が良好なため継続すべ

き点を明確に報告書に記すことにしている。これらの報告を基に教育 FD 委員会と教育プ

ログラム委員から組織される教育改善委員会にて，授業点検改善報告をチェックするよう

にしている。このことにより教育システムの改善・維持をスムーズにおこなうことが可能

となっている。 

機械システム工学科 

すべての開講科目および卒業研究について，教員ごとに FD 年次レポートを作成し，学科

の構成員全員に対し公開している。外部評価である JABEE アドバイザリーボード（学科卒

業生）へのアンケートにおいて，「即戦力を養うためにも，現場を知るためのプログラムが

あればよいと思う」等の意見があり，学生が地域の企業の仕事に対する理解を深めること，学

生の能動的な問題解決の努力を促すことを目的として，地域連携実践的キャリア科目として 「機

械工学特別講義 (機械システム工学 PBL 演習)」(1 単位)を後学期に開講した。 

電気電子工学科 

学科に教育改善委員会, カリキュラム検討委員会, 科目別グル－プ会議，JABEE 委員会, 

学生実験委員会を設置し, 定期的に教育改善等について議論している。平成 26 年度より

個別試験での化学受験を認めることとしたことに対応するため，各学生の高校での履修状
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況，受験勉強の状況，センター試験・個別試験の受験状況をアンケート調査し，1 年次必

修科目の成績と比較し，教育改善委員会で動向把握および対応の検討を行った。1 年次生

に対して，時間割の空き時間に自習時間を設け，全員出席させるとともに，学習アドバイ

ザを配置し，学生への学修・生活支援を行った。教員相互の授業参観を実施し，各教員の

スキル向上を図っている。開講 1 か月目をめどに出席状況調査を行い，欠席の多い学生に

は早期に注意喚起を行った。 

平成 27 年度は，JABEE 中間審査を受審し，評価結果は C(懸念)が 3 つ(実質的に 2 項目)

で，残りは全て A(適合)であり，3 年間の認定となった。  

都市工学科 

学科の教育システム委員会を開催し，学年進行中のコース制カリキュラムの点検，博

士前期課程のカリキュラムとのリンクおよび建築士受験資格認定のためのカリキュラム対

応等を議論し，定期的に教育改善活動を行っている。また，環アジア国際セミナーなどの

建設界のグローバル化をにらんだ教育や，地（知）の拠点事業（COC）による地域課題に

即したPBL演習教育などにも取り組み始めて，学部教育の魅力化や実践的感覚の養成を行

っている。新旧カリキュラム共に、国家資格等の取得などの卒業後のエンジニアとしての

質の向上を鑑み、技術士一次試験等の資格取得を目指した集中講義を開講している。卒業

後のキャリアを意識し、本学科のOBを招聘し講義を行っている。 

 

（2.2）博士前期課程 

工学系研究科の各専攻では平成 20 年 4 月に制定された「佐賀大学大学院における研究

指導計画に基づく研究指導実施要領」に基づき，教員と大学院生が研究指導計画を策定し，

これに基づいて研究活動が実施，点検がおこなわれている。これにより大学院生への研究

指導に対する FD 活動が実施されることになった。平成 26 年度入学生から， LiveCampus

上で学期毎に研究指導実施報告を行うように改善された。 

各専攻の取り組みは以下の通りである。 

数理科学専攻 

専攻会議で教員の意見を聴取している。開講科目を精選し，学生に取得する科目をより

明示できるように，平成 27 年度から開講科目を 2 つ削減した。  

物理科学専攻 

教員と大学院生が研究指導計画を策定している。これに基づいて研究活動が実施，点検

がおこなわれている。専攻の専攻会議で FD について議論されている。教員志望者を対象

に，外部講師による「支援セミナー」を開催するなどの支援を行った。 

知能情報システム学専攻 

教育点検委員会，教育改善委員会で FD について継続的に議論している。また個別の授業

科目で改善を行っている。専門教育の充実の一環として，情報技術者試験，応用情報技術

者試験，および，その上位試験についての合格者に受験料の補助を行い，専門教育を活か

した資格取得の促進を図った。 

循環物質化学専攻 

高度専門職業人養成という教育目的に即した教育の実践を図った。学士課程授業との連
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携を図るために設置した基礎教育科目の内容を吟味し，実施方法や評価方法を再検討して

実践した。総合科目群として設置した，プレゼンテーション能力を高める科目，産業・経

済社会などの各分野で活躍する人を講師に迎えて講義を行う科目は，よく機能しており今

後も継続して実践する。基礎的専門科目のあり方について，将来計画検討委員会から大学

院授業の改定案について提案が行われ，研究指導を介した教育を重点化する方向で授業内

容を改編することが決定した。 

機械システム工学専攻 

基礎学力の強化を測るため,2 つの必修科目を設定した。 同時に選択科目を整理し, 体

系化した。教務(JABEE)グループにおいて, 学生の成績, 社会の要望, 教員からの要望に

もとづき, カリキュラムの改善について議論した。 その議論を専攻会議で報告し, 教員

の意見を聴取,フィードバックし, さらに議論を重ねている。 学生から，博士前期課程に

おいてもインターンシップ科目の設置と単位化の要望があり，平成 24 年度から「機械イン

ターンシップ」（選択科目/１単位）として科目を設定し，単位化した。学部生の「機械シス

テム工学 PBL 演習」に大学院生がリーダー役で参加する形態の「機械システム工学特論 I (機械シス

テム工学 PBL 特講)」(2 単位)を平成 26 年度後学期に開講した。 

電気電子工学専攻 

カリキュラム改訂により，基礎学力の強化とプレゼンテーション能力向上を狙って複数

の「電気電子工学特論」，「応用電気電子工学特論」なる必修科目を設定し，教育の質の改

善を図っている。また，専攻会議や教育改善委員会で, 授業改善について継続的に議論し

た。大型タッチパネルディスプレイを導入し，最新の ICT を用いた教育を実施した。 

都市工学専攻 

カリキュラムの改定により必修科目の設定を行い教育の質の改善を図った。学科の教育

システム委員会で検討して来た学部のコース制に対応した博士前期課程のカリキュラム

の中身が固まり平成 22 年度開設の運びとなった。カリキュラムを含む授業改善について

は教育システム委員会で先行議論し，専攻会議に諮るシステムをとっている。海外の学生

との交流が促進する授業を毎年実施している。卒業後のエンジニアとしての質の向上を鑑

み，技術士や二級建築士の資格取得を目指した集中講義を開講している。インターンシッ

プの積極的な参加を促し，その報告会等を行った。 

先端融合工学専攻 

本専攻は, 既存の機械工学，電気電子工学，化学の境界領域にあってこれらを有機的に

つなぐ融合学問分野の研究を行っている。この特徴を学生教育に生かすため，機械系、電

気系、化学系の各分野を横断して学ぶ必修科目「プロジェクトスタディ」を平成 26 年度に

新設し，継続して実施している。 

 

（2.3）博士後期課程 

教員の所属する部門単位で FD 活動がおこなわれている。 

 

（３）FD 活動により授業が改善された例 

（3.1）学士課程 
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数理科学科 

・ 数理統計学：最新のセンター試験問題を授業で取り挙げた。 
物理科学科 

・ 力学 A：講義初回に独自アンケートで、学生の知識範囲や本講義に望むこと等を調査

し、それらの意見を参考にしながら、既に用意しておいた講義内容の中に盛り込む形

で反映させていった。 

知能情報システム学科 

・ 線形数学 I：毎週、具体的に宿題を出し、その内容に関する小テストを行った。授業

の後半では、演習を行い、ＴＡとともにその内容を確認し、すべてができるまで指導

した。また、小テストの成績が悪い学生には、宿題を提出させるようにして、その内

容を確認した。さらに、小テストの詳細な解答と誤答例も公開し、復習しやすい環境

を用意した。講義をビデオで録画して、Web 上で配信し、再試験実施時には自習を義

務付けた。 

・ 基礎解析学 I・II：毎週、具体的に予習宿題を出し、その内容に関する小テストを行

った。また、TBL 型の講義にし、グループワーク形式で課題に取り組ませ、学生に発

表させた後に教員が解説することにより、その場で理解が深まるような配慮をした。

さらに、小テスト・確認テストの成績が悪い学生には、宿題を提出させた。これに加

えて、再試験を実施する前には、自習を義務付けた。 

機能物質化学科 

・ 無機化学 II：今年度も継続して課題を課し，講義後の復習を促した。また、自習課

題を用意し，講義内容の理解度を高めた。 

・ 有機化学・有機化学 I: 重要点を黒板への板書し、全員が書き留めるのを確認した。

講義 内容に関する最先端の研究事例を紹介し、勉学に対する意欲を駆り立てること

もある程度 は効果があった。 

・ 生物化学・構造生物化学: LiveCampus を通じて課題を配布し，出席と連動させて 2

年目となり課題提出率が向上した。 

・ 溶液化学:できるだけ平易な内容の課題レポートを課し，それに応じた問題を出題し

たことは合格者を増やすことに繋がった。 

機械システム工学科 

・ 機械工作実習Ⅰ：レポート課題について，学生間でコピーが多数なされていたが，今

年度より課題のバリエーションを増やし，学生個人に考えさせるようにした。また技

術職員の負担軽減のため，実習プログラムを一部変更した。 

・ 工業力学 II：演習問題を先に提示しておくことで、予習のモチベーションを向上さ

せた。 

・ 基礎電気電子工学：科目受講をすると、どのような資格取得へ結びつくのか、具体的

に提示した。 

・ 確率・統計：高校での習熟状況にあわせるため, センター試験をベースに導入部を構

成し直した。 
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電気電子工学科 

・ LSI 回路設計：他教員の授業参観を受け，授業の状況等に関するコメントをしてもら

った。 

・ 微分方程式及び演習：日頃、教員それぞれが工夫をして授業改善に努めているが、果

して、それらが学生の教育に生かされているのか、独りよがりに陥っていないかなど

はなかなか解りづらいものがある。そこで、同僚である教員の授業を参観して学生の

反応を自分の目で観察し、自分の授業と比較することで、自分の授業の長所と改善点

を明確にするものである。 

・ 半導体デバイス工学，オプトエレクトロニクス：板書とプロジェクタを併用して講義

を行うことで理解度の向上に努めた。また使用するスライドは毎回印刷し配布する

ことで自主学習の促進を目指した。 

・ 電磁気学 C 及び演習，電磁気学 D 及び演習，基礎物理学 A：昨年度の試験問題を Live 

Campus にアップロードし，自学自習に資するよう指導した。電磁気学 D 及び演習で

は，ほぼ毎回演習問題を課し，授業時間中に終わらなかったものについては宿題とし

て取り組ませた。 

・ 電気電子工学実験 B：前期授業参観を行い、講義を評価した。その経験生かし、自分

が担当する講義に役立てた。 

都市工学科 

・ 都市工学ユニット演習（建築・都市デザイン）：建築・都市デザイン思考者と建築環

境工学思考者とをペアにさせ、議論して進めさせる演習を導入した。これにより、

熱・光環境を考慮した建築・都市デザインについて学習させ、作品をつくらせること

ができた。 

・ 専門基礎英語Ⅰ：学生のリスニング能力を高める為に講義は英語のみで行った。必要

に応じてテストや成績評価に関する説明を英語と日本語で行った。英語でコミュニ

ケーションする機会を増やす為に留学生の TA を任用した。 

・ 図学：１年生対象必修科目として、昨年度の図学の内容で学生からの授業評価での意

見等を参考にして、プリントを修正した。 

 

 

（3.2）博士前期課程 

数理科学専攻 

・ 解析学特論 I：授業ではいくつかの参考文献を元に楕円型偏微分方程式の解説を行

っているが, さらにその発展として, 自身の研究論文を解説し, これによって最新

の偏微分方程式論の一端を学ばせることができた。  

物理科学専攻 

・ 素粒子物理学：自作のテキストを充実させることで、学生に自己学習させて発表さ

せ、履修者間での質疑応答の機会を作るなど、対話型の授業ができた。また、テキス

トを学生の学力にあわせて改訂した。 

 

ー264ー



知能情報システム学専攻 

・ 計算機アルゴリズム特論：学部における科目の復習として、十分な数の例題を示す

とともに、プログラミングスキル向上のために、課題を与えた。 

循環物質工学専攻 

・ 無機構造化学特論：前年度の内容と方法の問題点等について見直しを図った上で，

単にやるべきことを指示するのではなく，受講生が自発的に考え，取り組めるように

誘導することを心掛けると共に，これを実践した。 

機械システム工学専攻 

・ 機械システム工学特論 I (機械システム工学 PBL 特講)：学部生の「機械システム工学 PBL

演習」に大学院生がリーダー役で参加する形態の地域連携実践的キャリア科目を昨年度

から継続して実施した。 

電気電子工学専攻 

・ 情報通信ネットワーク特論：PPGA 科目として実施した。授業は英語で行うとともに，

スライドは日本語・英語の 2 種類を作成し，日本人学生への配慮を行った。  

・ 集積回路プロセス工学特論：PPGA 学生の履修により英語での講義となったので、講

義で使用するスライドを毎回印刷し配布することで、理解度の向上と自主学習の促

進を目指した。 

都市工学専攻 

・ 水環境システム工学特論：授業を行った際、日本人学生と留学生が内容を理解でき

るように必要な場合のみ通訳（日本語-英語）した。 

先端融合工学専攻 

・ 医工ロボティクス特論：実習を取り入れて、学生の学習に対するモチベーションを

向上させた。 

 

 

８－２－２ 教育支援者，教育補助者への研修 

 

理工学部では実験・実習科目を中心に，個別指導の徹底と安全管理の観点から工学系研

究科の大学院生をティーチングアシスタント（TA）として任用している。また，専門的業

務を円滑かつ効率的におこなう目的で技術部が置かれ，技術職員が配置されている。こら

れ教育支援者や教育補助者に対し，教育活動の質を向上させる目的で，研修等，その資質

の向上を図る為の取り組みが適切におこなわれている。 

 

（１） ティーチングアシスタント（TA）の育成と活用 

本学部では平成 27 年度に物理科学科 11 名，機能物質化学科 91 名，知能情報システム

科 29 名，機械システム工学科 56 名，電気電子工学科 63 名，都市工学科 50 名の TA を活

用した。 TA の活動状況の調査のため，別紙資料の TA 実施報告を TA を採用した教員が提

出を行い，ほとんど全科目について報告が行われている。また，各学科において，TA１人

１人に提出させた TA 活動記録を保存している。 
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 TA の採用を行った科目は，理工学部では必須である実験科目が多いが，数学や専門科

目での演習科目，情報処理の演習科目，および，製図などの演習科目でも採用を行ってお

り，履修生の理解度を高める工夫が行われている。 

 TA を採用した効果として，履修生の学習効果を高めることや，教員の負担を減らす効

果があったが，さらに TA 自身も専門分野の新しい知識を取り入れたり，履修生の質問を受

けたり，履修生の指導を行うことで，コミュニケーション能力やリーダシップを高める効

果があったと考えられる。 

各学科の TA の任用状況と教育活動の質の向上を図るための取り組み状況は以下の通り

である 

数理科学科 

平成 27 年度は，数理科学科では TA を採用していない。  

物理科学科 

平成 27 年度は，実験および実習を伴う科目（物理学実験 A, 物理学実験 B（前期，後期）, 

計算機物理学 A，計算機物理学 B）で TA をそれぞれ採用し，学習効果の向上を図った。 

知能情報システム学科 

平成 27 年度は，情報ネットワーク実験，技術文書作成，システム開発実験，プログラミ

ング概論 I・Ⅱ，プログラミング演習 I・Ⅱ，基礎解析学 I・Ⅱ，線形数学Ⅰにおいて TA を

採用している。実験や演習科目だけでなく，TBL 型講義を導入した数学科目にも TA を採用

している。TA を採用した科目の責任担当教員は，TA の学生および授業を受講する学生の

双方に効果があるような教育体制を構築し，実施されるように努力している。  

機能物質化学科 

平成 27 年度は，基礎化学実験Ⅰ・Ⅱ，機能物質化学実験Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ，合わせてのべ

102 名任用した。例年全ての授業科目の TA 実施報告書が提出されている。平成 20 年度か

ら継続的に，TA 学生による TA 活動記録が提出されており，TA 自身の成長に繋がってい

ることが伺える。学生目線による教育の改善意見としても活用できている。 

機械システム工学科 

平成 27 年度は，前期：機械工学実験Ⅰ（291 時間 7 名），機械工学実験Ⅱ（168 時間 4

名），工業力学演習Ⅰ（45 時間 2 名），材料力学演習（48 時間 2 名），機械工作実習Ⅰ（174

時間 4 名），微分積分学演習Ⅰ（42 時間 2 名），流体工学演習（34.5 時間 2 名），機械要素

設計製図Ⅰ（90 時間 2 名），機械工学設計製図（93 時間 2 名）で計 985.5 時間 27 名の TA

を採用している。後期：機械工学実験Ⅰ（274.5 時間 7 名），機械工学実験Ⅱ（174 時間 4

名），創造工学演習(174 時間 4 名)，工業力学演習Ⅱ（43.5 時間 2 名），図学製図（78 時間

2 名），機械工作実習Ⅱ（174 時間 4 名），微分積分学演習Ⅱ（43.5 時間 2 名），線形代数学

演習（45 時間 2 名），機械要素設計製図Ⅱ（90 時間 2 名），計 1096.5 時間 29 名の TA を採

用している。 

電気電子工学科 

平成 27 年度の開講科目において，専門の基礎となる科目および実験科目に TA を活用し

て電気電子工学の教育が進められており，のべ 60 名を配置し，計 1,852.5 時間の教育補

助活動を実施した。数学系，電気回路，電磁気学等の演習を伴う科目については，講義内
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容に対する学習効果の向上を目指し，演習問題の準備，学生に対する解答指導などを通し

て教育活動の質の向上を図った。また実験科目では，学生実験における実験補助を通して

授業科目では習得が難しい技術的なノウハウや知識に関して指導を行い，より効果的な実

験技術の習得を補助した。TA の活用状況は以下の通りである。 

 

表８－２  TAの活用状況：電気電子工学科 

科目名 時間 人数 科目名 時間 人数

基礎物理学Ａ 22.5 1 電気回路Ａ及び演習 42 2

微分積分学Ａ及び演習 45 2 電気回路 C 及び演習 48 2

微分方程式及び演習 40.5 2 電磁気学 B 及び演習 27 2

電気回路 B 及び演習 43.5 2 電磁気学 D 及び演習 42 2

電磁気学 A 及び演習 22.5 1 情報処理演習 45 2

電磁気学 C 及び演習 45 2 電気電子工学実験 B 222 6

電子回路 A 及び演習 45 2 電気電子工学実験 D 520.5 14

電気電子工学実験 A 261 8  

電気電子工学実験 C 381 10  

合計 906 30 合計 946.5 30

 

都市工学科 

実験演習と実習を中心に TA を採用している。全ての TA 採用科目で TA の指導及び活動

状況が良く把握されており実施報告書が提出されている。平成 27 年度の TA として，前学

期にのべ 25 名，後学期にのべ 31 名の計 56 名の任用を行った。 

 

（２）TA の指導状況 

TA 学生の研修，TA の活動状況の把握，TA により得られた教育成果の検証をするために，

各専攻で毎時間教員が記入する「TA 指導記録」と TA が記入する「TA 活動記録」の様式を

理工学部 FD 委員会において定め，TA 利用全科目でこれらの記録を残している。また，こ

れらの記録に基づいて「TA 実施報告書」を大学教育委員会に提出している。 

平成 27 年度の TA 実施報告書提出率状況は次の通りである。 

物理科学科 

TA の実施報告書の提出率 4 科目中 4 科目 

TA 実施する度に，担当教員が研修を行っている。また，学期末に TA にアンケートを行

い，意見を聴取している。 

学生による授業評価アンケートの自由設定項目欄に TA の有効性や満足度を問う項目を

設定し，TA を利用した授業について学生の意見を聴取している。アンケートの集計結果を

分析し「TA 活動報告書」を作成している。 

知能情報システム学科 

TA の実施報告書の提出率 10 科目中 6 科目 
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機能物質化学科 

平成 27 年度は，基礎化学実験 I・II，機能物質化学実験 I・II・III・IV の 6 科目全てで TA

実施報告書，ならびに TA 指導教員による TA 指導記録も全ての授業科目で提出されてい

る。これらの記録及び報告書からいずれの授業科目とも，TA の事前指導及び活動状況が良

く把握されている。化学実験という性質上安全面での担保に TA は重要な役割を担ってい

るため，TA は担当実験科目の指導方法と注意点を各教員より指導されている。また，学科

の安全委員から，各実験に関連する安全教育を受けている。 

機械システム工学科 

TA の実施報告書の提出率 18 科目中 18 科目。 

本学科では, 演習科目の一部と実験 TA を雇用する前に, TA となることが予定されてい

る学生を対象に, 指導を行っている。 とりわけ機械工作実習 I/Ⅱでは安全確保に重点を

おいて TA の教育を行った。 

電気電子工学科 

TA の実施報告書の提出率は 16 科目中 16 科目であった。 

都市工学科 

TA には，授業担当教員より指導方法と注意点が事前に指導される。TA の実施報告書の

提出率は 20 科目中 12 科目であった。 

 

（３）リサーチアシスタント（RA）の活用 

学術研究の一層の推進に資する研究支援体制の充実・強化並びに若手研究者の養成・確

保を促進するため，工学系研究科で行われている研究プロジェクト等に，優秀な博士後期

課程在学者を研究補助者として参画させ，研究活動の効果的な推進を図るとともに，研究

補助業務を通じて若手研究者としての研究遂行能力の育成を図ることを目的とする RA 制

度を実施している。平成 27 年度は，37 名の RA が採用されている。それらの成果は RA 毎

に報告され，それらを纏めて大学教育委員会に提出した。 

 

（４） 学部・研究科・専攻の SD 活動 

専門的業務を円滑かつ効率的におこなう目的で技術部が置かれ，技術職員が配置されて

いる。これら教育支援者や教育補助者に対し，教育活動の質を向上させる目的で，研修等，

その資質の向上を図る為の取り組みが適切におこなわれている。一部の専攻で，特別研究

に技術職員を参加させる，学生による研究成果発表の会合への参加，また学会等への派遣

を行い，教育支援者や教育補助者に対する教育活動の質の向上に取り組んでいる。 

今年度に工学系研究科職員が参加した研修等は次の通りである。 

 

技術系職員の研修 

専門技術研修会「リードベル解析による結晶構造解析の研修」 

開催日：平成 27 年 7 月 22 日(水)〜7 月 24 日(金) 

場所：熊本大学工学部付属工学研究機器センター 

参加者：1 名 
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平成 27 年度九州地区国立大学法人等技術専門職員・中堅技術職員研修 

開催日：平成 27 年 8 月 26 日(水)〜8 月 28 日(金) 

場所：国立大学法人鹿児島大学連合農学研究科棟 3 階会議室(郡元キャンパス) 

参加者：1 名 

 

平成 27 年度九州地区国立大学法人等技術職員スキルアップ研修 B 

開催日：平成 27 年 9 月 9 日(水)〜9 月 11 日(金) 

場所：九州大学 

参加者：2 名 

 

第 10 回工学系研究科技術部専門技術研修(平成 27 年度) 

開催日：平成 27 年 9 月 17 日(木)〜18 日(金) 

場所：佐賀大学理工学部 1 号館(中棟)2 階技術部室 

参加者：6 名 

 

情報システム統一研修第 2 階電子政府 II(システム調達−調達の計画)コース 

開催日：平成 28 年 2 月 16 日(火)〜2 月 18 日(木) 

場所：中央合同庁舎第 2 号館 9 階 

参加者：1 名 

 

平成 27 年度佐賀大学技術研究会 

開催日：平成 28 年 3 月 15 日(火) 

場所：佐賀大学理工学部大学院棟 301 教室 

参加者：22 名 

 

事務系職員の研修 

平成 27 年度佐賀大学中堅職員ステップアップ研修 

開催日：平成 27 年 10 月 27 日(火)〜28 日(水) 

場所：佐賀大学菱の実会館多目的室 

参加者：2 名 

 

平成 27 年度佐賀大学苦情クレーム対応研修 

開催日：平成 28 年 2 月 9 日(火) 

場所：佐賀大学菱の実会館多目的室 

参加者：1 名 

 

平成 27 年度簿記(基礎)研修 

開催日：平成 27 年 8 月 31 日(月) 

場所：佐賀大学医学部臨床講堂 3114 講義室(1F) 
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参加者：1 名 

 

 

（4・1）学士課程 

各学科での取り組みは次の通りである。 

数理科学科 

本専攻に技術職員はいない。 

物理科学科 

専攻に技術職員は配置されていない。 

知能情報システム学科 

技術職員については，実験・演習での補助業務および卒業研究を中心とした研究活動へ

の参加によって，技術・知識の向上を図っている。 

機能物質化学科 

教育支援者（技術職員）を安全管理に関する研修会へ参加させ資格取得の機会を与える

と共に，安全委員会の一員として安全管理を実践してもらい技術能力の向上に努めている。

また，学会発表および教育内容に関連する展示会等に 1 年に 1 回以上参加させ，また特別

研究の指導補助を行わせると共に，学生による研究成果発表の会合に参加させる等を行な

うことにより，教育支援者の教育能力の向上に努めている。 

機械システム工学科 

 本学科では, 技術職員とともに, 機械工作実習 I/Ⅱ, 機械工学実験 I/Ⅱ, 卒業研究を

行っている。 そのため, これらの科目のシラバス作成, 運営について担当教員とともに

研鑽し, 議論を深める場を日常的に設けている。 また, 技術職員に対しては, 業務遂行

の上で必要な資格の取得を推奨している。 

電気電子工学科 

当学科では，主に学生実験や卒業研究などは技術職員の協力・支援の下で遂行されてい

る。これにより，職員がもつ専門知識を学生が習得する機会が得られ，同時に職員の能力

向上にも効果を上げている。 

都市工学科 

本学科では，技術職員の協力を得て実験・演習・実習および卒業研究を行っている。一

部の研究活動への参加と合同研修（測量実習，最新測量機器の利用講習）によって，技術・

知識の向上に努めている。 

 

（4・2）博士前期課程 

数理科学専攻 

 本専攻に技術職員はいない。 

物理科学専攻 

専攻に技術職員は配置されていない。 

知能情報システム学専攻 

技術職員を教室会議などの学科内の会合や特別研究やゼミなどに参加させるとともに，
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学内外の職員研修にも積極的に参加を促している。また，補助に必要な教育内容について

は授業担当者が個別に指導している。 

循環物質化学専攻 

修士論文研究に技術職員を参加させると共に，学生による研究成果発表の会合に参加さ

せる等により，教育支援者の能力向上に努めている。 

機械システム工学専攻 

技術職員を含めゼミを開催し, 円滑な特別研究の推進を図っている。 また研究発表に

参加させ, 技術職員が作成した装置が研究成果にどのように結びついているか認識させる

ように努めている。 

電気電子工学専攻 

修士の研究に技術職員を参加させると共に，学生による研究成果発表の会合に参加させ

る等をすることにより，職員の教育支援能力向上に努めている。 

都市工学専攻 

技術職員を専攻会議などの専攻内の会合や特別研究に参加させると共に，学内外の技術

研修への参加と資格取得や学会発表を促し教育支援者の能力向上に努めている。TA におい

ては指導・補助に必要な知見について講義担当者が事前に個別指導している。 

先端融合工学専攻 

 本専攻に技術職員はいない。 

 

 

８－３ 特記事項 

 

教育の質を保証するための活動を推進することを目的として，平成 25 年度から教育の

質保証・JABEE 委員会を設立して委員会活動を行った。教育の Plan（計画）・Do（実施）・

Check（点検）・Act（改善）の一連のサイクルの中で Act（改善）が比較的不十分な現状の

対応として，教育の質保証・JABEE 委員会では，各教育課程の組織的な教育改善の推進を

行い，年度末に報告書としてまとめている。 

 

８－３－１ 学士課程 

教育質保証専門委員会からの依頼で，理工学部 3 年生に対して「ジェネリックスキル測

定テスト」および結果活用説明会を実施した。 

各学科の組織的な教育改善は以下の通りである。  

数理科学科 

＜中間報告＞ 

 保険数学（アクチュアリー）の教育の一環として，アクチュアリー関係フォーラムへの学生

の参加を奨励し，参加のための旅費の援助をすることとした。また，日本アクチュアリー会資

格試験の受験を奨励し，その受験料の補助を行い，専門教育を活かした資格取得の促進を図る

こととした。 
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＜最終報告＞ 

 今年度の講義・演習・卒業研究について特に問題は出されなかった。保険数学（アクチュア

リー）の教育も引き続き実施中であり，日本アクチュアリー会資格試験の受験料及び交通費を

援助することとした。  

物理科学科 

＜中間報告＞ 

 卒業研究に関して、昨年度から開始した学習成果報告書の提出による主査、副査により

判定する制度について、点検を行い、改善を図る。 

＜最終報告＞ 

 卒業論文の提出または卒業研究発表に拘らず、全員に学習成果報告書の提出を求めること

とし、改善を図ることになった。 

知能情報システム学科 

＜中間報告＞ 

・ 入学式後に、新 1 年生の保護者向け説明会を開催した。 
・ 一定の基準を満たす 3 年生が、プレゼミ（自主演習）として、4 年次の卒研のゼミに参加

／見学できるようにした。 
・ 成績不振学生に対して、注意喚起・退学検討等を再検討し、保護者へ連絡を実施した。 

・ 3 回以上連続欠席した学生を集約し，学務部学生生活課（キャンパスソーシャルワーカー）

に連絡した。 
＜最終報告＞ 

・ 新一年生の保護者向け説明会を実施した。 
・ 一定の基準を満たす三年生が、四年次に履修する卒研を体験できるプレゼミ制度を新たに

運用した。 
・ 成績不振学生に対する、注意喚起・退学検討等の保護者への連絡方法を改善し、学科から

保護者への連絡を実施した。 
・ 無断欠席の多い学生を学科で集約し、キャンパスソーシャルワーカーへの連絡を実施した。 
・ 卒業研究の中間発表および最終発表のパラレル化を行い、講演時間・質疑応答時間を拡充

した。 
・ 入試における面接・小論文等の点数化を含む入試判定基準の改定を行い、入学後の学習に

必要な学力を持つ学生の、適正かつ公正な受け入れを実施した。 
機能物質化学科 

＜中間報告＞ 

 昨年度の検討をもとに本年度から物質化学コースの 2 年生の選択科目を必修科目とするカ

リキュラム改訂を行った。前期の履修状況から改訂の効果の是非について教育群，教育プロ

グラム委員会，教育 FD 委員会で分析を始めている。  

＜最終報告＞ 

前期終了後，学科の教育プログラム委員会が前期総合評価を精査し，教育改善委員会に報告

した。授業改善を要すると判断された科目については 12 月末までに担当教員が問題点と改善

策を示し，それを委員会が評価することで，授業改善を図る。 

教育 FD 委員会で学生アンケートを実施して授業・実験・試験・研修旅行に関する学生要
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望を収集した。収集した意見は学科会議で紹介し，学科教員の総意を得てアンケートに対す

る回答を作成・掲示した。 

機械システム工学科 

＜中間報告＞ 

 地域連携実践的キャリア科目 「機械工学特別講義 (機械システム工学PBL演習)」(1単位)の前

年度の成果と企業側からの評価を踏まえ，本年度後学期も継続して開講することとした。なお，平成

27年度入学生から「機械システム工学PBL」として２単位化し，通常の選択科目とする。 

「カリキュラムマップ」および「JABEE 学習・教育到達目標-科目-学士力の関連表」等を整備した。  

＜最終報告＞ 

 「機械工学特別講義 (機械システム工学 PBL 演習)」を本年度から 2 単位化して開講し，後学

期に 10 名が履修中である。 

教務(JABEE)グループにおいて，前学期までの PDCA サイクルの状況について確認し，課題等

について議論した。次年度の JABEE 継続審査に向けて，認定基準及び対応状況を確認し，課題

等について議論した。  

電気電子工学科 

＜中間報告＞ 

・ 教室会議，教育改善委員会, カリキュラム検討委員会, 科目別グル－プ会議，JABEE 委員

会, 学生実験委員会を設置し，これらの組織にて PDCA サイクルを回し，教育の改善を行

っている。 
・ 検証に基づいた質保証体制の強化として，医工学分野の教員を新規に採用し，体制を強化

した。 
・ 検証に基づいた質保証の実施の強化の状況としては，JABEE 基準に基づいた教育を実施

し，今年度中間審査を受審する。これにより外部評価に耐えうる質保証が実施できている

ことを確認する。 
・ シラバスを上記組織により組織的に点検し，すべてのシラバスで必要な情報が適切に記

述されるように改善を行った。 
・ 成績分布に基づく組織的授業点検を行い，特に改善の必要のないことを確認した。  

＜最終報告＞ 

・ 開講 1 か月目をめどに学生の出席状況を調査し，問題のある学生の情報を学科内で共有

した。 
・ JABEE の中間審査を受審し，C 判定 3 つのみ（実質的に 2 項目）の判定であり，認証

継続を得た。 
・ 卒業研究中間発表では，自身が発表するだけでなく，他の学生の発表を聴講させること

とした。 
・ 例年通り授業参観を計画している。 

都市工学科 

＜中間報告＞ 

・ 学部のインターンシップの充実に向けて体制と仕組みの検討をはじめている。 
・ ２年次コース・オリエンテーションにおいて、コースに分けてカリキュラム履修モデル

の説明を行い、教育過程の順次性及び体系性を明示することとした。 
・ キャリア教育として３年生などを対象に本学科 OB による講演を予定している。 
・ GPA・単位取得状況・出席状況から成績不振学生を確認した上で、チューターまたは教
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務委員により個別面談・指導を行っている。保護者にも成績状況を報告し、保護者懇談

会において個別面談を行った。 

＜最終報告＞ 

・ 全学教育機構カリキュラム変更などを受けて、基礎系科目の履修モデルの見直し、教員

担当および内容の改善について検討を行っている。 
卒業後のキャリアを意識し、土木・建築両分野の本学科 OB を招聘して講義を行い、今後

のキャリア教育についての意見交換を分野をまたいで行っている。・卒業研究を行って

いる学生に対して，中間発表を行い，研究の進捗の確認を行った。 

・新旧カリキュラム共に、国家資格等の取得などの卒業後のエンジニアとしての質の向上

を鑑み、技術士一次試験等の資格取得を目指した、集中講義を開講している。 

 

 ８－３－２ 博士前期課程 

平成 26 年度教育質保証ガイドラインチェックリストの「履修登録単位数の妥当性につ

いて組織的に検証している。」に関して，大学院での対応ができていなかったため，教務委

員会において，妥当性を検証した。 

各専攻の組織的な教育改善は以下の通りである。  

数理科学専攻 

＜中間報告＞ 

 学部同様、保険数学（アクチュアリー）の教育の一環として，アクチュアリー関係フォ

ーラムへの学生の参加を奨励し，参加のための旅費の援助をすることとした。また，日本

アクチュアリー会資格試験の受験を奨励し，その受験料の補助を行い，専門教育を活かし

た資格取得の促進を図ることとした。 

＜最終報告＞ 

 今年度の講義・ゼミについて特に問題は出されなかった。保険数学(アクチュアリー）の

教育も引き続き実施し，大阪で開催される「第２４回アクチュアリーセミナー」への学生

の参加のための旅費を援助することにした。  

物理科学専攻 

＜中間報告＞ 

 修士論文の準備の状況および学修活動の進捗状況を把握するため、修士１年の終わり頃

に、中間発表会を行うことを検討する。 

＜最終報告＞ 

 修士１年生を対象に、修士論文の中間発表会を１２月１６日に実施することにし、学修・

研究の進捗状況およびその意義について発表を行うことになった。 

知能情報システム専攻 

＜中間報告＞ 

・ 情報人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業」（セキュリティ分野）（SecCap）
に大学院生 6 名を参加させ、情報セキュリティ教育を実施した。 

・ 入試における面接・小論文等の点数化を含む入試判定基準の改定により、 
・ 入試判定の一層の明確化を行い、入学後の学習に必要な学力を持つ学生の、適正かつ公
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正な受け入れを実施した。 
＜最終報告＞ 

・ 情報人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業」（セキュリティ分野）（SecCap）
に大学院生 6 名を参加させ、情報セキュリティ教育を実施した。 

・ 入試における面接・小論文等の点数化を含む入試判定基準の改定を行い、 
・ 入学後の学習に必要な学力を持つ学生の、適正かつ公正な受け入れを実施した。 
・ 修士論文の中間発表および最終発表のパラレル化を行い、講演時間・質疑応

答時間を拡充した。 

循環物質化学専攻 

＜中間報告＞ 

 基礎的専門科目のあり方について，将来計画検討委員会から大学院授業の改定案につい

て提案が行われた。現状分析に基づき，研究指導を介した教育を重点化する方向で授業内

容の検討を継続し，11 月までに結論を出す。  

＜最終報告＞ 

 大学院授業の改定案について将来計画検討委員会からの提示に基づき，教務委員により履修

案内の修正案が専攻会議に提示され，了承された。 

後期に各教員の開講科目が集中している問題点が専攻会議で指摘され，受講生の機会均等

化のため，数科目を後期から前期開講に変更することに変更した。  

機械システム工学専攻 

＜中間報告＞ 

 学部生の「機械システム工学 PBL 演習」に大学院生がリーダー役で参加する形態の「機械シス

テム工学特論 I (機械システム工学 PBL 特講)」(2 単位)の前年度の成果と企業側からの評価を

踏まえ，本年度後学期も継続して開講することとした。  

＜最終報告＞ 

 上記の地域連携実践的キャリア科目「機械システム工学特論 I (機械システム工学 PBL 特講)」

を開講し，後学期に４名が履修中である。学期末にその教育成果を検証し，継続的な教育改善

を図る。  

電気電子工学専攻 

＜中間報告＞ 

・ 教室会議，教育改善委員会, カリキュラム検討委員会, 科目別グル－プ会議，JABEE 委

員会, 学生実験委員会を設置し，これらの組織にて PDCA サイクルを回し，教育の改善

を行っている。 
・ 教育改善委員会において，「学位授与の方針」，「教育課程編成・実施の方針」ならびに

履修モデルの見直しについて検討を行い，大きく見直す必要はないとの結論となった。

昨年度から，外部の専門家を招いた特別講義を実施しており，このことを教育課程編成・

実施の方針に盛り込むこととした。 
 ＜最終報告＞ 

・ 例年実施していた M1 の中間発表は，履修案内にある通り研究室内での実施とし，学会

発表を促すこととした。 
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都市工学専攻 

＜中間報告＞ 

・グローバル化への対応として国際ワークショップ海外で開催し、その参加をインセンテ

ィブとして TOEIC 成績の向上を図っている。 

・ 国際ワークショップの開催のほか、工学系研究科学生海外派遣事業の活用により学生を

短期海外留学に送り出すなど、大学院の魅力化を図っている。 
・ 修士研究中間発表の実施方法の見直しを行い、時期を変更するとともに、学会での発表

機会を利用して研究の質向上を図ることとした。 
＜最終報告＞ 

・ 地域を題材とした PBL として演習科目を実施し、取り組み成果を地域で発表するなど

してフィードバックを得ている。 
・ 従来からの指導教員に加え、入学年次から副指導教員を設定し教育指導体制を強化する

こととした。 
・ 国際ワークショップを国内外で開催し、環境問題などグローバル化に関して認識を高め

る取り組みを行っている。 
先端融合工学専攻 

＜中間報告＞ 

 異なる学問領域を融合することで、新しい領域を開拓するために，専攻所属の教員が全

員持ち回りで自らの専門領域の講義を行う先端融合工学特別講義 I の実施要領を定め，平

成 27 年度後学期から開講することとなった。  

＜最終報告＞ 

先端融合工学特別講義 I を平成 27 年度後学期から開講した。実施終了後，検証を行う

予定である。また，平成 26 年度から開始した，入学定員確保のための高専訪問を，今年度

も実施することとなった。  

 

 ８－４ 優れた点および改善を要する点 

（優れた点） 

（１）博士前期課程・博士後期課程 

① いずれの専攻とも定期試験，解答例，学位論文等の教育活動の状況を把握する資料の

保存体制ができあがっている。学生による授業アンケートは，ほぼすべての科目で

実施されている。また，この授業アンケート結果を用いた授業点検・評価は教務シス

テム Live Campus を用い，ほぼすべての授業科目実施されている。 

② 各専攻単位で FD を扱う委員会が設置され，教育の点検・改善を行う体制が存在して

いる。 

③ 教育の点検・改善を行う体制が機能し，科目の新設や，教員志望者や資格取得に対す

る支援が実施されている。  

（２）学士課程 

① 全ての学科で定期試験，解答例，学位論文等の教育活動の状況を把握する資料の保存

体制が存在している。学生からの意見聴取システムの一つとしての授業評価アンケ

ートはほぼすべての科目で実施されている。また，この授業評価結果を用いた授業
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点検・評価は教務システム Live Campus を用い，ほぼすべての授業科目で実施され

ている。さらに JABEE 認定学科を中心に学外関係者からの意見聴取システムが整備

され，企業・卒業生など社会の意見が学習目標を始めとする教育の改善に取り入れ

られ，教育の質の向上・改善に寄与している。 

② 各学科でも FD を扱う委員会が設置され，教育の点検・改善を行う体制が存在してお

り，その FD 活動の結果が授業の改善に結びついている。また，学科によっては，分

野別教員グループによる授業の改善や，教員の間で授業参観を実施し，教育改善を

図っている。 

③ 学科によっては，実験科目や卒業研究等の実験や実習に対する授業評価に，独自形式

アンケートを作成・実施している。 

 

平成 26 年度自己点検・評価報告書における「改善を要する点」への対応 

（１）博士前期課程・博士後期課程 

① 事務系職員に対する SD 活動は実施されており， 8-2-2(4)学部・研究科・専攻の SD

活動にその内容を示す。  

② RA 活動に対する質の改善や向上に向けた取り組みについては，RA 報告書の回収が十

分ではなく，今後の課題である。  

③ 教育質保証ガイドラインチェックリストに基づいた確認では，未実施の項目に対し

て改善を図った。8-3 特記事項 8-3-1 博士前期課程にその内容を示す。 

（２）学士課程 

① FD 講演会は，8-2-1 ファカルティ・ディベロップメント（FD）の実施状況に示すよ

うに，平成 27 年度は 9 回実施され，多くは教授会開催前に実施しているため，100

名以上の教員が出席している。アクティブラーニングの実践紹介などは，第 3 期中

期計画で授業科目への導入・実施が謳われているため，教育活動の質の改善や向上

に繋がる。 

② 学生の授業アンケートについては，教育質保証専門委員会からの依頼で，授業アンケ

ートの回答率の向上策について検討し，工学系研究科の意見を提出した。今後，全学

的に検討がなされる予定である。  

③ 教育質保証ガイドラインチェックリストに基づいた確認で，一部の学科で未実施ま

たは一部実施の項目があったが，ほぼ全ての項目が実施となった。  

 

（改善を要する点） 

（１）博士前期課程・博士後期課程 

① RA 活動に対する質の改善や向上に向けた取り組みが不十分である。  

② 教育質保証ガイドラインチェックリストに基づいて，引き続き改善を図る。 

③ 平成 28 年度からは，第 3 期中期目標・中期計画の下での活動となるため，教育の質

保証に関連した内容について，速やかに取り組む。 

（２）学士課程 

① 学生の授業アンケートの記入率が Web 入力としてから低いため，対策が必要である。 
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② 教育質保証ガイドラインチェックリストに基づいて，引き続き改善を図る。 

③ 平成 28 年度からは，第 3 期中期目標・中期計画の下での活動となるため，教育の質

保証に関連した内容について，速やかに取り組む。 

 

 

８－５ 自己評価の概要 

 

 教育の内部質保証という観点に照らし合わせて, 各学科および専攻において教育活動の

実態を示すデータ・資料は適切に保管がなされ, 必要の際には利用ができる体制が整って

いる。また学生の授業アンケートなどを通じ, 各教員は担当する科目の点検，評価を行い, 

それに基づく授業改善計画を Web で公開している。一部の学科・専攻ではさらにアンケー

ト結果を組織的に利用し, 学科全体としての教育体制の検討も行っている。年に数回実施

される FD 講演会では, 学部・研究科あるいは大学全体として共有できる, 教育活動の質

の改善・向上につながる内容に関する講演が行われている。さらに教育支援者としての技

術系職員や TA の活動の質の改善・向上に対する取り組みも組織的に実施されており，高く

評価できる。 

 佐賀大学全体として教育の質保証に取り組むために，大学院課程と学士課程のそれぞれ

について，平成 25 年度末に「教育の質保証に関する方針」と「教育の質保証の推進に係る

ガイドライン」が整備され，教育質保証ガイドラインチェックリストに基づいた確認も開

始された。教育質保証ガイドラインチェックリストに基づいた確認において，一部実施ま

たは未実施の項目に対して，次年度以降，改善を図ることが今後の課題である。また，平

成 28 年度からは，第 3 期中期目標・中期計画の下での活動となるため，教育の質保証に関

連した内容について，速やかに取り組む必要がある。  

 

 

【資料】 

平成 26 年度 理工学部・工学系研究科自己点検・評価報告書 

平成 27 年度 工学系研究科・理工学部教務委員会活動等実績年次報告書 

平成 27 年度 工学系研究科・理工学部 FD 委員会活動等実績年次報告書 

平成 27 年度 工学系研究科・理工学部教育の質保証・JABEE 特別委員会活動等実

績年次報告書 

平成 27 年度 佐賀大学学生対象アンケート報告書 

平成 27 年度 佐賀大学共通アンケート調査（卒業・修了予定者対象）報告書 

平成 27 年度 佐賀大学授業評価・改善の実施に関する報告書 

成績評価の異議申し立てに関する要項 

学生による授業評価実施要領 

学生による授業評価結果を用いた授業改善実施要領 

佐賀大学学士課程における教育の質保証に関する方針 
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佐賀大学大学院課程における教育の質保証に関する方針 

佐賀大学学士課程における教育の質保証の推進に係るガイドライン 

佐賀大学大学院課程における教育の質保証の推進に係るガイドライン 

佐賀大学大学院における研究指導計画に基づく研究指導実施要領 
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第９章 教育情報等の公表 
 

９－１ 教育研究活動等についての情報の公表 

 

９ー１ー１ 学部・研究科の目的の公表と周知 

 

 工学系研究科，理工学部の教育目的，教育研究組織等の教育研究活動状況について，自

己点検・評価報告書を刊行し，公表している。 

学部から研究科に至る目的については，工学系研究科・理工学部オリジナルホームペー

ジ(HP)にて学内外に公表している。平成 26 年度は HP を全面的に改正し、教育情報等の

適切な公表を行い大学の教育活動等について情報発信が強化された。平成 27 年度も，平成

26 年度に続き理工学部・工学系研究科の案内パンフレットを和文・英文で作成し，学内を

含め，国内外にも周知できるように整備した。英文オリジナルホームページについても整

備し，全学科・専攻の英文 HP も充実した。 

学生への大学の目的など，学生に必要な情報の周知方法については，学部独自の「理工

学部で何を学ぶか」さらには，一部の学科では，学科独自の学習に手引きを作成し，オリ

エンテーション時等に使用し周知を図っている。 

 

各学科・専攻独自の取組状況は次の通りである。 

 

機能物質化学科 

学科の教育目的を，大学が運営する HP（http://www.chem.saga-u.ac.jp/index.html）で公

開している。また，入学時ガイダンスにおいて，全入学生に対して学科の教育目標を周知

するとともに，理工学部 9 号館 1 階エントランスホールに各コースの教育目標を掲示し

て，構成員全員に周知している。 

 

数理科学専攻 

学科の教育目的を専攻が運営する HP(http://www.ms.saga-u.ac.jp) で公開している。 

 

物理科学専攻 

「学生便覧」や学生向け冊子「理工学部で何を学ぶか」で学科全体としての目的が，ま

た個別の科目や，教員・教員グループの研究については，その目的等がウェブサイト

(http://www.phys.saga-u.ac.jp/japanese/jindex.html)で公表されている。 

 

知能情報システム学専攻 

学科の教育目的は，学科ホームページ (http://www.is.saga-u.ac.jp/is.j.html)の「教育内容」

の先に，専攻の教育目的は専攻ホームページ（http://www.is.saga-u.ac.jp/grad/grad.php）の
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「教育内容」の先にリンクを張ってあり，いつでも読むことができる。また，学科新入生

には大学入門科目Ⅰ内において周知している。  

 

循環物質化学専攻 

専攻の教育目的を，大学が運営する HP（http://www.chem.saga-u.ac.jp/graduate.html）

で公開している。また，入学時ガイダンスにおいて，全入学生に対して専攻の教育目的を

周知している。 

 

機械システム工学専攻 

学科・専攻の教育目的を，機械システム工学科・機械システム工学専攻が運営する HP

（http://www.me.saga-u.ac.jp/index_ug.html, http://www.me.saga-u.ac.jp/index_gr.html）で

公開している。また入学時ガイダンス等を通じて，全入学生に対して学科・専攻の教育目

的の周知を徹底している。さらに，機械システム工学科の学習・教育目標については学生

の目に付く廊下などに掲示している。 

 

電気電子工学専攻 

オリエンテーション時に使用する履修案内，広報誌，学部・工学系研究科オリジナル HP

な ど の 他 に ， 電 子 電 気 工 学 専 攻 の HP 内  (http://www.ec.saga-

u.ac.jp/gsse_ee/education_objective.html) に公表されている。これらにより構成員（教職員

及び学生）へ周知されている。 

 

都市工学専攻 

 学科の教育目的を専攻が運営する HP (http://toshi1.civil.saga-u.ac.jp/index_g.html) で公

開するとともに，学生に最も利用される『学科・専攻の案内と学習の手引き』にも記載

し，周知している。 

 

先端融合工学専攻 

教育目的を専攻ホームページ(http://www.fusion.saga-u.ac.jp)に公表している。また，入

学時ガイダンスにおいて，全入学生に対して専攻の教育目的を周知している。 

 

博士後期課程 

システム創成科学専攻 

学生に対しては全員に配布される「工学系研究科履修案内」に研究科と専攻の目的を含

む「佐賀大学大学院工学系研究科規則」を掲載し，専攻の教育の理念，教育の目標を明示

している。また，専攻が運営する 

HP (http://www.se.saga-u.ac.jp/grad/ScienceAndAdvancedTechnology/hakusi.html)に専攻

と各コースの目標が記載されている。 
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９ー１ー２ 入学者受入，教育課程の編成・実施及び学位授与の方針の公表と周知 

 

三つの方針，入学者受け入れの方針，教育課程の編成・実施方針及び学位授与方針は，

ウェブサイトにて公表され，周知されている。入学者受入方針については，募集要項に記

載し，高校の受験生等に対しては，オープンキャンパス，進学説明会，ジョイントセミナ

ー等を活用し，配布・周知を図っている。 

 

各学科・専攻独自の取組状況は次の通りである。 

 

機能物質化学科 

入学者受入れの方針，教育課程の編成・実施の方針及び学位授与の方針を，大学が運

営する HP（http://133.49.212.8/gs/prepstudent/index.html）及び(http://www.chem.saga-

u.ac.jp/index.html)で公開している。 

 

数理科学専攻 

 専攻の入学者受入方針，教育課程の編成・実施の方針，学位授与の方針を専攻が運営す

る HP: (http://www.ms.saga-u.ac.jp/) で公開している。 

 

物理科学専攻 

教育研究活動等についての情報を，大学が運営する HP（http://www.phys.saga-

u.ac.jp/japanese/education.html）及び(http://www.phys.saga-u.ac.jp/japanese/research.html)

で公開している。 

 

知能情報システム学専攻 

専攻の入学者受入方針は専攻のホームページ 

(http://www.is.saga-u.ac.jp/grad/grad.php)から大学の入試情報へリンクが張ってあり，い

つでも読むことができる。専攻の教育課程の編成・実施方針及び学位授与方針は専攻のホ

ームページ内に記載されている。これらの内容は専攻の入学オリエンテーションで新入生

に周知している。 

 

循環物質化学専攻 

入学者受入れの方針，教育課程の編成・実施の方針及び学位授与の方針を，大学が運

営する HP（http://www.sc.admin.saga-u.ac.jp/kyouikuhousin.html）で公開している。 

 

機械システム工学専攻 

専攻の入学者受け入れ方針，教育課程の編成・実施方針，学位授与の方針を，機械シス

テ ム 工 学 科 ・ 機 械 シ ス テ ム 工 学 専 攻 が 運 営 す る HP（http://www.me.saga-

u.ac.jp/index_ug.html, http://www.me.saga-u.ac.jp/index_gr.html）で公開している。また入学

時ガイダンス等を通じて，全入学生に対して学科・専攻の教育課程の編成・実施方針，学
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位授与の方針を周知している。  

 

電気電子工学専攻 

オリエンテーション時に使用する履修案内，広報誌，学部・工学系研究科オリジナル HP

などの他に，教育課程の編成・実施の方針及び学位授与の方針については電子電気工学専

攻の HP 内  (http://www.ec.saga-u.ac.jp/gsse_ee/education_intend.html) に公表さ

れている。これらにより構成員（教職員及び学生）へ周知されている。 

 

都市工学専攻 

専攻の入学者受入方針，教育課程の編成・実施の方針，学位授与の方針を専攻が運営す

る HP (http://toshi1.civil.saga-u.ac.jp/index_g.html)で公開している。入学者受入方針につ

いては，募集要項に記載し，高校の受験生等に対しては，オープンキャンパス，進学説明

会，ジョイントセミナー等を活用し，配布・周知を図られている。 

 

先端融合工学専攻 

入学者受け入れ方針は本学ホームページの大学院学生募集要項（http://www.sao.saga-

u.ac.jp/daigakuin/daigakuin_yoko.html）および専攻ホームページ（http://www.fusion.saga-

u.ac.jp）にて公表している。教育課程の編成・実施方針及び学位授与方針は，履修案内に

て公表し，入学時ガイダンスで周知している。 

 

博士後期課程 

システム創成科学専攻 

佐賀大学大学院工学系研究科の 

HP (http://www.se.saga-u.ac.jp/grad/ScienceAndAdvancedTechnology/hakusi.html)に，専

攻の 3 つの方針を公表している。周知状況に関する調査結果は無い。 

 

９ー１ー３ 教育研究活動等についての情報の公表 

 

佐賀大学法人として共通に公表している情報（教員総覧，研究業績データベースなど）

以外に，部局独自に下記の取組を行っている。 

 

理工学部，工学系研究科の教育研究活動等の情報については，理工学部・工学系研究科

のオリジナル HP，理工学部・工学系研究科広報誌「サイエンテック」を年 1 回発行し，学

内外に配布・公表している。広報誌「サイエンテック」については，平成 27 年 10 月に 30

号を発行した長年に渡る実績を有しており，工学系研究科全教員による国際交流活動，教

育・研究成果及び地域貢献・社会活動の年次報告が記載されている。教育情報関連につい

ては，修士論文，博士論文テーマ等を公表している。研究面では，当該年次における著書・

学術論文等から特許に至るまで，研究活動に関するほぼ総ての情報を掲載・公表している。 

「佐賀大学理工学集報」は，年 2 回発行し，平成 28 年 6 月までに 45 巻発行し、第 41 巻
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か ら は 冊 子 体 だ け で な く 、 佐 賀 大 学 工 学 系 研 究 科 の HP (http://www.se.saga-

u.ac.jp/gs/graduate/index.html) 上にも公開している。工学系研究科の教職員・学生及び教職

員の紹介のあった者が投稿できる。本集報は，学位論文要旨及び審査要旨を掲載し，公表

している。 

上記の情報を用いて学部・工学系研究科の自己点検・評価年次報告書を発行し，公表し

ている。 

更にジョイントセミナー等で出前講義，工業高校との懇談会，スーパーサイエンスハイ

スクール事業，サイエンスパートナーシッププロジェクト事業への積極的な参加，後援会

やオープンキャンパス開催，県内の高校及び福岡県の高校（春日，朝倉）の数学と物理教

員との交流会等の教育研究情報発信を地域貢献を通して行っている。 

各専攻独自の取組状況は次の通りである。 

 

数理科学専攻 

 佐賀県および福岡県一部の高校の数学教員との交流会を行っている。 

 

物理科学専攻 

教員の教育研究活動などの情報については，各教員から情報を入力することにより Web

で公表されている。また，学部・工学系研究科の自己点検・評価年次報告書のためのデ－

タを提供している。試験的に facebook による情報公開を行っている。 

 

知能情報システム学専攻 

 専攻ホームページに，専攻内全教員の研究分野，研究テーマを研究グループ毎に一覧で

きるページを設けている。 

 

循環物質化学専攻 

学科・専攻のホームページに教員一覧を設け，各教員の研究テーマを公表している。 

 

機械システム工学専攻 

学科・専攻のホームページに教員一覧を設け，各教員の研究テーマ・研究業績を公表し

ている。 

 

電気電子工学専攻 

教員の教育研究活動などの情報については，Web で公表している(教職員紹介のページ

http://www.ec.saga-u.ac.jp/gsse_ee/staff.html)。さらに詳しく知りたい人のために，氏名を各

教職員が作成したホームページにリンクしている。 

 

都市工学専攻 

学生便覧，理工学部で何を学ぶかおよび履修案内だけでは学生の理解が不足するので，

学科独自で毎年『学科・専攻の案内と学習の手引き』を発行している。学生の評価は高く，
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ほとんどの学生が学習の手引きを頼りにしている。また，専攻が運営する HP 

(http://toshi1.civil.saga-u.ac.jp/index_g.html)で情報を公開している。 

 

先端融合工学専攻 

専攻の教育内容，教員の研究テーマを専攻ホームページ(http://www.fusion.saga-u.ac.jp)

で公開している。 

 

 

９－２ 優れた点および改善を要する点 

【優れた点】 

 教育研究活動についての情報公開については，理工学部・工学系研究科独自の発信媒体

である理工学部・工学系研究科広報誌「サイエンテック」，理工学集報を刊行することによ

り公表している。また，理工学集報をウェブ公開するなど情報提供も適宜，実施している。 

 

【改善を要する点】 

 各専攻の領域を超えて、教員個人の研究活動に関する情報公開を行うために、ウェブの

トップページから簡単にリンクすることで必要な情報が提供できるような効率的・実質的

な面を強化していく必要がある。 

 

 

９－３ 自己評価の概要 

教育研究活動についての情報公開については，従来からの発信媒体である理工学部・工

学系研究科広報誌「サイエンテック」，理工学集報並びにウェブ公開により，概ね評価でき

る。今後は，教育研究活動についての情報について，体系化の観点から検討することが重

要である。 

 

【資料】 

☆ 佐賀大学理工学部・工学系研究科ホームページ 

☆ (http://www.se.saga-u.ac.jp/ug/index.html, http://www.se.saga-u.ac.jp/gs/index.html） 

 ☆ 各学科・選考運営のホームページ（URL は本文参照） 

☆ 平成 27 年度 理工学部都市工学科「学科・専攻の案内と学習の手引き」 
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第１０章 管理運営 
 

 

１０－１ 財務 

 

１０－１－１ 資産 

 

 学部独自の資産はない。 

 

１０－１－２ 経常的収入 

 

研究科に配分される予算は，一般運営経費 340 百万円，部局内特別事業費 40 百万円，

および留学生経費などの事項指定経費 9 百万円を含めて 389 百万円である。 

 

１０－１－３ 収支に係る計画 

 

（１）研究科予算 

一般運営経費の予算配分については研究科予算委員会で行っている。予算配分の基本方

針は以下の通りである。 

① まず，研究科に配分される予算額（340 百万円）から光熱水費を含む，工学系研

究科共通経費（管理経費）を差し引く。 

② 各専攻・学科の学生数，教員数から積算経費，さらに各専攻の配分比率を計算す

る。 

③ 配分比率から各専攻の配分額が決まる。 

④ 各専攻の配分額を予算委員会にて審議を行い，了承後，教授会で報告する。 

⑤ 学長裁量経費，留学生経費，共同研究費，受託研究費，科学研究費は，別途配分

する。 

なお，光熱水費については，平成 18 年度より使用量に応じて専攻負担額を決める方法を

導入し，一部受益者負担とした。 

（２）専攻予算 

専攻に配分される予算原資は，主に一般管理運営費と研究科長経費である。両者を合算

した専攻配分額は，専攻規模により 13,000 千円～25,000 千円である。 

専攻に配分された予算は，さらに専攻の各講座あるいは教員ごとに配分される。配分方

法は，専攻によって異なるが，大部分の専攻は，個人配分方式を取っている。予算配分に

は，職制（教授，准教授・講師，助教），指導する卒業研究生や大学院生数，受持つ授業の

コマ数，専攻に対する貢献度等を考慮している場合もあるが，専攻内の配分方法は，専攻

に任されており，研究科としての統一基準はない。 
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（３）管理共通費 

 研究科および学部の管理運営のための光熱水費（専攻負担分を除く）及び建物維持管理

費などの共通経費である。 

 

１０－１－４ 収支の状況 

 

（１）研究科予算 

平成 27 年度の部局内特別事業費は工学系研究科長経費（中期計画実行経費）のみで，予

算額は約 40 百万円であり，支出額は 38 百万円であった。 

平成 27 年度の工学系研究科長経費（中期計画実行経費）は，平成 26 年度と同額の 40,072

千円が措置された。工学系研究科では，中期計画推進経費（旧基盤経費），若手研究者支援

経費（旧重点的研究経費），重点的教育経費，教育研究支援経費，研究科長裁量経費の 5 項

目を設けて，工学系研究科・理工学部の教育研究に対して重点的に支援した。 

研究科長経費（中期計画実行経費）の予算額は以下の通りである。 

 

 ア）中期計画推進経費                      11,500 千円 

  工学系研究科における中期目標計画を推進するための経費 

イ）若手研究者支援経費                      5,500 千円 

原則として，若手研究者を対象とした１件当たり 70～100 万円の研究支援経費で，平

成 27 年度は申請 6 件に対して 6 件が選定された。 

ウ）重点的教育経費                        18,500 千円 

１．国際パートナーシッププログラム経費（7,000 千円） 

        本研究科で実施している国際パートナーシップ教育プログラムの実行経

費で，平成 27 年度は申請により 8 件が実施された。 

２．博士後期課程充実費（4,000 千円） 

日本人の学生を指導する工学系研究科およびセンター教員の研究指導者

に対する支援経費で，平成 27 年度は，24 人の院生が対象になった。 

 また,学会発表支援経費として申請した 15 人の院生を対象に１人当たり

5～10 万円の支援を行った。 

３．博士前期課程充実費（6,000 千円） 

日本人の学生を指導する工学系研究科およびセンター教員の研究指導

者に対する支援経費で，平成 27 年度は，375 人の院生が対象になった。 

また,学会発表支援経費として平成 26 年度の学会発表・論文発表実績

に応じて,各専攻別に予算配分を行った。 

エ）教育研究支援経費                        2,072 千円 

技術部運営経費（1,040 千円），「工学系高度人材育成コンソーシアム佐賀」関係経

費（500 千円），工学系研究科・理工学部ホームページ管理費（532 千円）として支

援している。 

 オ）工学系研究科長裁量経費                    2,500 千円 
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（２）専攻予算 

平成 27 年度の予算額は約 161 百万円であり，支出額は約 163 百万円であった。 

（３）管理共通費 

平成 27 年度の予算額は約 179 百万円であり，支出額は約 179 百万円であった。 

 

以上から，研究科全体の収支は約 3 万円の予算残額となった。  

 

１０－１－５ 資源配分 

 

（１）資源配分の方針と策定 

講義室，研究室，実験室，会議室，事務室等の資源（面積）配分は，施設マネジメント

委員会で行っている。大学法人化以前は，学部の資格面積が学生定員，教員定数から決め

られ，そのうち，実際に建設が認められた施設面積が現在の学部占有面積になっている。

工学系研究科では，基本的方針として施設面積の効率的に使用を進めるため，面積を予算

のように専攻や講座に配分する方式をとらず，施設の一元的管理を目指している。しかし，

有効利用という立場から暫定的な措置として，各専攻に対する緩やかな施設配分を実施し

ている。配分の算定方式は以下の通りである。 

①まず，専攻の占有面積から事務部，会議室，講義室，リフレッシュルームのほか，廊

下，トイレ，階段などの共通部分を差し引き， 

② つぎに，共用の共同研究実験室（コラボ研究施設）として２フロアー分を差し引き， 

③さらに，専攻・学科ごとに法人化前の基準に従い，学生定員，教員定員から各専攻の

資格面積を算出し，配分係数を計算し，最後に，専攻・学科の配分係数から専攻・学

科の占有面積を計算している。 

④各専攻の資格面積に対する占有面積の割合は，かなりの格差があるが，これは施設マ

ネジメント委員会において各専攻が互いに専攻・専門の特殊性を認めて合意した結果

である。 

 

（２）光熱水量使用料金の抑制 

光熱水量の使用料金高騰による教育研究費への圧迫が問題となっており，平成 18 年度

から使用量に応じて負担する受益者負担制度を導入し，光熱水量使用料金の抑制を図っ

ている。平成 27 年度は以下のような対策を実施した。 

１．エアコンの交互運転（夏季，冬季）を実施した。 

２．全教職員に対しメールにて省エネルギー対策を呼びかけた。（年 2 回） 

３．光熱水料の推移をグラフで表示し掲示板に掲示した。 

４．電気料については，翌年度に精算を行った。 

・原則検針メーターで使用料を算出（各専攻 原則 1/2 負担） 

・検針メーターで算出できないときは，施設利用面積で算出 

・共用部分（廊下，階段等）は管理部負担 

５．毎週金曜日は定時で退庁するようにしている。 
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６．エアコン,照明器具の更新に当たっては省エネタイプに切り替えた。 

表 10-2 のとおり，平成 18 年度から平成 27 年度までの光熱水量と使用料の推移を

示し，また，使用料金の推移を図 10-1 に図示した。光熱水料は，平成 18，19 年度

から安定的に抑制されたが，平成 27 年度は，単価値上げ等により平成 18 年度と比

較して電気料で 0.75％増，水道料で 49.05％減，ガス料で 14.37％減，全体では

12％の減であった。  

 

表 10-2 光熱水量の推移 

年

度 

電   気 上 下 水 道 ガ  ス 
 合 計 

使用量 料 金 使用量 料 金 使用量 料 金 

kwh 円 ㎥ 円 ㎥ 円 円

18 3,589,976 50,141,432 27,234 16,112,662 148,443 18,350,906 84,605,000

19 3,352,037 43,886,056 21,341 11,362,222 176,752 17,565,054 72,813,332

20 3,166,576 44,500,753 22,000 11,664,427 140,933 15,851,660 72,016,840

21 3,098,878 41,844,995 20,579 10,865,175 142,099 13,532,026 66,242,196

22 3,292,234 42,864,111 24,453 13,482,994 192,821 19,973,037 76,320,142

23 3,345,130 48,968,667 19,553 10,692,669 143,308 16,736,146 76,397,482

24 2,988,080 47,118,354 15,041 8,325,435 133,623 16,159,191 71,602,980

25 3,166,000 53,233,843 15,546 8,768,156 143,296 19,380,777 81,382,776

26 3,017,588 56,230,071 13,309 7,780,783 123,030 17,643,139 81,653,993

27 2,925,236 50,516,207 14,062 8,209,719 127,114 15,714,703 74,440,629
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図 10-1 光熱水料金の推移 

 

 

 

１０－１－６ 財務諸表 

 

 学部・研究科では，財務諸表は作成していない。 

法人事務局において，各部局の決算報告を受けて，適切に財務諸表等が作成され，

監査法人による監査が実施されている。 

 

１０－２ 管理運営と事務組織 

 

１０－２－１ 管理運営組織と事務組織 

 

（１） 研究科長・学部長および補佐体制 

(1.1)研究科長・学部長の権限と役割 

研究科長は，工学系研究科に関する校務をつかさどるとともに，工学系研究科を代表し，

研究科の基本方針，将来計画，人事，管理運営，予算，教育，研究，社会貢献，国際貢献

などの研究科の運営および教育研究活動における指導的立場にある。また，研究科長は，

研究科の重要事項を審議する教授会を主宰し，教授会の議に基づいて学長の意思決定を助

けている。また研究科においては，代議員会，企画運営会議，評価委員会など，研究科運

営に関する主要な会議や委員会において自ら議長を務め，また，各種委員会の委員長を指
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名することで研究科の円滑な運営に努めている。 

また，研究科長は，教員人事についても，すべての教員選考委員会に出席して意見を述

べることができ，研究科の人事計画について方針を示すことができる。このほか，研究科

長は，理工学部の学部長を兼務しており，理工学部教授会の議長を務め，学部の管理運営，

教育，研究についても中心的役割を担うとともに，学部と大学院の一体的運営を実現して

いる。 

(1.2)副研究科長 

平成 19 年 4 月より，学部選出の評議員 1 名と学部長指名 1 名の計 2 名の副学部長を置

いた。また，平成 20 年 4 月より，さらに 1 名を追加指名して，3 名の副学部長が学部長を

補佐していた。平成 22 年度からは，全ての理工学部教員は大学院工学系研究科に籍を置く

こととなり，研究科選出の評議員 1 名と研究科長指名 2 名の計 3 名の副研究科長を置いて

いる。 

(1.3)研究科長補佐 

現在は，研究科の運営が専攻間の調整だけですむ状況にはなく，研究科長を中心として

研究科が一体となって取り組まなければならない課題が増えている。本研究科では，副研

究科長の他に研究科長補佐 3 名（教員）を置いて研究科長の補佐体制を強化している。 

(1.4)企画運営会議  

 研究科長の業務を補佐するために企画運営会議を置いている。研究科長のほか，副研究

科長 3 名，研究科長補佐 3 名および事務長で構成する。具体的な活動としては，ほぼ月 1

回の割合で開催し，工学系研究科および理工学部の運営並びに教育研究の活性化および将

来構想等に係る重要な事項について調査審議するとともに，教授会や代議員会，における

円滑な審議を図るための議事の整理等について研究科長を補佐している。 

 

（２） 研究科教授会・研究科代議員会 

 研究科教授会は研究科長・教員の選考に関する事項，教育課程の編成に関する事項，学

生の入学，卒業又は課程の修了その他その在籍に関する事項および学位の授与に関する事

項，その他教育又は研究に関する重要事項を審議する機関であり，専任の教授，准教授，

講師で構成している。教授会は，原則として，月 1 回第 2 水曜に開催している。教授会の

議長は，研究科長が務めている。教授会には，関連研究センターや附属施設の教員（専任

の教授，准教授，講師）も出席し，意見を述べることができる。議事は，前回議事録の確

認，議事（審議事項，報告事項）の順で行われる。 

 代議員会は，研究科長，副研究科長（3 名），専攻長（8 名）で構成し，教務委員長は，

オブザーバーとして会議に出席している。代議員会は，予め教授会が定めた審議事項につ

いて審議し，代議員会の議決をもって教授会の議決としている。また，代議員会は専攻長

が出席しているので，専攻間の調整や研究科の運営に関する協議も行っている。 

教授会および代議員会の主な審議事項は以下の通りである。 
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表 10-3 教授会および代議員会の主な審議事項 

 審 議 事 項 

教授会 

１．研究科長の選考 

２．教員の人事選考 

３．教育課程の編成 

４．学生の入学・卒業と学位の授与 

５．その他教育又は研究に関する重要事項 

代議員会 

１．非常勤講師の任用 

２．共同研究・受託研究の受入れ 

３．研究員の受入れ 

４．単位認定 

５．学籍異動 

６．学術交流協定の締結 

７．教員の兼業 

 

 

(３) 理工学部教授会・理工学部代議員会 

 理工学部の重要事項を審議するため理工学部教授会が置かれている。理工学部教授会は

学部長（研究科長兼務）が主宰し，通常，月 1 回，開催している。審議事項の主なものは，

学部における教育または研究に関すること，学部における入学その他学生の身分に関する

こと，学部における学位の授与等に関することである。 

代議員会は，予め教授会が定めた審議事項について審議し，代議員会の議決をもって教

授会の議決としている。 

 

（４）各種委員会等 

(4.1)研究科・学部委員会等 

大学院及び学部における教育研究を円滑に進めるため，研究科長や研究科教授会，学部

教授会の下に各種委員会等を設置している。各種委員会等は，研究科長指名委員や教授会

で選出された委員で構成し，該当分野に関する情報収集，専攻間の意見調整，研究科とし

ての意思決定などを行っている。各種委員会等は，必要に応じて研究科教授会・学部教授

会の議を経て改廃あるいは設置される。 

平成 26 年 4 月 1 日現在，工学系研究科および理工学部には以下の各種委員会等が置か

れており，活発な活動を展開している。なお，平成 27 年 11 月 11 日より，工学系研究科・

理工学部組織再編委員会が新たに設置された。 
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表 10-4 工学系研究科及び理工学部における各種委員会等 

 

 

各委員会の目的，構成員，関連規程等は以下の通りである。 

 

 １．企画運営会議 

[目的］研究科長を補佐し，大学院工学系研究科および理工学部の運営並びに教育研

究の活性化および人事の在り方，将来構想等に係る重要な事項について調

査審議を行う。 

[構成］研究科長，副研究科長 3 名，研究科長が指名した者 3 名（[教務委員長を含

 委員会等名称（＊印は規程あり） 役     割 

工学系研究科 

１．企画運営会議＊ 

２．評価委員会＊ 

３．個人評価実施委員会 

４．予算委員会＊ 

５．施設マネジメント委員会 

６．研究委員会＊ 

７．学生委員会＊ 

８．留学生委員会＊ 

９．教務委員会＊ 

10．入試検討委員会＊ 

11．広報委員会＊ 

12．集報・ｻｲｴﾝﾃｯｸ編集専門委員会 

13．FD 委員会＊ 

14．人事のあり方検討委員会 

15．就職委員会＊ 

16．国際ﾊﾟｰﾄ-ﾅｰｼｯﾌﾟ推進委員 

17．技術部運営委員会＊ 

18．男女共同参画推進委員会＊ 

19．連携大学院運営委員会＊ 

20．特別コース運営委員会＊ 

21．SIPOP 運営委員会 

22．大講座関連合同会議 

研究科長の補佐機関 

研究科・専攻学科・個人の評価に関すること 

個人の評価に関すること 

研究科の予算決算に関すること 

施設の整備・使用に関すること 

研究の推進に関すること 

学生支援に関すること 

留学生支援に関すること 

教育課程，単位認定等に関すること 

入学試験に関すること 

各種広報に関すること 

集報と ScienTech の編集に関すること  

FD 活動に関すること 

人事計画の方針に関すること 

就職支援に関すること 

国際ﾊﾟｰﾄ-ﾅｰｼｯﾌﾟに関すること 

技術部の運営に関すること 

男女共同参画の推進に関すること 

連携大学院の運営に関すること 

地球環境科学特別コースの運営に関すること 

戦略的国際人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの運営に関すること 

大講座・連大の関連事項の協議に関すること 

理工学部 

23．学生委員会＊ 

24．教務委員会＊ 

25．入試検討委員会＊ 

26．FD 委員会＊ 

27．就職委員会＊ 

28．留学生委員会＊ 

29．教育の質保証・JABEE 委員会 

30．学士課程教育検討委員会 

学生支援に関すること 

教育課程，単位認定等に関すること 

入学試験に関すること 

FD 活動に関すること 

就職支援に関すること 

留学生支援に関すること 

JABEE 認定に関すること 

学士課程教育の構築に関すること 

工学系研究科・

理工学部 

31．専攻長・学科主任協議会 

32．安全衛生委員会＊ 

33．工学系研究科・理工学部組織再編

委員会＊ 

 

学部および研究科の安全衛生活動に関すること 

再編計画を立案するとともに具現化すること 
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む），事務長 

[規程］企画運営会議規程(平成 16 年４月１日制定，平成 23 年 3 月 20 日改正） 

２．評価委員会 

[目的］大学院工学系研究科および理工学部の部局等評価，外部評価，個人評価，法

人評価および大学機関別認証評価を推進する。 

[構成］研究科長，副研究科長，評議員，各専攻長，教務委員長，研究科長が指名す

る者，事務長 

[規程］評価委員会規程（平成 16 年４月１日制定，平成 22 年 3 月 3 日改正） 

３．個人評価実施委員会 

[目的］教員の自己点検・評価の実施と検証を行う。 

[構成］研究科長，副研究科長，評議員，各専攻長，事務長 

[規程］工学系研究科個人評価実施委員会の構成員に関する申合せ（平成 22 年 3 月

3 日改正） 

４．予算委員会 

[目的］大学院工学系研究科・理工学部における予算配分，決算，節約等に関する事

項を審議する。 

[構成］各専攻 1 名。委員長は，研究科長の推薦により委員の互選で選出。 

[規程］工学系研究科予算委員会内規（平成 19 年 3 月 20 日制定，平成 23 年 3 月 20

日改正） 

５．施設マネジメント委員会 

[目的］工学系研究科の施設計画および整備（改修を含む），施設の利用状況の点検・

評価，研究科の環境保全および交通，共有スペースの管理について研究科・

専攻間の意見調整を行う。 

[構成］各専攻 1 名，委員長は互選で選出。 

[規程］１．工学系研究科施設マネジメント委員会規程（平成 16 年 4 月 1 日制定，   

平成 22 年 3 月 3 日改正） 

２．工学系研究科施設点検・評価細則 

３．工学系研究科共有スペース利用細則 

６．研究委員会 

[目的］大学院工学系研究科および理工学部の研究の推進に関する事項を審議する。 

[構成］研究科長（委員長），副研究科長 1 名，各専攻長，研究科長が指名する若干名  

[規程］工学系研究科研究委員会規程（平成 20 年 3 月 7 日制定，平成 22 年 3 月 3

日改正） 

７．学生委員会（23.学生委員会） 

[目的］大学院工学系研究科および理工学部学生の厚生補導など，学生支援に関する

研究科の意思決定および専攻間の連絡調整を行う。 

[構成］各専攻（学科）1 名，委員長は互選で選出 

[規程］工学系研究科学生委員会規程（平成 19 年 3 月 20 日制定，平成 22 年 3 月 3

日改正） 
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理工学部学生委員会規程（平成 19 年 3 月 20 日制定） 

８．留学生委員会（28.留学生委員会） 

[目的］工学系研究科および理工学部に在籍する外国人留学生の研究・教育および国

際交流を促進する。 

[構成］留学生担当教員 2 人，留学生センター運営委員，各専攻 1 人 

委員長は互選で選出。 

[規程］工学系研究科留学生委員会内規（平成 16 年 3 月 21 日制定，平成 22 年 3 月

3 日改正） 

理工学部留学生委員会内規（平成 19 年 4 月 11 日制定） 

９．教務委員会（24.教務委員会） 

[目的］効果的な教育を実現するための教育プログラムの編成，実施計画，教育評価

システム等に関する事項について調査検討し，専攻・学科間の協議を行って

いる。 

[構成］教授のうち研究科長（学部長）が指名した 1 人，各専攻（学科）1 人。 

委員長は，委員の中から研究科長（学部長）指名により選出。 

[規程］工学系研究科教務委員会内規（平成 19 年 3 月 20 日制定，平成 22 年 3 月 22

日改正） 

理工学部教務委員会内規（平成 19 年 3 月 20 日制定） 

10．入試検討委員会（25.入試検討委員会） 

[目的］大学院および学部入試のあり方・実施要領の検討および入学試験業務の実施

支援などを行う。 

[構成］副研究科長（副学部長）のうち研究科長（学部長）が指名した者，各専攻（学

科）1 人，委員長は副研究科長（副学部長）。 

別に，委員長代理を置く。委員長・委員長代理ほか，委員 1 人は，全学入学 

試験委員会委員を，また委員長代理・委員 1 人は入学者選抜方法等専門委員

会委員を兼ねる。 

[規程］工学系研究科入試検討委員会内規（平成 19 年 3 月 20 日制定，平成 23 年 4

月 13 日改正） 

理工学部入試検討委員会内規（平成 19 年 3 月 20 日制定） 

11．広報委員会 

[目的］大学院工学系研究科および理工学部の広報活動に関する事項を処理する。 

[構成］副研究科長のうち研究科長が指名した者，各専攻 1 人，教務委員長,  

委員長は副研究科長のうち研究科長が指名した者 

[規程］工学系研究科広報委員会規程（平成 18 年 3 月 20 日制定, 平成 23 年 4 月 13

日改正） 

12．集報・サイエンテック編集専門委員会 

[目的］理工学部集報およびサイエンテックの募集，編集に関する事項を処理する。 

[構成］各専攻 1 人，委員長は互選で選出。 

13．FD 委員会（26.FD 委員会） 
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[目的］大学院教育および学部における FD 活動を推進し，教員の教育能力の向上を 

図る。 

[構成］研究科長（学部長），副研究科長（評議員），教務委員長，各専攻（学科）1

人，事務長で構成。 

委員長は各専攻（学科）から選出された委員の中から研究科長(学部長)指名

により選出。 

[規程］工学系研究科 FD 委員会内規（平成 19 年 3 月 20 日制定，平成 23 年 3 月 20

日改正） 

理工学部 FD 委員会内規（平成 19 年 3 月 20 日制定） 

14．人事のあり方検討委員会 

[目的］工学系研究科の将来像を見据えた人事計画を策定する。 

[構成］企画運営会議のメンバーに同じ 

15．就職委員会（27.就職委員会） 

[目的］大学院学生および学部学生の就職支援に関する情報収集と就職先企業等の 

開拓を行う。 

[構成］副研究科長のうち研究科長が指名した者，各専攻 1 人，本研究科から選出 

されたキャリアセンター併任教員, 研究科長（学部長）が指名した教員 

[規程］工学系研究科就職委員会内規（平成 19 年 3 月 20 日制定，平成 23 年 3 月 20

日改正） 

理工学部研究科就職委員会内規（平成 19 年 3 月 20 日制定） 

16．国際パートナーシップ推進委員 

[目的］国際パートナーシッププログラムの円滑な推進とまとめ，外部資金への応 

募作業を行う。 

[構成］先端融合工学専攻の村松教授 1 名のみ 

17．技術部運営委員会 

[目的］技術部の管理・運営，年度計画，予算，自己点検・評価，その他技術部に関

する事項を審議する。 

[構成］技術部長（学部長），技術長，副技術長，各部門長，各専攻 1 人，事務長 

[規程］工学系研究科技術部運営委員会規程（平成 19 年 4 月 11 日制定，平成 22 年

3 月 3 日改正） 

18．男女共同参画推進委員会 

[目的］男女共同参画を推進する事項を審議する。 

[構成］本研究科から選出された男女共同参画推進委員 1 人，本研究科から選出され

た同和・人権問題委員会委員 1 人，各専攻 1 人，研究科長が指名した教員 

[規程］工学系研究科男女共同参画推進委員会規程（平成 22 年 10 月 6 日制定） 

19．連携大学院運営委員会 

[目的］大学院工学系研究科と独立行政法人産業技術総合研究所における大学院工

学系研究科連携大学院方式の円滑な運営を図る。 

[構成］研究科（連携大学院関連講座）から選出された 7 人，産総研から選出された

ー297ー



2 人。委員長は互選で選出。 

[規程］工学系研究科連携大学院運営委員会規程（平成 16 年 4 月 14 日制定，平成

22 年 3 月 3 日改正） 

20．特別コース運営委員会 

[目的］工学系研究科および農学研究科における地球環境科学に関する教育研究指

導を英語で行う特別コースの運営について審議する。 

[構成］工学系研究科の各系から各 1 人，農学研究科 4 人，工学系研究科および農学

部の国際交流推進センター運営委員会委員又は留学生担当専門教員から各 1

人，工学系研究科および農学部の留学生担当専門教員から各 1 人 

[規程］佐賀大学大学院地球環境科学特別コース運営要項（平成 16 年 4 月 1 日制定, 

平成 24 年 6 月 13 日改正） 

21．SIPOP 運営委員会 

[目的］工学系研究科博士後期課程における戦略的国際人材育成プログラムの運営

について審議する。 

[構成］研究科長, 石橋教授（委員長）, 萩原教授（研究科長補佐） 

陪席者として国際交流推進センター運営委員（工学系研究科）と教務委員長 

[規程］未制定 

22．大講座関連合同会議 

[目的］工学系研究科博士後期課程 3 専攻の運営について審議する。 

[構成］林田研究科長, 3 専攻の専攻長, 各大講座の主任と副主任, 教務委員長, 事

務長, 副事務長, 係長で構成 

29．教育の質保証・JABEE 委員会 

[目的］理工学部各学科の教育プログラムの JABEE（日本技術者教育認定機構）認証

を目指し，JABEE に関する情報交換と受審支援を行う。 

[構成］各学科 1 名，委員長は学部長推薦。 

30．学士課程教育検討委員会 

[目的］理工学部の教育プログラムにおける質の保証に関する意見交換を行う。 

[構成］学部長，3 名の副学部長，各学科の学科主任，教務委員長 

31．専攻長・学科主任協議会 

[目的］工学系研究科および理工学部における諸案件について協議を行う。 

[構成］研究科長, 各専攻の専攻長，各学科の学科主任 

32. 安全衛生委員会 

[目的］工学系研究科および理工学部における教職員，学生の安全衛生活動を推進

する。 

[構成］各専攻１名，事務長，委員長は互選によって選出。 

[規程］工学系研究科・理工学部安全衛生管理規程（平成 16 年 4 月 1 日制定, 平成

22 年 3 月 3 日改正） 

33．工学系研究科・理工学部組織再編委員会 

[目的］教育組織及び教員組織の再編について検討し，再編計画を立案するとともに
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具現化することを目的とする。 

[構成］3 名の副研究科長，各専攻から推薦された教授，教務委員長，事務長 

 

 (4.2)研究科・学部内会議 

１．専攻会議等（各専攻） 

[目的］専攻運営のための教員間の協議，意見調整および実務のための連絡等を行う。 

[構成］学科によって異なる。ほとんどの学科は，助教以上の教員で構成。技術職員

を加えている学科もある。 

 ２．工学系研究科博士前期課程専攻会議（各専攻） 

[目的］大学院博士前期課程の運営のための協議，意見調整および実務のための連

絡等を行う。 

[構成］大学院博士前期課程担当教員で構成。 

 ３．工学系研究科博士後期課程大講座会議（各大講座） 

[目的］大学院博士後期課程の運営のための協議，意見調整および実務のための連

絡等を行っている。 

[構成］大学院博士後期課程担当教員で構成。 

 ４．大講座主任副主任会議 

[目的］博士後期課程各大講座間の教務関係の意見調整と学位論文の事前審査等を

行っている。 

[構成］博士後期課程の各大講座主任および副主任  

 ５．コース・部門長会議 

[目的］博士後期課程各コースおよび部門間の教務関係の意見調整と学位論文の事

前審査等を行っている。 

[構成]博士後期課程の各コースのコース長および各部門の部門長 

 

(4.3)全学委員会 

佐賀大学における意思決定や学部間の意見調整を行う目的で各種の全学委員会が設置

されており，工学系研究科からも委員が出席している。（委員会名の後の( )は，工学系研

究科からの委員数） 

 

（１） 教育研究評議会（2） 

（２） 同和・人権問題委員会（2） 

（３） 総合情報基盤センター運営委員会（1） 

（４） 総合情報基盤センター運用委員会（1） 

（５） 情報企画委員会（1） 

（６） 情報公開・個人情報保護委員会(1) 

（７） 人事制度委員会（2） 

（８） 安全衛生管理委員会（1） 

（９） 安全衛生管理委員会実験系廃棄物専門委員会(1) 
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(10)   安全衛生委員会・本庄地区(1) 

(11)   大学教育委員会（4） 

(12)   大学教育委員会ＦＤ専門委員会(1) 

(13)   大学教育委員会教務専門委員会(1) 

(14)   大学教育委員会企画・評価専門委員会(1) 

(15)   全学教育機構英語能力試験実施委員会(1) 

(16)   教員養成カリキュラム委員会(2) 

(17)   教員養成カリキュラム評価部会(1) 

(18)   学生委員会（3） 

(19)   保健管理センター運営委員会（2） 

(20)   大学院学資金返還免除候補者学内選考委員会(2) 

(21)   キャリアセンター運営委員会（2） 

(22)   入学試験委員会（2） 

(23)   合否判定処理システム専門委員会(2) 

(24)   アドミッションセンター運営委員会(2) 

(25)   社会貢献推進委員会（2） 

(26)   放射性同位元素安全管理委員会（2） 

(27)   動物実験委員会（1） 

(28)   総合分析実験センター運営委員会（1） 

(29)   総合分析実験センター生物資源開発部門（1） 

(30)   総合分析実験センター機器分析部門（1） 

(31)   総合分析実験センター放射性同位元素利用部門（1） 

(32)   総合分析実験センター環境安全部門（1） 

(33)   低平地沿岸海域研究センター運営委員会（2） 

 (34)   シンクロトロン光応用研究センター運営委員会（2） 

(35)   シンクロトロン光応用研究センター将来構想委員会(2) 

(36)   遺伝子組換え実験安全管理委員会（1） 

(37)   海洋エネルギー研究センター運営委員会（2） 

(38)   地域学歴史文化研究センター運営委員会（1） 

(39)   産学・連携推進機構運営委員会(1) 

(40)   産学・地域連携機構知的財産審査委員会(1) 

(41)   輸出管理アドバイザー(1) 

(42)   利益相反委員会(2) 

(43)   附属図書館運営委員会（1） 

 (44)   附属図書館電子ジャーナル等専門委員会(2) 

(45)   研究費不正防止計画推進委員会(1) 

(46)   施設マネジメント委員会（2） 

(47)   ハラスメント相談員(2) 

(48)  障がい者就労支援教育実施委員会(1) 

ー300ー



(49)   男女共同参画推進委員会(2) 

(50)   男女共同参画推進室(1) 

(51)   国際交流推進センター運営委員会(1) 

(52)   国際交流推進センター国際交流企画推進室(1) 

(53)   国際交流推進センター学生交流部門(1) 

(54)   国際交流推進センター学術研究交流部門(2) 

(55)   国際交流推進センター地域国際連携室(1) 

(56)   情報統括室(1) 

(57)   広報戦略会議(1) 

(58)   環境安全衛生管理室(1) 

 (59)   評価室(3) 

(60)   教員免許更新講習室(2) 

 (61)   学生支援室(1) 

(62)   佐賀大学総合研究戦略会議(2) 

 

（５）専攻長等 

 博士前期課程の各専攻長は，専攻を代表し，専攻の運営および専攻における教育研究活

動に関する事項を処理し，専攻運営の責任者としての役割を果たしている。専攻長の責任

および権限については，工学系研究科運営規程第 4 条第 5 項に「専攻長は，研究科の運営

に関し，研究科長を助ける」，また，同規程同条第 6 項に，「専攻長は，専攻における教育

研究の実施責任者とする」と明記している。専攻に，専攻の専任教員等で構成する専攻会

議等が置かれており，専攻によって専攻長が主宰している場合と，別に議長を置いて運営

している場合がある。専攻は，学科・専攻の学生に対して教育に責任をもつ最小単位であ

り，その意味で専攻会議等の役割は大きい。 

 また，博士後期課程システム創成科学専攻に専攻長を置くとともに，専攻内の 4 つのコ

ースにコース長，コース内の各部門に部門長を置いている。システム創成科学専攻におい

て，コース相互間の運営及びコース相互間における教育研究に関する事項を審議するため

に，コース・部門長会議を設置し，専攻長が議長となって会議を主宰している。 

 

（６）専攻・学科の運営 

 各専攻・学科に専攻・学科会議を置き，教員が連携して学科・専攻の教育研究を行う体

制になっている。専攻・学科会議では，専攻・学科運営に関する重要事項や教育課程の編

成，教育改善等の FD 活動等を行っている。必要に応じて，専攻会議は，専攻の基礎となる

学科の教員会議と合同で開催される。 

   

各専攻の運営状況は以下の通りである。 

数理科学専攻 

 数理科学専攻会議は必要な場合に適宜開催し，議事録を専攻長が作成してメールで他の

教員に周知している。ただし，単純な事務的確認事項に対して，あるいは緊急を要する場
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合には，メール会議により随時の対応を行うこともある。 

物理科学専攻 

 専攻内の全ての案件は専攻の全教員から構成される学科・専攻教室会議の合議によって

決定している。教室会議は原則隔週で，必要があれば随時，開催している。議長と書記は

前年度末までに，同会議で選出されている。議長と書記は会議の議事録を作成し，専攻の

全教員にメールで送付している。 

知能情報システム学専攻 

 専攻内の全ての案件は専攻教室会議の合議によって決定している。教室会議は，必要な

らば，水曜日 12 時 30 分より開催する。教室会議の議題は教員の提起にもとづいて専攻長

が判断する。教室会議に直接掛ける必要のない案件（年中行事の連絡など）は専攻内メー

リングリストを用いてメールで審議している。教室会議の議事録はメールによる配信によ

り確認し、専用の Web サーバに蓄積している。 

循環物質化学専攻 

 学科・専攻の人事，予算，教務など学科運営上の事項を学科・専攻会議で議論・審議し

ている。専攻会議は 1 月に 1 回定期的に開催している。緊急且つ重要な議題がある場合は

臨時の会議も開催している。専攻には，教育プログラム委員会，分野別教員会議，教育 FD

委員会，研究 FD 委員会，教育改善委員会，安全委員会を置き，PDCA サイクルによる円滑

な教育活動の改善を進めている。また，教育プログラム評価委員会を設置している。この

外に，安全・エコ活動を実施する安全委員会を設置し，安全衛生活動に取り組んでいる。 

機械システム工学専攻 

全教員はいずれかの委員を兼ね，学科・専攻の運営に参画している。JABEE 推進委員会

を設置し，教務委員を含む JABEE 推進委員（12 名）が専攻会議に対し，教育カリキュラム

や履修の問題点，改善点を提案し，専攻会議で承認を得る手順を取っている。学科・専攻

会議の議事録を整備し，専攻長が議事録を学科・専攻会議メンバーに配信している。技術

職員，事務職員に関連する事項は，その都度，関連ある職員にも配信している。 

電気電子工学専攻 

専攻長を議長とする専攻・学科会議（助教以上の教員全員が参加，工学系研究科技術部

電気電子工学部門長と書記 2 名の技術職員）を置き,原則として隔週で開催している。専

攻・学科会議では，学生に関する重要な事項, 専攻内での予算の執行, 施設設備の有効活

用等について議論している。専攻・学科会議の議事録を作成し，専攻・学科会議メンバー

に配信している。専攻・学科会議の決定事項は, 専攻長が適切な方法で実行している。教

員人事に関わる方針は教授会メンバーの承認を得る。 

都市工学専攻 

専攻長を議長とする専攻会議（教職員全員が参加）を置き, 原則として 2 週間に 1 回開

催している。緊急を要する案件に対しては，メール会議を開いている。専攻の人事，予算，

教務など学科運営上のすべての事項を専攻会議で議論・審議している。都市工学専攻と低

平地沿岸海域研究センターは相互に協力関係にあることから都市工関連のセンター専任教

員も会議に参加している。専攻会議の議題と議事録を作成し，専攻会議教員と関係する技

術職員，事務職員全員に配信している。 
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先端融合工学専攻 

専攻長を議長とする専攻教授会議（教授全員が参加）と専攻会議（助教以上の教員全員

が参加）を置き，前者においては必要に応じて，後者においては毎月 1 回開催している。

専攻教授会議においては，教員の大学院担当資格，教員人事，専攻長人事，将来構想等に

ついて議論している。選考会議では，専攻の運営に関わるすべての事項について審議して

いるが，軽微な事項に関してはメール審議としている。緊急かつ重要な議題がある場合は

臨時会議を開催している。また，代議員会等の報告事項は，定例専攻会議およびメールに

より全教員に周知している。議長は会議の議事録を作成し，専攻の全教員にメールで配布

している。 

 

システム創成科学専攻 

専攻長は電子情報システム学コース，生産物質科学コース，社会循環システム学コース

および先端融合工学コースの 4 つのコースを主宰し，各コースの取りまとめを行っている。

先端融合工学コース以外の各コースはそれぞれ複数の部門から構成され，それぞれの部門

に部門長が置かれている。教員の資格審査はこの部門単位で事前に行っている。コース相

互間の運営やコース相互間における教育研究に関する審議を行うためにコース主任・部門

長会議を置いている。 

 

また，各学科の運営状況は以下の通りである。 

数理科学科 

 数理科学科では，学科長を議長とする学科会議（講師以上の教員全員が参加）を置き，

随時開催している。学科会議では，委員の候補の選考，学生に関する重要事項，教員人事

に関わる方針，学科内での予算執行，施設設備の有効活用等について議論と決定を行う。

学科会議の決定事項は学科長が適切な方法で実行し，必要な場合は他の教員が補佐を行う。 

物理科学科 

 学科主任とは別に定められた者を議長とする教室会議（教員全員が参加）を置き，原則

として隔週で開催している。教室会議では，学生に関する重要な事項，教員人事に関わる

方針，学科内での予算の執行，施設設備の有効活用等について議論している。教室会議の

決定事項は，学科主任が適切な方法で実行している。 

知能情報システム学科 

 学科主任を議長とする学科教室会議（助教以上の教員全員が参加）を置き，教員より議

題申請があった場合，原則として専攻教室会議後に開催する。教室会議では，学生に関す

る重要な事項，学科内での予算の執行，施設設備の有効活用等について議論している。議

事録をメールで周知し，学科会議の決定事項は，学科主任が適切な方法で実行している。 

機能物質化学科 

 学科主任の補佐役として，副学科主任を置いている。副学科主任は学科主任の補佐・代

理的な役割の他に，学生の就職支援の仕事を中心になって行っている。学科主任のもとに

学科会議をおき，学科の意思決定を行なう。この他に，教務委員，教育プログラム委員，

分野別教員会議，教育プログラム評価委員，教育 FD 委員，教育改善委員会，研究 FD 委員，
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安全委員をおき，学科会議の決定事項を実行している。 

機械システム工学科 

 学科主任を議長とする専攻・学科会議（助教以上の教員全員が参加）を置き，原則とし

て毎週開催している。専攻・学科会議では，学生に関する重要な事項，教員人事に関わる

方針，学科内での予算の執行，施設設備の有効活用等について議論している。専攻・学科

会議の決定事項は，学科主任が適切な方法で実行している。 

電気電子工学科 

 専攻長・学科主任のもとに学科会議をおいて学科全体の意思決定を行う。専攻長・学科

主任不在のことを考慮して，学科主任の補佐役として副学科主任をおいている。副学科主

任は学科会議議長の代理などの役割を担っている。また，全学および学部の各委員会に対

応する各種委員をおくと共に，将来構想委員，教育改善委員，カリキュラム検討委員，JABEE

委員，学生実験委員，学年担当委員等をおいて学科の運営と任務遂行を行っている。 

都市工学科 

学科主任を議長とする学科会議（教員と技術職員が参加）を置き，原則として 2 週間に

1 回開催している。緊急を要する案件に対しては，メール会議を開いている。学科会議で

は，学生に関する重要な事項，教員人事に係る方針，学科内での予算の執行，施設設備の

有効活用等について議論している。 また，副学科主任を置き，必要に応じて学科主任を補

佐している。次期教務委員を指名して教務委員の補佐と円滑な引継ぎ体制を構築している。

また，技術職員の中から一人は学科長の事務補佐を，一人には就職担当教授の事務補佐を

担わせている。 都市工学学科と低平地沿岸海域研究センターは相互に協力関係にあるこ

とから都市工関連のセンター専任教員も会議に参加している。学科会議の議題と議事録を

作成し，学科会議教員と関係する技術職員，事務職員全員に配信している。 

学科独自に教育システム委員会を設置し，平成 25 年度は学長ヒアリングに向け卒業者

アンケート調査結果の分析と課題の抽出を行い，その結果も踏まえて教育改善に関する議

論とその具体化に取り組んでいる。 

 

（７）教育研究支援組織 

(7.1)研究科事務部 

工学系研究科・理工学部における事務処理を行う組織として，工学系研究科事務部があ

る。研究科・学部事務の一元化・集中化以前は，学部内に，①庶務，②経理，③用度，④

学務の 4 係があり，学部のほとんどの事務処理を担当していた。 

平成 10 年 4 月に，学部の就職，厚生補導関係事務（教務事務，入試事務を除く。）を学

生部に一元化・集中化し，「学務係」が「教務係」に変更され，さらに，平成 10 年 10 月に

は庶務，会計事務のうち，学部固有の事務を除き，事務局に一元化・集中化が図られ，「庶

務係，経理係，用度係」が「総務係」となった。また，平成 12 年 4 月に教務事務，入試事

務を学務部（学生部を廃止し事務局に再編）に一元化・集中化し，「教務係」は「学務部教

務課」所属となり，学部は「総務係」の１係体制となった。さらに，平成 20 年 4 月に，副

事務長ポストが新設（事務長補佐ポストの廃止）され，総務係の係体制を廃止する事務組

織体制の整備が図られた。 
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現在は，学部・研究科固有の事務（教授会・各種委員会等に関する事務，勤務時間管理，

出張命令に関する事務，概算要求等各種要求に関する事務，財産の管理に関する事務等）

を行うために事務部を配置し，大学において編成された教育課程を展開するに必要な事務

職員，技術職員等の教育支援者が適切に配置されており，TA 等の教育補助者の活用が図ら

れている。 

なお，次のような事務体制を取っている。 

研究科事務（事務部） 

 事務長 1 人，係長（理工学部総務主担当）1 人，係長（研究支援主担当）1 人，主任 3

人，事務員 1 人，事務補佐員 3 人の計 10 人 

教務事務（学務部教務課） 

 係長（理工学部教務主担当）1 人，事務員 2 人，事務補佐員 2 人 

主な事務内容（工学系研究科事務部） 

・会議，儀式その他諸行事に関すること。 

・評価（法人評価・認証評価・部局等評価・個人評価）に関すること。 

・研究科所管の規程等の制定および改廃に関すること。 

・職員の勤務時間，出張・研修および休暇に関すること。 

・職員の安全衛生管理に関すること。 

  ・予算の配分および管理並びに決算に関すること。 

・物品（資産を除く。）の管理（取得，保管および処分）に関すること。 

  ・資産の管理に関すること。 

   ・その他学部事務に関すること。 

 

(7.2)専攻事務 

専攻における事務を担当する事務補佐員（非常勤）を各専攻に配置している。主な事務

は，専攻長の指示の下，専攻における予算事務，就職事務，会議準備，連絡事務等，専攻

の教員や学生に対してきめ細かい支援を行っている。 

 

 各専攻の状況は，以下の通りである。 

 

数理科学専攻 

専攻事務室に事務補佐員(パート職員)1 人を配置し，以下のような業務を担当している。 

  １．専攻長の職務支援を果たしている。 

２．学部生，大学院生，留学生に対して，就職情報の提供および学生生活上の相談受

付を行っている。  

  ３．専攻行事の支援，専攻会議の準備，研究科事務部と専攻の事務連絡，出張（旅費

システムの入力），研修手続き，郵便物･書類の受け渡し，図書の管理，予算の管理(財

務システムの入力)，専攻に関係する資料のコピー，非常勤講師への対応，来訪者へ

の対応 
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物理科学専攻 

専攻事務室に事務補佐員(パート職員)1 人を配置し，以下のような業務を担当している。 

  １．専攻長の職務支援並びに秘書的役割を果たしている。 

２．学部生，大学院生，留学生に対して，就職情報の提供および学生生活上の相談受

付を行っている。  

  ３．専攻行事の支援，専攻会議の準備，専攻事務部と専攻の事務連絡，教員の授業へ 

の事務サポート，学生の学習への事務サポート，出張（旅費システムの入力），研修

手続き，郵便物･書類の受け渡し，図書の管理，予算の管理(財務システムの入力)，

非常勤講師への対応，来訪者の対応 

知能情報システム学専攻 

専攻事務室に事務補佐員(パート職員)1 人を配置し，以下のような業務を担当している。 

  １．専攻長の職務支援並びに秘書的役割を果たしている。 

２．大学院生（留学生を含む）に対して，就職情報の提供および学生生活上の相談受

付を行っている。  

  ３．専攻行事の支援，専攻会議の準備，研究科事務部と専攻の事務連絡，出張（旅費

システムの入力），研修手続き，郵便物･書類の受け渡し，図書の管理，予算の管理

(財務システムの入力)，非常勤講師への対応，来訪者の対応を行なっている。 

循環物質化学専攻 

専攻事務室に事務補佐員 2 人(日々雇用職員 1 人，パート職員 1 人)を配置し，以下のよう

な業務を担当している。 

 １．専攻長の職務支援並びに秘書的役割を果たしている。 

２．学部生，大学院生，留学生に対して，就職情報の提供および学生生活上の相談受

付を行っている。  

  ３．専攻行事の支援，専攻会議の準備，研究科事務部と専攻の事務連絡，教員の授業

への事務サポート，出張（旅費システムの入力），研修手続き，郵便物･書類の受け

渡し，図書の管理，予算の管理(財務システムの入力)，非常勤講師への対応，来訪

者の対応 

機械システム工学専攻 

専攻事務室に事務補佐員 2 人(パート職員)を配置し，以下のような業務を担当している。 

  １．専攻長の職務支援並びに秘書的役割を果たしている。 

２．学部生，大学院生，留学生に対して，就職情報の提供および学生生活上の相談受

付を行っている。  

  ３．専攻行事の支援，専攻会議の準備，研究科事務部と専攻の事務連絡，出張（旅費

システムの入力），研修手続き，郵便物･書類の受け渡し，図書の管理，専攻内図書

の管理，予算の管理(財務システムの入力)，就職資料の整理，各種資料の印刷，各

種提出物の整理，非常勤講師への対応，来訪者の対応 

電気電子工学専攻 

専攻事務室に事務補佐員 2 人を配置し，以下のような業務を担当している。 

  １．専攻長の職務支援を果たしている。 
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２．学部生，大学院生，留学生に対して，就職情報の提供および学生生活上の相談受

付を行っている。  

  ３．専攻行事の支援，専攻会議の準備，研究科事務部と専攻の事務連絡，出張（旅費

システムの入力），研修手続き，郵便物･書類の受け渡し，図書の管理，予算の管理

(財務システムの入力)，専攻に関係する資料のコピー，講義室マイクの鍵管理，非

常勤講師への対応，来訪者の対応 

都市工学専攻 

3 号館と 4 号館の両棟に専攻事務室を置き，それぞれ事務補佐員(パート職員)1 人，計 2 人

を配置し，以下のような業務を担当している。 

 １．専攻長の職務支援並びに秘書的役割を果たしている。 

２．学部生，大学院生，留学生に対して，就職情報の提供および学生生活上の相談受

付を行っている。  

  ３．専攻行事の支援，専攻会議の準備，研究科事務部と専攻の事務連絡，出張（旅費

システムの入力），研修手続き，郵便物･書類の受け渡し，図書の管理，予算の管理

(財務システムの入力)，講義室・演習室･会議室の鍵管理，非常勤講師への対応，来

訪者の対応 

先端融合工学専攻 

専攻事務室に事務補佐員 3 人を配置し，以下のような業務を担当している。 

  １．専攻長の職務支援並びに秘書的役割。 

２．学生への就職情報提供・就職活動事務。  

  ３．専攻行事の支援，専攻会議の準備，研究科事務部と専攻の事務連絡，出張事務，

研修手続き，郵便物･書類の受け渡し，予算の管理(財務システムの入力)，非常勤講

師への対応，来訪者への対応。 

 

 (7.3)技術職員  

教育および研究を支援する職員として技術職員を置いている。平成 26 年度における技

術職員の構成は，技術長 1 名，副技術長 1 名，部門長 3 名，班長 6 名，技術職員 13 名，

合計 24 名がいる。技術職員は，教育カリキュラムにおける実験・実習において，教育支援

に携わる一方，研究支援として実験研究設備の設計・製作，維持管理，実験補助，学生指

導等を行っており，工学系研究科の教育研究において欠かせない存在である。 

平成 19 年度から，教育補助が職務として規程に盛り込まれるとともに，理工学部技術部

を創設して，独立した組織を有する教育と研究の支援者として明確に位置づけられた。さ

らに平成 22 年度からは工学系研究科技術部となった。 

 

 

１０－２－２ 管理運営に関する意見聴取 

 

 基本的には，研究科の意志決定経路と同じ経路で構成員のニーズを把握している。教員

の意見の反映は，専攻レベルと研究科レベルで行われる。すなわち，専攻で処理できるこ
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とは，専攻会議で判断し，専攻長が実行する。複数の専攻にまたがる事項や大きな予算支

出を伴う事項については，代議員会等で研究科としての意見調整や判断が行われ，研究科

長が実行する。 

 学生の意見は，学生による授業評価や学生アンケートに基づいて把握し，教育改善や FD

活動に反映させている。また，授業，ゼミ，学生との懇談会，チューター教員との面談等，

多様な手段を通して意見を収集している。保護者の意見については後援会や後援会後の懇

談会・個別面談で意見を訊いている。 

 また，企業アンケート（FD 委員会で平成 24 年度実施予定）や地元企業（工学系高度人

材育成コンソーシアム佐賀のメンバー企業など）からの意見聴取も定期的に行っている。 

研究科事務については，事務職員＝＞係長＝＞事務長＝＞研究科長，の経路で，実習工

場の技術職員については，技術職員＝＞技術部機械部門第１班班長＝＞機械部門長＝＞機

械システム工学科長，の経路で，教室系技術職員については，技術職員＝＞専攻長，の経

路で，専攻事務については，事務補佐員＝＞専攻長，の経路でニーズの把握を行っている。 

部局の自己点検・評価については学外者検証を受け，意見を部局運営に反映させている。 

 

以下に，各専攻の状況を述べる。 

数理科学専攻 

 学生の意見は授業やゼミの際に，教員の意見は学科会議で，また事務職員の意見は随時

個別に聴くようにしている。学外者の意見は，外部評価の際に聴いている。また，学生の

親，保証人の意見を，新入生保護者懇談会および後援会の後の懇談の際に聴いている。 

物理科学専攻 

 学生の意見は，面談や研究指導等の際に，教員の意見は，教室会議で，事務職員の意見

は，個別に聴くようにしている。学外者の意見は，外部評価の際に聴いている。また，学

生の親の意見を後援会の後の懇談の際に聴いている。学生の親からの相談は，専攻長が随

時対応している。 

知能情報システム学専攻 

学生の意見は面談や研究指導，学生相談ボックスで，教員，技術職員の意見は教室会議

で，事務職員の意見は個別に聴くようにしている。学外者の意見は，外部評価の際に聴い

ている。また，学生の保護者の意見を後援会後の懇談の際に聴いている。専攻関係者の意

見は直接・間接に全て教室会議に集約している。 

循環物質化学専攻 

 学生の意見は，学期始めのガイダンス時に行われるアンケート及び研究室でのミーティ

ングで，教員（助教を含む）の意見は，専攻会議や EP 委員会，教育群会議で，技術職員及

び事務職員の意見は，個別に聴くようにしている。また，学生の保護者の意見を後援会総

会の終了後開催する懇談会で聴いている。 

機械システム工学専攻 

学生の意見は，学生と担任教員との面談で，教員（助教を含む）の意見は，教室会議で，

技術職員および事務職員の意見は，個別に聴くようにしている。学外者の意見は，外部評

価の際に聴いている。また，学生の保護者の意見を後援会の後の懇談の際に聴いている。  
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電気電子工学専攻 

学生の意見は, 個々の教員を通してあるいは投書箱によって専攻会議に集められている。

技術職員及び教員（助教を含む）の意見は, 専攻会議で, 事務職員の意見は, 個別に聴く

ようにしている。学外者の意見は, 外部評価の際に聴いている。また, 学生の保護者の意

見を後援会の後の懇談の際に聴いている。 

都市工学専攻 

随時学生の意見は聴取し，専攻運営に反映させている。外部の意見としては父兄アンケ

ート，平成 19 年に企業就職先アンケートを実施し，専攻会議で議論した。その結果は PDCA

サイクルに影響を与え好循環が形成されている。 

先端融合工学専攻 

学生の意見は指導教員が随時聴取している，教員の意見は専攻会議で聴く他に，必要な

場合は専攻長が個別に対応している。事務職員の意見は専攻長が個別に聴いている。学外

者の意見は，外部評価の際に聴いている。学生の保護者の意見は，後援会の後の懇談の際

に聴いている。 

 

 

１０－２－３ 職員の研修等 

 

事務職員および技術職員については，学内外において能力開発の取り組みの実績がある。 

 研究科長は，評議員や専攻長の経験者が選出されているので，通常は管理運営の経験を

積んでいる教員が選出されている。しかし，組織的な能力開発は行っていない。 

 特に管理運営の能力が求められる重要な委員会の委員長については，適任者を研究科長

が指名している。研究科長が委員長や委員の指名を通じて，教員の管理運営能力の向上を

図っている。 

 

 

１０－３ 自己点検・評価 

 

１０－３－１ 管理運営組織と事務組織 

 

（１） 自己点検・評価の体制 

(評価委員会，評価実施委員会) 

 工学系研究科内に評価委員会を設置し，教員個人の自己点検・評価および研究科の自己

点検・評価を実施する体制を整えている。評価委員会には，研究科長，副研究科長，各専

攻長のほか，教務委員長，事務長など，評価計画を立案する場合に必要な実務に精通した

委員が加わっている。 

 工学系研究科における教員の個人評価は，各教員から提出された個人目標申告書，活動

実績報告書（全学的に指定された「教員報告様式」による）および自己点検評価書をもと
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に，評価委員会の下に置かれた工学系研究科個人評価実施委員会において実施している。

評価実施委員会は，「評価」することを主眼とした体制で，研究科長，副研究科長，専攻長

および事務長で構成している。 

 部局の自己点検・評価については，別途，研究科長指名による評価準備委員会を立ち上

げ，実施計画の立案，情報収集，資料準備等に当たっている。委員としては，副研究科長，

大学教育委員会委員，教務委員会委員長，FD 委員会委員長など，教育研究活動に関して全

体的状況を把握できる立場にある教員を選んでいる。  

  

 

（２） 自己点検・評価の実施状況 

1)工学系研究科・理工学部の自己点検・評価 

 工学系研究科・理工学部では，これまで平成 5 年度，平成 9 年度，平成 13 年度，平成

18 年度，平成 20 年度，平成 21 年度，平成 22 年度，平成 23 年度，平成 24 年度，平成 25

年度および平成 26 年度に計 11 回の自己点検・評価を実施した。平成 18 年度には平成 16，

17 年度の，平成 20 年度には平成 18，19 年度の，平成 21 年度以降は前年度の総合的な活

動状況について自己点検・評価を実施した。なお，平成 5 年度を除く 10 回については外部

評価を実施したが，平成 18 年度，平成 20 年度～平成 26 年度の外部評価については，主

として学外者による評価方法等の検証を行った。 

 2)教員個人の自己点検・評価 

 佐賀大学においては，平成 16 年度から毎年度教員個人の自己点検・評価を実施している

（平成 16 年度は試行）。平成 16 年度における工学系研究科の実施率は，教授が 97％，助

教授および講師が 97％，助教が 100％であった。平成 17 年度から平成 21 年度の間は実施

率 100％, 平成 22 年度は 99％, 平成 23 年度は 100％であった。  

 平成 17 年度から，個人目標として掲げる各領域の事項に加え，学科で達成すべき共通目

標を盛り込み，若干客観性を持たせる工夫を行っているが，掲げる目標が意義あるもので，

かつ，設定のレベルが妥当であるか，目標達成によりどのような改善・効果が期待できる

かなど，各人の個性的な取り組みとともにその成果の質的検証・評価が今後ますます重要

になってくると思われる。  

また平成 18 年度からは，教員の活動実績報告については，学部の自己点検・評価と一本

化して，データ収集の効率化を図っている。 

評価結果は教員個人に返却するとともに，研究科として総評を概観できる報告書を作

成・配布しており，回を重ねるごとに自ら評価基準が定着するものと思われる。今後，こ

のような教員の個人評価が単なる評価作業に留まることなく，自己の教育研究の活動改善

と，併せては学部・研究科の活性化に資するよう着実に継続していく必要がある。 
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１０－３－２ 外部者による評価 

 

（１）外部評価の実施体制 

過去に実施した外部評価においては，外部評価委員をその都度，学科ごとに推薦・依頼

し，学部全体の外部評価に加えて学科・専攻毎の外部評価を実施した。平成 16 年度以降，

部局の自己点検・評価は毎年度実施することとなり，それに伴って従来方式の外部評価に

替えて学外者による評価方法等に限定した検証を行うこととなった。 

 このため平成 18 年度に実施した自己点検・評価以降は，外部評価の実施体制を変更し，

研究科長（評価委員長），副研究科長，評価準備委員会委員長，教務委員長，FD 委員長，

研究科長補佐など評価書作成の実務担当者が，学外検証者からの質問やヒアリングに対応

する体制をとっている。  

 

（２）学外者による検証の実施状況 

平成 18 年度には平成 16，17 年度を対象とする自己点検・評価について，平成 20 年度

には平成 18，19 年度を対象とする自己点検・評価についてそれぞれ１名の学外者を外部

評価者として委嘱して検証を実施した。平成 21 年度～26 年度においてはそれぞれ前年度

を対象とする自己点検・評価について，１名の学外者を外部評価者として委嘱し，検証を

実施した。 

平成 23 年度の検証においては，平成 22 年度の自己点検・評価報告書に関して事前に 10

件の質問・照会があり，「事前の質問・照会に対する回答書」で回答するとともに，平成 24

年 3 月 15 日に実施された学外者検証ヒアリングにおいて口頭で説明を行った。 

検証の結果， 

１．評価手法，２．評価基準について「適切であった」，また３．評価の妥当性について

「妥当であった」との報告を得た。  

 

１０－３－３ 改善のための取組 

 

（１）評価結果を活用する体制 

 自己点検・評価の効果は，点検評価によって改善の意識が芽生えることであり，その意

味で評価結果の活用体制は，自己点検・評価体制そのものであると思われる。さらに効果

的な活用を図るには，評価委員会が日常的に活動し，学科会議や委員会などを通して日常

的に評価結果を共有し，意識改革を図ることが重要である。 

 

（２）平成 26 年度自己点検・評価の検証に対する主な対応状況 

(1)入学者の分析と今後の改善への取り組み 

 アドミッション・ポリシーが実現されているかを検証し, 入学者選抜の改善に役立てる

必要があること, 女子学生入学の現状分析, 他大学・他大学院からの入学および本研究

科・学部から他大学院への進学の状況についての質問があった。 PDCA サイクルについて

は平成 23 年度から検証を開始した。 なお, 入試方法の違いによる学生の学期毎の GPA 追
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跡調査では違いは見られなかった。  

(2)留学生受入戦略の必要性について 

 大学院留学生が課程を修了した後の動向について, 情報収集・分析が十分になされてい

るか質問があった。彼らが帰国後は科学行政や研究管理の担い手になることが期待される

ので, そのような能力を身につける教育プログラムを含めた留学生受入戦略が必要である

との意見であった。 特別コースや SIPOP の見直しに関連する事項であり, その後詳細を

検討している。  

(3)学部・研究科の独自性や魅力を追求する必要性 

大学評価基準は通過点に過ぎず, 学部・研究科の独自性や魅力こそが優れた点であり, 

これらを追求する段階へ重心を移す必要性の指摘がなされた。 平成 22 年度報告書から

「特記事項」を設け, 定められた基準・観点にない部局独自の取組みは特記事項に掲載し

ている。  

(4)分かりやすい自己点検・評価報告書への改善の取り組み 

 ステークホルダーにとって理解が容易な報告書にするために, 表現方法の工夫が必要で

あるとの指摘を受けた。 より分かりやすい報告書へ改善していく努力が必要であると考

えられるため, 報告書様式の制約の中で対応できる点については研究科で改善している。 

 

１０－４ 優れた点および改善を要する点 

 

（優れた点） 

（1）平成 27 年度における管理運営体制の構築について 

 平成 22 年度の工学系研究科改組に伴う大学院部局化が，研究科長のリーダーシップの基

で組織的，かつ精力的に進められ順調に管理運営が行われた。  

 

（2）中期目標・中期目標への対応について 

 第２期の中期目標・中期計画期間の初年度に当たって，新たに中期計画実施本部を設置

し，法人の年度計画の実施・進捗報告のみでなく，部局独自の将来計画を着実に進める体

制が整い機能した。 

 

（3）研究科長経費による研究支援 

平成 22 年度から研究科長経費から，研究プロジェクト推進経費（3 件，総額 15,000 千

円）と若手研究者支援経費（単年度 9 件，総額 5,600 千円）による研究支援を行ってきた。

それぞれ採用に関しては企画運営会議でヒアリングを行い，年度毎の中間報告と最終報告

を課すことで経費の適正な執行を促した。 

 

（4）光熱水量使用料金の抑制について 

平成 18 年度から使用量に応じて負担する受益者負担制度を導入し，光熱水量使用料金

の抑制を図っている。 平成 27 年度は，平成 18 年度比 12％減であり，使用量の抑制は十
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分浸透している。 

 

（改善を要する点）   

（1）学士課程教育組織の将来構想の検討 

理工学部は前回の学部改組から 10 年以上を経ており,近年,入学試験の競争倍率も低下

傾向にある。現在の学士課程教育組織は，平成 22 年度に定めた学位授与の方針，教育課程

編成・実施の方針に対して適した体制であるが，10 年程度の期間の将来に渡って現在の体

制でよいのかを点検し，必要であれば見直す検討を始めるべきである。 

１０－５ 自己評価の概要 

 

（１） 平成 28 年度へ向けた取組 

平成 22 年度は，改組による新たな大学院教育課程が開始されるとともに，第 2 期の中

期目標・中期計画期間の最初の年度でもあった。教員組織が大学院博士前期課程の講座で

あることから教員個人評価の方法の変更，中期計画実施本部の設置と新しい年度計画の進

捗管理システム，新しい運営規程の下での教授会・委員会の開催と，種々の新しい取組み

を行いつつ滞りない組織運営が実施された。平成 22 年度に始まった新しい予算の配分方

法の検証，各種委員会活動の文書管理，教育情報の公開など次年度に向けた課題も見えて

きた。また,平成 22 年度終盤に設立した「工学系高度人材育成コンソーシアム佐賀」の実

質的な運用，入学前遠隔学習の開始の決定など部局の将来構想の実現へ向けた足がかりが

できた。 

 

（２） 予算配分と経費節減 

専攻への配分予算は，専攻・学部の運営および教育に対する基盤的な経費に加えて，研

究科長経費（中期計画実行経費）を教育環境整備に対する集中投資や，プロジェクト研究

および若手研究者に対する研究支援などに戦略的経費として使用している。 

平成 18 年度より使用量に応じて負担する受益者負担制度を導入し，節約の促進を図っ

てきた。引き続き，夏期におけるエアコン使用の制限運転も含め光熱水使用料の抑制によ

る教育研究経費への負担減を図っていく必要がある。 

 

（３） 自己点検・評価 

 平成 27 年度の部局の自己点検・評価は，教育に関しては大学機関別認証評価の基準に準

拠して実施した。研究，社会貢献および国際交流に関しては評価基礎情報データシステム

および研究業績データベースの資料に基づいて各学科で整理・分析した結果に基づいて実

施した。  

 自己点検・評価書の原案作成は，数名の評価準備委員に負うところが極めて大きく過重

な負担となっている。より効率的な評価体制の構築が望まれる。 
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平成 26 年度 理工学部・工学系研究科自己点検・評価報告書  

平成 26 年度 委員会活動等実績年次報告書 

平成 26 年度 教員個人評価の集計・分析報告書 

佐賀大学学部長選考規則 

理工学部長候補者選考規程 

理工学部規則 

理工学部教授会規程 

理工学部運営規程 

大学院工学系研究科運営規程 

企画運営会議規程 

評価委員会規程 

個人評価実施委員会の構成員に関する申合せ 

理工学部予算委員会内規 

理工学部施設マネジメント委員会規程（平成 16 年 4 月 1 日制定） 

理工学部研究委員会規程（平成 20 年 3 月 7 日制定） 

理工学部施設点検・評価細則 

理工学部共有スペース利用細則 

理工学部学生委員会規程 

大学院工学系研究科学生委員会規程 

理工学部留学生委員会内規 

大学院工学系研究科留学生委員会内規 

理工学部教務委員会内規 

大学院工学系研究科教務委員会内規 

理工学部入試検討委員会内規 

理工学部広報委員会規程 

理工学部 FD 委員会内規 

大学院工学系研究科 FD 委員会内規 

理工学部就職委員会内規 

大学院工学系研究科就職委員会内規 

理工学部技術部運営委員会規程 

佐賀大学大学院地球環境科学特別コース運営要項 

理工学部・大学院工学系研究科安全衛生管理規程 

佐賀大学ホームページ（http://www.saga-u.ac.jp/hyoka/gakugai/hyouka.htm） 

    学部・研究科の将来構想に基づく計画  平成 22 年 3 月 
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第１１章 研究活動 
 

１１－１ 研究目的と特徴 

 

１１－１－１ 基本理念 

人類の継続的な繁栄を実現するためには，高度科学技術の発展が不可欠である。大学の

使命は，科学技術の健全な発展を通して豊かな社会生活の実現と世界平和に寄与すること

にある。 

佐賀大学工学系研究科・理工学部は，既存の枠組みに捉われない理系と工系の専攻・学

科からなる柔軟な教育研究組織を配置し（理工融合），自由な発想に基づく原理的な発見を

基礎として人類に有効な技術を確立し，また社会の要請に基づく諸問題を解決し（社会に

開かれた研究科・学部），広く地域や国際社会に還元すること（国際性）を基本理念として

いる。 

 

１１－１－２ 研究目的 

（１）基本方針 

研究活動の側面から上記の基本理念の達成を目指すには，研究科・学部を構成する各教

員の研究に対する意欲・熱意を維持し，質の高い研究成果を生み出すことが重要である。

このためには，教員個人の自由意志の尊重と研究環境の整備が不可欠である。工学系研究

科・理工学部では，研究に取り組む基本方針を以下のように定めている。 

 

①教員の自由な発想に基づく基礎的・基盤的研究の推進 

②地域・社会の要請に基づく実用研究の推進 

③研究科・学部の資源を活用した独創的プロジェクト研究の推進 

 

（２）研究目的 

研究科・学部の研究は，その成果を世界に発信し，また社会に還元することを目的とす

る。そのため，評価の高い国内外の学術雑誌への公表や学会・国際会議などにおいて積極

的な研究発表を行い，必要に応じて知的財産権を取得する。さらに，これらの成果発表等

を通して，学問の発展に寄与し，広く地域社会および国際社会の発展に貢献することを目

的とする。 

上記の基本方針および研究目的は，佐賀大学の中期目標「目指すべき研究の水準」およ

び「成果の社会への還元等に関する基本方針」とも合致している。 

 

（３）研究組織 

佐賀大学工学系研究科は，上記の基本理念に基づき，昭和41年に理系学科と工系学科か
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らなる全国でも数少ない融合型学部として設置された。その後，学科の増設と大学院の設

置，工学系研究科（博士前期課程・後期課程）の改組，三度の再編を経て，理工学部7学科，

工学系研究科博士前期課程8専攻，同博士後期課程1専攻による教育研究体制となった（表

11-1）。このほか，本学部・研究科と連携して独自の研究活動を展開している研究センター

等の研究組織（表11-2）がある。 

 

表 11-1 工学系研究科・理工学部の教育研究組織（平成 28 年 7 月現在） 

 

 

 

表 11-2 関連研究組織（平成 28 年 7 月現在） 

関連研究組織 区   分 

教

授

准

教

授

講 

師 

助 

教 計 

海洋エネルギー研究センター 全国共同利用施設 4 3 0 2 9

低平地沿岸海域研究センター 全学施設 3 3 1 0 7

シンクロトロン光応用研究センター 全学施設 1 2 0 3 6

計  8 8 1 5 22

数字は専任教員数

学部および 

研究科 
学科・専攻 

教 

授 

准 教

授 

講 

師 

助 

教 
計 

入学 

定員 

理 

工 

学 

部 

数理科学科 5 4 2 0 11 30 

物理科学科 7 6 0 0 13 40 

知能情報システム学科 7 5 1 3 16 60 

機能物質化学科 11 9 0 4 24 90 

機械システム工学科 10 12 1 3 26 90 

電気電子工学科 10 9 1 5 25 90 

都市工学科 9 9 1 3 22 90 

（3 年次編入） ― ― ― ― ― 20 

計 59 54 6 18 137 490 

工 

学 

系 

研 

究 

科 

博
士
前
期
課
程 

数理科学専攻 5 4 2 0 11 9 

物理科学専攻 7 6 0 0 13 15 
知能情報システム学専攻 7 5 1 0 13 15 

循環物質化学専攻 9 6 0 0 15 27 

機械システム工学専攻 7 9 1 0 17 28 

電気電子工学専攻 7 6 1 0 14 27 

都市工学専攻 9 9 1 0 19 24 

先端融合工学専攻 8 9 0 0 17 36 

計 59 54 6 0 119 184 

博
士
後
期
課
程

システム創成科学専攻 59 50 1 0 110 24 

計 59 50 1 0 110 24 
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（４）研究分野 

工学系研究科・理工学部が取り組む研究は，大別すると4分野からなる。各研究分野と研

究組織の関係を対応する教育組織（博士前期課程の専攻名）を用いて以下に示す。 

 

Ⅰ．基礎科学研究 

「数理科学専攻」，「物理科学専攻」，「知能情報システム学専攻」が中心となり，基礎科

学の立場から研究に取り組むとともに，その成果の応用を試みている。 

Ⅱ．地域に根ざした研究  

「循環物質化学専攻」，「都市工学専攻」が中心となって，佐賀地域の地勢と環境に根ざ

した研究を行なっている。 

Ⅲ．人に優しい情報・生産システムの開発研究 

「知能情報システム学専攻」，「機械システム工学専攻」，「電気電子工学専攻」，「先端融

合工学専攻」が中心となって，理工学的な視点から人間志向と環境福祉に配慮した研究を

行なっている。 

Ⅳ．資源・エネルギーの効率的利活用技術の開発研究 

「循環物質化学専攻」，「機械システム工学専攻」，「電気電子工学専攻」，「都市工学専攻」，

「先端融合工学専攻」が中心となって，地球環境を維持し，エネルギー資源を確保するた

めの研究を行なっている。 

各研究分野の代表的研究課題を表11-3に示す。 
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表 11-3 理工学部・工学系研究科の研究分野と代表的研究課題 

 

 

１１－１－３ 研究の特徴 

理工学部は，理学と工学からなる融合学部として発足した。発足当初より学科・専攻間

では，学生教育や学部・研究科の運営等を通して教員同士の活発な交流が行なわれ，学科・

専攻によっては再編や統合に発展した。研究面においても，研究基盤の異なる教員が共同

研究によって新しい領域の研究課題を立ち上げるなど，「理工融合」を活かした多くのプロ

ジェクト研究に基づく研究組織が芽生えている。このように，学科・専攻の枠を越えた「理

工融合」に基づく柔軟な研究組織が構成できるところに理工学部・工学系研究科の特徴が

ある。この結果，基礎的分野から現実的な応用分野までの幅広い研究分野への対応を可能

としている。 

 

１１－１－４ 研究成果に対する関係者からの期待 

 工学系研究科・理工学部における研究成果に期待を寄せる関係者としては，関連学会お

 

I. 基礎科学研究 

 

・ 代数多様体, 数論幾何学および低次元トポロジーの研究 

・ リーマン多様体, 偏微分方程式論および確率論の研究 

・ 時空と物質の起源に関する基本方程式の研究 

・ ナノ物性、超伝導および新規物性の研究 

・ 生命現象と境界を接する生体物質の構造と機能に関する研究 

・ 自然や社会における情報の基礎的性質の研究 

・ フォト・エレクトロニクス技術とシンクロトロン光応用技術の研究 

 

II. 地域に根ざした研究 

 

・ 有明海の物理的・生態学的環境に関する研究 

・ 低平地における水環境・軟弱地盤・構造物に関する研究 

・ 地域・都市の生態, 計画および空間デザインに関する研究 

 

III. 人に優しい情報・生産システムの開発研究 

 

・ 情報の効率的な取得・伝送・蓄積・処理に関する研究 

・ 環境負荷を考慮した設計・生産システムの研究 

・ 高齢者用生活支援機器および医療機器の開発研究 

 

IV. 資源・エネルギーの効率的利活用技術の開発研究 

 

・ 環境と調和したエネルギー変換技術および効率的利活用技術の開発研究 

・ 資源回収システムおよび有害物質の除去技術の研究 

・ 機能性材料（発光材料, 電池材料, イオン認識材料等）の開発研究 
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よび国内外の大学における当該分野の研究者，関連する企業や研究所の技術者・研究者，

国や地方自治体等の行政機関・研究所の研究者，地域住民および本学学生とその保護者が

あげられる。これらの関係者から当該分野における新しい原理発見や方法の開発・実用化

および教育の高度化について期待を受けている。 

 

表 11-4 想定する関係者とその期待 

 

想定する関係者 その期待 
1. 国内外の大学における当該

分野の研究者 
・新しい原理発見や方法論の開発 
・異分野融合に繋がる学際的な研究への展開 

2. 関連する企業や研究所の 
技術者・研究者等 

・新しい原理発見や方法の開発に基づく技術の企業
化や実用化 
・受託研究や共同研究の推進による企業の活性化 

3. 国や地方自治体等の行政機
関・研究所等 

・高度人材育成による優れた理工学系人材の輩出 
・研究コミュニティーの拡張や国際事業への発展 

4. 地域住民および本学学生・ 
大学院生とその保護者 

・研究成果に基づく環境整備や地域雇用の促進 
・社会人としての人間形成や社会活動の継続的支援

 

１１－２ 研究活動の状況 

 

１１－２－１ 目的・特徴を生かした活動 

基礎的・基盤的分野の研究として，数学，化学，物理学，情報学等に関する研究が行な

われ，多くの研究成果が発表されている。中でも，高エネルギー実験と宇宙論を含む広範

囲の素粒子理論や革新的機能材料及びナノ材料の開発は理学分野での特筆すべき成果と言

える。一方，地域や社会からの要請に応える分野の研究として，機械工学，電気電子工学，

土木工学等に関する研究が行われ，民間企業や研究機関等との共同研究の成果を含む，多

くの研究成果が発表されている。中でも，三次元細胞培養技術・人工関節技術をはじめと

した医工融合分野，低平地における防災工学，自然エネルギーの多様的変換技術，電力貯

蔵，シンクロトロン光応用分野，有明海の環境問題，高齢者・高福祉社会への対応技術等

は工学分野での特筆すべき成果と言える。 

 

１１－２－２ 研究の実施状況 

以下に詳細に示すように，平成 27 年度の工学系研究科・理工学部の 1 人当りの論文・著

書等の研究業績は，年平均 3.2 件となっており，昨年度（3.7 件）と比べるといくぶん低

下が見られるが、この 6 年間の平均は 3.8 件となっており十分な研究水準にあると判断さ

れる。  

 

（１）研究業績 

論文・著書等の研究業績および学会での研究発表の件数は，年度によって多少のばらつき

はある。平成 27 年度においては平成 26 年度に比較して資料・解説・論説・研究報告がやや
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減少しているのが気がかりではあるが、学術論文（英文）数等はほとんど変化なく、学会で

の発表も依然活発である。これは速報として情報発信がされていることを意味し、今後詳細

な検討により研究がまとまれば学術論文（英文）数は増加するものと考えられる。従って、

本年度も引き続き活発な研究活動が実施されていると判断できる。（表 11-4～6）。 

 

表 11-5 論文・著書等の研究業績 

年度（平成） 22 23 24 25 26 27

著書 20 18 20 25 27 16

学術論文（和文） 51 85 41 51 55 46

学術論文（英文） 336 436 424 404 343 330

資料・解説・論説・研究報告 116 57 64 71 96 50

合計 523 596 549 551 521 442

 

表 11-6 平成 27 年度の論文・著書等の研究業績（専攻の内訳） 

学科・専攻 数理 物理 知能 循環 機械 電気 都市 先端

著書  1  0  1 3 1  3 5 2

学術論文（和文） 0 0  7 0 5 4  23 7

学術論文（英文）   7   31 27 29 68   54 41 70

資料・解説・論説・研究報告  1 0 7 5 15 8   11 12

合計 9 31 42 37 89 69 80 91

 

表 11-7 学会での研究発表の状況 

年度（平成） 22 23 24 25 26 27

招待講演・特別講演（国内） 35 32 25 69 87 67

招待講演・特別講演（国際） 19 38 46 31 45 49

一般講演（国内） 615 816 677 796 831 719

一般講演（国際） 181 198 215 229 282 331

合計 850 1084 963 1125 1245 1166

 

（２）特許出願等 

特許出願等の状況は，表 11-8 の通りである。特許出願等の状況は，年度により変動が

あり，保有件数は緩やかな増加傾向が続いていたがここ数年は横ばい傾向で,引き続き出

願件数は 10 件前後，登録件数も 15 件前後と努力がされているにもかかわらず，契約件

数は数件程度にとどまっている。なお契約による収入額は年度によるばらつきが非常に大

きい。 

表 11-8 特許出願等の状況 

年度（平成） 22 23 24 25 26 27

保有件数 47 67 73 90 91 93

出願件数 15 23 15 7 6 11

登録件数 12 23 19 12 9 5

契約件数 4 5 7 0 2 3

契約による収入額（千円） 1,470 500 750 15 0 184
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１１－２－３ 研究資金の獲得状況 

平成 27 年度の工学系研究科・理工学部の共同研究・受託研究は， 1 人当り年平均

0.44 件が実施されている。その結果，1 人当たりの外部資金獲得額は，平均 2,116 千円

であり高水準にある。工学系研究科・理工学部の一般運営交付金は，年間約 3.25 億円で

ある。したがって，教育研究資金（運営交付金＋外部資金）に占める外部資金の割合は約

56.5％となり，かなりの高水準にある。表 11-9 を参照。 

 

（１）科学研究費補助金 

ここ 6 年間の科学研究費補助金の採択率は着実に増加し，平成 27 年度は約 44％となっ

た。この傾向を維持していくためのシステムが必要である。 

（２）競争的外部資金 

競争的外部資金は，獲得件数，獲得金額とも，年度による変動が大きいが，平成 27 年

度は昨年度から大幅な減少（前年の約 6 割）が見られた。 

（３）共同研究費，受託研究費，奨学寄附金 

科研費に増加が認められる一方，その他は大幅な減少,共同研究費・受託研究・奨学寄

附金も減少であまり好ましくない結果となった。この傾向が続くと心配であるが、一過性

のものなのかを見極めて今後の対策が遅れないように配慮する必要はある。 

 

表 11-9 研究資金の獲得状況 

年度（平成） 22 23 24 25 26 27

科研費 

申請件数 148 155 152 134 141 144

採択件数 50 55 64 58 62 63

金額（千円） 81,370 90,390 121,230 94,370 99,180 123,260

その他 
件数 9 12 11 16 15 14

金額（千円） 82,427 56,183 78,316 119,835 152,568 27,809

共同研究 
件数 29 31 34 33 34 52

金額（千円） 22,116 23,068 28,511 42,836 41,361 21,155

受託研究 
件数 23 29 17 14 17 15

金額（千円） 69,446 101,400 44,687 27,127 65,545 40,082

奨学寄付金 
件数 44 46 38 39 38 29

金額（千円） 31,520 35,575 26,111 20,423 29,248 21,156

受入合計 
件数 155 173 164 160 166 173

金額（千円） 286,879 306,616 298,855 304,591 387,902 233,462

 

１１－３ 各専攻・各学科の研究の特徴と現状 

 

１１－３－１ 数理科学専攻・数理科学科 

（１）研究概要 
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社会の継続的発展および文化の継承と創出につながる全ての科学・技術の基礎となる数

学の研究は数理科学科の研究目的である。当学科の研究内容は代数学（特に，代数幾何学

および整数論），幾何学（特に，微分幾何学および位相幾何学），解析学（特に，偏微分方

程式論および確率論）等，多岐に亘る。それぞれの分野で特徴的な研究として一例を挙げ

てみると，代数学では，数論幾何学や代数多様体の研究，幾何学では，部分多様体論の研

究，リーマン多様体の研究，解析学では，偏微分方程式の研究および確率論の研究などが

ある。当学科における顕著な特徴として大学の数学教育の活性化・高度化に資するために，

国際的評価に耐えうる独創的先進的な研究を行っていることが挙げられる。毎年国際的ト

ップレベルの研究論文を欧米の著名な学術雑誌に多数掲載している。例えば，Math. 

Annalen, Trans. Amer. Math. Soc., Crelle J., Math. Z., Proc. London Math. Soc., 

Nonlinear Anal., J. Differential Equations, J. Functional Analysis, J. Algebra, 

Ann. Probability 等である。その結果， 当学科・専攻では科学研究費の採択率が毎年 6

割を超え，非常に高い外部評価を得ている。さらに国内および諸外国における研究発表・

交流および国際共同研究を活発に行っている。 

数学の世界における貢献については，科研費審査委員，学術誌論文査読委員，日本数学

会関連委員，研究集会の主催等，多様な形で積極的に行っている。 

 

（２）各講座の研究活動の概要と研究成果 

ⅰ．数理科学講座 

代数学分野においては，数論幾何と代数幾何の研究を行っている。特に代数曲線やアー

ベル多様体のモジュライ空間の数論的幾何研究と保型形式論への応用，射影多様体の代数

的不変量や座標環の自由分解についての研究，及び高次元代数多様体の分類に関する研究

を行っている。 

幾何学分野においては，微分幾何と複素幾何，特に階数1の対称空間上の曲線論及び特性

類と計量との関連を研究している。 

解析学分野においては，確率論，力学系と偏微分方程式の研究を行っている。確率論に

おいては，ガウス過程の標準表現と量子確率論への応用，さらに確率論と深く関わる数理

解析の問題，例えば集団遺伝学に現れる定常分布の解析にも取り組んでいる。力学系にお

いては，複素ポテンシャル論を用いた非一様双曲的力学系の解析，及び力学系理論の可積

分系への応用について取り組んでいる。偏微分方程式論においては， 主に変分的手法を用

いて, 楕円型偏微分方程式の正値解の存在, 群不変解の存在, 無限に多くの解の存在につ

いての研究を行っている。  

これらの分野の研究者間の交流を図るべく，年に１回程度，学内数学研究者を対象とす

る「数学研究交流会」を催している。 

（３）今後の課題 

法人化等の影響もあり限られた資金（運営費交付金，科学研究費等）の下で，本学科で

は使用目的に応じた研究費の配分および重点的配分を行い，研究組織の活性化を図らなけ

ればいけない。しかも図書費に回す予算の拡充が望めない現状では，アメリカ数学会の

MathSciNetによる文献検索の強化を今以上に推し進めていくことになる。さらに研究環境
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を近代化し整備する意味で，電子ジャーナルの拡充も考えざるを得ない。このような研究

環境の整備によって当学科の研究の質を保つ一助とする。そして学科内での研究交流活動

を通じて，今ある人材の育成を図ることになる。なお，国際研究集会の開催，外国研究員

の受入れ等を行い，アジアを中心とした諸外国との国際交流および国際共同研究の促進も

行っていく。 

研究の活性化という観点からは，人的資源の量的拡大も大きな課題である。数学におい

て独創的研究成果を生み出すための最も重要な要因の一つは，問題にどれだけ集中して取

り組めるかという点であり，それを理想的なレベルで可能にする長期出張は奨励されるべ

きである。この意味での環境改善も引き続き検討していく必要がある。 

 

１１－３－２ 物理科学専攻・物理科学科 

（１）研究概要 

物理科学専攻における研究は，実験と理論的考察に基づいて自然の基本法則を明らかに

し，その成果によって教育，科学，文化の発展に貢献することを目的としている。物理学

は，物質や時空の起源を探る素粒子物理学とミクロの豊富な物性を探る物性物理学に大別

できるが，その中で，本学科では，前者において弦理論および場の理論に基づいた研究，

宇宙の発展や物質の起源等の初期宇宙の研究，クオーク物質の多様な様相の研究，加速器

を用いた実験的研究に重点的に取り組んでいる。一方，後者においては，磁性，超伝導，

ナノ物性，強相関系現象などの新奇物性探索およびさまざまな量子干渉現象，複雑系の物

性の研究に重点的に取り組んでいる。 

各分野では，学科内での共同研究から国際的な様々な規模のプロジェクトまでの多様な

共同研究が活発に実施されており，研究成果は国際的な学術誌に掲載され，国内外の研究

会での講演に招待されている。 

 

（２）研究活動の概要と研究成果 

時空と物質の起源を解明する自然界の基本法則に関する研究を行っている分野では，4

つの研究グループにおいて，弦理論と場の理論に基づく理論的研究，素粒子論に基づく初

期宇宙論，量子色力学に基づくハドロン物理学，加速器を利用した素粒子物理学の実験的

研究が行われている。地方大学で少人数のスタッフであるにもかかわらず，素粒子物理学

関連の広い分野をバランス良くカバーしており，各人が精力的に研究を進めている。 

各研究グループは2名の教員で構成されており，それぞれが学外との共同研究を含む研

究活動の他，学科内でセミナーを催す等の活動をしている。研究成果は，国際的な学術誌

への掲載，国内外で学会・会議での講演等で発表され（詳細は教員報告様式の業績を参照），

一部の個人の運営するホームページにおいて研究の紹介や業績リストが公開されている。 

物質の多様で新奇な現象の発見とそれを支配する法則の研究を行っている分野では,3

つの研究グループにおいて，新奇物性探索およびメカニズム解明のための実験的研究，量

子干渉実験に関する研究，高圧下物性の実験研究が行われている。地方大学で研究設備が

十分でないにもかかわらず，新奇物性探索に関して精力的に研究を進めている。 

計5名の教員で，磁性，超伝導，ナノ物性，強相関系現象などの新奇物性探索および量子
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光学，複雑系の物性の研究に重点的に取り組んでいる。研究成果は，Physical Review 

Letters, Physics Letters, Physical Review B 等 の 物 理 学 専 門 誌 ， Nature 

Nanotechnology等の科学技術学術誌への掲載，国内外で学会・会議での講演等で発表され

（詳細は教員報告様式の業績を参照），一部の個人の運営するホームページにおいて研究

の紹介や業績リストが公開されている。 

平成23年度～平成27年度の5年間では、合計141編の学術論文が査読付きの英文学術誌に

発表され、その中には上記のような海外の一流誌が多く含まれている。 

 

（３）今後の課題 

物理科学専攻では13名の教員で，理論から実験に至る様々な分野をバランス良くカバー

し，教育・研究を行ってきた。教員人事においても研究分野のバランスに配慮することに

より，各分野のアクティビティを維持してきており，これにより大学院生の研究指導が効

果的に実施されている。  

従来，専攻として特定の分野にリソースを重点配分することはせずに，研究活動は各教員

個人に任せており，各教員が外部資金の獲得，および，学内外での共同研究を推進してき

た。これは基礎科学である物理学の研究を，本学のような規模の小さな組織で実施する体

制としては妥当であると考えられ，今後も継続させて行くべきであろう。経費削減がなさ

れる中で，アクティビティを保ちつつ，学生や社会の要望に応えられるような研究体制を

維持することが課題である。教員数の少ない当専攻において，人員削減は深刻な問題であ

り，滞った補充人事の遂行により研究・教育活動の維持を図ることが急務である。  

  

１１－３－３ 知能情報システム学専攻・知能情報システム学科 

（１）研究概要 

知能情報システム学科・知能情報システム学専攻の研究目的は,従来の情報科学・情報工

学に加えて自然科学や社会科学までも視野に入れ，知能情報システム学の基礎から応用ま

での高度な学術的研究を行い，研究成果をもって学問の発展に寄与し，また,地域社会およ

び国際社会の発展に貢献することである。そのため, 知能情報システム学科・知能情報シ

ステム学専攻は,情報の基礎的性質，情報の数理的解析，自然や社会の中での情報，計算機

科学・情報処理技術・人工知能技術・情報ネットワークの基礎と応用など多彩な分野を研

究の対象としている。 

教員は知能情報システム学講座に配置されるとともに，卒業研究および大学院生の研究

を複数人の教員で効率的に進めるため,5つの研究グループを構成して活動している。また,

総合情報基盤センターの教員とも連携して，共同研究を継続的に行っている。 

 

（２）各研究分野の活動の概要と研究成果 

・改ざん攻撃に耐性のある秘密分散法の開発 

秘密分散法の研究として，セキュリティ機能を有する手法を研究している。分散ストレ

ージシステムへの応用を想定して，再生成符号を応用することにより，故障した分散デー

タを効率的に修復し，かつ，復旧に利用される分散データの改ざんを検知できる手法を開
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発した。 

・マルウェア分析支援システムの開発 

マルウェア分析に関する研究開発を行っている。マルウェアをダウンロードさせる悪性

Webサイトの挙動を詳細に把握するために，複数のWebブラウザやプラグインで実装したマ

ルチ環境による分析手法を開発した。 

・非線形微分方程式に対する解の数値的検証法 

一般に，非線形微分方程式の解の存在や一意性は数学的に証明するのが難しい。そこで，

コンピュータで計算可能な数学的に同値な解の存在条件を導き，それを計算することによ

り解の存在を示す方法を開発している。楕円型偏方程式やパラメータ依存方程式に対する

検証には成功しており，今後は，遅延微分方程式や発展方程式に対する方法を検討する予

定である。 

・ウェーブレット解析と区間演算の融合による画像・信号処理技術の開発 

ウェーブレット変換と区間演算を組み合わせて，画像圧縮や拡大・縮小・回転などにも

耐性がある電子透かし法を開発している。また，電子透かし技術を応用して，画像や音声

に改ざんがあった場合，それを検知する方法も開発している。 

・数学力向上のためのブレンディッドおよびアクティブラーニングとその運用 

大学生の数学力を向上させる方法として効果的なブレンディッドラーニング法について検

討している。また，ブレンディッドラーニングとTBL(Team Based Learning)を組み合わせ

ることにより，学生の能動的学習（アクティブラーニング）を促す新たな教育方法を開発

している。 

・Generative Topographic Mapping(GTM)を用いたデータの可視化 

GTMを用いたデータの可視化・クラスタリングに関する研究を行っている。今後は，変分

ベイズ法等の統計的学習法を用いたGTMの学習法について研究を行う。 

・情報ネットワークプロトコルの性能評価に関する研究 

具体的には，インターネットで利用されているTCPやUDPをベースとした次世代プロトコ

ルの開発を目指した研究を行っている。 

・インターネットコラボレーションシステムに関する研究 

インターネットを介した双方向コミュニケーションを中心にした協調作業を支援する

システム，具体的には，国際遠隔医療支援システム，身障者用駐車パーミットシステム，

学習管理システムの構築などを研究している。 

・高速ネットワークにおけるトラフィック制御に関する研究 

高速ネットワークについて，回線の伝送効率を向上させ，効果的な輻輳制御が可能なレ

ート制御手法などを考察している。 

・パケットフィルタを対象とした並列化手法 

 これまでに開発したスループット指向マルチコア並列パケットフィルタをレーテンシ指

向フィルタに改造した。レーテンシ指向では複数コアをきめ細かく実行制御する必要があ

り，そのための理論を構築し，それが実験結果とよく一致することを示した。今後は多コ

アへの改良とさらに詳細な実験を通し，理論の精密化と実用化を目指す。 

・ネットワーク利用者認証システムの開発 
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総合情報基盤センターおよび学科の教員と協力してネットワーク利用者の認証システ

ムを開発している。すでに長期間にわたって安定して運用できており，多くの大学や機関

においても利用される実用性の高いものである。さらにネットワーク利用環境の変化に対

応して新たなシステムを開発している。 

・アルゴリズムに関する研究 

センサーネットワークにおける電力消費の少ないルーティングアルゴリズム，リコンフ

ィギャラブルアーキテクチャにおける効率の良いアルゴリズム，タスクスケジューリング

アルゴリズムの研究を行っている。取り組んでいるテーマについては，いずれも理論面の

話が多いため，今後シミュレーションによって実際の環境での有効性を検討する必要があ

る。また，問題の最適性についても検討する必要がある。 

・ソフトウェアの理解容易性の定量的計量 

ソフトウェアの大規模化が進む中で，ソフトウェアの開発・運用コストを低減するため

には理解が容易なソフトウェアの開発がカギを握る。本研究では，ソフトウェアの理解容

易性を定量的に計量するメトリクスの提案，定量化ツールの企画・開発，メトリクス活用

法に関する研究を行っている。 

・多次元分類方式を用いた情報整理方式に関する研究 

多様な大量データを様々な視点から柔軟に検索・概観するために，多次元分類方式を提

案し，ファイル整理ソフトウェアHyperClassifierを開発している。本研究では，観点毎

に分類ツリーを定義し，各ツリーの節点にファイル等の情報を対応づけることにより，系

統的な情報分類およびOLAP技術を用いた柔軟な情報検索を可能にしている。 

・情報系人材の能力の可視化および評価に関する研究 

 情報系の高度な人材の能力を評価するための資格制度を構築・提案している。また，情

報分野における高等教育の質保証を推進し，産業界と教育機関の相互理解を促進するため

に，両者が共通に使える知識体系を構築し，これを用いて産業界が情報系の学生に求める

要求レベルと，情報系の教育機関や学生が認識している達成度レベルを調査・分析してい

る。 

・地球環境および災害観測システム 

超高速インターネット衛星，地球観測衛星およびネットワークカメラを含む地上観測網

を用いた地球環境および災害観測システムの構築を行っている。また，宇宙航空研究開発

機構と共同して農業資源管理システムの構築を行っている。さらに, 環境省や国立環境研

究所，宇宙航空研究開発機構と共同して温室効果ガス観測技術衛星データの地上検証を行

っている。 

・HCT(視線入力システム応用) 

視線入力システムを開発している。安価な機器のみで利用できるため，貧しさや障害に

よるデジタルデバイドが生じない。HCI手法を確立しており，現在，当該システムの応用研

究を実施している。すなわち，視線による会話支援，電動車椅子走行制御，書籍等閲覧支

援,摂食支援,意思伝達作業支援等である。 

・深層畳込みニューラルネットを用いた一般対象物認識と福祉機器への応用 

深層畳込みニューラルネットを利用した2次元画像認識の研究を行なっている。今後は
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3次元画像情報まで処理を拡張して研究を行なう。 

・繁殖性の改善による家畜生涯生産性向上技術の開発 

家畜から得られる計測データ群から分娩能力を推定する研究を行なっている。今後はベ

イジアンネットによるモデリングに取り組む。 

・生体電気インピーダンス法と超音波撮像法を融合した新しい組織イメージング法の開発 

新しい生体イメージング法の基本原理について計算機上で研究を進めており，今後は計

測システムの開発に取り組む。 

・e-Learningのための学習管理システム(LMS)の開発と運用の研究 

現代的教育ニーズ取組支援プログラム「ネット授業の展開」においてXOOPSとMOODLEを

用いたLMSの開発と授業実践による実証を行った。 

・人工知能技術を応用した学習支援システムの研究開発 

音声認識，手書き文字認識，知識表現・推論などの人工知能技術を応用した個別学習支

援システムの研究開発を行っている。 

・モバイル技術を活用した学習支援システムの研究開発 

 携帯情報端末のGPS機能やカメラ機能を活用したフィールドワークを支援する学習支援

システムの研究開発を行っている。 

・統計的手法や人間の視覚認識システムに基づく画像処理手法の開発 

多変量統計手法や，ニューラルネットワークや遺伝的アルゴリズム，人間の視覚情報処

理システムのシミュレーションを通して，地球観測画像や医用画像の新しい処理手法の開

発を行った。 

・交通流の実測データ解析及び最適速度交通流モデルのパラメタ推定 

交通渋滞発生の実験データに対して，速度分布や速度相関などを解析し，流れの特徴量

の抽出を行っている。また，実験データから最適速度交通流モデル中のパラメタの推計を

行っている。 

・教材提示の認知分析に基づく教育用プレゼンテーションツールの研究 

板書による提示，スライドによる提示いずも長所と短所がある。本研究では, それらの

違いを実験的に明らかにし，書く過程を提示する板書の利点を取り入れた教育用プレゼン

テーションツールの研究を行っている。 

・歴史的コミュニティにおけるICT活用による地域防災に関する研究 

伝統的景観の保全や過疎化・高齢化の特徴をもつ地域は，空間的あるいは人的制約のた

め災害に対して脆弱である。本研究では，街の個性と日常をベースにした地域に根差した

ICT活用型防災の研究を行っている。 

・書字困難児童を対象とした手書き漢字学習支援システムの開発研究 

書字困難児童の書字運動の評価や特徴に応じた指導法が求められている。本研究では，

手書き文字認識の技術を応用した書字の判断・指導システムの研究を行っている。 

・医療現場における無線通信の安心安全な利用のための導入手順の検討 

 無線LANの爆発的普及は医療現場にも及んでいるが，導入手法が確立されていないため

チャンネル制御や通信速度，セキュリティ面で問題が生じている。そこで以前から提案し

てきた導入手法を再確認し，総務省に協力する形で普及活動を行っている。 
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・病院内における無線電波の到達範囲の制御に関する研究 

 病院建物は他の建物に比べ無線電波の到達範囲に影響する壁やドアが多いが，その材質

を知る職員は少ない。そこでその影響を考慮した無線電波到達範囲の制御手法を提案した。

これにより無線LANや医用テレメータ等の安心安全な導入を支援する。 

・電力線高速通信(PLC)を医療現場で安全に使用できることの検証 

 厚生労働省の通知によりPLCは医療現場では避けられてきたが，無線LANの爆発的普及に

より有線LANが見直されるべき時代となったことから，PLCの電磁両立性(EMC)および電源

歪みの面からの安全性を検証している。 

 

（３）今後の課題 

各教員がそれぞれの研究分野で成果をあげ，各教員の研究能力を向上させるため，学科の

研究グループを中心とした研究体制を効率よく運用する方法を探究する。また，予算を効

果的に使って研究設備の充実，更新を行い，常に新しい研究環境の整備を図る。さらに，

教員が協力して研究資金の獲得に努める。 

 

１１－３－４ 循環物質化学専攻・機能物質化学科 

（１）研究概要 

循環物質化学専攻および機能物質化学科は，豊かな文明社会の構築に寄与することと新

しい知を探求し，この知を社会の発展へつなげることを研究の目的とする。 

循環物質化学専攻および機能物質化学科では研究の柱を，材料系と物質循環系に大別し

ている。前者では，無機系材料，有機系材料を研究するグループを，後者では，生命系と

環境系を研究するグループを構成している。上記4つの研究領域は，今世紀もっとも技術の

進展が見込まれている最先端分野であることが共通の特徴である。分子状態のミクロスコ

ピックな分析解明，反応機構の解明，開発した分子の物性評価といった理学的研究とそれ

ら分子の応用やプロセス開発としての工学的研究の両輪が密接に連携し，これらの研究推

進の駆動力となっている。 

 

（２）各分野の研究活動の概要と研究成果 

循環物質化学専攻および機能物質化学科では，無機材料化学分野，有機材料化学分野，

生命系分野，環境系分野の4分野で教育研究体制が構成されている。現在重点的に取り組ん

でいる研究の概要と当該年度の成果を記す。 

・有機材料系及び無機材料系研究グループ 

材料系の2つの研究グループが共同して取り組んでいる新規光機能性有機−無機ハイブ

リッド材料開発に関する研究として以下の成果が挙げられる。フォトクロミック発色団を

有する有機‐無機超格子薄膜の作製に成功した。π共役性高分子を用いた有機‐無機超格

子薄膜の作製に成功した。有機‐無機超格子薄膜の作製に有効なスクイーズアウト法を確

立した。n-型液晶性有機半導体の液晶性の評価を行い，アルキル側鎖依存性を検討した。

また，混合による液晶相温度範囲を拡大した。様々な有機色素の光特性を評価し，シンチ

レータ—への応用に向けた分子構造の提案を行った。フルオレン系高分子を液体シンチレ
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ータ用色素として評価し，高い性能を有することを見出した。全塗布型有機薄膜太陽電池

の作製に成功した。全塗布型有機薄膜太陽電池の特性におけるn型半導体材料依存性を見

出した。カルバゾール発色団を有する有機‐無機超格子の電界効果トランジスタを作製し，

評価を行った酸化グラフェン粒子径の酸化反応時間依存性を明らかにした。高溶媒親和性

グラフェン誘導体の合成に成功し，種々の溶媒に対する分散性の官能基依存性を明らかに

した。架橋性5座有機キレート配位子が形成する環状三核錯体の自己集合によるカプセル

構造化により，常磁性イオン包接型の新規分子磁性体開発に成功した。 

 シリカ，チタニア，炭酸カルシウムなどさまざまな無機材料の中空ナノ粒子を数種の鋳

型高分子を用いて合成し，得られた中空無機ナノ粒子を薬物送達や応用やリチウムイオン

電池などへ応用した。以前J. Am. Chem. Soc., 129, 1534 (2007) に報告した研究が汎

用的であることを立証した。今後，さらに共同研究を進め，連携強化が望まれている。 

エ ネ ル ギ ー 関 連 で は Li イ オ ン 電 池 の 研 究 で は 高 容 量 固 溶 体 系 Li2MnO3-LiMO2 

(M=Ni,Co,Mn)の充放電メカニズムで酸素に関することを見出した。昨年度報告した新規な

ハイブリッドキャパシタにおいて，Ti酸化物の中でTiO2(B)を負極として用いたグラファ

イト/TiO2(B) キャパシタは最大の高容量を示した。さらに，竹炭を賦活して負極に用いた

電気二重層キャパシタは市販品と同程度の性能を示した。 

 さらに平成25年度より，近未来の光エレクトロニクスやフォトニクスの基盤となりうる

有機－無機ナノハイブリッド型キャビティポラリトンレーザの開発及び電流励起型有機半

導体レーザーの実現をめざした研究を新たに展開しており，現在は精密な層状ペロブスカ

イト薄膜作製技術の確立を目標とした成膜法の高精度化に取り組んでいる。 

また，無機材料系研究グループでは，平成26年度にセラミックス技術の有する研究室を

中心としてアドバンスドポーセリン研究所を立ち上げた。陶磁器の生産地である佐賀県の

様々な企業に技術貢献することを推進する。 

・生命系研究グループ 

タンパク質は生体で，生化学，生理学，免疫学的機能の重要な役割を演じている。タン

パク質が機能する場として，細胞外，細胞膜，細胞質があり，特に細胞膜上で機能する受

容体，酵素，輸送体などのタンパク質に関して，それらの構造と機能の相関研究が精力的

におこなわれている。専攻ではこれまで多様な機能を持つタンパク質やその関連領域で研

究をおこなってきた。具体的に，医薬・農薬をはじめとする生理活性物質関連分野では欠

くことの出来ない含フッ素有機化合物合成法の開発，生体機能制御に関連する化学物質反

応性や構造的自由度を制限した疑似モデル化合物の分子設計，単分子膜である生体膜の分

子凝集機構におけるタンパク質の単分子膜凝集状態に及ぼす影響の検討，ターゲットへの

走化性及び貪食作用をもつ細胞ミミックの開発，タンパク質の疎水親水性と溶媒分子の相

互作用と構造への影響，生体分子の溶液構造の新規解析法の開発をおこなっている。  

・環境系研究グループ 

土壌や河川など地域環境の汚染物質による影響は深刻である。これを浄化するシステム

の構築はこれからますます重要になる分野の一つである。そのためには，環境汚染物質の

形態，それらの分子構造や挙動を対象にした除去材料の開発，および除去材料を用いたシ

ステム（プロセス）の構築が求められている。本研究では，分析化学・物理化学的な手法
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を用いた手法で汚染物質の動態挙動を解析し明らかにする研究者，無機・有機化学的な手

法で無害化材料を開発する研究者，プロセス（システム）として開発した材料の有効利用

を検討する研究者によって，それぞれのテーマについて研究を行っている。分析化学ある

いは物理化学を用いた汚染物質の動態解析，無機・有機化学による材料調製，およびその

材料を用いた汚染物質の除去方法の構築を目的とし，汚染物質の無害化プロジェクトを実

施している。特に，分析化学・物理化学の手法を用いた汚染物質の動態挙動の把握，有機・

無機合成手法を用いた材料の開発，および化学工学的な材料評価と汚染物質除去システム

の構築という3グループに分かれて研究を推進している。さらに，レアメタル回収や有害元

素除去を目的とした，大環状化合物カリックスアレーンや疑似ホスト化合物であるテーラ

ーメイド型三脚状分子を基体とする分離剤や検出機器の開発，貴金属回収のための新規分

離剤の開発に関する研究，・バイオマス廃棄物を有効利用した使用済み小型家電製品から

のレアメタル回収技術の開発，微細藻類，セルロースを用いた貴金属回収に関する研究も

実施している。これらの連携的な取り組みとして，放射性元素除去剤の開発がある。大震

災後の原発からの放射性物質の漏出が問題となっている。このプロジェクトでは，さまざ

まな放射性物質の中でヨウ素やセシウムなどに着目し，さまざまな共存物質からの選択的

かつ高効率に除去することが可能な大環状ホスト分子を基体とする分離剤の開発を行って

いる。 

この他，今後重点課題として推進されている研究があり，専攻や学科の他の教員と連携

を取り研究推進を行っている。有機合成系では，新規有機フッ素化合物の開発が行われて

いる。少数（1個から数個）のフッ素原子が有機化合物の特定の位置に導入されると，生理

活性の増大や新しい機能発現がしばしば見られる。その理由として，フッ素原子導入によ

る化合物の脂溶性，極性，電子的環境の変化が，もとの分子の形を大きく変えることなく

起こることが指摘されている。そのため，医薬・農薬をはじめとするファインケミカルの

分野や液晶・電子素子の機能性材料の分野で有機フッ素化合物の需要はますます増加して

いる。しかしながら，天然物として得られる有機フッ素化合物はほとんど存在しないこと

から，合成の果たす役割は非常に大きい。これらを踏まえ，有機化合物に簡便にフッ素を

導入する方法論の研究が行われている。現在，このフルオロアセチレン化合物に関する研

究は，世界で佐賀大学のグループ以外は報告がなく，全く独創性に富む分野となっている。

また，炭素の二重結合に直接フッ素が結合したフルオロオレフィンの立体選択的な合成法

も限られており，その汎用性の高い合成法が必要であるが，その解決策の一つとしてフル

オロシリルオレフィンのアリール化反応を達成した。またこれらとは別に，トリフルオロ

メチル基を導入した複素環化合物の立体ならびに位置選択的な合成にも成功しており，生

成物の応用が期待される。これらの成果はそれぞれ国際誌に掲載されている。分析化学系

では，さまざまな状態（低温，高圧，ナノ空間中）における液体や溶液，イオン液体を研

究対象とし，それらの構造やダイナミクス（分子の並進や回転運動）をミクロスコピック

に追求している。溶液系での分子の状態理解は今後ますます重要視されることが予想され

ており，これらの成果は物理化学系の国際誌に掲載されている。物理化学系では，タンパ

ク質の構造や機能解明のために水素結合ネットワークや分子構造の変化など，従来では見

ることのできなかったタンパク質構造の小さな変化を100ナノ秒の時間分解能で観測する
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新しい技術，ラマン円偏光二色性分光法を開発している。また，高分子系では，天然多糖

類のような高分子の溶液の相分離を利用した高秩序ナノ-マイクロ構造の構築と制御を行

っている。化学工学系では，ナノ粒子や高分子ゲルの特異的機能や相転移現象についての

メカニズムを解明することを目的として研究を遂行している。物質調製の制御に関連する

研究者との連携によって，現象解明の展開が望まれている。 

 

（３）今後の課題 

前述したように専攻の重点課題としている新規光機能性有機−無機ハイブリッド材料の

創出に関する研究，生理機能をもつタンパク質の会合制御と構造解析，汚染物質の動態解

析とその無害化システムの構築に関する研究に関する研究で成果が上がっている。今後，

4つの研究系を中心に研究を推進し，さらに研究領域を越えた特色ある教育研究を築き上

げる必要がある。 

 

１１－３－５ 機械システム工学専攻・機械システム工学科 

（１）研究概要 

本学科・専攻では，基礎技術の開発および地域貢献の二つを基本理念として，地球環境

維持並びに人間優先志向を基本に，産業の基盤をなす「ものづくり」および高度な製品の

開発に資するための研究を行うことを目的としている。 

研究内容としては，高効率生産システムや環境機器の開発，エネルギーの効率的利用，

材料の特性を考慮した合理的設計法の確立，およびロボットの高度利用技術の確立などの

研究である。本学科・専攻は，これらの研究に重点的に取り組むことにより独創的で世界

的水準の研究を行い，機械工学の従来の研究分野を網羅し，かつ従来の機械工学に無い新

しい研究分野を開拓できる体制となっている。 

得意とする研究分野としては，熱および流体エネルギー開発・有効利用，各種材料の疲

労・特性評価，設計生産システムの高度化およびロボットの知的制御であり，国内外の他

研究機関や学内との共同研究を通して成果を挙げており，研究の社会への波及効果は高い。 

今後は，学科内外の一層強力な有機的連携による独創的，先駆的研究を行うことにより，

現代社会の要望に即応できる充実した研究体制を構築するとともに地域社会への貢献を積

極的・意欲的に推進する。 

 

（２）各講座の研究活動の概要と研究成果 

ⅰ．環境流動システム学分野 

環境流動システム学分野では以下のテーマによる研究に取り組んでおり，多くの成果を

上げている。 

非平衡凝縮を伴う超音速環状旋回流に及ぼすノズル形状の影響 

臨界ノズル流量計内の低レイノルズ数流れの数値解析 

二酸化炭素高速気液二相流れに関する実験的研究 

NACA65翼まわりのコーナーはく離に関する研究 

半開放型軸流ファンの設計と数値解析に関する研究 
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軸方向吐出型斜流ファンに関する研究 

膨張波とゲル内気泡の干渉に関する研究 

音響レンズを使用したレーザー誘起水中衝撃波の集束法 

微小領域内を飛翔する高速微粒子速度計測 

小型軸流ファンの入口三次元流れ場に関する研究 

半開放型軸流ファンの性能と動翼出口流れに関する研究（入口ベルマウスサイズの影響） 

半径吐出斜流ファンに関する研究 

 

ⅱ．熱エネルギーシステム学分野 

熱エネルギーシステム学分野では以下のテーマによる研究に取り組んでおり，多くの成

果を上げている。 

高熱伝導性材料の熱物性測定と電子回路冷却への適用に関する研究 

露点計測および露点推算の高精度化に関する研究 

地中熱ヒートポンプ・ヒートパイプシステムのサイクル計算 

低GWP新冷媒の熱伝導率測定 

低GWP新冷媒の粘度測定 

細径管内における沸騰及び凝縮熱伝達の促進 

扁平多穴管における沸騰及び凝縮熱伝達特性 

遷臨界CO2エジェクタサイクルのシミュレーション 

 

ⅲ．先端材料システム学分野 

先端材料システム学分野では以下のテーマによる研究に取り組んでおり，多くの成果を

上げている。 

機械構造用鋼の疲労強度に及ぼす過大応力の影響 

切欠きを有する機械構造用鋼の疲労限度線図に関する研究 

鉄鋼材料の腐食疲労強度に及ぼす影響因子に関する基礎的研究 

球状黒鉛鋳鉄の疲労強度評価式に関する研究 

疑似生体環境内でのAZ31マグネシウム合金の腐食挙動 

AZ31マグネシウム合金押出板材の繰返し擬弾性挙動に及ぼす結晶粒径の影響 

AZ31マグネシウム合金圧延材における引張および圧縮変形中のミクロ組織変化 

糖尿病性足病変予防靴開発のための靴底および足の有限要素解析 

流体構造連成解析のためのδ-SPH法の検討 

クラッド材の切断過程の有限要素法解析 

FBG光ファイバユニットセンサのひずみ感度に関する検討 

FCC金属の結晶格子回転に関する多結晶塑性論的考察 

工業用純チタンの結晶塑性モデリングと成形限界解析への適用 

マグネシウム多結晶体における隣接結晶粒が変形双晶に及ぼす影響 

銅微細配線中の欠陥量に及ぼすアニール条件の影響 

マグネシウム中のレンズ状双晶に関する分子動力学解析 
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SUS304鋼材中の固溶水素に関する昇温脱離分析法を用いた定量評価 

 

ⅳ．設計生産システム学分野 

設計生産システム学分野では以下のテーマによる研究に取り組んでおり，多くの成果を

上げている。 

ジャーナル軸受の油膜計測に関する研究 

プラズマ溶射アルミナ皮膜の摩擦摩耗に及ぼすウシ血清アルブミンの影響 

絶縁ドット静電チャックの開発に関する研究 

作動油の高圧物性に関する研究 

弾性流体潤滑に関する研究 

ミニ回転式粘度計の開発に関する研究 

高バイアスプラズマによる金属含有炭素系膜の開発 

3元系クロム窒化膜の機械的性質および酸化挙動に与えるSi添加効果 

リソグラフィを併用したテクスチャー表面の開発 

ギヤカップリングの性能評価に関する研究 

内歯車のスカイビング加工における干渉について 

歯車型砥石を用いた歯車研削に関する研究 

 

ⅴ．知能機械システム学分野 

知能機械システム学分野では以下のテーマによる研究に取り組んでおり，多くの成果を

上げている。 

動的せん断歪み解析法にもとづく塗膜下腐食の非破壊検査 

二次元微分干渉共焦点光学系の設計 

複合応力型応力発光評価システムの構築 

パターンを基礎とした応力発光の残光成分除去 

応力発光の分光学的簡易解析法の検討 

AEセンサを用いたき裂進展の初期段階検出に関する研究 

AEパラメータを用いた膝関節の異常検出に関する研究 

AE信号処理による鋼に起こる亀裂の源位置計算に関する研究 

運動時のEEG信号の特徴に関する研究 

レーザ描画マーカを用いた拡張現実システム 

双方向光空間通信システムの設計 

力覚フィードバックを用いた移動ロボットの近接警告ナビゲーション 

空間レーザ光の追従制御技術 

移動ロボット車の音声指令システム 

入力飽和を考慮した移動ロボット車の追従制御 

画面情報のみを用いたマルチコプターの飛行制御法に関する研究 

LMIを用いた2次元平面ボールバランサーの制御に関する研究 

複数台のカメラを用いたマルチロボットのフォーメーション制御に関する研究 
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（３）今後の課題 

機械システム工学科・機械システム工学専攻では「未来を創造し，環境と共生する」学科・

専攻を目指す。従来の機械工学に新たな視点を加え，これからの時代と社会が求める新し

い安全・安心・快適な「もの創り」の視点からの研究を推進する。すべてのものづくりに

欠かすことのできない設計・生産を担う学問分野としての，基幹的な研究を行うとともに，

先進技術分野および医工学分野の研究へ適用分野を広げていく。 

 

１１－３－６ 電気電子工学専攻・電気電子工学科 

（１）研究概要 

我々は，電気電子工学は現代社会を支える中核的基盤技術であるという認識のもとに，

人と地球に優しい革新的な未来技術の創出に貢献するという理念を持って研究活動を推進

している。電気電子工学は，21世紀のあらゆる産業と社会の基盤となる技術であるととも

に豊かで安全・安心な生活を実現するための最重要技術として，日々進展して止まない科

学技術となっている。即ち，今日の科学技術とりわけ第三の産業革命というべき情報通信

技術や高度な交通社会を実現する技術，近年喫緊の課題となっているエネルギー技術の根

幹をなす学問体系の主要な一つであり，ハードウェア技術とソフトウェア技術の融合，電

気電子工学と情報通信工学の複合化が益々進展する中で，電気電子工学をコアとした学際

的・業際的な技術の創成が益々重要性を増している。21世紀における人類の持続的繁栄の

ために必要な「人と地球に優しい革新的な未来技術」の創出には，情報通信，エレクトロ

ニクス，環境・エネルギー，ナノ・バイオテクノロジーなど，電気電子工学の知識と技術

を中核とした最先端科学技術の発展が必要不可欠である。 

具体的には，ネットワーク社会を支えるICT技術や効率的なエネルギー利用を実現する

技術，工業生産や福祉社会を支える技術，地球温暖化を防止するための技術など，電気電

子工学の知識と技術をコアとした最先端科学技術の更なる発展が期待されている。 

このような社会情勢と技術ニーズを踏まえて，電気電子工学専攻では，6グループ（グル

－プA, B，C，D，H，I）に分かれて，ワイヤレス通信，電子回路，エレクトロニクス実装，

パワーエレクトロニクス，太陽光発電システム，シンクロトロン光応用，光半導体，パル

スパワー，計算機応用工学，人工頭脳工学，高周波デバイス，プラズマエレクトロニクス

の分野で，それぞれが人類の長期的繁栄と共に人々の豊かで安全・安心な生活の実現に貢

献する研究課題を重点的に設定して研究開発を推進している。 

研究の遂行においては，いままでの電子システム工学，電子情報工学，情報通信工学な

らびに知能計測制御工学の分野で培ってきた個々の教員の独創的な基盤研究，基礎研究，

萌芽的研究を引き続き支援するとともに，電気電子工学専攻や電気電子工学科の特徴とな

る研究の形成を目指して，組織的・戦略的に重点研究を推進している。重点研究において

は，本学の重点領域であるシンクロトロン光応用，バイオ，グリーンエレクトロニクスな

どをキーワードに，学内研究センター，他大学，海外の教育研究機関との連携を推進して，

国際的に高い水準の研究を目指している。さらに2015年10月には田中徹氏が教授に，2016

年2月に大島孝仁氏が特任助教に就任された。それぞれ，光半導体分野およびパワーエレク

トロニクス分野における研究・教育を担当する予定である。 
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バイオセンシング・イメージング，シミュレーション工学およびシステム制御などの電

気電子関連分野については，独立専攻（生体機能システム制御）が改組された先端融合工

学専攻が中核的組織であり，電気電子工学科の卒業研究等の学部指導に加わっている。ま

た，電気電子工学専攻には「シンクロトロン光応用研究センター」にかかわる教員も所属

しており，センターの先端的研究設備の活用を通じて最先端の「もの創り技術」や評価・

加工技術等の研究などについて本専攻の専任教員と協力して実施している。 

科学技術創造立国の根幹を支える電気電子工学分野における創造性豊かな人材の社会

的ニーズは極めて高く，上述の先端研究推進においては実践的な研究教育を推進すること

によって，電気電子工学の高度な専門的知識とすぐれた技術開発能力を修得させ，先端科

学新技術の創出に貢献できる有能な人材の育成にも心掛けている。 

 

（２）各グループの研究活動の概要と研究成果 

ⅰ．グループＡ（ワイヤレス通信・電子回路・エレクトロニクス実装分野） 

グループAでは，情報通信（ICT）技術の基盤技術である通信用機能アンテナと電磁

波動信号処理およびマイクロ波・ミリ波集積回路，レーダや無線電力伝送などの電波

応用技術，アナログ・デジタル信号処理回路，計測回路，LSI設計，アナログ・デジタ

ル混載回路設計，エレクトロニクス機器の実装技術，光／電気変換回路，電磁界解析

等について研究を推進している。本年度のグループの研究成果としては，学術論文3件，

国際会議招待講演1件，国際会議10件，国内講演53件の研究発表を行った。また，9件

の学生受賞があった。以下，各研究分野の進捗状況を記述する。 

 

・ワイヤレス通信分野 

将来のワイヤレス通信システムや電波応用システムの基盤技術として，安価な半導体

デバイスを用いて高周波発振を実現するPush-Push発振器技術を核とした発振器アレー

および周波数可変発振器，空間変調システムのための直交偏波切替・直交偏波識別機能

を有する平面機能アンテナやガン発振器とアンテナを一体化したアクティブアンテナ，

無線通信装置の高性能化やレーダ応用を目指したビーム可変アンテナや電磁波到来角推

定アンテナ，マイクロ波無線電力伝送のためのレクテナ（アンテナ付きRF-DC変換回路），

選択的磁気共鳴型無線電力伝送システム，高機能マイクロ波回路技術などについてそれ

ぞれ独創性の高い研究を推進し，学術論文や国際会議（IEEE APCAP, IEEE APS, EuMC，

ISAP），国内会議で発表した。ワイヤレス通信工学分野では，学術論文3件，国際会議で

の招待講演1件，国際会議発表8件，国内講演29件の研究発表を行った。 

また，2015年度学生マイクロ波回路設計試作コンテスト 低損失部門特別賞，MWE2015

大学展示コンテスト奨励賞，映像情報メディア学会放送技術研究会学生発表部門最優秀

賞・優秀賞，2015年IEEE福岡支部発表奨励賞，電子情報通信学会エレクトロニクスソサ

イエティ優秀学生修了表彰，電子情報通信学会九州支部学術奨励賞の合計7件の学生によ

る外部表彰の受賞があった。  

また，国内企業との共同研究1件，静岡大学の共同研究プロジェクト1件，科研費3件の

助成を受けて研究を実施した。 
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今後も，これまでの研究成果に基づいて，ワイヤレス送受信機能モジュール，平面ア

レーレクテナ，さらにはRFセンサ等の一層の高度化を進展させて，安全・安心でより豊

かな社会の実現ならびに関連産業の発展に貢献する。 

なお，ワイヤレス通信分野の研究成果等は，http://www.ceng.ec.saga-u.ac.jp/（学

科のホームページよりリンク）に掲載している。 

 

・電子回路分野 

アナログ・デジタル信号処理回路に用いる基本MOS集積回路ブロック（アナログおよび

デジタルセル）の設計とDA変換器への応用及びその評価方法，FG-MOSによる多値論理シ

ステムに用いる基本ロジック回路の設計及び検証，多値論理マイクロコンピュータへの

応用，微小位相差計測回路に関する研究を行った。学外との共同研究として，高専と新

しい集積回路の設計試作，他大学および学内研究者との計測装置の開発を進めている。

専門人材教育に関する手法についても興味があり，企業との共同研究「実践型人材育成

プログラムの開発」を継続して行っている。以上の研究成果は，学術論文（20件：国際

会議（2件），国内会議（18件））にて研究発表した。 

さらに，電気関係学会九州支部連合大会講演奨励賞の学生による外部表彰の受賞があ

った。 

 

・エレクトロニクス実装分野 

高速信号線間のクロストーク低減技術，配線板電源層からの放射雑音低減技術，さら

に，省電力化を目指したLED照明システムについて研究を進めた。 

クロストーク低減技術として提案している容量付加法の多並列信号線や曲がり部等

（平衡，不平衡伝送路）への適用評価ならびに放射雑音評価を実施し，検討の一部を国

内講演５件発表した。電源層からの放射雑音については提案している抵抗付加法におい

て，色々な条件下での付加ピッチと周波数特性の関係を明確にするとともに，配線板内

電源雑音を考慮した最適な抵抗値および付加位置の検討を進めた。さらに，メッシュ状

電源層における最適付加法の検討も進め，関連内容にて国内講演５件発表した。LED照明

システムについては，焦電センサによる人の行動パターン検出について検討を進め，国

内講演１件発表した。 

さらに，電子情報通信学会九州支部学生会講演奨励賞の学部学生による外部表彰の受

賞１件があった。   

 

ⅱ．グループＢ（パワーエレクトロニクス・太陽光発電システム・シンクロトロン光分野） 

 グループBでは，環境にやさしい，省エネルギー社会につながる電力（パワー）エレクト

ロニクスの研究を行っている。主にダイヤモンド半導体のパワー半導体デバイスの研究分

野，太陽光発電システムの研究分野，シンクロトロン光の研究分野に分かれて研究を行っ

ている。 

 本年度のBグループの研究成果は，査読付き学術論文（英文）10件，国際会議発表17

件（うち招待講演5件），国内会議発表36件（うち招待講演2件）の研究発表を行った。

ー336ー



各研究分野の進捗状況は下記の通りである。 

 

・パワーエレクトロニクス分野 

 電力システムにおいて格段にエネルギー効率を向上させることができるダイヤモンド半

導体デバイスの研究は，これまでの学長裁量研究プロジェクトやグリーンエレクトロニク

ス研究所などの支援を受け，本学内の設備で，ダイヤモンド半導体結晶のCVD成長，シンク

ロトロン光を用いたX線トポグラフィー法による結晶欠陥の構造解析，ダイヤモンド半導

体デバイスの作製，測定を行うことができるようになり，世界からの注目を集めている。

本年度はダイヤモンド半導体デバイスのMOS構造などの基礎物性を解明した。本成果は，

Japanese Journal Applied Physics(JJAP)誌に掲載された。この研究の一部は，科研費

基盤Bにより行われた。 

 ダイヤモンド単結晶をシンクロトロン放射光を用いたX線トポグラフィー技術により観察

を行い，ダイヤモンド単結晶中の積層欠陥の構造がショックレー型であることを明らかに

した。この成果はJJAPに掲載された。 

酸化ガリウム(Ga2O3)の研究では，結晶中に空洞（ボイド）型の欠陥を発見し，その構造

を明らかにした。この成果はJJAPに掲載された。 

また酸化ガリウム(Ga2O3)のショットキーバリアダイオードを作製し，良好なデバイス特

性を得た。この成果はこの成果はJJAPに掲載された。 

 

・太陽光発電システム分野 

太陽光発電システム研究は，新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の「高性能・

高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開発」の代表者として，委託を受けて，運転中

の吉野ヶ里メガソーラー（太陽光発電所，12MW）の第一工区（10kW）内に，高速測定シス

テムを構築した。今後，このシステムによって得られた発電量の測定データの，解析ソフ

トウェアの開発を進めていく。 

学術論文（英文）4件，国際会議発表9件（うち招待講演3件），国内会議発表23件（う

ち招待講演1件）の研究発表を行った。 

特筆すべきは,上記のNEDO事業の採択，科研費基盤Bの他に，科研費挑戦的萌芽の採

択，国際会議招待講演（Collaborative Conference on 3D & Materials Research 

(CC3DMR) 2015，Semicon Nano 2015, ISPlasma2016 / IC-PLANTS2016，合計3件），国内

会議招待講演（表面科学会学術講演会，合計1件）である。  

 

・シンクロトロン光応用分野 

シンクロトロン光応用研究センターのナノスケール表面界面ダイナミクスビームライン

において，高キャリア移動度を持つグラフェンや関連物質の作製と電子状態の研究，ナノ

材料としてのシリコン/ビスマスやシリコン/銀ビスマスでのラシュバ状態分析，バイオエ

レクトロニクス材料としてのアミノ酸の薄膜作製と歯科合金との結合状態分析，シンクロ

トロン光とレーザーによる時間分解光電子分光システムの開発などの研究を推進した。特

に，界面修飾した SiC 上グラフェンのバンド分散と電子ダイナミクスを明らかにした。科
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研費基盤(B)(研究代表者，高橋和敏)に採択された。また，シンクロトロン光光電子分光に

よる表面電子状態解析に関する共同研究を行った。これらに関する成果として学術論文

（英文）6 件，国際会議発表 8 件（うち招待講演 2 件），国内会議発表 13 件（うち招

待講演 1 件）の研究発表を行った。 

 

ⅲ. グループＣ（光半導体・パルスパワー・太陽光発電システム分野） 

グループCでは，半導体結晶成長と物性評価および各種発光・受光デバイスの開発など光

半導体関連，パルスパワー，放電プラズマの発生と応用技術および太陽光発電システムに

関する研究を行っている。 平成27年度は以下の研究を遂行することで，学術論文26件，国

際会議15件(招待講演含む)，国内学会発表22件以上を行った。 

 

・光半導体工学 

「光」と「半導体」をキーワードに主に化合物半導体の結晶成長と各種基礎物性の評価，

新規緑色発光ダイオード(LED)，次世代太陽電池，スピントロニクスに関する研究，シンク

ロトロン光を利用した半導体プロセス開発と物性評価を，シンクロトロン光応用研究セン

ターの教員と共同して行っている。既に市販レベルの高い発光効率を実現しているZnTe 

LEDについては，更なる高効率化を目指してヘテロ接合用材料の開拓と不純物ドーピング

機構の解明を進めた。次世代太陽電池として地球上に資源が豊富な材料で構成されるCZTS

系薄膜太陽電池に関する研究，新概念に基づく太陽電池として中間バンド型太陽電池に関

する基礎研究を行った。また，スピントロニクス応用を目指した磁性薄膜の作製，ナノ構

造の形成，Ⅲ族窒化物半導体の薄膜成長に関する研究を実施した。これらの研究成果は，

国際会議8件，国内学会19件，国際会議招待講演5件，国内会議招待講演1件, 海外研究機関

での招待講演11件, Applied Physics Letters, Journal of Crystal Growthなど国際的学術専門誌

に20件の論文, 分担執筆の著書1件として公表した。なお，これらの研究の一部は，国内お

よび国外の研究機関との共同研究によるものであり，また，文部科学省科学研究費補助金

「基盤研究(C)」「基盤研究(B)」，科学技術振興機構(JST) 産学共創基礎基盤研究プログラム，

日本学術振興会二国間交流事業の研究課題と関連するものである。 

なお，上記の研究成果等は，http://www.sc.ec.saga-u.ac.jp/（学科のホ−ムペ−ジより

リンク）に掲載している。 

 

・パルスパワー，放電プラズマの発生と応用技術 

パルスパワー発生を使った砕氷技術の開発のために基礎研究，パルスパワー技術を使った

植物生育制御および休眠打破技術に関する研究，プラズマを使った水処理技術に関する研

究などを行っている。文部科学省科学研究費補助金「基盤研究（C）」1件（継続（2年目），

プラズマを使った水処理関連）の採択を得た。共同研究は，学内共同研究を2件（プラズマ

を用いた水中殺菌技術，パルスパワーによる育種に関する研究），学外共同研究を1件（パ

ルスパワーによる植物の生育制御）実施した。ルブリン工科大学（ポーランド）と武漢大

学（中国）とで国際パートナーシップ教育プログラムを実施した（ルブリン工科大学とは

代表者として実施）。学術論文は計６編が掲載された。 
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・太陽光発電システム 

 メガソーラー発電所で計測されているデータを用いて，不具合の起こった発電モジュー

ルの検出，さらに不具合の程度や種類を推定する技術について研究した。メガソーラー発

電所で計測された大規模データを表示し解析するソフトウェアを開発した。新エネルギー・

産業技術総合開発機構（NEDO）の「高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開

発」に登録研究員として参加した。国際会議2件，国内学会3件の発表を行った。 

 

ⅳ．グループＤ（計算機応用・人工知能分野） 

電力の品質管理，安定した供給に電力状態の観測は，必須の基盤技術である。高調波発

生源を同定する開閉器内蔵樹脂一体型電力状態観測センサに関する研究を進め，国内会議

などで発表を行った。その内，研究指導する学生の発表内容が評価され，「産業応用工学会

全国大会2015学生賞」を受賞した。本研究に関しては，内容を進め次年度に改めて査読付

き論文に投稿する予定である（既に投稿し，査読中）。さらに，電力工学教育ならびに学習

支援システムの構築に関する研究においても，発表した学生が，「電気学会基礎・材料・共

通部門平成27年優秀論文発表賞」を受賞し，その成果が電気学会，基礎・材料・共通部門

論文誌に掲載された。また，共同研究者の教育支援システに関する論文も同上電気学会論

文誌に掲載され，横浜で開催されたIECON2015に多巻線変圧器の漏れインダクタンス解析

に関する論文も再録され，都合審査付き論文3篇，他に学会研究会報告7件を公開できた。

引き続き下記は，他の研究グループ・メンバーの活動状況である。 

人工頭脳工学の分野において，自己組織化マップ（SOM）を用いた時系列信号処理，SOM

の携帯情報端末への実装，大規模な組み合わせ最適化問題の分割と統合に基づいた解探索

法，構造刈り込み学習を用いた独立成分分析（ICA）などに取り組んだ。その他，平成26年

7月から2年間の予定で採択された日本学術振興会二国間交流事業共同研究「歴史的地方都

市における災害時要援護者支援のためのICT活用型防災デザイン」（代表：三島伸雄都市工

学専攻教授）に研究分担者として参加し，相手国（韓国）のメンバーと共同で研究を進め

ている。これらの内容については，査読付学術論文３編（うち１編は掲載決定）や国際会

議論文３編をはじめ，国内学会などで３件の研究発表をしている。その他，基調講演２件

の講師も務めた。なお，平成27年9月には日本知能情報ファジィ学会から貢献賞が授与され

た。 

ヒトと同等以上に知的な計算機の実現に向けて，(1)部分観測マルコフ決定過程理論を

用いた最適制御の研究，(2)ヒトの能力を調べるために用いられている発達尺度の各タス

クをロボットに実現させる研究，(3)人間の動作をロボットが真似るという「見まね学習」

の研究などを行った。科研費基盤研究(C)「部分観測マルコフ決定過程理論に基づく発達尺

度の言語関連タスクの包括的実現」および「部分観測マルコフ決定過程理論に基づく発達

尺度の模倣関連タスクの包括的実現」の支援の下で研究を進めた。その内容に関して査読

付学術論文1件，国際会議2件，国内学会5件の発表を行った。 

科学研究費（基盤研究（C））「次世代のエネルギー問題を解決する電力工学教育・学習支

援システムの構築」の支援を受けて研究を進め，その成果を国際会議IECON2015に投稿し

採択され1件発表した。さらに，同様の研究テーマについて国内会議で6件の発表を行った。 
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なお，上記の研究成果等は，http://www.ace.ec.saga-u.ac.jp/Work/papers.html（研

究室ホ−ムペ−ジよりリンク）に掲載している。 

 

ⅴ．グループＨ（高周波デバイス分野） 

高周波（電波）は，「見えない」「自由に空間を伝搬できる」という特長を利用して，生

活の様々な場所で利用されている。高周波を使うためには半導体デバイスが不可欠で，高

周波化，高出力化を目指した研究が進んでいる。本グループでは高周波の利用拡大を目指

した半導体デバイスを研究している。特に「高周波かつ高電力」の領域で活躍可能な新し

い半導体材料を用いたデバイスの作製技術，構造設計（モデル化），簡単な回路による原理

実証を行っている。 

新しい半導体としては，従来の半導体（シリコン，ガリウムヒ素）より絶縁破壊電界が

高く高出力特性が期待できるダイヤモンド，窒化ガリウム，酸化ガリウムに注目している。

これらの材料を用いたトランジスタやショットキーバリアダイオードの電気的特性を改善

するための技術や構造をシミュレーションと実際の作製評価の両面から研究している。ま

た，高周波で問題となる寄生容量，寄生抵抗を解析，回路設計に役立つモデルを研究して

いる。 

平成27年度はダイヤモンドショットキーバリアダイオードを使ったレクテナ（高周波信

号をDCに変換する回路）の動作原理実証，窒化ガリウムトランジスタの回路モデルの作成，

二酸化窒素ガスを利用したダイヤモンドトランジスタのオーミック特性改善，酸化ガリウ

ムショットキーバリアダイオードの伝導機構解明など，要素技術に関する研究を実施した。 

平成27年度から科学研究費 基盤研究(C)「高周波大電力変換デバイスの実現に向けた新

規ワイドバンドギャップ半導体の研究」（平成27年度～平成29年度）を開始した。また，企

業との共同研究として「デバイスシミュレーション」の研究を実施した。 

研究成果として，学術論文（英文，査読付き）2件，研究報告3件，国際会議発表4件，国

内学会発表14件，招待講演2件を実施した。 

な お ， 上 記 成 果 は 研 究 室 ホ ー ム ペ ー ジ （ http://www.ee.saga-

u.ac.jp/sedlab/index.htm）に掲載している。 

 

ⅵ．グループＩ（プラズマエレクトロニクス分野） 

第 4 の物質状態であるプラズマを利用して，電気電子材料薄膜や高機能性薄膜の合成，

省エネルギーを目指した高効率のプラズマプロセス装置の開発を行っている。特に，超撥

水膜や DLC 膜などの機能性薄膜合成技術や LSI などの集積回路の超微細加工技術のための

高速プラズマプロセス処理装置の開発や, スマートフォンなどのタッチパネルに使われて

いる透明導電膜の材料である希少金属を含んだ高価な薄膜材料の有効利用を目指した高効

率なスパッタリング装置の開発など，最先端エレクトロニクス材料の開発技術の研究を行

っている。これらに関する成果として，著書 1 件，学術論文(英文)2 件，国際会議発表 2

件，国内学会発表 10 件を行った。他研究機関との共同研究を 1 件実施した。  

また，電気電子工学技術の異分野（粉末冶金・セラミックス焼結分野，農林水産業分野

分野）への応用を目指して，下記の２テーマについて，研究活動を実施した。粉末冶金・
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セラミックス焼結分野の研究では，日本発の技術であり，世界中の研究機関，企業で利用

されている放電プラズマ焼結プロセスのメカニズムの解明を目指して，有限要素法を用い

た電流分布解析，焼結材料内部での電気的パラメータの直接計測など，理論，実験の両面

から研究を進めた。農林水産業分野へのプラズマ応用の研究では，大気圧プラズマを用い

た農産物の低ダメージ・低環境負荷殺菌技術の開発に関して研究を進めた。本研究に関し

ては，「（独）農業・食品産業技術総合研究機構・生物系特定産業技術研究支援センター・

イノベーション創出基礎的研究推進事業(技術シーズ開発型)（2011～2013年度）」および

「農林水産省「農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業委託事業」（2014～2015年度）

に採択され，研究成果を公表した。また，上記の農産物のプラズマ殺菌技術に関連して，

特許を2件出願し，JSTの支援により，共にPCT出願（外国出願）まで実施した。以上の粉末

冶金・セラミックスと農産物へのプラズマ応用の研究に関連し，著書（英文，分担執筆）

１編，学術論文(英文)1件，国際会議（インド）での招待講演１件，国際会議での一般講演

１件，国内学会での発表４件，東京ビッグサイトで行われる国際展示会２件，新聞への記

事掲載2件において，研究成果の発表を行った。また，他研究機関との共同研究2件，佐賀

県内企業との共同研究1件（奨学寄附金）を行い，上記農林水産省からの受託研究1件，科

学研究費補助金（基盤（C））1件を獲得した。 

 

（３）今後の課題 

 電気電子工学に関連する分野は科学技術の発展に伴いますます広がっており，電気電子

工学専攻・電気電子工学科でカバーすべき守備範囲も広くなってきている。このような状

況に鑑み，今後も現代社会を支える中核的基盤技術として人と地球に優しい革新的な未来

技術の創出に貢献するという使命を全うするために，設備の更新・増強が喫緊の課題であ

り，新しい研究分野の開拓なども必要となる。さらに，長引いた不況の中でも，電気電子

工学分野以外の製造業からの卒業・修了生に対する求人が益々多くなり，実際，彼らが非

電気電子系製造業に就職することも多くなった。特に，自動車産業界や高精度技術系製造

業からは，既に枯れた技術とみなされていたパワーエレクトロニクス，組込みシステム開

発，シーケンサーを用いた制御等の現場技術への即戦力研究者・技術者の輩出も望まれて

いるので，関連した研究分野との連携も必要である。  

 

１１－３－７ 都市工学専攻・都市工学科 

（１）研究概要 

都市工学科・都市工学専攻の研究は，次の3領域で構成される。 

ⅰ．社会生活を支える基盤を整備し，安全で快適な生活を送るための基盤を形成する社

会基盤形成領域 

ⅱ．地域・都市の成り立ち，新しい時代に向けた計画を策定する社会システム領域 

ⅲ．建築物および地域・都市空間の設計・デザインを行う空間デザイン領域 

以上の3つの領域について基礎的研究から地域に根ざした研究あるいは国際的共同研究

に至るまで広範な研究が行われている。 

基礎的研究では，構造物の大変形解析手法，構造物の劣化モニタリング技術の開発，改
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良地盤の劣化機構解明，真空圧密における地盤の変形特性とその理論解析，流域総合水管

理と公共水域における水質特性および河床変動に関する研究，住宅・建物およびその周辺

の省エネルギー技術に関する研究等が実施されている。 

地域に根ざした応用研究では，廃陶磁器片の有効利用，浚渫土の盛土材料化の検討，軟

弱な粘性土地盤の改良技術，有明海の環境変化と数値モデルの構築，佐賀の地域特性を考

慮した防災計画と都市計画，地域活性化に関する研究等が行われている。 

上記の研究の多くは，国際的共同的な観点から学術交流協定校との研究交流の一環とし

ても実施されている。 

研究成果については，平成23年から平成27年までの5年間の著書の合計は13編であり，

学術論文総数は約447編（うち査読付き278編）である。平均的には一人当たり5年間で約

20.3編（うち査読付き12.6編）の学術論文を国内外で発表していることになる。ただし，

研究分野によってバラツキが見られる。 

 

（２）各研究分野の研究活動の概要と研究成果 

ⅰ．建設構造学分野 

建設構造学分野では，主としてコンクリート材料および構造解析に関する研究を行って

いる。 

コンクリート材料系では以下のような研究テーマで研究を実施している。 

a）コンクリートの乾燥収縮ひずみの早期予測に関する研究 

b）ブリーディング水の引き込みメカニズムに関する研究 

c）老朽RC床版橋の構造性能評価に関する研究 

d）製鋼スラグのコンクリート混和材への有効利用に関する研究 

e）電磁誘導加熱による鋼構造物の塗膜除去工法に関する研究 

f）光学的ひずみ計測による応力解放法に関する研究 

g）ランダムドットマーカーを用いた構造物の変位・変形計測方法に関する研究 

平成27年度は，査読付学術論文1編の研究成果を発表した。 

構造解析系では以下のような研究テーマで研究を実施している。 

a) 自重下の懸垂曲面反転による圧縮曲面形状の算出に関する研究 

b）非弾性構造物の逐次固有値解析へのGram-Schmidt法の適用性に関する研究 

c）ケーブルネット構造における網目形状の大変形挙動への影響に関する研究 

d) フィングリッパーの変形挙動シミュレーション 

e) 複数接触点を持つ平面骨組要素の開発 

平成27年度は，査読付学術論文2編の研究成果を発表した。 

 

ⅱ．建設地盤工学分野 

建設地盤工学分野では主に以下のテーマについて研究を行っている。 

  a) 有明粘土の基礎的性質に関する研究 

佐賀平野には世界有数の超軟弱な有明粘土が堆積している。有明粘土の微視構造，動的

荷重下の強度特性，ひずみ軟化・進行破壊特性に関する研究を行っている。 
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  b) 地盤改良に関する研究 

軟弱な有明粘土地盤地域で建設工事を実施する場合の地盤改良方法の研究を行ってい

る。具体的には，圧密促進とセメント・石灰による粘土地盤の固化技術および改良した地

盤のモデリング方法，粘土地盤改良体の劣化メカニズムの解明に取り組んでいる。 

  c) 環境地盤工学に関する研究 

佐賀平野の広域地盤沈下，地震時の震度の表現法，建設発生粘性土・廃棄物の有効利用

に関する研究を行っている。 

以上の各テーマで平成27年度は著書1編，査読付学術論文4編の研究成果を発表した。 

 

ⅲ．環境システム工学分野 

環境システム工学分野では，主に以下のテーマについて研究を行っている。 

a）筑後川感潮域の水質モニタリングと支川域の浸水特性に関する研究 

b）ダム湖の水質解析に関する研究 

c）有明海における生態系モデルの開発と適用に関する研究 

d) 伊万里湾の水質調査や諫早湾干拓調整池における水質予測に関する研究 

e）有明海湾奥部における底生生物に関する研究 

f）洪水氾濫水の挙動に関する研究 

g) 連続水制周辺の流れ場と河床変動の相互作用に関する研究 

h) 沖積河川の洪水流動と河床変動 

i) リモートセンシングによる閉鎖性内湾の水環境推定に関する研究 

j) 河川流量の欠測データを補間する手法の開発 

k) クリーク地帯の水・物質動態に関する研究 

l) ダム建設に伴う河川環境の変化に関する研究 

上記のテーマについて平成27年度は査読付学術論文12編などの研究成果を発表した。 

 

ⅳ．環境設計学分野 

環境設計学分野では，主として建築，都市に関する計画とデザイン分野の研究を行って

いる。大きく，建築・都市計画系，建築歴史・デザイン系，建築環境工学系から構成され

る。なお，この分野の特殊性から実際的なプロジェクトや自治体のマスタープラン等の作

成に協力する中で派生する研究についても実施している。 

・建築・都市計画系 

歴史的環境を生かした都市整備に関する研究，地方都市まちなか居住に対する実践的対

応，建築の計画的諸問題に関する研究を行っている。平成27年度は，著書1編、査読付学術

論文10編などの研究成果を発表した。  

・建築歴史・デザイン系 

建築ならびに都市の近代化に関する研究，地元の建築家の歴史的評価に関する研究，地

域に立脚した建築および住環境の計画・設計に関する研究を行っている。平成27年度は，

著書2編，査読付き学術論文2編などの研究成果を発表した。 

・建築環境工学系 
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佐賀市の都市気候および自然エネルギーの利用可能性に関する研究，既存校舎の室内熱

環境調査とCASBEEによる断熱改修計画の検討，屋外空間の熱的快適性とクールスポットに

関する研究，簡易グローブ温度計による体感温度指標による空調制御に関する研究を行っ

ている。平成27年度は査読付学術論文3編などの研究成果を発表した。 

 

ⅴ．社会システム学分野 

社会システム学分野では，大きく分けて，交通計画系と都市計画系に分かれる。 

・交通計画系 

交通計画系では，自転車レーンの設置課題，パーキングパーミット制度の課題と改善に

向けての取り組み，買物における徒歩や自転車の適正距離と買物難民の支援システムの構

築，交通安全対策としての住居地区へのランダアバウトの導入可能性に関する研究を行っ

ている。平成27年度は査読付き学術論文4編の研究成果を発表した。 

・都市計画系 

 都市計画系では，(1)環境配慮型開発計画支援システム；DIA，LCA等，(2)利用者視点か

らの公共空間の評価と再構成；利用者類型アクティビティモデル，エントロピなどを用い

た空間構成把握，(3)居住環境・居住機能の再生に対する住み替え行動アプローチ；インデ

ックス評価システム，マーケットセグメント,住み替えモデル，(4)緊急時におけるリスク

軽減支援とマネジメント;緊急車の時間応答支援システム,災害時のリスクマネジメン

ト,(5)TODとフォーム解析;セルモデルによるTODの影響解析,スペースシンタックスによ

る都市平面の形状分析,(6)エリアマネジメントとサービスプロバイダー，(7)市民参加型

都市計画立案支援システムなど多様多面に展開している。平成27年度は，著書1編，査読付

き学術論文3編の研究成果を発表した。 

 

以上の研究活動の成果として，専攻・学科の教員，学生が国際会議や学協会等から各種

賞を受賞している。その一部を以下に示す。 

・国際会議”IConCEES 2015”マレーシアにてBest Paper Awardを受賞（大学院生が発表）。 

・第11回『新・木造の家』設計コンペで林野庁長官賞を受賞（大学院生4名のグループ）。 

・都市工学科の6名で結成されたまちの間3 号「佐賀よかとこの家」グループが，2015 年

度学生表彰佐賀大学同窓会長賞を受賞。 

・日本建築学会九州支部 2015年度建築九州賞「研究新人賞」を受賞（大学院生）。 

・平成27年度土木学会西部支部研究発表会優秀講演賞に都市工学専攻および都市工学科よ

り11名の学生が受賞。 

・平成27年度日本コンクリート工学会九州支部長賞を受賞（大学院生）。 

・平成27年度都市住宅学会九州支部優秀学生賞を受賞（学部生）。 

・平成27年度空気調和・衛生工学会九州支部長賞を受賞（大学院生）。 

 

（３）今後の課題 

近年の日本は未曾有の人口減少社会・少子超高齢化社会を迎え，大都市人口集中等に

よる地方衰退が大きな課題になっている。また，地球温暖化に伴う自然災害や大震災，イ
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ンフラの不十分さに伴う人的災害などが増加している。本学科・専攻の設置目的の一つ

は，安全で快適な生活を送るためのインフラの形成に寄与する人材の育成であるが，少子

化と高齢化が同時に進行する新しい局面では新たな対応が求められることになる。経済に

おける需要と供給の関係で考えれば，社会的サービス享受側の需要（市場）が縮小する中

で，インフラの計画を策定し実質化する社会的サービスの提供側の一翼を担う教育・研究

機関と言うことができる。その組織として担う領域の特性から，問題解決型や既存の分野

の発展型の課題が主体とならざるを得ないが，新しい分野を切り開く突破形の課題も視野

に入れて適切かつ柔軟に課題を設定して研究を推し進め，社会還元と地域貢献を図る必要

がある。 

 具体的には，既存インフラの維持管理問題，新設構造物の高耐久化，都心空洞化と回帰

の問題，地球環境変化と防災，低炭素社会とエネルギー問題，都市間や地域間の南北問題

等の諸問題への取組が求められている。さらに，東日本大震災以来，大量にエネルギーを

消費する都市システムの在り方自体が問われるようになってきた。どのような都市を造り，

どのような生き方をするか，省エネ（エコ）システムを担う建築環境工学分野や社会シス

テム分野が中心になり，当学科・専攻を牽引して行くと期待される。グローバル大学院構

想が動き始めており，国際的な人的，研究交流を積極的に推進する必要がある。  

 

１１－３－８ 先端融合工学専攻 

（１）研究概要 

 本専攻のミッションは，少子高齢化が進展するわが国社会において，その持続的発展を

実現するため，人々の健康と福祉の増進に貢献することである。この目的を達成するため

に，既存の機械工学，電気電子工学，化学の境界領域にあって，これら３者を有機的につ

なぐ融合学問分野である医工学および機能材料工学の研究を推進している。 

 医工学コース（機械系，電気電子系）では，先端的工学原理に基づくセンシング・イメ

ージング技術を開発し，それらを生体機能の評価や生体機能の解明へ応用している。また，

機械工学・流体力学からのアプローチによる新しい手術・治療支援システムの研究開発を

行っている。さらには，臨床応用を目指した脳波や筋電図等の生体電気信号の自動解析シ

ステムの開発や生体電気信号を利用した人と機械の情報伝達システム（Brain-machine 

interface, BMI）の開発を推進している。これらの基礎となるシステム制御およびソフト

コンピューティングについても研究を行っている。 

 機能材料工学コース（化学系）では，医療や工業製品などの分野への応用を目指す機能

性有機物質の創成，蓄光性をはじめとする機能性セラミックスの開発，リチウムイオン電

池の電極材料の開発，ナノ粒子の合成や化学工学的分離技術の研究開発などを行っている。 

 これらの研究開発には，産業技術総合研究所九州センターの客員教授および客員准教授

も参画している。 

以上の研究成果は，研究論文として学会論文誌等に掲載されたほか，国内外の学研究会

で発表され，その多くが大学院生の発表である。また，学研究会等での大学院生の受賞も

ある。本専攻のウエブサイト（www.fusion.saga-u.ac.jp）では，これらの研究内容をわ

かりやすい形で一般に公表している。 
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（２）各分野の研究活動の概要と研究成果 

 上記の研究分野における研究テーマを以下に示す。 

 

A.医療工学 

a) 集束膨張波を利用した治療法の開発 

b) 高速気体流れ場で生じる流体現象の研究 

c) 圧縮性混相流の数値研究 

d) ウォータージェットの医療応用 

e) 粉体粒子注射の基礎研究 

f) 筋活動解析システムの開発 

g) 脳波自動判読システムの開発 

h) 睡眠脳波の自動解析 

i) 視覚情報に関連した脳波解析 

j) ICUにおける脳波自動モニタリング・システムの開発 

k) 磁界解析法の開発と応用 

l) AE信号処理による動的な膝関節診断分析に関する研究 

 

B. センシング・イメージング 

a) 応力発光体を用いた水素用圧力容器の亀裂貫通予知の研究 

b) ガイド波による表面下の欠陥のイメージング 

c) ブラインド波面分離による実時間音声分離マイクロフォン 

d) 細胞機能の可視化とがん転移メカニズム解明への応用 

e) 複合型センサ及びイメージングシステムの開発とその応用 

f) 光音響イメージングによる生体深部イメージング技術の開発 

 

C. システム解析・制御 

a) 海洋温度差発電プラントの制御 

b) 高性能電気機器・電磁装置開発設計支援システムの開発 

c) 電気機器の低損失・低騒音化 

d) 自己組織化マップを用いたDNAシーケンス解析 

e) 自己組織化マップを用いたC言語学習状況の視覚化 

f) パレート型自己組織化マップの基礎研究 

g) 隠れマルコフモデル自己組織化マップの基礎研究 

 

D. ロボティクス・BMI 

a) 生体信号に基づくロボット制御 

b) 生体信号を用いた動作意図推定に関する研究 

c) タッチパネルを用いた生体認証システムの開発 
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E. 新規機能材料・素材の開発と応用 

a) 繊維強化セラミック複合材料の開発 

b) プラズマ電解酸化法によるセラミックコーティングの開発 

c) ナノインデンテーションによる局所的力学特性評価 

d) 地球環境に優しい有機合成法（Green Chemistry）の確立 

e) 特異な構造をもつ有機化合物の合成・反応性・機能性 

f) 分子認識に基づく超分子システムの構築と機能性有機材料の開発 

g) 青色発光有機物質の創成および有機EL材料への応用 

h) 耐候性のあるセラミック蛍光体の合成 

i) 耐候性のあるセラミック蓄光体の合成 

j) コロイド導入膜による食品成分のろ過および吸着 

k) ゲルの変形を用いたろ過および糖の吸着 

l) 流体を流した螺旋チューブを用いたコロイド粒子の分離 

m) メモリー材料を志向した高性能フォトクロミック化合物の開発 

n) フォトクロミックスイッチを用いた，水素結合性超分子ポリマーの光スイッチ化 

o) セラミックス粒子・薄膜のナノ・マイクロサイズでの形態制御と機能材料への応用 

 

 以上の研究成果として，原著論文78編，解説等9編，国際学会発表57回，招待講演17回（内

国際学会9回），受賞5回（衝撃波シンポジウムBest Presentation Award，有機π電子学

会学会賞，日本機械学会機械材料・材料加工部門部門一般表彰，手島工業教育資金団・中

村研究賞，日本セラミックス協会・進歩賞，筆頭は大学院生の受賞），民間企業等との共

同研究8件があげられる。また大学院生（筆頭演者）の発表は国際学会22回，国内学会95回

であった。 

 

（３）今後の課題 

本専攻立ち上げから6年が経過し，当初の意図であった異なる学問分野を融合した研究

の成果が現れ始めた所である。異分野融合の理念に基づき，今後さらに新しい学理・技術

を創出するには，専攻内部での情報共有や専攻外への情報発信をさらに活発化するととも

に，専攻内の既存リソースの有効活用を実現できるリーダーシップの存在が重要になると

思われる。また，工学系研究科内で医工学および機能材料工学を志向する他専攻とも，戦

略的な協働関係を構築する必要がある。 

このような専攻内，研究科内での連携に加えて，本学医学部との連携を強化することは

必須であり，これまで主に個人ベースで行われてきた共同研究を専攻全体としてアシスト

し推進し，大型の研究予算の獲得をめざすことが必要となる。医工学はきわめて応用色の

強い学問領域であり，現場ニーズへの直結が求められる。したがって，本専攻における基

本原理の創出・基礎実験による立証を将来の実用化に結びつけるために，企業とのチャネ

ルを確立する努力も必要である。 

専攻全体の研究アクティビティを高めるためには高い意識をもつ大学院生の確保が極

めて重要である。本学のみならず工業高等専門学校や他大学からの入学者を増やすための
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積極的な宣伝活動，入試制度の改訂が必要である。 

 

 

１１－４ 「連携大学院方式」における研究 

 

連携大学院方式による平成 27 年度共同研究および特定プロジェクト研究 

 

佐賀大学博士後期課程に独立行政法人産業技術総合研究所より下記の客員教授・客員

准教授 6 名を迎え，佐賀大学側関連教員・学生とともに下記の共同研究と特定プロジェ

クト研究を実施している。これにより，博士後期課程の格段の充実が図られている。 

 

共同研究「ナノ材料の新規特性と開発」担当研究者 

 

・独立行政法人産業技術総合研究所客員教員 

 

  佐賀大学大学院工学系研究科 

  ・先端融合工学専攻 

    教授  松田直樹，  教授  野中一洋，  教授  山下健一 

    教授  野間弘昭，  准教授 田原竜夫，  准教授 寺崎 正 

     

 

・ 佐賀大学大学院工学系研究科教員 

 

  ・物理科学専攻 

    教授  鄭 旭光 

 

  ・知能情報システム学専攻 

    教授 奥村 浩， 教授  福田 修 

 

  ・循環物質化学専攻 

    教授  中島謙一，  教授  北村二雄，  准教授  成田貴行 

    准教授  坂口幸一  助教  小山田重蔵 

 

  ・電気電子工学専攻 

    教授  大津康徳 

     

  ・先端融合工学専攻 

    教授  渡 孝則，  教授  大和武彦，  教授  上野直広 
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    准教授 竹下道範，  准教授 川喜田英孝 

 

  ・技術部 

    技術専門職員 鳥飼紀雄 

  

 

平成 27 年度 連携大学院共同研究プロジェクトテーマ及び担当研究者一覧 

 

1 水酸化物の新奇強誘電特性のメカニズム解明と薄膜化 

佐賀大学：鄭 旭光，大藤あゆみ，山口悟志，徐興亮 

産総研：野間弘昭，徐 超男 

 

2 機能性薄膜高効率合成のための新方式スパッタ装置の開発 

佐賀大学：大津康徳 

産総研：田原竜夫，本村大成 

 

3 希土類元素を担持した中空無機ナノ粒子の合成と応用 

佐賀大学：中島謙一，Nhut Dang，溝上大吾 

産総研：野間弘昭，寺崎正 

 

4 Sr-Mg-Si系酸化物蓄光体の合成と応力発光特性 

佐賀大学：渡 孝則，鳥飼紀雄 

産総研：徐 超男，野間弘昭 

 

5 応力発光体の発光特性に着目したパターン分離技術の開発 

佐賀大学：上野直広 

産総研：徐 超男，野間弘昭 

 

6 管内に充填したゲル粒子による糖の吸着 

佐賀大学：川喜田英孝 

産総研：岩崎 渉，寺崎 正 

 

7 二酸化炭素を原料とする有機合成反応の開発 

佐賀大学：北村二雄，小山田重蔵 

産総研：野間弘昭 

 

8 ソリューションプラズマ法を用いた金属及び金属酸化物ナノ粒子表面改質 

に関する研究 

佐賀大学：坂口幸一，内野聖子 
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産総研：松田直樹 

 

9 有機発光ダイオード用の青色発光材料の開発 

佐賀大学：大和武彦，冨安弘嗣 

産総研：松田直樹 

 

10 インテリジェントホワイトボードの試作 

佐賀大学：奥村 浩，赤尾大河、神代 優，渋谷慶国，坂本奈央，岡野慎也 

産総研：野間弘昭 

 

11 肥育牛における超音波画像の非線形テクスチャ解析に関する研究 

佐賀大学：福田 修 

産総研：山下健一 

 

12 プリンテットマイクロデバイスを利用した脂質ベシクル作成法の確立 

佐賀大学：成田貴行 

産総研：寺崎 正 

 

13 発光クエンチングを用いた硫酸銅めっき液中における一価銅濃度定量測定法の開発 

佐賀大学：竹下道範 

産総研：古賀渉哲，寺崎 正，野間弘昭，野中一洋 

 

 

連携大学院では，前年度まで「共同研究」と「特定プロジェクト研究」を実施してい

た。「共同研究」は工学系研究科教員と産総研教員が同一テーマで研究を行うもので，テ

ーマごとに研究打合せおよび装置の相互利用等が行われている。累計 138 件（年度ごと

の研究数の総計）の共同研究を実施した。一方，「特定プロジェクト研究」は，工学系研

究科博士後期課程における特定プロジェクトセミナーを実施するためにテーマを定め 3

年間研究を行うもので，累計 57 件実施してきている。「連携大学院方式」が導入されて

20 年の節目の年にあたり，共同研究の地盤が強固になってきた。このため，共同研究を

さらに強化推進していくような措置をとるとともに，その共同研究の成果を教育に還元す

るシステムとして産官学連携の複合的視野を強化するような授業形態をとるように特定プ

ロジェクトセミナーを計画した。これにより特定プロジェクト研究の募集を停止し，一元

化して平成 27 年度は 13 件の共同研究を実施した。 

 

 共同研究の成果は，平成 28 年 1 月 21 日（木）に開催された「第 18 回 連携大学院産

学官交流セミナー」でポスター発表により公表した。本年度の研究成果は“第 20 回「連

携大学院方式」共同研究報告書”（平成 28 年 3 月）で公表した。  
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１１－５ 自己評価の概要 

 

１１－５－１ 研究活動状況の自己評価 

工学系研究科・理工学部においては，整備された研究体制・研究環境の下，教員の活発

な研究活動によって外部資金が獲得され，質の高い多くの研究成果が生み出されている。

これらの研究成果は，共同研究や受託研究を通して企業等に対する社会貢献となっている。

産学官の連携のインキュベートとなるような場であるとともに，研究成果を通じて学部や

大学院における教育の質の向上にも反映されており，関係者の期待に十分応えていると判

断される。 

 

１１－５－２ 優れた研究業績の自己評価 

研究業績の評価基準は専門分野毎に異なるため，平成22年度から新基準の策定に取組

み，平成23年度には各専攻の新規準が策定できた。共同研究の成果の中からは，規準か

らみて優れた業績もあがってきている。 

 

 

【資料】 

大学情報データベース（http://www.saga-u.ac.jp/hyoka/gakugai/genkyou.htm） 

佐賀大学 研究者総覧データベース（http://evalwww.cc.saga-

u.ac.jp/search/IST） 

平成 27 年度 理工学部・工学系研究科自己点検・評価報告書  

平成 27 年度 佐賀大学理工学部・工学系研究科広報 ScienTech，No.30  

第 20 回「連携大学院方式」共同研究・特定プロジェクト研究報告書 
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第１２章 社会貢献 

 

１２－１ 社会貢献の目的 

 佐賀大学においては，社会貢献の方針として 5 つの目的と 18 の具体的な目標が明確に

示されている（http://www.saga-u.ac.jp/koho/syakaikouken.html）。工学系研究科では，

特に，主要な目的を「（3）産業界と連携し，大学に対する研究への期待に応える。」ことに

設定し，具体的な目標である「（10）組織として社会的な課題に取り組むとともに，教員各

人が研究を通じて社会に貢献することを目指す。」，「（11）研究成果を学外に公開する。ま

た研究成果を一般市民にわかりやすく説明するための活動や科学的知識の普及活動を行

う。」，「（12）企業等との共同研究，受託研究，研究指導，情報提供などを通じて，産業の

発展に貢献する。」に重点をおいた活動を行っている。社会貢献の活動は，大学全体として

の取り組みに協力するとともに，研究科独自の取り組み，さらには，各専攻あるいは各教

員の主体的な取り組みによりなされている。 

 

１２－２ 教育による社会貢献（研究科・学部） 

１２－２－１ 高等学校とのジョイントセミナー 

 佐賀県内の高等学校はもとより，福岡，長崎，宮崎，鹿児島などの高等学校からの依頼

に応じて，各専攻の教員が高等学校を訪問し，ミニ講義，模擬講義，大学，学部，学科紹

介を行っている。依頼数は，年々増加する傾向にある。大学側の窓口や日程調整は，アド

ミッションセンターが中心となって行っている。平成 27 年度の実施状況を表 12-1 に示す。 

 

表 12-1 平成 27 年度ジョイントセミナーの実施状況 

実施日 高 校 名 学   科 担当教員 参加人数

7 月 1 日 福岡 久留米高等学校 機械システム工学科 馬渡俊文 33 

7 月 6 日 佐賀 三養基高等学校 知能情報システム学科 奥村 浩 
2 年生 34 

3 年生 1 

7 月 14 日 長崎 大村高校 知能情報システム学科 奥村 浩 110 

7 月 24 日 佐賀 鹿島高等学校 機械システム工学科 長谷川裕之 23 

7 月 24 日 佐賀 鹿島高等学校 知能情報システム学科 山下義行 22 

7 月 27 日 福岡 八女高等学校 都市工学科 三島悠一郎 30 

8 月 8 日 福岡 祐誠高等学校 物理科学科 石渡洋一 25 

8 月 20 日 福岡 柳川高等学校 機能物質化学科 坂口幸一 20 

9 月 18 日 佐賀 唐津東高等学校 知能情報システム学科 岡崎泰久 60 

9 月 19 日 佐賀 小城高等学校 知能情報システム学科 中山功一 35 

10 月 5 日 佐賀 白石高等学校 機能物質化学科 花本猛士 13 
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10 月 8 日 佐賀 伊万里高等学校 機械システム工学科 長谷川裕之 40 

10月15日 長崎 長崎北高等学校 機械システム工学科 長谷川裕之 10 

10月20日 佐賀 佐賀北高等学校 機械システム工学科 長谷川裕之 19 

10月20日 佐賀 佐賀北高等学校 数理科学科 市川尚志 26 

10月22日 長崎 西陵高等学校 電気電子工学科 豊田一彦 40 

10月26日 佐賀 佐賀清和高等学校 機械システム工学科 長谷川裕之 65 

10月26日 佐賀 神埼高等学校 電気電子工学科 田中 徹 15 

10月30日 佐賀 鳥栖高等学校 機能物質化学科 成田貴行 30 

11月10日 佐賀 鳥栖工業高等学校 都市工学科 田口陽子 39 

11月12日 福岡 筑前高等学校 数理科学科 日比野雄嗣 22 

 

１２－２－２ 佐賀県立致遠館高等学校スーパーサイエンスハイスクール（SSH） 

 致遠館高等学校が実施しているスーパーサイエンスハイスクール事業において研究者招

聘講座および理系ガイダンス講座を連携して行っている。平成 27 年度の実施状況を以下

に示す。 

（１）理系ガイダンス講座 

・開催日時：平成 27 年 6 月 6 日（土） 

講師：上原 崇人（数理科学専攻） 

講義題名： 生命保険の保険料について 

参加人数： 名 

・開催日時：平成 27 年 6 月 20 日（土） 

講師：只木 進一 （知能情報システム学専攻） 

講義題名： 交通流の科学 モデル化とシミュレーション 

参加人数：100 名 

・開催日時：平成 27 年 10 月 3 日（土） 

講師：北村 二雄 （循環物質化学専攻） 

講義題名： 化学系学科とヨウ素の化学について 

参加人数：120 名 

・開催日時：平成 27 年 10 月 31 日（土） 

講師：仮屋 圭史 （機械システム工学専攻） 

講義題名： 高校数理と工学 

参加人数： 名 

・開催日時：平成 27 年 11 月 14 日（土） 

講師：大石 敏之 （電気電子工学専攻） 

講義題名：マイクロ波半導体デバイスの紹介 

参加人数： 名 

・開催日時：平成 28 年 1 月 30 日（土） 

講師：房安 貴弘 （物理科学専攻） 
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講義題名： 見えない素粒子を見る 

参加人数： 名 

・開催日時：平成 28 年 2 月 6 日（土） 

講師：三島 伸雄 （都市工学専攻） 

講義題名： 建築・都市デザイン：大規模災害と歴史的環境資源保存 

参加人数：40 名 

 

（２）大学研修Ⅱ （到遠館高校理数科１年生 120 名が分かれて研修） 

・開催日時：平成 27 年 12 月 5 日（土）10：00～12：00 到遠館高校内で講義・実習 

      17 日（木）13：30～16：00   

      18 日（金）13：30～16：00  のいずれかで 

      21 日（月）13：30～16：00   佐賀大学で実習・研修 

・学科・講師：循環物質化学専攻・坂口幸一 

講座題名「化学の作り出す極薄膜の機能」 

参加人数：13 名 

・学科・講師：機械システム工学専攻・馬渡俊文 

講座題名「流体潤滑の基礎知識」 

参加人数： 名 

・学科・講師：電気電子工学専攻・豊田一彦，西山英輔 

講座題名「電波のはなし 〜テレビの電波を捕まえてみよう〜」 

参加人数： 名 

・学科・講師：都市工学専攻・柴錦春，坂井晃 

講座題名「自然及び人為的な現象による地盤災害について」 

参加人数： 名 

・学科・講師：先端融合工学専攻・高橋英嗣 

講座題名「心電計を自作して自分の心臓の拍動を記録しよう」 

参加人数： 名 

 

 

１２－３ 教育による社会貢献（専攻・学科） 

前節に挙げた研究科や学部としての取り組みの他に，専攻や学科が企画または依頼され

て実施した社会貢献がある。対象は，一般市民，高校生，学校教諭から技術者まで広範囲

に及び，専攻・学科の特徴を活かした取り組みが行われている。以下にその取り組みを紹

介する。 

 

１２－３－１ 数理科学専攻・数理科学科 

(1)九州・山口地区 大学・高校数学入試連絡会 

日時：平成27年5月24日 
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主催：社団法人九州数学教育会 

対象：九州地区高等学校数学教員 

概要：入試問題についての情報交換 

 

１２－３－２ 物理科学専攻・物理科学科 

(1)全国 SSH 研究発表会 

日時：平成27年8月5日～8月6日 

主催：JST 

対象：高校生 

概要：全国SSH研究発表会において審査を行い，助言した。 

(2)佐賀県教育センター 高校物理講座 

日時：平成27年8月28日 

主催：佐賀県教育センター 

対象：高校教員 

概要：講義を行った。 

(3)附属中学校講演 

日時：平成27年9月12日 

主催：佐賀大学文化教育学部附属中学校 

対象：佐賀大学文化教育学部附属中学校生徒 

概要：物理に関する講演を行った。 

(4)佐賀大学の授業を受けてみよう 

日時：平成27年9月12日 

主催：佐賀大学文化教育学部附属中学校 

対象：佐賀大学文化教育学部附属中学校生徒 

概要：附属中学校の生徒に、大学で行う授業を易しく解説しながら提供した。 

(5)佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター 一般公開 

日時：平成27年10月10日 

主催：佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター 

対象：地域住民 

概要：佐賀県立九州シンクロトロン光研究センターの加速器とビームラインなどの実

験設備一般公開 

(6)集中講義「シンクロトロン光が拓く固体物性物理学の新展開」 

日時：平成28年1月7日～1月8日 

主催：山形大学物理学科 

対象：山形大学物理学科学部生、大学院生 

概要：シンクロトロン光に関する基礎を講義するとともに，シンクロトロン光を利用

した光電子分光法とそれによって得られる固体の電子状態に関する知見について

解説した。 
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１２－３－３ 知能情報システム学専攻・知能情報システム学科 

(1)佐賀県警 サイバー犯罪捜査実践塾 

日時：平成27年6月30日 

主催：佐賀県警 

対象：佐賀県警 職員 

概要：佐賀県警で開催されたサイバー犯罪捜査実践塾で，「マルウェアに関する技術

について」という題目で講演した。 

(2)平成 27 年度大学コンソーシアム佐賀 SD ワークショップ 

日時：平成28年3月2日 

主催：大学コンソーシアム佐賀 

対象：大学職員 

概要：「相手に伝わる報告・説明テクニック」と題して，SDワークショップの講師を

務めた。 

 

１２－３－４ 循環物質化学専攻・機能物質化学科 

 

(1)高大連携プログラム「科学者へのとびら」ー科学的思考力育成プログラムー 

日時：平成27年8月19日 

主催：佐賀大学アドミッションセンター，佐賀県教育委員会 

対象：佐賀県内の高校生 

概要：科学的思考力育成プログラム 

(2)佐賀県高文連自然科学専門部会研修会 

日時：平成27年8月22日 

主催：佐賀県高文連自然科学専門部会 

対象：佐賀県内の高校生 

概要：佐賀県高文連自然科学専門部会研修会 

(3)身近な化学物質と健康 

日時：平成27年11月7日～11月21日 

主催：循環物質化学専攻 

対象：一般市民 

概要：本講座は、現代の日常生活に溢れている身近な化学物質と健康との関連をテー

マとして，病気の原因になる化学物質，必須ミネラルの生体内での役割、洗剤や

化粧品で肌荒れする原因など，生活に深くかかわる化学物質の作用や人体中で起

きる化学現象について専門家がわかりやすく解説し，日常生活における身近な化

学物質への意識を高めてもらうことを目的としている。 

(4)平成 27 年度 佐賀県理科教育研究大会 

日時：平成27年11月12日 

主催：佐賀県高等学校教育研究会理科部会 

対象：佐賀県高等学校教職員 
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概要：県下の理科教員が専門分野別に一同に集まり，大学教員の講演を聞き本県理科教

員が研修をし、教育の活性化を図る。 

(5)第 15 回 佐賀県理科・化学教育研究発表会 

日時：平成27年12月12日 

主催：佐賀県理科・化学教育懇談会 

対象：小中高校生，大学生 

概要：小学生から大学生による研究実践の発表会を行い，幅広い世代の活発な情報交

換を通して，本県の理科・化学教育の活性化を図る。 

(6)第 18 回連携大学院産学官交流セミナー 

日時：平成28年1月15日 

主催：佐賀大学・産総研 

対象：佐賀大学，産総研 

概要：第18回連携大学院産学官交流セミナーを開催した。 

(7)佐賀大学ＡＰ研究所発表会 

日時：平成28年1月29日 

主催：佐賀大学ＡＰ研究所 

対象：有田ニューセラ協会 

概要：佐賀大学ＡＰ研究所のポスター発表会 

 

１２－３－５ 機械システム工学専攻・機械システム工学科 

(1)ゆめさが大学 講義 

日時：平成27年4月22日，10月1日，12月10日，平成28年1月28日 

主催：ゆめさが大学 佐賀校，唐津校 

対象：ゆめさが大学大学院生 

概要：ゆめさが大学にて海洋エネルギー・海洋温度差発電に関する講義を行った。 

(2)佐賀再エネパイオニア育成講座 

日時：平成27年10月1日～継続中 

主催：佐賀大学 

対象：社会人 

概要：有限要素法の基礎の講習 

(3)佐賀市久米島中学生交流 

日時：平成27年12月19日 

主催：佐賀市教育委員会 

対象：佐賀市久米島中学生と関係者 

概要：佐賀市久米島中学生交流事業で、佐賀市と久米島の中学生に海洋温度差発電に

関する講義を行った。 

 

１２－３－６ 電気電子工学専攻・電気電子工学科 

(1)平成 27 年度佐賀県科学的思考力育成プログラム「科学者へのとびら」 
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日時：平成27年8月19日 

主催：佐賀県教育委員会，佐賀大学 

対象：高校生 

概要：「コンピュータの中に小さな人工頭脳を作ろう！」と題した講座を担当した。 

 

１２－３－７ 都市工学専攻・都市工学科 

(1)第 38 回佐賀県消防職員意見発表会審査 

日時：平成27年4月14日 

主催：佐賀県消防長会 

対象：佐賀県内の消防職員 

概要：第38回佐賀県消防職員意見発表会の審査 

(2)九州の水環境を知ろう ～佐賀の水環境（２）～ 

日時：平成27年11月19日 

主催：日本水環境学会九州沖縄支部 

対象：一般，学会員 

概要：前年度に引き続き，佐賀地区の水環境を知ることで，地域住民が水環境に少し

でも意識を持ってもらうとともに，環境問題への知識向上と健全な水環境の保全

に寄与することを目的に現地見学会を開催した。 

見学地：①佐賀・低平地の治水技術（さが水ものがたり館），②佐賀市浄化セン

ター見学，③干潟よか公園，④ノリ漁場の見学，⑤三重津海軍所跡見学（世界遺

産） 

(3)平成 27 年度全国消防長会九州支部消防情報通信シンポジウム 

日時：平成28年1月22日 

主催：全国消防長会九州支部 

対象：九州内の消防長（局長） 

概要： 講演を行った。 

(4)石井樋 400 年祭シンポジウム 

日時：平成28年2月7日 

主催：NPO法人嘉瀬川交流軸 

対象：一般市民 

概要：講演題目「成富兵庫と加藤清正の治水の思想と技術」 

(5)平成 27 年度 日本水環境学会九州沖縄支部研究発表会＆総会 

日時：平成28年2月27日 

主催：（公社）日本水環境学会九州沖縄支部 

対象：一般，学会員 

概要：日本水環境学会九州沖縄支部にて，会員への水環境や関連科学技術に関する情

報提供を目的とした講演会，見学会を実施した。 
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１２－３－８ 先端融合工学専攻 

(1)平成 27 年度有田ニューセラミックス研究会第 1 回講演会 

日時：平成27年5月20日 

主催：有田ニューセラミックス研究会 

対象：有田ニューセラミックス研究会会員、佐賀県窯業技術センター、有田窯業大学

校のみなさん他 

概要：平成27年度有田ニューセラミックス研究会第1回講演会にて「これまでの研究紹

介-セラミックスの信頼性獲得への挑戦-」と題した講演を約90分行い、講演に関

する質疑応答を行った。 

(2)工業教育活性化セミナー 

日時：平成27年7月27日 

主催：佐賀県高等学校教育研究会 

対象：県内工業系高校大学進学希望者 

概要：4年生理工系大学進学希望者に対する模擬講義 

(3)第 18 回連携大学院産学官交流セミナー 

日時：平成28年1月21日 

主催：産業技術総合研究所九州センター，佐賀大学 

対象：産学官 

概要：「ナノインデンテーションでわかること」について講演を行った。 

 

本専攻は，学科を共同で運営する機能物質化学科, 機械システム工学科, 電気電子工

学科と一体となって社会貢献を果たしている。 

 

 

１２－４ 研究による社会貢献 

 

１２－４－１ 研究成果の公開 

学部として「佐賀大学理工学集報」を年 2 回発行し，教員や学生の研究成果を広く公表

している。また，「第 11 章 研究活動」の「第 2 節 研究活動の状況」に示すように多く

の研究成果が論文や著書，特許出願，学会での研究発表や Web などを通して公開され，社

会的な貢献を果たしている。 

 

１２－４－２ 産業界への貢献 

 「第 11 章 研究活動」の「第 2 節 研究活動の状況」に示すように，数多くの共同研究

や受託研究がなされている。また，研究成果に基づく特許等は，産学官連携推進機構にお

いて知的財産として管理され，必要に応じて産業界に技術移転され，社会的な貢献を果た

している。 
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１２－５ その他の社会貢献 

 

１２－５－１ 産学・地域連携機構と連携した社会貢献（「ものづくり技術者

育成講座」） 

平成 19 年度から，佐賀大学産学・地域連携機構の高度技術研修制度を活用して，工学系

研究科の化学系，機械系および電気電子系の教員が協力して「ものづくり技術者育成講座」

を開講し，地場企業で活躍できる高度な知識・技術を有する人材育成に貢献している。こ

の講座では，とくに地場企業の若手社員に対して中核人材の育成を目的とし，修了者に対

しては修了証書を発行している。  

平成 27 年度に実施した「ものづくり技術者育成講座」の開講コース名と最近 5 年間の

受講者数を，表 12－2 および表 12－3 にそれぞれ示す。  

 

表 12-2 「ものづくり技術者育成講座」開講コース名 

コース名 定員 科目（１コマ＝90 分） 

電気電子コース 10 3 講座，計 30 コマ 

分析化学コース 10 1 講座，計 10 コマ 

化学工学コース 10 1 講座，計 10 コマ 

 

表 12-3 「ものづくり技術者育成講座」受講者数（最近 5 カ年） 

コース名 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

機械基礎 9 5 11 11 - 

実践 CAE 4 6 5 3 - 

実践メカトロニクス 4 - 4  - 

電気電子基礎 - - 6 7 - 

電気電子コース - - - - 7 

表面工業化学 - - - 10 - 

分析化学コース - - - - 8 

化学工学コース - - - - 6 

計 17 11 26 31 21 

 

１２－５－２ 地域企業との連携による社会貢献（工学系高度人材育成コンソ

ーシアム佐賀） 

 本コンソーシアムは，平成 23 年 3 月 4 日に，佐賀大学大学院工学系研究科と佐賀県機

械金属工業会連合会（現，佐賀県工業連合会）（193 社）が連携・協力し，一体となって工

学系高度人材を育成することにより，地域産業の活性化に寄与することを目的として設立

したものである。平成 27 年度の活動内容は以下の通りである。 
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（１）研究室見学会の実施 

 佐賀県工業連合会の参加企業の方々に対して，工学系研究科都市工学専攻の見学会およ

び交流会を催した。まず，石橋研究科長から挨拶があり，引き続き，三島専攻長から都市

工学科・都市工学専攻の教育および研究内容の概要について説明を行った。つぎに，都市

工学専攻における研究内容について，伊藤幸広教授から建設維持管理工学研究室について，

大串浩一郎教授から流域水工学研究室について，小島昌一教授から建築環境工学研究室に

ついて，それぞれ 20 分程度の説明を行った。さらに，参加者に対して大型実験等，水理実

験等，気象観測システム，大学院生製図室などの研究施設見学会を行った。最後に全体の

質疑応答，三島教授より地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）についての

紹介，服部教授より機械科目の PBL 特講および演習についての説明があり，名刺交換後，

散会となった。 

見学会の実施要領は以下の通りである。 

 

見学場所：佐賀大学大学院工学系研究科 都市工学専攻 

日  時：平成 27 年 9 月 28 日（月）13:30〜17:30 

場  所：理工学部３号館１階 大セミナー室 

参 加 者：佐賀県工業連合会参加者 18 名 

 

スケジュール 

13:30〜13:50 挨  拶   研究科長 石橋孝治 教授 

専攻紹介   専攻長  三島伸雄 教授 

13:50〜14:50 研究内容の紹介（20 分×3 研究室） 

   建設維持管理工学研究室（伊藤幸広教授・三田勝也助教） 

  流域水工学研究室（大串浩一郎教授） 

  建築環境工学研究室（小島昌一教授） 

14:50〜15:10 休 憩（見学グループ分け） 

15:10〜16:50 研究室および施設見学（25 分×４箇所程度） 

    大型実験棟・水理実験棟・気象観測システム・大学院製図室等 

17:00〜17:30 意見交換会・交流会 

  全体の質疑応答，個別相談（対応について） 

  地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）の紹介 

  機械システム工学 PBL 特講／PBL 演習の説明（服部教授） 

 

（２）キャリア講演会 

平成 27 年度は，例年同様 3 回のキャリア講演会を開催した。本講演会は，学生諸氏の就

職活動の一助となる事を目的としている。優れた「ものづくり」技術やノウハウを活かし，

世界的に高い競争力を持つ企業の代表として，佐賀県内にある 3 社の社長に講演を行って

頂いた。開催内容は以下の通りである。 
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 第 1 回講演会 

 日 時：平成27年11月10日（水）３校時（13：00～14：30） 

 会 場：理工学部 大学院棟401室 

 講演者：五誠機械産業株式会社http://www.goseikikai.co.jp 

      代表取締役社長 川島 晃 様 

 演 題：「企業創造の原則とこれからの経営」 

 対象者：全学（学部・研究科）の学生・教職員 

 

 第 2 回講演会 

  日 時：平成27年11月19日（木）３校時（13：00～14：30） 

  会 場：理工学部６号館２階多目的セミナー室 

  講演者：株式会社佐賀プラント工業 http://sagaplant.co.jp/ 

       代表取締役 北島 健郎 様 

  演 題：「私たちの未来は希望に満ちている」 

  対象者：全学（学部・研究科）の学生・教職員 

 

 第 3 回講演会 

  日 時：平成 28 年 2 月 4 日（木）３校時（13：00～14：30） 

  会 場：理工学部６号館２階多目的セミナー室 

  講演者：田口電機工業株式会社  http://www.taguchi-dk.co.jp/ 

       代表取締役 田口 英信 様 

  演 題：「失敗を資産に変える経営革新と， 

シンクロトロン光Ｘ線を利用する最先端ナノテクノロジー技術の紹介」 

  対象者：全学（学部・研究科）の学生・教職員 

 

（３）インターンシップの実施 

 平成27年度は，下表に示すとおり工学系高度人材育成コンソーシアム佐賀に加入する企

業２社に学部学生３名のインターンシップ受入れをご協力頂いた。  

 

実習受入企業 実施期間 受入人数 

（株）三川 8/17-21 １名 

（株）ミゾタ 9/14-18 ２名 

 

（４）企業見学会 

日本機械学会九州支部佐賀地区見学会に協力し，企業見学会を以下のとおり実施した。 

見学先：株式会社 唐津鐵工所 

日時：平成 27 年 11 月 13 日(金) 

参加人数：20 名 
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（５）PBL 教育 

 佐賀大学理工学部では，平成 25 年度から地域連携実践的キャリア教育科目として PBL 

(Problem Based Learning, Project Based Learning)型授業科目の実施を始めた。この

科目は「工学系高度人材育成コンソーシアム佐賀」の参加企業各社の協力の下，実践的演

習授業を行い，学生の地域や企業等での仕事に対する理解を深めることを目的として実施

しているが，平成 26 年度からは，大学院生が学部３年生をまとめるリーダーとしてとして

配置し，グループによりコミュニケーションを取りながら，実践的に問題解決の方法を学

ぶことができる科目として実施している。 

 

開講時期：平成 27 年度後学期 

課題提供企業：株式会社三川 

学部生 

 講義名 ：機械工学特別講義（機械システム工学 PBL 演習） 

 開催学科：機械システム工学科 3 年，後学期・選択科目 

 受講人数：９名 

大学院生 

 講義名 ：機械システム工学特論Ⅰ（機械システム工学 PBL 特講） 

 開催学科：機械システム工学専攻博士前期課程，後学期・選択科目 

 受講人数：４名 

 

１２－５－３ 各種審議会を通した社会貢献 

多数の教員が国，地方，県，市，町，村が主催する各種審議会や公的機関の専門委員会

等に委員として参加し，専門的立場から意見を述べることにより社会的な貢献を果たして

いる。 

 

１２－５－４ 学会活動を通した社会貢献 

多数の教員が各種学会の役員，専門委員，論文査読委員，講演会実行委員等として学会

活動に取り組み，当該分野における学問の発展に貢献している。 

 

表 12-4 審議会等委員および学協会等委員の実績 

項目 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

審議会等委員 73 62 68 50 59 

学協会等委員 148 106 145 38 59 

 

１２－６ 自己評価の概要 

 

１２－６－１ 自己評価 
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工学系研究科・理工学部では，それぞれの教員が学術論文や知的財産権という形でそれ

ぞれの研究成果を社会に還元している。また，研究を通した別の形の社会貢献として審議

会委員や学協会委員の活動であり，毎年コンスタントな実績数を示していることは評価で

きる。さらに，高校生に対しては，ジョイントセミナーやスーパーサイエンスハイスクー

ルなどにおいて，模擬講義などを通して生徒に大学レベルの雰囲気を味合わせ，進路決定

の一助となる成果をあげている。平成 22 年度に設立された「工学系高度人材育成コンソー

シアム佐賀」では，キャリア講演会ならびにインターンシップなどを継続的に実施してお

り，企業との連携がさらに活性化していることを示唆している。各専攻においても研究会

や講演会を実施することにより，地域に開かれた大学を十分アピールしている。研究科・

学部，専攻，各教員，それぞれの単位で活発に社会貢献していることは高く評価できる。 

 

１２－６－２ 今後の課題 

文部科学省は 2016 年度から，全国に 86 ある国立大学を「世界最高水準の教育研究」グ

ループ，「特定の分野で世界的な教育研究」グループ，および「地域活性化に貢献する教育

研究」グループの３つグループに分類することとし，佐賀大学は第３番目のグループを選

択した。そこで，これまでにおいても専門性を基盤として地域の教育機関や産業に対する

貢献が強く望まれてきた訳だが，これからはさらに重視されることになる。 

工学系研究科・理工学部では，設立６年目となった工学系研究科オリジナルの「工学系

高度人材育成コンソーシアム佐賀」において継続的な活動成果は見られるものの，それ以

外には研究科全体としての組織的な方針などは明確になっておらず，有機的な活動がなさ

れているとは言い難い。結果，個々の教員の専門知識を生かした教育や産業への貢献を教

員個人に大きく委ねているのが実状である。 

早急に，中・長期的な展望に立って，工学系研究科の社会貢献に対する具体的な方針を

示し，社会貢献への関わり方や社会貢献活動の評価方法を標準化する必要がある。 

 

【資料】 

社会貢献の方針 （http://www.saga-u.ac.jp/koho/syakaikouken.html） 

大学情報データベース（http://www.saga-u.ac.jp/hyoka/gakugai/genkyou.htm） 

平成 26 年度  理工学部・工学系研究科自己点検・評価報告書 

佐賀大学理工学部広報 ScienTech，No.31 平成 27 年度 

 佐賀県立致遠館高等学校ホームページ，スーパーサイエンスハイスクール(SSH) 

    (http://cms.saga-ed.jp/hp/chienkankoukou/home/homeMain.do) 

 平成 27 年度「工学系高度人材育成コンソーシアム佐賀」活動報告 
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第１３章 国際交流 
 

１３－１ 国際交流の目的 

 

法人は３つの分類された国立大学の機能と役割のうち，「地域活性化の中核」を選択し、

ＣＯＣやＣＯＣ＋などのプロジェクトによって，地域貢献を謳っている。その一方で，国

際交流を利用した教育や研究は大学の本質的な役割として欠かせないものである。大学と

しての使命を担いつつ，「人間性豊かで，幅広い高度な専門知識および技術を身につけた

グローバルに通用するプロフェッショナル人材の育成」を目的として，留学生受け入れ・

海外への若手研究者や学生派遣，ならびに国際パートナーシッププログラムを，また佐賀

大学憲章に定められた「アジアの知的拠点を目指し，国際社会に貢献する」に則って，共

同研究，学会活動等を通して活発な国際交流が行われている。 

 

１３－２ 研究科・学部における国際交流の現状 

 

１３－２－１ 国際交流の概況 

これまでの国際交流活動の大きな問題の１つは経済的支援であった。H26 年度に引き続

き H27 年度も「学長のリーダーシップの発揮」をさらに高めるための特別措置枠に係る事

業計画の募集に際し，工学系研究科の特色・強みである教育のグローバル化をさらに推進

するため「大学院教育のグローバル化推進のための基盤強化」事業として以下の 6 件の事

業計画を提案し，支援措置後，活動が行われた。 

① 外国人教員の雇用(1 年間)事業 

  ② 若手教員の長期海外派遣(1 年間)事業 

  ③ 大学院学生の海外派遣事業（1 か月～6 か月） 

  ④ 学術交流協定締結を目的とした海外調査事業(1 週間程度) 

  ⑤ 外国人研究者招へい事業 

  ⑥ 大学院生の工業英語検定事業 

①の事業により，H26 年度からの継続で，本研究科博士後期課程を修了し，本国で教鞭

を執っている講師（ミャンマー）を特任教員（任期付き）として雇用した。②の事業によ

り，H26 年度からの継続で，2 名の若手教員（准教授）を，ドイツとオランダに派遣した。

また，新規で 1 名の若手教員（准教授）を，アメリカに派遣した。③の事業により，4 名

の大学院博士前期課程の学生を，アメリカ（2 名），タイ，台湾に派遣した。④の事業によ

り，6 組 20 名の教員及び事務職員が，マレーシア，ポーランド，アメリカ，イギリス，台

湾，ベトナムの大学に出向き，学術交流協定の締結又は締結に向けた協議を行った。⑤の

事業により，マレーシアより 3 か月間 1 名の研究者を招へいした。⑥の事業により，大学

院生の英語による論文執筆能力の向上を目的として，工業英語検定の受験料を負担し受験
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を促した結果，留学生を除く在籍者の 84％が受験した。 

研究科・学部における国際交流の状況を表 13-1 に示す。留学生数については，昨年を

20 名ほど上回り，本研究科・学部には 100 人超の留学生が在学（工学系研究科前期：23 名，

後期：47 名，理工学部：30 名，研究生 5 名，SPACE：4 名）しており，特にアジアにおけ

る人材育成に大きく貢献している。一方で，「地球環境科学特別コース」の募集停止やイン

ドネシア政府奨学金の支給大学からの佐賀大学の削除に伴って人数は減少傾向にあったが，

新規の「環境・エネルギー科学グローバル教育プログラム」の採択によって回復しつつあ

る。また、国際課からの呼びかけによりインドネシア政府奨学金の支給大学への佐賀大学

の再登録への働きかけなどが行われている。 

また、「大学院教育のグローバル化推進のための基盤強化」事業により外国人訪問者や海

外研修者の人数も確保され、努力が続けられている。次項 13-2-2 に示すように国際パー

トナーシップ等を通しても，活発な国際交流が行われている。 

 

表 13-1 国際交流活動の実績 

項目 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度

外国人訪問（人） 16 5 13 12 22 

海外研修・国際会議（人） 72 66 88 92 99 

留学生（人） 113 105 87 87 109 

 

１３－２－２ 国際パートナーシッププログラム 

国際パートナーシッププログラムは，2004 年に開始され 12 年目を迎え，工学系研究科・

理工学部における国際交流の中心的役割を果たしている。平成 27 年度はいずれも継続の 8

件のプログラムが開催された。また，4 件が佐賀大学での開催，4 件が海外大学での開催で

あった。表 13-2 に，平成 27 年度に実施したプログラム名とその概要を示す。 

 

 

表 13-2 平成 27 年度国際パートナーシッププログラム一覧 

開催日 プロジェクト名 パートナー機関 参加者数 開催場所

平成 27

年 8 月

26 日～

30 日 

流体力学の基礎と工学

的応用 
国立安東大学校（韓国） 教員：2 名 

学生：7 名 

佐賀大学

浙江理工大学（中国） 教員：1 名 

学生：7 名 

佐賀大学（機械システム工学専

攻） 

教員：3 名 

学生：11 名 

平成 27

年 9 月 6

日 ～ 14

日 

高電圧・電力機器 武漢大学（中国） 教員：5 名 

学生：13 名 

武漢大学

佐賀大学（先端融合工学専攻） 教員：3 名 

学生：9 名 
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平成 27

年 11 月

9 日 ～

13 日 

放電プラズマ工学 ルブリン工科大学（ポーランド） 教員：2 名 

学生：2 名 

佐賀大学

佐賀大学（先端融合工学専攻） 教員：1 名 

学生：1 名 

平成 27

年 11 月

10 日～

12 日 

先端融合工学特別講

義 2 
大邱大学（大韓民国） 教員：7 名 

学生：多数 

大邱大学

佐賀大学（先端融合工学専攻） 教員：6 名 

学生：11 名 

平成 27

年 11 月

17 日～

20 日 

リモートセンシング画像

データのパターン認識

手法 

 

ボゴール農業大学（インドネシ

ア） 

教員：2 名 

学生： 3 名 

佐賀大学

 

佐賀大学（知能情報システム学

専攻） 

教員：3 名 

学生：30 名 

平成 27

年 11 月

23 日～

28 日 

地下空間利用と地下建

築 

同済大学（中国） 教員：5 名 

学生： 8 名 

同済大学

佐賀大学（都市工学専攻） 教員：1 名 

学生： 5 名 

平成 27

年 12 月

7 日 ～

10 日 

循環物質化学特別講義

II 

 

遼寧大学（中国） 教員：4 名 

学生： 3 名 

佐賀大学

佐賀大学（循環物質化学専攻） 教員：4 名 

学生： 6 名 

平成 27

年 12 月

20 日～

24 日 

素粒子物理学と周辺分

野 
延世大学（大韓民国） 教員：2 名 

学生：5 名 

延世大学

佐賀大学（物理科学専攻） 教員：2 名 

学生：6 名 

 

１３－２－３ STEPs の活動 

 STEPs は”Student Association of Excellent and Progressive Spirit”の略称であ

り，学部長表彰を受けた各学部２名の有志から成る，国際活動を行う学生自治組織である。

2011 年 10 月に設立され，H27 年度は 5 期目の活動を行った。前期は毎週水曜日の 17 時半

に STEPs の部屋に集合し，主として自己紹介のための英語の練習を行った。H26 年度より

開始した English Courner（その時間帯には一切日本語を使わず，あるトピックに対して

メンバー全員が英語で説明し質問する）を継続し，日常での英会話を促進すべく活動して

いる。また 7 月に入ってから海外訪問先のインドネシア・ガジャマダ大学との交流の準備

のために，インドネシアやジョグジャカルタについての文化・経済・習慣・食などについ

て各学生が英語によるプレゼン資料を作成し、メンバーに紹介を行った。また、日本文化

についても英語で説明ができるように準備を行った。これらの訓練を元に，9 月にインド

ネシア・ガジャマダ大学を訪問し，海外研修を行った。後期は水曜日の 18 時を定時とし
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て，さまざまな国際交流への取り組みのための活動を行った。 

その他，定期以外の主な活動は以下の通りであった。 

 

佐賀大学訪問教員や学生との交流 

・ 2015 年 10 月 15 日 

SAKURA Exchange Program in Science で低平地研究センターを訪問した大学生と

の交流 

・ 2015 年 12 月 8 日 

中国遼寧大学の学生との交流 

・ 2016 年 1 月 6 日 

「大学院教育のグローバル化推進のための基盤強化」事業で来日しているミュンマー

からの研究員 Min Min Yee 先生による講演会と交流会 

 

海外大学訪問研修と学生との交流 

・ 2015 年 9 月 14 日〜18 日 

インドネシアやジョグジャカルタ ガジャマダ大学への訪問，講演会参加，学生との

交流会 

 

その他 

・ 2015 年 11 月 6 日 

学長への海外研修報告 

 

１３－３ 各専攻・学科における国際交流の現状 

 

１３－３－１ 数理科学専攻・数理科学科 

 諸外国の研究者との交流の場である国際学会（国内開催を含む。）での発表の主なものは

以下の通りである。 

（招待講演） 

・2015 年 6 月 プサン, 韓国 

Infinitely many solutions for sublinear elliptic equations. 

2015 International Workshop on Nonlinear PDE and Applications. 

・2015 年 6 月 ルミニー, フランス 

Local epsilon isomorphisms for rank two p-adic representations of Gal and a 

functional equation of Kato's Euler system 

Geometrie arithmetique. theorie des representations et applications 

・2015 年 8 月 チュンチョン, 韓国 
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Local epsilon isomorphisms for rank two p-adic representations of Gal and a 

functional equation of Kato's Euler system. 

5th East Asia Number Theory Conference, 

・2015 年 12 月, 大阪, 日本 

Symmetric solutions of semilinear elliptic equations. 

3rd Chile-Japan Workshop on Nonlinear PDEs 

 

（一般講演） 

・2015 年 7 月, リヨン, フランス 

Symmetric mountain pass lemma and sublinear elliptic equations. 

Equadiff2015 

 

１３－３－２ 物理科学専攻・物理科学科 

 専攻の組織的な取り組みとして，国際パートナーシップ事業における韓国・延世大学理

学部との合同セミナーと研究発表（素粒子物理学関連）を平成 16 年度以降，毎年開催し

ている。研究の分野では，教員個人が国際共同研究を実施して業績をあげており，国際的

な学術誌に 22 報の論文が掲載されている。その他、国際会議の招待講演を 8 件、一般講

演が 11 件行っている。また、一部の教員は、国際共同研究国際リニアコライダー用 TPC

開発研究 KEK-PS  E391a 実験のデータ解析 J-PARC における KL-->π0 ννbar 実験

計画 (E14)に参加している。 

 

１３－３－３ 知能情報システム学専攻・知能情報システム学科 

 原著研究論文の国際会議/論文誌での発表や査読以外に以下のような活動を行った。また，

国際パートナーシップ事業で，インドネシア・ボゴール農業大学との交流があった。 

 

(1) 共同研究 

・人工衛星搭載のセンサーの校正手法の研究に関するアリゾナ大学との共同研究 

・視線入力による電動車椅子走行制御に関するインドネシア・スラバヤ工科大学との共同

研究 

・遺伝的アルゴリズムにかかる共同研究に関するベトナム・ビン大学との共同研究 

・火山性泥流および災害時の避難誘導のモデリングとシミュレーションに関するインドネ

シア・スラバヤ工業高等専門学校との共同研究 

・ネットワーク経路制御に関するインドネシア・ジャカルタ州立大学との共同研究 

・e-learning コンテンツ検索エンジンに関するインドネシア・ブラウィジャヤ大学との共

同研究 

・センサーネットワークによる自然災害モニタシステムに関するインドネシア・セベラス

マレット大学との共同研究 

・マラン州立大学との協同学習による e-learning システムに関する研究 

(2) その他 
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・当学科と総合情報基盤センターで開発したネットワーク利用者認証システム Opengate

のオープンソース公開し，海外からの問い合わせに随時対応している。 

・国際学術連合・宇宙研究計画(ICSU/COSPAR)のコミッション A（地球観測）の副議長とし

て世界各国の宇宙研究計画の立案，推進，調整等を実施（2008 年から現在まで） 

・COSPAR における GEO（地球観測データシステム）タスクグループ副議長としてシステム

の評価チームに参加し，改善提案等を実施 

・International Journal of Advanced Computer Science and Applications の Editor 

in Chief として論文の質及び量の向上に貢献 

・ISO/IEC JTC1/SC7/WG20 日本代表として国際会合に参加し、ISO/IEC 24773Part 1 改訂

の co-editor を務めている。（2013 年度より） 

・Information Technology Next Generation:ITNG Conference2015(ITNG2015)におい

て，Wavelet and Validated Numerics トラックを企画立案，推進，実施, ITNG2014 の

Service and Contribution Award を受賞 

 

１３－３－４ 循環物質化学専攻・機能物質化学科 

 原著研究論文の国際会議/論文誌での発表以外に以下のような活動を行った。また，国際

パートナーシップ事業で，大韓民国大邱大学を訪問し，また，中国遼寧大学の教員と学生

を佐賀大学に招待した国際交流があった。そのほかに以下のような活動を行った。 

 

(１)講演会の開催 

・平成 27 年 9 月 5 日（土）14：00〜14：50 

演題 History and Recent Advances in Vibrational Optical Activity 

講師 Laurence A. Nafie 名誉教授 (Department of Chemistry, Syracuse University, 

New York, USA) 

・平成 27 年 9 月 5 日（土）14：50〜15：40 

演題 BioTools Instrumentation, Science and Services 

講師 Rina K. Dukor 博士・社長 (BioTools, Inc., Jupiter, Florida, USA) 

・平成 27 年 11 月 24 日（火）13:30～14:30  

演題 Stability of Foams Made from Catanionic Surfactant Mixtures 

講師 Dharmesh Varade 博士（インド Ahmedabad 大学准教授） 

・平成 27 年 11 月 24 日（火）14:30～14:30 

演題 Polymeric Surfactants 

講師 Pratap Bahadur 博士（インド Veer Narmad South Gujarat 大学 Faculty Fellow） 

・平成 27 年 11 月 26 日（木）17：00〜18：00 

演題 Phosphorus Compounds in Sustainable Chemistry 

講師 Professor Jan Weigand （Department of Chemistry and Food Chemistry, TU 

Dresden, Germany） 

・平成 27 年 12 月 9 日（水）16:00〜17:00  

演題 Cycloaddition/Cyclization Strategies for the Synthesis of the Bioactive 
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Heterocycles 

講師 Prof. T. Punniyamurthy (Indian Institute of Technology Guwahati) 

・平成 28 年 3 月 28 日（月）13：30〜14：30 

演題 What we do and do not know about proteins: insights from a photoreceptor 

講師 Wouter D. Hoff 教授 (Oklahoma State University, USA) 

・平成 28 年 3 月 29 日（火）14:00〜15:00  

演題 Structure and Dynamics in Supercritical Fluids: Experimental and Molecular 

Dynamics Analysis 

講師 Prof. Abdenacer Idrissi (University of Lille 1, France) 

・平成 28 年 3 月 29 日（火）15:00〜16:00  

演題 Ion Solvation versus Association in Mixtures of Imidazolium Ionic 

Liquids with Highly Polar Organic Solvents: Molecular Insights 

講師 Dr. Bogdan Marekha (University of Lille 1, France) 

 

(２)国際シンポジウムの開催 

平成 27 年 7 月 29 日（水）〜30 日（木） 

シンポジウム名 3rd international symposium on host compounds for separation 

and functionality in Saga 

講師 グレー・カールステン先生（ドレスデン工科大学）、大渡啓介（佐賀大学）、成田弘

一先生（産総研つくば）、グレー・ケルスティン先生（ドレスデン工科大学）、吉塚和治先

生（北九州市立大学）、中村崇（東北大学） 

場所 佐賀大学理工学部 6 号館 2 階多目的ホール 

 

(３)研究者受け入れ 

・ 平成 27 年 7 月 1 日～8 月 31 日：Sathuluri Ramachanfra Rao 技術補佐員 

・ 平成 27 年 2 月 23 日〜平成 28 年 2 月 29 日（平成 27 年度として平成 27 年 4 月 1 日〜

平成 28 年 2 月 29 日まで）：MinMin Yee 特任講師（講師，ダゴン大学、ミャンマー） 

 

(４)研究者派遣 

・ 平成 27 年 3 月 1 日～平成 28 年 2 月 29 日：森貞真太郎 准教授 

 オランダ ワーゲニンゲン大学（受け入れ教員 Prof. Dr. J. van der Gucht） 

「界面特性の制御による新規なコロイド粒子自己集積手法の開発」 

 

（５）国際共同研究 

・平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 海野雅司 准教授 

 光受容タンパク質の光反応機構に関する研究（米国 オクラホマ州立大学） 

・平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 海野雅司 准教授、藤澤知績 助教 

 ラマン円偏光二色性分光を用いた生体分子の構造解析法の開発に関する研究（オースト

ラリア ＲＭＩＴ大学） 
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・平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 高椋利幸 教授 

 イオン液体と分子性液体の混合状態とその溶媒としての応用に関する研究（フランス リ

ール第１大学） 

・平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 兒玉浩明 教授 

 膜タンパク質の膜貫通領域の構造と機能に関する研究（カナダ Wilfrid Laurier 大学） 

・平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 大渡啓介 教授 

丁子葉油からの C-アリルカリックス[4]レソルシナレンナノ粒子の合成と重金属カチオン

のための吸着材及び抽出剤としての応用に関する研究（インドネシア ガジャ・マダ大学） 

・平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 大渡啓介 教授 

 卵殻廃棄物、石炭飛灰及び泥炭からの酸化カルシウム／酸化アルミニウムに基づく異成

分触媒の開発とバイオディーゼル生産への適用に関する研究（インドネシア ランブン・

マンクラート大学） 

・平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 大渡啓介 教授 

 卵殻廃棄物、石炭飛灰及び泥炭からの酸化カルシウム／酸化アルミニウムに基づく異成

分触媒の開発とバイオディーゼル生産への適用に関する研究（インドネシア ランブン・

マンクラート大学） 

・平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 大渡啓介 教授、山田泰教 准教授、川喜

田英孝 准教授 

 希土類金属の相互分離のための新規抽出試薬の開発に関する研究（ドイツ ドレスデン

工科大学） 

 

（６）学術交流協定締結 

・平成 28 年 3 月 26 日 成田貴行 准教授、藤澤知績 特任講師、大和武彦 教授 

 イギリス ハル大学 

 

１３－３－５ 機械システム工学専攻・機械システム工学科 

教員による海外渡航等による国際交流として，以下のような活動を行った。 

（招待講演） 

・Yasuyuki Ikegami, International Seminar and Exhibition on New Development on 

Ocean Energy in Asia Pasific, 2015 年 7 月 

・イスラム カーン, 4th International Conference on Informatics, Electronics & 

Vision (ICIEV), 2015 年 6 月 

・Shinya Taketomi, The 3rd International Workshops on Advances in Computational 

Mechanics (IWACOM-III), 2015 年 10 月 

・Yoshiaki Hayashi, Panelowe Spotkania Dyskusyjne に参加して研究発表, 2015 年 10 月 

 

（一般講演） 

・Seiya Hagihara, 1st Pan American Congress on Computational Mechanics に参加

して研究発表, 2015 年 4 月 
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・R. Momoe, S. Morita, T. Mayama, N. Hattori, ドイツ, 12th International 

Conference on the Mechanical Behavior of Materials (ICM12), Karlsruhe, Germany, 

May 10-14, 2015 に参加して研究発表, 2015 年 5 月 10-14 日 

・S. Morita, R. Ikeda, T. Mayama, N. Hattori, ドイツ, 12th International 

Conference on the Mechanical Behavior of Materials (ICM12), Karlsruhe, Germany, 

May 10-14, 2015 に参加して研究発表, 2015 年 5 月 10-14 日 

・Y. Okamoto, T. Hori, S. Morita, H. Somekawa, T. Mayama, N. Hattori, ドイツ, 

12th International Conference on the Mechanical Behavior of Materials (ICM12), 

Karlsruhe, Germany, May 10-14, 2015 に参加して研究発表, 2015 年 5 月 10-14 日 

・S. Morita, S. Fujiwara, T. Hori, N. Hattori, H. Somekawa, T. Mayama, イタリ

ア, The 5th International Conference on Crack Paths (CP2015), Ferrara, Italy, 

September 16-18, 2015 に参加して研究発表, 2015 年 9 月 16-18 日 

・Yui YOSHIHARA, 4th International Conference on Material Modelling に参加して

研究発表, 2015 年 5 月 

・Keishi Kariya, Nineteenth Symposium on Thermophysical Properties に参加して

研究発表, 2015 年 6 月 

・Keishi Kariya, Nineteenth Symposium on Thermophysical Properties に参加して

研究発表, 2015 年 6 月 

・Tsuyoshi MAYAMA, Russian-Japanese Workshop on the structure and mechanisms 

of plasticity of advanced magnesium alloys and related materials に参加して研

究発表, 2015 年 6 月 

・Seiya HAGIHARA, 13th U.S. National Congress on Computational Mechanics に参

加して研究発表, 2015 年 7 月 

・Tokitada Hashimoto, イタリア, 12th International Symposium on Experimental 

and Computational Aerothermodynamics of Internal Flows に参加して研究発表, 2015

年 7 月 13-16 日 

・Yusuke Fukushima, イタリア, 12th International Symposium on Experimental and 

Computational Aerothermodynamics of Internal Flows に参加して研究発表, 2015 年

7 月 13-16 日 

・ Yusuke Fukushima, 12th International Symposium on Experimental and 

Computational Aerothermodynamics of Internal Flows, ISAIF12_009(USB)に参加し

て研究発表, 2015 年 7 月 13-16 日 

・ Tokitada Hashimoto, 12th International Symposium on Experimental and 

Computational Aerothermodynamics of Internal Flows, ISAIF12_032(USB)に参加し

て研究発表, 2015 年 7 月 

・Yoichi Kinoue, ASME/JSME/KSME 2015 Joint Fluids Engineering Conference に参

加して研究発表, 2015 年 7 月 

・ Akitoshi KAWAZOE, The 24th IIR International Congress of 

Refrigeration,ICR2015 に参加して研究発表, 2015 年 8 月 
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・ Mohammad Sultan MAHMUD, The 24th IIR International Congress of 

Refrigeration,ICR2015 に参加して研究発表, 2015 年 8 月 

・ Salsuwanda SELAMAT , The 24th IIR International Congress of 

Refrigeration,ICR2015 に参加して研究発表, 2015 年 8 月・Keishi KARIYA, The 24th 

IIR International Congress of Refrigeration,ICR2015 に参加して研究発表, 2015 年

8 月 

・Seiya Hagihara, IV International Conference on Particle-Based Methods. 

Fundamentals and Applications - PARTICLES 2015-に参加して研究発表, 2015 年 9 月 

・Takeshi YASUNAGA, 3rd Int. OTEC Symposium に参加して研究発表, 2015 年 9 月 

・N. Shiomi, Y. Kinoue, T. Setoguchi  13th Asian International Conference on 

Fluid Machinery に参加して研究発表, 2015 年 9 月 

・A. Kaji, Y. Kinoue, 13th Asian Internatoional Conference on Fluid Machinery

に参加して研究発表, 2015 年 9 月 

・Toshifumi Mawatari, Tokyo, Proc. of ITC, TOKYO 2015 に参加して研究発表, 2015

年 9 月 

・Yoshiki Sato, Proc. of ITC, TOKYO 2015 に参加して研究発表, 2015 年 9 月 

・Ryo Akasaka, Nineteenth Symposium on Thermophysical Properties に参加して研

究発表, 2015 年 9 月 

・Yoshiki Sato, Tokyo, International Tribology Conference, Tokyo 2015 に参加し

て研究発表, 2015 年 9 月 

・S. Morita, イタリア, The 5th International Conference on Crack Paths (CP2015)

に参加して研究発表, 2015 年 9 月 16-18 日 

・Yoshiaki Hayashi, Panelowe Spotkania Dyskusyjne に参加して研究発表, 2015 年 10 月 

・Shinya Taketomi, The 3rd International Workshops on Advances in Computational 

Mechanics に参加して研究発表, 2015 年 10 月 

・Seiya HAGIHARA, 4th Conference on Particle-Based Methods に参加して研究発表, 

2015 年 10 月 

・Yuichi TADANO, 3rd International Workshops on Advances in Computational 

Mechanics に参加して研究発表, 2015 年 10 月 

・Md. Saddam Hossain Joy, バングラデシュ, The 11th International Conference on 

Mechanical Engineering 2015 (ICME 2015) に参加して研究発表, 2015 年 12 月 18-20 日 

・Yasutaka Imai, The 13th Asian International Conference on Fluid Machinery に

参加して研究発表, 2015 年 

・Yoichi Kinoue, The 13th Asian International Conference on Fluid Machinery に

参加して研究発表, 2015 年 

・T. Murakami, The 13th Asian International Conference on Fluid Machinery に参

加して研究発表, 2015 年 

・Sumito Yokobe, SAE 2015-01-1838 に参加して研究発表, 2015 年 

・Yutaka Hara, The 13th Asian International Conference on Fluid Machinery, 
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AICFM13-187 に参加して研究発表, 2015 年 

・ Yutaka Hara, ASME-JSME-KSME Joint Fluids Engineering Conference 2015, 

AJKFluids2015-22038 に参加して研究発表, 2015 年 

・Yuichi TADANO, Plasticity 2016: Advancements in Theoretical and Applied 

Plasticity に参加して研究発表, 2016 年 1 月 

・ Keishi Kariya, The First Pacific Rim Thermal Engineering Conference, 

PRTEC(CDROM)に参加して研究発表, 2016 年 3 月 

・Takeshi Tsujimura, Kiyotaka Izumi、Fifth International Conference on Digital 

Information Processing and Communications (ICDIPC2015)に参加して研究発表, 2015

年 10 月 

・Yuta Shimada, Yuki Tashiro, Kiyotaka Izumi, Koichi Yoshida, and Takeshi 

Tsujimura、20th Microoptics Conference に参加して研究発表, 2015 年 10 月 

・Takeshi Tsujimura, Kousuke Urata, and Kiyotaka Izumi、4th International 

Conference on Informatics, Electronics & Vision に参加して研究発表, 2015 年 11 月 

 

 また、宮良明男教授、仮屋圭史准教授、石田賢治講師が台湾の国立勤益科学技術大学に

訪問し、学術交流協定を締結した。 

さらに、辻村健教授、林喜章助教がポーランドの Lublin Univ. of Technology を訪問

し、学術交流協定校との交流の再活性化を実行した。 

 研究者派遣として、平成 27 年 3 月 2 日～平成 28 年 2 月 23 日に武富紳也 准教授（ドイ

ツ シュトゥットガルト大学）、平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 10 日に只野裕一准教

授（アメリカ合衆国 カリフォルニア大学サンディエゴ校）が共同研究を行った。 

 

１３－３－６ 電気電子工学専攻・電気電子工学科 

・大津康徳教授がアメリカ合衆国ウェストバージニア大学の Julian Schulze 教授との共

同研究でプラズマプロセシングにおける高周波プラズマに関する研究を行っている。平成

27 年 9 月 20 日から 24 日に大韓民国にて開催された第 10 回プラズマ表面工学に関するア

ジアヨーロッパ国際会議（AEPSE2015）にて、研究成果について１件発表を行った。 

・豊田一彦教授と西山英輔助教がバングラデシュ チッタゴン工科大学の Dr. M. A. 

Hossain 氏と Dr. Q. D. Hossain 氏との共同研究で高機能アンテナの研究を行っている。

電子情報通信学会総合大会で研究成果を発表した。 

・豊田一彦教授と西山英輔助教が 2015 年 11 月 9 日〜12 日にオーストラリアで開催され

た 2015 International Symposium on Antennas and Propagation (ISAP2015）で研究

成果 5 件を発表するとともに、各国の研究者と議論を行った。 

・豊田一彦教授が2016年2月29日〜3月2日にアメリカで開催された2016 International 

Workshop on Antenna Technology (iWAT2016)で招待講演を行い、各国の研究者と議論を

行った。 

・和久屋寛准教授が日本学術振興会二国間交流事業共同研究（代表者：三島伸雄教授）の

分担者として、2015 年 4 月 29 日〜5 月 2 日に大韓民国新羅大学で開催された 2015 Korea 
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Contents Association Spring Academic Conference (KoCon Spring 2015)に参加し、

研究発表を行った。 

・和久屋寛准教授が日本学術振興会二国間交流事業共同研究（代表者：三島伸雄教授）の

分担者として、2015 年 12 月 10 日〜14 日にマレーシア The Pacific Sutera Hotel で開

催された International Conference on Convergence Content 2015 (ICCC2015)に参加

し、研究発表を行った。 

・田中徹教授が米国 Lawrence Berkeley National Laboratory、香港 City University 

of Hong Kong、フィンランド Aalto University、ポーランド Wroclaw University of 

Technology と太陽電池に関する共同研究を実施し、研究成果を国際会議(PVSC42, 

ICNS11)および学術誌 (Advanced Energy Materials, Physical Review Applied, 

Semiconductor Science and Technology, Applied Physics Express)等にて公表した。 

・田中徹教授が日本学術振興会二国間交流事業共同研究の研究代表者として、中国科学院

蘭州化学物理研究所と共同研究を実施した。平成 27 年 4 月および 12 月に相手先研究者が

来訪、平成 27 年 10 月に相手先を訪問し招待講演を実施。研究成果は国際会議(PVSC42)お

よび学術誌(Journal of Power Sources)等にて公表した。 

・田中高行講師が 2015 年 9 月 6 日〜2015 年 9 月 11 日にフランス、パリの PALAIS DES 

CONGRES で開催された The 45th European Microwave Conference (EuMC2015)に参加し、

研究発表を行い、各国の研究者と議論を行った。 

・田中高行講師が 2015 年 8 月 10 日〜2015 年 8 月 11 日にベトナム、ホーチミンシティー

の The University of Science - Vietnam National University で開催された Vietnam-

Japan MicroWave 2015 (VJMW2015)に参加し、研究発表を行い、ベトナムの研究者と議論

を行った。 

上記を含めて多くの招待講演・一般講演を行った。 

 

１３－３－７ 都市工学専攻・都市工学科 

(1) 外国人研究者招聘事業として、マレーシアのトゥン・フセイン・オン大学より教授を

招聘した。 

 

(2)学術交流協定締結事業 

・帯屋洋之教授、石橋孝治教授、井嶋克志教授がマレーシア トゥン・フセイン・オン大

学を訪問し、学術交流協定を締結した。 

・三島悠一郎講師と井嶋克志教授がベトナム カントー大学を訪問し、学術交流協定を締

結した。 

 

(3) JSPS 二国間交流事業（共同研究）（相手国：韓国）の実施 

歴史的地方都市における災害時要援護者支援のための ICT 活用型「防災デザイン」 

全期間：2014 年 7 月-2016 年 6 月（２カ年） 

参加者：日本・佐賀大学 教員 4 名，大学院生 5 名 

       聖徳大学 教員 1 名 
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    韓国・牧園大学校 教員 4 名，大学院生 2 名 

       忠北大学校 教員 1 名，大学院生 1 名 

       ハンバッ大学 教員 1 名，大学院生 1 名 

 

(4)国際共同研究 

・国際プロジェクト名：研究拠点形成事業（アジア・アフリカ学術基盤形成型） 

「都市の水資源管理に関するアジアの研究教育基盤モデルの構築」 

関連教員名： Vongthanasunthorn Narumol 

相手国名： タイ 

相手国大学： カセサート大学 (Kasetsart University) 

海外共同研究者名: Dr. Sanya Sirivithayapakorn 

・国際プロジェクト名：ICT 地域防災デザイン研究（JSPS 二国間交流事業共同研究） 

関連教員名：三島伸雄・岡崎泰久・和久屋寛・林田行雄 

相手国名：韓国 

相手国大学：牧園大学校、_忠北大学校、ハンバッ大学校 

海外共同研究者名： 

Prof. Dr. Oh Yong-sun, 

Assoc. Prof. Dr.Park Sun-gyu, 

Assoc. Prof. Dr. Min Byung-won, 

Assoc. Prof. Oh Sang-hoon, 

Prof. Dr. Yoo Jae-soo, 

Assoc. Prof. Dr. Noh Hwang-woo 

 

１３－３－８  先端融合工学専攻 

（１）海外での講義・講演 

竹下道範准教授が，フランス リール第１大学とパリ第７大学に客員教授として招聘さ

れ，有機フォトクロミック化合物に関する講義と大学院生の研究指導を行った。 

また、（２）に示した共同研究を実施した 

（平成 27 年 8 月 30 日〜9 月 21 日） 

 

（２）海外大学との共同研究 

・国際プロジェクト名：有機フォトクロミック化合物のフォトクロミック挙動の解明 

関連教員名：竹下道範 

相手国名：フランス 

相手国大学：リール第１大学とパリ第７大学 

海外共同研究者名：ステファン・アリーゼ准教授、オーレリー・ペリエ准教授 

・国際プロジェクト名：有機フォトクロミック化合物の電気化学的挙動の解明 

関連教員名：竹下道範 

相手国名： スペイン 
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相手国大学：バルセロナ自治大学（UAB） 

海外共同研究者名：ゴンザロ・グイラド教授 

・国際プロジェクト名：オレンジカロテノイドタンパク質の光活性化機構の解明 

関連教員名：藤澤知績、海野雅司 

相手国名：アメリカ合衆国 

相手国大学：ミシガン州立大学 

海外共同研究者名：Cheryl A. Kerfeld 教授 

・国際プロジェクト名：Hydrodynamic chromatography を用いた粒子の分離 

関連教員名：川喜田英孝 

相手国名：USA 

相手国大学：UC Davis 

海外共同研究者名：Professor Ronald Phillips 

・国際プロジェクト名：レアメタル回収のための高効率試薬の開発 

関連教員名：川喜田英孝、大渡啓介、山田泰教 

相手国名：ドイツ 

相手国大学：ドレスデン工科大学 

海外共同研究者名：Jan Weigand 教授、Karsten Gloe 教授 

 

（３）国際パートナーシッププログラム 

韓国・大邱大学との間で国際パートナーシップ事業を開催した。 

（平成 27 年 11 月 10 日〜12 日，実施責任者 大和武彦 教授） 

 

１３－４ 自己評価の概要 

 

１３－４－１ 自己評価 

 平成 27 年度も多数の本研究科教員および学生によるアジア諸国を中心とした活発な国

際交流活動が行われている。また，「第 11 章 研究活動」に示すように，多くの研究成果

が国際的に評価の高い学術雑誌への掲載を通して世界に発信されており，佐賀大学憲章に

謳った知的拠点として役割が果たされている。 

 

１３－４－２ 今後の課題 

これまでの国際交流の活動の大きな課題は経済的支援であったが、H27 年度は H26 年度

から継続して「学長のリーダーシップの発揮」をさらに高めるための特別措置枠に係る事

業計画として，工学系研究科の特色・強みである教育のグローバル化をさらに推進するた

め「大学院教育のグローバル化推進のための基盤強化」事業として 6 つの事業計画を提案

し，支援措置後，活動が行われた。また，従来通り工学系研究科・理工学部が国際交流の

中心的活動として位置づけている国際パートナーシッププログラムや学部生自治組織であ

る STEPs に対しても支援が行われた。今年度は国際パートナーシッププログラムが 8 件で

ー380ー



あり，また STEPs の有志学生も 14 名中 6 名であった。経済支援もさることながら，ます

ますの活性化が期待される。また、「大学院教育のグローバル化推進のための基盤強化」事

業への支援終了後の活動の維持についても懸念がある。 

 国費外国人留学生（研究留学生）の優先配分を行う特別プログラムである「地球環境科

学特別コース」の募集停止後，「環境・エネルギー科学グローバル教育プログラム（Post-

graduate Program for Global Advancement (PPGA) in Environmental and Energy 

Science）が新たに採択されたが，国費枠・私費枠共に募集定員の確保は最重要課題であ

る。また，入学者の「人間性豊かで，幅広い高度な専門知識および技術を身につけたグロ

ーバルに通用するプロフェッショナル人材の育成」に努める。また，国費外国人留学生（研

究留学生）の優先配分を行う特別プログラムは国際交流を行う上で不可欠なプラットホー

ムであり，より活発な交流に発展するよう努力する。また国内外でのホームカミングデー

など，佐賀大学を修了し，母国で活躍する教員たちとの交流を密にし，新規学生確保と共

に，研究科の教員との共同研究の推進に努める。 

 

【資料】 

平成 26 年度 理工学部・工学系研究科自己点検・評価報告書 

平成 27 年度  佐賀大学理工学部広報 ScienTech，No.31（印刷中） 

平成 27 年度 国際パートナーシッププログラム報告書 
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編集後記 

 

平成 27 年度は，国立大学法人佐賀大学の中期目標期間第２期の最終年度となり，認証評価ならび

に法人評価に対するまとめの年となりました． 

本報告書作成については，例年どおり教職員の皆様には多大なご負担をおかけすることになり，

この紙面をお借りしてお詫び申し上げます．以前から懸案事項であったにオンライン化データシス

テムについては，来年度からのシステム改修が予定されており，次期システムより研究業績データ

ベースとの連携が図られることから，作業量が大幅に削減されることを期待しています．なお，報

告書の作成についてはこれまでどおり長期戦となってしまいましたが，少しずつではありますが前

年より報告書の作成要領の見直しを図っており，学部ならびに研究科内の問題点の早期発見ならび

にそれに対する取組みについては改善されてきています． 

さて，これから中期目標期間第３期に入りますが，近年，国立大学に対する改革が強く望まれて

おり，佐賀大学は佐賀の地域に必要とされる国立大学法人としての改革も必要となります．そこで，

佐賀大学理工学部ならびに工学系研究科においては，第２期の反省を踏まえて，大学の強み・特色

を前面に出した教育研究内容の見直し，理工系人材育成戦略を踏まえた機能の強化，また社会的役

割を明確にした「ミッションの再定義」の実現，地（知）の拠点大学による地方創生事業の推進な

どを図っていくことになります．加えて，平成 30 年度の学部・研究科改組の実現に向け，これま

で以上に佐賀大学工学系研究科がひとつとなり，一つ一つの問題を解決しながら着実に歩んでいか

ねばならないと考えます． 

最後に，本報告書作成にあたっては，専攻長，前年度各種委員会委員長に多大なご協力をいただ

きました．お陰をもちまして本報告書の作成に至りましたこと，記して謝意を表します． 

（文責 服部信祐） 

 

平成 28 年 12 月 

工学系研究科評価準備委員会 

 服部 信祐 

 船久保 公一 

 萩原 世也 

 花本 猛士 

 大渡 啓介 

 帯屋 洋之 

 後藤 聡 

 大石 祐司 

 堂園 浩 

 工学系研究科事務室 





（別紙１） 

 
工学系研究科が定めた「工学系研究科の自己点検・評価の手法」に則って、本評価は行われ

ている。評価の実施組織、自己点検・評価の方針、情報収集、分析及び評価等の評価の手法は

適切であると判断した。 

  



（別紙２） 

 

評価基準に関しては法人が定めた評価基準等に準拠しており、自己評価書の１～９章は大

学改革支援・学位授与機構が定めた大学評価基準に従って適切な評価が行われている。また、

管理運営、研究活動、社会貢献、国際交流の評価項目も理工学部・工学系研究科の現状を評

価するのに適切なものとなっていると判断される。 

  



（別紙３） 

 
提出された「平成 27 年度自己点検・評価報告書」に記載された内容は前記の評価基準に照

らして、適切に行われた評価の結果であり、ほぼ妥当な評価結果となっていると判断される。

なお、報告書の内容に関する個別意見は別添の評価意見に記載している。 

  



工学系研究科 ・理工学部 評価意見書 
 
 
基準１  学部・研究科の目的 

１-１．学部の目的 
 求められる目的に適合している。 
（判断理由） 
「学部の目的」については、理工学部の設立の目的、理工融合という理念、社会の中で

果たそうとする目的等が明確に定められており、さらに学科ごとに教育の方針等が定めら

れ、公表されていることから、学部として求められる目的に適合していると判断される。 
特に、理工融合の理念に基づいて、学部の教育の目的を定め、実践している点は優れた

取組であると判断される。 
 

１-２．研究科の目的 
求められる目的に適合している。 

（判断理由） 
「研究科の目的」については、研究科の目的、理念、社会の中で果たそうとする目的等

が明確に定められており、さらに博士前期課程、後期課程の教育の目的、教育の方針等が

専攻ごとに定められ、ホームページや研究科案内等において明記され、公表されているこ

とから、大学院として求められる目的に適合していると判断される。 
特に、佐賀大学の理念である教養教育を根幹におきながら、高度先端科学技術や学際的

学術研究領域の分野など、知識基盤社会の要請に柔軟に対応できる教育研究体制の整備・

再構築を学生中心に図っていることは優れた取組であると判断される。 
 

以上のように「学部・研究科の目的」について、理工学部・工学系研究科の目的・特徴

を踏まえつつ総合的に勘案した結果、学部・研究科の目的は、大学・大学院一般に求めら

れている目的に適合していると判定した。 
 
 
基準２ 教育研究組織 

２-１．教育研究組織 
求められる目的に適合している。 

（判断理由） 
「学部・学科の構成」は理工学部の目的に沿った７学科で組織されており、それぞれの

学科が学士課程における教育研究の目的を達成するうえで適切なものとなっていると判断

される。 
「工学系研究科の構成」は博士前期課程が学部の学科にほぼ対応した８専攻、後期課程

は理工融合の理念をさらに発展させた１専攻、４コースで設置されており、これらは大学

院課程における教育研究の目的を達成するうえで適切なものとなっていると判断される。 
 
２-２．教育研究に係る運営体制 

求められる目的に適合している。 
（判断理由） 
理工学部教授会、工学系研究科教授会はそれぞれ専任講師以上の教員で組織され、入学

その他学生の身分に関する事項や学位の授与に関する事項など、教育研究活動に係る重要

事項を審議するために必要な活動を定期的に行っており、その目的を達成するうえで適切

なものとなっている。さらに、代議員会を構成し、会議の効率化を行っていることは優れ

た取組であると判断される。 
また、教育課程や教育方法等を検討するために、学部・大学院別に教務委員会、教育の

質保証・ＪＡＢＥＥ委員会等の組織が構成され、学生の教育に必要な活動を適切に行い、

機能 していることは優れた取組であると判断される。 
 



 
以上のように「学部・研究科の教育研究組織」について、理工学部・工学系研究科の目

的・特徴を踏まえつつ総合的に勘案した結果、学部・研究科の教育研究組織は、大学・大

学院一般に求められている目的に適合していると判定した。 
 
 
基準３ 教員及び教育支援者 

３-１ 教員組織及び教員の配置 
求められる目的に適合している。 

（判断理由） 
理工学部および博士前期課程においては７学科、８専攻において、教員組織としての講

座（各専攻１講座）を設置し、教育研究を行っている。また、博士後期課程は１専攻４コ

ースで構成されており、教育研究が行われている。これら講座及びコースには専任の教授 、
准教授、講師または助教がバランスよく配置され、関連する学科、専攻等の教育研究に係

る責任の所在が明確にされていることから、教員組織及び教員の配置は適切であると判断

される。 
学士課程においては、それぞれの学科の目的に応じた教育活動を展開するために必要な 

教員が確保され、主要授業科目には専任の教授または准教授が配置されていると判断され 
る。また、大学院課程においては、博士前期課程では収容学生定員２-３人に一人の割合

で、 専任の教授または准教授が配置され、また後期課程では学生収容定員（７２名）以上

にあたる８５名の専任の教育研究指導教員と５９名の研究指導補助教員が配置されており、

それぞれの専攻の目的に応じた教育研究活動が実施されていると判断される。 
教員組織の活性化のための措置として、教員の公募制や優秀な教員を確保するための任

期制をとらない措置は適切であると判断される。 
 

３-２ 教員選考基準及び教員評価 
 求められる目的に適合している。 

（判断理由） 
教員の採用に当たって国立大学法人佐賀大学教員選考基準に則った佐賀大学大学院工学

系研究科教員選考規則が定められ、教育・研究業績、社会貢献、国際貢献、教育研究の今

後の展望等、教員の教育、研究活動を多面的に評価し、教員の採用が行われている。特に

採用に当たって面接や模擬講義などを行うことにより、当該教員の教育上の指導能力等が

測られていると判断される。 
教員の教育及び研究活動に関する評価については佐賀大学で定められた教員報告様式に 

より個人目標申告書、活動実績報告書および自己点検評価書を毎年作成し、それに基づい

て研究科長を委員長とする評価委員会が教員の個人評価を継続して行っており、評価結果

を教員にフィードバックするとともに、研究科で集計・分析され、今後の活動に用いるな

ど評価結果に対して適切な取組が継続的になされていると判断される。 
 

３-３ 教育支援者 
 求められる目的に適合している。 

（判断理由） 
教育支援者として、技術職員が３部門からなる技術部として組織化され、２４名の技術

職員が教育支援業務、研究支援業務、社会貢献業務を中心として教育支援業務を行ってお

り、技術職員は研究科の目的に従ってこれらの業務に適切に配置され、技術部は十分に機

能していると判断される。また、延べ１８５人のＴＡが任用され、教育補助者として活用

されている。 
 

以上のように「教員及び教育支援者」について、理工学部・工学系研究科の目的・特徴

を踏まえつつ総合的に勘案した結果 、教員及び教育支援者の配置や活動状況は、大学・大

学院一般に求められている目的に適合していると判定した。 
 



基準４ 学生の受入 
４-１ 入学者受入方針と学生の受入 

 求められる目的に適合している。 
（判断理由） 

学部においては各学科、大学院においては各専攻のアドミッションポリシーが明確に定

められ、ホームページ等で学内外に公表されている。また、これに基づく多様な入学者選

抜方法は学生募集要項等に記載されるとともに大学説明会や高等学校教員との連絡協議会 
等において十分に説明されている。特に、入学者選抜にあたり、一般入試のほかに推薦入

試、帰国子女入試、編入学試験、外国人特別入試、私費外国人留学生入試等、きめ細かい

入試方法によって入学者を選抜していることは優れた取組であると判断される。 
入学者の選抜に当たって、一般入試においては学長を本部長として全学的に設置された

入学試験実施本部を中心として、特別入試等においては学部・研究科独自の実施要項に基

づいた学部長を統括責任者とした実施体制により、それぞれ公正な入学試験が実施されて

いると判断される。 
入学者選抜方法等の検証と改善は学部・研究科の入試検討委員会により継続的に実施さ

れており、平成 25 年度の後期一般入試方法の変更や、平成 27 年度の入学定員の変更等の

改善が行われている。これらの取組により、受験者数が増加するなどの改善がみられるこ

とは優れた取組であると判断される。 
 

４-２ 入学者数 
入学者数管理等の入学人員の適正化は適切に行われている。 

（判断理由） 
学部入学者の定員充足率は学部平均で 1.04～1.08 とやや定員を上回っているものの入学

定員に対する比率は 10%以内に収まっており、ほぼ適正な範囲であると判断される。博士

前期課程も専攻、入学年度により差はあるものの、おおむね 10%以内の超過に収まってお

り、ほぼ適正な範囲であると判断される。博士後期課程においては年度により充足数にバ

ラツキがみられるが、これについて当該年度の社会情勢等が大きく影響すると考えられる。

定員充足数の適正化については入学試験委員会等により、継続的な検証と改善が行われて

いると判断される。 
 

以上のように「学生の受入」について、理工学部・工学系研究科の目的・特徴を踏まえ

つつ総合的に勘案した結果、学部・大学院のアドミッションポリシーとそれに則った入試

による学生の受入は、大学・大学院一般に求められている目的に適合していると判定した。 
 
 
基準５ 教育内容及び方法 
Ⅰ．学士課程 

５-１ 学士課程のカリキュラム 
求められる目的に適合している。 

（判断理由） 
理工学部および各学科の教育目的・目標に基づいて「学生に何をどう学ばせるか」とい

うカリキュラムポリシーが明確に定められており、それに従った教育課程の編成方針によ

り、各学科別に教養教育科目と専門教育科目が定められている。これら科目はそれぞれの

学科において体系的に設置され、その内容や水準は授与される工学士、理学士という学位

名において適切なものとなっていると判断される。特に専門教育科目では教育内容ごとに

高度な専門性を有する教員が担当するなど、適切な教育が実施されていると判断される。

また、学生の多様なニーズ、学術の発展状況、社会からの要請等に対応した多面的な専門

知識の習得のための専門科目が学科ごとに編成されており、それらについては学部・学科

で継続的な見直しと修正作業が行われていると判断される。 
 

５-２ 授業形態および学習指導法 
求められる目的に適合している。 



（判断理由） 
それぞれの学科ごとに教育の目的に応じた講義、演習、実験、実習等がバランス良く配

置され、科目によってはＴＡが配置されるなどの工夫がなされていることや各学科におい

て正課教育と正課外教育及び指導が行われていることは優れた取組であると判断される。

さらに、各学科において、履修モデルの作成・周知や時間外学習の課題を与えること、自

習室を設置することなど、学習環境等を整備するとともに、受講科目の履修制限を行うこ

とにより、単位の実質化を図っていると判断される。 
各授業科目について、オンラインシラバスが作成され、学生の授業評価アンケートから

わかるようにその内容に沿った授業が行われていると判断される。 
基礎学力不足の学生に対しては、各授業科目で課題を与え、Web や、e-learning により

学習管理を行うとともに、チューター制度、ラーニングポートフォリオなどを組み合わせ

て丁寧な指導が組織的に行われていることは優れた取組であると判断される。 
 

５-３ 学士課程の成績評価 
 求められる目的に適合している。 

（判断理由） 
  学科ごとに佐賀大学の学士カおよび学科の目的に踏まえた具体的な学位授与方針が明確

かつ詳細に定められ、公表されていると判断される。 
成績評価基準は佐賀大学学則、理工学部規則及び理工学部履修細則の中に定められてお

り、学生便覧、「理工学部で何を学ぶか」、シラバスなどに記載、公表されている。これ

ら冊子等は、入学時のオリエンテーションで全入学生に配布されており、学生に周知され

ているとともに、この基準に従った成績評価、単位認定が行われていると判断される。 
成績評価等の客観性・厳格性の担保の為に、学部で定めた学生からの成績評価に関する

異議申し立て制度に基づいて、各学科で試験問題や解答例等の成績判定資料が保管されて

おり、組織的な措置が図られていると判断される。 
卒業認定に当たって、学位授与方針に従った認定基準が各学科で策定されており、それ

に基づいて、学部教務委員会及び教授会において組織的に、適切に認定されていると判断

される。卒業研究に対しても指導体制や合否判定基準等が定められ、学科の判定会議にお

ける厳密な審査のもとに学部教授会で組織的な合否判定がなされていると判断される。 
 

以上のように「学部の教育内容及び方法」について、理工学部の目的・特徴を踏まえつ

つ総合的に勘案した結果、学部の学位授与方針とそれに則った教育内容、成績評価や卒業

認定等、「学部の教育内容及び方法」は、大学一般に求められている目的に適合している

と判定した。 
 
 
Ⅱ．大学院課程 

５-４ 大学院課程のカリキュラム・実施体制 
求められる目的に適合している。 

（判断理由） 
工学系研究科各専攻の教育目的・目標およびそれに基づく教育課程の編成・実施の方針

に従って、専攻ごとに必修科目である基礎教育科目、選択科目である専門教育科目を定め、

教育内容ごとに高度な専門性を有する教員が担当するなど、適切な教育が実施されている

と判断される。さらに、研究科全体の学生が履修する研究科間共通科目が設置されており、

工学系研究科のみならず、他研究科とも組織的、体系的な連携のもとに教育課程が編成さ

れていることは優れた取組であると判断される。また、この取り組みによって編成された

教育課程による教育内容や水準は修士（理学）、修士（工学）の学位名において適切なも

のとなっていると判断される。 
さらに、教育科目の内容等において、他専攻、他研究科の授業科目の履修、他の大学院

との単位互換、インターンシップによる単位の認定、留学生等への配慮、秋季入学への配

慮等学生のニーズ、学術の発展状況、社会からの要請等に基づいて、それぞれの専攻でき

め細かい教育・研究指導体制が確立していることは優れた取組であると判断される。 



 
５-５ 大学院課程の授業形態および学習指導法 

 求められる目的に適合している。 
（判断理由） 

それぞれの専攻ごとに教育の目的に応じた講義、演習、実験、実習等がバランス良く配

置され、少人数教育が行われていることは優れた取組であると判断される。さらに、各専

攻においてそれぞれの科目の開講意図と履修モデルが策定され、学生に対して周知される

とともに、適正な学習計画のもとに学生が履修できるように配慮されていると判断される。

また、受講科目の履修制限を行うことにより、単位の実質化を図っていると判断される。 
各授業科目について、オンラインシラバス等が作成され、学生の授業評価アンケートか

らわかるようにその内容に沿った授業が行われていると判断される。 
平成 27 年度より、それぞれの専攻において複数教員による研究指導体制が組織的に確

立され、丁寧な研究指導が組織的に行われていること、また学生の教育的能力及び総合能

力の育成の為にティーチングアシスタントとしての活動を合わせ行わせていることは優れ

た取組であると判断される。 
 

５-６ 大学院課程の成績評価 
 求められる目的に適合している。 

（判断理由） 
それぞれの専攻ごとに専攻の目的に踏まえた具体的な学位授与方針が明確かつ詳細に定

められ、公表されていると判断される。 
成績評価基準及び大学院の修了要件は佐賀大学大学院規則の中に定められており、学生

便覧に記載、公表されている。また、授業科目ごとの成績評価基準はシラ バスの中に記載

され、学生に周知されていると判断される。これらは、入学時のオリエンテーションで冊

子等として全入学生に配布されており、学生に周知されているとともに、この基準に従っ

た成績評価、単位認定が適切に行われていると判断される。 
成績評価等の客観性・厳格性の担保の為に、研究科で定めた「学生からの成績評価に関

する異議申し立て制度」に基づいて、各専攻で試験問題や解答例等の成績判定資料が保管

されており、適切で、組織的な取組が行われていると判断される。 
修了卒業認定に当たって、学位授与方針に従った認定基準が各専攻で策定されており、

それに基づいて、研究科教務委員会及び教授会において組織的、適切に認定されていると

判断される。修士論文や博士論文に対しても指導体制や合否判定基準等が定められ、各専

攻の判定会議等における厳密な審査のもとに研究科教授会で組織的な合否判定がなされて

いると判断される。 
 

以上のように「研究科の教育内容及び方法」について、工学系研究科の目的・特徴を踏

まえつつ総合的に勘案した結果、研究科の学位授与方針とそれに則った教育内容、成績評

価や修了認定等、「研究科の教育内容及び方法」は、大学院一般に求められている目的に

適合していると判定した。 
 
 
基準６ 学習成果 

６-１ 学生が身に着けた知識・技能・態度から見た学習の成果 
 求められる目的に適合している。 

（判断理由） 
学部学生の各授業科目の単位取得率（合格率）と平均点は、全学科において、ほぼ満足

できるものと判断される。また、４学科でＪＡＢＥＥ認定教育プログラムが提供され、多

数の学生が認定されている ようである。特に、電気電子工学科においては卒業生全員が認

定されていることは優れている。さらに、教員免許、毒劇物取扱責任者、技術士補、建築

士等の資格も比較的多くの学生が取得しており、学習の成果が十分にあがっていると判断

される。博士前期課程においては全専攻において、各授業科目の成績、単位取得率は優秀

であり、学生に高い理解度を与える講義等を行っていると判断される。 



研究指導も熱心に行われ、平成 27 年度においては学生による学会講演発表数（87 件）、

研究論文発表数（10 件）は極めて多いと考えられ、卒業研究の水準も極めて高いと判断

される。また、博士課程では、博士前期課程（修士論文提出者数 205 名）においては 351
件の学会講演発表数、65 件の研究論文発表数、さらに 31 件の受賞件数であり、また、学

生数 83 名の博士後期課程においても、82 件の学会講演発表数、62 件の研究論文発表数、

さらに７件の受賞件数が示されており、大学院においても極めて高水準の研究指導が行わ

れ、学習成果が十分に上がっていると判断される。 
前記のような高度な学習成果は学生のアンケート調査結果、多くの学生が在学中に得ら

れた学習成果が「満足できる」と回答していることにも表れている。 
 

６-２ 学生の進路状況等から見た学習の成果 
求められる目的に適合している。 

（判断理由） 
学部学生の進路状況は約 45%が進学し、残りの 55%の就職の状況は建設業、製造業、情 

報通信業といった在学中に取得した専門科目等が役立つ職業に就職していることから、学 
習の成果は十分に上がっていると判断される。博士課程においても同様であり、進路の状

況から見た学習成果は十分に上がっていると判断される。 
卒業生アンケートの結果においては、多くの卒業生が在学中の教育成果に満足している

と判断される。また、多くの学科等でアンケート結果を教育課程等の改善に利用している

ものと判断される。企業アンケート等に関しては実施していない学科等もあり、アンケー

ト回答数も少なく、その方法等に改善を要すると判断される。 
 

以上のように「学習成果」について、理工学部、工学系研究科の目的・特徴を踏まえつ

つ総合的に勘案した結果、「各学年や卒業・修了時等において学生が身につけるべき、知

識・技能・態度等、工学部・工学研究科における学習成果」に関しては、単位取得、資格

取得、卒業・修了生の進路等の状況から、大学・大学院一般に求められている目的に適合

していると判定した。 
 
 
基準７ 施設・設備及び学生支援 

７-１ 教育研究のための施設・設備 
求められる目的に適合している。 

（判断理由） 
理工学部・工学系研究科においては研究室、講義室、実験室、実習工場等、それぞれの

学科、専攻の教育研究の目的に応じた施設・設備が整備され、これら施設にはスロープや

エレベータなどバリアフリー化や耐震化の工事も完了していると判断される。 
講義室等への EV 機器の整備、ワイドスクリーンの設置、学生のためのノートパソコン

用の電源設備、情報ネットワークなど、ＩＣＴのための教育環境も十分に整備されてきて

おり、これらは有効に活用されていると判断される。 
全学図書館とともに、各学科等に図書室が整備され、教育研究活動に必要な学術雑誌、

視聴覚資料等も系統的に収集・整理され、有効に利用されていると判断される。 
学生の自学自習、少人数の講義等を行うための、自習室、演習室、コミュニケーション

ルーム等が、学部全体あるいは各学科等で十分に整備され、有効に活用されていると判断

される。 
さらに、これら施設・設備等は施設マネジメント委員会のもとに体系的に管理され、構

成員への周知と有効活用が図られていることは優れた取組であると判断される。 
 
７-２ 学生の履修指導と学習・生活支援 

求められる目的に適合している。 
（判断理由） 
すべての学科の新入生オリエンテーション等において、教養教育科目や専門科目の履修

指導や学生生活に関する具体的なガイダンスが行われている。これらは「理工学部で何を



学ぶか」、シラバス等冊子体およびホームページ等の媒体により学生に配布、周知されて

いると判断される。さらに、２・３年次学生に対しても教務委員等によるコース選択等に

関するガイダンスが行われ、学生の履修に関する相談等にも対処している。また、履修に

必要な情報は各学科のホームページ等で周知されていると判断される。 
工学系研究科においても指導教員を中心として、科目の概要や履修方法、修了要件、学

位論文の研究テーマなど、学生個人別に細かい指導が適切に行われていると判断される。 
オフィスアワーやチューター制度により、個人面談等を通して、学習支援に対する学生の

ニーズの把握、学生の学習相談、助言、生活指導など適切な学習支援等が行われており、

さらに、これらの活動を通じて、障碍を有する学生等、特別な支援が必要な学生等を把握

し、適切な支援が行われていることは優れた取組であると判断される。 
学生に対する満足度の結果等からもガイダンス等が適切に行われていること、学習指

導・生活支援に関する学生のニーズが適切に点検把握されていることが確認されるが、こ

れらに対処するための、特に健康・ハラスメント等に関する相談や助言体制は完備されて

いるとは言えず、改善の余地があると判断される。 
 

以上のように「施設・設備及び学生支援」について、理工学部、工学系研究科の目的・

特徴を踏まえつつ総合的に勘案した結果、教育研究のための施設・設備の整備状況、学生

への履修指導と学習・生活支援の状況から、「理工学部・工学研究科の施設・設備及び学

生支援」は大学・大学院一般に求められている目的に適合していると判定した。 
 
 
基準８ 教育の内部質保証 

８-１ 教育の点検・評価・質の向上システム 
求められる目的に適合している。 

（判断理由） 
教育の質の保証と教育改善体制については、研究科及び FD 委員会において活動方針が

定められ、これに基づいて FD 講演会や講習会等が開催されるなど、教育の質の改善・向

上を図る体制は整っていると判断される。さらに、各専攻各学科の FD 委員により、授業

アンケート等が実施され、その分析・点検とそれに伴った教育改善等を各教員にフィード

バックし、各教員はそれに基づいた授業等の継続的な改善を行っていると判断される。た

だし、Web を学生アンケートの手段として用いることにより、回収率の低下がみられるよ

うであり、この点については、例えば最後の授業の 15 分程度を回答に使うなど、方法等

に改善の余地があると考えられる。 
大学構成員からの意見聴取は学科会議等で行われているようであるが、教員相互の授業

参観等を積極的に行い、直接的な相互授業評価を行うなどの改善の余地があると考えられ

る。学外関係者の意見に関しては、保護者懇談会や高校教員との懇談会、企業アンケート

などが継続的に行われ、それらの結果が教育改善に資していると判断される。 
 

８-２ 教員、教育支援者及び教育補助者に対する研修 
 求められる目的に適合している。 

（判断理由） 
理工学部、工学系研究科においては教育の改善に関する多様な内容の FD が恒常的に開

催され、多くの教員がこれらに参加し、その成果が上がっていると判断される。 
教育支援者、補助者に対する研修等も学部・研究科で恒常的に行われ、TA 活動報告書

等により活動内容も精査されるなど、その資質の向上を図るための取組も適切に行われて

いると判断される。 
以上のように「教育の内部質保証」について、理工学部、工学系研究科の目的・特徴を

踏まえつつ総合的に勘案した結果、教育の点検・評価・質の向上システムがほぼ確立され

ていること、及び教員や教育支援者に対する研修の成果等の状況から、「理工学部・工学

研究科の教育の内部質保証」は大学・大学院一般に求められている目的に適合していると

判定した。 
 



９ 教育情報の公表 
（判断理由） 

教育研究活動についての情報に関しては、自己点検・評価書が継続的に刊行され、印刷

物等として公表されている。また、学部研究科の目的等については、学部および、各学科

専攻のホームページやウエブサイト等で公表されている。また、学生に関しては「理工学

部で何を学ぶか」及び履修の手引き等が刊行・周知されており、十分な活動が行われてい

ると判断される。 
 

以上のように、「教育情報等の公表」について、理工学部、工学系研究科の目的・特徴

を踏まえつつ総合的に勘案した結果、「教育情報等の公表」に関しては、十分な取組及び

組織的な活動が行われていると判定した。 
 

１０ 管理運営 
（判断理由） 
(1)財務 
学部・研究科に配分される予算に関しては、学部予算委員会等により適切に配分が決定

され、執行されていると判断される。また、若手研究者の支援や重点的研究経費、学部長

裁量経費等を定め、予算の重点配分を行っていること、恒常的に光熱水量の抑制を図って

いることは優れた取組であると判断される。 
(2)管理運営と事務組織 

管理運営の為に、研究科長・学部長の役割と補佐体制、教授会・代議員会の審議事項等

の役割が規則等で定められ、管理運営体制は確立され、それぞれは十分に機能していると

判断される。また、各種委員会も役割等が明記され、活発に活動しており、学部・研究科

の教育研究に大きく寄与していると判断される。 
支援組織である事務部も少ない人員で教育研究の補助機能を十分に果たしていると判断

される。技術職員も体系的に組織され、学部研究科の目的に応じた教育研究支援の役割を

果たしている。また、非常勤の事務補佐員も各専攻に配置され、十分に機能しているよう

である。また、事務職員及び技術職員においても研修など、能力開発のための取組が行わ

れていると判断される。 
(3)自己点検評価委員会、評価実施委員会が設置され、教員個人の教育研究活動等の評価が

行われるとともに、継続的に学部研究科の自己評価が行われ、自己点検評価書として継続

的に刊行されている。また、評価結果を活用するための組織的な取り組みも行われ、評価

結果の活用体制も確立されつつあると判断される。 
 

以上のように、「管理運営」について、理工学部、工学系研究科の目的・特徴を踏まえ

つつ総合的に勘案した結果、財務、管理運営組織等、「理工学部・工学系研究科の管理運

営」に関しては十分な取組及び活動が行われていると判定した。 
 
 

１１ 研究活動 
（判断理由） 
(1)研究目的と特徴 

理工融合、社会に開かれた学部・研究科、国際性を基本理念とし、それぞれの専攻、研

究分野の特性に応じた研究テーマが設定され、活発な研究が行われていると判断される。

さらに、研究成果に関して表 11-4 に示されているように、想定する関係者やその期待に

基づき、表 11-3 に記載されている様な代表的研究課題が設定されていることは優れた取

組であると判断される。特に、有明海をターゲットにした低平地防災工学、自然エネルギ

ーの多様的変換技術、シンクロトロン応用研究等は佐賀大学の立地条件を生かしたものと

して、優れた取組であると判断される。 
 
(2)研究活動の状況 
理工学部・工学系研究科の理念に沿った研究がそれぞれの専攻等で着実に行われ、その



成果が学術論文等として、公表されており、教員一人当たりの最近 6 年間の年開業績数は

3 件以上あり、満足できるものと判断される。特許出願数や外部研究資金の獲得状況も一

般の期待に沿うものになっているが、この状態を維持するための継続的な努力・取組が必

要である。さらに、産総研との連携大学院による研究協力や民間との共同研究も成果を上

げていると考えられる。さらに、それぞれの専攻の教員間で、研究の相互評価が行われ、

個々の教員の研究進展のための改善事項等の指摘につながっているものと判断される。 
 

以上のように、「研究活動」について、理工学部、工学系研究科の目的・特徴を踏まえ

つつ総合的に勘案した結果、地域に根差したテーマによる研究、研究費の獲得状況、優れ

た研究業績等、その「研究活動」に関しては組織的かつ十分な取組及び活動が行われてい

ると判定した。 
 
 

１２ 社会貢献 
（判断理由） 
(1)社会貢献の目的 

社会貢献における全学的な方針に沿って、理工学部・工学系研究科の特色を生かした、

社会貢献の目的を組織的に設定され、学部・大学院全体や各学科・専攻の特色を生かした

適切な活動が行われていると判断される。 
(2)教育による社会貢献 

学部・研究科全体として、高等学校とのジョイントセミナーやスーパーサイエンスハイ

スクール等の活動を活発に行うとともに、高校生の大学研修等にも適切に対応していると

判断される。さらに、それぞれの学科・専攻は高大連携プログラムや例えば「身近な化学

物質と健康」、「科学者へのとびら」、「九州の水環境を知ろう」といった身近なテーマ

の講演会等、それぞれの学科等の特色や専門性を生かした、一般市民、高校生、小中学生

を対象とした活動を活発に行っていることは優れた取組であると判断される。 
(3)研究による社会貢献 

理工学部・工学系研究科の研究成果はそれぞれの著書、学会誌、佐賀大学理工学部集報

として、刊行・公開されており、これらを通じて適切な社会貢献が行われていると判断さ

れる。また、研究成果に基づく特許等は知的財産として管理され、産業界に技術移転され

るなど、十分な社会的貢献が行われていると判断される。 
(4)その他の社会貢献 
例えば「モノづくり技術者養成講座」、「工業系高度人材養成コンソーシアム佐賀」等、

産学・地域連携機構や地域企業との連携による適切な社会貢献活動を行っていると判断さ

れる。 
 

以上のように、「社会貢献」について、理工学部、工学系研究科の目的・特徴を踏まえ

つつ総合的に勘案した結果、後援会活動等の教育を通じた貢献、その他、地域社会への貢

献等、その「社会貢献活動」に関しては十分な取組及び活動が行われていると判定した。 
 
 

１３ 国際交流 
（判断理由） 
(1)国際交流の目的 

佐賀大学憲章にある知的拠点、及び大学法人として選択された地域活性化の中核となる

ことを目的とし、理工学部・工学系研究科においても国際交流に関して、「大学院教育の

グローバル化推進のための基盤強化」等の明確な目的が定められ、それに則って留学生受

け入れ、共同研究、学会活動、講演活動等を通して、活発な国際交流が行われていると判

断される。 
(2)研究科・学部における国際交流の現状 

「大学院教育のグローバル化推進のための基盤強化」事業として、外国人教員の雇用、

若手教員の長期海外派遣、大学院学生の海外派遣や工業英語検定事業等 6 件の事業計画が



策定され、これに則って交流事業が行われていることは優れた取組であると判断され、こ

れについては継続的な取組が望まれる。 
特に、毎年 100 名前後の留学生を受け入れるなど地方大学の 1 研究科としては優れた貢

献をしている。さらに、工業英語検定事業における経費補助、学生の S T E P s 活動など学

生の自主的活動に対する配慮及び支援は優れた取組であると判断される。また、各専攻等

においても国際学会の開催、招待講演、国際パートナーシッププログラム事業など活発な

活動が行われており、これらを通じて十分な国際交流・国際貢献がなされていると判断さ

れる。 
 

以上のように、「国際交流」について、理工学部、工学系研究科の目的・特徴を踏まえ

つつ総合的に勘案した結果、「大学院教育のグローバル化推進のための基盤強化」事業の

策定と実行等、その「国際交流」に関しては十分な取組及び活動が行われていると判定し

た。 
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